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独占禁止法における確約手続についての若干の検討
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保証契約締結プロセスの規律（１）
　　── イングランドにおける信頼の濫用法理の考察を中心に ──

�  西　村　曜　子　 466［ 25］
中国法における裁判所による違約金増減の運用と理念（３）
　　── 日本の債権法改正に寄せて ── �  呉　　　逸　寧　 400［ 91］
子どもの自己決定と憲法（６）
　　── 米・台・日における子どもの人権・権利論の分析・比較 ──
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近代中国への自由・権利概念の移植 �  林　　　来　梵　 270［221］
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出先機関と地方自治体の中央─地方関係
　　── 高度成長期の名古屋港整備を事例として ──

�  山　田　　　健　 218［273］

判 例 研 究
社会保障判例研究 �  川久保　　　寛　 162［329］
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（
三
）
本
稿
の
研
究
視
角
と
全
体
構
成

第
一
章　
　

シ
ュ
ト
ラ
ス
ブ
ル
ク
大
学
時
代
に
お
け
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
思
想
（
一
九
一
〇
─
一
九
一
九
年
）

　

第
一
節　
『
国
家
の
価
値
と
個
人
の
意
義
』
に
お
け
る
国
家
論

　

第
二
節　

最
初
期
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
共
同
体
と
個
人

　

第
三
節　

法
学
方
法
論
を
め
ぐ
る
一
九
一
〇
年
代
に
お
け
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
ケ
ル
ゼ
ン�

（
以
上
、
六
十
八
巻
六
号
）

第
二
章　
　

第
一
次
世
界
大
戦
期
に
始
ま
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
独
裁
論
研
究
（
一
九
一
五
─
一
九
二
一
年
）

　

第
一
節　

独
裁
論
の
出
発
点
と
し
て
の
戒
厳
状
態
論

　

第
二
節　

第
一
次
大
戦
直
後
の
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
ボ
ダ
ン
論
と
ホ
ッ
ブ
ズ
論

　

第
三
節　
『
独
裁
』
成
立
の
諸
状
況
と
委
任
独
裁
論
の
形
成

　

第
四
節　
『
独
裁
』
に
お
け
る
主
権
独
裁
論
─
─
人
民
の
意
志
に
つ
い
て
の
考
察

　

第
五
節　

プ
ロ
レ
タ
リ
ア
独
裁
評
価
を
め
ぐ
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
ケ
ル
ゼ
ン

第
三
章　
　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
人
民
主
権
論
批
判
（
一
九
二
二
年
）

　

第
一
節　
『
政
治
神
学
』
に
お
け
る
政
治
神
学
的
方
法

　

第
二
節　

政
治
神
学
の
由
来
─
─
反
革
命
国
家
哲
学
者
か
ら
の
影
響

　

第
三
節　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
政
治
神
学
的
方
法
の
継
承
と
独
自
の
展
開

　

第
四
節　

人
民
主
権
の
成
立
過
程
を
め
ぐ
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
ケ
ル
ゼ
ン�

（
以
上
、
六
十
九
巻
一
号
）

第
四
章　
　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
民
主
主
義
論
の
展
開
（
一
九
二
三
─
一
九
二
六
年
）

　

第
一
節　

民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
の
意
志
の
同
一
性
と
同
一
化

　

第
二
節　

民
主
主
義
に
お
け
る
同
質
性

　

第
三
節　

民
主
主
義
と
政
治
的
統
一
の
関
係
─
─
「
政
治
的
な
も
の
の
概
念
」

第
五
章　
　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
民
主
主
義
論
の
新
た
な
展
開
と
そ
の
起
源
（
一
九
二
七
年
）

　

第
一
節　

民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
と
政
務
官
の
対
立

　

第
二
節　

民
主
主
義
論
に
お
け
る
喝
采
概
念
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第
三
節　

民
主
主
義
論
の
変
容
─
─
指
導
者
と
人
民�

（
以
上
、
本
号
）

第
六
章　
　
『
憲
法
論
』
に
お
け
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
民
主
主
義
論
の
完
成
（
一
九
二
八
年
）

結
び

※
文
献
か
ら
の
引
用
を
示
す
た
め
に
本
文
中
で
用
い
た
略
号
に
つ
い
て
は
、六
十
八
巻
六
号
に
記
載
し
た「
引
用
に
つ
い
て
」を
参
照
さ
れ
た
い
。

第
四
章　

民
主
主
義
論
の
展
開

第
一
節　

民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
の
意
志
の
同
一
性
と
同
一
化

　

本
節
で
は
、『
政
治
神
学
』（
一
九
二
二
年
）
か
ら
『
現
代
議
会
主
義
の
精
神
史
的
地
位
』（
初
版
、
一
九
二
三
年
。
以
下
で
は
議
会
主
義

論
と
略
記
す
る
）
へ
か
け
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
観
に
変
化
が
見
出
さ
れ
る
こ
と
を
確
認
し
、
そ
の
連
続
面
と
断
絶
面
を
把
握
す
る

こ
と
を
試
み
る
。

（
一
）
議
会
主
義
論
に
お
け
る
民
主
主
義
理
解
─
─
『
政
治
神
学
』
か
ら
の
連
続
と
断
絶

『
政
治
神
学
』
か
ら
の
連
続
─
─
「
同
一
性
」
と
し
て
の
民
主
主
義
理
解

　

議
会
主
義
論
に
お
い
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、周
知
の
通
り
、民
主
主
義
を「
治
者
と
被
治
者
の
同
一
性
」と
し
て
、厳
密
に
は「
一
連
の
同
一
性
」

と
し
て
定
義
す
る
。
彼
に
よ
れ
ば
、「
下
さ
れ
る
す
べ
て
の
決
定
が
決
定
す
る
者
自
身
に
対
し
て
の
み
妥
当
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
、



論　　　説

北法69（2・4）210

民
主
主
義
の
本
質
で
あ
る
」（LP:34

）。「
一
連
の
同
一
性
」
の
具
体
的
な
内
容
と
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
列
挙
す
る
の
は
、
次
の
も
の
で
あ
る

─
─
「
治
者
と
被
治
者
の
同
一
性
、
支
配
者
と
被
支
配
者
の
同
一
性
、
国
家
的
権
威
の
主
体
と
客
体
の
同
一
性
、
人
民
と
議
会
に
お
け
る
代

表
と
の
同
一
性
、
国
家
と
そ
の
都
度
投
票
す
る
人
民
と
の
同
一
性
、
国
家
と
法
律
と
の
同
一
性
、
量
的
な
も
の
（
数
の
点
で
の
多
数
あ
る
い

は
全
員
一
致
）
と
質
的
な
も
の
（
法
律
の
正
し
さ
）
と
の
同
一
性
」（LP:35

）。

　
「
同
一
性
」
と
し
て
の
民
主
主
義
定
義
は
、
前
年
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
公
刊
し
た
『
政
治
神
学
』
に
お
い
て
す
で
に
示
さ
れ
て
い（

１
）た

。
そ
れ

に
よ
れ
ば
、「
治
者
と
被
治
者
の
同
一
性
と
い
う
民
主
主
義
的
命
題
」
を
始
め
と
す
る
「
同
一
性
」
思
想
こ
そ
が
、
超
越
性
を
喪
失
し
、
内

在
性
に
基
づ
く
民
主
主
義
思
想
が
普
及
す
る
十
九
世
紀
以
来
の
特
徴
で
あ
る
と
さ
れ
た（PT

:44f.

）。
し
た
が
っ
て
、民
主
主
義
を「
同
一
性
」

と
し
て
把
握
す
る
点
で
、
両
著
作
の
間
に
は
連
続
性
が
あ
る
と
言
え
る
。

『
政
治
神
学
』
と
の
断
絶
─
─
人
民
主
権
お
よ
び
民
主
主
義
に
対
す
る
評
価
の
転
換

　

た
だ
し
、
人
民
主
権
お
よ
び
民
主
主
義
自
体
に
対
す
る
評
価
の
点
で
、
両
著
作
の
間
に
は
断
絶
が
存
在
す
る
。
す
な
わ
ち
、『
政
治
神
学
』

と
議
会
主
義
論
に
お
い
て
は
、人
民
主
権
に
対
す
る
評
価
、そ
し
て
人
民
主
権
の
基
礎
を
な
す
「
民
主
主
義
的
正
統
性
」
に
対
す
る
シ
ュ
ミ
ッ

ト
の
評
価
が
全
く
異
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　
『
政
治
神
学
』
に
お
い
て
は
、
人
民
主
権
お
よ
び
民
主
主
義
は
、
本
来
の
主
権
概
念
の
メ
ル
ク
マ
ル
で
あ
る
人
格
主
義
的
要
素
お
よ
び
決

断
主
義
的
要
素
を
欠
き
、
ア
ナ
ー
キ
ズ
ム
に
結
び
つ
く
思
想
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
た
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
主
権
者
の
複
数
性
を
特
徴

と
す
る
人
民
主
権
は
、
せ
い
ぜ
い
の
と
こ
ろ
有
機
的
統
一
し
か
果
た
す
こ
と
が
で
き
ず
、
君
主
主
権
が
達
成
し
た
─
─
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
歴
史

的
偉
業
と
し
て
高
く
評
価
す
る
─
─
国
家
的
統
一
を
達
成
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
人
民
主
権
を
批
判
し
、

人
民
主
権
お
よ
び
近
代
民
主
主
義
と
対
決
し
た
、
十
九
世
紀
フ
ラ
ン
ス
お
よ
び
ス
ペ
イ
ン
の
反
革
命
国
家
哲
学
者
に
対
す
る
シ
ン
パ
シ
ー
を



カール・シュミットにおける民主主義論の成立過程（３）

北法69（2・5）211

示
し
て
い
た
。

　

他
方
で
、
議
会
主
義
論
に
お
い
て
は
、
人
民
主
権
な
い
し
民
主
主
義
に
対
す
る
批
判
は
な
さ
れ
ず
、「
民
主
主
義
的
正
統
性
」
に
つ
い
て

む
し
ろ
積
極
的
に
論
じ
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

　

人
民
主
権
お
よ
び
民
主
主
義
に
対
す
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
評
価
な
い
し
姿
勢
の
こ
う
し
た
転
換
に
つ
い
て
、
従
来
の
研
究
は
十
分
に
説
得
的

な
説
明
を
行
な
っ
て
い
な（

２
）い

。
そ
も
そ
も
、
先
行
研
究
に
お
い
て
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
民
主
主
義
観
の
転
換
と
い
う
問
題
は
、
注
目

さ
れ
な
か
っ
た
と
言
え
る
。
例
え
ば
、
Ｈ
．ク
ル
パ
に
よ
る
古
典
的
研
究
に
お
い
て
は
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
期
に
お
け
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
思
想
は

一
九
二
二
年
を
転
換
点
と
し
て
「
規
範
主
義
」
か
ら
「
決
断
主
義
」
へ
移
行
し（

３
）た

も
の
と
し
て
の
み
説
明
さ
れ
、
こ
の
間
の
民
主
主
義
に
関

す
る
思
想
的
変
化
は
解
明
さ
れ
な
か
っ
た
。

　

ク
ル
パ
に
よ
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
思
想
の
発
展
説
に
異
を
唱
え
た
Ｈ
．ホ
フ
マ
ン
は
、一
九
二
三
年
を
転
換
と
し
て
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る「
正

統
性
」
概
念
の
内
実
が
変
化
し
た
と
論
じ
た
。
す
な
わ
ち
、
絶
対
的
価
値
と
し
て
の
「
自
然
主
義
な
き
自
然
法
」
を
想
定
し
、
こ
れ
を
実
現

す
る
こ
と
が
国
家
権
力
の
正
統
化
原
理
で
あ
る
と
す
る
「
価
値
合
理
的
正
統
性
」
思
想
（
一
九
一
二
─
一
九
二
〇
年
）、
お
よ
び
こ
れ
を
目

的
と
す
る
「
目
的
合
理
的
正
統
性
」
思
想
（
一
九
二
一
・
一
九
二
二
年
）
は
一
九
二
三
年
に
放
棄
さ
れ
、
こ
れ
以
降
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
「
人
民

投
票
的
正
統
性
」
の
観
念
（
一
九
二
三
─
一
九
三
三
年
）
に
依
拠
す
る
こ
と
に
な
っ
た
、
と
い
う
。
こ
こ
で
は
「
政
治
的
統
一
」
に
お
け
る

実
存
す
る
意
志
、
す
な
わ
ち
人
民
の
「
喝
采
」
が
正
統
化
の
根
拠
で
あ
る
。
ホ
フ
マ
ン
に
よ
れ
ば
、
一
九
二
三
年
に
お
い
て
「
シ
ュ
ミ
ッ
ト

に
と
り
残
さ
れ
た
、
未
だ
に
信
仰
さ
れ
る
も
の
と
し
て
妥
当
し
う
る
正
統
性
」、「
唯
一
の
正
統
性
観
念
」
は
、「
人
民
投
票
的
正
統
性
」
で

あ
っ（

４
）た

。
ホ
フ
マ
ン
は
、こ
の
転
換
を
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。
周
知
の
通
り
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、議
会
主
義
を「
意
見
の
自
由
競
争
」、特
に「
議

会
に
お
け
る
公
開
の
討
論
か
ら
予
定
調
和
の
う
ち
に
相
対
的
真
理
が
生
じ
る
と
い
う
、
整
合
的
で
包
括
的
な
形
而
上
学
的
体（

５
）系

」
に
基
づ
く

も
の
と
し
て
説
明
し
た
。
そ
し
て
本
来
で
あ
れ
ば
、「
完
結
し
た
合
法
性
体
系
を
も
つ
立
法
国
家
」
の
法
思
想
は
、「
予
定
さ
れ
前
提
さ
れ
た
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法
と
法
律
の
一
致
、
正
義
と
合
法
性
の
一
致
、
訴
訟
と
手
続
き
の
一
致
と
調
和
」
に
よ
っ
て
隅
々
ま
で
支
配
さ
れ
て
い
る
は
ず
で
あ
る
。
し

か
し
す
で
に
、
議
会
主
義
の
精
神
史
的
基
礎
で
あ
る
「
公
開
性
」
と
「
討
論
」
は
機
能
せ
ず
、
ま
た
「
法
と
制
定
さ
れ
た
法
律
と
の
調
和
に

対
す
る
信
頼
」、「
法
律
概
念
に
お
け
る
理
性
と
正
義
と
の
内
容
的
関
連
」
は
失
わ
れ
て
い
る
。
ホ
フ
マ
ン
に
よ
れ
ば
、
そ
こ
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト

は
、
合
法
性
観
念
は
機
能
主
義
化
し
、
法
と
法
律
、
合
法
性
と
正
統
性
と
は
分
離
し
、「
合
法
的
革
命
の
危
険
性
が
浮
上
す（

６
）る

」
こ
と
を
認

識
す
る
に
至
っ
た
。
こ
う
し
た
現
状
分
析
に
基
づ
き
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
当
時
依
拠
し
え
た
正
統
性
は
「
人
民
投
票
的
正
統
性
」
し
か
な
か
っ

た
の
だ
、
と
ホ
フ
マ
ン
は
結
論
付
け
る
。
こ
の
よ
う
な
ホ
フ
マ
ン
の
研
究
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
各
著
作
に
見
出
さ
れ
る
「
正
統
性
」
概
念
の

内
実
を
明
ら
か
に
し
、
そ
の
発
展
過
程
を
記
述
し
て
は
い
る
が
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
民
主
主
義
観
そ
れ
自
体
の
転
換
を
十
分
に
説
明
し

て
い
な
い
。

　

ま
た
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
伝
記
著
者
Ｒ
．メ
ー
リ
ン
グ
は
、
議
会
主
義
論
に
お
け
る
「
治
者
と
被
治
者
の
同
一
性
」
と
い
う
民
主
主
義
観
は
、

『
独
裁
』（
一
九
二
一
年
）
以
来
見
出
さ
れ
る
「
歴
史
哲
学
（Geschichtsphilosophie （

７
））」

の
延
長
線
上
に
お
い
て
理
解
で
き
る
と
説
明
す
る
。

す
な
わ
ち
こ
れ
は
、「
政
治
的
意
志
の
形
成
過
程
」
に
お
け
る
「
合
理
主
義
」
か
ら
「
非
合
理
主
義
」
へ
の
歴
史
的
発
展
の
帰
結
で
あ
る
と

論
じ
る
。
メ
ー
リ
ン
グ
に
よ
れ
ば
、議
会
主
義
論
に
お
い
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、「
制
度
の
究
極
的
核
心
」
を
突
き
止
め
る
た
め
に
「
精
神
史
的
」

方
法
を
採
用
し
、「
議
会
主
義
の
政
治
神
学
」
を
歴
史
的
に
描
写
し（

８
）た

。
議
会
主
義
は
「
公
開
の
討
論
、
政
治
的
真
理
に
至
る
道
程
と
し
て

の
議
論
と
公
開
性
に
対
す
る
「
信
仰
」
を
形
而
上
学
的
前
提
と
し
て
い（

９
）る

」。
こ
う
し
た
形
而
上
学
を
前
提
と
す
る
自
由
主
義
思
想
に
お
け

る
意
志
形
成
を
、
メ
ー
リ
ン
グ
は
「
相
対
的
合
理
主
義
」
的
過
程
と
し
て
把
握
す
る
。
他
方
で
「
創
り
出
さ
れ
る
べ
き
真
の
民
主
主
義
の
名

の
下
に
、
民
主
主
義
を
一
時
棚
上
げ
す
る
」
独
裁
、
す
な
わ
ち
『
独
裁
』
で
示
さ
れ
た
主
権
独
裁
に
お
け
る
意
志
形
成
を
、
そ
し
て
そ
の
事

例
と
し
て
の
「
教
育
独
裁
」、「
理
性
の
独
裁
」
に
お
け
る
意
志
形
成
を
「
絶
対
的
合
理
主
義
」
的
過
程
と
し
て
捉
え

（
（1
（

る
。
そ
の
上
で
議
会
主

義
論
に
お
い
て
、
ま
ず
「「
相
対
的
合
理
主
義
」
か
ら
「
絶
対
的
合
理
主
義
」
へ
の
革
命
的
揚

（
（1
（

棄
」、
す
な
わ
ち
自
由
主
義
か
ら
主
権
独
裁
へ
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の
転
換
が
確
認
さ
れ
た
、
と
い
う
。
さ
ら
に
、
人
民
の
意
志
を
「
同
一
化
」
す
る
と
い
う
民
主
主
義
に
お
け
る
意
志
形
成
、
ま
た
Ｇ
．ソ
レ

ル
の
サ
ン
デ
ィ
カ
リ
ズ
ム
や
ボ
ル
シ
ェ
ヴ
ィ
ズ
ム
独
裁
、
イ
タ
リ
ア
フ
ァ
シ
ズ
ム
に
お
い
て
見
出
さ
れ
る
「
神
話
」
を
利
用
す
る
民
主
主
義

に
お
け
る
意
志
形
成
を
「
非
合
理
主
義
」
的
過
程
と
し
て
捉
え
、同
書
に
お
い
て
「
合
理
主
義
か
ら
非
合
理
主
義
へ
の
道
程
」、す
な
わ
ち
「
自

由
主
義
か
ら
民
主
主
義
へ
の
道
程
」
が
確
認
さ
れ

（
（1
（

た
、と
い
う
。
こ
の
研
究
に
お
い
て
は
、「
歴
史
哲
学
」
に
お
け
る
「
合
理
主
義
」
か
ら
「
非

合
理
主
義
」
へ
の
発
展
と
し
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
観
の
変
容
が
説
明
さ
れ
た
が
、
ど
の
よ
う
に
し
て
彼
の
民
主
主
義
観
が
変
化
し

た
の
か
、
そ
の
思
想
的
背
景
を
具
体
的
か
つ
内
在
的
に
解
明
し
て
い
な
い
。

シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
観
に
対
す
る
マ
ッ
ク
ス
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
の
影
響

　

従
来
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
は
、
マ
ッ
ク
ス
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
の
人
民
投
票
的
指
導
者
民
主
政
論
の
影
響
の
下
で
形
成
さ
れ
た
と
論

じ
ら
れ
て
き
た
。
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
思
想
史
的
関
係
に
つ
い
て
は
、
論
争
を
引
き
起
こ
し
た
モ
ム
ゼ
ン
の
研

（
（1
（

究
を
始
め
と
し

て
、
そ
の
継
承
関
係
が
様
々
に
論
じ
ら
れ
て
き

（
（1
（

た
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
を
「
マ
ッ
ク
ス
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
の
飲
み
込
み
の
早
い
弟
子
（gelehriger 

Schüle

（
（1
（r

）」
と
評
し
た
モ
ム
ゼ
ン
は
、
両
者
の
思
想
的
連
続
関
係
は
、
合
法
性
と
正
統
性
を
対
立
的
に
捉
え
る
思
考
に
あ
る
と
論
じ
た
。
モ

ム
ゼ
ン
に
よ
れ
ば
、
ヴ
ェ
ー
バ
ー
は
ヴ
ァ
イ
マ
ル
共
和
国
を
二
つ
の
相
補
完
す
る
正
統
性
原
理
、
す
な
わ
ち
議
会
主
義
的
立
法
国
家
の
憲
法

に
基
づ
く
合
法
性
と
、
カ
リ
ス
マ
的
指
導
者
と
し
て
人
民
に
よ
り
選
出
さ
れ
た
大
統
領
の
正
統
性
に
よ
っ
て
基
礎
付
け
よ
う
と
し
た
。
他
方

で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
前
者
の
正
統
性
原
理
は
も
は
や
無
力
で
あ
り
、
正
統
性
原
理
と
し
て
の
機
能
を
果
た
さ
な
い
、
と
し
て
こ
れ
を
排
除

し
、
後
者
の
正
統
性
原
理
を
唯
一
妥
当
す
る
正
統
性
と
し
た
。
モ
ム
ゼ
ン
は
、
こ
う
し
た
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
議
論
は
「
ヴ
ェ
ー
バ
ー
の
議
論
に

す
で
に
暗
黙
裡
に
含
ま
れ
て
い
た
合
理
的
合
法
性
と
カ
リ
ス
マ
的
・
人
民
投
票
的
正
統
性
の
二
元
論
を
、
さ
ら
に
徹
底
し
て
展
開
し
た
も
の

で
あ
っ

（
（1
（

た
」
と
述
べ
、Ｊ
．ヴ
ィ
ン
ケ
ル
マ
ン
等
の
ヴ
ェ
ー
バ
ー
研
究
者
に
よ
る
批

（
（1
（

判
を
引
き
起
こ
し
た
。
こ
う
し
て
モ
ム
ゼ
ン
は
、
ヴ
ェ
ー
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バ
ー
の
人
民
投
票
的
指
導
者
民
主
政
お
よ
び
ラ
イ
ヒ
大
統
領
制
構
想
が
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
に
継
承
さ
れ
た
の
だ
、
と
論
じ
た
。
し

か
し
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
民
主
主
義
論
の
成
立
過
程
を
踏
ま
え
た
上
で
、
両
者
の
思
想
的
関
係
を
解
明
し
よ
う
と
す
る
研
究
は
、
従
来
な
さ
れ
て

い
な
か
っ

（
（1
（

た
。

（
二
）
議
会
主
義
論
に
お
け
る
民
主
主
義
的
同
一
性
概
念

擬
制
と
し
て
の
「
同
一
性
」
概
念

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
民
主
主
義
な
い
し
人
民
主
権
に
対
す
る
評
価
の
転
換
は
、
端
的
に
述
べ
る
な
ら
ば
、
議
会
主
義
論
に
お
い
て
彼
が

新
た
に
、
民
主
主
義
的
同
一
性
概
念
に
対
し
て
独
自
の
分
析
を
加
え
、
人
民
主
権
論
に
対
す
る
解
釈
を
変
更
し
た
こ
と
か
ら
説
明
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
す
な
わ
ち
議
会
主
義
論
に
お
い
て
は
、『
政
治
神
学
』
に
お
い
て
内
在
性
を
特
徴
と
す
る
民
主
主
義
の
定
義
と
し
て
言
及
さ
れ

た
に
過
ぎ
な
か
っ
た
「
同
一
性
（Identität
）」
概
念
の
実
質
が
論
究
の
対
象
と
さ
れ
る
の
で
あ
る
。

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
現
代
国
家
に
お
い
て
は
多
く
の
場
合
、「
同
一
性
」
は
現
実
的
な
も
の
と
し
て
、
す
な
わ
ち
量
的
な
概
念
と
し

て
捉
え
ら
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
今
日
で
は
、「
選
挙
権
が
よ
り
一
層
拡
大
さ
れ
、
普
及
す
る
中
で
、
ま
す
ま
す
多
く
の
人
間
に
付
与
さ
れ

て
い
る
わ
け
で
あ
る
が
、
そ
れ
は
国
家
と
人
民
と
の
同
一
性
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
努
力
の
兆
候
で
あ
る
。
こ
う
し
た
努
力
の
根
底
に
は
、

同
一
性
を
現
実
の
も
の
と（als w

irklich

）仮
定
す
る
諸
前
提
に
つ
い
て
の
特
定
の
理
解
が
存
在
す
る
」（LP:35

）。
こ
れ
に
対
し
て
シ
ュ
ミ
ッ

ト
は
、「
そ
の
よ
う
な
同
一
性
は
す
べ
て
、手
に
取
る
こ
と
の
で
き
る
よ
う
な
現
実
で
は
な
く
、同
一
性
に
対
す
る
承
認

0

0

0

0

0

0

0

0

0

に
基
づ
い
て
い
る
〔
傍

点
は
引
用
者
に
よ
る
〕」（Ebd.

）
と
述
べ
る
。
す
な
わ
ち
、
同
一
性
概
念
は
擬
制
に
過
ぎ
な
い
こ
と
を
指
摘
す
る
の
で
あ
る
。

　
「
選
挙
権
の
拡
張
、
被
選
期
間
の
短
縮
、
人
民
投
票
の
導
入
と
拡
大
、
す
な
わ
ち
端
的
に
直
接
民
主
主
義
の
傾
向
あ
る
い
は
制
度
と
し
て

考
え
ら
れ
る
す
べ
て
の
も
の
、
そ
し
て
上
述
し
た
、
同
一
性
思
想
に
よ
っ
て
完
全
に
支
配
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、
確
か
に
一
貫
し
て
民
主
主
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義
的
で
は
あ
る
が
、
し
か
し
絶
対
的
か
つ
直
接
的
な
、
い
か
な
る
瞬
間
に
も
現
実
に
現
在
す
る
（

0

0

0

0

0

0

0

0

00

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

00

in realitare präsente

）
同
一
性
に
到

0

0

0

0

0

達
す
る
こ
と
は
決
し
て
あ
り
え
な
い
」

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

00

。
す
な
わ
ち
、
現
実
に
存
在
す
る
人
民
が
同
一
の
も
の
を
意
志
し
欲
す
る
と
い
う
、
人
民
の
間
の
「
現0

実
の
同
等
性
（

0

0

0

0

00

Gleichheit

）
と
同
一
化

0

0

0

0

（Identifikation

）
の
結
果
と
の
間
に
は
、
常
に
距
離

0

0

0

0

0

0

0

00

0

0

0

0

（D
istanz

）
が
存
在
し
続
け
る
の
で
あ
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

〔
傍
点
は
引
用
者
に
よ
る
〕」（LP:35f.

）。
こ
の
よ
う
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
同
一
性
は
現
実
に
は
存
在
し
え
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
を
強
調
す

る
の
で
あ
る
。

　

本
稿
第
一
章
で
見
た
よ
う
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
フ
ァ
イ
ヒ
ン
ガ
ー
の
著
作
に
対
す
る
書
評
（
一
九
一
四
年
）
に
お
い
て
、
擬
制
と
い
う
法

学
的
技
術
の
学
術
的
有
用
性
を
評
価
す
る
一
方
で
、
擬
制
を
通
じ
て
表
象
さ
れ
た
事
柄
と
実
在
と
し
て
の
現
実
の
間
に
は
常
に
距
離
が
あ
る

こ
と
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
と
説
い
て
い
た
。
議
会
主
義
論
に
お
い
て
も
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
同
一
性
が
擬
制
で
あ
る
こ
と
を
認
識
し
、「
現

実
の
同
等
性
と
同
一
化
の
結
果
と
の
間
に
は
、
常
に
距
離
が
存
在
す
る
」
と
指
摘
す
る
。
し
か
し
こ
の
と
き
彼
は
、「
現
実
の
同
等
性
と
同

一
化
の
結
果
と
の
間
」
に
「
距
離
」
が
存
在
す
る
こ
と
そ
れ
自
体
を
批
判
の
対
象
と
し
て
は
捉
え
な
い
。
む
し
ろ
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
擬
制
に

よ
り
作
り
出
さ
れ
た
事
柄
と
現
実
の
間
に
「
距
離
」
が
存
在
す
る
こ
と
を
不
可
避
的
な
事
実
と
し
て
承
認
し
た
上
で
、「
同
一
化
」
こ
そ
が

民
主
主
義
に
お
い
て
本
質
的
な
問
題
で
あ
る
と
主
張
す
る
の
で
あ
る
。「
法
学
的
に
も
政
治
的
に
も
社
会
学
的
に
も
、
現
に
同
等
な
も
の
が

問
題
と
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
く
、
諸
々
の
同
一
化
（Identifikationen

）
が
問
題
な
の
で
あ
る
」（LP:35

）。

　

す
な
わ
ち
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
擬
制
に
よ
り
作
り
出
さ
れ
た
「
同
一
性
」
と
現
実
の
人
民
の
間
の
「
同
等
性
」
が
一
致
す
る
こ
と
は
不
可
能

で
あ
り
、
そ
の
間
に
は
常
に
距
離
が
あ
る
こ
と
を
明
確
に
認
識
し
つ
つ
、
そ
の
距
離
に
対
す
る
批
判
的
視
座
を
欠
い
て
い
る
と
言
え
る
。
そ

し
て
、
こ
の
「
同
一
化
」
こ
そ
が
「
現
実
の
同
等
性
と
同
一
化
の
結
果
」
の
間
に
存
在
す
る
「
距
離
」
を
隠
蔽
す
る
機
能
を
果
た
し
て
い
る

こ
と
、
実
際
に
は
人
民
は
同
一
の
事
柄
を
欲
す
る
わ
け
で
は
な
く
、
完
全
な
「
同
等
性
」
は
存
在
し
な
い
と
い
う
事
実
を
隠
蔽
し
て
い
る
こ

と
に
つ
い
て
、
彼
は
い
か
な
る
懸
念
を
も
示
さ
な
い
の
で
あ
る
。
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同
一
化
と
「
人
民
の
意
志
」
の
形
成
過
程

　

こ
う
し
た
擬
制
と
し
て
の
同
一
性
な
い
し
同
一
化
に
対
す
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
理
解
は
、「
人
民
の
意
志
」
に
つ
い
て
の
彼
独
自
の
解
釈
へ

と
直
接
に
結
び
つ
く
こ
と
に
な
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
民
主
主
義
的
同
一
性
が
承
認
さ
れ
る
限
り
、
政
治
的
意
志
の
決
定
過
程
に
お

い
て
「
票
決
に
敗
れ
た
少
数
者
が
無
視
さ
れ
る
」
こ
と
は
、
民
主
主
義
に
と
っ
て
本
質
的
問
題
で
は
な
い
。
と
い
う
の
も
、「
票
決
に
敗
れ

た
少
数
者
の
意
志
は
、
本
当
は
多
数
者
の
意
志
と
同
一
で
あ
る
」（LP:34

）
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
多
数
者
の
意
志
に
背
反
す
る
意
志
が

共
同
体
に
お
い
て
存
在
す
る
と
し
て
も
、
こ
の
こ
と
は
「
理
論
上
の
、
見
せ
か
け
の
困
難
で
あ
る
に
過
ぎ
な
い
。
こ
う
し
た
こ
と
は
現
実
に

は
、
民
主
主
義
的
論
理
に
お
い
て
常
に
繰
り
返
さ
れ
る
同
一
性
と
、
間
も
な
く
示
す
よ
う
に
、
票
決
に
敗
れ
た
少
数
者
の
意
志
は
、
本
当
は

多
数
者
の
意
志
と
同
一
で
あ
る
と
い
う
本
質
的
に
民
主
主
義
的
な
論
拠
に
基
づ
い
て
い
る
の
で
あ
る
」（Ebd.

）。
そ
し
て
、
こ
う
し
た
民
主

主
義
的
論
理
な
い
し
思
考
は
ル
ソ
ー
の
社
会
契
約
論
の
う
ち
に
典
型
的
に
示
さ
れ
て
い
る
と
し
て
、
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。

　
「
ル
ソ
ー
の
社
会
契
約
論
の
中
で
よ
く
引
用
さ
れ
る
論
述
（
第
四
篇
二
章
八
節
）
は
、民
主
主
義
的
思
考
に
と
り
根
本
的
な
も
の
で
あ
り
、

古
い
伝
統
に
も
適
合
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
伝
統
は
、
ロ
ッ
ク
に
お
い
て
も
殆
ど
文
字
通
り
見
出
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
民
主
主
義
に
お
い

て
は
、
市
民
は
そ
の
意
志
に
反
す
る
法
律
に
対
し
て
も
同
意
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
と
い
う
の
も
、
法
律
と
は
一
般
意
志
（volonté 

générale

）
で
あ
り
、
こ
れ
が
同
様
に
、
自
由
な
市
民
の
意
志
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
れ
ゆ
え
に
市
民
は
本
来
、
具
体
的
な
内
容
に
承
認

を
与
え
る
の
で
は
決
し
て
な
く
、
抽
象
的
に
（in abstracto
）
結
果
に
対
し
て
、
す
な
わ
ち
投
票
の
結
果
か
ら
生
じ
る
一
般
意
志
に
対
し

て
承
認
を
与
え
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
市
民
は
、
こ
の
一
般
意
志
を
認
識
す
る
票
の
集
計
を
可
能
に
す
る
た
め
だ
け
に
投
票
を
行
う
の

で
あ
る
。
結
果
が
個
人
の
投
票
の
内
容
と
相
違
す
る
場
合
に
は
、
票
決
に
敗
れ
た
者
は
、
自
ら
が
一
般
意
志
の
内
容
に
つ
い
て
誤
っ
た
認
識

を
持
っ
て
い
た
こ
と
を
知
る
の
で
あ
る
。
ル
ソ
ー
は
言
う
─
─「
そ
れ
は
自
己
が
誤
っ
て
い
た
こ
と
を
証
明
す
る
に
他
な
ら
な
い
の
で
あ
り
、

自
己
が
一
般
意
志
で
あ
る
と
考
え
た
も
の
が
一
般
意
志
で
は
な
か
っ
た
と
い
う
だ
け
の
こ
と
で
あ
る
。」」（Ebd.

）。
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さ
ら
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
一
般
意
志
は
「
真
の
自
由
（w

ahre Freiheit

）」
に
対
応
す
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
票
決
に
敗
れ
た
者
は
そ

も
そ
も
自
由
で
は
な
か
っ
た
の
だ
と
ル
ソ
ー
が
述
べ
て
い
る
点
に
注
目
す
る
。
彼
は
こ
れ
を「
ジ
ャ
コ
バ
ン
的
論
理
」と
捉
え
、「
真
の
自
由
」

を
根
拠
と
し
て
少
数
者
が
多
数
者
を
支
配
す
る
こ
と
を
正
当
化
す
る
可
能
性
を
示
唆
す
る
も
の
で
あ
る
と
論
じ
る
（LP:35

）。

　

先
に
見
た
よ
う
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
と
っ
て
問
題
で
あ
っ
た
の
は
、
現
実
の
同
等
性
と
理
想
と
さ
れ
る
同
一
性
と
の
不
一
致
で
は
な
く
、

い
か
に
同
一
化
が
な
さ
れ
う
る
か
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
同
様
に
、
こ
こ
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
問
題
と
す
る
の
は
、
現
実
に
存
在
す
る
人
民

が
実
際
に
抱
く
で
あ
ろ
う
複
数
の
多
元
的
な
意
志
と
、
投
票
の
結
果
と
し
て
多
数
者
と
な
っ
た
者
の
意
志
、
す
な
わ
ち
「
人
民
の
意
志
」
と

の
間
に
不
可
避
的
に
生
じ
る
乖
離
な
い
し
距
離
で
は
な
い
。
む
し
ろ
、
ど
の
よ
う
に
し
て
「
人
民
の
意
志
」
が
形
成
さ
れ
る
か
と
い
う
こ
と

が
本
質
的
問
題
で
あ
る
と
論
じ
る
。「
人
民
の
意
志
は
当
然
、
常
に
人
民
の
意
志
と
同
一
で
あ
る
」。（LP:36

）。

　

こ
の
よ
う
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
同
一
性
概
念
と
同
様
に
、「
人
民
の
意
志
」
も
ま
た
擬
制
を
通
じ
て
表
象
さ
れ
た
概
念
で
あ
る
こ
と
を
認

識
し
た
上
で
、
ど
の
よ
う
に
し
て
人
民
の
意
志
は
形
成
さ
れ
る
か
と
い
う
こ
と
、
よ
り
具
体
的
に
は
、
誰
が
人
民
の
意
志
を
形
成
す
る
手
段

を
有
す
る
か
と
い
う
こ
と
が
民
主
主
義
に
と
っ
て
の
本
質
的
問
題
で
あ
る
と
論
じ
る
。「
す
べ
て
は
、
い
か
に
し
て
こ
の
意
志
［
人
民
の
意

志
─
─
引
用
者
］
を
形
成
す
る
（bilden

）
か
と
い
う
こ
と
に
か
か
っ
て
い
る
」（Ebd.

）。

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
民
主
主
義
的
同
一
性
が
前
提
と
さ
れ
る
今
日
に
お
い
て
、
政
治
闘
争
は
自
明
の
こ
と
と
し
て
、「
同
一
化
の
手

段
」、
そ
し
て
「
人
民
の
意
志
を
形
成
す
る
手
段
」
を
め
ぐ
る
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
民
主
主
義
思
想
の
普
及
に
よ
り
、「
人
民
の
意
志

と
の
か
の
同
一
性
は
共
通
の
前
提
と
な
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
こ
れ
は
政
治
的
関
心
の
対
象
で
は
な
く
な
り
、
闘
争
は
た
だ
同
一
化
の
手
段

を
め
ぐ
る
も
の
と
な
っ
た
」（LP:38

）。
こ
れ
は
単
に
、
人
民
の
意
志
に
対
抗
し
う
る
君
主
が
も
は
や
存
在
せ
ず
、
君
主
政
の
明
証
性
が
失

わ
れ
た
と
い
う
事
実
に
の
み
由
来
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
民
主
主
義
を
肯
定
す
る
こ
と
は
、
あ
ら
ゆ
る
政
治
勢
力
に
対
し
て
、
将
来
何
ら
か

の
手
段
を
通
じ
て
こ
の
同
一
性
を
達
成
す
る
可
能
性
、
つ
ま
り
自
ら
同
一
化
の
手
段
を
掌
握
す
る
可
能
性
を
も
た
ら
す
こ
と
を
意
味
す
る
。
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し
た
が
っ
て
あ
ら
ゆ
る
政
治
勢
力
は
「
同
一
性
を
否
定
す
る
利
害
関
心
を
持
た
ず
、
む
し
ろ
反
対
に
、
こ
れ
を
確
認
す
る
こ
と
に
利
益
を
見

出
す
の
で
あ
る
」（Ebd.

）。

（
三
）
人
民
主
権
論
解
釈
の
変
容
─
─
国
家
的
統
一
と
の
関
係

　

以
上
に
見
た
よ
う
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
議
会
主
義
論
初
版
で
新
た
に
、
民
主
主
義
的
同
一
性
概
念
に
対
し
て
独
自
の
分
析
を
行
っ
た
。
そ

し
て
、
人
民
の
意
志
と
い
う
擬
制
を
い
か
に
形
成
す
る
か
と
い
う
「
同
一
化
」
の
問
題
と
し
て
「
治
者
と
被
治
者
の
同
一
性
」
と
い
う
民
主

主
義
の
定
義
を
捉
え
直
し
た
の
で
あ
る
。
こ
う
し
た
理
論
的
作
業
に
よ
り
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
に
対
す
る
姿
勢
は
積
極
的
な
も
の
へ

と
転
じ
る
の
で
あ
る
。
と
い
う
の
も
、
同
一
化
を
通
じ
て
人
民
の
意
志
を
形
成
す
る
こ
と
が
民
主
主
義
の
根
本
的
問
題
で
あ
る
と
捉
え
る
こ

と
に
よ
り
、
人
民
主
権
は
国
家
的
統
一
を
達
成
し
え
な
い
と
す
る
前
著
に
お
け
る
認
識
が
覆
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。

　

本
稿
第
三
章
で
確
認
し
た
よ
う
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
『
政
治
神
学
』
に
お
い
て
、
人
民
主
権
お
よ
び
民
主
主
義
に
対
し
て
否
定
的
見
解
を

表
明
し
て
い
た
。
決
断
主
義
的
要
素
お
よ
び
人
格
主
義
的
要
素
を
も
た
な
い
人
民
主
権
は
国
家
的
統
一
を
基
礎
づ
け
ら
れ
な
い
、
と
い
う
の

が
そ
の
論
拠
で
あ
っ
た
。
彼
に
と
り
、
国
家
的
統
一
の
た
め
に
は
主
権
の
存
在
が
不
可
欠
で
あ
り
、
主
権
者
の
意
志
は
一
つ
で
あ
ら
ね
ば
な

ら
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
主
権
と
は
、
本
来
、
決
断
主
義
的
要
素
お
よ
び
人
格
主
義
的
要
素
を
属
性
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
、
人
民

主
権
論
に
お
け
る
主
権
者
の
意
志
す
な
わ
ち
一
般
意
志
は
、
複
数
の
主
権
者
に
よ
り
構
成
さ
れ
る
た
め
、「
一
般
的
な
も
の
と
い
う
概
念
は
、

主
体
の
点
で
量
的
規
定
を
も
つ
」。
そ
れ
ゆ
え
に
人
民
主
権
は
君
主
主
権
の
特
徴
で
あ
る
主
権
者
の
唯
一
性
と
い
う
特
徴
を
欠
き
、「
従
来
の

主
権
概
念
に
お
け
る
決
断
主
義
的
要
素
、
人
格
主
義
的
要
素
」
を
も
た
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
人
民
主
権
が
達
成
で
き
る
の
は
せ
い
ぜ
い
の

と
こ
ろ
有
機
的
統
一
で
あ
り
、
絶
対
君
主
政
に
お
い
て
か
つ
て
達
成
さ
れ
た
国
家
的
統
一
を
基
礎
づ
け
ら
れ
な
い
と
い
う
の
が
シ
ュ
ミ
ッ
ト

の
結
論
で
あ
っ
た
。
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し
か
し
こ
う
し
た
認
識
は
、
議
会
主
義
論
初
版
に
お
い
て
覆
さ
れ
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
現
実
に
存
在
す
る
人
民
の
間
に
は
意
志

の
完
全
な
一
致
は
存
在
し
え
ず
、し
た
が
っ
て
一
致
し
た
人
民
の
意
志
と
は
擬
制
概
念
で
あ
る
。
こ
こ
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
議
論
を
転
換
さ
せ
、

む
し
ろ
民
主
政
は「
同
一
性
に
対
す
る
承
認
に
基
づ
く
」と
述
べ
る
。
つ
ま
り
同
一
性
は「
同
一
性
に
対
す
る
承
認
」に
基
づ
い
て
、「
同
一
化
」

を
通
じ
て
作
り
出
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、そ
し
て
同
様
に
、人
民
の
意
志
は
形
成
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
だ
と
い
う
。
こ
う
し
て
シ
ュ

ミ
ッ
ト
に
お
い
て
民
主
主
義
の
本
質
的
問
題
は
、人
民
の
意
志
形
成
の
問
題
、す
な
わ
ち
〈
誰
が
人
民
の
意
志
を
形
成
す
る
手
段
を
も
つ
か
〉

と
い
う
問
い
と
な
る
。

　

こ
う
し
て
人
民
の
意
志
は
形
成
可
能
で
あ
り
、
同
一
化
さ
れ
る
べ
き
対
象
で
あ
る
と
把
握
す
る
こ
と
に
よ
り
、
人
民
主
権
に
お
け
る
主
権

者
の
意
志
は
─
─
君
主
主
権
に
お
け
る
主
権
者
の
意
志
と
同
様
に
─
─
唯
一
で
あ
る
と
見
做
す
こ
と
が
可
能
と
な
る
。
そ
し
て
、
主
権
者
の

意
志
の
唯
一
性
を
想
定
す
る
こ
と
に
よ
り
、
人
民
主
権
も
ま
た
決
断
主
義
的
要
素
お
よ
び
人
格
主
義
的
要
素
を
有
し
う
る
。
こ
う
し
た
新
た

な
認
識
に
基
づ
き
、
人
民
主
権
に
お
い
て
も
国
家
的
統
一
を
達
成
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
捉
え
る
に
至
っ
た
の
で
あ
る
。

　

本
稿
が
す
で
に
確
認
し
た
よ
う
に
、
一
九
一
〇
年
代
以
来
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
国
家
的
統
一
を
重
視
し
て
い
た
。
国
家
的
統
一
と
人
民
主
権

お
よ
び
民
主
主
義
の
関
係
に
つ
い
て
の
解
釈
が
、『
政
治
神
学
』
と
議
会
主
義
論
初
版
の
間
で
根
本
的
に
変
化
し
た
こ
と
に
よ
り
、
彼
は
民

主
主
義
を
肯
定
的
に
評
価
す
る
立
場
へ
と
転
換
し
た
の
で
あ
る
。

（
四
）
民
主
主
義
と
主
権
独
裁
─
─
人
民
の
意
志
の
形
成
過
程
に
お
け
る
民
主
主
義
の
矛
盾

　

先
に
確
認
し
た
よ
う
に
、
一
般
意
志
を
「
正
し
く
」
認
識
し
て
い
な
か
っ
た
者
は
、
真
に
自
由
で
は
な
か
っ
た
、
し
た
が
っ
て
真
の
自
由

へ
と
導
か
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
ル
ソ
ー
の
論
理
を
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
「
ジ
ャ
コ
バ
ン
的
論
理
」
と
表
現
し
た
。
す
な
わ
ち
「
自
由

へ
の
強
制
」
と
い
う
、
ル
ソ
ー
の
自
由
論
に
お
け
る
逆
説
と
、
フ
ラ
ン
ス
大
革
命
期
に
お
け
る
ロ
ベ
ス
ピ
エ
ー
ル
を
代
表
と
す
る
ジ
ャ
コ
バ
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ン
派
の
恐
怖
政
治
と
の
思
想
的
連
関
を
指
摘
す
る
。「
こ
う
し
た
ジ
ャ
コ
バ
ン
的
論
理
に
よ
り
、
周
知
の
よ
う
に
、
多
数
者
に
対
す
る
少
数

者
の
支
配
も
ま
た
、
し
か
も
ま
さ
に
民
主
主
義
を
引
き
合
い
に
出
す
こ
と
で
正
当
化
さ
れ
う
る
の
で
あ
る
。
そ
の
と
き
に
も
、
法
律
と
人
民

の
意
志
と
の
同
一
性
の
主
張
と
い
っ
た
民
主
主
義
的
原
理
の
核
心
は
維
持
さ
れ
続
け
る
。
そ
し
て
抽
象
的
論
理
に
と
っ
て
は
、
人
民
の
意
志

が
全
公
民
の
絶
対
的
に
一
致
し
た
意
志
（
未
成
年
者
の
意
志
も
含
め
て
）
で
は
あ
り
え
な
い
な
ら
ば
、
多
数
者
の
意
志
を
人
民
の
意
志
と
同

一
化
し
よ
う
と
、
あ
る
い
は
少
数
者
の
意
志
を
人
民
の
意
志
と
同
一
化
し
よ
う
と
、
本
来
、
全
く
相
違
は
な
い
の
で
あ
る
」（LP:35

）。

　

い
か
に
し
て
同
一
性
が
創
出
さ
れ
、
人
民
の
意
志
は
形
成
さ
れ
る
か
と
い
う
問
題
を
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
民
主
主
義
に
普
遍
的
な
問
題
と
し

て
、
そ
し
て
古
く
か
ら
継
承
さ
れ
て
き
た
ア
ポ
リ
ア
と
し
て
把
握
す
る
。「
非
常
に
古
く
か
ら
あ
る
、
人
民
の
意
志
に
関
す
る
教
説
、
す
な

わ
ち
少
数
者
が
人
民
の
真
の
意
志
を
有
す
る
こ
と
が
あ
り
う
る
と
い
う
説
の
論
法
は
、
未
だ
に
解
明
さ
れ
て
い
な
い
。
人
民
は
欺
か
れ
う
る

し
、
プ
ロ
パ
ガ
ン
ダ
技
術
と
世
論
操
作
に
つ
い
て
は
、
長
ら
く
知
ら
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
論
法
は
民
主
主
義
そ
れ
自
体
と
同
程
度
に
古
い

も
の
で
あ
り
、
決
し
て
ル
ソ
ー
や
ジ
ャ
コ
バ
ン
派
と
と
も
に
初
め
て
始
ま
っ
た
わ
け
で
は
な
い
の
で
あ
る
」（LP:36

）。

　

例
え
ば
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
英
国
の
ピ
ュ
ー
リ
タ
ン
革
命
に
お
け
る
水
平
派
を
念
頭
に
置
き
つ
つ
、
す
で
に
近
代
民
主
主
義
の
初
期
に
お
い

て
こ
う
し
た
歴
史
的
事
例
が
見
出
さ
れ
る
こ
と
を
指
摘
す
る
。
す
な
わ
ち
、
急
進
的
な
民
主
主
義
を
標
榜
す
る
者
が
自
ら
を
「
人
民
の
意
志

の
真
の
代
表
者
（V

ertreter

）」
と
見
做
す
が
ゆ
え
に
、「
非
常
に
非
民
主
主
義
的
な
排
他
性
」
が
生
じ
る
と
い
う
「
顕
著
な
矛
盾
」
が
生

じ
た
と
述
べ
る
。「
ま
ず
実
際
に
、
真
の
民
主
主
義
の
代
表
者
に
の
み
政
治
的
権
利
が
認
め
ら
れ
る
や
い
な
や
、
直
ち
に
新
た
な
貴
族
制
が

成
立
す
る
」。
こ
れ
は
「
あ
ら
ゆ
る
革
命
に
お
い
て
繰
り
返
さ
れ
る
古
い
社
会
学
的
現
象
」
で
あ
り
、
ロ
シ
ア
に
お
け
る
十
月
革
命
を
俟
た

ず
と
も
、
英
国
に
お
け
る
水
平
派
や
、
フ
ラ
ン
ス
二
月
革
命
に
お
け
る
「
昨
日
の
共
和
派
─
─
今
日
の
弾
圧
者
」
と
い
う
現
象
に
典
型
的
に

見
出
さ
れ
る
（Ebd.

）。

　

し
た
が
っ
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
民
主
主
義
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
過
程
に
お
い
て
、
す
な
わ
ち
同
一
化
を
通
じ
て
人
民
の
意
志
を
形
成
す
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る
過
程
に
お
い
て
、
民
主
主
義
者
が
民
主
主
義
者
で
あ
り
続
け
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
と
主
張
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
に
「
意
志
形
成
の
問
題

に
お
い
て
自
ら
を
廃
棄
す
る
の
が
、
民
主
主
義
の
宿
命
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
」（LP:37

）。「
急
進
的
民
主
主
義
者
に
と
っ
て
は
、
民
主

主
義
そ
れ
自
体
が
固
有
の
価
値
を
持
っ
て
お
り
、
民
主
主
義
の
助
力
に
よ
っ
て
行
う
政
治
的
内
容
を
顧
慮
す
る
こ
と
は
な
い
。
し
か
し
民
主

主
義
を
除
去
す
る
た
め
に
民
主
主
義
が
利
用
さ
れ
る
と
い
う
危
険
が
存
在
す
る
な
ら
ば
、
急
進
的
民
主
主
義
者
は
多
数
者
に
抗
し
て
で
も
民

主
主
義
者
で
あ
り
続
け
る
か
、
あ
る
い
は
民
主
主
義
者
で
あ
る
こ
と
を
放
棄
す
る
か
の
い
ず
れ
か
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
民
主
主

義
が
そ
れ
自
体
に
存
す
る
価
値
の
内
容
を
も
つ
や
い
な
や
、
人
は
い
か
な
る
犠
牲
を
払
っ
て
で
も
（
形
式
的
な
意
味
で
）
民
主
主
義
者
で
あ

る
こ
と
は
も
は
や
で
き
な
い
の
で
あ
る
」（Ebd.

）。

　

以
上
の
議
論
か
ら
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
人
民
な
い
し
多
数
者
が
自
ら
民
主
主
義
を
廃
棄
す
る
と
い
う
可
能
性
や
、
そ
も
そ
も
人
民
が
民
主
主

義
的
に
決
定
を
行
う
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
と
い
う
限
界
を
想
定
す
る
。
彼
に
よ
れ
ば
、こ
う
し
た
事
態
を
想
定
す
る
な
ら
ば
、容
易
に
「
人

民
教
育
の
古
い
綱
領
」
が
引
き
合
い
に
出
さ
れ
る
。
そ
し
て
、「
人
民
は
正
し
い
教
育
を
通
じ
て
本
来
の
意
志
を
正
し
く
認
識
し
、
正
し
く

形
成
し
、
正
し
く
表
明
す
る
よ
う
に
導
か
れ
う
る
」
と
い
う
教
育
理
論
の
首
尾
一
貫
し
た
帰
結
は
、「
独
裁
」
で
あ
る
と
述
べ
る
。
と
い
う

の
も
、
こ
れ
が
意
味
す
る
こ
と
は
、
教
育
者
が
自
ら
の
意
志
を
人
民
の
意
志
と
同
一
化
す
る
と
い
う
こ
と
だ
か
ら
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
の

教
育
独
裁
を
例
に
と
り
、「
真
の
、
第
一
に
創
出
さ
れ
る
べ
き
民
主
主
義
の
名
に
お
い
て
行
わ
れ
る
民
主
主
義
の
停
止
」
は
民
主
主
義
と
矛

盾
す
る
も
の
で
は
な
い
と
主
張
す
る
の
で
あ
る
。

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
真
の
、
第
一
に
創
出
さ
れ
る
べ
き
民
主
主
義
の
名
に
お
い
て
行
わ
れ
る
民
主
主
義
の
停
止
」
は
、「
理
論
的
に

は
民
主
主
義
を
廃
棄
し
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
独
裁
が
民
主
主
義
の
対
立
物
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
を
示
し
て
い
る
が
ゆ
え
に
注
目
に
値
す

る
。
そ
の
よ
う
な
独
裁
に
よ
り
支
配
さ
れ
て
い
る
移
行
期
に
お
い
て
も
、
民
主
主
義
的
同
一
性
が
支
配
的
で
あ
り
う
る
し
、
人
民
の
意
志
だ

け
が
基
準
で
あ
り
う
る
。
当
然
、
同
一
化
が
、
誰
が
人
民
の
意
志
を
形
成
す
る
手
段
を
恣
に
す
る
か
と
い
う
実
際
的
問
題
に
関
わ
る
と
い
う
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こ
と
が
特
別
に
顕
著
な
仕
方
で
も
示
さ
れ
る
」（LP:37

）。

　

こ
こ
で
教
育
独
裁
を
例
に
と
っ
て
説
明
さ
れ
た
「
真
の
、
第
一
に
創
出
さ
れ
る
べ
き
民
主
主
義
の
名
に
お
い
て
行
わ
れ
る
民
主
主
義
の
停

止
」と
は
、『
独
裁
』に
お
い
て
詳
細
に
論
じ
ら
れ
た
、近
代
以
降
の
新
た
な
独
裁
と
し
て
の「
主
権
独
裁
」の
特
徴
に
他
な
ら
な
い
。
そ
も
そ
も
、

先
に
み
た
ジ
ャ
コ
バ
ン
独
裁
に
お
け
る
自
由
や
徳
の
支
配
を
掲
げ
る
支
配
は
、『
独
裁
』
に
お
い
て
は
主
権
独
裁
の
典
型
的
事
例
と
さ
れ
て

い
た
。
そ
し
て
、ル
ソ
ー
の
人
民
主
権
論
は
「
自
ら
を
人
民
で
あ
る
と
称
し
、人
民
と
同
一
化
す
る
権
利
を
も
つ
」
者
の
「「
徳
（T

ugend

）」

の
道
徳
的
パ
ト
ス
」に
よ
る
支
配
を
認
め
る
が
ゆ
え
に
、「
独
裁
の
正
当
化
に
奉
仕
し
、自
由
の
専
制
の
た
め
の
図
式
を
提
供
す
る
」（D

D
:121

）

も
の
で
あ
る
と
論
じ
て
い
た
。
つ
ま
り
議
会
主
義
論
に
お
い
て
、
民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
の
意
志
形
成
の
問
題
を
論
じ
る
際
に
引
き
合
い

に
出
さ
れ
た
諸
事
例
は
、『
独
裁
』
に
お
い
て
は
主
権

3

3

独
裁
の
事
例
で
あ
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
点
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、「
独
裁
は
民
主
主
義

の
対
立
物
で
は
な
い
」（LP:37

）、
厳
密
に
は
主
権
独
裁
は
民
主
主
義
と
矛
盾
し
な
い
と
論
じ
た
と
言
え
る
。

　

本
稿
第
二
章
で
確
認
し
た
通
り
、『
独
裁
』
に
お
い
て
主
権
独
裁
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
り
、
人
民
の
意
志
と
同
一
化
す
る
者
に
よ
る
、

人
民
主
権
原
理
に
基
づ
く
支
配
と
し
て
定
式
化
さ
れ
た
。
ま
た
、
新
た
に
創
出
さ
れ
る
べ
き
政
治
体
制
な
い
し
憲
法
が
成
立
す
る
ま
で
の
期

間
に
お
い
て
の
み
時
限
的
に
現
象
す
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
革
命
や
内
戦
と
い
っ
た
例
外
状
態
に
お
い
て
起
こ
り
う
る
過
渡
期
の
現
象
で
あ
る

こ
と
が
主
権
独
裁
の
特
徴
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
た
。
そ
し
て
民
主
主
義
が
確
立
す
る
以
前
の
段
階
に
お
い
て
は
、
民
主
主
義
の
名
に
お
い
て

主
権
独
裁
が
行
わ
れ
る
こ
と
、
し
た
が
っ
て
民
主
主
義
の
確
立
期
に
お
い
て
は
、
人
民
主
権
原
理
に
基
づ
く
主
権
独
裁
と
民
主
主
義
は
対
立

関
係
に
は
な
か
っ
た
と
論
じ
ら
れ
た
。

　

当
然
、
議
会
主
義
論
で
考
察
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、
民
主
主
義
が
確
立
す
る
ま
で
の
過
渡
期
の
現
象
で
は
な
く
、
政
治
体
制
が

定
着
し
た
の
ち
の
平
時
に
お
け
る
政
治
理
論
と
し
て
の
民
主
主
義
で
あ
る
は
ず
で
あ
る
。
し
か
し
、
同
一
性
概
念
や
同
一
化
、
人
民
の
意
志

形
成
に
つ
い
て
の
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
議
論
に
対
す
る
分
析
を
通
じ
て
判
明
す
る
も
の
は
、
民
主
主
義
が
主
権
独
裁
の
論
理
に
よ
っ
て
説
明
さ
れ
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て
い
る
と
い
う
こ
と
な
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
議
会
主
義
論
に
お
い
て
は
、
同
一
性
概
念
へ
の
彼
独
自
の
分
析
を
経
て
、『
独
裁
』
以
来
論

じ
ら
れ
て
き
た
、「
人
民
の
意
志
と
同
一
化
す
る
者
に
よ
る
支
配
」と
い
う
主
権
独
裁
の
論
理
が
民
主
主
義
論
に
適
用
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

つ
ま
り
、
成
立
期
の
例
外
状
況
に
お
い
て
現
象
し
た
主
権
独
裁
が
、
通
常
時
に
お
け
る
民
主
主
義
の
問
題
と
し
て
形
を
変
え
て
論
じ
ら
れ
て

い
る
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、『
政
治
神
学
』
と
は
異
な
り
、
議
会
主
義
論
で
は
、
民
主
主
義
と
独
裁
、
厳
密
に
は
主
権
独
裁
は
矛
盾
し
な
い

と
断
言
す
る
よ
う
に
な
る
の
で
あ
る
。
こ
の
点
が
、『
政
治
神
学
』
と
議
会
主
義
論
の
間
に
見
出
さ
れ
る
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
の

決
定
的
な
断
絶
で
あ
る
。

　

そ
こ
で
次
に
問
題
と
な
る
の
は
、
民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
と
「
自
ら
を
人
民
の
意
志
と
同
一
化
す
る
者
」
す
な
わ
ち
「
人
民
の
意
志
を

形
成
す
る
者
」
と
の
関
係
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
次
章
で
見
る
通
り
、『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』（
一
九
二
七
年
）

に
お
い
て
直
接
民
主
主
義
の
限
界
を
論
じ
る
中
で
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
こ
の
問
題
に
取
り
組
む
こ
と
に
な
る
。

（
五
）
民
主
主
義
と
委
任
独
裁
─
─
一
九
二
三
年
に
お
け
る
共
和
国
の
危
機
と
シ
ュ
ミ
ッ
ト

　

以
上
に
確
認
し
た
通
り
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
議
会
主
義
論
に
お
い
て
民
主
主
義
と
主
権
独
裁
は
矛
盾
し
な
い
と
論
じ
た
。
彼
が
議
会
主
義
論

を
一
九
二
三
年
五
月
に
脱
稿
し

（
（1
（

た
後
に
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
共
和
国
は
同
年
九
月
か
ら
翌
年
二
月
に
か
け
て
未
曾
有
の
危
機
に
直
面
す
る
こ
と
と

な
る
。
こ
う
し
た
政
治
的
緊
張
の
時
期
を
経
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
次
に
、
民
主
主
義
と
委
任
独
裁
は
矛
盾
し
な
い
と
考
え
る
に
至
る
の
で
あ

る
。
す
な
わ
ち
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
第
四
八
条
に
規
定
さ
れ
た
大
統
領
緊
急
令
を
委
任
独
裁
制
度
と
し
て
解
釈
し
、
こ
の
制
度
を
通
じ
て
共

和
国
を
救
う
こ
と
を
正
当
化
す
る
の
で
あ
る
。

ル
ー
ル
占
領
に
端
を
発
す
る
共
和
国
の
危
機
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一
九
二
三
年
に
、
共
和
国
は
幾
度
も
「
破
滅
の
淵
に
陥
っ

（
（2
（

た
」。
そ
の
端
緒
と
な
っ
た
の
は
、
ド
イ
ツ
が
第
一
次
大
戦
の
賠
償
を
履
行
し

て
い
な
い
こ
と
を
理
由
と
し
た
、フ
ラ
ン
ス
お
よ
び
ベ
ル
ギ
ー
の
軍
隊
に
よ
る
ル
ー
ル
地
方
の
占
領
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
対
し
て
ド
イ
ツ
は
、

こ
れ
ら
の
占
領
国
に
対
す
る
賠
償
金
の
支
払
い
を
停
止
し
、
ル
ー
ル
地
方
の
住
民
に
「
消
極
的
抵
抗
」
を
呼
び
か
け
、
全
公
務
員
に
よ
る
占

領
軍
へ
の
協
力
を
禁
止
し

（
（2
（

た
。
Ｗ
．ク
ー
ノ
を
首
班
と
す
る
議
会
少
数
派
内
閣
は
、
そ
れ
ま
で
社
会
民
主
党
の
寛
容
路
線
に
支
え
ら
れ
て
議

会
審
議
を
乗
り
切
っ
て
き
た
の
で
あ
る
が
、
こ
の
政
策
に
つ
い
て
は
議
会
で
多
数
派
の
支
持
を
獲
得
す
る
こ
と
が
で
き

（
（2
（

た
。

　

し
か
し
、
こ
う
し
た
政
策
の
帰
結
と
し
て
ハ
イ
パ
ー
・
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
加
速
し
、
ド
イ
ツ
の
財
政
危
機
は
悪
化
の
一
途
を
辿
る
。

ド
イ
ツ
側
の
政
策
に
よ
り
、
フ
ラ
ン
ス
と
ベ
ル
ギ
ー
は
賠
償
の
支
払
い
を
強
制
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
が
、
そ
の
た
め
に
両
占
領
国
は

ル
ー
ル
地
方
の
炭
鉱
と
コ
ー
ク
ス
工
場
を
強
制
収
容
し
、
さ
ら
に
鉄
道
を
自
国
の
管
理
下
に
置
い
た
の
で
あ

（
（2
（

る
。
外
交
政
策
お
よ
び
財
政
政

策
上
の
失
策
に
つ
い
て
非
難
を
浴
び
た
ク
ー
ノ
政
権
が
退
陣
し
た
の
ち
に
、
シ
ュ
ト
レ
ー
ゼ
マ
ン
内
閣
が
成
立
す
る
。
そ
の
同
年
九
月
二
六

日
に
、
共
和
国
政
府
お
よ
び
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
、
ル
ー
ル
地
方
に
お
け
る
消
極
的
抵
抗
の
中
止
を
宣
言
し
た
。
こ
の
時
期
以
降
、
共
和
国
は

左
右
の
急
進
勢
力
か
ら
攻
撃
を
受
け
、
存
亡
の
危
機
に
晒
さ
れ
る
の
で
あ
る
。

　

一
方
で
共
和
国
は
、
右
翼
勢
力
の
牙
城
で
あ
っ
た
バ
イ
エ
ル
ン
と
の
関
係
に
お
い
て
政
治
的
危
機
を
迎
え
る
。
す
な
わ
ち
バ
イ
エ
ル
ン
州

政
府
は
、
ラ
イ
ヒ
政
府
に
よ
り
宣
言
さ
れ
た
消
極
的
抵
抗
の
禁
止
に
異
を
唱
え
、
同
日
中
に
例
外
状
態
（A

usnahm
ezustand

）
を
布
告

し
た
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
州
政
府
の
執
行
権
力
は
オ
ー
バ
ー
バ
イ
エ
ル
ン
政
府
大
統
領
Ｇ
．Ｒ
．ｖ
．カ
ー
ル
に
委
譲
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
こ
れ
に
対
抗
し
て
、
ラ
イ
ヒ
側
は
大
統
領
緊
急
令
を
発
令
す
る
。
こ
の
緊
急
令
に
よ
り
、
ラ
イ
ヒ
全
土
に
対
し
て
例
外
状
態
が
布

告
さ
れ
、
全
執
行
権
力
を
ラ
イ
ヒ
国
防
相
に
移
行
す
る
こ
と
、
さ
ら
に
ラ
イ
ヒ
国
防
相
は
執
行
権
力
を
軍
事
命
令
権
者
に
委
譲
す
る
こ
と
が

可
能
と
な
っ

（
（2
（

た
。
な
お
、
バ
イ
エ
ル
ン
で
は
そ
の
前
日
の
九
月
二
五
日
に
、「
愛
国
主
義
的
諸
団
体
」
の
新
た
な
上
部
組
織
と
し
て
設
立
さ

れ
た
「
ド
イ
ツ
闘
争
同
盟
」
の
議
長
と
し
て
、
ヒ
ト
ラ
ー
が
選
出
さ
れ
て
い

（
（2
（

た
。
同
年
十
一
月
八
日
に
は
、「
国
民
革
命
」
を
標
榜
す
る
ヒ
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ト
ラ
ー
が
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
で
一
揆
を
企
て
、
バ
イ
エ
ル
ン
の
危
機
は
頂
点
を
迎
え

（
（2
（

る
。
共
和
国
と
バ
イ
エ
ル
ン
州
の
紛
争
が
正
式
な
解
決
を
迎

え
た
の
は
、
翌
年
一
九
二
四
年
二
月
一
四
日
に
両
政
府
の
間
で
協
定
が
締
結
さ
れ
る
に
至
っ
て
の
こ
と
で
あ
っ

（
（2
（

た
。

　

他
方
で
共
和
国
に
と
っ
て
の
も
う
一
つ
の
脅
威
は
、
中
部
ド
イ
ツ
を
拠
点
と
す
る
急
進
左
翼
で
あ
っ
た
。
当
時
、
ザ
ク
セ
ン
州
と
テ
ュ
ー

リ
ン
ゲ
ン
州
を
中
心
に
、
共
産
主
義
者
の
勢
力
が
増
大
し
て
い
た
。
第
三
イ
ン
タ
ー
指
導
部
は
、
ロ
シ
ア
十
月
革
命
を
ド
イ
ツ
で
再
現
し
よ

う
と
す
る
「
ド
イ
ツ
の
十
月
」
計
画
を
画
策
し
て
い
た
。
コ
ミ
ン
テ
ル
ン
の
指
令
に
基
づ
き
、
ド
イ
ツ
共
産
党
は
一
九
二
三
年
十
月
に
ツ
ァ

イ
ク
ナ
ー
を
首
班
と
す
る
ザ
ク
セ
ン
州
政
府
に
参
画
し
、
財
務
相
と
経
済
相
の
ポ
ス
ト
を
得
て
い
た
。
ま
た
、
テ
ュ
ー
リ
ン
ゲ
ン
州
に
お
い

て
も
同
月
に
、
社
会
民
主
党
と
共
産
党
の
連
立
内
閣
が
成
立
し
、
共
産
党
は
経
済
相
と
法
相
の
ポ
ス
ト
を
得
た
。
こ
れ
に
対
し
て
共
産
主
義

者
に
よ
る
権
力
奪
取
を
懸
念
し
た
共
和
国
政
府
は
、
ザ
ク
セ
ン
に
お
い
て
共
産
党
の
院
内
組
織
で
あ
る
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
百
人
隊
を
禁
止
し
、

同
年
一
〇
月
一
六
日
に
は
ザ
ク
セ
ン
警
察
を
ラ
イ
ヒ
国
防
軍
指
揮
下
に
組
み
込
む
こ
と
を
決
定
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
ラ
イ
ヒ
国
防
軍
は
ザ
ク

セ
ン
を
完
全
に
そ
の
管
理
下
に
置
い
た
の
で
あ
る
が
、
そ
の
際
に
い
く
つ
か
の
都
市
で
銃
撃
戦
が
起
き
、
死
傷
者
が
出
た
。
十
月
二
七
日
に

共
和
国
首
相
シ
ュ
ト
レ
ー
ゼ
マ
ン
は
、
共
産
党
の
政
府
閣
僚
を
内
閣
か
ら
排
除
す
る
よ
う
ザ
ク
セ
ン
州
政
府
首
相
に
要
求
し
、
最
後
通
牒
を

突
き
つ
け

（
（2
（

る
。
ザ
ク
セ
ン
州
が
こ
れ
を
拒
否
し
た
こ
と
を
受
け
て
、
共
和
国
政
府
は
翌
日
に
「
ラ
イ
ヒ
執
行
（Reichsexekution

）」
を
行

う
。
す
な
わ
ち
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
第
四
十
八
条
に
基
づ
き
、
ザ
ク
セ
ン
州
政
府
の
閣
僚
を
罷
免
し
、
他
の
者
に
そ
の
職

務
の
遂
行
を
委
託
す
る
権
限
を
ラ
イ
ヒ
首
相
に
授
権
し
た
の
で
あ

（
（2
（

る
。
ラ
イ
ヒ
に
よ
る
軍
事
的
例
外
状
態
が
撤
廃
さ
れ
た
の
は
、
翌
年
の

一
九
二
四
年
二
月
二
十
八
日
に
至
っ
て
か
ら
の
こ
と
で
あ
っ

（
（3
（

た
。

　
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
第
四
十
八
条
に
対
す
る
解
釈
─
─
委
任
独
裁
と
し
て
の
大
統
領
緊
急
命
令
権

　

以
上
に
見
た
よ
う
に
、
共
和
国
政
府
は
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
第
四
八
条
に
規
定
さ
れ
た
大
統
領
緊
急
令
を
利
用
す
る
こ
と
で
政
治
的
危
機
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を
克
服
し
よ
う
と
し
、
一
九
二
四
年
二
月
末
に
漸
く
こ
れ
に
成
功
す
る
。
第
二
回
ド
イ
ツ
国
法
学
者
協
会
大
会
に
お
い
て
、
第
四
八
条
に
基

づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
独
裁
に
つ
い
て
報
告
す
る
こ
と
を
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
依
頼
さ
れ
た
の
は
、
ま
さ
に
共
和
国
の
危
機
的
状
況
が
収
束
に
向

か
い
つ
つ
あ
る
時
期
で
あ
っ
た
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
日
記
帳
に
よ
れ
ば
、
一
九
二
四
年
二
月
四
日
に
彼
は
、
ド
イ
ツ
国
法
学
者
協
会
の
創
設
者

で
あ
る
ハ
イ
ン
リ
ヒ
・
ト
リ
ー
ペ

（
（3
（

ル
か
ら
速
達
郵
便
を
受
け
取
っ
た
（T

B3:311, 513

）。
そ
の
書
簡
の
内
容
は
「
私
〔
シ
ュ
ミ
ッ
ト
─
─

引
用
者
〕
が
国
法
学
者
大
会
（Staatsrechtslehrer K

ongress

）
に
お
い
て
報
告
を
す
べ
き
で
あ
る
」（T

B3:311

）
と
い
う
も
の
で
あ
っ

た
。
そ
し
て
翌
日
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
ト
リ
ー
ペ
ル
に
電
報
を
打
ち
、
報
告
を
引
き
受
け
る
旨
を
伝
え
る
（Ebd.

）。
た
だ
し
、
当
初
か
ら
彼

が
こ
の
問
題
に
つ
い
て
報
告
す
る
自
信
を
も
っ
て
い
た
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
が
、
二
月
六
日
に
彼
が
次
の
よ
う
に
記
し
て
い
る
こ
と

か
ら
窺
う
こ
と
が
で
き
る
─
─
「
ど
の
よ
う
に
し
て
イ
エ
ナ
で
報
告
を
行
う
べ
き
か
、
私
に
は
わ
け
が
分
か
ら
な
い
。
錯
乱
し
て
い
る
。
も

は
や
仕
事
が
手
に
つ
か
な
い
。
私
は
哀
れ
な
デ
ィ
レ
ッ
タ
ン
ト
だ
。
ひ
ど
く
自
分
を
恥
ず
か
し
く
思
う
。
私
に
は
人
生
を
掴
み
取
る
蹄
が
な

い
」（T

B3:312

）。

　

こ
う
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
イ
エ
ナ
で
開
催
さ
れ
た
ド
イ
ツ
国
法
学
者
協
会
大
会
に
出
席
し
、
一
九
二
四
年
四
月
一
四
日
に
「
ヴ
ァ
イ
マ

ル
憲
法
第
四
八
条
に
基
づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
独
裁
」
と
題
し
て
報
告
を
行
う
。
彼
は
第
四
八
条
第
二
項
、
す
な
わ
ち
「
ド
イ
ツ
国
内
に
お

い
て
、
公
共
の
安
全
及
び
秩
序
に
著
し
い
障
害
が
生
じ
、
又
は
そ
の
虞
れ
が
あ
る
と
き
に
は
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
、
公
共
の
安
全
及
び
秩
序

を
回
復
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
が
で
き
、
必
要
な
場
合
に
は
、
武
装
兵
力
を
用
い
て
介
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
目

的
の
た
め
に
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
、
一
時
的
に
第
一
一
四
条
〔
＝
人
身
の
自
由
〕、
第
一
一
五
条
〔
＝
住
居
の
不
可
侵
〕、
第
一
一
七
条
〔
＝

新
書
・
郵
便
・
電
信
電
話
の
秘
密
〕、
第
一
一
八
条
〔
＝
意
見
表
明
の
自
由
〕、
第
一
二
三
条
〔
＝
集
会
の
権
利
〕、
第
一
二
四
条
〔
＝
結
社

の
権
利
〕、
及
び
第
一
五
三
条
〔
＝
所
有
権
の
保
障
〕
に
定
め
ら
れ
て
い
る
基
本
権
の
全
部
又
は
一
部
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き

（
（3
（

る
」
に
対

す
る
次
の
よ
う
な
解
釈
を
提
示
し
、
第
四
八
条
第
二
項
に
基
づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
権
限
お
よ
び
地
位
を
解
明
す
る
。
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第
四
十
八
条
第
二
項
に
つ
い
て
は
、
通
常
、
リ
ヒ
ャ
ル
ト
・
グ
ラ
ウ
の
説
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
に
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
第
二
文
で
列
挙
さ

れ
た
基
本
権
を
無
効
化
す
る
以
外
の
権
限
を
も
た
な
い
と
解
釈
さ
れ
て
き
た
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
そ
れ
に
よ
り
通
説
は
「
ラ
イ
ヒ
大

統
領
の
権
限
を
制
限
し
よ
う
と
試
み
て
い

（
（3
（

る
」。
し
か
し
、現
実
に
ラ
イ
ヒ
大
統
領
お
よ
び
ラ
イ
ヒ
政
府
が
こ
の
条
項
を
運
用
す
る
際
に
は
、

同
条
項
第
二
文
で
列
挙
さ
れ
た
憲
法
条
項
以
外
の
基
本
権
を
も
侵
害
し
て
お
り
、
ま
た
ラ
イ
ヒ
大
統
領
な
い
し
文
民
な
い
し
軍
人
委
員
へ
執

行
権
を
委
譲
す
る
と
い
う
現
象
が
生
じ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
同
条
項
の
運
用
状
況
は
、
通
常
の
解
釈
が
想
定
す
る
制
限
の
範
囲
内
に
留
ま
っ
て

は
お
ら
ず
、
通
常
の
解
釈
は
不
十
分
で
あ

（
（3
（

る
。

　

そ
こ
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
第
四
十
八
条
第
二
項
の
文
言
に
対
す
る
検
討
を
通
じ
て
、
そ
し
て
憲
法
制
定
国
民
議
会
に
お
い
て
こ
の
条
項
が

成
立
し
た
経
緯
を
踏
ま
え
て
、
第
四
十
八
条
第
二
項
に
基
づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
権
限
を
明
ら
か
に
し
よ
う
と
試
み
る
。
彼
に
よ
れ
ば
、
第

四
十
八
条
第
二
項
の
本
来
の
趣
旨
は
「
公
共
の
安
全
と
秩
序
の
回
復
と
い
う
目
的
の
た
め
に
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
、
様
々
な
措
置
を
と
る
こ

と
が
で
き
、
か
つ
特
定
の
基
本
権
を
停
止
す
る
こ
と
が
で
き

（
（3
（

る
」
と
い
う
点
に
あ
る
。
す
な
わ
ち
第
一
文
に
基
づ
い
て
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
あ

ら
ゆ
る
必
要
な
措
置
を
と
る
一
般
的
権
限
（allgem

eine Befugnis

）
を
付
与
さ
れ
る
と
同
時
に
、
第
二
文
で
列
挙
さ
れ
た
特
定
の
諸
基
本

権
を
無
効
化
す
る
特
別
権
限
（besondere Befugnis
）
を
も

（
（3
（

つ
と
解
釈
す
る
。
こ
う
し
た
解
釈
の
論
拠
は
、
同
条
項
の
成
立
過
程
に
対
す

る
把
握
に
よ
っ
て
も
補
強
さ
れ
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
憲
法
制
定
国
民
議
会
に
お
い
て
同
条
項
に
つ
い
て
審
議
さ
れ
る
過
程
で
、
第

二
項
第
二
文
に
お
い
て
第
一
文
で
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
付
与
さ
れ
た
一
般
的
権
限
に
対
す
る
全
般
的
限
定
が
な
さ
れ
て
い
る
と
考
え
た
者
は
い

な
か
っ
た
の
で
あ

（
（3
（

る
。
し
た
が
っ
て
、
第
四
十
八
条
第
二
項
第
一
文
に
よ
っ
て
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
異
例
の
「
無
制
約
の
」
権
限
が
付
与
さ

れ
る
と
い
う
こ
と
が
意
識
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
際
に
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
権
力
が
集
中
し
て
し
ま
う
と
い
う
虞
は
、
大
統
領
の
緊
急
命
令
権
の

行
使
が
大
臣
の
副
署
を
必
要
と
す
る
こ
と
、
ま
た
第
四
十
八
条
第
三
項
の
規
定
、
す
な
わ
ち
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
と
っ
た
諸
措
置
が
遅
滞
な
く

ラ
イ
ヒ
議
会
に
報
告
さ
れ
、
議
会
の
要
求
に
基
づ
い
て
効
力
が
停
止
さ
れ
る
と
い
う
規
定
に
よ
っ
て
解
消
さ
れ
る
と
考
え
ら
れ

（
（3
（

た
。



論　　　説

北法69（2・22）228

　

こ
こ
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、『
独
裁
』
に
お
け
る
と
同
様
に
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
よ
る
緊
急
命
令
権
の
行
使
を
委
任
独
裁
と
し
て
捉
え
る
。

た
だ
し
、
次
に
見
る
よ
う
に
、
彼
は
第
四
十
八
条
第
二
項
に
基
づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
地
位
を
ア
ン
ヴ
ィ
バ
レ
ン
ト
な
も
の
と
し
て
理
解
し

て
い
る
。
と
い
う
の
も
、
第
四
十
八
条
第
二
項
第
一
文
に
よ
っ
て
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
は
異
例
の
「
無
制
約
の
」
権
限
が
付
与
さ
れ
、
意
図
的

に
そ
の
権
限
が
広
範
な
も
の
と
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
地
位
は
、
法
的
基
礎
に
基
づ
く
わ
け
で
は
な
い

と
し
て
も
、「
国
民
議
会
の
主
権
独
裁
の
残
滓
（Residuum

）」
で
あ
る
か
の
よ
う
な
印
象
を
与
え

（
（3
（

る
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
彼
は
、

第
四
十
八
条
第
五
項
で
予
定
さ
れ
た
施
行
法
の
公
布
を
通
じ
て
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
権
限
が
限
定
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
論
じ
る
。
こ

こ
で
彼
は
、
第
一
次
大
戦
中
の
戒
厳
状
態
論
研
究
に
お
い
て
論
究
し
た
、
戒
厳
状
態
に
関
す
る
フ
ラ
ン
ス
の
「
十
九
世
紀
に
お
け
る
歴
史
的

展
開
」
に
再
び
言
及
し
、
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。「
フ
ラ
ン
ス
革
命
以
来
、
法
的
に
組
織
さ
れ
た
制
度
と
し
て
の
戒
厳
状
態
が
成
立
し
、
委

任
独
裁
は
法
治
国
家
的
発
展
へ
と
組
み
込
ま
れ

（
（4
（

る
」。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
憲
法
制
定
国
民
議
会
に
お
い
て
、
第
四
十
八
条
第
五
項
に

基
づ
い
て
ラ
イ
ヒ
法
律
を
公
布
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
た
の
は
、
法
治
国
家
的
発
展
に
適
合
し
た
形
で
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
権
限
、
す

な
わ
ち
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
「
容
認
さ
れ
た
諸
権
限
や
諸
前
提
、
例
外
状
態
の
影
響
」
を
限
定
す
る
た
め
で
あ
っ

（
（4
（

た
。

　

た
だ
し
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
第
四
十
八
条
第
二
項
一
文
に
よ
っ
て
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
与
え
ら
れ
た
一
般
的
権
限
に
は
、
そ
れ
自
体
と
し
て
次

の
三
点
に
お
い
て
限
界
が
あ
る
と
論
じ
る
。
こ
の
限
界
は
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
権
限
が
「
憲
法
規
定
に
基
づ
く
例
外
的
権
限
」
で
あ
る
こ
と

に
由
来
す

（
（4
（

る
。
第
一
に
、
何
が
公
共
の
安
全
と
秩
序
で
あ
る
か
、
そ
し
て
何
が
そ
の
脅
威
で
あ
る
と
見
做
さ
れ
る
べ
き
か
と
い
う
こ
と
は
、

憲
法
と
無
関
係
に
定
め
ら
れ
て
は
な
ら
な
い
。
第
二
に
、第
四
十
八
条
が
含
ん
で
い
る
組
織
の
最
小
限
の
も
の
、す
な
わ
ち
ラ
イ
ヒ
大
統
領
、

ラ
イ
ヒ
政
府
お
よ
び
ラ
イ
ヒ
議
会
は
、
単
な
る
事
実
的
な
例
外
措
置
に
よ
り
侵
害
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
。
第
三
に
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
権
限

は
措
置
と
し
て
の
み
、
す
な
わ
ち
個
別
行
為
な
い
し
一
般
的
命
令
と
し
て
見
做
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
措

置
は
、「
異
常
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
、
そ
れ
ゆ
え
に
除
去
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
具
体
的
事
態
」
を
顧
慮
し
て
行
わ
れ
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
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ら
ず
、
予
測
の
つ
か
な
い
程
の
長
期
間
に
わ
た
り
効
力
を
も
つ
も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な

（
（4
（

い
。

同
時
代
の
国
法
学
者
に
よ
る
反
応

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
ヤ
コ
ー
ビ
に
よ
る
報
告
の
後
に
行
わ
れ
た
討
論
で
は
、
ア
ン
シ
ュ
ッ
ツ
、
ト
ー
マ
、
ト
リ
ー
ペ
ル
を
含
む
十
四
人
の
法
学

者
が
参
加
し
、
意
見
が
交
換
さ
れ

（
（4
（

た
。
報
告
記
録
は
、
討
論
全
体
の
様
子
を
次
の
よ
う
に
要
約
し
て
い
る
。「
報
告
者
〔
シ
ュ
ミ
ッ
ト
─
─

引
用
者
〕
に
よ
り
、
そ
し
て
条
件
付
き
で
は
あ
る
に
せ
よ
共
同
報
告
者
〔
ヤ
コ
ー
ビ
─
─
引
用
者
〕
に
よ
り
主
張
さ
れ
た
、
第
四
十
八
条
第

二
項
か
ら
第
四
項
の
意
味
に
つ
い
て
の
基
本
的
解
釈
は
、
大
会
内
部
で
は
わ
ず
か
な
支
持
し
か
得
ら
れ
な
か
っ
た
。
討
論
者
の
内
の
は
る
か

に
多
く
の
者
は
、
異
な
る
立
場
を
と
っ
て
い

（
（4
（

た
」。
報
告
記
録
に
よ
れ
ば
、
討
論
の
中
で
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
報
告
に
お
け
る
次
の
諸
点
に

対
し
て
批
判
が
集
中
し
た
。
第
一
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
自
説
に
対
す
る
根
拠
と
し
て
引
用
し
た
、
憲
法
制
定
国
民
議
会
に
お
け
る
議
論
の
経

緯
や
政
府
見
解
は
、
論
拠
と
し
て
不
十
分
で
あ
る
と
さ
れ
た
。「
報
告
者
が
自
ら
の
見
解
の
た
め
に
引
き
合
い
に
出
し
た
憲
法
の
成
立
史
、

お
よ
び
論
拠
と
し
て
持
ち
出
し
た
政
府
見
解
は
、
互
い
に
矛
盾
し
て
お
り
、
そ
の
動
機
も
不
明
で
あ
る
た
め
、
論
拠
と
し
て
有
力
で
は
な
い

と
見
做
さ
れ

（
（4
（

た
」。
第
二
に
、
第
四
十
八
条
第
五
項
で
予
定
さ
れ
た
ラ
イ
ヒ
法
律
が
委
任
独
裁
に
対
し
て
法
治
国
家
的
限
定
を
付
す
ま
で
、

第
四
十
八
条
二
項
に
お
い
て
国
民
議
会
に
よ
り
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
与
え
ら
れ
た
法
的
地
位
は
暫
定
的
な
も
の
に
留
ま
る
と
す
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト

の
解
釈
が
批
判
さ
れ
た
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
む
し
ろ
、
第
二
項
は
最
終
的
な
規
定
で
あ
り
、
第
五
項
で
予
定
さ
れ
た
施
行
法
は
こ
れ
を
「
よ

り
詳
細
に
」、
す
な
わ
ち
よ
り
正
確
に
規
定
す
る
も
の
に
過
ぎ
な
い
、
と
い
う
意
見
が
出
さ
れ

（
（4
（

た
。
第
三
に
、
第
二
項
第
一
文
と
第
二
文
と

の
関
係
に
つ
い
て
、
第
一
文
に
お
け
る
「
措
置
」
と
第
二
文
に
お
い
て
列
挙
さ
れ
た
基
本
権
の
「
失
効
」
と
を
区
別
す
べ
き
で
あ
る
と
す
る

シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
見
解
、
そ
し
て
、
第
二
文
は
第
一
文
に
対
す
る
制
限
を
意
味
す
る
の
で
は
な
く
、
新
た
な
権
限
の
付
加
を
意
味
す
る
、
と
す

る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
解
釈
が
批
判
さ
れ
た
。
特
に
こ
う
し
た
解
釈
か
ら
生
じ
る
次
の
結
論
、
す
な
わ
ち
第
五
項
で
予
定
さ
れ
た
施
行
法
が
公
布
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さ
れ
る
以
前
に
は
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
と
り
う
る
措
置
と
そ
の
権
限
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
提
示
し
た
上
記
の
三
つ
の
原
則
に
よ
っ
て
の
み
制

約
さ
れ
う
る
、
と
す
る
結
論
に
対
し
て
厳
し
い
批
判
が
寄
せ
ら
れ

（
（4
（

た
。

委
任
独
裁
と
主
権
独
裁
─
─
国
家
的
統
一
を
め
ぐ
っ
て

　

こ
れ
ま
で
の
節
で
確
認
し
た
通
り
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
国
家
的
統
一
を
基
準
と
し
て
、
民
主
主
義
に
対
す
る
評
価
を
定
め
て
い
た
。
す
な
わ

ち
『
政
治
神
学
』
に
お
い
て
は
、
一
般
意
志
は
量
的
規
定
を
も
つ
が
ゆ
え
に
人
民
主
権
は
国
家
的
統
一
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と

す
る
分
析
に
基
づ
き
、
民
主
主
義
に
対
し
て
否
定
的
評
価
を
下
し
て
い
た
。
だ
が
議
会
主
義
論
初
版
に
お
い
て
は
、
一
般
意
志
に
対
す
る

解
釈
を
変
更
し
、
人
民
の
意
志
の
同
一
化
に
基
づ
い
て
同
一
性
を
作
り
出
す
こ
と
が
重
要
だ
と
述
べ
る
こ
と
で
、
人
民
主
権
に
お
い
て
も
国

家
的
統
一
を
達
成
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
る
、
と
議
論
を
転
換
さ
せ
た
。
元
来
、
国
家
的
統
一
を
重
視
し
て
い
た
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
と
り
、

一
九
二
三
年
の
事
態
は
国
家
的
統
一
に
対
す
る
大
き
な
挑
戦
で
あ
り
、
克
服
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課
題
で
あ
っ
た
と
言
え
る
。

　

す
で
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
『
独
裁
』
初
版
（
一
九
二
一
年
）
の
末
尾
に
お
い
て
、
第
四
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
地

位
に
言
及
し
て
い
た
。
彼
に
よ
れ
ば
、
こ
の
規
定
は
確
か
に
、「
委
任
独
裁
の
全
く
明
白
な
事
例
を
含
む
」（V

V
:198

）
も
の
で
あ
る
。
し

か
し
「
第
四
八
条
第
二
項
に
よ
れ
ば
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
は
ド
イ
ツ
ラ
イ
ヒ
に
お
い
て
公
共
の
安
全
と
秩
序
が
著
し
く
撹
乱
さ
れ
、
あ
る
い
は

脅
か
さ
れ
た
な
ら
ば
、
公
共
の
安
全
と
秩
序
と
を
回
復
す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
取
る
こ
と
が
で
き
、
必
要
な
場
合
に
は
軍
事
的
手
段
を

用
い
て
介
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
こ
に
、
法
的
に
制
約
さ
れ
て
い
な
い
行
動
委
任
へ
の
授
権
が
あ
る
」（Ebd.

）。
し
た
が
っ
て
第
四
八

条
を
通
じ
て
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
は
「
従
来
の
法
治
国
家
的
解
釈
に
従
え
ば
異
例
の
、
無
制
約
の
行
動
へ
の
授
権
」
が
な
さ
れ
て
い
る
と
言

う
の
で
あ
る
。

　

し
か
し
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
続
く
第
二
文
に
お
い
て
、
失
効
可
能
な
諸
基
本
権
を
列
挙
し
、
権
限
を
限
定
す
る
と
い
う
こ
と
は
、
シ
ュ
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ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
矛
盾
に
他
な
ら
な
い
（D

D
:199

）。「
最
初
に
、
例
え
ば
第
一
五
九
条
〔
第
四
八
条
第
二
項
に
お
い
て
、
停
止
さ
れ
う
る

基
本
権
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
な
い
団
結
権
─
─
引
用
者
〕
を
含
め
て
、
あ
ら
ゆ
る
既
存
の
法
的
状
態
を
停
止
す
る
授
権
を
行
い
、
次
に
、

停
止
さ
れ
る
こ
と
が
許
さ
れ
る
諸
基
本
権
の
一
定
数
を
列
挙
す
る
と
い
う
の
は
奇
妙
な
規
定
で
あ
る
。
諸
都
市
に
有
毒
ガ
ス
を
散
布
し
、
死

刑
を
予
告
し
て
脅
し
、
特
別
委
員
会
を
通
じ
て
判
決
を
下
す
こ
と
が
許
さ
れ
る
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
対
し
て
、
そ
の
上
な
お
、
例
え
ば
諸
官
庁

に
対
し
て
新
聞
禁
止
令
を
許
可
し
う
る
こ
と
を
わ
ざ
わ
ざ
確
認
す
る
と
い
う
の
は
無
意
味
で
あ
る
」（Ebd.

）。

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
第
四
八
条
に
内
在
す
る
こ
う
し
た
矛
盾
は
、「
主
権
独
裁
と
委
任
独
裁
と
の
結
合
に
基
づ
く
」

（D
D

:200

）
も
の
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
矛
盾
は
、
西
洋
近
代
の
歴
史
的
発
展
に
対
応
す
る
も
の
で
あ
る
。
彼
に
よ
れ
ば
、
近
代
の
市
民
的

法
治
国
家
の
前
提
は
、
絶
対
君
主
に
よ
り
達
成
さ
れ
た
「
国
家
的
統
一
」
で
あ
る
。
こ
こ
で
彼
は
、
一
九
一
九
年
ミ
ュ
ン
ヘ
ン
商
科
大
学
講

義
録
に
お
い
て
ボ
ダ
ン
の
政
治
思
想
に
つ
い
て
論
じ
る
際
に
述
べ
た
こ
と
を
再
論
す
る
。
す
な
わ
ち
絶
対
君
主
の
歴
史
的
価
値
は
、
そ
れ
が

封
建
的
な
い
し
身
分
制
的
諸
権
力
を
殲
滅
し
、
そ
れ
に
よ
り
国
家
的
統
一
と
い
う
近
代
的
意
味
に
お
け
る
主
権
を
作
り
出
し
た
こ
と
に
あ
っ

た
。
そ
の
結
果
、
市
民
的
法
治
国
家
は
「
国
家
の
連
帯
的
統
一
性
（solidarische Einheit des Staates

）」
が
最
終
的
に
保
証
さ
れ
た
と

い
う
こ
と
、
そ
し
て
国
家
内
部
に
お
い
て
「
同
質
性
（H

om
ogenität

）」
が
深
刻
に
脅
か
さ
れ
る
こ
と
な
く
存
立
す
る
こ
と
を
自
明
の
こ

と
と
し
て
前
提
し
え
た
（Ebd.

）。
こ
の
と
き
国
家
内
部
に
お
け
る
強
力
な
集
団
や
階
級
は
排
除
さ
れ
て
お
り
、
国
家
と
個
人
と
の
間
に
中

間
的
権
力
団
体
は
存
在
し
な
い
（D

D
:201

）。
こ
う
し
た
前
提
が
維
持
さ
れ
る
限
り
、
憲
法
第
四
十
八
条
の
規
定
は
法
治
国
家
秩
序
に
適
合

す
る
制
度
、
す
な
わ
ち
委
任
独
裁
と
し
て
の
み
機
能
す
べ
き
で
あ
る
。

　

だ
が
、
こ
の
前
提
が
掘
り
崩
さ
れ
る
な
ら
ば
、
法
治
国
家
秩
序
の
「
全
体
系
は
失
わ
れ
る
」（D

D
:201

）。
す
な
わ
ち
国
家
内
部
に
強
力

な
団
体
や
階
級
等
の
権
力
集
団
が
再
び
現
れ
、
同
質
性
を
脅
か
す
な
ら
ば
、
憲
法
第
四
八
条
の
規
定
は
法
治
国
家
秩
序
に
適
合
す
る
制
度
す

な
わ
ち
委
任
独
裁
と
し
て
運
用
さ
れ
る
と
は
限
ら
な
い
。
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こ
の
点
に
つ
い
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、『
独
裁
』
に
お
い
て
は
そ
れ
以
上
論
及
し
な
い
が
、
共
和
国
が
未
曾
有
の
危
機
に
晒
さ
れ
た

一
九
二
三
年
を
経
て
、
新
た
な
議
論
を
展
開
す
る
。
先
に
見
た
、
ド
イ
ツ
国
法
学
者
協
会
大
会
（
一
九
二
四
年
四
月
）
に
お
け
る
彼
の
研

究
報
告
に
よ
れ
ば
、
本
来
で
あ
れ
ば
、
憲
法
と
主
権
独
裁
と
は
原
理
的
に
両
立
し
え
な
い
も
の
で
あ
り
（D

D
:237

）、
単
に
憲
法
が
効
力
を

も
っ
た
と
い
う
事
情
か
ら
し
て
も
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
独
裁
は
必
然
的
に
委
任
独
裁
で
あ
る
（D

D
:239

）。
し
か
し
憲
法
第
四
十
八
条
に
基

づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
地
位
は
、
法
的
根
拠
に
基
礎
付
け
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
実
際
上
、「
主
権
独
裁
の
残
滓
」（Ebd.

）
で
あ

る
か
の
よ
う
な
印
象
を
与
え
る
。
と
い
う
の
も
、
こ
の
規
定
は
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
制
定
当
時
に
お
け
る
未
曾
有
の
混
乱
を
背
景
と
し
て
起

草
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
こ
う
し
た
時
代
状
況
を
背
景
と
し
て
、
憲
法
起
草
者
が
ラ
イ
ヒ
大
統
領
に
広
範
な

権
限
と
裁
量
の
余
地
を
残
そ
う
と
意
図
し
た
こ
と
の
帰
結
で
あ
る
と
し
て
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
地
位
の
ア
ン
ビ
ヴ
ァ
バ
レ
ン
ス
を
分
析
す
る

（D
D

:257

）。
す
な
わ
ち
、
国
家
の
統
一
が
脅
か
さ
れ
る
場
合
や
異
常
な
事
態
に
お
い
て
は
、
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
権
限
が
広
く
解
釈
さ
れ
、

こ
れ
に
対
処
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
第
四
十
八
条
第
五
項
に
予
定
さ
れ
た
施
行
法
が
制
定

さ
れ
な
い
限
り
、
こ
う
し
た
暫
定
的
状
態
は
継
続
す
る
（D

D
:253

）
と
結
論
付
け
た
の
で
あ
る
。

　

以
上
に
見
た
通
り
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
国
家
的
統
一
を
維
持
し
よ
う
と
す
る
観
点
か
ら
、
憲
法
第
四
八
条
に
基
づ
く
ラ
イ
ヒ
大
統
領
の
地
位

を
解
釈
し
よ
う
と
試
み
た
。
民
主
主
義
に
対
す
る
彼
の
理
解
が
変
化
し
た
こ
と
の
背
景
に
は
、
民
主
主
義
と
国
家
的
統
一
と
の
関
係
に
つ
い

て
の
解
釈
が
変
更
さ
れ
た
こ
と
に
加
え
て
、
民
主
主
義
体
制
を
選
択
し
た
共
和
政
ド
イ
ツ
に
お
い
て
、
共
和
国
を
分
裂
か
ら
救
い
、
国
家
的

統
一
を
回
復
し
よ
う
と
す
る
試
み
が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
つ
ま
り
、
委
任
独
裁
の
制
度
と
し
て
第
四
十
八
条
第
二
項
に
基
づ
く
ラ
イ
ヒ

大
統
領
の
地
位
を
解
釈
し
、
こ
の
制
度
を
通
じ
て
民
主
主
義
に
お
い
て
国
家
的
統
一
を
保
証
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
把
握
す
る
に
至
っ

た
。
こ
の
点
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
委
任
独
裁
と
民
主
主
義
は
矛
盾
し
な
い
と
考
え
た
の
で
あ
る
。
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第
二
節　

民
主
主
義
に
お
け
る
同
質
性

　

本
節
で
は
、議
会
主
義
論
初
版
か
ら
第
二
版
序
文
に
か
け
て
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
が
ど
の
よ
う
に
発
展
し
た
の
か
を
解
明
す
る
。

議
会
主
義
論
の
初
版
か
ら
第
二
版
に
か
け
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
理
解
に
変
遷
と
発
展
が
見
出
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
は
、
従
来
殆
ど

注
目
さ
れ
な
か
っ
た
。
た
だ
し
権
左
は
、
第
二
版
序
文
に
お
い
て
、
人
民
の
意
志
が
「
拍
手
喝
采
」
に
よ
り
民
主
的
に
表
現
さ
れ
る
と
い
う

議
論
が
示
さ
れ
た
こ
と
、
ま
た
一
九
二
七
年
の
「
政
治
的
な
も
の
の
概
念
」
を
先
取
り
す
る
か
の
よ
う
に
、
治
者
と
被
治
者
の
民
主
的
同
一

性
概
念
が
異
質
な
も
の
を
排
除
す
る
「
同
質
性
」
と
し
て
、
と
り
わ
け
「
国
民
的
同
質
性
」
と
し
て
解
釈
換
え
さ
れ
た
こ
と
を
指
摘
し

（
（4
（

た
。

本
節
で
は
、
こ
う
し
た
指
摘
を
踏
ま
え
て
、
議
会
主
義
論
初
版
か
ら
第
二
版
に
か
け
て
見
出
さ
れ
る
発
展
を
再
構
成
し
、
そ
の
変
化
が
民
主

主
義
論
に
与
え
た
意
義
を
検
討
す
る
。

（
一
）
同
質
性
概
念
─
─
議
会
主
義
論
第
二
版
序
文

ト
ー
マ
に
対
す
る
反
批
判

　

議
会
主
義
論
が
再
版
さ
れ
る
際
に
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
「
議
会
主
義
と
民
主
主
義
の
対
立
に
つ
い
て
」
と
副
題
を
付
し
た
序
文
を
掲
載
し
た
。

同
論
文
前
半
で
は
、
議
会
主
義
論
初
版
に
対
す
る
法
学
者
リ
ヒ
ャ
ル
ト
・
ト
ー
マ
の
批
評
に
応
答
し
、
議
会
主
義
の
原
理
と
基
礎
付
け
に
関

す
る
自
ら
の
見
解
を
擁
護
し
た
。
一
九
二
〇
年
代
に
議
会
主
義
制
度
や
民
主
主
義
概
念
を
め
ぐ
っ
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
ト
ー
マ
の
間
で
展
開
さ

れ
た
論
争
の
経
緯
、
お
よ
び
両
者
の
思
想
の
比
較
に
つ
い
て
は
、
詳
細
に
検
討
し
た
先
行
研
究
が
す
で
に
存
在
す

（
（5
（

る
。
こ
こ
で
は
、
両
者
の

思
想
的
関
係
に
つ
い
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
理
解
と
関
連
す
る
事
柄
に
限
定
的
し
て
検
討
す
る
。

　

ト
ー
マ
は
書
評
論
文
に
お
い
て
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
「
議
会
主
義
の
精
神
的
基
礎
を
全
く
時
代
遅
れ
の
思
想
に
求
め
て
い
る
」
と
批
判
し
た
。
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す
な
わ
ち
討
論
と
公
開
性
と
い
う
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
議
会
主
義
論
初
版
で
究
明
し
た
議
会
主
義
の
精
神
的
基
礎
は
、
議
会
主
義
の
原
理
と
し

て
は
「
時
代
遅
れ
の
思
想
」
で
あ
り
、
そ
の
他
様
々
な
論
拠
に
よ
り
議
会
主
義
は
基
礎
付
け
ら
れ
て
い
る
と
主
張
す
る
（LP:5f.

）。

　

こ
う
し
た
批
判
に
対
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
次
の
よ
う
に
応
答
す
る
。
ト
ー
マ
は
議
会
主
義
が
基
づ
き
う
る
原
理
が
複
数
存
在
す
る
こ
と

を
主
張
す
る
際
に
、
Ｍ
．ヴ
ェ
ー
バ
ー
や
Ｈ
．プ
ロ
イ
ス
、
Ｆ
．ナ
ウ
マ
ン
に
よ
る
議
論
を
引
き
合
い
に
出
す
。
し
か
し
こ
う
し
た
説
明
は
、

学
術
的
関
心
に
基
づ
い
て
提
起
さ
れ
た
問
題
に
対
し
て
十
分
に
説
得
的
な
解
答
を
与
え
て
い
な
い
。
と
い
う
の
も
、
ヴ
ェ
ー
バ
ー
を
始
め
と

す
る
「
君
主
主
義
的
統
治
制
度
に
対
し
て
挑
戦
し
た
、
ド
イ
ツ
の
自
由
主
義
者
、
民
主
主
義
者
」
に
と
り
、
議
会
は
「
政
治
指
導
者
を
選
抜

す
る
た
め
の
手
段
」、
す
な
わ
ち
「
政
治
上
の
デ
ィ
レ
ッ
タ
ン
テ
ィ
ズ
ム
を
排
し
、
最
も
有
能
な
人
物
を
政
治
指
導
に
当
た
ら
せ
る
た
め
の

確
実
な
方
法
で
あ
っ
た
に
過
ぎ
な
い
」（PL:8

）
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
「
単
に
実
用
的
、
技
術
的
手
段
」
と
し
て
有
用
で
あ
る
と
い

う
理
由
は
、
議
会
主
義
制
度
を
支
え
る
論
拠
と
は
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
ト
ー
マ
は
、
議
会
主
義
を
支
え
る
他
の
説
得
的
な
論
拠
を
何
一

つ
示
し
得
て
い
な
い
（LP:12f.

）、
と
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
結
論
づ
け
る
。

大
衆
民
主
主
義
の
発
展
と
議
会
主
義
の
状
況

　

議
会
主
義
論
初
版
で
論
じ
た
通
り
、
討
論
と
は
理
性
的
な
論
拠
に
よ
っ
て
意
見
の
真
理
性
と
正
当
性
を
競
い
合
う
と
い
う
目
的
を
も
つ
意

見
交
換
で
あ
る
（LP:9

）
こ
と
を
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
確
認
す
る
。
し
か
し
、
今
日
の
議
会
主
義
を
取
り
巻
く
状
況
に
お
い
て
は
、
議
員
は
利
己

的
な
利
害
関
心
か
ら
超
越
し
て
い
る
と
は
も
は
や
信
じ
ら
れ
ず
、
利
害
に
基
づ
く
「
交
渉
」
や
「
妥
協
」
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
現
象
が
大
衆
民
主
主
義
の
発
展
と
不
可
分
の
関
係
に
あ
る
こ
と
を
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。「
近
代
の
大
衆

民
主
主
義
の
発
展
は
、
主
張
の
根
拠
を
闘
わ
せ
る
公
開
の
討
論
を
空
虚
な
形
式
的
儀
礼
（Form

alität

）
へ
と
変
え
た
た
め
、
議
会
主
義
の

地
位
は
今
日
、
危
機
的
状
況
に
あ
る
」（LP:10

）。
そ
こ
で
は
「
諸
政
党
は
討
論
す
る
諸
意
見
を
も
つ
も
の
と
し
て
で
は
な
く
、
社
会
的
あ
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る
い
は
経
済
的
な
権
力
集
団
と
し
て
対
立
し
合
い
、
相
互
の
利
害
と
権
力
の
可
能
性
を
考
量
し
、
こ
う
し
た
事
実
的
基
礎
に
基
づ
い
て
妥
協

し
連
合
を
結
ぶ
」（LP:11

）。
政
党
に
と
り
大
衆
は
、
よ
り
多
く
獲
得
す
べ
き
対
象
で
あ
る
。
そ
し
て
、
大
衆
は
宣
伝
装
置
に
よ
り
獲
得
さ

れ
る
が
、
宣
伝
装
置
の
最
大
の
効
力
は
、「
目
先
の
利
害
と
情
動
に
訴
え
る
こ
と
に
基
づ
く
」（Ebd.

）。

　

以
上
か
ら
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
今
日
の
議
会
で
は
、「
真
の
討
論
」
の
特
徴
で
あ
る
、
理
性
的
論
拠
に
基
づ
く
自
由
な
公
開
の
意
見
交
換
は

も
は
や
行
わ
れ
え
な
い
と
論
じ
る
。
こ
れ
に
代
わ
り
、
政
党
間
の
交
渉
、
そ
こ
で
の
利
益
と
権
力
を
獲
得
す
る
た
め
の
目
的
意
識
的
考
量
、

ま
た
大
衆
を
操
作
す
る
た
め
の
プ
ラ
カ
ー
ド
的
で
印
象
的
な
暗
示
や
「
象
徴
」
と
い
っ
た
現
象
が
見
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

同
質
性
概
念
の
内
実

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
近
代
大
衆
民
主
主
義
を
構
成
す
る
異
質
な
諸
要
素
を
認
識
す
る
た
め
に
は
、
異
な
る
原
理
に
基
づ
く
自
由
主
義
と
民
主

主
義
と
が
区
別
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
議
会
主
義
論
初
版
の
主
張
を
繰
り
返
す
。
そ
し
て
民
主
主
義
の
特
質
に
つ
い
て
論
じ
ら
れ

た
同
論
文
後
半
で
は
、「
同
質
性
」
概
念
、
お
よ
び
「
異
質
な
も
の
の
排
除
な
い
し
根
絶
」
が
民
主
主
義
の
本
質
で
あ
る
と
主
張
さ
れ
る
。

　
「
あ
ら
ゆ
る
現
実
の
民
主
主
義
は
、
平
等
な
も
の
が
平
等
に
扱
わ
れ
る
と
い
う
だ
け
で
は
な
く
、
不
可
避
的
帰
結
と
し
て
、
平
等
で

は
な
い
も
の
は
平
等
に
は
扱
わ
れ
な
い
と
い
う
こ
と
に
基
づ
く
。
し
た
が
っ
て
必
然
的
に
、
民
主
主
義
の
本
質
は
第
一
に
、
同
質
性

（H
om

ogenität

）、
そ
し
て
第
二
に
、
─
必
要
な
場
合
に
は
─
異
質
な
も
の
の
排
除
あ
る
い
は
根
絶
で
あ
る
」（LP:13f.

）。

　
『
政
治
神
学
』以
来
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
は「
治
者
と
被
治
者
の
同
一
性
」を
始
め
と
す
る「
一
連
の
同
一
性
」と
し
て
民
主
主
義
を
定
義
し
て
い
た
。

議
会
主
義
論
初
版
に
お
い
て
は
、
同
一
性
概
念
に
対
す
る
分
析
を
通
じ
て
、
同
一
性
に
達
成
す
る
た
め
の
「
同
一
化
」
の
問
題
、
す
な
わ
ち

人
民
の
意
志
形
成
の
問
題
こ
そ
が
、
民
主
主
義
に
内
在
す
る
本
質
的
な
問
題
で
あ
る
と
強
調
し
た
。
そ
れ
に
加
え
て
、
議
会
主
義
論
第
二
版

序
文
に
お
い
て
は
、
新
た
に
「
同
質
性
」
と
い
う
概
念
が
民
主
主
義
の
本
質
と
し
て
導
入
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
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シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
用
い
た
同
一
性
概
念
は
、「
治
者
と
被
治
者
の
同
一
性
」
を
始
め
と
し
て
、
人
民
の
間
の
同
一
性
（
一
致
し
た
人
民
の
意

志
の
存
在
）
や
、
人
民
と
国
家
の
同
一
性
な
ど
、
様
々
な
次
元
に
お
け
る
同
一
性
を
意
味
し
た
。
こ
こ
で
新
た
に
導
入
さ
れ
た
同
質
性
概
念

も
ま
た
、
同
一
性
概
念
の
一
つ
の
ヴ
ァ
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
と
し
て
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
だ
が
、
こ
こ
で
敢
え
て
彼
が
同
質
性
と
い
う
概
念

を
民
主
主
義
の
本
質
と
し
て
用
い
た
と
い
う
こ
と
に
は
、
ど
の
よ
う
な
意
図
な
い
し
含
意
が
あ
る
の
だ
ろ
う
か
。
こ
の
問
題
を
解
明
す
る
た

め
に
は
、
議
会
主
義
論
第
二
版
序
文
に
お
け
る
、
ル
ソ
ー
の
『
社
会
契
約
論
』
に
対
す
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
解
釈
を
参
照
す
る
こ
と
が
有
益
で

あ
る
。

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
ル
ソ
ー
が
構
成
し
た
一
般
意
志
と
は
、
実
際
に
は
同
質
性
で
あ
る
」（LP:20

）。
そ
し
て
、「
こ
れ
こ
そ
が
真

に
徹
底
し
た
民
主
主
義
で
あ
る
。
つ
ま
り
、『
社
会
契
約
論
』
に
よ
れ
ば
、
国
家
は
そ
の
題
目
や
導
入
部
の
契
約
的
構
成
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

契
約
に
基
づ
く
も
の
で
は
な
く
、
本
質
的
に
は
同
質
性
に
立
脚
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
同
質
性
か
ら
し
て
、
治
者
と
被
治
者
の
民
主
主
義

的
同
一
性
が
生
ず
る
」（Ebd.

）。
彼
に
よ
れ
ば
、
ル
ソ
ー
研
究
自
体
は
進
捗
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、『
社
会
契
約
論
』
が
自
由
主
義

と
民
主
主
義
と
い
う
異
な
る
要
素
を
混
在
さ
せ
た
国
家
論
を
提
示
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
は
知
ら
れ
て
い
な
い
。
ル
ソ
ー
の
議
論
に
お
け
る

「
正
面
入
り
口
は
自
由
主
義
的
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
自
由
契
約
に
基
づ
い
て
、
国
家
の
正
当
性
を
根
拠
付
け
る
。
し
か
し
叙
述
が
進
み
、
本

質
的
概
念
と
し
て
の
一
般
意
志
の
概
念
が
展
開
さ
れ
る
際
に
明
ら
か
に
な
る
こ
と
は
、
ル
ソ
ー
に
よ
る
な
ら
ば
真
の
国
家
と
は
、
人
民
が
同

質
的
で
あ
り
、
本
質
的
な
点
に
お
い
て
一
致
が
支
配
的
で
あ
る
場
合
に
の
み
存
在
す
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
」（LP:19

）。

　

ル
ソ
ー
の
『
社
会
契
約
論
』
に
お
け
る
一
般
意
志
は
「
同
質
性
」
に
他
な
ら
な
い
と
言
う
と
き
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
念
頭
に
置
い
て
い
る

も
の
は
、
国
家
の
内
部
に
「
人
間
を
分
裂
さ
せ
る
も
の
」（Ebd.

）
が
存
在
し
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。「
人
間
を
分
裂
さ
せ
る
も
の
」
と

し
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
具
体
的
に
、
党
派
的
対
立
や
特
殊
な
利
害
状
況
を
め
ぐ
る
対
立
、
宗
派
的
対
立
を
挙
げ
て
お
り
、
こ
う
し
た
対
立
は

国
家
の
内
部
に
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
と
主
張
す
る
（Ebd.

）。
つ
ま
り
、「
同
質
性
」
が
意
味
す
る
も
の
は
、政
治
的
見
解
を
め
ぐ
る
対
立
や
、
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階
級
対
立
に
発
展
し
う
る
よ
う
な
利
害
対
立
や
経
済
的
格
差
、
信
仰
上
の
不
一
致
と
対
立
が
存
在
し
な
い
と
い
う
状
況
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
ル
ソ
ー
の
国
家
に
お
い
て
は
「
財
政
」
す
ら
存
在
す
べ
き
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
に
言
及
す
る
。
彼
は
、
財
政

と
は
「
奴
隷
の
用
い
る
言
語
（m

ot d‘esclave

）」
で
あ
る
と
い
う
ル
ソ
ー
の
記
述
を
引
用
し
、「
ア
ル
フ
レ
ー
ト
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
や
カ
ー
ル
・

ブ
リ
ン
ク
マ
ン
の
よ
う
な
重
要
な
国
民
経
済
学
者
た
ち
に
よ
っ
て
賛
嘆
さ
れ
た
、
近
代
民
主
主
義
の
哲
学
者
」
で
あ
る
ル
ソ
ー
が
、
こ
う
し

た
こ
と
を
「
全
く
真
剣
に
述
べ
て
い
る
」
こ
と
に
注
意
を
促
す
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
こ
こ
で
参
照
指
示
す
る
『
社
会
契
約
論
』
第
三
編
第
十
五

章
に
お
い
て
、
ル
ソ
ー
は
周
知
の
通
り
、
一
般
意
志
は
決
し
て
代
表
さ
れ
う
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
を
主
張
す
る
。
こ
こ
で
ル
ソ
ー
は
代
表

制
を
強
く
否
定
し
、
主
権
は
代
表
さ
れ
え
ず
、
そ
れ
ゆ
え
に
本
質
的
に
主
権
を
含
む
一
般
意
志
は
代
表
さ
れ
え
な
い
こ
と
、
し
た
が
っ
て
人

民
の
代
議
士
は
一
般
意
志
の
代
表
者
で
は
あ
り
え
な
い
こ
と
を
強
調
し
た
。「
イ
ギ
リ
ス
の
人
民
は
自
ら
を
自
由
だ
と
思
っ
て
い
る
が
、
そ

れ
は
大
間
違
い
だ
。
彼
ら
が
自
由
な
の
は
、
議
員
を
選
挙
す
る
間
だ
け
の
こ
と
で
、
議
員
が
選
ば
れ
る
や
い
な
や
、
イ
ギ
リ
ス
人
民
は
奴
隷

と
な
り
、
無
に
帰
し
て
し
ま

（
（5
（

う
」。

　

ル
ソ
ー
に
よ
れ
ば
、一
般
意
志
は
代
表
さ
れ
う
る
と
い
う
考
え
方
、す
な
わ
ち
公
民
の
集
会
に
お
け
る
「
人
民
の
代
議
士
ま
た
は
代
表
者
」

が
登
場
す
る
背
景
に
は
、「
祖
国
愛
の
減
退
、
私
的
な
利
益
活
動
、
国
家
の
広
大
さ
、
征
服
、
政
府
の
悪
弊
な

（
（5
（

ど
」
が
存
在
す
る
。
祖
国
愛

を
減
退
さ
せ
、
国
家
を
滅
亡
の
危
険
に
晒
す
要
因
と
し
て
、
ル
ソ
ー
は
第
一
に
、
市
民
に
と
っ
て
の
主
要
な
仕
事
が
公
共
の
職
務
で
は
な
く

な
り
、「
私
的
な
利
益
活
動
」
へ
没
入
す
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
「
商
業
や
工
芸
に
大
騒
ぎ
し
た
り
、
む
や
み
に
利
益
を
欲
し
が
っ
た
り
、
軟

弱
に
「
安
楽
を
好
ん
だ
り
す
る
こ
と
」
を
挙
げ
る
。
そ
し
て
第
二
に
、
市
民
が
国
家
に
お
い
て
果
た
す
べ
き
公
共
の
職
務
を
自
分
自
身
で
遂

行
し
よ
う
と
せ
ず
、「
自
分
の
身
体
で
よ
り
も
、
自
分
の
財
布
で
奉
仕
す
る
方
を
好
む
よ
う
に
な
る
」
こ
と
、
す
な
わ
ち
「
身
を
動
か
し
て

果
た
す
べ
き
職
務
を
、
金
銭
で
代
用
さ
せ
る
」
こ
と
を
挙
げ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
文
脈
に
お
い
て
、
ル
ソ
ー
は
、「
財
政
」
が
「
奴
隷
の
言
葉
」
で
あ
る
と
主
張
す
る
の
で
あ
る
。
財
政
す
な
わ
ち
私
的
な
経
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済
活
動
に
専
ら
従
事
し
、
公
共
の
事
柄
に
携
わ
ら
ず
、
自
ら
公
務
に
奉
仕
し
な
い
者
は
、
公
民
と
し
て
の
義
務
を
果
た
さ
な
い
者
、
す
な
わ

ち
公
共
精
神
を
持
た
な
い
者
で
あ
る
。
こ
う
し
た
人
間
は
、ル
ソ
ー
の
国
家
に
お
い
て
は
公
民
な
い
し
市
民
に
値
し
な
い
者
、す
な
わ
ち
「
奴

隷
」
で
あ
る
。
職
務
に
「
金
を
出
す
よ
う
に
な
る
と
、
ま
も
な
く
諸
君
は
鎖
に
つ
な
が
れ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。
財
政
と
い
う
こ
の
言
葉

は
、
奴
隷
の
言
葉
で
あ
っ
て
、
都
市
国
家
の
知
ら
な
い
も
の
で
あ
る
。
真
に
自
由
な
国
家
で
は
、
市
民
は
自
分
の
手
で
す
べ
て
を
行
い
、
金

銭
ず
く
で
は
何
も
し
な
い
。
自
分
の
義
務
を
免
れ
る
た
め
に
金
を
払
う
ど
こ
ろ
か
、
金
を
払
っ
て
で
も
自
分
の
義
務
を
自
分
で
果
た
そ
う
と

す
る
で
あ
ろ

（
（5
（

う
」。

　

以
上
の
ル
ソ
ー
の
議
論
を
参
照
す
る
な
ら
ば
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
「
同
質
性
」
と
は
、
人
民
の
間
に
政
治
的
見
解
や
経
済
的
状
況
、
信
仰
な

ど
の
根
本
的
な
点
で
一
致
が
存
在
す
る
こ
と
、
そ
し
て
こ
れ
に
加
え
て
、
公
民
と
し
て
公
共
の
事
柄
に
貢
献
す
る
と
い
う
前
提
が
共
有
さ
れ

て
い
る
こ
と
を
意
味
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
そ
の
上
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
人
民
の
「
同
質
性
」
が
実
現
さ
れ
、
人
民
の
間
に
完
全
な
「
一
致

（Einm
ütigkeit

）」
が
存
在
す
る
な
ら
ば
、
意
見
の
対
立
や
相
違
を
前
提
と
す
る
社
会
契
約
は
不
要
と
な
る
と
論
じ
た
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
全

員
が
同
じ
こ
と
を
望
む
か
ら
で
あ
る
。「
同
質
性
が
同
一
性
に
ま
で
高
め
ら
れ
た
な
ら
ば
、
全
て
は
自
明
の
こ
と
と
し
て
理
解
さ
れ
る
」。

　

同
質
性
概
念
の
内
実
が
こ
の
よ
う
に
明
ら
か
に
な
る
こ
と
で
、議
会
主
義
論
第
二
版
序
文
に
お
い
て
、「
異
質
な
も
の
の
排
除
な
い
し
根
絶
」

と
い
う
契
機
が
同
質
性
と
並
ぶ
民
主
主
義
の
第
二
の
本
質
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
理
解
で
き
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
論
理
に
従
う
な

ら
ば
、国
家
の
内
部
に
「
人
間
を
分
裂
さ
せ
る
」
よ
う
な
対
立
が
存
在
す
る
こ
と
を
許
容
し
な
い
た
め
に
、画
一
的
な
政
治
的
傾
向
や
思
想
、

ま
た
平
均
的
な
経
済
的
境
遇
や
同
一
の
信
仰
を
持
つ
人
間
だ
け
が
、
そ
し
て
公
共
精
神
を
持
つ
人
間
だ
け
が
、
真
の
市
民
す
な
わ
ち
公
民
と

見
做
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
条
件
に
適
合
し
な
い
人
間
は
す
べ
て
、
公
民
な
い
し
市
民
の
資
格
を
持
た
な
い
者
で
あ
る
と
さ
れ
、
国
家
に
と
っ

て
の
「
異
質
な
者
」、
す
な
わ
ち
排
除
な
い
し
根
絶
の
対
象
と
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
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同
質
性
概
念
の
特
徴
と
民
主
主
義
論
に
お
け
る
位
置
づ
け

　

こ
の
同
質
性
概
念
に
つ
い
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
さ
ら
に
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。
同
質
性
は
「
一
般
意
志
と
同
様
に
、
存
在
す
る
か
存
在

し
な
い
か
で
あ
る
。
し
か
も
ア
ル
フ
レ
ー
ト
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
が
的
確
に
認
め
た
よ
う
に
、自
然
に
存
在
す
る
の
で
あ
る
」（LP:20

）。
シ
ュ
ミ
ッ

ト
に
よ
れ
ば
、
人
民
の
間
の
同
質
性
は
す
で
に
存
在
す
る
も
の
と
し
て
前
提
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
同
質
性
概
念
は
人
民

の
間
に
自
然
に
存
在
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
人
為
的
に
作
り
出
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
。
そ
し
て
以
上
の
よ
う
な
特
徴
を
も
つ
同

質
性
概
念
こ
そ
が
、「
民
主
主
義
的
同
一
性
」
が
立
脚
す
る
基
礎
で
あ
り
、
前
提
で
あ
る
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
議
会
主
義

論
文
第
二
版
に
お
い
て
、
民
主
主
義
に
つ
い
て
の
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
新
た
な
主
張
は
、
民
主
主
義
的
同
一
性
は
こ
の
同
質
性
に
立
脚
す
る
と
い

う
こ
と
で
あ
る
。
す
で
に
見
た
と
お
り
、
議
会
主
義
論
文
初
版
に
お
い
て
彼
は
、
同
一
性
概
念
を
独
自
の
仕
方
で
解
釈
し
、
同
一
性
は
実
際

に
は
経
験
的
に
存
在
し
え
な
い
こ
と
、
同
一
性
を
実
現
す
る
た
め
に
は
同
一
化
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
強
調
し
て
い
た
。
議
会
主
義
論
文
第

二
版
を
執
筆
し
て
い
た
時
期
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
人
民
の
間
に
は
自
然
に
、
経
験
的
に
、
こ
う
し
た
同
一
化
を
達
成
す
る
た
め
の
、
一
定

の
同
質
性
が
存
在
す
る
必
要
が
あ
る
、
と
新
た
に
認
識
し
た
の
だ
と
考
え
ら
れ
る
。

（
二
）「
喝
采
」
概
念
の
重
要
性
─
─
議
会
主
義
論
第
二
版
序
文

　

同
質
性
概
念
へ
の
言
及
と
同
時
に
、
議
会
主
義
論
第
二
版
序
文
に
お
い
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
喝
采
こ
そ
が
民
主
主
義
に
お
い
て
本
質
的
な

人
民
の
意
志
形
成
手
段
で
あ
る
と
し
て
、
そ
の
意
義
を
高
く
評
価
す
る
。

　
「
人
民
の
意
志
は
、
呼
び
声
（Zuruf

）
を
通
じ
て
、
喝
采
（acclam

atio
）
を
通
じ
て
、
自
明
の
、
反
論
の
余
地
の
な
い
も
の
を
通
じ
て
、

よ
り
一
層
民
主
主
義
的
に
表
現
さ
れ
う
る
。
人
民
の
意
志
は
こ
れ
に
よ
り
、
半
世
紀
前
以
来
非
常
に
入
念
か
つ
綿
密
に
作
り
出
さ
れ
た
統
計

的
装
置
に
よ
っ
て
よ
り
も
、
よ
り
よ
く
民
主
主
義
的
に
表
現
さ
れ
う
る
。
民
主
主
義
的
感
情
の
力
が
強
ま
れ
ば
強
ま
る
ほ
ど
、
民
主
主
義
が
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秘
密
投
票
の
記
録
シ
ス
テ
ム
と
は
異
な
る
も
の
で
あ
る
と
い
う
認
識
が
よ
り
一
層
確
実
に
な
る
。〔
中
略
〕
独
裁
的
で
カ
エ
サ
ル
主
義
的
な

方
法
は
、
人
民
の
喝
采
に
よ
っ
て
支
持
さ
れ
る
だ
け
で
は
な
く
、
民
主
主
義
的
実
質
と
力
の
直
接
的
表
現
で
も
あ
り
う
る
」（LP:22f

）。

　

こ
う
し
て
彼
が
民
主
主
義
と
人
民
の
喝
采
と
の
関
係
を
積
極
的
に
捉
え
る
に
至
っ
た
背
景
に
は
、
ボ
ン
大
学
時
代
の
同
僚
で
あ
っ
た
神
学

者
エ
ー
リ
ク
・
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
影
響
が
あ
っ
た
。
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
に
よ
る
「
喝
采
」
概
念
史
研
究
（『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』（
一
九
二
〇
年

に
提
出
さ
れ
た
教
授
資
格
申
請
論
文
で
あ
り
、
一
九
二
六
年
に
出
版
さ
れ

（
（5
（

た
）
に
つ
い
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』

（
一
九
二
七
年
）
に
お
い
て
言
及
し
、
非
常
に
高
い
評
価
を
与
え
て
い

（
（5
（

た
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
に
お
け
る
喝
采
概
念
の
受
容
、
お

よ
び
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
か
ら
の
影
響
に
つ
い
て
は
、
次
章
で
詳
し
く
検
討
す
る
。

第
三
節　

民
主
主
義
と
政
治
的
統
一
の
関
係
─
─
「
政
治
的
な
も
の
の
概
念
」

（
一
）
政
治
的
な
も
の
の
定
義
─
─
友
と
敵
の
区
別

　

一
九
二
七
年
に
発
表
し
た「
政
治
的
な
も
の
の
概
念
」（
初
版
）に
お
い
て
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
新
た
な
国
家
観
お
よ
び
政
治
観
を
提
示
す
る
。

「
国
家
概
念
は
政
治
的
な
も
の
の
概
念
を
前
提
と
す
る
」（BP:1
）
と
い
う
著
名
な
命
題
で
始
ま
る
こ
の
論
文
に
お
い
て
、
彼
は
「
国
家
は
人

民
の
政
治
的
状
態
（Status

）
で
あ
る
」（Ebd.

）
と
規
定
す
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
国
家
は
そ
の
語
義
と
そ
の
現
象
に
よ
る
な
ら

ば
人
民
の
特
殊
な
状
態
で
あ
る
。
そ
れ
以
上
の
こ
と
は
さ
し
あ
た
り
言
え
な
い
」（Ebd.

）。
た
だ
し
「
人
民
の
状
態
」
と
い
う
観
念
の
メ
ル

ク
マ
ル
は
、「
政
治
的
な
も
の
に
つ
い
て
の
メ
ル
ク
マ
ル
を
通
じ
て
」
そ
の
意
味
が
明
ら
か
に
な
る
（Ebd.

）。
す
な
わ
ち
「
政
治
的
な
も
の

の
概
念
規
定
は
、
特
殊
に
政
治
的
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
を
明
ら
か
に
し
、
確
認
す
る
こ
と
を
通
じ
て
の
み
得
る
こ
と
が
で
き
る
」（BP:3

）。
シ
ュ

ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
政
治
的
な
も
の
は
、
人
間
の
思
考
と
行
為
に
関
わ
る
他
の
相
対
的
に
自
律
的
な
領
域
、
す
な
わ
ち
道
徳
的
な
も
の
や
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美
学
的
な
も
の
、
経
済
的
な
も
の
の
領
域
と
並
び
、
固
有
の
領
域
と
し
て
自
律
的
で
あ
る
」。
そ
れ
ゆ
え
に
、
政
治
的
な
も
の
は
、
そ
の
固

有
の
、
相
対
的
に
自
律
的
な
区
別
す
な
わ
ち
「
特
殊
な
意
味
に
お
い
て
政
治
的
な
行
為
す
べ
て
が
還
元
さ
れ
う
る
よ
う
な
区
別
」
を
持
た
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
（Ebd.

）。
つ
ま
り
道
徳
的
な
も
の
の
領
域
に
は
善
悪
の
区
別
が
あ
り
、美
的
な
も
の
の
領
域
に
は
美
醜
の
区
別
が
あ
り
、

経
済
的
な
も
の
の
領
域
に
は
損
得
の
区
別
が
あ
る
よ
う
に
、
政
治
的
な
も
の
の
領
域
に
お
け
る
「
特
殊
な
、
自
律
的
な
そ
れ
自
体
と
し
て
容

易
に
理
解
で
き
る
区
別
」
は
何
か
、
そ
し
て
「
そ
れ
は
ど
こ
に
存
在
す
る
か
」
と
い
う
問
題
が
生
じ
る
（BP:4

）。

　

こ
の
問
い
に
対
し
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
続
け
て
次
の
よ
う
に
答
え
る
。「
政
治
的
行
為
と
動
機
が
還
元
さ
れ
る
よ
う
な
、
特
殊
に
政
治
的
な

区
別
は
、
友
と
敵
の
区
別
で
あ
る
」。
こ
の
「
友
と
敵
の
区
別
」
こ
そ
が
政
治
的
な
も
の
の
領
域
に
と
っ
て
の
自
律
的
な
区
別
で
あ
り
、
相

対
的
に
自
律
的
な
他
の
領
域
（
道
徳
的
な
も
の
の
領
域
に
お
け
る
善
悪
の
区
別
や
、
美
的
な
も
の
の
領
域
に
は
美
醜
の
区
別
等
）
の
対
立
に

対
応
す
る
も
の
で
あ
る
。
そ
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
友
と
敵
の
区
別
は
理
論
的
に
も
実
践
的
に
も
存
立
し
う
る
と
付
言
す
る
。「
政
治
的
敵

は
道
徳
的
に
悪
で
あ
る
必
要
は
な
く
、ま
た
美
的
に
醜
く
あ
る
必
要
は
な
い
。
政
治
的
敵
は
経
済
的
競
争
相
手
と
し
て
現
れ
る
必
要
は
な
く
、

政
治
的
敵
と
と
も
に
商
売
を
行
う
こ
と
は
も
し
か
す
る
と
利
益
が
あ
る
よ
う
に
さ
え
見
え
る
か
も
し
れ
な
い
」（Ebd.

）。

　

で
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
考
え
る
友
と
敵
の
区
別
の
本
質
と
は
何
か
。「
政
治
的
敵
と
は
、
ま
さ
に
他
者
（der A

ndere

）、
見
知
ら
ぬ
者

（der Frem
de

）
で
あ
る
。
政
治
的
敵
は
特
殊
に
強
力
な
意
味
に
お
い
て
実
存
的
に
他
な
る
も
の
、
見
知
ら
ぬ
も
の
（etw

as A
nderes 

und Frem
des

）
で
あ
る
と
い
う
こ
と
、
そ
れ
ゆ
え
に
政
治
的
敵
は
、
衝
突
事
例
に
お
い
て
固
有
の
実
存
様
式
の
否
定
を
意
味
し
、
そ
れ
ゆ

え
固
有
か
つ
独
自
の
生
の
様
式
を
擁
護
す
る
た
め
に
反
撃
し
闘
う
相
手
と
な
る
こ
と
が
、
そ
の
本
質
と
し
て
は
十
分
で
あ
る
」（Ebd.

）。
政

治
的
な
も
の
は
、
人
間
の
生
の
あ
ら
ゆ
る
自
律
的
領
域
が
そ
う
で
あ
る
よ
う
に
、
そ
の
論
拠
と
し
て
別
の
領
域
に
由
来
す
る
区
別
を
引
き
合

い
に
出
そ
う
と
す
る
の
で
、
心
理
的
に
は
、
敵
は
容
易
に
悪
や
醜
と
し
て
扱
わ
れ
る
。
し
か
し
実
際
に
は
、
特
殊
な
諸
対
立
の
自
律
性
は
厳

然
と
し
て
変
わ
ら
な
い
。
友
と
敵
の
特
殊
な
対
立
は
、
そ
の
他
の
領
域
に
お
け
る
区
別
か
ら
分
離
さ
れ
、
自
律
的
な
も
の
と
し
て
把
握
さ
れ
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な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（BP:4f.

）。
す
な
わ
ち
、
友
と
敵
の
区
別
は
別
の
諸
対
立
と
混
同
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
の
で
あ
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
友
と
敵
の
概
念
は
何
ら
か
の
規
範
的
対
立
や
精
神
的
対
立
で
は
な
い
。
こ
こ
で
問
題
と
な
る
も

の
は
、
友
と
敵
と
い
う
区
別
の
現
実
お
よ
び
実
在
す
る
可
能
性
で
あ
り
、
擬
制
や
規
範
性
で
は
な
い
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
友
と
敵
の
対
立
は
排

す
べ
き
も
の
で
あ
る
と
考
え
る
か
ど
う
か
、
ま
た
こ
う
し
た
思
考
の
う
ち
に
未
開
時
代
の
残
滓
を
見
出
す
か
、
あ
る
い
は
こ
う
し
た
区
別
と

対
立
が
い
つ
の
日
か
地
上
か
ら
消
え
去
る
こ
と
を
欲
す
る
か
、
ま
た
は
教
育
的
見
地
か
ら
、
そ
も
そ
も
も
は
や
敵
は
存
在
し
な
い
と
捏
造
す

る
の
が
正
し
く
正
当
で
あ
る
か
、
こ
う
い
っ
た
こ
と
は
考
察
に
値
し
な
い
（BP:5

）
と
述
べ
る
。

　

そ
れ
ゆ
え
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
敵
（Feind

）
と
は
、
競
争
相
手
（K

onkurrent

）
や
一
般
的
敵
対
者
（Gegner

）
で
は
な
い
と
言
う
。

敵
と
は
私
的
な
敵
対
者（privater Gegner

）で
は
な
く
、公
的
な
敵（öffentlicher Feind

）だ
け
を
意
味
す
る
。
と
い
う
の
も
、敵
と
は
、「
少

な
く
と
も
場
合
に
よ
っ
て
は
、
す
な
わ
ち
実
在
す
る
可
能
性
に
従
っ
て
、
同
様
の
全
体
と
対
立
す
る
、
闘
争
す
る
人
間
全
体
」
だ
け
を
意
味

し
て
お
り
、そ
の
よ
う
な
「
人
間
全
体
（Gesam

theit von M
enschen

）、特
に
人
民
全
体
（ganzes V

olk

）
に
関
係
す
る
も
の
は
全
て
、

そ
れ
ゆ
え
公
的
に
な
る
か
ら
で
あ
る
」（BP:5f.
）。「
敵
と
はhostis

で
あ
り
、
広
義
に
お
け
るinim

icus

で
は
な
い
」（BP:6

）。
シ
ュ
ミ
ッ

ト
は
こ
こ
で
聖
書
の
一
節
「
汝
の
敵
を
愛
せ
」
を
引
き
合
い
に
出
し
、こ
こ
で
は
「
政
治
的
敵
は
な
ん
ら
問
題
と
な
っ
て
い
な
い
」
と
す
る
。

と
い
う
の
も
、「
政
治
的
意
味
に
お
け
る
敵
は
個
人
的
に
憎
ま
れ
る
必
要
は
な
く
、
彼
の
敵
す
な
わ
ち
敵
対
者
を
愛
す
る
と
い
う
こ
と
は
、

私
的
な
も
の
の
領
域
に
お
い
て
初
め
て
意
味
を
持
つ
の
で
あ
る
。〔
中
略
〕
そ
れ
は
、
人
民
の
敵
を
愛
し
、
自
ら
の
人
民
に
対
抗
し
て
そ
の

敵
を
支
持
す
べ
き
で
あ
る
と
述
べ
て
い
る
わ
け
で
は
決
し
て
な
い
」（Ebd.

）。

　

そ
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、「
敵
の
真
の
概
念
」
に
は
「
闘
争
と
い
う
実
在
す
る
不
測
の
事
態
」、
す
な
わ
ち
万
一
の
場
合
に
は
闘
争
が
生
じ

る
可
能
性
が
あ
る
と
い
う
こ
と
が
属
す
る
と
論
じ
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
戦
争
と
は
、
諸
人
民
間
に
お
い
て
武
器
を
と
っ
て
行
わ

れ
る
闘
争
で
あ
る
。
武
器
と
い
う
概
念
に
お
い
て
本
質
的
な
も
の
は
、
人
間
に
よ
る
物
理
的
殺
害
の
手
段
を
問
題
と
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
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で
あ
る
。
敵
と
い
う
語
と
ま
さ
し
く
同
様
に
、
こ
こ
で
は
闘
争
と
い
う
語
は
そ
の
本
来
の
意
味
に
お
い
て
理
解
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

そ
れ
は
議
論
と
い
う
「
精
神
的
（geistig

）」
闘
争
を
意
味
す
る
の
で
も
な
い
し
、
単
に
惰
性
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
と
し
て
も
、
あ
ら
ゆ
る

人
間
が
最
終
的
に
何
ら
か
の
形
で
不
断
に
行
う
象
徴
的
闘
争
で
も
な
い
。
敵
と
闘
争
と
い
う
諸
概
念
は
、
そ
れ
が
と
り
わ
け
物
理
的
殺
害
と

い
う
実
在
す
る
可
能
性
と
関
連
性
を
も
ち
、
ま
た
そ
れ
を
維
持
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
そ
の
真
の
意
味
を
受
け
取
る
の
で
あ
る
。
戦
争
は
敵

対
性
か
ら
帰
結
す
る
。
と
い
う
の
も
、
こ
の
敵
対
性
と
は
、
あ
る
別
の
存
在
の
否
定
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。
戦
争
と
は
敵
対
性
の
最
も
極
端

な
実
現
に
過
ぎ
な
い
。
そ
れ
は
日
常
的
な
も
の
や
規
範
的
な
も
の
で
あ
る
必
要
は
な
く
、
理
念
的
な
も
の
と
し
て
も
感
じ
ら
れ
る
必
要
は
な

い
が
、
し
か
し
敵
と
い
う
概
念
が
そ
の
意
味
を
も
つ
限
り
、
戦
争
は
実
在
す
る
可
能
性
と
し
て
現
前
し
続
け
る
に
違
い
な
い
」（Ebd.

）。

　

し
た
が
っ
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
こ
の
論
文
に
お
い
て
、
政
治
的
な
も
の
の
区
別
な
い
し
基
準
と
し
て
の
「
友
と
敵
の
区
別
」
を
諸
人
民
間

の
問
題
と
し
て
、
す
な
わ
ち
国
際
関
係
の
文
脈
に
お
い
て
使
用
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
政
治
的
な
も
の
に
つ
い
て

の
こ
う
し
た
定
義
に
よ
っ
て
、「
敵
対
性
の
最
も
極
端
な
実
現
」
と
し
て
の
戦
争
を
肯
定
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
に
留
意
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。「
政
治
的
な
も
の
に
つ
い
て
こ
こ
で
与
え
ら
れ
た
定
義
は
、軍
事
的
あ
る
い
は
帝
国
主
義
的
で
も
あ
る
の
と
同
様
に
、

平
和
主
義
的
で
も
あ
る
。
こ
の
定
義
は
、
戦
争
を
「
社
会
的
理
想
」
の
よ
う
に
見
せ
か
け
よ
う
と
す
る
試
み
で
は
な
い
。
と
い
う
の
も
、
戦

争
と
は
「
社
会
的
な
」
も
の
で
も
な
け
れ
ば
、「
理
想
的
な
」
も
の
で
も
な
い
か
ら
で
あ
る
。
友
と
敵
と
の
区
別
は
ま
た
、
特
定
の
人
民
が

永
久
に
、他
の
特
定
の
人
民
の
友
な
い
し
は
敵
で
あ
り
続
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
を
意
味
し
て
い
な
い
。中
立
性（N

eutralität

）

も
ま
た
、
常
に
可
能
で
あ
る
こ
と
は
自
明
で
あ
り
、
政
治
的
に
有
意
義
で
あ
り
う
る
」（BP:7

）。

　

し
か
し
他
方
で
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
次
の
よ
う
に
述
べ
、
友
と
敵
の
グ
ル
ー
プ
化
の
究
極
的
帰
結
と
し
て
の
「
現
実
の
闘
争
」、
す
な
わ
ち

戦
争
の
可
能
性
は
常
に
意
識
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
論
じ
る
。「
中
立
性
と
い
う
概
念
は
、
あ
ら
ゆ
る
政
治
的
概
念
と
同
様
に
、
常
に
、

友
と
敵
の
グ
ル
ー
プ
化
と
い
う
実
在
す
る
可
能
性
と
い
う
、こ
の
究
極
的
前
提
の
下
に
あ
り
、地
上
に
中
立
性
だ
け
が
存
在
す
る
と
し
た
ら
、
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そ
れ
と
と
も
に
戦
争
だ
け
で
は
な
く
、
中
立
性
そ
の
も
の
も
ま
た
終
焉
を
迎
え
る
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
は
戦
争
と
い
う
実
在
す
る
可
能
性
自
体

が
欠
落
す
る
な
ら
ば
、
あ
ら
ゆ
る
政
治
が
、
ま
た
戦
争
を
回
避
す
る
と
い
う
政
策
が
終
焉
を
迎
え
る
の
と
同
様
で
あ
る
」。
こ
の
と
き
に
「
基

準
と
な
る
の
は
常
に
、
こ
う
し
た
究
極
的
事
例
、
す
な
わ
ち
現
実
の
闘
争
に
お
け
る
可
能
性
だ
け
で
あ
り
、
こ
う
し
た
事
例
が
存
在
す
る
か

否
か
と
い
う
こ
と
に
つ
い
て
の
決
定
で
あ
る
」（Ebd.

）。「
今
日
に
お
い
て
も
未
だ
に
戦
争
は
「
事
態
が
深
刻
化
し
た
場
合
（Ernstfall

）」

で
あ
る
。
こ
こ
で
も
ま
た
、ま
さ
に
例
外
事
例
が
特
に
決
定
的
な
意
味
を
持
つ
と
い
う
こ
と
を
言
う
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
。
と
い
う
の
も
、

実
際
の
闘
争
に
お
い
て
初
め
て
、
友
と
敵
と
い
う
政
治
的
グ
ル
ー
プ
化
の
究
極
的
な
帰
結
が
示
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
う
し
た
極
端
な
可

能
性
か
ら
、人
間
の
生
は
特
殊
に
政
治
的
な
緊
張
を
獲
得
す
る
の
で
あ
る
」（Ebd.

）。シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
以
上
の
議
論
を
次
の
よ
う
に
約
言
す
る
。

「
そ
の
よ
う
な
闘
争
の
可
能
性
が
な
い
世
界
は
、友
と
敵
の
区
別
の
な
い
世
界
で
あ
り
、し
た
が
っ
て
政
治
の
な
い
世
界
で
あ
ろ
う
」（Ebd.

）。

（
二
）
政
治
的
統
一
と
し
て
の
国
家
観

　

同
論
文
で
示
さ
れ
た
「
人
民
の
政
治
的
状
態
」
な
い
し
「
政
治
的
統
一
」
と
し
て
の
国
家
概
念
は
、
上
述
し
た
政
治
観
に
基
づ
い
て
い

た
の
で
あ
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
政
治
的
統
一
」
と
は
、「
そ
れ
が
例
外
的
事
例
で
あ
ろ
う
と
、
基
準
と
な
る
事
例
に
つ
い
て
の

決
定
が
常
に
概
念
必
然
的
に
そ
れ
と
と
も
に
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
意
味
に
お
い
て
、
基
準
と
な
る
統
一
で
あ
り
「
主
権
的

（souverän

）」
で
あ
る
」（BP:11

）。
こ
の
よ
う
に
述
べ
る
際
に
、
彼
が
「
基
準
と
な
る
統
一
」
な
い
し
「
主
権
的
統
一
」
と
し
て
想
定
し

て
い
る
も
の
は
国
家
だ
け
で
あ
る
。
確
か
に
彼
は
、
宗
教
団
体
や
、
労
働
組
合
の
よ
う
な
経
済
的
基
礎
に
基
づ
く
協
会
、
プ
ロ
レ
タ
リ
ア
階

級
も
ま
た
、
友
と
敵
を
区
別
す
る
能
力
を
も
つ
限
り
、
実
際
に
政
治
的
統
一
と
し
て
存
在
し
う
る
（BP:10

）
こ
と
を
認
め
る
。
し
か
し
国

家
と
並
ぶ
政
治
的
統
一
と
し
て
、
他
の
諸
団
体
の
存
在
を
肯
定
的
に
捉
え
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
政
治
的
な
も
の
の
本
質
で
あ
る
友
と
敵

を
区
別
す
る
能
力
は
国
家
に
帰
属
す
べ
き
で
あ
る
と
述
べ
る
。「
国
家
は
統
一
で
あ
り
、し
か
も
基
準
と
な
る
統
一
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
、
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国
家
の
政
治
的
性
格
に
基
づ
く
」（BP:13

）。

　

こ
こ
で
彼
が
批
判
の
対
象
と
す
る
も
の
は
、
国
家
の
主
権
的
統
一
お
よ
び
政
治
的
統
一
を
否
定
し
、「
個
人
は
多
種
多
様
な
社
会
的
諸
関

係
の
中
で
生
き
る
と
い
う
こ
と
を
繰
り
返
し
強
調
す
る
」、ハ
ロ
ル
ド
・
ラ
ス
キ
の
多
元
主
義
的
国
家
論
で
あ
る
。シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
統

一
を
否
認
し
、
政
治
結
社
を
他
の
結
社
、
例
え
ば
宗
教
的
結
社
あ
る
い
は
経
済
的
結
社
と
並
立
さ
せ
る
多
元
的
理
論
は
、
政
治
的
な
も
の
の

特
殊
な
内
容
に
つ
い
て
の
問
い
に
答
え
を
与
え
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
常
に
国
家
や
政
治
、
主
権
や
「
統
治
」
が
話
題
と
さ
れ
て
い
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
ラ
ス
キ
の
多
数
の
著
書
の
中
の
ど
こ
に
も
、
政
治
的
な
も
の
に
つ
い
て
の
一
定
の
定
義
は
見
出
さ
れ
な
い
。
国
家
は
他
の
諸

結
社
と
競
合
す
る
一
つ
の
結
社
へ
と
変
え
ら
れ
て
し
ま
う
」（Ebd.

）。
多
元
的
国
家
論
は
「
あ
ら
ゆ
る
国
家
論
に
お
け
る
中
心
概
念
、
す
な

わ
ち
政
治
的
な
も
の
を
無
視
し
て
い
る
。
実
際
に
は
、い
か
な
る
政
治
的
「
社
会
（Gesellschaft

）」
あ
る
い
は
「
結
社
（A

ssoziation

）」

も
存
在
し
な
い
。
政
治
的
統
一
、
政
治
共
同
体
（politische Gem

einschaft

）
だ
け
が
存
在
す
る
の
で
あ
る
。
友
と
敵
と
の
グ
ル
ー
プ
化

と
い
う
実
在
す
る
可
能
性
は
、
単
な
る
社
会
的
─
結
社
的
な
も
の
を
超
え
て
、
特
殊
な
別
の
も
の
、
通
常
の
結
社
に
対
し
て
決
定
的
な
も
の

で
あ
る
こ
と
の
基
準
と
な
る
統
一
を
作
り
出
す
た
め
に
は
十
分
で
あ
る
。
統
一
を
欠
い
て
い
る
な
ら
ば
、
政
治
的
な
も
の
自
体
も
ま
た
欠
落

し
て
い
る
の
で
あ
る
」（Ebd.

）。

　

以
上
に
見
た
、
友
と
敵
の
区
別
と
い
う
政
治
的
な
も
の
の
概
念
の
本
質
、
お
よ
び
人
民
の
政
治
的
統
一
と
し
て
の
国
家
観
は
、『
憲
法
論
』

の
議
論
の
基
礎
と
な
る
も
の
で
あ
る
。本
論
文
は
主
と
し
て
政
治
的
統
一
と
し
て
の
諸
国
家
な
い
し
人
民
間
の
関
係
を
論
じ
た
も
の
で
あ
り
、

一
国
内
の
民
主
主
義
を
対
象
と
し
た
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
前
年
の
議
会
主
義
論
文
第
二
版
序
文
に
お
い
て
、
民
主
主
義
に
は
「
異
質
な

も
の
の
排
除
な
い
し
根
絶
」（LP:14

）
が
不
可
欠
で
あ
る
と
述
べ
ら
れ
て
い
た
こ
と
を
想
起
す
る
な
ら
ば
、
友
と
敵
の
区
別
と
い
う
こ
こ
で

の
議
論
は
、
こ
う
し
た
民
主
主
義
論
と
並
行
し
て
構
想
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
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（
１
）
こ
れ
に
つ
い
て
は
、
本
稿
第
三
章
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
２
）『
政
治
神
学
』
と
議
会
主
義
論
の
間
に
、
ル
ソ
ー
に
由
来
す
る
人
民
主
権
論
に
対
す
る
評
価
の
点
で
、
独
裁
と
民
主
主
義
の
両
立
可
能
性
に
つ

い
て
の
見
解
の
点
で
断
絶
が
存
在
す
る
こ
と
を
指
摘
し
た
、
権
左
武
志
「
ワ
イ
マ
ー
ル
期
カ
ー
ル
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
政
治
思
想
─
近
代
理
解
の

変
遷
を
中
心
と
し
て
」『
北
大
法
学
論
集
』、
五
十
四
巻
六
号
、
北
海
道
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
、
二
〇
〇
四
年
、
二
〇
二
四
─
二
〇
二
七
頁

を
参
照
。

（
３
）H

. K
rupa, Carl Schm

itt „T
heorie des Politischen“, Studien und Bibliographien zur G

egenw
artsphilosophie, H

eft 22, 1937.

（
４
）H

. H
ofm

ann, Legalität gegen Legitim
ität. D

er W
eg der politischen Philosophie Carl Schm

itts, Berlin 2002 (4. A
ufl.), S.93.

（
５
）H

ofm
ann, a.a.O

., S.92.

（
６
）Ebd.

（
７
）R. M

ehring, Carl Schm
itt. A

ufstieg und Fall, M
ünchen 2009, S.159.

（
８
）M

ehring, a.a.O
., S.158.

（
９
）M

ehring, a.a.O
., S.158f.

（
10
）M

ehring, a.a.O
., S.159.

（
11
）Ebd.

（
12
）M

ehring, a.a.O
., S.160f.

（
13
）W

olfgang J. M
om

m
sen, M

ax W
eber und die deutsche Politik 1890-1920, T

übingen 1974. 

（
ヴ
ォ
ル
フ
ガ
ン
グ
・
Ｊ
・
モ
ム
ゼ

ン
『
マ
ッ
ク
ス
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
ド
イ
ツ
政
治
Ⅱ
』
未
来
社
、
一
九
九
四
年
）

（
14
）K

arl Löw
ith, “ M

ax W
eber und Carl Schm

itt“, in Frankfurter A
llgem

eine Zeitung, 27. Juni, 1964. 

（
Ｋ
．レ
ー
ヴ
ィ
ッ
ト
、
田

中
浩
・
五
十
嵐
一
郎
訳
「
マ
ッ
ク
ス
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
カ
ー
ル
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
」『
政
治
神
学
』
未
来
社
、
一
九
七
一
年
、
一
六
七
─
一
八
八
頁
。）

N
orbert Bolz, „Charism

a und Souveränität. Carl Schm
itt und W

alter Benjam
in im

 Schatten M
ax W

ebers“, (H
rsg.) Jacob 

T
aubes, D

er Fürst dieser W
elt: Carl Schm

itt und die Folgen, M
ünchen 1983, S. 249-262.　

G.L. U
lm

en, „Politsche T
heologie 

und Politische Ö
konom

ie: Ü
ber Carl Schm

itt und M
ax W

eber“, (H
rsg.) H

elm
ut Q

uaritsch, C
om

plexio O
ppositrum

 über 
Carl Schm

itt, Berlin 1988, S.341-365.

（
佐
野
誠
訳「
政
治
神
学
と
政
治
経
済
学
─
カ
ー
ル
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
マ
ッ
ク
ス
・
ヴ
ェ
ー
バ
ー
」『
カ
ー
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ル
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
遺
産
』
初
宿
正
典
、
古
賀
敬
太
編
訳
、
風
行
社
、
一
九
九
三
年
、
一
〇
四
─
一
四
一
頁
） G. L. U

lm
en, Politischer 

M
ehrw

ert. eine Studie über M
ax W

eber und Carl Schm
itt, W

einheim
 1991. 

佐
野
誠
『
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
ナ
チ
ズ
ム
の
間
：
近
代
ド
イ

ツ
の
法
・
国
家
・
宗
教
』
名
古
屋
大
学
出
版
会
、
一
九
九
三
年
、
二
〇
七
頁
以
下
。
佐
野
誠
「
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
シ
ュ
ミ
ッ
ト
：
学
問
論
の
相
克
」、

「
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
シ
ュ
ミ
ッ
ト
：
政
治
論
の
相
克
」、『
近
代
啓
蒙
批
判
と
ナ
チ
ズ
ム
の
病
理
：
カ
ー
ル
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
法
・
個
人
・
ユ

ダ
ヤ
人
』
創
文
社
、
二
〇
〇
三
年
、
四
九
─
一
四
五
頁
。Stefan Breuer, Carl Schm

itt im
 K

ontext. Intellektuellenpolitik in der 
W

eim
arer R

epublik, Berlin 2012.

（
15
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.407.

（
16
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.411f.

（
17
）Johannes W

inckelm
ann, Legitim

ität und Legalität in M
ax W

ebers H
errschaftssoziologie, T

übingen 1952, S.59.

（
18
）
こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
拙
稿
「
指
導
者
・
喝
采
概
念
と
民
主
政
─
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
思
想
史
的
関
係
」『
政
治
思
想
研
究
』
第

一
八
号
、
風
行
社
、
二
〇
一
八
年
、
二
三
〇
─
二
五
九
頁
を
参
照
さ
れ
た
い
。

（
19
）M

ehring, a.a.O
., S.158.

（
20
）H

.A
. W

inkler, D
er lange W

eg nach W
esten, Bd.1, D

eutsche G
eschichte vom

 E
nde des A

lten R
eiches bis zum

 U
ntergang 

der W
eim

arer R
epublik, M

ünchen 2000, S.435. 

（
後
藤
俊
明
、
奥
田
隆
男
、
中
谷
毅
、
野
田
昌
吾
訳
、『
自
由
と
統
一
へ
の
長
い
道
１
』

昭
和
堂
、
二
〇
〇
八
年
、
四
三
二
頁
）

（
21
）
木
村
靖
二
「
ヴ
ァ
イ
マ
ル
共
和
国
」
成
瀬
治
・
山
田
欣
吾
・
木
村
靖
二
編
『
世
界
歴
史
大
系
：
ド
イ
ツ
史
３
：
一
八
九
〇
年
～
現
在
』
山
川

出
版
社
、
一
九
九
七
年
、
一
四
七
頁
。

（
22
）W

inkler, a.a.O
., S.435.

（
23
）W

inkler, a.a.O
., S.435f.

（
24
）W

inkler, a.a.O
., S.439.

（
25
）W

inkler, a.a.O
., S.441.

（
26
）W

inkler, a.a.O
., S.444f. 

ヴ
ィ
ン
ク
ラ
ー
は
、
逆
説
的
に
も
ヒ
ト
ラ
ー
一
揆
が
共
和
国
の
安
定
化
に
貢
献
し
た
と
論
じ
る
。
と
い
う
の
も
、

こ
れ
に
よ
り
、
ヒ
ト
ラ
ー
と
協
力
関
係
の
あ
っ
た
州
政
府
大
統
領
カ
ー
ル
の
信
用
は
失
墜
し
、
バ
イ
エ
ル
ン
の
権
威
主
義
的
勢
力
に
よ
る
独
裁
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計
画
が
頓
挫
し
た
か
ら
で
あ
る
（W

inkler, a.a.O
., S.445

）。

（
27
）W

inkler, a.a.O
., S.449.

（
28
）W

inkler, a.a.O
., S.442.

（
29
）W

inkler, a.a.O
., S.442f.

（
30
）W

inkler, a.a.O
., S.449.

（
31
）M

ichael Stolleis, G
eschichte des öffentlichen R

echts in D
eutschland. W

eim
arer R

epublik und N
ationalsozialism

us, 
M

ünchen 2002, S.186. 

な
お
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
報
告
者
と
し
て
選
出
さ
れ
た
経
緯
に
つ
い
て
は
、M

artin O
tto (H

rsg.), „Er ist 
eigenartig, w

ie unsere Gedanken sich begegnen. Erw
in Jakobi und Carl Schm

itt im
 Briefw

echsel 1926 bis 1933“, in  
(H

rsg.) Carl Schm
itt-Gesellschaft, Schm

ittiana. N
eue Folge. Beiträge zu Leben und W

erk Carl Schm
itts, Band 1, Berlin 

2011, S.34ff. 

そ
れ
に
よ
れ
ば
、
ト
リ
ー
ペ
ル
は
当
初
、
連
邦
国
家
法
を
第
二
回
大
会
の
テ
ー
マ
と
し
て
考
え
て
お
り
、
Ｋ
．ペ
レ
ル
ス
（
ト
リ
ー

ペ
ル
の
弟
子
で
あ
る
国
法
学
者
・
行
政
法
学
者
）
とE. 

ヤ
コ
ー
ビ
が
報
告
者
と
し
て
想
定
さ
れ
て
い
た
（O

tto, a.a.O
., S. 34

）。
し
か
し
、
ペ

レ
ル
ス
が
妻
の
病
気
の
た
め
に
急
遽
出
席
で
き
な
く
な
っ
た
た
め
に
、
ト
リ
ー
ペ
ル
は
大
会
の
テ
ー
マ
を
「「
危
機
の
年
」
で
あ
る
一
九
二
三
年

の
事
件
、
特
に
国
法
に
関
わ
る
、
ザ
ク
セ
ン
と
テ
ュ
ー
リ
ン
ゲ
ン
に
対
す
る
ラ
イ
ヒ
執
行
」
に
変
更
し
た
と
い
う
（O

tto, a.a.O
., S. 34

）。
そ

し
て
こ
の
と
き
、
す
で
に
例
外
状
態
研
究
に
つ
い
て
業
績
を
も
っ
て
い
た
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
報
告
者
に
選
出
さ
れ
る
こ
と
は
ほ
ぼ
必
然
的
で
あ
っ

た
と
い
う
。
な
お
、
第
一
報
告
の
テ
ー
マ
と
さ
れ
た
「
過
去
・
現
在
・
未
来
に
お
け
る
ド
イ
ツ
連
邦
制
（D

er deutsche Föderalism
us

）」

に
つ
い
て
は
Ｇ
．ア
ン
シ
ュ
ッ
ツ
、
Ｃ
．ビ
ル
フ
ィ
ン
ガ
ー
が
報
告
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
が
、
こ
こ
で
も
一
九
二
三
年
に
関
す
る
政
治
的
問
題

が
論
じ
ら
れ
た
。
彼
ら
の
報
告
に
つ
い
て
、
シ
ュ
ト
ラ
イ
ス
は
次
の
よ
う
に
評
し
て
い
る
。
ア
ン
シ
ュ
ッ
ツ
は
法
政
策
上
、
ラ
イ
ヒ
の
統
一

（Einheit

）
の
維
持
を
支
持
す
る
と
と
も
に
、
バ
イ
エ
ル
ン
の
分
離
主
義
に
対
す
る
拒
絶
に
賛
同
し
、
率
直
に
、
か
つ
婉
曲
表
現
を
も
用
い
ず

に
「
政
治
的
に
」
論
じ
、
ビ
ル
フ
ィ
ン
ガ
ー
も
同
様
に
「
政
治
的
に
」
議
論
し
た
（Stolleis, a.a.O

., S.188

）。

（
32
）
高
田
敏
、
初
宿
正
典
編
訳
『
ド
イ
ツ
憲
法
集
』、
信
山
社
、
二
〇
一
〇
年
（
第
六
版
）、
一
二
四
頁
。

（
33
）D
er deutsche Föderalism

us. D
ie D

iktatur des R
eichspräsidenten. R

eferate von G
erhard A

nschütz, K
arl Bilfinger, Carl 

Schm
itt und E

rw
in Jacobi. V

erhandlungen der T
agung der deutschen Staatsrechtslehrer zu Jena am

 14. und 15. A
pril 

1924, H
eft1: V

eröffentlichungen der V
ereinigung der D

eutschen Staatsrechtlehrer, Berlin und Leipzig 1924, S.63.
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（
34
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.64.
（
35
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.73.
（
36
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.77.

（
37
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.81.

（
38
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.82.

（
39
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.89.

（
40
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.38.

（
41
）Ebd.

（
42
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.104.

（
43
）Ebd.

（
44
）
報
告
者
を
除
き
、
以
下
の
十
四
人
の
法
学
者
が
討
論
に
参
加
し
た
。
シ
ュ
テ
ィ
ア
・
ゾ
ム
ロ
、
ピ
ロ
テ
ィ
、
ナ
ヴ
ィ
ア
ス
キ
ー
、
ヤ
ー
ゲ
マ
ン
、

ア
ペ
ル
ト
、
ト
ー
マ
、
ト
リ
ー
ペ
ル
、
フ
ラ
イ
シ
ュ
マ
ン
、
ア
ン
シ
ュ
ッ
ツ
、
ケ
ル
ロ
イ
タ
ー
、
ヘ
ラ
ー
、
ヴ
ァ
ル
デ
ッ
カ
ー
、
イ
エ
リ
ネ
ク
、

ビ
ル
フ
ィ
ン
ガ
ー
（D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.137.

）。

（
45
）Ebd.

（
46
）Ebd.

（
47
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.137f.

（
48
）D

er deutsche Föderalism
us, a.a.O

., S.138.

（
49
）
権
左
、
前
掲
、
二
〇
二
七
頁
、
参
照
。

（
50
）
古
賀
敬
太
「
リ
ヒ
ャ
ル
ト
・
ト
ー
マ
の
自
由
民
主
主
義
論
」『
ヴ
ァ
イ
マ
ー
ル
自
由
主
義
の
悲
劇
─
岐
路
に
立
つ
国
法
学
者
た
ち
─
』
第
九
章
、

風
行
社
、
一
九
九
六
年
、
特
に
三
五
三
─
三
六
八
頁
を
参
照
。
長
野
晃
「
カ
ー
ル
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
均
衡
理
論
：
リ
ベ
ラ
リ
ズ
ム
と
デ
モ
ク
ラ
シ
ー

の
分
離
と
結
合
」、『
政
治
思
想
研
究
』
第
十
五
号
、
風
行
社
、
二
〇
一
五
年
、
二
八
九
─
二
九
二
頁
を
参
照
。

（
51
）Jean-Jaques Rousseau, Œ

uvre C
om

plètes, Sous la direction de Raym
ond T

rousson et Frédéric S. Eigeldinger, V
/2, 

Genéve et Paris, 2012, p.566.

『
社
会
契
約
論
』
桑
原
武
夫
、
前
川
貞
次
郎
訳
、
岩
波
書
店
、
一
九
五
四
年
、
一
三
三
頁
。
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第
五
章　

民
主
主
義
論
の
新
た
な
展
開
（
一
九
二
七
年
）

　

本
章
で
は
、『
憲
法
論
』
公
刊
の
前
年
に
発
表
さ
れ
た
『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』（
一
九
二
七
年
）
を
分
析
し
、民
主
主
義
を
め
ぐ
る
シ
ュ

ミ
ッ
ト
の
構
想
の
更
な
る
展
開
と
そ
の
起
源
を
解
明
す
る
。
第
一
に
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
民
主
主
義
の
根
幹
を「
人
民
と
政
務
官
の
対
立
関
係
」

に
見
出
し
て
い
た
こ
と
、
さ
ら
に
こ
う
し
た
認
識
を
、
古
代
ロ
ー
マ
史
を
専
門
と
す
る
歴
史
家
テ
オ
ド
ア
・
モ
ム
ゼ
ン
の
著
書
『
ロ
ー
マ
国

法
』
か
ら
得
た
こ
と
を
示
す
。
第
二
に
、
民
主
主
義
の
認
識
に
お
い
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
モ
ム
ゼ
ン
か
ら
の
継
承
と
並
行
し
て
、
同
時
代
の

（
52
）Ibid. 

邦
訳
、
同
頁
。

（
53
）Rousseau, Ibid., p.565.

『
社
会
契
約
論
』、
一
三
二
頁
。

（
54
）『
一
つ
の
神
、
そ
の
碑
銘
研
究
的
・
形
態
史
的
・
宗
教
史
的
研
究 

（H
eis T

heos : epigraphische, form
geschichtliche und 

religionsgeschichtliche U
ntersuchungen

）』
は
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
が
一
九
二
〇
年
に
ゲ
ッ
テ
ィ
ン
ゲ
ン
大
学
に
提
出
し
た
教
授
資
格
申
請

論
文
で
あ
り
、
一
九
二
六
年
に
『
旧
約
聖
書
お
よ
び
新
約
聖
書
に
お
け
る
宗
教
と
文
学
に
つ
い
て
の
研
究
』
双
書
の
一
册
と
し
て
ゲ
ッ
テ
ィ
ン

ゲ
ン
の
出
版
社V

andenhoeck &
 Reprecht

か
ら
出
版
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。（V

gl. Barbara N
ichtw

eiß, „ „A
K

K
LA

M
A

T
IO

N
“: 

Zur Entstehung und Bedeutung von „H
eis T

heos“ “, (H
rsg.) Christoph M

arkschies, Erik Peterson A
usgew

ählte Schriften ; 
Bd. 8. H

eis T
heos : epigraphische, form

geschichtliche und religionsgeschichtliche U
ntersuchungen zur antiken "E

in-G
ott"-

A
kklam

atio, W
ürzberg 2012, S.613f.

）

（
55
）
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
次
の
よ
う
に
述
べ
て
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
を
評
価
し
た
。「
根
本
的
な
、
学
問
的
意
義
の
点
で
そ
の
［
神
学
と
い
う
］
特
殊

専
門
の
範
囲
を
遥
か
に
超
え
て
い
る
エ
ー
リ
ク
・
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
［
脚
注
で“H

eis T
heos“

を
示
す
］
は
、
キ
リ
ス
ト
教
一
世
紀
に
つ

い
て
、
喝
采
（A

cclam
atio

）
と
そ
の
諸
形
式
を
記
述
し
た
」（Carl Schm

itt, V
olksentscheid und V

olksbegehren. E
in Beitrag zur 

A
uslesung der W

eim
arer V

erfassung und zur Lehre von unm
ittelbaren D

em
okratie, Berlin 2014 (1. A

ufl. 1927), S. 52.

）。
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プ
ロ
テ
ス
タ
ン
ト
神
学
者
（
の
ち
に
カ
ト
リ
ッ
ク
に
改
宗
）
エ
ー
リ
ク
・
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
か
ら
学
び
、
民
主
主
義
の
根
本
的
現
象
と

し
て
「
喝
采
」
概
念
を
重
視
す
る
に
至
っ
た
こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
。
第
三
に
、
同
書
中
で
は
「
指
導
者
（Führer

）」
と
い
う
表
現
が
用

い
ら
れ
る
の
で
あ
る
が
、
モ
ム
ゼ
ン
お
よ
び
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
の
受
容
を
経
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
指
導
者
と
人
民
を
中
心
と
し
た
民
主

主
義
論
を
構
想
す
る
過
程
を
再
構
成
す
る
。
す
な
わ
ち
民
主
主
義
的
同
質
性
に
基
づ
い
て
、「
人
民
に
よ
る
指
導
者
へ
の
喝
采
」
を
民
主
主

義
の
本
質
と
見
做
す
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
思
想
が
ど
の
よ
う
に
し
て
形
成
さ
れ
た
の
か
を
解
明
す
る
こ
と
が
本
章
の
目
的
で
あ
る
。

『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
成
立
の
背
景

　

本
書
が
公
刊
さ
れ
る
前
年
の
一
九
二
六
年
、
旧
王
侯
財
産
収
用
と
抵
当
権
の
増
額
評
価
を
要
請
す
る
運
動
が
起
こ
っ
た
。
そ
し
て
当
該
問

題
に
つ
い
て
の
国
民
請
願
の
可
否
に
つ
い
て
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
第
七
三
条
四
項
の
解
釈
を
め
ぐ
る
憲
法
問
題
が
発
生
し
た
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト

は
、
こ
の
条
項
に
つ
い
て
自
身
の
解
釈
を
展
開
す
る
た
め
に
、
一
九
二
六
年
十
二
月
十
一
日
に
ベ
ル
リ
ン
の
国
法
学
者
協
会
大
会
で
講
演
を

行
っ
た
（V

V
: V

orbem
erkun （

１
）

g

）。
こ
の
講
演
内
容
に
加
え
て
、
直
接
民
主
主
義
の
問
題
を
対
象
と
し
た
論
文
を
第
三
章
と
し
て
新
た
に

書
き
下
ろ
し
、
一
書
に
纏
め
て
公
刊
し
た
も
の
が
『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
で
あ
る
（Eb

（
２
）

d.

）。

　

本
書
に
お
い
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
予
算
や
財
政
に
関
す
る
「
金
銭
法
律
（Geldgesetz

）」
は
国
民
請
願
の
対
象
と
は
な
ら
な
い
と
結
論

付
け
る
。
た
だ
し
彼
に
と
り
、
第
七
十
三
条
四
項
の
解
釈
を
端
緒
と
し
て
発
生
し
た
こ
の
問
題
は
、
単
に
金
銭
法
律
を
め
ぐ
る
人
民
請
願
や

人
民
立
法
の
可
否
を
争
う
に
終
始
す
る
も
の
で
は
な
く
、
根
本
的
に
は
民
主
主
義
一
般
の
問
題
で
あ
っ
た
。「
金
銭
法
律
が
い
か
に
直
接
人

民
立
法
の
手
続
き
か
ら
除
外
さ
れ
て
い
る
か
と
い
う
問
題
は
、根
本
に
お
い
て
は
直
接
民
主
主
義
一
般
の
限
界
に
つ
い
て
の
問
題
と
関
わ
る
」

（V
V

:48

）。

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
直
接
民
主
主
義
一
般
の
限
界
に
つ
い
て
の
問
題
」
は
大
抵
の
場
合
、「
政
治
的
目
的
に
駆
り
立
て
ら
れ
た
利
害



論　　　説

北法69（2・46）252

関
心
や
不
信
の
念
」
に
基
づ
く
非
学
問
的
な
論
及
の
対
象
と
さ
れ
る
の
み
で
あ
り
、
十
分
に
論
議
が
尽
く
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
そ
し

て
「
普
及
し
て
い
る
表
層
的
解
釈
に
よ
る
と
、「
人
民
」
に
全
て
の
可
能
な
こ
と
を
委
ね
る
の
が
単
純
に
「
民
主
主
義
的
」
で
あ
り
、「
人
民
」

に
は
そ
も
そ
も
何
が
可
能
な
の
か
と
問
う
こ
と
す
ら
、「
非
民
主
主
義
的
」
で
あ
る
と
見
做
さ
れ
る
」。
し
か
し
「
私
〔
シ
ュ
ミ
ッ
ト
─
─
引

用
者
〕
は
、
途
方
も
な
く
重
大
で
決
定
的
な
瞬
間
に
お
い
て
恐
れ
を
知
ら
な
い
人
民
な
ら
ば
、〔
全
て
を
成
し
え
、
全
て
を
委
ね
る
こ
と
が

─
─
引
用
者
〕
可
能
で
あ
る
と
考
え
る
。
し
か
し
法
律
的
に
規
制
さ
れ
る
べ
き
日
常
生
活
に
お
い
て
、
こ
の
問
い
を
絶
対
的
に
肯
定
す
る
こ

と
は
馬
鹿
げ
て
い
る
だ
ろ
う
。
以
下
に
み
る
通
り
、「
人
民
」
と
い
う
主
体
の
特
性
や
、事
柄
の
本
質
、ま
た
人
民
の
意
志
を
確
定
す
る
方
法
、

民
主
主
義
の
理
念
的
か
つ
道
徳
的
諸
原
理
か
ら
、
様
々
な
限
界
が
判
明
す
る
の
で
あ
る
」（Ebd.

）。
そ
こ
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
民
主
主
義
の

限
界
を
次
の
よ
う
に
画
定
す
る
。

第
一
節　

民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
と
政
務
官
の
対
立

（
一
）
民
主
主
義
と
人
民
概
念

　

直
接
民
主
主
義
を
考
察
す
る
際
に
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
第
一
に
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
捉
え
た
対
象
は
、人
民
（V

olk

）
概
念
で
あ
っ

た
。「「
人
民
」
と
「
民
主
主
義
」
と
い
う
根
本
的
問
題
」
は
従
来
、
社
会
学
的
考
察
の
対
象
で
し
か
な
か
っ
た
が
、
政
治
理
論
お
よ
び
一
般

国
家
学
の
観
点
か
ら
解
明
す
る
必
要
が
あ
る
（V

V
: V

orbem
erkung

）。

　

と
り
わ
け
、
民
主
主
義
の
限
界
を
論
じ
る
た
め
に
は
、「「
人
民
」
と
い
う
語
の
多
義
性
に
自
覚
的
で
あ
る
必
要
が
あ
る
」（V

V
:49

）。
と

い
う
の
も
、「
人
民
と
い
う
一
つ
の
名
辞
に
よ
っ
て
、
法
的
に
も
政
治
的
に
も
社
会
学
的
に
も
多
様
で
あ
る
「
一
連
の
力
（Größe

）
と
主

体
」
が
表
現
さ
れ
う
る
か
ら
で
あ
る
」（Ebd.

）。
例
え
ば
、
ヴ
ァ
イ
マ
ル
憲
法
前
文
に
は
「
人
民
は
自
ら
に
こ
の
憲
法
を
与
え
た
」
と
の
文
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言
が
見
出
さ
れ
る
が
、
そ
れ
は
「
こ
の
人
民
と
は
憲
法
制
定
権
力
の
担
い
手
、
制
定
権
力
（pouvoir constituant

）
の
主
体
」
を
意
味
す

る
。
そ
れ
ゆ
え
こ
の
場
合
、人
民
と
は
「
憲
法
に
基
づ
く
国
家
的
「
機
関
（O

rgan

）」」
で
は
な
い
し
、ま
た
「
制
定
さ
れ
た
権
力
（pouvoir 

constituè
）」、「
合
憲
的
に
予
定
さ
れ
た
形
式
に
お
い
て
特
定
の
権
限
を
行
使
す
る
人
民
」
で
は
な
い
。「
換
言
す
れ
ば
、
ラ
イ
ヒ
議
会
あ
る

い
は
ラ
イ
ヒ
大
統
領
を
選
出
し
、
あ
る
い
は
「
人
民
」
投
票
に
お
い
て
積
極
的
に
行
動
す
る
人
民
と
は
本
質
的
に
異
な
る
も
の
で
あ
る
」。

し
た
が
っ
て
通
常
、「「
人
民
」
と
は
選
挙
あ
る
い
は
投
票
に
参
与
す
る
者
」
を
意
味
し
、「
人
民
の
う
ち
の
多
数
派
が
大
抵
の
場
合
決
定
す
る
」

（Ebd.

）。

　

人
民
投
票
に
お
い
て
は
、
有
権
者
の
過
半
数
が
投
票
に
参
加
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
第
七
五
条
で
規
定
さ
れ
て
い
る
が
、
投
票
に
参

加
し
な
い
有
権
者
も
ま
た
人
民
を
構
成
す
る
と
い
う
矛
盾
を
孕
ん
で
い
る
。
さ
ら
に
輪
を
か
け
て
本
来
の
人
民
概
念
に
背
反
す
る
も
の
が
、

人
民
請
願
に
お
け
る
人
民
概
念
で
あ
る
。「
な
ぜ
な
ら
ば
、
自
ら
の
請
願
を
人
民
請
願
と
見
做
す
少
数
派
は
、
明
ら
か
に
、
民
主
主
義
に
お

い
て
通
常
人
民
と
同
一
化
さ
れ
る
多
数
派
と
は
全
く
異
な
る
意
味
に
お
い
て
人
民
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
」（V

V
:50

）。

　

以
上
に
見
た
よ
う
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
人
民
概
念
の
多
義
性
を
指
摘
し
、
そ
の
う
ち
の
一
つ
が
憲
法
制
定
権
力
の
担
い
手
と
し
て
の
人
民

で
あ
る
と
述
べ
る
。
こ
う
し
た
人
民
概
念
の
理
解
は
周
知
の
通
り
、
シ
ー
エ
ス
の
制
定
権
力
論
に
由
来
す
る
が
、
こ
の
点
は
『
人
民
投
票
と

人
民
請
願
』
に
お
い
て
は
そ
れ
以
上
論
究
さ
れ
な
い
た
め
、
こ
れ
に
つ
い
て
の
詳
し
い
検
討
は
『
憲
法
論
』
を
対
象
と
す
る
次
章
で
行
う
こ

と
と
す
る
。

『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
に
お
け
る
人
民
概
念

　

で
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
人
民
概
念
を
ど
の
よ
う
に
理
解
し
た
の
だ
ろ
う
か
。
同
書
に
お
け
る
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
人
民
の
理
解
は
次
の
通
り
で

あ
る
。
第
一
に
、
人
民
は
決
し
て
形
式
化
さ
れ
え
な
い
力
（Größe

）
で
あ
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
例
え
ば
、
次
の
よ
う
に
表
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現
さ
れ
る
。「
自
ら
の
請
願
を
人
民
請
願
と
称
す
る
、
有
権
者
の
十
分
の
一
は
、
彼
ら
が
固
定
さ
れ
た
力
と
し
て
、
法
律
草
案
の
持
続
し
た

呈
示
の
た
め
に
組
織
化
さ
れ
る
な
ら
ば
、直
ち
に
人
民
で
あ
る
こ
と
を
や
め
る
だ
ろ
う
」（V

V
:50

）。
第
二
に
、人
民
は
政
務
官（M

agistrat

）

の
対
立
物
で
あ
る
、
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
二
つ
の
点
は
密
接
に
関
連
す
る
も
の
で
あ
り
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
を
理
解
す
る

上
で
不
可
欠
の
も
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
第
二
点
目
の
人
民
概
念
の
理
解
は
、
従
来
、
殆
ど
注
目
さ
れ
て
い
な（

３
）い

。

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
本
書
中
で
何
度
も
用
い
る
ラ
テ
ン
語m

agistratus

、
そ
し
て
こ
れ
を
語
源
と
す
る
ド
イ
ツ
語M

agistratur

お
よ
び

M
agistrat

と
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
自
身
が
言
及
す
る
通
り
「
ロ
ー
マ
国
法
に
お
け
る
表
現
」（V

V
:59

）
で
あ
る
。
ハ
イ
ン
リ
ヒ
・
ゲ
オ
ル

ゲ
ス
の
『
ラ
テ
ン
─
ド
イ
ツ
語
詳
解
辞
典
』
に
よ
れ
ば
、
ラ
テ
ン
語m

agistratus

と
は
、m

agist （
４
）

er

（
上
役V

orgesetzter

、
統
轄
者

V
orsteher

、指
導
者Leiter,A

nfühler
、長D

irektor

、監
督
者A

ufseher

）の
官
職
、お
よ
び
そ
の
威
厳
を
表
す
。
具
体
的
に
は
、古
代
ロ
ー

マ
に
お
け
る
官
憲
的
（obrigkeitlich
）
官
職
、
ま
た
官
憲
的
官
職
の
行
政
を
司
る
者
、M

agistrat

の
地
位
に
あ
る
人
物
、
官
憲
的
人
物
、

国
家
官
吏
を
意
味
し（

５
）た

。

　
『D

uden

ド
イ
ツ
語
語
源
学
辞
典
』
に
は
、M

agistrat

は
「
官
憲
的
官
職
、
上
級
官
吏
、
官
庁
、
官
憲
を
意
味
す
る
ラ
テ
ン
語

m
agistratus

か
ら
一
五
世
紀
に
学
術
的
に
借
用
さ
れ
た
語
」
で
あ
る
こ
と
が
記
さ
れ
て
い（

６
）る

。
そ
し
て
、
敢
え
て
ド
イ
ツ
語
を
当
て
る
場

合
に
は
、「
官
憲
（O

brigkeit

）」
と
い
う
語
が
採
用
さ
れ
て
い（

７
）る

。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
自
身
も
、
注
釈
の
中
で
グ
リ
ム
編
纂
の
ド
イ
ツ
語
辞
書

を
参
照
指
示
し
、
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。「
グ
リ
ム
辞
書
に
お
け
る
Ｒ
．マ
イ
ス
ナ
ー
に
よ
る
傑
出
し
た
「
人
民
」
に
つ
い
て
の
項
目
に
お
い

て
も
、〔
モ
ム
ゼ
ン
に
よ
る
古
代
ロ
ー
マ
国
法
に
つ
い
て
の
論
述
に
お
け
る
も
の
と
─
─
引
用
者
〕
同
一
の
規
定
を
伴
う
も
の
で
は
な
い
に

せ
よ
、
人
民
は
官
庁
に
合
致
し
て
組
織
さ
れ
た
「
形
式
化
さ
れ
た
」
力
で
は
な
い
と
い
う
こ
と
、
す
な
わ
ち
「
官
憲
（O

brigkeit

）」
で
は

な
い
と
い
う
こ
と
、ま
た
、そ
れ
ゆ
え
に
同
様
に
、統
治
す
る
者
は
人
民
に
は
属
さ
な
い
と
い
う
こ
と
が
繰
り
返
し
突
き
止
め
ら
れ
て
い
る
」

（V
V

:51. A
nm

. 40

）。
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人
民
は
「
官
庁
に
合
致
し
て
組
織
さ
れ
た
「
形
式
化
さ
れ
た
」
力
で
は
な
く
、「
官
憲 O

brigkeit

」
で
は
な
い
」
と
記
述
さ
れ
て
い
る

こ
と
か
ら
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
はM

agistrat

を
「
官
憲
」
と
ほ
ぼ
同
義
と
し
て
捉
え
て
い
た
と
考
え
ら
れ
る
。
一
方
で
、次
に
見
る
通
り
、シ
ュ

ミ
ッ
ト
が
直
接
民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
とM

agistrat

の
関
係
に
つ
い
て
知
見
を
得
る
源
泉
と
な
っ
た
、
テ
オ
ド
ア
・
モ
ム
ゼ
ン
の
ロ
ー

マ
国
法
史
研
究
に
お
い
て
は
、M

agistrat

は
「
官
吏
（Beam

te

）」
と
訳
出
さ
れ
て
い（

８
）る

。

　

従
来
の
研
究
で
は
、m

agistratus

は
「
コ
ン
ス
ル
（
統
領
、
執
政
官
）」
と
訳
出
さ
れ
る
こ
と
が
し
ば
し
ば
あ
っ
た
が
、
統
領
な
い
し
執

政
官
と
は
、
法
務
官
や
管
理
官
、
財
務
官
、
護
民
官
、
査
定
官
、
独
裁
官
と
い
っ
た
、
他
の
官
職
と
並
ぶm

agistratus

の
う
ち
の
官
職
の

一
つ
で
あ（

９
）る

。
そ
こ
で
本
稿
で
は
、magistratus

が
上
述
し
た
通
り
、「
官
憲
」「
官
庁
」
と
い
う
含
意
を
も
つ
こ
と
を
踏
ま
え
て
、「
政
務
官
」

の
訳
語
を
用
い

（
（1
（

る
。
な
お
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
はM

agistrat

とM
agistratur

と
を
区
別
せ
ず
に
用
い
て
い
る
が
、
モ
ム
ゼ
ン
はM

agistrat

を
統
治
の
権
限
を
も
つ
人
格
と
し
て
、そ
し
てM

agistratur

を
そ
の
官
職
と
し
て
定
義
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、Magistrat

を
「
政
務
官
」、

M
agistratur

を
「
政
務
官
職
」
と
訳
出
す
る
こ
と
と
す
る
。

（
二
）
古
代
ロ
ー
マ
の
直
接
民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
と
政
務
官
の
対
立

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
直
接
民
主
主
義
に
と
っ
て
本
質
的
で
あ
る
も
の
は
、
人
民
と
政
務
官
の
対
立
関
係
で
あ
る
。
で
は
、
シ
ュ
ミ
ッ

ト
は
こ
う
し
た
認
識
を
ど
の
よ
う
に
し
て
得
た
の
だ
ろ
う
か
。
彼
は
本
書
の
中
で
、
こ
う
し
た
知
見
の
典
拠
と
し
て
、
著
名
な
歴
史
学
者
で

あ
る
テ
オ
ド
ー
ア
・
モ
ム
ゼ
ン
の
著
書
『
ロ
ー
マ
国
法
』（
特
に
、第
一
巻
（
初
版
一
八
七
一
年
）
と
第
三
巻
第
一
部
（
一
八
八
六
年
））、『
ロ
ー

マ
国
法
綱
要
』（
一
八
九
三
年
）
を
指
示
し
て
い
る
（V

V
:51. A

nm
. 40

）。

　
『
ロ
ー
マ
国
法
』
第
一
巻
第
一
部
で
は
、「
政
務
官
職
（M

agistratur

）」
と
い
う
題
目
が
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
ロ
ー
マ
国
法
に
お
け
る
政

務
官
（M

agistratus, Beam
te

）
の
概
念
、
お
よ
び
そ
の
職
権
（im

perium
, potestas

）
の
内
容
が
詳
述
さ
れ
、
さ
ら
に
官
吏
の
権
力
の
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衝
突
論
や
合
議
体
の
概
念
が
究
明
さ
れ

（
（1
（

る
。
以
下
で
は
、
モ
ム
ゼ
ン
の
古
代
ロ
ー
マ
史
研
究
に
お
い
て
描
出
さ
れ
た
、
人
民
と
政
務
官
と
の

関
係
を
確
認
す
る
。

人
民
と
政
務
官
の
関
係
（
一
）：
政
務
官
の
基
準
と
し
て
の
人
民
選
挙

　

モ
ム
ゼ
ン
に
よ
れ
ば
、
政
務
官
職
と
は
「
市
民
や
団
体
の
同
権
の
同
胞
か
ら
成
る
議
院
に
お
い
て
、
よ
り
高
い
地
位
に
就
き
、
権
力
を
掌

握
し
た
者
」を
意
味
す
る
具
体
的
な
、個
々
のm

agister

に
対
す
る
抽
象
概
念
で
あ

（
（1
（

る
。magister

と
い
う
語
は
の
ち
に
抽
象
化
が
施
さ
れ
、

「
顕
職
（honor

）」
へ
と
意
味
が
転
換
す
る
が
、
こ
の
「「
顕
職
」
に
お
い
て
も
、
政
務
官
職
に
お
い
て
も
、
人
民
選
挙
（V

olksw
ahl

）
と

い
う
契
機
が
特
殊
な
基
準
で
あ

（
（1
（

る
」。

　

モ
ム
ゼ
ン
は
、
政
務
官
が
人
民
選
挙
を
通
じ
て
選
出
さ
れ
た
と
い
う
事
実
は
、
す
で
に
こ
れ
ら
の
語
義
に
よ
り
示
さ
れ
て
い
る
と
い
う
。

と
い
う
の
も
、
本
来m

agister

と
い
う
語
が
含
意
す
る
「
権
力
者
（M

ächtigere

）」
と
は
命
令
権
者
を
指
す
の
で
は
な
く
、「
同
等
の
権

利
を
持
つ
同
胞
の
間
で
、
す
な
わ
ち
自
由
な
選
挙
を
通
じ
て
権
力
の
座
に
就
い
た
者
」
を
意
味
す
る
の
で
あ
り
、
ま
た
「
顕
職
」
と
い
う
語

の
根
底
に
も
同
様
の
観
点
が
存
在
す
る
か
ら
で
あ

（
（1
（

る
。
こ
の
こ
と
は
さ
ら
に
、
そ
の
言
語
慣
用
に
お
い
て
も
証
明
さ
れ
る
。
第
一
に
、
政
務

官
職
お
よ
び
顕
職
と
い
う
表
現
は
、
政
治
的
あ
る
い
は
擬
似
政
治
的
共
同
体
の
統
括
者
に
つ
い
て
は
用
い
ら
れ
た
が
、
共
同
体
同
胞
に
よ
る

選
挙
制
度
を
も
た
な
い
政
体
の
長
、
す
な
わ
ち
「
王
権
に
よ
っ
て
組
織
さ
れ
た
国
家
の
統
括
者
」
で
あ
る
王
に
は
適
用
さ
れ
な
か
っ
た
。
第

二
に
、
政
務
官
職
は
、
人
民
投
票
を
原
理
的
に
排
除
す
る
聖
職
者
団
体
や
、
統
治
機
構
に
よ
る
命
令
や
輪
番
制
を
通
じ
て
市
民
が
召
集
さ
れ

る
こ
と
で
構
成
さ
れ
る
公
的
地
位
、
例
え
ば
士
官
や
兵
士
、
陪
審
員
等
か
ら
は
一
線
を
画
す
る
存
在
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
た
。
そ
し
て
政
務

官
職
お
よ
び
顕
職
は
、「
公
的
役
割
の
質
的
に
規
定
さ
れ
う
る
範
疇
」
を
意
味
す
る
役
職
で
は
な
く
、
時
代
を
通
じ
て
一
貫
し
て
同
一
の
意

味
を
も
つ
わ
け
で
は
な
か
っ

（
（1
（

た
。
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モ
ム
ゼ
ン
に
よ
れ
ば
、
政
務
官
職
と
い
う
概
念
は
、
王
政
期
ロ
ー
マ
に
は
全
く
見
ら
れ
な
い
概
念
で
あ
り
、
ま
た
共
和
政
ロ
ー
マ
に
お
い

て
は
当
初
、政
務
官
職
は
上
級
官
吏（O

berbeam
te

）だ
け
を
指
し
て
い
た
。
と
い
う
の
も
、人
民
に
よ
る
選
挙
を
通
じ
て
選
出
さ
れ
た
の
は
、

長
ら
く
、
上
級
官
吏
で
あ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
実
際
に
、
語
義
の
上
で
は
政
務
官
と
政
務
官
職
と
は
、
上
級
官
吏
に
の
み
適
用
さ
れ
う
る
概

念
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
帝
政
期
ロ
ー
マ
に
お
い
て
は
す
で
に
三
〇
五
年
頃
に
は
、
人
民
投
票
は
財
務
官
職
に
ま
で
拡
張
さ
れ
、
そ
れ
と
と

も
に
政
務
官
集
団
が
形
成
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
政
務
官
職
と
い
う
語
の
適
用
対
象
は
拡
大
さ
れ
、
一
部
の
低
級
の
官
職
を
含
む
そ
の
他
多
数

の
官
職
が
「
共
同
体
に
よ
り
委
託
さ
れ
た
官
職
」
へ
と
包
摂
さ
れ
、
政
務
官
職
へ
と
編
入
さ
れ

（
（1
（

た
。

市
民
と
政
務
官
の
関
係
（
二
）：
市
民
の
共
同
体
が
主
権
者
で
あ
る

　

で
は
、
ロ
ー
マ
市
民
と
政
務
官
は
ど
の
よ
う
な
関
係
に
あ
っ
た
の
だ
ろ
う
か
。
モ
ム
ゼ
ン
に
よ
れ
ば
、
古
代
ロ
ー
マ
に
お
い
て
は
国
家
に

関
す
る
事
柄
は
全
て
「
公
共
の
も
の
（publicum

）」
で
あ
り
、
王
な
い
し
政
務
官
は
「
国
家
的
行
為
の
担
い
手
」
に
過
ぎ
な
い
も
の
と
見

做
さ
れ
た
。
そ
し
て
ロ
ー
マ
国
法
に
と
り
、国
家
と
は
王（rex

）で
は
な
く
、人
民（populus

）を
意
味

（
（1
（

し
、人
民
は「
主
権
的
市
民（soveräne 

Bürgerschaft

）」
で
あ
る
と
さ
れ
た
。

　
「
こ
う
し
た
根
本
的
見
解
は
、
王
政
（K

önigstum

）、
共
和
政
（Republik

）、
元
首
政
（Principat

）
と
い
う
偉
大
な
三
段
階
の
政
治

的
展
開
を
通
じ
て
、
一
貫
し
て
確
認
さ
れ
る
。
理
想
的
な
共
同
体
主
権
（Gem

eindesouveränität

）
は
ロ
ー
マ
国
家
制
度
に
と
り
生
得
的

な
も
の
で
あ
り
、
失
わ
れ
る
こ
と
の
な
い
も
の
な
の
で
あ

（
（1
（

る
」。
王
政
、
共
和
政
、
元
首
政
と
い
う
政
体
の
間
の
本
質
的
相
違
は
、
市
民
と

政
務
官
の
関
係
、市
民
と
共
同
体
代
理
人
と
の
関
係
に
あ
る
。
王
政
期
に
は
、共
同
体
の
主
権
的
意
志
は
「
王
と
人
民
と
の
一
致
し
た
意
志
」

と
し
て
表
現
さ
れ
た
。
こ
こ
で
は
、
王
は
統
治
能
力
を
欠
く
市
民
に
対
し
て
同
等
の
権
利
を
有
す
る
と
さ
れ
、
そ
の
地
位
は
自
己
自
身
に
基

づ
く
と
考
え
ら
れ

（
（1
（

た
。
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共
和
政
に
お
い
て
も
、「
共
同
体
の
意
志
」
は
「
政
務
官
と
市
民
の
共
同
行
為
（Zusam

m
enhandeln

）」
と
い
う
形
式
で
表
現
さ
れ
た
。

た
だ
し
、
共
和
政
に
お
け
る
政
務
官
は
そ
の
職
権
を
共
同
体
か
ら
受
け
取
る
も
の
と
考
え
ら
れ
、
こ
の
点
が
王
権
と
の
相
違
で
あ
っ
た
。
し

た
が
っ
て
政
務
官
職
の
概
念
は
「
す
べ
て
の
政
務
官
は
、
ま
た
唯
一
政
務
官
は
、
市
民
か
ら
直
接
的
に
委
任
（M

andat

）
を
受
け
取
る
者

で
あ
る
」
と
い
う
観
念
の
下
に
形
成
さ
れ
た
。
そ
し
て
政
務
官
職
は
市
民
に
よ
る
「
委
任
」
に
そ
の
基
礎
を
も
つ
こ
と
か
ら
、「
市
民
と
政

務
官
の
間
の
対
等
な
関
係
は
、
主
人
（H

err

）
と
従
者
（D

ienerschaft

）
の
関
係
へ
と
変
化
す

（
（2
（

る
」
こ
と
が
帰
結
す
る
。
し
た
が
っ
て
、

共
同
体
の
主
権
が
上
昇
す
る
こ
と
で
、
共
同
体
が
意
志
行
為
を
行
う
際
に
、
政
務
官
職
の
「
共
同
行
為
」
が
廃
棄
さ
れ
る
こ
と
は
な
か
っ
た

が
、
政
務
官
の
権
限
に
制
限
を
設
け
る
結
果
と
な
っ

（
（2
（

た
。

　

そ
の
後
、
ロ
ー
マ
が
共
和
政
か
ら
元
首
政
に
転
換
し
た
と
き
に
、
政
務
官
と
市
民
の
関
係
も
ま
た
変
化
す
る
。
上
述
し
た
通
り
、
王
政
に

お
い
て
は
王
と
市
民
は
同
等
の
地
位
に
あ
り
、
共
和
政
に
お
い
て
は
政
務
官
と
市
民
は
本
来
同
権
を
も
つ
と
さ
れ
た
が
、
後
に
市
民
の
優
位

が
形
成
さ
れ
る
。
し
か
し
元
首
政
に
移
行
し
た
後
に
は
、
反
対
に
、
政
務
官
の
優
位
が
確
立
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
こ
で
は
上
級
官
吏
と
し

て
の
政
務
官
の
意
志
こ
そ
が
「
共
同
体
の
意
志
の
正
し
い
表
現
」
と
し
て
把
握
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
と
い
う
。

市
民
と
政
務
官
の
関
係
（
三
）：
市
民
は
行
為
無
能
力
で
あ
り
、
政
務
官
の
存
在
を
前
提
と
す
る

　

モ
ム
ゼ
ン
に
よ
れ
ば
、ロ
ー
マ
の
国
家
概
念
の
基
礎
は
、通
常
一
人
格
に
属
す
る「
自
然
的
行
為
能
力
」を「
市
民
全
体
」へ
、す
な
わ
ち「
人

民
」
へ
と
移
行
す
る
こ
と
に
あ
っ
た
。
つ
ま
り
ロ
ー
マ
国
家
は
、「
市
民
全
体
へ
、
す
な
わ
ち
人
民
へ
の
こ
の
行
為
能
力
の
理
想
的
な
移
行
」

に
基
づ
い
て
い
た
、
と
説
明
す
る
。
市
民
一
人
一
人
は
一
人
格
と
し
て
、
当
然
、「
自
然
的
行
為
能
力
」
を
有
す
る
。
こ
れ
に
対
し
て
「
市

民
全
体
」
す
な
わ
ち
人
民
は
、
本
来
、
こ
の
「
自
然
的
行
為
能
力
」
を
も
た
な

（
（2
（

い
。
な
ぜ
な
ら
ば
、「
行
為
能
力
や
、
意
志
し
、
そ
の
意
志

を
表
明
し
、
ま
た
意
志
す
る
者
に
立
て
ら
れ
た
力
の
限
界
の
範
囲
内
で
意
志
を
実
現
す
る
能
力
は
、
当
然
、
物
理
的
な
人
格
に
固
着
す
る
も
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の
で
あ
る
」
か
ら
で
あ

（
（2
（

る
。

　

で
は
、
ど
の
よ
う
に
し
て
、
本
来
「
自
然
的
行
為
能
力
」
を
も
た
な
い
市
民
全
体
す
な
わ
ち
人
民
に
こ
の
能
力
を
移
行
す
る
こ
と
が
可
能

と
な
る
の
だ
ろ
う
か
。
モ
ム
ゼ
ン
は
、個
々
の
市
民
の
意
志
を
「
全
体
の
意
志
（Gesam

m
tw

ille

）」
の
下
に
従
属
さ
せ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、

こ
れ
が
可
能
と
な
っ
た
の
だ
と
説
明
す
る
。
つ
ま
り
、「
全
体
の
意
志
」
の
下
に
、
人
民
を
構
成
す
る
物
理
的
人
格
と
し
て
の
個
々
人
の
意

志
を
従
属
さ
せ
、「
全
体
の
意
志
」
に
対
す
る
個
人
の
自
立
性
を
廃
棄
す
る
こ
と
で
、
市
民
全
体
す
な
わ
ち
人
民
が
行
為
能
力
を
も
つ
こ
と

が
で
き
た
と
い
う
。
モ
ム
ゼ
ン
に
よ
る
な
ら
ば
、
こ
れ
こ
そ
が
ロ
ー
マ
国
制
に
と
っ
て
の
国
家
的
共
同
体
の
基
準
で
あ
り
、
元
老
院
等
の
他

の
団
体
か
ら
国
家
を
区
別
す
る
基
準
で
あ
っ
た
。

　

さ
ら
に
、
モ
ム
ゼ
ン
は
次
の
よ
う
に
論
述
を
進
め
る
。
こ
の
「
全
体
の
意
志
は
、
そ
れ
自
体
と
し
て
は
国
法
上
の
擬
制
（Fiktion

）
で

あ
る
」。
そ
れ
ゆ
え
に
「
実
際
に
、
私
法
に
お
い
て
行
為
能
力
を
も
た
な
い
被
後
見
人
に
と
っ
て
代
理
人
が
必
要
で
あ
る
の
と
同
様
に
、
代

理
（V

ertretung

）
が
要
請
さ
れ

（
（2
（

る
」。
こ
う
し
て
、「
全
体
の
意
志
」
を
代
理
す
る
者
、
す
な
わ
ち
政
務
官
が
要
請
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

　

し
た
が
っ
て
、共
同
体
に
お
い
て「
法
律
的
形
式
に
お
い
て
集
合
し
た
市
民
」は「
民
会（com

ita, Zusam
m

entretung

）」と
呼
称
さ
れ
、

政
務
官
と
と
も
に
国
家
行
為
に
携
わ
っ
た
が
、
民
会
が
行
為
す
る
た
め
に
は
必
然
的
に
政
務
官
の
存
在
が
要
請
さ
れ
た
。「
法
的
規
定
を
通

じ
て
、
あ
る
い
は
ロ
ー
マ
の
法
学
的
術
語
に
し
た
が
っ
て
、
ま
た
は
擬
制
を
通
じ
て
、
一
方
で
は
政
務
官
に
よ
っ
て
そ
の
権
限
の
範
囲
内
に

お
い
て
行
わ
れ
た
事
柄
が
、
他
方
、
政
務
官
の
権
限
が
及
ば
な
い
と
こ
ろ
で
は
、
特
定
の
形
式
で
政
務
官
と
市
民
と
の
間
で
交
わ
さ
れ
た
取

り
決
め
が
、
国
家
の
行
為
と
見
做
さ
れ

（
（2
（

た
」。

市
民
と
政
務
官
の
関
係
（
四
）：
政
務
官
が
問
い
を
提
起
し
、
市
民
は
回
答
す
る

　

そ
の
上
で
モ
ム
ゼ
ン
は
、
次
の
よ
う
に
論
じ
る
。「
全
体
の
意
志
」
を
代
理
す
る
政
務
官
の
存
在
な
し
に
は
、
市
民
全
体
す
な
わ
ち
人
民
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は
行
為
能
力
を
も
た
な
い
た
め
、
民
会
す
な
わ
ち
「
市
民
の
集
会
（Bürgerversam

m
lung

）
の
意
志
能
力
と
行
為
能
力
」
は
政
務
官
に

依
存
し
て
い

（
（2
（

た
。「
ロ
ー
マ
人
の
解
釈
に
よ
る
と
、共
同
体
の
決
定
は
一
面
的
な
行
為
と
し
て
は
不
可
能
で
あ
る
。
政
務
官
職
は
た
だ
一
人
、

共
同
体
を
代
理
す
る
こ
と
が
で
き
、
市
民
は
政
務
官
と
の
協
働
に
お
い
て
の
み
、
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あ
る
い
は
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こ
れ
は
次
の
よ
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に
も
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さ
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る
が
、

国
家
は
政
務
官
を
通
じ
て
の
み
意
志
し
行
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し
う
る
。
政
務
官
は
た
だ
一
人
、
権
限
を
も
つ
か
、
あ
る
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は
共
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体
の
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の
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で
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限
を
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つ
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00

〔
傍
点
強
調
は
引
用
者
に
よ
る
〕。
そ
れ
ゆ
え
に
「
共
同
体
の
決
定
は
、
政
務
官
職
を
前
提
と
す
る
」。

　

さ
ら
に
モ
ム
ゼ
ン
は
、
市
民
全
体
の
決
定
は
、
具
体
的
に
は
、
政
務
官
の
提
起
す
る
問
い
に
依
存
し
た
と
述
べ

（
（2
（

る
。「
あ
ら
ゆ
る
共
同
体

の
決
定
は
、
ま
た
同
様
に
、
あ
ら
ゆ
る
法
的
に
有
効
な
契
約
は
、
政
務
官
が
集
合
し
た
市
民
に
対
し
て
提
起
し
た
問
い
と
、
市
民
の
回
答
か

ら
構
成
さ
れ

（
（2
（

る
」。

　

そ
の
後
、
手
続
き
と
選
挙
に
際
し
て
の
市
民
と
「
政
務
官
の
協
働
」
と
い
う
側
面
は
、「
政
務
官
の
統
率
」
へ
と
変
化
し
て
い
く
が
、
政

務
官
の
行
動
は
な
お
そ
の
本
来
の
性
格
を
失
わ
な
か
っ
た
。「
つ
ま
り
市
民
全
体
に
も
個
々
の
市
民
に
も
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ヴ
が
全
く
欠
如
し
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あ
る
。
市
民
に
は
回
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す
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こ
と
の
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が
可
能
で
あ
る
。
市
民
の
側
か
ら
政
務
官
に
対
し
て
、
政
務
官
が
あ
る
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題
を
了
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す
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を
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こ
と
は
で
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い
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0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

」〔
傍
点
強
調
は
引
用
者
に
よ
る
〕。

　

こ
う
し
た
手
続
き
に
お
い
て
は
、
市
民
は
事
実
上
、「
単
純
な
是
か
非
か
（Ja oder N

ein

）」
を
回
答
す
る
か
、
あ
る
い
は
特
定
の
人
物

を
指
名
す
る
以
上
の
こ
と
を
な
し
え
な
い
。
是
か
非
か
を
問
う
質
問
の
形
式
で
は
な
く
、「
市
民
が
何
（w

as

）
を
望
む
か
を
問
う
こ
と
は

法
的
に
は
許
容
さ
れ
る
が
、
た
だ
し
例
外
的
な
場
合
に
お
い
て
の
み
実
現
可
能
で
あ

（
（2
（

る
」。

（
三
）
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
に
対
す
る
モ
ム
ゼ
ン
『
古
代
ロ
ー
マ
国
法
』
の
影
響

　

モ
ム
ゼ
ン
の
古
代
ロ
ー
マ
国
法
研
究
が
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
与
え
た
影
響
は
、『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
に
お
い
て
、
次
の
四
点
に
見
出
さ
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れ
る
。
第
一
に
、
政
務
官
な
い
し
は
政
務
官
職
に
と
っ
て
は
人
民
投
票
が
本
質
的
基
準
で
あ
り
、
政
務
官
は
そ
の
職
権
を
市
民
全
体
す
な
わ

ち
人
民
か
ら
受
け
取
る
。
第
二
に
、
共
和
政
に
お
い
て
は
市
民
と
政
務
官
は
協
働
し
て
行
為
す
る
。
た
だ
し
市
民
お
よ
び
そ
の
共
同
体
が
主

権
者
で
あ
り
、
政
務
官
は
市
民
に
よ
り
統
治
を
委
任
さ
れ
た
が
ゆ
え
に
、
市
民
に
対
し
て
従
属
的
地
位
に
あ
る
。
第
三
に
、
全
体
と
し
て
の

市
民
は
行
為
能
力
も
意
志
能
力
も
も
た
な
い
た
め
、
共
同
の
決
定
は
政
務
官
の
存
在
を
前
提
と
し
、
第
四
に
、
政
務
官
が
提
起
し
た
問
い
に

対
し
て
、
人
民
は
是
か
非
か
を
回
答
す
る
こ
と
だ
け
が
可
能
で
あ
る
。
以
下
で
は
、
モ
ム
ゼ
ン
の
ロ
ー
マ
国
法
史
研
究
が
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民

主
主
義
論
に
お
い
て
ど
の
よ
う
に
継
承
さ
れ
、
現
代
民
主
主
義
の
考
察
に
ど
の
よ
う
な
影
響
を
与
え
た
の
か
を
検
討
す
る
。

シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
お
け
る
モ
ム
ゼ
ン
の
継
承
：
人
民
と
政
務
官
の
関
係
規
定

　

先
に
確
認
し
た
よ
う
に
、
モ
ム
ゼ
ン
は
、
共
和
政
ロ
ー
マ
に
お
い
て
は
全
体
と
し
て
の
市
民
は
行
為
能
力
お
よ
び
意
志
能
力
を
も
た
な
い

た
め
、
共
同
体
の
代
理
と
し
て
行
為
す
る
権
限
を
も
つ
政
務
官
の
存
在
が
必
然
的
に
要
請
さ
れ
た
と
論
じ
た
。「
市
民
は
共
同
体
の
代
理
人

で
あ
る
政
務
官
と
の
協
働
に
お
い
て
の
み
意
志
し
行
為
し
う
る
」、「
そ
れ
ゆ
え
共
同
体
の
決
定
は
、
政
務
官
職
を
前
提
と
す
る
」
と
す
る
モ

ム
ゼ
ン
の
記
述
を
受
容
し
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。「
共
和
政
ロ
ー
マ
の
国
法
に
と
っ
て
も
、
市
民
は
政
務
官
と
と
も
に
の

み
協
働
で
行
為
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
い
う
命
題
は
妥
当
し
た
」（V

V
:55

）。

　

さ
ら
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
モ
ム
ゼ
ン
か
ら
継
承
し
た
、
こ
う
し
た
人
民
と
政
務
官
の
関
係
に
つ
い
て
の
認
識
を
独
自
に
解
釈
し
、
次
の
よ

う
に
人
民
と
政
務
官
の
関
係
を
定
式
化
す
る
。「
こ
こ
で
人
民
と
い
う
語
に
固
有
の
意
味
は
、統
治
機
構（Regierung

）に
対
す
る
対
立
に
、

ま
た
、
あ
ら
ゆ
る
固
定
的
な
、
政
務
官
的
（m

agistratisch

）
な
形
式
に
対
す
る
対
立
の
う
ち
に
あ
る
。
人
民
が
自
ら
統
治
（regieren

）

す
べ
き
で
あ
る
と
す
る
民
主
主
義
に
お
い
て
も
、
人
民
と
い
う
語
の
こ
う
し
た
意
味
は
繰
り
返
し
、
そ
の
効
果
を
発
揮
す
る
は
ず
で
あ
る
。

つ
ま
り
人
民
と
は
、
い
か
な
る
官
庁
的
役
割
も
も
た
ず
、
統
治
し
な
い
者
な
の
で
あ
る
。
こ
こ
に
、
人
民
と
政
務
官

0

0

0

0

0

0

（M
agistrat

）
は
相

0

0
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互
に
対
峙
し
合
っ
て
お
り

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（einender gegenüberstehen

）、
人
民
は
本
質
的
に
は
政
務
官

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（m
agistratus

）
で
は
な
い

0

0

0

0

と
い
う
、
ロ
ー

マ
国
法
に
お
け
る
古
代
の
古
典
的
観
念
が
未
だ
に
生
き
た
力
を
も
っ
て
い
る
こ
と
が
示
さ
れ
て
い
る
」（V

V
:50f. 

傍
点
強
調
は
引
用
者
に
よ

る
）。

　

こ
の
よ
う
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
人
民
は
行
為
能
力
と
意
志
能
力
を
も
な
い
が
ゆ
え
に
統
治
能
力
を
も
つ
政
務
官
の
存
在
を
必
要
と
す
る
と

い
う
モ
ム
ゼ
ン
の
議
論
を
踏
ま
え
て
、
人
民
は
政
務
官
の
対
立
物
で
あ
る
と
す
る
議
論
を
展
開
し
た
の
で
あ
る
。

人
民
の
自
己
支
配
の
不
可
能
性

　

人
民
は
自
ら
統
治
す
る
能
力
を
も
た
ず
、
そ
れ
ゆ
え
人
民
の
本
質
は
政
務
官
で
は
な
い
─
─
こ
う
し
た
受
動
的
存
在
と
し
て
の
人
民
理
解

は
、「
統
治
」
に
つ
い
て
の
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
次
の
よ
う
な
確
信
に
よ
り
根
本
的
に
規
定
さ
れ
て
い
た
と
言
え
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
「
自
治
（
自

己
行
政Selbstverw

altung

）」
と
「
自
己
統
治
（Selbstregierung

）」
の
相
違
を
強
調
し
、
後
者
を
「
自
己
自
身
に
対
す
る
支
配
」
と

し
て
理
解
す
る
こ
と
は
欺
瞞
で
あ
る
と
論
じ
る
。

　
「
統
治
（Regierung

）
と
は
、
人
間
に
対
す
る
人
間
の
政
治
的
支
配
を
意
味
す
る
。
自
己
統
治
と
い
う
概
念
は
、
政
治
に
お
い
て
も
、

国
法
に
お
い
て
も
、
自
己
自
身
に
対
す
る
支
配
と
い
う
道
徳
的
概
念
と
混
同
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
」（V

V
:67

）。「
と
い
う
の
も
、
一
人
の

人
間
が
道
徳
的
に
、「
自
己
自
身
を
支
配
す
る
」
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
し
て
も
、二
人
あ
る
い
は
複
数
の
人
間
が
「
自
己
自
身
を
支
配
す
る
」

な
ら
ば
、
事
情
は
即
座
に
変
化
す
る
か
ら
で
あ
る
」。
後
者
の
場
合
、「
自
己
自
身
を
支
配
す
る
」
こ
と
は
「
政
治
的
支
配
を
行
使
す
る
」
こ

と
を
意
味
す
る
。
し
た
が
っ
て
「
自
己
自
身
に
対
す
る
複
数
者
の
支
配
と
は
、一
人
に
よ
る
そ
の
他
の
者
の
支
配
か
、あ
る
い
は
包
括
的
な
、

よ
り
高
次
の
第
三
者
に
よ
る
支
配
を
意
味
す
る
の
で
あ
る
」（Ebd.

）。
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政
務
官
が
問
い
を
提
起
し
、
市
民
は
回
答
す
る

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
ま
た
、
政
務
官
が
問
い
を
提
起
し
、
人
民
は
是
か
非
か
で
答
え
る
と
い
う
モ
ム
ゼ
ン
の
論
述
を
受
容
す
る
。「
人
民
は
問

題
を
自
ら
定
式
化
す
る
こ
と
も
ま
た
で
き
な
い
し
、
自
ら
問
い
を
提
起
す
る
こ
と
も
で
き
な
い
」（V

V
:57

）。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
こ
う
し
た
人

民
理
解
を
独
自
に
解
釈
し
、
そ
の
根
本
的
原
因
を
人
民
の
多
様
性
の
中
に
見
出
す
。

　
「
も
し
も
個
々
の
市
民
が
特
定
の
人
物
を
選
出
す
る
だ
け
で
は
な
く
、事
実
的
問
題
に
対
し
て
態
度
を
表
明
す
べ
き
で
あ
る
な
ら
ば
、何
千
、

何
百
万
も
の
秘
密
個
別
投
票
か
ら
、
そ
も
そ
も
結
果
を
突
き
止
め
る
た
め
に
は
、
問
題
は
最
初
に
権
威
的
（autoritativ

）
に
定
式
化
さ
れ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
う
し
た
［
問
い
の
─
─
引
用
者
］
定
式
化
が
す
で
に
真
の
人
民
の
意
志
（V

olksw
ille

）
を
危
険
に
曝
し
、
誤
謬

へ
と
導
く
こ
と
を
意
味
し
う
る
と
い
う
こ
と
、
誰
が
［
問
い
を
─
─
引
用
者
］
定
式
化
す
る
権
力
を
も
ち
、
結
果
に
決
定
的
な
影
響
を
及
ぼ

す
の
か
と
い
う
こ
と
は
、
し
ば
し
ば
言
及
さ
れ
て
き
た
。
こ
こ
で
は
、
秘
密
個
別
投
票
の
特
性
か
ら
容
易
に
、
直
接
民
主
主
義
の
可
能
性
の

制
約
が
生
じ
て
く
る
と
い
う
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
人
民
は
た
だ
是
か
非
か
（Ja oder N

ein

）
を
述
べ
う
る
の
で
あ
り
、
し
か

も
個
々
の
有
権
者
に
呈
示
さ
れ
た
、
正
確
に
定
式
化
さ
れ
た
問
い
に
つ
い
て
の
み
是
か
非
か
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ
る
。
そ
う
で

な
け
れ
ば
、
個
別
投
票
の
数
百
万
も
の
回
答
か
ら
、
全
体
の
結
果
を
読
み
取
る
こ
と
は
全
く
不
可
能
で
あ
る
」。（V

V
:55f.

）

　

し
た
が
っ
て
「
今
日
一
般
に
行
わ
れ
て
い
る
秘
密
投
票
手
続
き
に
よ
り
も
た
ら
さ
れ
た
限
界
」、「
こ
の
手
続
き
の
本
性
に
適
合
す
る
不
可

避
的
な
限
界
」
は
「
正
確
に
定
式
化
さ
れ
た
、単
純
な
問
題
に
対
す
る
依
存
性
の
う
ち
に
存
す
る
」（V

V
:55

）
こ
と
に
な
る
と
結
論
付
け
る
。

　
「
多
数
派
が
ど
の
よ
う
な
定
式
化
を
望
ん
で
い
る
か
」
と
い
う
こ
と
が
秘
密
投
票
選
挙
を
通
じ
て
初
め
て
確
定
さ
れ
る
な
ら
ば
、
そ
も
そ

も
人
民
が
問
題
を
定
式
化
す
る
能
力
や
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ヴ
を
も
つ
こ
と
は
不
可
能
で
あ
る
。「
多
数
派
は
繰
り
返
し
、
複
数
の
呈
示
さ
れ
た

定
式
化
の
中
か
ら
一
つ
を
選
び
出
す
こ
と
が
で
き
、
極
端
な
場
合
に
は
、
問
い
が
立
て
ら
れ
る
べ
き
か
否
か
と
い
う
問
い
に
対
し
て
是
と
答

え
る
。
秘
密
個
別
投
票
に
お
い
て
意
志
を
表
明
す
る
人
民
は
、
回
答
す
る
こ
と
は
で
き
る
が
、
質
問
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
の
で
あ
る
」
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（V
V

:57

）。

　

さ
ら
に
「
是
か
非
か
の
明
確
さ
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
理
解
可
能
性
や
加
算
可
能
性
で
さ
え
、〔
政
務
官
が
提
起
す
る
─
─
引
用
者
〕
問

い
の
正
確
さ
（Präzision

）
に
か
か
っ
て
い
る
」。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
ド
イ
ツ
国
民
を
例
に
と
り
、
次
の
よ
う
に
具
体
的
に
説
明
す
る
。
ド
イ

ツ
人
有
権
者
に
対
し
て
「
平
和
を
望
む
か
否
か
」
と
い
う
問
い
を
提
示
し
た
場
合
、
具
体
的
な
問
題
の
決
定
を
行
う
こ
と
を
せ
ず
と
も
簡
単

に
、
ほ
ぼ
一
致
し
た
多
数
の
賛
同
を
得
ら
れ
る
。
同
様
に
「
協
調
政
策
を
承
認
す
る
か
」
と
問
う
た
場
合
に
も
、
圧
倒
的
多
数
が
こ
れ
に
賛

同
す
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
こ
れ
は
結
局
、
あ
る
政
党
の
党
首
に
対
し
て
賛
意
を
表
明
し
「
喝
采
」
を
送
る
こ
と
を
意
味
す
る
に
過
ぎ
な
い

と
い
う
可
能
性
も
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、「
特
定
の
条
約
を
締
結
す
べ
き
か
否
か
」
と
い
う
形
式
で
問
い
が
定
式
化
さ
れ
た
場
合
に
は
、

お
そ
ら
く
結
果
は
異
な
り
う
る
、
す
な
わ
ち
不
賛
成
の
回
答
が
多
数
と
な
り
う
る
（V

V
:56

）。
こ
の
よ
う
に
し
て
「
大
抵
の
場
合
に
は
数

多
く
の
問
い
の
立
て
方
が
可
能
で
あ
る
」
が
、
結
局
、「
人
民
、
す
な
わ
ち
秘
密
個
別
投
票
の
際
に
明
ら
か
に
な
る
多
数
派
は
、
常
に
是
か

非
か
を
述
べ
う
る
に
過
ぎ
な
い
」（V

V
:57
）。

　

以
上
に
見
た
よ
う
に
、
人
民
の
政
治
的
決
定
に
と
っ
て
は
政
務
官
の
存
在
が
不
可
欠
で
あ
る
と
い
う
こ
と
、
そ
し
て
人
民
の
政
治
的
決
定

は
政
務
官
が
定
式
化
し
た
問
い
に
依
存
す
る
と
い
う
認
識
は
、
モ
ム
ゼ
ン
の
ロ
ー
マ
国
法
史
研
究
に
負
っ
て
い
た
の
で
あ
る
。

現
代
民
主
主
義
に
対
す
る
意
義

　

シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
こ
う
し
た
ロ
ー
マ
共
和
政
に
お
け
る
人
民
と
政
務
官
の
対
立
図
式
は
、
近
代
民
主
主
義
の
解
明
に
と
っ
て
も
示
唆
に
富

む
も
の
で
あ
る
と
論
じ
る
。
人
民
と
政
務
官
と
の
「
対
立
（Gegensatz
）
は
、
当
然
、
単
純
に
は
近
代
民
主
主
義
の
国
法
に
適
用
さ
れ
て

は
な
ら
な
い
も
の
で
あ
る
。
し
か
し
こ
の
対
置
は
、
そ
の
根
本
的
な
正
し
さ
の
点
で
今
日
に
お
い
て
も
未
だ
に
顧
慮
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ

り
、
以
下
の
論
述
で
よ
り
よ
い
解
明
の
た
め
に
し
ば
し
ば
引
き
合
い
に
出
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
」（V

V
:51

）。
さ
ら
に
、
人
民
の
政
治
的
決
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定
が
政
務
官
の
提
示
し
た
問
い
に
依
存
す
る
、と
い
う
「
こ
の
依
存
性
は
、近
代
民
主
主
義
に
お
い
て
は
よ
り
強
烈
に
際
立
つ
は
ず
で
あ
る
」

（V
V

:55
）
と
い
う
。

　

先
に
見
た
通
り
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
モ
ム
ゼ
ン
の
歴
史
研
究
を
受
容
し
、
人
民
の
行
う
行
為
や
政
治
的
決
定
に
は
政
務
官
の
存
在
が
不
可
欠

で
あ
る
と
捉
え
て
い
た
。
そ
し
て
、
政
務
官
職
を
排
除
し
た
国
家
組
織
が
可
能
で
あ
る
か
と
い
う
問
い
が
「
直
接
民
主
主
義
に
お
け
る
究
極

の
問
い
」
で
あ
る
と
述
べ
、こ
れ
に
否
と
答
え
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、歴
史
的
に
見
れ
ば
、政
務
官
を
排
除
し
よ
う
と
す
る
試
み
は
、

人
民
自
身
が
政
務
官
と
な
り
、
そ
れ
ゆ
え
に
人
民
と
し
て
の
属
性
を
失
う
か
、
あ
る
い
は
無
国
家
を
理
想
と
す
る
ア
ナ
ー
キ
ズ
ム
を
目
指
す

と
い
う
結
果
に
至
ら
ざ
る
を
得
な
か
っ
た
。
実
際
に
「
政
治
生
活
を
伴
う
国
家
」
に
お
い
て
は
、
人
民
に
問
い
を
提
起
す
る
政
務
官
の
存
在

が
必
然
的
に
要
請
さ
れ
る
の
だ
と
論
じ
る
。

　

こ
う
し
て
モ
ム
ゼ
ン
か
ら
継
承
さ
れ
た
人
民
理
解
に
基
づ
い
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
民
主
主
義
の
本
質
を
上
述
し
た
人
民
と
政
務
官
の
関
係

に
見
出
し
た
。
人
民
の
決
定
は
政
務
官
の
存
在
を
前
提
と
し
、
政
務
官
の
提
示
し
た
問
い
に
依
存
す
る
と
い
う
、
人
民
と
政
務
官
の
対
立
図

式
こ
そ
が
、
そ
の
後
の
民
主
主
義
論
を
根
本
的
に
規
定
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

第
二
節　

民
主
主
義
論
に
お
け
る
喝
采
概
念

（
一
）
民
主
主
義
論
に
お
け
る
喝
采
概
念
に
対
す
る
評
価
の
転
換

　

前
章
で
言
及
し
た
通
り
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
議
会
主
義
論
第
二
版
序
文
に
お
い
て
、議
会
主
義
論
初
版
と
は
異
な
り

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

、民
主
主
義
に
お
け
る「
喝

采
」
の
意
義
を
積
極
的
に
評
価
し
て
い
た
。
こ
れ
と
ほ
ぼ
同
時
期
に
構
想
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
で
は
、
次
の

よ
う
に
民
主
主
義
と
喝
采
の
関
係
が
捉
え
ら
れ
る
。
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「
人
民
の
真
の
行
為
、
能
力
、
役
割
や
、
あ
ら
ゆ
る
人
民
的
（volkhaft

）
表
現
の
核
心
、
ル
ソ
ー
も
ま
た
真
の
民
主
主
義
と
し
て
思
い

描
い
て
い
た
民
主
主
義
的
な
根
源
的
現
象
は
、
喝
采
で
あ
る
。
集
合
し
た
多
数
者
の
賛
同
す
る
叫
び
や
拒
否
す
る
叫
び
で
あ
る
。
人
民
は
一

0

0

0

0

人
の
指
導
者

0

0

0

0

0

（Führer

）
に
対
し
て
喝
采
す
る

0

0

0

0

0

0

0

0

。
人
々
の
群
衆
（
こ
こ
で
は
人
民
と
同
一
で
あ
る
）
は
、
最
高
軍
司
令
官
あ
る
い
は
イ
ン

ペ
ラ
ト
ー
ル〔
古
代
ロ
ー
マ
の
最
高
軍
司
令
官
─
─
引
用
者
〕に
喝
采
す
る
。
人
民
同
胞
あ
る
い
は
ラ
ン
ト
共
同
体
の「
観
衆（U

m
stand

）」

は
一
つ
の
提
案
に
喝
采
す
る
（
そ
の
際
に
、
本
来
、
核
心
に
お
い
て
指
導
者
に
喝
采
す
る
の
か
、
そ
れ
と
も
提
案
の
内
容
に
喝
采
す
る
の
か

と
い
う
問
い
は
未
解
決
の
ま
ま
で
あ
る
。）
人
民
は
歓
声
を
上
げ
る
か
打
倒
を
叫
び
、
歓
呼
す
る
か
不
平
を
言
う
」（V

V
:51f.

）。

　

こ
の
よ
う
に
、「
民
主
主
義
的
な
根
源
的
現
象
」（V
L:51

）
と
し
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
喝
采
概
念
を
理
解
す
る
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、「
喝

采
に
つ
い
て
の
学
問
的
発
見
は
、
直
接
民
主
主
義
あ
る
い
は
純
粋
民
主
主
義
の
手
続
き
を
究
明
す
る
た
め
の
出
発
点

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

で
あ
る
」（V

L:53

）

と
し
て
、
喝
采
概
念
の
学
問
的
意
義
を
認
め
る
の
で
あ
る
。

　

喝
采
概
念
を
発
見
し
た
功
績
あ
る
人
物
と
し
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
本
書
で
、
ボ
ン
大
学
に
お
け
る
同
僚
の
神
学
者
エ
ー
リ
ク
・
ペ
ー
タ
ー

ゾ
ン
の
名
を
明
記
し
て
い
る
。「
根
本
的
な
、
学
問
的
意
義
の
点
で
そ
の
特
殊
専
門
の
枠
を
遥
か
に
超
え
出
て
い
る
エ
ー
リ
ク
・
ペ
ー
タ
ー

ゾ
ン
の
研
究
は
、
キ
リ
ス
ト
教
一
世
紀
に
関
し
て
、
喝
采
と
そ
の
形
式
に
つ
い
て
論
述
し
た
」（V

L:52

）。

　

民
主
主
義
に
お
け
る
喝
采
の
意
義
は
、『
憲
法
論
』
に
お
い
て
も
引
き
続
き
強
調
さ
れ
て
お
り
、
そ
の
後
も
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
喝
采
概
念
に

対
す
る
理
解
に
変
更
は
な
か
っ
た
。
し
か
し
『
憲
法
論
』
で
は
、
喝
采
概
念
に
関
す
る
記
述
に
お
い
て
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
名
は
記
さ
れ
て
い

な
い
た

（
（3
（

め
、『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
が
注
目
さ
れ
て
は
い
な
か
っ
た
従
来
、
喝
采
概
念
の
起
源
が
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
神
学
研
究
に
あ
る

こ
と
は
殆
ど
知
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
民
主
主
義
論
に
お
け
る
喝
采
概
念
が
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
独
創
で
あ
る
の
か
、
そ
れ
と
も

他
の
思
想
家
か
ら
の
借
用
で
あ
る
の
か
と
い
う
こ
と
は
特
定
さ
れ
な
い
ま
ま
、
喝
采
概
念
は
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
を
規
定
す
る
重
要

な
契
機
と
見
做
さ
れ
て
き
た
。
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Ｈ
．ホ
フ
マ
ン
は
そ
の
古
典
的
研
究
に
お
い
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
用
い
る
喝
采
概
念
が
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』
に
由
来

す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
端
的
に
指
摘
し
て
い

（
（3
（

た
。
し
か
し
こ
の
点
は
そ
の
後
、
詳
し
い
論
究
の
対
象
と
は
さ
れ
ず
、
両
者
の
継
承
関
係
は

未
解
明
の
ま
ま
で
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
に
起
源
を
も
つ
喝
采
概
念
が
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
に
と
り
、
ど
の

よ
う
な
意
義
を
具
体
的
に
も
っ
た
の
か
と
い
う
こ
と
は
等
閑
視
さ
れ
て
い
た
。
そ
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
研
究
に
お
い
て
は
、ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
、

晩
年
の
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
著
作
で
あ
る
『
政
治
神
学
Ⅱ
』（
一
九
七
〇
年
）
を
論
じ
る
文
脈
に
お
い
て
、
政
治
神
学
を
め
ぐ
る
両
者
の
論
争
の

中
で
言
及
さ
れ
る
だ
け
で
あ
っ

（
（3
（

た
。

　

こ
う
し
た
シ
ュ
ミ
ッ
ト
研
究
の
状
況
に
対
し
て
、
近
年
で
は
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
研
究
の
側
か
ら
、
喝
采
概
念
の
継
承
を
め
ぐ
る
両
者
の
関
係

が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
本
節
で
は
、
そ
の
第
一
人
者
で
あ
る
Ｂ
．ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
に
よ
る
研
究
を
参
照
し
、
一
九
二
〇
年
代
に
お
け
る
シ
ュ

ミ
ッ
ト
と
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
個
人
的
関
係
と
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
に
よ
る
喝
采
概
念
研
究
の
内
容
を
確
認
す
る
。
そ
の
上
で
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の

喝
采
概
念
研
究
の
受
容
を
通
じ
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
は
ど
の
よ
う
に
変
容
し
た
の
か
を
検
討
す
る
。

（
二
）
ボ
ン
大
学
時
代
の
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン

　

ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
著
書
『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』（
一
つ
の
神
の
意
）
は
、
正
式
名
称
を
『
一
つ
の
神
、
そ
の
碑
銘
研
究
的
・
形
態
史
的
・

宗
教
史
的
研
究
』
と
す
る
、
一
九
二
〇
年
に
ゲ
ッ
テ
ィ
ン
ゲ
ン
大
学
に
提
出
さ
れ
た
教
授
資
格
申
請
論
文
で
あ
る
。
こ
の
論
文
全
体
が
公
刊

さ
れ
る
ま
で
に
は
六
年
の
歳
月
を
要

（
（3
（

し
、
一
九
二
六
年
に
『
旧
約
聖
書
お
よ
び
新
約
聖
書
に
お
け
る
宗
教
と
文
学
に
つ
い
て
の
研

（
（3
（

究
』
叢
書

の
一
册
と
し
て
ゲ
ッ
テ
ィ
ン
ゲ
ン
の
出
版
社V

andenhoeck &
 Reprecht

か
ら
出
版
さ
れ

（
（3
（

た
。

　

ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
研
究
者
で
あ
る
Ｂ
．ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
に
よ
る
と
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
が
ボ
ン
大
学
に
招
聘
さ
れ
た
一
九
二
四
年
の
秋
学
期

に
両
者
は
初
め
て
直
接
対
面
し
、
そ
れ
以
来
親
し
い
交
友
関
係
を
育
ん
だ
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
一
九
二
二
年
に
ボ
ン
大
学
に
赴
任
し
、
国
法
、
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行
政
法
、
教
会
法
、
国
際
法
の
講
座
を
担
当
し
て
い
た
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
個
人
的
に
知
り
合
う
以
前
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
す
で
に
シ
ュ
ミ
ッ

ト
の
「
教
会
の
可
視
性
」（
一
九
一
七
年
）
を
読
了
し
、感
銘
を
受
け
て
い
た
と
い
う
。
ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
に
よ
れ
ば
、神
学
研
究
で
あ
る
『
ヘ

イ
ス
・
テ
オ
ス
』
に
お
い
て
、
敢
え
て
古
代
の
政
治
体
制
に
論
及
し
た
の
は
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
と
の
「
若
い
友
情
に
よ
り
駆
り
立
て
ら
れ
た
」

帰
結
で
あ
っ

（
（3
（

た
。
と
い
う
の
も
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
教
授
資
格
申
請
論
文
に
は
「
礼
拝
の
定
式
の
「
法
学
的
基
礎
」
に
対
す
る
指
摘
」
は
そ

も
そ
も
存
在
せ
ず
、
こ
れ
は
出
版
に
至
る
ま
で
の
過
程
に
お
い
て
加
筆
さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
、
こ
う
し
た
新
た
な
発

見
に
つ
い
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
宛
て
た
書
簡
の
中
で
伝
え
て
い
る
（
一
九
二
五
年
三
月
一
七

（
（3
（

日
）。

　

他
方
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
方
は
「
直
接
的
に
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
成
果
か
ら
有
益
性
を
引
き
出
し

（
（3
（

た
」。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
『
ヘ
イ
ス
・
テ

オ
ス
』
公
刊
以
前
に
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
教
授
資
格
申
請
論
文
の
内
容
を
概
ね
知
っ
て
い
た
で
あ
ろ
う
こ
と
は
、
そ
も
そ
も
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が

公
刊
以
前
に
自
身
の
論
文
の
中
で
、そ
の
教
授
資
格
申
請
論
文
の
内
容
に
言
及
し
て
い
る
こ
と
か
ら
推
測
さ
れ
る
。
さ
ら
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、

Ｌ
．フ
ォ
イ
ヒ
ト
ヴ
ァ
ン
ガ
ー
に
宛
て
た
書
簡
に
お
い
て
次
の
よ
う
に
記
し
て
い
る
。「
彼
〔
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
─
─
引
用
者
〕
は
今
日
僅
か
し

か
存
在
し
な
い
偉
大
な
学
者
の
一
人
で
す
。〔
…
…
〕
二
、三
ヶ
月
後
に
は
お
そ
ら
く
、
つ
い
に
（
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
と
い
う
定
式
に
つ
い
て

の
）
彼
の
学
位
論
文
が
出
版
さ
れ
る
で
し
ょ
う
」（
一
九
二
六
年
五
月
十
一

（
（3
（

日
）。

（
三
）
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』
に
お
け
る
喝
采
概
念

　
『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』
は
、「
喝
采
と
い
う
テ
ー
マ
に
と
っ
て
「
模
範
的
な
、
今
日
ま
で
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い
基
準
的
学
術
書
」（R. 

M
eßner

（
（4
（

）」
と
し
て
、
今
日
に
お
い
て
も
評
価
さ
れ
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、
ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
の
先
行
研
究
に
従
い
、『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』

執
筆
の
経
緯
と
そ
の
内
容
を
概
観
す
る
。

　

ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
が
『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』
へ
と
結
実
す
る
研
究
に
着
手
し
た
の
は
、
一
九
一
六
年
末
と
推
定
さ
れ
、
一
九
二
〇
年
初
夏
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に
脱
稿
を
迎
え

（
（4
（

た
。
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
学
位
論
文
の
目
的
は
、
元
来
、
キ
リ
ス
ト
教
的
一
神
教
の
碑
文
を
収
集
し
、
解
釈
す
る
こ
と
で

あ
っ

（
（4
（

た
。
こ
れ
は
教
授
資
格
申
請
論
文
の
第
一
章
に
引
き
継
が
れ
る
が
、こ
う
し
た
碑
文
の
研
究
の
み
に
よ
っ
て
は
、一
神
教
の
定
式
（H

eis 

T
heos-Form

el

）
の
起
源
と
元
来
の
意
味
を
解
明
す
る
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
、
文
献
学
研
究
と
宗
教
史
研

究
に
着
手
す
る
。

　

ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
に
よ
れ
ば
、
こ
の
著
作
は
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
に
と
り
「
将
来
の
計
画
の
た
め
の
播
種
用
の
耕
地
で
あ
り
、
ヘ
イ
ス
・
テ
オ

ス
（
一
神
教
）
と
他
の
喝
采
の
形
式
に
つ
い
て
の
さ
ら
な
る
証
拠
の
純
粋
な
収
集
の
継
続
に
の
み
関
す
る
も
の
で
は
な
か
っ

（
（4
（

た
」。
そ
れ
に

と
ど
ま
ら
ず
、「
古
代
の
喝
采
の
も
つ
構
造
と
位
置
価
値
に
つ
い
て
の
認
識
は
、
む
し
ろ
後
世
に
お
け
る
教
会
論
と
政
治
神
学
の
中
心
的
領

域
と
発
展
の
方
向
性
を
体
系
的
に
、
よ
り
深
く
解
明
す
る
た
め
の
手
掛
か
り
と
な
っ

（
（4
（

た
」
と
い
う
。

　

先
に
述
べ
た
よ
う
に
、こ
の
著
作
は
一
九
二
〇
年
に
財
政
上
の
理
由
か
ら
一
部
が
発
表
さ
れ
、そ
の
後
一
九
二
六
年
に
大
幅
な
加
筆
の
上
、

全
体
が
公
刊
さ
れ

（
（4
（

た
。
し
か
し
喝
采
に
つ
い
て
の
定
義
は
、
一
九
二
〇
年
版
に
お
い
て
す
で
に
示
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
論
文
の
第
三
章
「
喝

采
と
し
て
の
一
神
教
（H

eis T
heos

）」
に
お
い
て
、ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
「
喝
采
と
は
何
か
」
と
い
う
問
題
を
解
明
し
よ
う
と
試
み
、「
喝
采
」

を
次
の
よ
う
に
定
義
す
る
。

　
「
喝
采
と
は
多
数
の
群
衆
に
よ
る
歓
呼
で
あ
り
、
そ
れ
は
様
々
な
機
会
に
表
明
さ
れ
え
た
。
喝
采
は
、
皇
帝
や
高
級
官
吏
が
姿
を
現
わ
し

た
際
に
、
彼
ら
を
賞
賛
す
る
た
め
に
表
明
さ
れ
た
。
し
か
し
ま
た
、
決
定
を
下
す
こ
と
や
特
定
の
要
求
を
押
し
通
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
場

合
に
は
、
集
会
や
人
だ
か
り
の
中
（
特
に
劇
場
の
中
や
裁
判
所
）
に
お
い
て
も
喝
采
は
表
明
さ
れ
た
。
こ
の
歓
呼
は
決
し
て
ど
う
で
も
よ
い

も
の
と
は
見
做
さ
れ
ず
、
場
合
に
よ
っ
て
は
法
的
意
味
を
も
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
歓
呼
が
記
録
さ
れ
る
と
い
う
こ
と
は
珍
し
い
こ
と
で
は
な

か
っ

（
（4
（

た
」。

　

す
な
わ
ち
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
に
よ
れ
ば
、
喝
采
と
は
、
端
的
に
言
う
な
ら
ば
「
多
数
の
群
衆
に
よ
る
歓
呼
」
で
あ
る
。
こ
う
し
た
喝
采
に
つ
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い
て
、
本
章
冒
頭
で
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
『
新
約
聖
書
』
に
お
け
る
使
徒
行
録
十
九
章
を
例
に
と
り
説
明
す
る
。
こ
こ
で
は
、
エ
フ
ェ
ソ
の
銀

細
工
師
が
そ
こ
で
布
教
活
動
を
行
っ
て
い
た
パ
ウ
ロ
に
対
し
て
反
感
を
抱
き
、
引
き
起
こ
し
た
一
連
の
騒
動
が
物
語
ら
れ
る
。
銀
細
工
師
デ

メ
テ
リ
オ
は
、
物
神
崇
拝
を
否
定
す
る
パ
ウ
ロ
の
教
説
を
攻
撃
し
、
パ
ウ
ロ
は
彼
ら
エ
フ
ェ
ソ
人
が
崇
拝
す
る
女
神
ア
ル
テ
ミ
ス
と
そ
の
神

殿
を
侮
辱
し
て
い
る
と
演
説
し
た
。
こ
う
し
た
デ
メ
テ
リ
オ
の
発
言
は
、
群
衆
の
怒
り
を
誘
っ
て
彼
ら
を
扇
動
す
る
こ
と
に
成
功
し
、
群
衆

は
劇
場
に
突
入
す
る
。
第
二
十
八
節
お
よ
び
第
三
十
四
節
で
は
群
衆
が
「
偉
大
な
る
か
な
、
エ
フ
ェ
ソ
人
の
ア
ル
テ
ミ
ス
」
と
叫
ん
だ
と
い

う
こ
と
が
記
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
劇
場
の
中
で
群
衆
は
、
一
斉
に
二
時
間
あ
ま
り
「
偉
大
な
る
か
な
、
エ
フ
ェ
ソ
人
の
ア
ル
テ
ミ
ス
」

と
叫
び
続
け
た
と
言

（
（4
（

う
。

　

こ
の
よ
う
に
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
、
喝
采
の
典
型
的
事
例
と
し
て
新
約
聖
書
に
お
け
る
使
徒
行
録
を
挙
げ
る
が
、
喝
采
は
元
来
、
キ
リ
ス
ト

教
に
由
来
す
る
も
の
で
は
な
い
と
論
じ
る
。
そ
の
起
源
は
、
キ
リ
ス
ト
教
以
前
の
時
代
に
お
け
る
東
洋
の
諸
国
、
特
に
セ
ム
な
い
し
は
イ
ラ

ン
に
あ
り
、
国
王
を
賞
賛
し
そ
の
統
治
の
継
続
を
願
う
歓
呼
と
し
て
喝
采
の
現
象
が
見
出
さ
れ
る
と
言
う
。
国
王
の
戴
冠
に
際
し
て
、
ペ
ル

シ
ア
で
は
喝
采
が
行
わ
れ
、
イ
ス
ラ
エ
ル
に
お
い
て
は
「
国
王
万
歳
（Es lebe der K

önig

）」
や
「
永
遠
に
（für im

m
erda

）」
と
叫
ば

れ
た
と
言

（
（4
（

う
。

　

さ
ら
に
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
、
古
代
世
界
に
お
け
る
碑
文
の
解
読
を
通
じ
て
、
喝
采
の
特
徴
を
次
の
よ
う
に
記
述
し
た
。
第
一
に
、「
喝
采

を
引
き
起
こ
す
も
の
」は
、「
奇
跡（W

under

）」で
あ
っ
た
。「
自
ら
の
目
で
見
た
」奇
跡
は
、「
感
嘆
や
驚
嘆
、信
仰
告
白
の
叫
び
声（A

usruf

）

を
引
き
起
こ
す
」
も
の
で
あ
っ

（
（4
（

た
。
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
、
福
音
書
は
喝
采
を
引
き
起
こ
す
奇
跡
に
対
す
る
感
嘆
の
念
を
持
た
な
い
と
い
う
点

で
、
福
音
書
は
「
真
の
喝
采
」
を
持
た
な
い
と
言
う
。「
福
音
書
に
お
い
て
は
、
奇
跡
に
対
す
る
感
嘆
と
並
び
、
新
た
な
教
説
（Lehre

）

に
対
す
る
感
嘆
が
強
く
際
立
っ
て
い

（
（5
（

る
」。

　

第
二
に
、喝
采
の
本
来
の
目
的
は
「
扇
動
（Propaganda

）」
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、奇
跡
に
つ
い
て
語
る
説
話
（W

undererzährung

）
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の
中
で
、「
喝
采
と
い
う
定
式
」
は
「
と
り
わ
け
扇
動
と
い
う
目
的
に
奉
仕
す
べ
き
も

（
（5
（

の
」
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
た
。「
喝
采
に
は
布
教
と
い

う
使
命
が
割
当
て
ら
れ
て
い
た
と
い
う
こ
と
を
見
誤
っ
て
は
な
ら
な

（
（5
（

い
」。

（
四
）
シ
ュ
ミ
ッ
ト
民
主
主
義
論
に
と
っ
て
の
喝
采
概
念
の
意
義

　

ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
は
、「
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
か
ら
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
導
き
だ
し
た
帰

（
（5
（

結
」
を
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。「
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は

ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
か
ら
、「
人
民
」
と
「
喝
采
」
は
密
接
な
関
係
に
あ
る
力
で
あ
る
と
い
う
帰
結
を
導
き
だ
し

（
（5
（

た
」。
す
な
わ
ち
『
人
民

投
票
と
人
民
請
願
』に
見
出
さ
れ
る
記
述
─
─「
喝
采
は
あ
ら
ゆ
る
政
治
社
会
に
お
け
る
永
続
す
る
現
象
で
あ
る
。人
民
の
な
い
国
家
は
な
く
、

喝
采
を
欠
く
人
民
は
な
い
」─
─
は
、古
代
世
界
に
お
け
る
群
衆
の
喝
采
に
関
す
る
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
に
由
来
す
る
こ
と
を
指
摘
し
た
。

さ
ら
に
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
「
人
民
、
喝
采
、
公
共
性
の
相
関
関
係
」
に
対
す
る
認
識
を
も
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
か
ら
得
た
と
論
じ
る
。
ニ

ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
に
よ
れ
ば
、「
人
民
、喝
采
、公
共
性
の
相
関
関
係
」
は
、ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
に
よ
り
『
ヘ
イ
ス
・
テ
オ
ス
』
以
来
論
じ
ら
れ
た
「
古

代
の
エ
ク
レ
シ
ア
概
念
の
構
造
」
に
対
応
す
る
も
の
で
あ

（
（5
（

る
。

　

こ
う
し
た
理
論
的
継
承
を
経
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
人
民
と
喝
采
の
関
係
を
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。「
人
民
が
未
だ
存
在
す
る
と
こ
ろ
、

人
民
が
観
衆
と
し
て
競
争
路
に
実
際
に
集
合
し
て
い
る
場
合
で
あ
れ
、
政
治
生
活
の
徴
候
を
表
し
て
い
る
場
合
で
あ
れ
、
人
民
が
存
在
す
る

と
こ
ろ
で
は
ど
こ
で
あ
れ
、
人
民
は
喝
采
を
通
じ
て
そ
の
意
志
を
表
明
す
る

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

。
実
際
、
そ
の
よ
う
な
喝
采
を
放
棄
し
う
る
よ
う
な
国
家
制
度

は
存
在
し
な
い
の
で
あ
る
。
絶
対
君
主
も
ま
た
、人
垣
を
成
し
て
歓
声
を
上
げ
る
彼
の
人
民
の
う
ち
の
多
数
者
を
必
要
と
す
る
。
喝
采
と
は
、

あ
ら
ゆ
る
政
治
的
共
同
体
に
お
い
て
永
続
す
る
現
象
で
あ
る
〔
傍
点
は
引
用
者
に
よ
る
〕」（V

V
:52

）。

　

さ
ら
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
喝
采
は
心
理
的
な
い
し
精
神
的
現
象
で
は
な
く
、「
政
治
的
な
現
象
、
国
法
学
上
の
現
象
」
で
あ
る
と
論
じ
る
。

「
ヘ
ネ
ル
に
よ
れ
ば
、
法
律
は
法
共
同
体
に
参
与
す
る
者
の
「
承
認
（A

nerkennung
）」
に
基
づ
く
。
こ
の
承
認
も
ま
た
、
常
に
、「
人
民
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が
承
認
す
る
も
の
が
法
律
で
あ
る
」
と
い
う
こ
と
を
認
識
し
、
あ
る
い
は
表
現
し
た
も
の
で
あ
る
」。
た
だ
し
、「
こ
う
し
た
解
釈
に
お
け
る

誤
謬
は
、
あ
ら
ゆ
る
法
的
現
象
の
基
礎
（
私
は
Ｊ
．Ｓ
．ミ
ル
の
こ
の
表
現
を
意
図
的
に
用
い
て
い
る
の
で
あ
る
が
）
を
精
神
的
諸
現
象
（
人

民
の
法
意
識
や
時
代
の
倫
理
観
な
ど
）
に
見
出
す
、
と
い
う
典
型
的
に
自
由
主
義
的
な
心
理
化
で
あ
る
」。
こ
う
し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
ヘ

ネ
ル
の
法
律
解
釈
に
お
け
る
「
心
理
化
」
を
批
判
す
る
も
の
の
、「
人
民
が
承
認
す
る
も
の
が
法
律
で
あ
る
」
と
す
る
見
解
に
つ
い
て
は
肯

定
的
に
捉
え
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、「
論
じ
る
価
値
が
あ
る
も
の
は
、
人
民
が
喝
采
す
る
も
の
は
全
て
法
律
で
あ
る
、
と
い
う
命
題

で
あ
ろ
う
。
と
い
う
の
も
、
喝
采
は
心
理
的
現
象
で
は
な
く
、
政
治
的
な
現
象
、
国
法
上
の
現
象
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。」（V

V
:70f. A

nm
. 

62

）。
そ
の
上
で
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、喝
采
こ
そ
が「
あ
ら
ゆ
る
人
民
に
と
っ
て
最
も
自
然
に
適
っ
た
、決
し
て
譲
渡
で
き
な
い
権
利
」（V

V
:75

）

で
あ
る
と
述
べ
る
。

　

以
上
に
見
た
よ
う
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
に
よ
り
再
発
見
さ
れ
た
喝
采
概
念
の
意
義
を
認
め
、
こ
れ
を
民
主
主
義
論
に
適
用

し
た
。
た
だ
し
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
る
喝
采
概
念
の
理
解
は
一
面
的
な
も
の
で
あ
り
、
彼
に
よ
り
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
が
不
当
に
利
用
さ

れ
た
こ
と
、
す
な
わ
ち
悪
用
さ
れ
た
の
だ
と
い
う
こ
と
を
、
ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
は
指
摘
す
る
。
ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
に
よ
れ
ば
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ

ン
自
身
に
と
っ
て
の
研
究
の
目
的
は
、「
ヘ
レ
ニ
ズ
ム
の
政
治
（Polis

）
構
造
の
ル
ネ
サ
ン
ス
」
を
も
た
ら
す
こ
と
、
す
な
わ
ち
「
今
日
の

教
会
理
解
の
た
め
に
、ヘ
レ
ニ
ズ
ム
の
政
治
構
造
を
再
発
見
し
、成
果
を
生
み
出
す
」
こ
と
で
あ
っ
た
。
し
か
し
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、ペ
ー
タ
ー

ゾ
ン
に
よ
り
「
再
発
見
さ
れ
た
古
代
の
民
主
主
義
の
形
式
」
と
し
て
の
喝
采
を
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
と
は
異
な
り
、「
帝
国
的
（im

perial

）」

な
も
の
と
し
て
理
解
し
、「
ヴ
ァ
イ
マ
ル
共
和
国
の
自
由
主
義
的
、
議
会
主
義
的
民
主
主
義
に
対
抗
し
て
、
論
争
的
に
」
使
用
し
た
。「
シ
ュ

ミ
ッ
ト
に
よ
り
宣
伝
さ
れ
た
喝
采
民
主
主
義
は
、
独
裁
の
可
能
性
を
完
全
に
含
む
も
の
で
あ

（
（5
（

る
」
が
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
が
用
い
た
喝
采
概
念
と

ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
成
果
と
し
て
の
古
代
の
喝
采
と
い
う
概
念
な
い
し
形
式
は
、
本
質
的
に
異
な
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
に
し
て

ニ
ヒ
ト
ヴ
ァ
イ
ス
は
、
喝
采
を
中
心
と
し
た
民
主
主
義
論
の
形
成
に
際
し
て
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
自
身
に
は
い
か
な
る
責
任
も
な
い
こ
と
を
強
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調
す
る
の
で
あ
る
。

第
三
節　

民
主
主
義
論
の
変
容
─
─
指
導
者
と
人
民

（
一
）
民
主
主
義
に
お
け
る
指
導
者
と
人
民

　

以
上
に
見
た
よ
う
に
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
人
民
は
政
務
官
の
提
示
し
た
問
い
に
対
し
て
是
か
非
か
で
回
答
す
る
能
力
を
し
か
持
た
な
い
受
動

的
存
在
で
あ
る
と
す
る
認
識
を
モ
ム
ゼ
ン
か
ら
、ま
た
喝
采
は
民
主
的
な
政
治
的
意
志
の
表
明
手
段
と
し
て
人
民
の「
譲
渡
で
き
な
い
権
利
」

で
あ
る
と
す
る
認
識
を
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
か
ら
得
た
。
こ
れ
ら
の
理
論
的
認
識
を
独
自
に
結
合
さ
せ
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
「
指
導
者
」
な
い
し
は

指
導
者
の
提
起
す
る
「
提
案
の
内
容
」
に
対
す
る
喝
采
こ
そ
が
民
主
主
義
で
あ
る
と
主
張
す
る
。「
人
民
は
一
人
の
指
導
者
に
対
し
て
喝
采

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

す
る

3

3

。
人
々
の
群
衆
（
こ
こ
で
は
人
民
と
同
一
で
あ
る
）
は
、
最
高
軍
司
令
官
あ
る
い
は
イ
ン
ペ
ラ
ト
ル
〔
古
代
ロ
ー
マ
の
最
高
軍
司
令
官

─
─
引
用
者
〕
に
喝
采
す
る
。
人
民
同
胞
あ
る
い
は
ラ
ン
ト
共
同
体
の
「
観
衆
」
は
一
つ
の
提
案
に
喝
采
す
る
（
そ
の
際
に
本
来
、
核
心
に

お
い
て
指
導
者
に
喝
采
す
る

3

3

3

3

3

3

3

3

の
か
、
な
い
し
は
提
案
の
内
容
に
喝
采
す
る

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

の
か
と
い
う
問
題
は
未
だ
解
明
さ
れ
て
い
な
い
）。
人
民
は
歓
声

を
上
げ
る
か
打
倒
を
叫
び
、
歓
呼
す
る
か
不
平
を
言
う
〔
傍
点
強
調
は
引
用
者
に
よ
る
〕」（V

V
:51f

）。

　

そ
し
て
、
民
主
主
義
に
お
け
る
指
導
者
と
人
民
の
関
係
を
次
の
よ
う
に
説
明
す
る
。

　
「
民
主
主
義
的
国
法
の
法
学
的
認
識
に
と
り
、
人
民
の
意
志
表
明
に
つ
い
て
の
憲
法
に
適
合
し
た
特
定
の
手
続
き
は
、
表
明
の
内
容
を
特

定
の
可
能
性
へ
と
制
限
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
こ
と
が
判
明
す
る
。
直
接
的
に
現
前
す
る
大
衆
（M

asse

）
と
し
て
喝
采
す
る
人
民
は
、

い
か
な
る
提
案
に
つ
い
て
も
意
見
を
表
明
し
う
る
。
そ
の
際
に
、
人
民
が
学
問
的
・
技
術
的
な
専
門
家
の
役
割
を
演
じ
る
な
ど
と
い
う
思
い

違
い
を
誰
も
考
え
つ
く
こ
と
は
な
い
。
人
民
は
一
人
の
指
導
者
を
信
任
し

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

（vertrauen
）、指
導
者
と
の
連
帯

3

3

3

3

3

3

3

（Zusam
m

engehörigkeit

）
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と
統
一
性

3

3

3

3

（Einheit

）
の
政
治
的
意
識
か
ら
、
そ
の
提
案
に
同
意
す
る
。

3

3

3

3

3

3

3

33

3

3

3

3

3

3

3

3

33

人
民
は
政
治
生
活
の
基
準
と
な
る
担
い
手
と
し
て
、
特
殊
に
政

治
的
な
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
お
い
て
現
れ
る
。
そ
し
て
不
撓
不
屈
の
政
治
的
本
能
を
も
ち
、
友
と
敵
を
区
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
限
り
、
人
民
の

決
定
は
常
に
正
し
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、秘
密
投
票
手
続
き
に
お
い
て
は
、普
及
し
た
、典
型
的
に
自
由
主
義
的
な
誤
謬
は
明
白
で
あ
る
。
個
々

の
有
権
者
は
事
実
的
な
個
別
的
問
題
に
つ
い
て
、
事
実
的
・
技
術
的
判
断
を
下
さ
ね
ば
な
ら
ず
、
し
た
が
っ
て
あ
ら
ゆ
る
可
能
な
事
柄
に
つ

い
て
自
立
し
た
判
断
を
行
う
よ
う
教
育
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
結
果
、
全
市
民
は
完
璧
な
政
治
家
や
英
雄
的
兵
士
と
な
る
だ
け
で

は
な
く
、普
遍
的
専
門
家（U

niversal-Sachverständiger

）と
も
な
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
れ
は
民
主
主
義
で
は
な
い
で
あ
ろ
う
し
、

理
想
と
し
て
論
じ
る
価
値
す
ら
な
い
も
の
で
あ
る
だ
ろ
う
。
他
方
で
、
今
日
に
お
い
て
、
秘
密
投
票
手
続
き
の
観
点
か
ら
、
何
が
人
民
の
特

殊
な
可
能
性
で
あ
る
か
と
い
う
問
い
が
立
て
ら
れ
る
〔
傍
点
強
調
は
引
用
者
に
よ
る
〕」（V

V
:54

）。

　

以
上
に
見
た
よ
う
に
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、民
主
主
義
に
お
い
て
は「
人
民
は
一
人
の
指
導
者
に
対
し
て
喝
采
す
る
」、そ
し
て
具
体
的
に
は「
人

民
は
一
人
の
指
導
者
を
信
任
し
、
指
導
者
と
の
連
帯
と
統
一
性
と
い
う
政
治
的
意
識
か
ら
、
そ
の
提
案
に
同
意
す
る
」
と
理
解
し
て
い
た
の

で
あ
る
。

（
二
）「
人
民
の
意
志
と
同
一
化
す
る
」
少
数
派
に
よ
る
支
配
の
可
能
性

　

民
主
主
義
と
は
指
導
者
な
い
し
指
導
者
の
提
案
に
対
す
る
人
民
の
喝
采
で
あ
る
、
と
す
る
上
述
の
認
識
と
共
に
、
決
し
て
組
織
さ
れ
ず
、

形
式
化
さ
れ
な
い
、
常
に
「
直
接
性
」
の
う
ち
に
あ
る
存
在
と
し
て
の
人
民
観
が
示
さ
れ
る
。
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
よ
れ
ば
、
決
し
て
組
織
さ
れ

ず
、
形
式
化
さ
れ
な
い
と
い
う
人
民
の
特
性
か
ら
、「
民
主
主
義
の
直
接
性
は
、
直
接
的
で
あ
る
こ
と
を
や
め
る
こ
と
な
し
に
は
組
織
さ
れ

な
い
」。
全
て
の
権
限
を
も
ち
、
意
志
表
明
を
行
う
人
民
が
、
秘
密
個
別
投
票
の
方
法
に
し
た
が
っ
て
余
す
と
こ
ろ
な
く
形
式
化
さ
れ
る
と

し
た
ら
、
そ
う
し
た
人
民
は
「
人
民
と
し
て
は
消
え
失
せ
、
自
己
自
身
に
対
す
る
政
務
官
と
な
る
。
こ
れ
は
自
己
に
お
け
る
矛
盾
で
あ
る
。
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こ
こ
に
直
接
あ
る
い
は
純
粋
民
主
主
義
の
自
然
な
限
界
が
存
す
る
」。
と
い
う
の
も
、「
余
す
と
こ
ろ
な
く
形
式
化
さ
れ
た
人
民
」
は
そ
れ
が

本
来
も
つ
と
こ
ろ
の
「
力
（Größe und K

raft

）」
を
失
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
は
「
あ
ら
ゆ
る
人
民
に
と
り
最
も
自
然
に
適
い
、

決
し
て
譲
渡
で
き
な
い
権
利
す
ら
、す
な
わ
ち
喝
采
す
ら
」人
民
か
ら
取
り
去
っ
て
し
ま
う
こ
と
を
意
味
す
る（V

V
:75

）。
た
だ
し
シ
ュ
ミ
ッ

ト
は
、
次
の
よ
う
に
付
言
し
、
人
民
が
制
定
さ
れ
た
も
の
を
超
越
し
た
力
で
あ
り
続
け
る
こ
と
を
指
摘
す
る
。「
政
治
的
社
会
的
現
実
に
お

い
て
、
あ
ら
ゆ
る
人
民
は
、
政
治
的
に
実
存
す
る
限
り
、
そ
の
形
式
的
権
限
が
全
て
膨
張
し
て
い
る
と
し
て
も
、
本
質
的
に
は
常
に
、
そ
の

よ
う
な
個
別
投
票
を
超
越
し
た
力
（Größe

）
と
し
て
存
立
し
続
け
る
の
で
あ
る
」。

　

そ
し
て
、
こ
う
し
た
人
民
の
特
性
ゆ
え
に
こ
そ
、
少
数
派
に
よ
る
支
配
が
民
主
主
義
的
に
正
当
化
さ
れ
う
る
の
だ
と
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
指
摘

す
る
。「
数
の
点
で
の
少
数
派
も
ま
た
人
民
と
し
て
振
る
舞
い
、世
論
を
支
配
し
う
る
」（V

V
:76

）可
能
性
が
生
じ
る
。
こ
う
し
た
可
能
性
は
、

少
数
派
が「
政
治
的
に
意
志
を
喪
失
し
て
い
る
か
、無
関
心
な
多
数
派
に
対
し
て
、真
の
政
治
的
意
志
を
有
し
て
い
る
」と
き
に
生
じ
う
る
。「
ま

さ
に
法
的
に
組
織
さ
れ
て
い
な
い
者
が
、
少
数
派
に
対
し
て
、
自
ら
を
直
接
的
に

3

3

3

3

人
民
で
あ
る
と
称
し
、
自
ら
の
意
志
を
人
民
の
意
志
と
同

一
化
す
る
（identifizieren

）
た
め
の
優
越
性
と
政
治
的
可
能
性
を
与
え
る
の
で
あ
る
」。
歴
史
的
経
験
に
鑑
み
る
と
、
事
後
的
に
投
票
を

行
う
こ
と
に
よ
り
、
少
数
派
は
「
投
票
に
お
い
て
多
数
派
で
あ
る
、
意
志
を
も
た
な
い
大
衆
」
の
票
を
獲
得
す
る
こ
と
に
成
功
し
う
る
が
、

こ
の
場
合
、投
票
は
単
な
る
「
形
式
的
儀
礼
（Form

alität
）」
に
過
ぎ
な
い
。「
こ
の
と
き
人
民
と
は
、矛
盾
な
く
人
民
と
し
て
振
る
舞
い
、

し
た
が
っ
て
具
体
的
に
は
、
す
な
わ
ち
政
治
的
社
会
的
現
実
に
お
い
て
誰
が
人
民
と
し
て
行
動
す
る
の
か
を
決
定
す
る
者
」
を
意
味
す
る
。

つ
ま
り
、
そ
の
よ
う
な
者
で
あ
る
な
ら
ば
、
人
民
と
は
「
い
か
な
る
複
数
者
で
も
あ
り
う
る
」（Ebd.

）。

　

し
た
が
っ
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
、
民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
の
本
質
的
特
性
か
ら
、
矛
盾
な
く
人
民
と
し
て
振
る
舞
う
こ
と
の
で
き
る
者
、

す
な
わ
ち
「
自
ら
を
直
接
的
に
人
民
で
あ
る
と
称
し
、
自
ら
の
意
志
を
人
民
の
意
志
と
同
一
化
す
る
」
者
に
よ
る
支
配
の
可
能
性
が
導
出
さ

れ
る
の
だ
と
論
じ
る
。
そ
し
て
こ
う
し
た
支
配
は
、
彼
ら
が
自
ら
の
意
志
を
人
民
の
意
志
と
同
一
化
す
る
こ
と
に
成
功
す
る
限
り
、
い
か
な
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る
複
数
者
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
て
も
、
少
数
派
に
よ
る
も
の
で
あ
っ
て
も
、
民
主
主
義
的
に
正
統
化
さ
れ
う
る
と
指
摘
す
る
の
で
あ
る
。
こ

れ
は
、
人
民
の
意
志
を
究
極
的
根
拠
と
し
、
人
民
と
の
同
一
化
を
支
配
の
根
拠
と
す
る
、
一
九
二
一
年
の
『
独
裁
』
以
来
論
じ
ら
れ
た
主
権

独
裁
の
論
理
で
あ
る
。
本
稿
第
四
章
に
お
い
て
、
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
民
主
主
義
論
は
主
権
独
裁
の
論
理
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
で
形
成
さ
れ
た
と

論
じ
た
が
、
こ
の
こ
と
は
『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
に
お
い
て
も
継
承
さ
れ
て
い
る
と
言
え
る
。

（
１
）V

gl. R. M
ehring, Carl Schm

itt. A
ufstieg und Fall, M

ünchen 2009, S.198.

（
２
）
長
野
晃
、「
カ
ー
ル
・
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
均
衡
理
論
：
リ
ベ
ラ
リ
ズ
ム
と
デ
モ
ク
ラ
シ
ー
の
分
離
と
結
合
」、『
政
治
思
想
研
究
』
第
十
五
号
、
風

行
社
、
二
〇
一
五
年
、
二
九
三
─
二
九
八
頁
を
参
照
。

（
３
）
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
伝
記
を
著
し
た
メ
ー
リ
ン
グ
は
、「
直
接
民
主
主
義
に
お
け
る
人
民
概
念
は
ロ
ー
マ
国
法
に
お
け
る
「
人
民
とM

agistrat

」

の
対
立
へ
と
還
元
さ
れ
、
喝
采
概
念
に
つ
い
て
エ
ー
リ
ク
・
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
研
究
が
引
用
さ
れ
た
」
こ
と
に
言
及
し
て
い
る
が
（M

ehring, 
a.a.O

., S.199.

）、
次
に
述
べ
る
テ
オ
ド
ア
・
モ
ム
ゼ
ン
に
よ
る
ロ
ー
マ
国
法
研
究
か
ら
の
継
承
関
係
や
こ
れ
が
民
主
主
義
論
に
与
え
た
意
義
に

つ
い
て
は
十
分
に
論
じ
て
い
な
い
。

（
４
）
な
おm

agistratus

の
語
源
で
あ
る
ラ
テ
ン
語m

agister

は
、m

agister populi

と
い
う
で
成
句
で
「
独
裁
者
（D

ictator

）
の
称
号
」
を

意
味
す
る
（O

xford Latin D
ictionary, edited by P. G. W

. Glare, second edition, volum
e II. M

-Z, O
xford U

niversity Press, P. 
1168.

）。

（
５
）A

usführiches L
ateinisch-D

eutsches H
andw

örterbuch, A
us den Q

uellen zusam
m

engetragen und m
it besonderer 

Bezugnahm
e auf Synonym

ik und A
ntiquitäten unter Berücksichtigung der besten H

ilfsm
ittel, ausgearbeitet von K

arl 
Ernst Georges, 11. A

uflage, N
achdruck der achten verbesserten und verm

ehrten A
uflage von H

einrich Georges, Zw
eiter 

Band, Basel, 1962, S.762f.

（
６
）D

uden. D
as H

erkunftsw
örterbuch. E

tym
ologie der deutschen Sprache, 4. neu bearbeitete A

uflage, H
erausgegeben von 
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der D
udenredaktion, A

uf der Grundlage der neuen am
tlichen Rechtschreibregeln, D

uden Band 7, M
annheim

, Leipzig, 
W

ien, Zürich S.500.
（
７
）O

nom
asticon P

hilosophicum
, L

atinoteutonicum
 et T

eutonicolatinum
, ediderunt K

en A
so, M

asao K
urosaki, T

anehisa 
O

tabe, Shiro Y
am

auchi, T
okyo 1989, S.216.

（
８
）T

heodor M
om

m
sen, R

öm
isches Staatsrecht, erster Band, unveränderter, photom

echanischer N
achdruck der dritten 

A
uflage, Basel 1952, S.7.

（
９
）
ロ
ー
マ
共
和
政
の
国
家
制
度
に
お
け
る
政
務
官
の
種
類
と
そ
の
特
徴
に
つ
い
て
は
、
村
上
淳
一
、
石
井
紫
郎
訳
、
Ｊ
．ブ
ラ
イ
ケ
ン
『
ロ
ー
マ

の
共
和
政
』
山
川
出
版
社
、
一
九
八
四
年
、
七
七
頁
以
下
を
参
照
。

（
10
）
本
稿
で
は
、
Ｊ
．ブ
ラ
イ
ケ
ン
『
ロ
ー
マ
の
共
和
政
』
村
上
淳
一
・
石
井
紫
郎
訳
（
山
川
出
版
社
、
一
九
八
四
年
）
に
倣
い
、m

agistratus

を
「
政
務
官
」
と
訳
す
こ
と
と
す
る
。

（
11
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.7.

（
12
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.8.

（
13
）Ebd.

（
14
）Ebd.

（
15
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.9.

（
16
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.9f.

（
17
）T

heodor M
om

m
sen, R

öm
isches Staatsrecht, dritter Band, 1. T

eil, unveränderter, photom
echanischer N

achdruck der 
dritten A

uflage, Basel 1952, S.300.

（
18
）Ebd.

（
19
）Ebd.

（
20
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.301.

（
21
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.302.

（
22
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.302.
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（
23
）T

heodor M
om

m
sen, A

briss des röm
ischen Staatsrecht, Leipzig 1893, S.81.

（
24
）Ebd.

（
25
）M

om
m

sen, R
öm

isches Staatsrecht, dritter Band, 1.T
eil, S.302.

（
26
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.303.

（
27
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.303.

（
28
）Ebd.

（
29
）M

om
m

sen, a.a.O
., S.304.

（
30
）『
人
民
投
票
と
人
民
請
願
』
に
お
い
て
直
接
民
主
主
義
を
考
察
す
る
中
で
引
用
さ
れ
た
他
の
思
想
家
、
す
な
わ
ち
「
世
論
」
に
関
す
る
記
述
に

お
い
て
言
及
さ
れ
た
ヴ
ァ
ル
タ
ー
・
リ
ッ
プ
マ
ン
（『
幻
の
公
衆
』、
一
九
二
五
年
）
や
ロ
ー
レ
ン
ス
・
ロ
ー
ウ
ェ
ル
（『
世
論
と
人
民
政
府
』、

一
九
二
一
年
版
）、
ま
た
前
節
で
検
証
し
た
テ
オ
ド
ア
・
モ
ム
ゼ
ン
（『
ロ
ー
マ
国
法
』）
に
つ
い
て
は
、『
憲
法
論
』
に
お
い
て
も
著
者
を
明
示

し
つ
つ
論
及
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
考
え
る
な
ら
ば
、
こ
れ
は
シ
ュ
ミ
ッ
ト
に
と
り
異
例
で
あ
る
と
言
え
る
。

（
31
）H

asso H
ofm

ann, Legitim
ität gegen Legalität. D

er W
eg der politischen Philosophie , Berlin 1992, S.150.

（
32
）
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
『
政
治
的
問
題
と
し
て
の
一
神
教
』（
一
九
三
五
年
）
に
お
い
て
、
政
治
神
学
は
ユ
ダ
ヤ
教
や
三
位
一
体
説
を
否
定
す
る
異

教
の
土
壌
の
上
で
の
み
存
在
可
能
で
あ
り
、
キ
リ
ス
ト
教
に
お
い
て
政
治
神
学
は
不
可
能
で
あ
る
と
主
張
し
、「
政
治
神
学
は
一
掃
さ
れ
た
」
と

し
て
シ
ュ
ミ
ッ
ト
の
政
治
神
学
を
批
判
し
た
。
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
の
没
後
、シ
ュ
ミ
ッ
ト
は
自
ら
の
政
治
神
学
に
関
す
る
理
論
を
擁
護
す
る
た
め
、

す
な
わ
ち
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
に
対
す
る
反
批
判
を
意
図
し
て
『
政
治
神
学
Ⅱ
』
を
執
筆
す
る
。
こ
う
し
た
論
争
の
経
緯
に
つ
い
て
、
ペ
ー
タ
ー
ゾ

ン
の
「
神
学
と
は
何
か
」（
一
九
二
五
年
）、『
政
治
的
問
題
と
し
て
の
一
神
教
』
を
参
照
し
詳
ら
か
に
し
た
、
佐
野
誠
『
ヴ
ェ
ー
バ
ー
と
ナ
チ
ズ

ム
の
間
』、
二
三
三
─
二
四
三
頁
、
参
照
。
た
だ
し
、
こ
こ
で
はH

eis T
heos

の
内
容
や
、
喝
采
概
念
を
め
ぐ
る
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
か
ら
シ
ュ
ミ
ッ

ト
へ
の
継
承
関
係
に
つ
い
て
は
触
れ
ら
れ
て
い
な
い
。

（
33
）
財
政
上
の
理
由
か
ら
、
差
し
当
た
り
教
授
資
格
申
請
論
文
の
一
部
が
公
表
さ
れ
、
全
体
が
出
版
に
至
る
ま
で
に
は
時
間
が
か
か
っ
た
。V

gl., 
Barbara N

ichtw
eiß, E

rik Peterson. N
eue Sicht auf Leben und W

erk, Freiburg, Basel, W
ien 1994, S.282.

（
34
）Erik Peterson, H

eis T
heos : epigraphische, form

geschichtliche und religionsgeschichtliche U
ntersuchungen zur antiken 

"E
in-G

ott"-A
kklam

ation (N
achdruck der A

usgabe von Erik Peterson 1926 m
it Ergänzungen und K

om
m

entaren von 
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C
hristoph M

arkschies, H
enrik H

ildebrandt, B
arbara N

ichtw
eiss u. a.), (H

rsg.) C
hristoph M

arkschies, A
usgew

ählte 
Schriften, Bd. 8, W

ürzburg 2012.
（
35
）V

gl., N
ichtw

eiß, E
rik Peterson. N

eue Sicht auf Leben und W
erk, S.282. V

gl. B. N
ichtw

eiß, „ „A
K

K
LA

M
A

T
IO

N
“: Zur 

Entstehung und Bedeutung von „H
eis T

heos“, in: E
rik Peterson A

usgew
ählte Schriften, Bd. 8, S.613 f.

（
36
）N

ichtw
eiß, “A

kklam
ation”. Zur Entstehung und Bedeutung von “H

eis T
heos”, S.626.

（
37
）N

ichtw
eiß, E

rik Peterson. N
eue Sicht auf Leben und W

erk, S.283.

（
38
）N

ichtw
eiß, “A

kklam
ation”. Zur Entstehung und Bedeutung von “H

eis T
heos”, S.626.

（
39
）N

ichtw
eiß, a.a.O

., S.626. A
nm

. 62. 

（
40
）N

ichtw
eiß, a.a.O

., S.609.

（
41
）N

ichtw
eiß, E

rik Peterson. N
eue Sicht auf Leben und W

erk, S.278.

（
42
）N

ichtw
eiß, a.a.O

., S.283.

（
43
）N

ichtw
eiß, “A

kklam
ation”. Zur Entstehung und Bedeutungvon “H

eis T
heos”, S.619.

（
44
）Ebd.

（
45
）V

gl., N
ichtw

eiß
, E

rik P
eterson. N

eue Sicht auf L
eben und W

erk, S.282. V
gl. N

ichtw
eiß

, „„A
kklam

ation“: Zur 
Entstehung und Bedeutung von „H

eis T
heos“, S.613 f.

（
46
）Erik Peterson, H
eis T

heos, S.141. 

こ
こ
で
ペ
ー
タ
ー
ゾ
ン
は
、
投
票
制
度
に
代
替
す
る
も
の
と
し
て
喝
采
を
位
置
付
け
て
い
る
。「
状
況

に
よ
っ
て
は
、
各
人
が
投
票
す
る
と
い
う
こ
と
は
、
あ
ま
り
に
も
時
間
を
と
る
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、
ま
さ
に
そ
の
た
め
に
喝
采
が
登
場

し
た
の
で
あ
り
、
そ
れ
と
と
も
に
我
々
の
も
と
で
は
馴
染
み
深
い
、
票
の
集
計
の
代
替
物
と
な
っ
た
の
で
あ
る
」。

（
47
）『
新
約
聖
書
』
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
会
聖
書
研
究
会
訳
、
星
共
社
、
一
九
八
〇
年
、
四
七
六
─
四
七
七
頁
。

（
48
）Peterson, a.a.O

., S.142.

（
49
）Peterson, a.a.O

., S.213.

（
50
）Ebd.

（
51
）Ebd.
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（
52
）Ebd.

（
53
）V

gl. N
ichtw

eiß, „A
kklam

ation “: Zur Entstehung und Bedeutung von „H
eis T

heos“, S. 626f.
（
54
）Ebd.

（
55
）N

ichtw
eiß, a.a.O

., S.627.

（
56
）N

ichtw
eiß, a.a.O

., S.628.
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萌
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検
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シ
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ミ
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ニ
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リ
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ズ
ム
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
理
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あ
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方
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三
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サ
イ
バ
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ラ
イ
バ
シ
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、
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係
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セ
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括
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Ａ
Ｉ
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性

　
　

第
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Ａ
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者

　
　

第
二
款　

Ａ
Ｉ
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し
た
プ
ラ
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バ
シ
ー
保
護
・
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的
選
択
補
佐
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第
四
款　

小
括

　

以
上
、
本
節
で
は
、
リ
ベ
ラ
ル
・
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
に
基
づ
く
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
理
論
と
、
サ
イ
バ
ー
時
代
に
お
け
る
そ
の
保
護
基

準
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
て
き
た
。
こ
こ
で
は
小
括
と
し
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
理
論
に
つ
い
て
簡
単
に
振
り
返
る
こ
と
に
し
た
い
。

　

彼
の
議
論
の
そ
も
そ
も
の
出
発
点
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
（
ア
ト
ム
的
個
人
主
義
に
基
づ
く
）
過
剰
保
護
を
控
え
て
、
共
通
善
（
国
家
等

の
恣
意
に
根
差
す
の
で
は
な
く
、
わ
れ
わ
れ
の
、
と
い
う
意
味
で
の
公
共
の
安
全
、
公
衆
衛
生
）
を
達
成
し
つ
つ
、
そ
れ
に
伴
い
生
じ
得
る

私
的
選
択
の
抑
圧
に
つ
い
て
は
可
能
な
限
り
回
避
す
る
方
途
を
模
索
す
る
、と
い
う
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、個
人
が
適
切
に
識
別
さ
れ
、

そ
の
情
報
が
適
切
に
処
理
さ
れ
れ
ば
、安
全
や
公
衆
衛
生
は
劇
的
に
向
上
し
、そ
れ
に
伴
い
各
種
経
済
コ
ス
ト
も
劇
的
に
削
減
可
能
と
な
る
、

し
か
し
な
が
ら
そ
の
よ
う
な
情
報
の
利
活
用
は
、個
人
の
私
的
選
択
を
不
当
に
害
す
る
も
の
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
、と
い
う
も
の
で
あ
る
。

　

そ
の
よ
う
な
問
題
意
識
に
基
づ
く
彼
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
概
念
構
成
は
、
ア
メ
リ
カ
の
判
例
の
分
析
に
基
づ
く
も
の
で
あ
り
な
が
ら
、
次

の
よ
う
に
、
あ
る
種
の
社
会
基
底
的
構
成
に
立
っ
て
い
る
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

第
一
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
、「
詮
索
の
免
除
に
関
す
る
社
会
的
認
可
を
受
け
た
領
域
」
と
定
義
す
る
。
こ
の
よ
う
な

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
観
念
は
、
個
人
が
そ
の
こ
と
に
つ
き
監
視
さ
れ
た
く
な
い
と
考
え
て
い
る
こ
と
を
社
会
が
信
頼
す
る
こ
と
を
根
拠
と
し
て
い

る
。
ま
た
、
第
二
に
、
彼
は
私
的
選
択
を
、「
社
会
の
無
関
心
ゆ
え
に
生
じ
る
個
人
（
あ
る
い
は
集
団
）
の
完
全
な
自
由
」
と
捉
え
る
。
そ

　
　

第
三
款　

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
の
主
張
の
小
括�

（
以
上
、
本
号
）

第
三
章　

若
干
の
考
察
─
─
情
報
の
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
と
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
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の
具
体
例
と
し
て
は
、
学
校
の
選
択
、
生
殖
に
関
す
る
選
択
等
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

つ
ま
り
、エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
枠
組
み
で
は
、善
の
重
要
部
分
す
な
わ
ち
共
有
さ
れ
る
中
心
価
値
に
つ
い
て
は
社
会
が
形
成
し
保
持
す
る
が
、

善
の
か
な
り
の
部
分
は
個
人
の
私
的
選
択
に
も
委
ね
る
と
い
う
形
を
と
る
。
た
だ
し
そ
れ
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
よ
っ
て
十
分
な
透
明
性
が

保
証
さ
れ
る
限
り
に
お
い
て
、
と
い
う
限
定
が
付
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、（
キ
リ
ス
ト
教
右
派
等
の
）
社
会
保
守
主
義
者
は
、
前
者
の
権
能
も
後
者
の
権
能
も
そ
れ
ぞ
れ
最
小
化
し
よ
う
と
し
、（
リ

バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
や
一
部
の
リ
ベ
ラ
ル
が
含
ま
れ
る
）
自
由
尊
重
主
義
者
は
、
前
者
の
み
な
ら
ず
後
者
を
も
最
大
化
し
よ
う
と
す
る
た
め
、

そ
の
概
念
上
の
区
別
は
双
方
に
と
っ
て
あ
ま
り
意
味
を
持
た
な
い
。
こ
の
二
つ
の
権
益
の
間
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
の
が
リ
ベ
ラ
ル
・
コ
ミ
ュ

ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
で
あ
り
、
そ
う
で
あ
る
か
ら
こ
そ
、
こ
の
二
つ
の
法
概
念
の
区
別
の
必
要
性
が
生
じ
る
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
考
え
て
い

る
の
で
あ
る
。

　

こ
の
点
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
想
定
す
る
個
人
像
も
ま
た
、
リ
ベ
ラ
ル
・
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
こ
と
は
注
記
さ

れ
て
よ
い
。
す
な
わ
ち
、
個
人
主
義
的
な
「
強
い
」
自
己
像
や
消
費
活
動
に
お
け
る
恣
意
的
な
選
好
の
想
定
は
現
実
的
で
は
な
く
、
個
人
は

社
会
に
構
造
化
さ
れ
、
そ
の
様
々
な
選
好
も
何
ら
か
の
形
で
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
共
同
決
定
的
な
影
響
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
重
視
す
る
べ
き

な
の
で
あ
る
。
そ
の
う
え
、
単
に
ア
ト
ム
的
自
己
像
を
否
定
し
、
社
会
化
さ
れ
た
自
己
像
を
肯
定
す
る
に
と
ど
ま
ら
ず
、
よ
り
積
極
的
に
、

個
人
は
ま
さ
に
そ
の
社
会
的
で
あ
る
こ
と
に
よ
っ
て
こ
そ
、「
自
然
の
」
人
間
性
と
道
徳
性
の
潜
在
力
が
高
め
ら
れ
る
存
在
で
あ
る
と
捉
え

よ
う
と
い
う
意
図
が
、彼
の
見
解
に
は
含
ま
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
発
想
に
立
つ
が
ゆ
え
に
、エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
想
定
す
る
私
的
選
択
は
、

ア
ト
ム
的
個
人
主
義
者
が
想
定
す
る
自
律
や
自
己
決
定
と
は
、
異
質
な
も
の
で
あ
る
こ
と
に
な
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
よ
う
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
影
響
の
肯
定
的
評
価
に
も
一
定
の
限
界
が
あ
る
。
そ
の
バ
ラ
ン
ス
を
は
か
る
の
が
、（
個

人
の
）
自
律
と
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
）
秩
序
の
「
逆
転
共
生
」
と
い
う
発
想
で
あ
る
。
こ
の
共
生
関
係
の
下
で
は
、自
律
と
秩
序
の
結
合
は
、
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あ
る
程
度
ま
で
は
お
互
い
を
高
め
合
う
と
い
う
関
係
が
あ
り
、
一
方
の
構
成
物
が
優
勢
に
な
る
と
、
そ
れ
に
合
わ
せ
て
他
方
の
構
成
物
も
強

く
な
る
が
、
そ
の
ま
ま
ど
ち
ら
か
一
方
が
優
勢
に
な
り
す
ぎ
る
と
、
他
方
が
弱
体
化
し
、
つ
い
に
は
二
つ
の
構
成
物
の
働
き
が
反
目
す
る
よ

う
に
転
換
す
る
と
い
う
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
よ
る
個
人
の
自
律
の
抑
圧
を
全
く
問
題
視
し
な
い
も

の
で
は
決
し
て
な
い
こ
と
に
も
、
留
意
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

　

さ
て
、
前
述
の
よ
う
な
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
理
解
に
対
し
て
は
、
次
の
よ
う
な
批
判
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

に
は
秘
匿
情
報
の
開
示
以
上
の
も
の
が
含
ま
れ
て
い
る
た
め
、
そ
の
よ
う
な
構
成
は
概
念
と
し
て
狭
す
ぎ
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
こ
の
批

判
に
応
え
る
た
め
か
、
近
時
の
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
理
解
は
、
古
典
的
な
情
報
の
開
示
・
暴
露
の
み
を
問
題
と
す
る
も
の
で
は

な
く
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
考
え
方
の
変
化
を
支
え
る
の
は
、
次
の
よ
う
な
問
題
意
識
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
情
報
の
一
次
的
収
集
か

ら
二
次
的
利
活
用
へ
と
着
眼
点
を
移
行
す
る
必
要
性
が
あ
る
こ
と
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
に
お
け
る
「
住
宅
の
特
権
化
」
と
い
う
発
想
を
捨

て
去
る
必
要
性
が
あ
る
こ
と
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
に
ま
つ
わ
る
、「
公
」（
国
家
）
と
「
私
」（
市
場
）
の
領
域
の
曖
昧
化
を
踏
ま
え
る
必
要
が

あ
る
こ
と
、
以
上
の
三
点
で
あ
る
。

　

第
一
の
必
要
性
の
根
拠
は
、
情
報
の
二
次
的
利
活
用
の
活
発
化
と
悪
用
の
可
能
性
の
増
大
に
よ
り
、
情
報
の
一
次
的
収
集
・
利
用
に
関
す

る
人
々
の
「
同
意
」
の
意
義
が
低
下
し
て
い
る
こ
と
に
求
め
ら
れ
る
。
第
二
の
必
要
性
の
根
拠
は
、「
住
宅
の
特
権
化
」
は
一
方
で
家
庭
内

暴
力
等
、
家
族
の
問
題
を
隠
蔽
し
、
他
方
で
住
宅
を
持
た
な
い
者
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
認
め
な
い
根
拠
と
な
っ
て
き
た
た
め
問
題
が
あ
る
こ

と
に
加
え
、
新
た
な
Ｉ
Ｃ
Ｔ
は
住
宅
の
中
で
あ
ろ
う
と
外
で
あ
ろ
う
と
関
係
な
く
情
報
を
収
集
す
る
た
め
、
問
題
が
一
層
複
雑
に
な
っ
て
い

る
こ
と
に
求
め
ら
れ
る
。
第
三
の
必
要
性
に
つ
い
て
は
、
個
人
に
関
す
る
情
報
の
多
角
的
な
利
活
用
は
今
や
公
私
の
領
域
を
跨
っ
て
な
さ
れ

て
お
り
、
公
私
双
方
の
領
域
の
事
情
が
互
い
に
影
響
を
与
え
る
た
め
、
本
問
題
で
は
公
私
の
領
域
が
密
接
に
絡
ま
り
事
態
が
複
雑
化
し
て
い
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る
こ
と
か
ら
、
こ
の
二
領
域
の
絡
み
合
い
に
対
応
す
る
も
の
と
し
て
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
役
割
が
重
要
と
な
る
と
措
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
に

求
め
ら
れ
る
。

　

以
上
の
よ
う
な
問
題
意
識
に
支
え
ら
れ
る
、
サ
イ
バ
ー
時
代
に
お
け
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
保
護
基
準
は
、
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。

　

ⓐ
単
に
立
法
や
司
法
に
従
う
の
み
な
ら
ず
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
よ
っ
て
共
有
さ
れ
た
社
会
的
価
値
を
も
反
映
す
べ
き
で
あ
る
情
報
の
「
セ

ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
」、ⓑ
情
報
の
単
純
な
「
量
」
と
、情
報
の
種
類
を
示
す
「
帯
域
幅
」、二
つ
の
要
素
で
計
測
さ
れ
る
収
集
さ
れ
た
情
報
の
「
ボ

リ
ュ
ー
ム
」、ⓒ
情
報
の
蓄
積
、突
合
、分
析
、流
通
と
い
っ
た
、プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
る
情
報
の
自
動
処
理
の
程
度
を
示
す
「
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ

ン
」、ⓓ
情
報
収
集
者
が
シ
ス
テ
ム
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
を
し
て
い
る
か
を
評
価
す
る（
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
補
足
的
要
素
と
し
て
の
）

「
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
」、
以
上
の
三
（
プ
ラ
ス
一
）
要
素
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
、
特
に
サ
イ
バ
ー
時
代
に
重
要
と
な
る
要
素
が
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
規
制
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
さ
ら
に
次
の
四
つ
の
規
制

に
分
類
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
第
一
に
、
蓄
積
（
保
管
）
の
規
制
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
ま
ず
、「
情
報
が
蓄
積
さ
れ
る
か
、
す
ぐ
に
消
去
さ

れ
る
か
」
の
判
定
を
し
、
も
し
情
報
が
蓄
積
さ
れ
て
い
た
ら
、「
情
報
が
保
持
さ
れ
る
時
間
の
長
さ
」
を
問
題
と
す
る
。
第
二
に
、
対
照
（
情

報
の
照
ら
し
合
わ
せ
、
突
合
）
の
規
制
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
リ
ン
ク
さ
れ
た
全
て
の
デ
ー
タ
を
一
つ
と
し
て
扱
い
、
情
報
の
集
積
に
制
限
を

課
す
も
の
で
あ
る
。
第
三
に
、
分
析
の
規
制
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
ま
ず
、「
分
析
が
少
し
も
な
さ
れ
て
い
な
い
か
（
未
加
工
の
デ
ー
タ
の
単

な
る
使
用
な
の
か
）」
を
判
定
し
、
さ
ら
に
「
ど
れ
く
ら
い
の
、
ど
の
よ
う
な
種
類
の
新
し
い
情
報
が
分
析
を
通
じ
て
得
ら
れ
た
か
」
を
評

価
す
る
も
の
で
あ
る
。
最
後
に
、
流
通
の
規
制
で
あ
る
。
こ
の
「
流
通
」
の
程
度
を
測
る
要
素
は
、
法
律
や
規
制
に
よ
っ
て
制
限
さ
れ
て
い

る
範
囲
、
共
有
さ
れ
て
い
る
情
報
の
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
そ
の
情
報
を
共
有
し
て
い
る
機
関
の
数
、
以
上
の
三
つ
で
あ
る
。

　

以
上
の
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
い
か
に
し
て
統
御
す
る
か
が
、今
日
で
は
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
に
と
っ
て
重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

そ
こ
で
、
次
節
で
は
、
こ
の
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
侵
害
の
規
制
に
つ
い
て
、
よ
り
詳
細
に
検
討
し
て
い
く
こ
と
に
す
る
。
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第
三
節　

サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
侵
害
の
規
制

　

本
節
で
は
、
こ
れ
ま
で
検
討
し
て
き
た
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
理
解
を
前
提
と
し
て
、
そ
の
侵
害
を
い
か
に
規
制
し
て
い
く
か
、
具
体
的
な
保
護

の
あ
り
方
を
検
討
し
て
い
く
。

　

こ
の
点
、エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、現
行
の
対
策
の
多
く
は
「
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
立
方
体
」（
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、ボ
リ
ュ
ー
ム
、サ
イ
バ
ー
ネ
ー

シ
ョ
ン
）
の
一
面
し
か
み
て
い
な
い
か
、
あ
る
い
は
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
蓄
積
か
、
分
析
か
、
流
通
の
う
ち
、
一
つ
し
か
み
て
お
ら

ず
、
サ
イ
バ
ー
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
体
系
的
な
理
論
を
提
供
し
て
い
な
い
と
批
判
す（

１
）る

。

　

現
代
の
実
情
に
即
し
た
規
制
に
お
い
て
重
要
だ
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
が
主
張
す
る
の
は
、
以
下
の
方
針
で
あ
る
。
第
一
に
、
一
次
的
な
ラ
イ

セ
ン
ス
と
二
次
的
利
活
用
の
規
制
の
逆
転
関
係
、
第
二
に
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
発
見
す
る
た
め
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
情
報
の
利

用
の
禁
止
、
第
三
に
、
公
私
の
区
別
を
超
え
る
（
た
め
に
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
役
割
が
重
要
と
な
る
）
こ
と
、
以
上
の
三
点
で
あ
る
。
こ
の

う
ち
、
第
三
の
も
の
に
つ
い
て
は
第
一
、
第
二
の
も
の
双
方
と
密
接
に
関
わ
っ
て
い
る
た
め
、
こ
こ
で
は
前
二
者
を
中
心
に
検
討
し
つ
つ
、

適
宜
第
三
の
点
に
つ
い
て
も
論
ず
る
こ
と
に
す
る
。

第
一
款　

一
次
的
な
ラ
イ
セ
ン
ス
と
二
次
的
利
活
用
の
規
制
の
逆
転
関
係

　

一
つ
目
の
鍵
と
な
る
原
則
は
、
法
制
度
は
個
人
に
関
す
る
情
報
の
最
初
の
ご
く
短
期
間
的
・
瞬
間
的
な
収
集
に
つ
い
て
は
よ
り
寛
容
に
対

応
し
つ
つ
、（
ａ
）
収
集
の
ボ
リ
ュ
ー
ム
を
よ
り
制
限
す
る
よ
う
に
し
、（
ｂ
）
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
制
限
し
、
統
制
す
る
こ
と
で
、
情

報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
水
準
を
一
定
に
保
つ
と
い
う
こ
と
で
あ（

２
）る

。
つ
ま
り
、
一
次
的
な
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
低
い
情
報
の
収
集
、
サ
イ
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バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
は
、
許
容
範
囲
を
よ
り
広
く
認
め
る
べ
き
で
あ
り
、
処
理
の
結
果
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
高
く
な
っ
た
情
報
の
扱

い
に
つ
い
て
は
、
よ
り
厳
格
な
制
限
を
、
両
者
の
中
間
で
は
、
そ
れ
に
対
応
し
た
中
程
度
の
保
護
を
与
え
る
べ
き
な
の
で
あ
る
。

　

言
い
換
え
る
な
ら
ば
、
サ
イ
バ
ー
時
代
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
原
則
は
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
制
限
す
る
よ
う
効
果
的
に
機
能
し
て
い
る

法
制
度
と
、
規
制
の
枠
内
で
実
施
さ
れ
る
一
次
的
な
収
集
で
あ
れ
ば
よ
り
寛
容
に
対
応
す
る
べ
き
で
あ
り
、
も
し
そ
う
で
な
い
な
ら
ば
、
厳

格
に
対
処
す
べ
き
な
の
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
さ
ら
に
、
以
下
の
よ
う
に
も
い
え
る
。
す
な
わ
ち
、「
パ
ー
ソ
ナ
ル
な
情
報
の
一
次
的
収

集
の
許
可
と
、
二
次
的
利
活
用
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
厳
格
さ
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
相
互
連
関
」
で
あ（

３
）る

。

　

こ
の
原
則
を
追
究
す
る
た
め
に
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
三
要
素
を
複
合
的
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

一　

複
合
的
検
討

　

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
た
め
の
三
要
素
の
複
合
的
検
討
と
し
て
は
、
細
か
く
み
れ
ば
無
限
に
あ
り
得
る
と
も
い
え
る
が
、
お
お
よ
そ
の
組

み
合
わ
せ
と
し
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
次
の
よ
う
な
も
の
を
挙
げ（

４
）る

。

ⓐ
低
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
低
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
道
路
の
料
金
徴
収
所
）

ⓑ
低
な
い
し
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
低
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
通
話
記
録
の
収
集
）

ⓒ
低
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
高
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
消
費
財
の
購
入
）

ⓓ
低
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
高
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
低
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
空
港
の
身
体
検
査
）

ⓔ
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
高
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
ク
ラ
ウ
ド
の
情
報
）

ⓕ
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
高
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
低
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
健
康
に
関
す
る
記
録
）
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ⓖ
低
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
高
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
高
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
Ｃ
Ｉ
Ａ
の
工
作
員
名
の
リ
ー
ク
）

ⓗ
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
高
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
高
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン　
（
例
：
名
簿
屋
の
フ
ァ
イ
ル
の
売
却
）

　

こ
こ
で
は
、
こ
れ
ら
の
う
ち
、
以
下
の
四
場
面
に
つ
い
て
検
討
す
る
。
す
な
わ
ち
、
ⓐ
低
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
サ
イ
バ
ー

ネ
ー
シ
ョ
ン
無
し
、
ⓑ
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
限
定
的
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
、
ⓔ
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ

さ
、
高
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
、
ⓗ
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
高
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
制
限
必
須
、
の
各
場
面
で
あ
る
。

一
─
一　

低
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
無
し
の
場
合

　

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
ま
ず
、
低
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
か
つ
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
し
て
い
な
い
パ
ー
ソ
ナ
ル
な
情
報
の

収
集
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
共
通
善
の
レ
ベ
ル
で
は
、
許
容
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
考
え（

５
）る

。
な
ぜ
な
ら
、
情
報
の
収
集
に
よ
る
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
へ
の
危
害
は
少
な
く
、
共
通
善
へ
の
貢
献
は
し
ば
し
ば
中
程
度
か
ら
高
い
レ
ベ
ル
ま
で
認
め
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
（
こ
こ
で
い
う
許
容

は
、
法
が
そ
れ
を
拒
絶
す
る
特
別
な
理
由
が
な
い
限
り
情
報
の
収
集
を
許
可
す
べ
き
だ
と
い
う
意
味
で
あ
る
）。

　

具
体
例
と
し
て
は
、
有
料
道
路
の
料
金
徴
収
所
、
自
動
車
の
ナ
ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト
、
警
官
の
装
着
用
小
型
カ
メ
ラ
、
空
港
の
荷
物
検
査
、

酒
気
検
査
器
、
一
般
的
な
交
通
取
締
、
ラ
ン
ダ
ム
の
義
務
的
薬
物
検
査
、
保
健
衛
生
安
全
調
査
等
が
挙
げ
ら
れ
る
。
注
意
す
べ
き
は
、
こ
れ

ら
の
例
の
す
べ
て
に
つ
い
て
、
市
民
派
リ
バ
タ
リ
ア
ン
（A

m
erican Civil Liberties U

nion, 

Ａ
Ｃ
Ｌ
Ｕ
）
は
反
対
し
て
い
る
と
い
う
こ

と
で
あ（

６
）る

。

　

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
状
況
の
多
く
の
事
案
に
お
い
て
、
概
し
て
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
は
起
こ
ら
な
い
こ
と
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
。

な
ぜ
な
ら
、
以
上
の
よ
う
な
検
査
は
闇
業
者
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
た
り
す
る
こ
と
は
な
く
、
情
報
収
集
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
技
術
的
な
制
限
が
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あ
っ
た
り
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
す
る
動
機
が
欠
け
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
は
必
ず
し
も
、
判
事
に
よ
る
権
限
授
与
が
な
い
か
ぎ

り
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
が
禁
止
さ
れ
て
い
る
か
ら
そ
う
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
。

　

た
だ
、
今
現
在
こ
の
よ
う
な
情
報
に
つ
い
て
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
て
い
な
い
の
は
、
習
慣
的
・
経
済
的
動
機
か
ら
で
あ
り
、

も
し
デ
ー
タ
・
ブ
ロ
ー
カ
ー
や
報
道
機
関
や
離
婚
専
門
弁
護
士
が
こ
の
よ
う
な
情
報
に
ア
ク
セ
ス
し
よ
う
と
し
た
ら
、
こ
れ
ら
の
動
機
は
簡

単
に
逆
転
し
て
し
ま
う
。
し
か
し
な
が
ら
、
現
在
優
勢
な
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
理
論
に
起
因
す
る
典
型
的
な
立
法
や
判
決
は
、
こ
の
よ
う
な
情
報

の
二
次
的
な
利
用
を
防
止
す
る
す
べ
を
含
ま
な
い
。
そ
こ
で
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
収
集
さ
れ
た
情
報
は
最
初
の
使
用
の
後
、
あ
る
い
は
特

定
の
期
間
の
経
過
後
に
、
た
だ
ち
に
消
去
す
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
共
有
は
禁
止
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
主
張
す（

７
）る

。

　

一
方
で
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
理
論
は
、
量
の
少
な
く
帯
域
幅
の
狭
い
情
報
で
あ
り
な
が
ら
、
共
通
善
（
公
共
の
安
全
、
公
衆
衛
生
）
に
決

定
的
な
貢
献
を
も
た
ら
す
行
政
的
な
安
全
検
査
の
広
範
な
類
型
を
承
認
す（

８
）る

。

　

例
え
ば
、
レ
ス
ト
ラ
ン
で
の
保
健
衛
生
検
査
が
こ
の
類
型
に
当
て
は
ま
る
。
ま
ず
、
保
健
衛
生
検
査
官
に
よ
っ
て
集
め
ら
れ
る
情
報
の
ボ

リ
ュ
ー
ム
は
少
な
い
。
な
ぜ
な
ら
、
こ
の
よ
う
な
調
査
は
年
に
数
回
し
か
な
く
、
収
集
す
る
情
報
も
特
定
の
タ
イ
プ
の
も
の
の
み
だ
か
ら
で

あ
る
。
次
に
、
そ
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
も
低
い
。
実
際
、
そ
の
情
報
の
多
く
は
パ
ー
ソ
ナ
ル
な
も
の
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
最
後
に
、
レ

ス
ト
ラ
ン
が
食
品
衛
生
法
を
順
守
し
て
い
る
限
り
、
そ
の
情
報
の
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
も
必
要
で
は
な
い
。
仮
に
食
品
衛
生
法
に
違
反
し

て
い
た
と
す
る
と
、
そ
の
情
報
は
同
じ
レ
ス
ト
ラ
ン
に
お
け
る
他
の
保
健
衛
生
検
査
の
情
報
と
、
経
過
追
跡
の
た
め
に
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
ト
さ

れ
は
す
る
。
し
か
し
、も
し
公
共
政
策
の
目
的
の
た
め
に
情
報
が
保
管
さ
れ
る
と
し
て
も
、そ
の
識
別
符
号
は
取
り
除
か
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

こ
の
理
論
的
根
拠
づ
け
は
、こ
の
種
の
行
政
的
検
査
を
正
当
と
す
る
裁
判
所
の
多
数
の
異
な
る
理
由
づ
け
よ
り
も
、よ
り
一
貫
し
て
い
て
、

よ
り
シ
ス
テ
マ
テ
ィ
ッ
ク
で
、
よ
り
主
観
的
で
な
い
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
主
張
す（

９
）る

。

　

現
に
、
多
く
の
法
学
者
は
、
特
に
行
政
的
な
検
査
に
関
す
る
法
体
系
（jurisprudence

）
の
複
雑
性
に
つ
い
て
、「
支
離
滅
裂
」
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（incoherent

）、「
測
り
知
れ
な
い
」（abysm

al

）、「
内
容
が
な
い
」（devoid of content

）、「
概
念
上
及
び
理
論
上
の
困
惑
」（conceptual 

and doctrinal em
barrassm

ent

）、「
最
善
の
状
態
で
も
無
秩
序
」（chaotic at best

）
等
と
い
う
表
現
で
、
嘆
き
悲
し
ん
で
い

（
（1
（

る
。

　

し
か
し
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
観
点
で
は
、
少
な
く
と
も
そ
こ
ま
で
の
矛
盾
は
き
た
し
て
い
な
い
と
い
え
る
。

一
─
二　

高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
限
定
的
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
場
合

　

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
あ
る
人
物
に
関
す
る
、
長
期
間
に
わ
た
る
、
帯
域
幅
の
広
い
情
報
の
収
集
は
、
そ
の
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
が
低

く
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
程
度
が
低
い
、
と
く
に
強
力
な
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
手
段
が
と
ら
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
許
容
さ
れ
る

べ
き
で
あ
る
と
す

（
（1
（

る
。
な
ぜ
な
ら
、
そ
の
よ
う
な
ケ
ー
ス
で
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
侵
害
が
限
定
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
場
面
と
し
て
具
体
例
を
挙
げ
る
な
ら
、
携
帯
電
話
の
位
置
情
報
の
追
跡
や
、
Ｇ
Ｐ
Ｓ
追
跡
装
置
の
長
期
間
の
使
用
等
が
挙
げ

ら
れ
よ
う
。
ま
た
、
こ
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
の
発
展
形
と
し
て
考
え
ら
れ
る
の
が
、
持
続
的
監
視
シ
ス
テ
ム
（Persistent Surveillance 

System
, 

Ｐ
Ｓ

（
（1
（

Ｓ
）
や
、
地
域
警
戒
シ
ス
テ
ム
（D

om
ain A

w
areness System

, 

Ｄ
Ａ

（
（1
（

Ｓ
）
で
あ

（
（1
（

る
。
こ
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
は
、
ま
さ

に
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
構
想
の
中
核
を
な
す
技
術
で
あ
る
と
い
え
る
。
こ
こ
で
は
、
こ
れ
ら
二
つ
の
シ
ス
テ
ム
と
そ
れ
に
対
す
る
エ
ツ
ィ
オ
ー

ニ
の
評
価
を
検
討
し
て
い
く
。

　

Ｐ
Ｓ
Ｓ
は
、
軽
飛
行
機
に
超
高
解
像
度
カ
メ
ラ
を
取
り
付
け
て
上
空
か
ら
二
十
五
平
方
マ
イ
ル
（
約
六
十
四
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
）
を
監

視
す
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
そ
の
大
き
な
メ
リ
ッ
ト
は
、
個
人
を
特
定
す
る
よ
う
な
情
報
を
拾
う
こ
と
が
な
い
た
め
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
侵

害
す
る
こ
と
な
く
監
視
活
動
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
点
に
あ
る
。
上
空
か
ら
の
監
視
は
従
来
の
監
視
シ
ス
テ
ム
と
は
違
い
、
対
象
地

域
の
す
べ
て
の
人
の
動
き
を
追
跡
す
る
こ
と
が
で
き
る
一
方
で
、
建
物
の
中
に
入
り
込
む
こ
と
や
個
人
特
定
に
つ
な
が
る
情
報
収
集
は
行
わ

な
い
た
め
、
取
締
り
を
強
化
し
つ
つ
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
の
可
能
性
を
少
な
く
で
き
る
と
い
う
。
同
シ
ス
テ
ム
は
メ
リ
ー
ラ
ン
ド
州
ボ
ル
チ



論　　　説

北法69（2・86）292

モ
ア
、
オ
ハ
イ
オ
州
デ
イ
ト
ン
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
コ
ン
プ
ト
ン
で
試
験
運
用
さ
れ
、
コ
ン
プ
ト
ン
で
は
実
際
に
ひ
っ
た
く
り
犯
の
足
取

り
を
追
う
こ
と
に
成
功
し
て
い

（
（1
（

る
。
ま
た
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、
防
犯
目
的
の
地
域
監
視
だ
け
で
な
く
、
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
等
の
重
要
イ
ン
フ
ラ

や
被
災
地
の
被
害
状
況
の
確
認
等
へ
の
応
用
も
期
待
さ
れ
て
い

（
（1
（

る
。

　

こ
の
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
検
討
は
以
下
の
よ
う
な
も
の
で
あ

（
（1
（

る
。
こ
の
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
に
よ
っ
て
収
集
さ
れ
て
い
る
情

報
の
量
、
そ
の
帯
域
幅
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
程
度
は
、
料
金
徴
収
所
や
、
ス
ピ
ー
ド
カ
メ
ラ
等
と
い
っ
た
、
前
述
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
の

シ
ス
テ
ム
よ
り
も
、
重
大
な
ま
で
に
高
い
。
し
か
し
、
そ
の
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
は
、
比
較
的
低
い
と
い
え
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
よ
う

な
技
術
を
禁
止
す
べ
き
か
許
容
す
べ
き
か
を
区
別
す
る
主
た
る
変
数
は
、
収
集
そ
れ
自
体
と
い
う
よ
り
も
、
む
し
ろ
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン

の
水
準
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

　

一
方
の
Ｄ
Ａ
Ｓ
は
、
監
視
カ
メ
ラ
を
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
さ
せ
る
こ
と
で
、
必
要
な
地
域
の
映
像
を
、
七
千
個
に
及
ぶ
警
察
や
商
業
施
設
の

防
犯
カ
メ
ラ
や
、
パ
ト
カ
ー
の
車
載
カ
メ
ラ
の
映
像
か
ら
呼
び
出
す
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
特
徴
を
持

（
（1
（

つ
。
Ｄ
Ａ
Ｓ
の
詳
細
な
機
能
は
明
ら

か
に
さ
れ
て
い
な
い
が
、
例
え
ば
、
赤
い
シ
ャ
ツ
を
着
た
人
間
だ
け
を
表
示
す
る
よ
う
に
指
示
す
れ
ば
、
全
て
の
監
視
カ
メ
ラ
か
ら
該
当
す

る
映
像
だ
け
を
抜
き
出
す
こ
と
等
が
可
能
で
あ
る
と
い

（
（1
（

う
。
道
路
上
や
警
察
車
両
に
取
り
付
け
ら
れ
た
ナ
ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト
読
み
取
り
装
置

か
ら
特
定
の
車
両
の
位
置
情
報
を
確
認
す
る
こ
と
も
で
き
、
車
両
の
位
置
情
報
は
過
去
数
カ
月
に
わ
た
っ
て
検
索
が
可
能
と
な
っ
て
い

（
（2
（

る
。

　

ま
た
、
Ｄ
Ａ
Ｓ
は
監
視
カ
メ
ラ
や
車
両
の
位
置
情
報
に
加
え
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
に
お
け
る
発
砲
を
示
唆
す
る
投
稿
や
過
去
の
犯
罪

デ
ー
タ
と
い
っ
た
様
々
な
情
報
ま
で
を
集
約
し
、
そ
の
情
報
を
犯
罪
の
種
類
等
で
分
類
し
た
う
え
で
、
犯
罪
捜
査
の
戦
略
指
令
室
の
画
面
上

に
映
し
出
し
て
管
理
で
き
る
よ
う
に
も
な
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
指
令
室
で
は
Ｄ
Ａ
Ｓ
を
使
い
、
複
数
の
事
件
の
関
連
性
や
ギ
ャ
ン
グ

の
活
動
に
関
す
る
調
査
を
行
っ
た
り
、
事
件
が
発
生
し
そ
う
な
地
域
に
は
事
前
に
パ
ト
カ
ー
を
巡
回
さ
せ
る
等
、
様
々
な
犯
罪
の
取
締
り
を

進
め
る
こ
と
と
な

（
（2
（

る
。
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エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
理
論
は
、
こ
の
技
術
に
対
し
て
も
、
Ｐ
Ｓ
Ｓ
の
ケ
ー
ス
と
同
じ
結
論
に
至
る
。
た
だ
、
Ｄ
Ａ
Ｓ
と
Ｐ
Ｓ
Ｓ
の
主
た
る
違

い
と
し
て
は
、Ｄ
Ａ
Ｓ
の
ほ
う
が
収
集
さ
れ
た
情
報
の
量
と
帯
域
幅
が
か
な
り
大
き
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
そ
こ
で
、決
定
的
な
変
数
は
、

情
報
が
不
当
に
共
有
さ
れ
た
り
濫
用
さ
れ
た
り
す
る
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
、
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
手
段
が
適
切
に
制
限
し
て
い
る

か
、
と
い
う
こ
と
に
な

（
（2
（

る
。

　

ま
と
め
る
と
、
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
限
定
的
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
場
合
の
う
ち
、
収
集
す
る
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ

ブ
さ
が
比
較
的
低
い
場
合
は
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
程
度
に
着
目
す
る
こ
と
に
な
る
。
か
か
る
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
範
囲
、
性
質

が
限
定
的
で
あ
る
場
合
は
、
そ
の
利
活
用
は
許
容
さ
れ
る
べ
き
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
に
対
し
、
利
活
用
す
る
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ

さ
、
ボ
リ
ュ
ー
ム
の
程
度
が
─
─
高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
限
定
的
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
場
合
の
な
か
で
も
─
─
よ
り

高
度
な
シ
ス
テ
ム
を
活
用
す
る
場
合
は
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
統
御
す
る
た
め
に
求
め
ら
れ
る
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
程
度
が
、
よ

り
高
水
準
に
な
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

一
─
三　

高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
低
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
高
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
場
合

　

ま
た
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
裁
判
所
が
二
次
的
な
使
用
よ
り
も
一
次
的
な
収
集
に
焦
点
を
当
て
て
い
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
驚
く
ほ
ど
量

（quantity

）
が
多
く
、
帯
域
幅
も
広
い
、
高
度
に
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
か
つ
非
常
に
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
ト
さ
れ
た
パ
ー
ソ
ナ
ル
な
情
報
を
、
法
の

執
行
に
よ
り
収
集
し
て
し
ま
っ
て
い
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
と
い

（
（2
（

う
。
そ
し
て
そ
れ
が
、
い
わ
ゆ
る
ド
ロ
ー

（
（2
（

ン
の
使
用
が
増
え
て
い

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
よ
り
複
雑
な
問
題
と
な
る
と
い
う
。

　

例
え
ば
、
現
在
ア
メ
リ
カ
で
は
、
各
警
察
機
関
が
ド
ロ
ー
ン
の
実
用
化
に
向
け
た
テ
ス
ト
を
重
ね
て
い
る
状
況
に
あ

（
（2
（

る
。
そ
し
て
、
少
し

ず
つ
で
は
あ
る
も
の
の
様
々
な
取
り
組
み
が
出
て
き
て
お
り
、
二
〇
一
五
年
五
月
に
は
湿
地
帯
に
逃
げ
込
ん
だ
被
疑
者
を
、
警
察
が
消
防
署
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か
ら
借
り
た
ド
ロ
ー
ン
を
使
っ
て
捜
索
に
当
た
っ

（
（2
（

た
。
ま
た
、
二
〇
一
五
年
八
月
に
は
ノ
ー
ス
ダ
コ
タ
州
が
初
め
て
非
致
死
性
の
武
器
で

あ
れ
ば
ド
ロ
ー
ン
に
搭
載
す
る
こ
と
を
承
認
す
る
法
案
を
可
決
さ
せ
る
等
、
ド
ロ
ー
ン
を
使
っ
た
犯
罪
の
取
締
り
に
向
け
た
動
き
が
進
ん
で

い
（
（2
（

る
。

　

他
方
で
、ド
ロ
ー
ン
は
商
用
利
用
に
関
す
る
議
論
も
盛
ん
で
あ
る
。例
え
ば
大
手
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス
会
社
ア
マ
ゾ
ン（A

m
azon

）

社
は
、
自
社
の
販
売
商
品
の
配
達
を
、
ド
ロ
ー
ン
を
活
用
し
て
行
う
計
画
を
発
表
し
て
い

（
（2
（

る
。
ま
た
、
Ｇ
Ｅ
ベ
ン
チ
ャ
ー
ズ
（
ゼ
ネ
ラ

ル
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
社
が
設
立
し
た
ベ
ン
チ
ャ
ー
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
）
が
二
〇
一
四
年
一
一
月
に
ド
ロ
ー
ン
技
術
の
開
発
を
手
掛
け
る
米

A
irw

are

社
へ
出
資
し
て
い

（
（2
（

る
。
そ
し
て
翌
二
〇
一
五
年
四
月
に
は
、同
社
が
開
発
し
た
最
新
の
商
用
ド
ロ
ー
ン
の
運
航
管
理
シ
ス
テ
ム『
航

空
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
Ａ
Ｉ
Ｐ
）』
の
採
用
を
決
定
し
、
Ｇ
Ｅ
の
顧
客
向
け
に
ド
ロ
ー
ン
を
利
用
し
た
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
開
発
し

て
い
る
と
い

（
（3
（

う
。

　

こ
の
よ
う
な
ド
ロ
ー
ン
の
利
用
に
つ
い
て
、
例
え
ば
、
ジ
ョ
ー
ン
ズ
判
決
の
結
論
を
当
て
は
め
る
と
、
ド
ロ
ー
ン
は
大
量
の
情
報
を
収
集

し
て
い
る
た
め
に
、
少
な
く
と
も
警
察
に
よ
る
使
用
に
つ
い
て
は
第
四
修
正
に
い
う
捜
索
を
構
成
し
う
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

　

こ
れ
に
対
し
て
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
さ
ら
に
、
ド
ロ
ー
ン
が
収
集
す
る
情
報
が
、
Ｇ
Ｐ
Ｓ
に
よ
っ
て
提
供
さ
れ
る
情
報
よ
り
も
ず
っ
と
帯
域

幅
が
広
い
こ
と
に
も
着
目
す

（
（3
（

る
。
そ
の
た
め
、
彼
は
ド
ロ
ー
ン
の
よ
う
な
、
収
集
す
る
情
報
の
量
が
多
く
帯
域
幅
も
か
な
り
の
も
の
に
な
る

場
合
は
、
た
と
え
そ
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
が
低
か
っ
た
と
し
て
も
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
程
度
が
制
限
さ
れ
て
い
る
場
合
に
の
み
許
可

さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
主
張
す

（
（3
（

る
。

一
─
四　

高
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
高
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
制
限
必
須
の
場
合

　

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
に
よ
る
と
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
程
度
が
非
常
に
高
い
場
合
は
、
説
得
力
の
あ
る
共
通
善
（public interest

）
の
要
請
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が
な
い
限
り
、
収
集
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
、
と
い
う
こ
と
に
な

（
（3
（

る
。
し
か
し
こ
こ
で
も
ま
た
、
主
た
る
問
題
は
収
集
そ
れ
自
体
と
い
う
よ

り
も
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
制
限
な
の
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、
こ
の
よ
う
な
情
報
を
抱
え
て
い
る
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
へ
の
攻
撃
が
非
常
に
ま
れ
で
あ
り
、
そ
の
侵
害
に
よ
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
へ
の

実
害
の
発
生
が
限
定
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
に
つ
い
て
か
な
り
の
程
度
収
集
さ
れ
て
い
て
も
、
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ

リ
テ
ィ
が
強
力
な
場
合
は
そ
の
利
用
は
許
容
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
こ
と
を
示
し
て
い

（
（3
（

る
。
一
方
で
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
た
び
た
び
攻

撃
を
受
け
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
へ
の
実
害
が
発
生
し
て
い
る
場
合
は
、
何
ら
か
の
責
任
を
負
う
べ
き
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な

（
（3
（

る
。

　

こ
の
点
、
後
者
の
よ
う
な
問
題
が
発
生
す
る
た
び
に
、
こ
の
よ
う
な
情
報
収
集
を
完
全
に
撤
廃
で
き
な
い
に
し
て
も
大
幅
に
制
限
す
べ
き

で
あ
る
と
主
張
す
る
者
が
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
彼
ら
の
主
張
の
根
拠
づ
け
は
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
と
は
異
な
り
、「
政
府
を
信
頼
す
べ
き

で
は
な
い
」
と
い
う
感
覚
が
反
映
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
し
ば
し
ば
で
あ
る
。
例
え
ば
多
く
の
市
民
派
リ
バ
タ
リ
ア
ン
は
、
仮
に
現
在
の
政
府

は
信
用
に
値
し
て
も
、
将
来
の
政
府
は
こ
れ
ら
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
濫
用
す
る
か
も
し
れ
な
い
た
め
、
こ
の
よ
う
な
収
集
や
保
管
が
起
き
な

い
な
ら
ば
、
そ
れ
が
最
善
で
あ
る
と
主
張
す

（
（3
（

る
。

　

一
方
で
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
依
拠
す
る
リ
ベ
ラ
ル
・
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
の
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
個
人
の
権
利
（
こ
こ
で
は
プ
ラ
イ
バ

シ
ー
権
）
と
、
共
通
善
（
こ
こ
で
は
公
共
の
安
全
、
公
衆
衛
生
）
と
い
う
二
つ
の
核
心
的
価
値
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
。
な
ぜ
な
ら
、
伝
染
病

の
発
生
や
他
の
何
ら
か
の
脅
威
に
面
し
て
共
通
善
へ
の
よ
り
高
度
な
要
請
が
あ
る
社
会
は
、
共
通
善
へ
の
要
請
が
低
い
か
、
あ
る
い
は
減
ら

す
必
要
の
あ
る
社
会
よ
り
も
、
個
人
の
自
由
へ
の
介
入
が
多
か
れ
少
な
か
れ
許
さ
れ
得
る
か
ら
で
あ
る
と
い

（
（3
（

う
。
し
か
し
な
が
ら
留
意
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
個
人
の
権
利
と
共
通
善
の
調
整
に
関
す
る
分
析
は
、
歴
史
に
お
け
る
特
定
の
状
況
に
お
け
る
所
与
の
社
会
に
お
い

て
共
通
善
が
必
要
と
す
る
貢
献
を
、
具
体
的
に
説
明
す
る
こ
と
な
し
に
は
終
わ
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ

（
（3
（

る
。

　

例
え
ば
現
在
の
例
を
挙
げ
る
な
ら
ば
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
多
く
の
犯
罪
が
未
解
決
の
ま
ま
で
あ
り
、
Ｄ
Ｎ
Ａ
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
そ
の
よ
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う
な
未
解
決
事
件
の
増
加
を
食
い
止
め
る
こ
と
に
役
立
つ
な
ら
ば
、
Ｄ
Ｎ
Ａ
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
は
、
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
ィ
テ
ィ
の
手
段
を
と
ら

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
の
但
し
書
き
を
伴
い
つ
つ
も
、
維
持
な
い
し
拡
張
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
い

（
（3
（

う
。

　

将
来
の
政
府
に
そ
の
よ
う
な
防
護
措
置
を
取
り
払
わ
れ
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
情
報
を
濫
用
さ
れ
る
こ
と
に
不
安
を
感
じ
る
者
も
い
よ
う
。

し
か
し
こ
の
よ
う
な
将
来
の
政
府
に
よ
る
抑
圧
と
い
う
問
題
に
取
り
組
む
最
善
の
方
法
は
、情
報
の
収
集
や
保
管
を
や
め
る
こ
と
で
は
な
く
、

市
民
社
会
（civil society

）
や
公
衆
教
育
（public education

）、そ
し
て
自
由
結
社
（voluntary association

）
の
基
礎
を
築
く
こ
と
や
、

共
通
善
が
提
供
さ
れ
る
こ
と
を
確
保
す
る
こ
と
で
あ

（
（4
（

る
。
な
ぜ
な
ら
、
民
主
主
義
へ
の
最
大
の
脅
威
は
、
歴
史
的
に
は
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の

濫
用
か
ら
で
は
な
く
、
暴
力
的
な
犯
罪
や
、
内
戦
、
外
敵
か
ら
現
行
の
政
府
が
人
々
を
適
切
に
保
護
し
て
い
な
い
と
し
て
恐
慌
状
態
に
陥
っ

た
人
々
が
、
よ
り
強
力
な
権
威
を
求
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
生
じ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。

　

以
上
の
よ
う
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
情
報
の
利
活
用
と
そ
の
管
理
を
適
切
に
お
こ
な
っ
て
共
通
善
へ
の
貢
献
を
引
き
出
し
つ
つ
、
公
と

私
と
市
民
社
会
、
こ
れ
ら
三
つ
の
領
域
の
バ
ラ
ン
ス
を
保
つ
こ
と
で
、
そ
の
濫
用
を
防
止
す
る
こ
と
を
目
論
ん
で
い
る
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、近
時
の
例
と
し
て
、家
庭
用
ロ
ボ
ッ
ト
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
も
議
論
に
な
り
始
め
て
い
る
。
ラ
イ
ア
ン
・
カ
ロ（Ryan Calo

）は
、

（
Ａ
Ｉ
搭
載
型
）
ロ
ボ
ッ
ト
が
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
与
え
る
影
響
を
次
の
よ
う
に
懸
念
す

（
（4
（

る
。

　

ロ
ボ
ッ
ト
が
家
庭
内
に
進
出
し
、（
利
用
者
の
様
々
な
選
好
の
み
な
ら
ず
、
表
情
、
仕
草
、
音
声
、
何
ら
か
の
癖
等
）
心
理
的
な
情
報
を

蓄
積
す
る
こ
と
で
、
新
種
の
極
め
て
機
微
な
パ
ー
ソ
ナ
ル
情
報
を
生
み
出
す
こ
と
に
な
る
。
し
か
も
、
こ
の
よ
う
な
情
報
が
高
度
に
処
理
さ

れ
た
場
合
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
侵
害
の
程
度
は
計
り
知
れ
な
い
も
の
に
な
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
法
的
保
護
の
限
界
と
し

て
、
家
庭
内
ロ
ボ
ッ
ト
は
一
家
の
主
人
に
よ
っ
て
招
待
さ
れ
て
い
る
が
た
め
に
、
パ
ー
ソ
ナ
ル
情
報
の
取
扱
い
に
つ
い
て
の
本
人
へ
の
通
知

と
同
意
が
あ
る
こ
と
に
な
り
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
の
主
張
が
封
じ
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
懸
念
に
つ
い
て
も
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
枠
組
み
に
よ
れ
ば
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
統
御
で
対
応
可
能
だ
と
考
え
る
こ
と
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と
な
ろ
う
。
現
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
近
時
の
論
考
に
お
い
て
、
家
庭
内
に
お
い
て
子
供
や
高
齢
者
を
見
守
る
ロ
ボ
ッ
ト
を
活
用
す
る
こ
と

そ
れ
は
自
体
に
つ
い
て
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
関
す
る
懸
念
は
あ
る
も
の
の
、
積
極
的
な
姿
勢
を
み
せ
て
い

（
（4
（

る
。

二　

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
三
（
プ
ラ
ス
一
）
要
素
保
護
の
具
体
的
方
策

　

以
上
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
主
張
す
る
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
三
要
素
の
相
関
的
な
保
護
の
あ
り
方
を
検
討
し
て
き
た
。
こ
こ
で
は
、
そ
の
よ

う
な
保
護
を
実
効
化
す
る
、
具
体
的
な
規
制
手
法
に
関
す
る
議
論
を
み
て
い
く
。
す
な
わ
ち
、
情
報
の
最
小
化
、
特
定
期
間
経
過
後
の
情
報

の
消
去
、
デ
ジ
タ
ル
化
の
禁
止
、
管
理
シ
ス
テ
ム
へ
の
暗
号
化
等
の
導
入
、
技
術
の
発
展
に
よ
る
「
再
調
整
」、
再
識
別
化
や
非
匿
名
化
へ

の
対
策
、
以
上
の
各
手
法
で
あ
る
。

二
─
一　

情
報
の
最
小
化

　

最
小
化
は
ボ
リ
ュ
ー
ム
の
問
題
に
関
す
る
一
つ
の
手
法
で
あ

（
（4
（

る
。
こ
れ
は
ジ
ョ
ー
ン
ズ
判
決
と
モ
ザ
イ
ク
理
論
に
関
す
る
ピ
ー
タ
ー
・
Ｐ
・

ス
ワ
イ
ヤ
ー
（Peter P. Sw

ire

）
の
論
考
に
お
い
て
主
張
さ
れ
た
も
の
で
あ

（
（4
（

る
。

　

例
え
ば
、
Ｆ
Ｂ
Ｉ
が
電
話
を
盗
聴
す
る
際
、
令
状
で
許
可
さ
れ
た
も
の
よ
り
も
期
間
が
延
長
さ
れ
た
捜
査
で
あ
っ
て
も
、
捜
査
に
関
係
の

な
い
会
話
は
聞
く
の
を
や
め
た
り
、
調
査
と
関
係
が
な
い
と
判
明
し
た
通
信
部
分
を
特
別
に
処
理
し
て
隠
し
た
り
す
れ
ば
、
私
事
へ
の
侵
入

の
程
度
が
軽
減
さ
れ
る
と
す
る
。

　

こ
の
点
、
こ
の
ル
ー
ル
を
理
論
に
組
み
入
れ
る
た
め
に
は
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
高
く
な
い
情
報
に
つ
い
て
は
、
こ
の
手
法
は
必
要
で
は

な
い
と
す
る
べ
き
で
あ
る
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
主
張
す

（
（4
（

る
。
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二
─
二　

特
定
期
間
経
過
後
の
情
報
の
消
去

　

次
に
、
特
定
期
間
経
過
後
の
情
報
の
消
去
が
挙
げ
ら
れ
る
。
例
と
し
て
は
、
監
視
カ
メ
ラ
の
デ
ー
タ
を
、
例
え
ば
一
週
間
後
に
消
去
す
る

こ
と
等
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
実
際
は
経
済
的
な
要
請
に
よ
り
実
施
さ
れ
て
い
る
の
だ
ろ
う
が
、
法
的
措
置
と
す
る
こ
と
も
考
え
る
べ
き
で
あ

る
（
例
え
ば
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
「
忘
れ
ら
れ
る
権
利
」
が
参
考
に
な
る
）
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
主
張
す

（
（4
（

る
。

　

こ
の
点
、
犯
罪
や
テ
ロ
リ
ズ
ム
の
対
策
の
た
め
に
も
、
一
定
期
間
デ
ー
タ
を
保
管
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
公
共
の
利
益
は
存
在
す
る
が
、

Ｄ
Ａ
Ｓ
の
よ
う
な
、
ビ
デ
オ
の
情
報
を
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
に
統
合
す
る
状
況
で
は
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
程
度
が
高
い

た
め
、
一
定
期
間
デ
ー
タ
を
保
管
す
る
こ
と
は
禁
止
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
す

（
（4
（

る
。

　

一
方
で
、
地
域
の
私
的
な
監
視
カ
メ
ラ
に
つ
い
て
は
、
文
脈
に
沿
っ
た
検
討
が
必
要
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、
料
金
徴
収
所
や
ス
ピ
ー
ド
カ

メ
ラ
等
の
情
報
の
帯
域
幅
は
非
常
に
狭
い
が
、
監
視
カ
メ
ラ
の
所
有
者
は
そ
の
情
報
を
長
期
間
保
存
し
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム

に
結
合
す
る
こ
と
が
で
き
る
か
ら
で
あ

（
（4
（

る
。

　

ま
た
、
個
人
の
携
帯
電
話
の
位
置
情
報
等
の
扱
い
に
つ
い
て
も
、
車
が
入
れ
な
い
場
所
や
、
監
視
カ
メ
ラ
が
追
え
な
い
場
所
に
ま
で
入
り

う
る
た
め
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
位
置
情
報
等
を
含
ん
だ
り
、
か
な
り
の
量
に
な
り
う
る
。
よ
っ
て
、
こ
れ
も
文
脈
に
沿
っ
た
検
討
が
必
要
と

な
（
（4
（

る
。

　

最
後
に
、
以
上
の
対
応
策
に
つ
い
て
は
、
技
術
の
発
展
に
合
わ
せ
た
定
期
的
な
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
。

二
─
三　

デ
ジ
タ
ル
化
の
禁
止

　

デ
ジ
タ
ル
化
の
禁
止
（
例
え
ば
、紙
媒
体
の
使
用
の
義
務
化
）
も
、今
日
に
お
い
て
は
、逆
に
重
要
と
な
っ
て
く
る
対
策
の
一
つ
で
あ
ろ
う
。

　

例
え
ば
、ア
ル
コ
ー
ル
・
タ
バ
コ
・
火
器
及
び
爆
発
物
取
締
局
（Bureau of A

lcohol, T
obacco, Firearm

s and Explosives, 

Ａ
Ｔ
Ｆ
）
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が
人
々
の
背
景
情
報
の
チ
ェ
ッ
ク
の
た
め
に
色
々
な
情
報
を
収
集
す
る
際
に
、
火
器
に
関
す
る
情
報
を
電
子
化
す
る
こ
と
を
、
議
会
が
防
止

し
て
い
る
。
ま
た
、
イ
ン
サ
イ
ダ
ー
取
引
禁
止
に
関
す
る
Ｓ
Ｔ
Ｏ
Ｃ
Ｋ
法
で
規
定
さ
れ
る
、
二
万
八
千
名
の
行
政
部
門
の
職
員
が
自
身
の
財

産
状
況
に
関
す
る
情
報
開
示
を
「
オ
ン
ラ
イ
ン
で
調
査
可
能
で
、
蓄
積
可
能
で
、
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
能
な
状
態
で
入
力
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
」
と
す
る
義
務
を
免
責
す
る
た
め
に
、
二
〇
一
三
年
に
改
正
が
な
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
点
、後
者
の
例
が
示
し
て
い
る
よ
う
に
、現
在
機
能
し
て
い
る
全
て
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
法
案
が
妥
当
で
あ
る
と
い
う
わ
け
で
は
な
く
、

そ
の
う
ち
の
い
く
つ
か
は
効
果
を
高
め
る
よ
り
も
規
模
を
縮
小
す
る
こ
と
が
最
善
の
策
で
あ
る
こ
と
も
あ
り
う
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ

る
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
い

（
（5
（

う
。

　

ま
た
、
逮
捕
歴
の
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
い
て
も
、
重
要
な
問
題
と
な
る
。

　

逮
捕
歴
は
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
と
み
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
一
方
、
共
通
善
と
の
兼
ね
合
い
か
ら
、
実
際
は
そ
う
で
は
な
い
要
素
も

強
い
。
例
え
ば
、
性
犯
罪
の
前
科
等
が
、
そ
の
典
型
と
し
て
挙
げ
ら
れ
よ

（
（5
（

う
。

　

こ
の
点
、
こ
の
記
録
は
、
逮
捕
後
無
罪
で
釈
放
さ
れ
た
人
々
に
と
っ
て
は
、
紙
媒
体
の
状
態
で
あ
れ
ば
そ
の
評
価
へ
の
ダ
メ
ー
ジ
は
限
ら

れ
て
い
る
。
し
か
し
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
行
う
と
な
る
と
、
よ
り
重
大
な
問
題
と
な
る
。
そ
の
た
め
、
こ
こ
で
は
、
少
な
く
と
も
結

果
的
に
は
無
罪
と
な
っ
た
人
の
逮
捕
歴
に
つ
い
て
は
、
一
定
期
間
の
後
に
、
警
察
の
職
員
に
限
っ
て
使
用
可
能
と
な
る
と
す
る
べ
き
で
あ
る

と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
主
張
す

（
（5
（

る
。つ
ま
り
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
関
連
情
報
に
つ
い
て
も
、あ
る
程
度
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
に
な
る
。

二
─
四　

管
理
シ
ス
テ
ム
へ
の
暗
号
化
等
の
導
入

　

管
理
シ
ス
テ
ム
へ
の
暗
号
化
、監
査
証
跡
（audit trail, 

情
報
シ
ス
テ
ム
の
処
理
内
容
や
プ
ロ
セ
ス
を
追
跡
す
る
た
め
に
、時
系
列
に
沿
っ

て
保
存
さ
れ
た
記
録
）
の
導
入
も
重
要
な
手
段
で
あ
る
。
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ク
ラ
ウ
ド
を
含
む
多
く
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
に
は
そ
の
デ
ー
タ
を
暗
号
化
し
、
監
査
証
跡
を
導
入
し
て
い
る
も
の
も
あ
る
。
し
か

し
な
が
ら
、
必
ず
し
も
現
に
あ
る
す
べ
て
の
シ
ス
テ
ム
が
、
こ
の
よ
う
な
対
策
を
十
全
に
と
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
だ
ろ
う
。
そ
こ
で
、

サ
イ
バ
ー
時
代
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
理
論
に
お
い
て
は
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
扱
う
全
て
の
デ
ー
タ
・
バ
ン
ク
が
デ
ー
タ
を
暗
号
化
し
、

少
な
く
と
も
、
初
歩
的
な
監
査
証
跡
を
導
入
す
べ
き
で
あ
る
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
主
張
す

（
（5
（

る
。

二
─
五　

技
術
の
発
展
に
よ
る
「
再
調
整
」

　

科
学
技
術
の
発
展
は
、
本
質
的
で
は
な
い
が
非
常
に
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
遮
蔽
し
て
、
知
る
必
要
の
あ
る
情
報
を
集
め
る
た
め
の
再

調
整
（recalibrate

）
を
可
能
に
す
る
。

　

例
え
ば
、
警
察
は
有
罪
と
な
っ
た
犯
罪
者
や
逮
捕
さ
れ
た
個
人
か
ら
Ｄ
Ｎ
Ａ
サ
ン
プ
ル
を
採
取
す
る
と
き
、
Ｆ
Ｂ
Ｉ
の
分
析
官
が
、
Ｄ
Ｎ

Ａ
の
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
を
い
わ
ゆ
る
「
ジ
ャ
ン
ク
Ｄ
Ｎ

（
（5
（

Ａ
」
を
使
っ
て
作
成
す
る
。

　

な
ぜ
な
ら
、
こ
れ
は
、
何
ら
か
の
既
知
の
肉
体
的
あ
る
い
は
医
療
上
の
特
徴
で
は
な
い
た
め
、
理
論
的
に
は
私
事
へ
の
侵
入
の
度
合
い
が

非
常
に
低
い
か
ら
で
あ
る
。

　

ま
た
、「
遺
伝
指

（
（5
（

紋
」
を
国
家
機
関
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
保
存
す
る
こ
と
は
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
程
度
の
高
い
医
療
情
報
や
生
物
学
的

情
報
を
明
ら
か
に
す
る
血
液
サ
ン
プ
ル
か
ら
得
ら
れ
る
デ
ー
タ
よ
り
も
、
私
事
へ
の
侵
入
の
度
合
い
が
低
い
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
評
価

す
（
（5
（

る
。

　

ま
た
、二
〇
一
三
年
、運
輸
保
安
庁
（T

ransportation Security A
dm

inistration, 

Ｔ
Ｓ
Ａ
）
が
、空
港
で
の
所
持
物
検
査
の
と
き
に
、

ほ
ぼ
ヌ
ー
ド
の
状
態
が
明
ら
か
に
な
っ
て
し
ま
う
ス
キ
ャ
ナ
ー
を
使
う
の
を
や
め
、
ア
ニ
メ
調
の
イ
メ
ー
ジ
を
表
示
す
る
ス
キ
ャ
ナ
ー
に
変

更
し
た
こ
と
も
、
重
要
な
例
で
あ

（
（5
（

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
ス
キ
ャ
ナ
ー
は
隠
匿
物
に
つ
い
て
は
し
っ
か
り
と
発
見
す
る
こ
と
が
で
き
る
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性
能
を
有
し
て
い
る
。
こ
の
点
、
こ
れ
は
情
報
の
容
量
で
は
な
く
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
低
下
を
狙
っ
た
も
の
で
あ
る
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ

は
指
摘
す

（
（5
（

る
。

二
─
六　

再
識
別
化
や
非
匿
名
化
へ
の
対
策

　

一
方
で
、
処
理
が
施
さ
れ
た
デ
ー
タ
は
し
ば
し
ば
再
識
別
化
（re-identified

）
や
非
匿
名
化
（de-anonym

ized

）
さ
れ
う
る
と
い
う
重

大
な
問
題
が
あ
る
。

　

例
え
ば
、
二
〇
〇
六
年
、
Ａ
Ｏ
Ｌ
が
個
人
の
識
別
子
を
取
り
除
い
た
と
す
る
六
十
万
人
以
上
の
人
々
に
関
す
る
調
査
記
録
を
公
表
し
た
。

こ
れ
に
対
し
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
・
タ
イ
ム
ズ
の
調
査
に
よ
る
と
、
名
前
や
顔
を
含
め
た
私
事
の
情
報
が
そ
の
匿
名
と
さ
れ
る
デ
ー
タ
か
ら
収

集
さ
れ
う
る
こ
と
が
示
さ
れ
た
。

　

し
か
し
こ
の
よ
う
な
リ
ス
ク
は
、
統
計
学
的
手
法
の
発
展
に
よ
り
軽
減
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
強
調
す

（
（5
（

る
。
そ
の

よ
う
な
手
法
と
し
て
、
彼
は
、「
差
分
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
」（D

ifferential Privacy

）
を
挙
げ
る
。

　

こ
れ
は
、
巨
大
な
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
管
理
者
が
、
そ
の
サ
ン
プ
ル
を
構
成
す
る
回
答
者
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
暴
く
こ
と
な
く
、
社
会
的
に

有
用
な
デ
ー
タ
の
分
析
結
果
を
公
開
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
手
法
で
あ

（
（6
（

る
。
こ
こ
か
ら
わ
か
る
こ
と
は
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
技
術
の
発

展
に
よ
っ
て
新
た
に
生
ず
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
対
す
る
危
険
性
を
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
技
術
の
更
な
る
発
展
に
よ
っ
て
克

服
し
て
い
く
こ
と
を
志
向
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

三　

小
括

　

以
上
の
よ
う
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
サ
イ
バ
ー
時
代
に
お
け
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
方
向
性
に
つ
い
て
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
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（
１
）A

m
it

a
i E

t
zio

n
i, P

riv
a

cy In A
 C

y
ber A

ge: P
o

licy A
n

d P
ra

ct
ice (Palgrave M

acm
illan, 2015), at 14.

（
２
）Ibid.

（
３
）Ibid.

（
４
）Id. at 37.

（
５
）Id. at 36.

（
６
）for exam

ple, A
CLU

 Illinois, CPD
 T

raffi
c Stops and R

esulting Searches in 2013, (D
ec. 26 2014) https://w

w
w

.aclu-il.org/
en/publications/cpd-traffi

c-stops-and-resulting-searches-2013 (last visited D
ec. 9, 2015).

（
７
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 36.

（
８
）Id. at 42.

（
９
）Ibid.

（
10
）E

ve B
rensike Prim

us, D
isentangling A

dm
inistrative Searches, 111 C

o
l. L. R

e
v. 254, 257; R

ussell L. W
eaver, 

基
軸
と
し
つ
つ
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
や
ボ
リ
ュ
ー
ム
と
い
う
要
素
と
の
相
関
的
な
判
断
が
求
め
ら
れ
る
と
主
張
す
る
。
そ
こ
で
は
、
情
報
の

一
次
的
な
収
集
そ
れ
自
体
の
不
当
性
と
い
う
よ
り
も
む
し
ろ
、
収
集
さ
れ
た
情
報
の
そ
の
後
の
取
扱
い
（
不
等
な
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン

が
な
さ
れ
て
い
な
い
か
、
適
正
な
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
が
施
さ
れ
て
い
る
か
）
が
重
要
な
メ
ル
ク
マ
ー
ル
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う

に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
技
術
の
発
展
に
よ
っ
て
新
た
に
生
ず
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
対
す
る
危
険
性
を
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す

る
技
術
の
更
な
る
発
展
に
よ
っ
て
克
服
し
て
い
く
こ
と
を
志
向
し
て
い
る
と
い
え
る
。
こ
の
点
、今
日
で
は
、こ
の
二
次
的
な
情
報
処
理
（
サ

イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
）
を
行
う
シ
ス
テ
ム
が
Ａ
Ｉ
技
術
の
発
達
に
よ
っ
て
一
層
高
度
化
し
て
お
り
、
こ
れ
を
い
か
に
し
て
統
御
す
る
か
と
い

う
こ
と
が
喫
緊
の
課
題
に
な
っ
て
い
る
。
こ
の
点
に
関
す
る
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
議
論
は
、
第
四
節
に
て
検
討
す
る
。
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A
dm

inistrative Searches, T
echnology and Personal Privacy, 22:2 T

h
e W

illia
m &

 M
a

ry B
ill O

f R
igh

t
s J. 571 (2013).

（
11
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 42.

（
12
）
Ｐ
Ｓ
Ｓ
は
、
パ
ー
シ
ス
テ
ン
ト
・
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス
・
シ
ス
テ
ム
（Persistent Surveillance System

）
社
が
開
発
を
手
掛
け
る
、
い
わ

ば
グ
ー
グ
ル
マ
ッ
プ
の
衛
星
写
真
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
が
、
大
き
な
違
い
は
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
対
象
地
域
を
観
察
す
る
こ
と
が
で
き
る

と
い
う
点
に
あ
り
、
一
秒
ご
と
に
録
画
さ
れ
た
映
像
を
確
認
す
る
こ
と
で
人
や
自
動
車
の
細
か
い
追
跡
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。
上
空
を
飛
行

し
て
い
る
軽
飛
行
機
か
ら
の
撮
影
で
あ
る
が
、
人
工
衛
星
か
ら
の
画
像
の
よ
う
に
座
標
を
固
定
す
る
こ
と
が
で
き
、
最
大
六
時
間
に
わ
た
っ
て

同
じ
地
域
を
監
視
し
続
け
る
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
。

（
13
）
Ｄ
Ａ
Ｓ
は
、
二
〇
一
二
年
に
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市
警
察
が
マ
イ
ク
ロ
ソ
フ
ト
社
と
共
同
で
開
発
し
た
、
犯
罪
取
締
り
の
た
め
に
必
要
な
機
能
を

提
供
す
る
包
括
的
な
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

（
14
）
こ
れ
ら
の
シ
ス
テ
ム
を
紹
介
す
る
も
の
と
し
て
、例
え
ば
、八
山
幸
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に
お
け
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防
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治
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Ｉ
Ｔ
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の
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状
」ニ
ュ
ー

ヨ
ー
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よ
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〇
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一
月
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情
報
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推
進
機
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w
w
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最
終
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ク
セ
ス
二
〇
一

五
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等
。

（
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）K
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（
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t
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ill-be-first-in-nation-to-use-w

eaponized-dron/ (last visited D
ec. 9, 2015).

（
28
）A

m
azon, am

azon prim
e air, http://w

w
w

.am
azon.com

/b?node=8037720011 (last visited D
ec. 10, 2015).

（
29
）GE V

entures, H
ardw

are, Softw
are and Cloud Services for Com

m
ercial D

rones, https://w
w

w
.geventures.com

/portfolio/
com

panies/airw
are (last visited D

ec. 10, 2015).

（
30
）GE Reports Japan

「
目
が
離
せ
な
い
！
ド
ロ
ー
ン
、
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
活
用
」（
二
〇
一
五
年
三
月
一
三
日
）〈http://gereports.jp/

post/118853385384/drone-brain-m
aker-airw

are

〉（
最
終
ア
ク
セ
ス
日
二
〇
一
五
年
一
二
月
一
〇
日
）。

（
31
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 45.

（
32
）Ibid.
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（
33
）Id. at 46.

（
34
）Ibid.

（
35
）Ibid.

（
36
）for exam

ple, A
CLU

, U
.S. G

overnm
ent W

atchlisting: U
nfair Process and D

evastating Consequences, (M
ar. 2014), https://

w
w

w
.aclu.org/sites/default/files/assets/w

atchlist_briefing_paper_v3.pdf (last visited D
ec. 9, 2015).

（
37
）
こ
の
よ
う
な
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
思
考
法
を
、
ソ
ロ
ブ
は
「
振
り
子
論
」（the pendulum

 argum
ent

）
と
名
付
け
、
批
判
的
に
検
討
し
て
い

る
。
有
事
に
お
け
る
権
利
の
縮
小
は
立
憲
民
主
主
義
を
脅
か
さ
な
い
、
な
ぜ
な
ら
安
全
が
復
活
す
れ
ば
安
全
保
障
対
策
は
徐
々
に
も
と
に
戻
す

こ
と
が
で
き
る
と
考
え
て
い
る
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
考
え
方
は
、真
実
と
は
真
逆
で
あ
る
と
ソ
ロ
ブ
は
痛
烈
に
批
判
す
る
の
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
、

ソ
ロ
ブ
の
考
え
で
は
、
有
事
こ
そ
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
と
自
由
を
守
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
振
り
子
論
は
、
単
に
権

利
と
市
民
的
自
由
の
犠
牲
が
必
要
で
あ
る
と
い
う
誤
っ
た
前
提
に
立
っ
て
い
る
と
い
う
理
由
で
不
適
切
で
あ
る
に
と
ど
ま
ら
ず
、
な
ぜ
権
利
や

市
民
的
自
由
が
重
要
か
と
い
う
点
を
看
過
し
て
い
る
点
に
お
い
て
も
妥
当
で
は
な
い
。
自
由
の
保
護
は
そ
れ
が
最
も
危
殆
化
さ
れ
る
と
き
で
あ

る
有
事
に
お
い
て
最
も
重
要
な
の
で
あ
る
と
い
う
。See, D

a
n

iel J. S
o

lo
v

e, N
o

t
h

in
g T

o H
id

e (Y
ale U

niversity Press, 2011), 
Chapter 6. 

邦
訳
と
し
て
、
ダ
ニ
エ
ル
・
Ｊ
・
ソ
ロ
ブ
（
著
）、
大
島
義
則
、
松
尾
剛
行
、
成
原
慧
、
尾
赤
坂
亮
太
（
訳
）『
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
な

ん
て
い
ら
な
い
？　

情
報
社
会
に
お
け
る
自
由
と
安
全
』（
勁
草
書
房
、
二
〇
一
七
）
六
一
頁
以
下
。

　
　
　

ソ
ロ
ブ
の
こ
の
批
判
は
、エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
見
解
を
相
対
化
す
る
重
要
な
も
の
で
あ
る
が
、し
か
し
、こ
の
論
考
に
お
け
る
ソ
ロ
ブ
の
主
張
は
、

基
本
的
に
は
戦
争
や
テ
ロ
リ
ズ
ム
対
策
の
文
脈
で
の
も
の
の
よ
う
で
あ
る
。
こ
の
点
、
本
稿
で
は
、
戦
争
や
テ
ロ
リ
ズ
ム
対
策
と
し
て
の
「
公

共
の
安
全
」
は
、
議
論
の
対
象
か
ら
ひ
と
ま
ず
措
い
て
い
る
こ
と
は
、
前
述
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

（
38
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 46.

（
39
）Id. at 47.

（
40
）Ibid.

（
41
）Ryan Calo, R

obots and P
rivacy, in R

o
bo

t E
t

h
ics: T

h
e E

t
h

ica
l A

n
d S

o
cia

l Im
plica

t
io

n
s O

f R
o

bo
t

ics (Patrick Lin, 
George Bekey, &

 K
eith A

bney eds., M
IT

 Press, 2011) pp.187-202. 
本
稿
を
検
討
す
る
邦
語
文
献
と
し
て
、
石
井
夏
生
利
「
伝
統
的
プ

ラ
イ
バ
シ
ー
理
論
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
」
福
田
雅
樹
・
林
秀
弥
・
成
原
慧
（
編
著
）『
Ａ
Ｉ
が
つ
な
げ
る
社
会　

Ａ
Ｉ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
時
代
の
法
・
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政
策
』（
弘
文
堂
、
二
〇
一
七
）
一
九
四
頁
以
下
。

（
42
）A

m
itai Etzioni (w

ith O
ren Etzioni), R

obotic Care of Children, the E
lderly, and the Sick, in H

app
in

ess Is T
h

e W
ro

n
g 

M
et

ric: A
 L

ibela
l C

o
m

m
u

n
it

a
ria

n R
espo

n
se T

o P
o

pu
lism (Springer, 2018), pp.265-277.

（
43
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 16.

（
44
）Peter P. Sw

ire, A
 R

easonable A
pproach to Searches after Jones G

P
S T

racking C
ase, 64 S

t
a

n
fo

rd L. R
ev. O

n
lin

e 57 
(2012).

（
45
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 16.

（
46
）Id. at 16-17. 

こ
の
点
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
「
忘
れ
ら
れ
る
権
利
」
の
権
能
を
無
制
限
に
認
め
る
わ
け
で
は
必
ず
し
も
な
い
。See, A

m
itai 

Etzioni, T
he right to be forgotten, in H

app
in

ess Is T
h

e W
ro

n
g M

et
ric: A

 L
ibela

l C
o

m
m

u
n

it
a

ria
n R

espo
n

se T
o P

o
pu

lism 
(Springer, 2018), pp.161-172.

（
47
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 17.

（
48
）Ibid.

（
49
）Ibid.

（
50
）Ibid.

（
51
）
こ
の
点
に
関
す
る
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
検
討
と
し
て
、
以
下
の
論
考
が
あ
る
。A

m
itai Etzioni, Sex O

ffenders' Privacy V
ersus 

Children's Safety, in T
h

e L
im

it
s O

f P
riv

a
cy (Basic Books, 1999), pp. 43-74.

（
52
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 17.

（
53
）Id. at 17-18.

（
54
）
染
色
体
あ
る
い
は
ゲ
ノ
ム
上
の
機
能
が
特
定
さ
れ
て
い
な
い
よ
う
な
Ｄ
Ｎ
Ａ
の
領
域
の
こ
と
。

（
55
）
染
色
体
に
存
在
す
る
繰
返
し
の
塩
基
配
列
が
家
族
に
つ
い
て
特
徴
の
あ
る
型
を
示
す
こ
と
に
基
づ
い
て
、
Ｄ
Ｎ
Ａ
を
制
限
酵
素
で
切
断
し
、

分
離
後
、
繰
返
し
配
列
を
検
出
す
る
プ
ロ
ー
ブ
で
そ
の
パ
タ
ー
ン
を
調
べ
る
た
め
に
採
取
す
る
情
報
。

（
56
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 18.

（
57
）
こ
の
よ
う
な
技
術
の
重
要
性
に
つ
い
て
は
、
他
に
も
、
ア
ン
・
カ
ブ
キ
ア
ン
も
強
調
し
て
い
る
。
同
（
著
）、
一
般
財
団
法
人
日
本
情
報
経
済
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第
二
款　

セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
発
見
す
る
た
め
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
情
報
の
利
用
の
禁
止

　

以
上
、
第
一
款
で
は
、「
一
次
的
な
ラ
イ
セ
ン
ス
と
二
次
的
利
活
用
の
規
制
の
逆
転
関
係
」
に
関
す
る
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
主
張
に
つ
い
て

検
討
し
て
き
た
。
こ
れ
に
加
え
て
、
も
う
一
つ
の
鍵
と
な
る
原
則
は
、「
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
の
発
見
に
つ
な
が
る
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な

い
情
報
の
利
用
（
た
と
え
ば
、
日
常
的
な
消
費
財
の
購
入
情
報
を
使
っ
て
健
康
状
態
を
特
定
す
る
こ
と
）
の
禁
止
」
で
あ
る
。
こ
の
方
針
が

重
要
と
な
る
理
由
は
、
こ
の
よ
う
な
行
為
は
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
集
め
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
─
─
つ
ま
り
、
そ
の
権
限
が
な
い

の
に
も
か
か
わ
ら
ず
─
─
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
集
め
て
、そ
れ
を
使
っ
て
い
る
の
と
同
じ
結
果
を
生
み
出
す
か
ら
で
あ
る
。
そ
の
う
え
、

最
近
で
は
こ
の
よ
う
な
民
間
の
事
業
者
に
よ
る
行
為
は
よ
り
一
般
的
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
対
応
が
急
が
れ

（
（6
（

る
。

　

本
款
で
は
、
こ
の
方
針
に
つ
い
て
、
よ
り
詳
細
に
検
討
し
て
い
く
。

一　

情
報
の
利
活
用
と
差
別
的
取
扱
い
、
行
為
の
萎
縮
効
果

　

前
述
の
よ
う
に
、
消
費
者
の
行
動
に
関
す
る
情
報
を
集
め
て
い
る
企
業
に
は
、
二
種
類
あ
る
。

推
進
協
会
（
編
）『
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
・
バ
イ
・
デ
ザ
イ
ン
』（
日
経
Ｂ
Ｐ
社
、
二
〇
一
二
）
一
二
八
─
一
二
九
頁
。

（
58
）Ibid.

（
59
）Ibid.

（
60
）Cynthia D

w
ork, D

ifferential Privacy: A
 Survey of R

esults, in M
. A

grawa



l E

t A
l., E

d
s., 4978 T

a
m

c, L
in

cs 1-19 (2008). 

こ
の

点
に
関
す
る
解
説
を
行
う
日
本
の
文
献
と
し
て
、例
え
ば
、佐
久
間
淳
『
デ
ー
タ
解
析
に
お
け
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
』（
講
談
社
、二
〇
一
六
）。
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一
つ
め
の
企
業
群
は
単
に
、
彼
ら
の
サ
イ
ト
を
訪
れ
る
ユ
ー
ザ
の
行
動
を
ビ
ジ
ネ
ス
の
一
環
と
し
て
追
跡
す
る
も
の
で
あ
る
。
二
つ
め
の

企
業
群
（
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
商
）
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ユ
ー
ザ
の
投
影
を
作
成
し
、
彼
ら
に
関
す
る
詳
細
な
情
報
の
フ
ァ
イ
ル
を
保
持
す
る

こ
と
を
主
と
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
を
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

こ
の
点
、
ア
メ
リ
カ
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
商
は
、
議
会
や
州
の
法
律
に
よ
っ
て
、
特
に
医
療
や
金
融
に
関
す
る
情
報
を
自
由
に
取
引
で
き

な
い
よ
う
制
限
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
よ
う
な
規
制
で
は
、
情
報
が
代
替
可
能
な
も
の
で
あ
る
事
実
に
は
あ
ま
り
注
意
が

向
け
ら
れ
て
い
な
い
こ
と
を
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
指
摘
す
る
。
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
い
わ
く
、「
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
三
角
分
析
」（privacy 

violation triangulation, 
以
下
Ｐ
Ｖ
Ｔ
）
と
も
呼
ぶ
べ
き
方
法
に
よ
っ
て
、
現
状
で
は
法
で
守
ら
れ
て
い
な
い
情
報
か
ら
個
人
の
医
療
や

金
融
等
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
と
し
て
守
ら
れ
る
情
報
の
多
く
を
引
き
出
す
こ
と
が
で
き
る
の
で
あ

（
（6
（

る
。

　

こ
の
Ｐ
Ｖ
Ｔ
に
よ
っ
て
、
一
見
問
題
の
な
い
（benign

）
情
報
─
─
例
え
ば
、
何
日
間
仕
事
を
休
ん
で
い
る
か
、
と
か
、
カ
ツ
ラ
を
買
っ

た
か
ど
う
か
、と
い
っ
た
情
報
─
─
か
ら
、あ
る
者
の
健
康
状
態
に
関
す
る
一
定
の
情
報
が
明
ら
か
と
な
る
。
情
報
技
術
の
発
展
に
よ
っ
て
、

こ
の
よ
う
な
一
見
し
た
と
こ
ろ
無
害
の
事
実
か
ら
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
を
構
築
す
る
こ
と
で
、
個
人
の
最
も
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
と
り
ま

く
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
領
域
を
効
果
的
に
侵
害
す
る
、
重
大
な
推
測
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
現
状
で
は
医
療
記
録
の
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
は
法
に
よ
っ
て
保
護
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
医
療
サ
イ
ト
を
訪
れ
た
記
録
や
、
グ
ル
ー
プ
チ
ャ
ッ
ト
で
の
「
自
分
は
病
気
み
た
い

だ
」
と
い
っ
た
会
話
は
同
等
の
保
護
を
受
け
て
い
な
い
の
で
あ

（
（6
（

る
。

　

こ
の
よ
う
な
問
題
の
実
例
と
し
て
は
、例
え
ば
、デ
ー
タ
・
ブ
ロ
ー
カ
ー
で
あ
る
ア
ク
シ
オ
ム
（A

cxiom

）
社
が
提
供
す
る
イ
ン
フ
ォ
ベ
ー

ス
・
エ
ス
ニ
シ
テ
ィ
・
シ
ス
テ
ム
（InfoBase Ethnicity System

）
と
呼
ば
れ
る
Ｐ
Ｖ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
が
挙
げ
ら
れ
る
。
こ
の
シ
ス
テ
ム
は
、

あ
る
人
の
名
前
を
住
宅
や
教
育
や
収
入
に
関
す
る
情
報
と
照
合
さ
せ
る
こ
と
で
、
個
人
や
グ
ル
ー
プ
の
公
け
に
な
っ
て
い
な
い
民
族
的
背
景

を
特
定
す
る
も
の
で
あ

（
（6
（

る
。



サイバー時代におけるプライバシーの法理論（５）

北法69（2・103）309

　

ま
た
、
ト
ム
・
オ
ワ
ド
（T

om
 O

w
ad

）
と
い
う
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
・
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
が
、
ア
マ
ゾ
ン
で
公
開
さ
れ
て
い
る
ウ
ィ
ッ
シ
ュ

リ
ス
ト
（
ユ
ー
ザ
が
サ
イ
ト
上
に
お
い
て
自
分
で
作
る
、
買
い
物
予
定
表
の
よ
う
な
も
の
）
を
利
用
し
て
人
々
の
本
の
趣
味
（
な
い
し
思
想

傾
向
）と
地
図
情
報
を
結
合
し
た
事
案
も
話
題
に
な
っ
た
。彼
は
自
分
で
作
っ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
利
用
し
て
一
日
で
二
十
五
万
以
上
の
ウ
ィ
ッ

シ
ュ
リ
ス
ト
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
、
さ
ら
にY

ahoo People Search

を
使
っ
て
ウ
ィ
ッ
シ
ュ
リ
ス
ト
の
作
り
主
の
住
所
や
電
話
番
号
を
明

ら
か
に
し
、
あ
る
特
定
の
本
や
テ
ー
マ
に
関
心
を
有
す
る
人
び
と
の
位
置
を
記
し
た
地
図
を
つ
く
り
あ
げ
た
の
だ
っ
た
。

　

さ
ら
に
例
を
挙
げ
れ
ば
、フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
に
自
身
の
選
好
に
関
す
る
単
純
な
情
報
を
記
す
人
の
多
く
は
、そ
れ
に
よ
っ

て
彼
ら
の
性
格
の
特
徴
が
あ
た
か
も
性
格
診
断
テ
ス
ト
を
受
け
た
か
の
よ
う
に
九
〇
％
の
正
確
さ
で
推
測
さ
れ
る
う
る
こ
と
に
気
づ
い
て
い

な
い
だ
ろ
う
こ
と
も
指
摘
で
き

（
（6
（

る
。
ち
な
み
に
、
こ
の
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
は
近
時
、
同
社
サ
ー
ビ
ス
に
よ
る
個
人
デ
ー
タ
の
収
集
・
利
用
（
特

に
デ
ー
タ
売
却
先
の
ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
・
ア
ナ
リ
テ
ィ
カ
社
が
行
っ
た
と
さ
れ
る
ユ
ー
ザ
に
対
す
る
心
理
操
作
）
に
よ
っ
て
、
二
〇
一
六
年
の

米
大
統
領
選
や
英
国
の
欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
脱
退
に
関
す
る
国
民
投
票
の
結
果
に
影
響
を
及
ぼ
し
た
の
で
は
な
い
か
と
い
う
議
論
を
巻
き
起

こ
し
て
い

（
（6
（

る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
仮
に
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
が
法
的
に
保
護
さ
れ
て
い
た
と
し
て
も
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
情
報
─
─
つ
ま
り
、
法
的

に
保
護
さ
れ
て
い
な
い
情
報
が
集
積
さ
れ
る
と
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
も
あ
り
、
そ
れ
が
と
き
に
悪
用
さ
れ
る
こ

と
も
あ
る
こ
と
を
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
指
摘
す

（
（6
（

る
。

　

そ
し
て
そ
の
結
果
、「
ウ
ェ
ブ
・
ラ
イ
ニ
ン
グ
」（W

eblining

）
が
起
き
る
と
、
彼
は
注
意
を
喚
起
す

（
（6
（

る
。
こ
れ
は
、
オ
フ
ラ
イ
ン
に
お

け
る
差
別
的
慣
習
で
あ
る
「
赤
線
引
き
」（Redlini

（
（6
（ng

）
の
オ
ン
ラ
イ
ン
版
で
あ
る
。
事
実
上
あ
ま
り
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
と
思
わ
れ
る

情
報
（
消
費
者
の
選
択
）
に
オ
ン
ラ
イ
ン
で
簡
単
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
こ
と
は
、こ
の
種
の
慣
習
を
能
率
化
す
る
こ
と
に
繋
が
っ
て
し
ま
う
。

　

こ
の
点
、
民
間
部
門
は
こ
の
手
の
情
報
を
単
に
商
業
的
な
目
的
に
の
み
利
用
す
る
一
方
、
政
府
は
人
々
を
投
獄
し
た
り
、
自
由
な
言
論
を
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抑
圧
し
た
り
、
彼
ら
の
権
利
を
侵
害
す
る
た
め
に
情
報
を
利
用
す
る
の
で
、
民
間
部
門
の
悪
用
の
被
害
は
た
か
が
知
れ
て
い
る
と
思
う
向
き

も
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
私
人
に
よ
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
侵
害
は
、
政
府
に
よ
る
そ
れ
と
あ
る
種
同
様
の
効
果
を
有
し
て

い
る
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
主
張
す

（
（7
（

る
。

　

そ
の
効
果
と
は
、
差
別
的
取
扱
い
や
、
表
現
・
異
議
の
「
萎
縮
効
果
」（chilling

）
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
自
身
の
性
的
志
向
を
秘
密
に
し

て
お
き
た
い
ゲ
イ
の
人
々
が
メ
デ
ィ
ア
に
よ
っ
て
公
け
に
さ
れ
た
り
、
銀
行
が
癌
と
な
っ
た
人
々
の
ロ
ー
ン
を
回
収
し
た
り
、
企
業
が
社
員

を
雇
う
と
き
に
政
治
思
想
や
宗
教
観
を
理
由
に
こ
れ
を
拒
否
し
た
り
、
結
果
と
し
て
政
府
の
機
関
が
実
行
す
る
の
と
同
じ
よ
う
な
形
で
、
プ

ラ
イ
バ
シ
ー
が
侵
害
さ
れ
る
の
で
あ

（
（7
（

る
。
そ
し
て
こ
の
よ
う
な
差
別
的
な
取
扱
い
を
恐
れ
る
が
ゆ
え
に
、
人
々
が
自
身
に
つ
い
て
の
表
現
行

為
や
何
ら
か
の
選
択
の
行
使
を
（
市
場
に
お
い
て
す
ら
）
控
え
る
こ
と
に
繋
が
る
虞
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
虞
は
、
企
業
が
収
集
し
た
情
報

を
政
府
が
利
用
で
き
る
こ
と
に
よ
っ
て
増
幅
さ
れ

（
（7
（

る
。
さ
ら
に
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の
購
買
履
歴
や
サ
イ
ト
の
閲
覧
記
録
を
も
と
に
す

る
の
み
な
ら
ず
、
オ
フ
ラ
イ
ン
で
の
行
動
履
歴
を
も
と
に
し
た
「
リ
ア
ル
行
動
タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
技

（
（7
（

術
」
の
発
展
・
普
及
次
第
で
は
、
こ
の

問
題
は
、
一
層
重
大
な
も
の
と
な
る
。

　

こ
の
よ
う
な
差
別
的
取
扱
い
や
行
動
の
萎
縮
効
果
は
、
双
方
と
も
に
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
い
う
「
私
的
選
択
」
の
不
当
な
抑
圧
と
な
り
う
る

も
の
で
あ
る
。
前
述
し
た
よ
う
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
情
報
の
利
活
用
の
促
進
を
推
奨
す
る
も
の
の
、
そ
れ
は
あ
く
ま
で
も
共
通
善
（
公
共

の
安
全
、
公
衆
衛
生
）
へ
の
貢
献
の
た
め
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
も
し
情
報
の
利
活
用
、
つ
ま
り
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
抑
制
が
私
的
選
択

の
不
当
な
抑
圧
に
つ
な
が
る
な
ら
ば
、
彼
は
こ
れ
を
善
し
と
は
し
な
い
。

　

そ
こ
で
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
特
に
商
業
的
な
理
由
に
基
づ
く
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
の
発
見
に
つ
な
が
る
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
情
報

の
使
用
を
禁
止
す
べ
き
で
あ
る
と
主
張
す
る
の
で
あ
る
。

　

実
際
に
、
ア
メ
リ
カ
で
は
ダ
ブ
ル
ク
リ
ッ
ク
事

（
（7
（

件
に
お
い
て
、
一
万
一
千
人
以
上
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
ユ
ー
ザ
に
対
し
て
ク
ッ
キ
ー
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（cookie, 

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
訪
問
し
た
ユ
ー
ザ
（
の
ブ
ラ
ウ
ザ
）
の
情
報
を
一
時
的
に
保
存
す
る
仕
組
み
、
ま
た
は
そ
の
デ
ー
タ
の
こ
と
）

を
利
用
し
て
広
告
を
配
信
し
た
行
為
が
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
に
な
る
か
ど
う
か
が
ク
ラ
ス
・
ア
ク
シ
ョ
ン
で
争
わ
れ
た
。
連
邦
地
方
裁
判
所

は
、
連
邦
議
会
に
お
い
て
消
費
者
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
問
題
が
審
議
過
程
に
あ
る
た
め
、
裁
判
所
と
し
て
正
面
か
ら
結
論
を
下
す
こ
と
を
回
避

し
、
結
局
ク
ッ
キ
ー
を
用
い
た
ユ
ー
ザ
情
報
の
収
集
は
違
法
で
は
な
い
と
判
断
し
た
。
そ
の
後
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
行
動
タ
ー
ゲ
テ
ィ

ン
グ
広
告
を
ど
の
よ
う
に
規
制
す
べ
き
か
に
つ
い
て
議
論
さ
れ
て
き
て
い
る
。た
と
え
ば
、ア
メ
リ
カ
連
邦
取
引
委
員
会
の
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ナ
ー

は
二
〇
〇
七
年
の
時
点
で
「
オ
ン
ラ
イ
ン
行
動
タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
そ
れ
自
体
が
デ
ー
タ
収
集
の
範
囲
や
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
侵
害
の
問
題
を
提

起
し
て
い

（
（7
（

る
」
と
指
摘
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
同
委
員
会
は
オ
ン
ラ
イ
ン
行
動
タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
広
告
の
た
め
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
原
則
を
公

表
し
、
消
費
者
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
に
向
け
た
自
主
規
制
の
枠
組
み
構
築
に
向
け
た
議
論
を
開
始
し

（
（7
（

た
。
二
〇
一
〇
年
一
二
月
に
は
、
同

委
員
会
が
統
一
的
か
つ
包
括
的
な
消
費
者
の
選
択
の
枠
組
み
を
推
進
す
る
た
め
、
消
費
者
が
ク
ッ
キ
ー
を
通
じ
て
追
跡
さ
れ
る
こ
と
を
望
む

か
ど
う
か
、
広
告
配
信
を
受
領
し
た
い
か
ど
う
か
に
つ
い
て
本
人
に
知
ら
し
め
る
た
め
の
仕
組
み
を
策
定
す
る
こ
と
が
最
も
実
践
的
な
方
法

で
あ
る
と
し
て
、「
追
跡
禁
止
」（D
o-N

ot-T
rack

）
原
則
を
掲
げ

（
（7
（

た
。

二　

選
好
─
─
文
化
と
社
会
の
副
産
物

　

こ
の
点
、
以
上
の
よ
う
な
情
報
の
悪
用
に
よ
る
何
ら
か
の
差
別
的
取
扱
い
、
あ
る
い
は
行
為
の
萎
縮
効
果
を
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
が
批
判
す
る

こ
と
と
密
接
に
関
わ
っ
て
い
る
の
が
、個
人
の
選
好
と
そ
の
起
源
で
あ
る
と
い
え
る
。
前
述
の
よ
う
に
、エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、プ
ラ
イ
バ
シ
ー
、

社
会
保
障
番
号
、サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
、三
つ
の
事
象
で
鮮
明
に
な
っ
て
い
る
「
社
会
的
な
変
化
を
生
じ
さ
せ
る
力
」
が
、「
公
」
か
「
私
」

ど
ち
ら
か
一
つ
の
領
域
に
お
い
て
生
じ
、
そ
の
力
が
他
の
領
域
へ
影
響
を
与
え
て
い
る
と
い
う
想
定
は
間
違
っ
て
い
る
と
す

（
（7
（

る
。
彼
に
よ
れ

ば
、
こ
の
力
は
、「
公
」「
私
」
双
方
の
部
門
で
結
合
し
て
大
き
く
な
り
な
が
ら
も
、
双
方
が
第
三
の
領
域
、
つ
ま
り
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
な
い
し
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市
民
社
会
の
力
に
影
響
を
受
け
る
の
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
力
の
基
礎
と
な
る
の
が
、
個
人
の
選
好
で
あ
る
と
い
う
の
で

あ
（
（7
（

る
。

二
─
一　

個
人
の
選
好
と
ウ
ェ
ブ
・
ラ
イ
ニ
ン
グ

　

こ
の
点
、
公
私
の
明
確
で
深
遠
な
区
分
を
想
定
す
る
公
共
哲
学
の
多
く
は
、
あ
く
ま
で
「
個
人
」
か
ら
問
題
の
検
討
を
始
め
る
。
そ
の
個

人
は
意
思
を
表
明
し
公
の
領
域
を
治
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
個
人
の
私
的
に
形
成
さ
れ
た
選
好
は
尊
重
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

つ
ま
り
、
近
代
の
民
主
主
義
理
論
は
、
そ
の
基
礎
的
形
態
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
投
票
者
が
熟
慮
し
、
自
身
の
考
え
を
形
成
し
、
そ
れ
か

ら
私
的
に
、
投
票
箱
と
い
う
秘
密
の
空
間
の
な
か
で
自
身
の
選
好
を
表
明
す
る
と
い
う
想
定
を
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
私
的
選
択
の
集

合
が
発
露
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
公
の
領
域
と
し
て
の
政
体
（polity

）
は
そ
の
方
向
性
を
得
る
。
同
様
に
、「
消
費
者
主
権
」（consum

er 

sovereignty

）
理
論
も
多
数
の
個
人
消
費
者
が
個
人
の
選
好
に
沿
っ
て
何
を
買
う
か
選
択
し
、
そ
の
選
択
の
蓄
積
の
発
露
で
あ
る
全
体
と

し
て
の
経
済
が
そ
の
方
向
性
を
得
る
と
い
う
こ
と
か
ら
問
題
の
検
討
を
始
め
る
。

　

も
し
こ
の
仮
定
が
正
し
い
の
で
あ
れ
ば
、
例
え
ば
情
報
の
利
活
用
の
場
面
に
お
い
て
情
報
処
理
の
結
果
差
別
的
取
扱
い
を
受
け
る
の
は
、

何
ら
か
の
属
性
が
た
ま
た
ま
一
致
し
て
い
る
個
人
の
集
合
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
そ
こ
で
は
、
現
実
社
会
に
お
け
る
関
係
性
は
必
ず
し
も
重

視
さ
れ
て
い
な
い
。

　

個
人
の
選
好
へ
の
こ
の
大
き
な
尊
重
を
示
す
公
共
哲
学
の
重
要
性
を
強
調
す
る
厳
密
に
思
考
実
験
的
な
目
的
の
た
め
に
、し
ば
ら
く
の
間
、

ま
っ
た
く
逆
の
こ
と
が
正
し
い
と
想
定
し
て
み
る
こ
と
に
も
意
義
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
考
え

（
（8
（

る
。
つ
ま
り
、
こ
の

よ
う
な
選
好
は
個
人
を
反
映
し
て
い
る
の
で
は
な
く
、
公
的
機
関
に
よ
る
大
規
模
な
プ
ロ
パ
ガ
ン
ダ
を
通
し
て
植
え
つ
け
ら
れ
た
も
の
を
反

映
し
て
い
る
と
想
定
す
る
の
で
あ
る
。
そ
う
す
る
と
、
こ
の
よ
う
な
植
え
つ
け
ら
れ
た
選
好
は
、
上
述
の
一
般
的
な
物
語
に
み
ら
れ
る
よ
う
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な
尊
重
の
よ
う
な
何
が
し
か
に
値
し
な
い
だ
ろ
う
。
と
り
わ
け
、
ま
さ
し
く
公
私
の
区
別
と
い
う
も
の
が
、
よ
り
そ
の
重
要
性
を
失
う
こ
と

に
な
る
。
な
ぜ
な
ら
、
公
の
領
域
が
区
分
の
双
方
を
支
配
し
う
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
は
、「
公
私
の
衝
突
は
腹
話
術
師
と
そ
の
人
形
の

間
の
闘
い
」
と
な

（
（8
（

る
。

　

仮
に
わ
れ
わ
れ
が
生
き
て
い
る
社
会
が
こ
の
よ
う
な
社
会
で
あ
り
、
プ
ロ
パ
ガ
ン
ダ
に
従
っ
て
行
動
し
た
結
果
、
そ
の
情
報
を
利
活
用
さ

れ
て
差
別
的
取
扱
い
が
為
さ
れ
る
と
い
う
の
で
あ
れ
ば
、こ
れ
は
完
全
に
デ
ィ
ス
ト
ピ
ア
で
あ
ろ
う
。
わ
れ
わ
れ
は
こ
の
よ
う
な
社
会
に
は
、

ま
だ
い
な
い
は
ず
で
あ
る
。

　

そ
こ
で
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
上
述
の
思
考
実
験
と
し
て
の
検
討
よ
り
も
極
端
で
は
な
い
も
の
の
、
し
か
し
、「
個
人
は
変
動
す
る
自
由
を

有
し
な
が
ら
も
、
集
合
的
な
社
会
の
影
響
力
が
個
人
の
選
好
に
重
大
な
影
響
を
与
え
て
い
る
」
と
想
定
す

（
（8
（

る
。
つ
ま
り
、
選
好
は
「
共
同
決

定
的
な
（co-determ

ined

）
も
の
」
だ
と
考
え
る
の
で
あ

（
（8
（

る
。
そ
う
す
る
と
、選
好
は
、「
公
共
哲
学
の
多
数
派
が
考
え
る
よ
り
も
ず
っ
と
、

よ
り
基
礎
的
な
規
範
的
な
足
場
と
調
和
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
こ
と
に
な

（
（8
（

る
。

二
─
二　

個
人
の
選
好
に
対
す
る
社
会
の
影
響

　

個
人
の
選
好
へ
の
社
会
の
影
響
は
、小
さ
な
子
供
の
成
長
の
仕
方
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
も
っ
と
も
明
ら
か
に
な
る
と
し
て
、エ
ツ
ィ

オ
ー
ニ
は
次
の
よ
う
に
考
察
す

（
（8
（

る
。

　

子
供
の
選
好
は
、は
じ
め
は
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
彼
ら
の
選
好
で
は
な
く
、む
し
ろ
家
族
や
近
所
の
人
や
サ
ブ
カ
ル
チ
ャ
ー
、つ
ま
り
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
の
影
響
を
反
映
し
て
い
る
。

　

事
実
、
子
供
は
広
範
で
あ
い
ま
い
な
傾
向
を
有
し
て
生
ま
れ
る
。
し
か
し
、
彼
ら
の
一
般
的
な
傾
向
は
、
彼
ら
が
内
在
化
す
る
特
定
の
価

値
に
沿
う
よ
う
、
特
定
の
選
好
に
「
翻
訳
」
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
こ
の
選
好
は
し
ば
し
ば
、
個
人
的
、
意
識
的
理
由
付
け
の
結
果
で
は
な
く
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獲
得
さ
れ
る
。
全
て
の
行
為
の
う
ち
、
は
じ
め
に
生
物
的
な
傾
向
（
食
べ
物
の
選
択
）
は
社
会
的
な
価
値
に
よ
っ
て
深
く
形
成
さ
れ
、
付
加

的
な
選
好
も
社
会
的
な
価
値
に
よ
っ
て
植
え
つ
け
ら
れ
、
そ
し
て
自
己
の
不
可
欠
な
部
分
と
な
る
。
子
供
た
ち
は
、
あ
る
種
の
規
範
の
目
録

の
中
か
ら
観
念
的
な
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
と
価
値
を
選
ん
で
い
る
の
で
は
な
い
。
む
し
ろ
彼
ら
は
は
じ
め
の
う
ち
は
、
そ
の
価
値
や
と
り
わ

け
そ
の
選
好
を
彼
ら
の
属
す
る
文
化
や
サ
ブ
カ
ル
チ
ャ
ー
か
ら
得
て
い
る
の
で
あ

（
（8
（

る
。

　

ま
た
、
子
供
が
大
人
に
な
っ
て
も
、
彼
ら
の
選
好
は
突
然
、
不
変
で
、
独
立
し
て
、
密
閉
し
て
保
護
さ
れ
た
も
の
に
な
る
わ
け
で
は
な
い
。

例
え
ば
ピ
ア
・
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
（
友
人
や
同
僚
か
ら
の
お
勧
め
や
、
環
境
・
雰
囲
気
に
基
づ
く
事
実
上
の
購
入
促
進
等
）
と
い
っ
た
よ
う
な

も
の
が
、
彼
ら
に
影
響
を
与
え
続
け
る
。
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
や
プ
ロ
パ
ガ
ン
ダ
、
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
に
影
響
を
受
け
る
こ
と
も
あ
る
。
こ
の
よ

う
な
効
果
は
、
個
人
本
人
は
意
識
し
て
い
な
か
っ
た
り
、
選
好
の
変
更
を
す
る
か
ど
う
か
を
熟
慮
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
う
ち
に
生
じ
た
り

す
る
。

　

こ
の
よ
う
な
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
仮
定
が
正
し
い
と
す
る
な
ら
ば
、
Ｐ
Ｖ
Ｔ
に
よ
っ
て
類
別
化
さ
れ
る
わ
れ
わ
れ
は
、
宗
教
や
人
種
等
に
基

づ
く
差
別
的
取
扱
い
を
除
い
た
と
し
て
も
な
お
、
何
気
な
く
想
定
す
る
よ
り
も
ず
っ
と
、
現
実
の
人
間
関
係
に
根
ざ
し
た
価
値
・
経
験
を
根

拠
に
類
別
化
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
は
し
な
い
だ
ろ
う
か
。
そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
、
多
様
化
す
る
個
々
人
の
選
好
に
対
応
す
る
た
め
に
な
さ
れ

る
は
ず
の
デ
ー
タ
分
析
は
、
一
体
何
を
結
果
と
し
て
は
じ
き
出
す
の
だ
ろ
う
か
。

二
─
三　

第
三
の
領
域
の
性
質
と
そ
の
推
進
力

　

研
究
者
や
公
的
知
識
人
は
、
か
ね
て
よ
り
し
ば
し
ば
二
つ
の
領
域
の
区
別
の
困
難
性
と
、
第
三
の
領
域
と
し
て
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
な
い
し

市
民
社
会
の
特
徴
的
な
役
割
を
認
め
る
メ
リ
ッ
ト
を
指
摘
し
て
き
て
い

（
（8
（

る
。
こ
の
共
同
の
領
域
（com

m
unal realm

）
は
、
核
家
族
や
拡

大
家
族
や
、
友
情
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
居
住
、
倫
理
、
人
種
、
宗
教
、
職
業
の
類
似
性
の
絆
か
ら
生
ず
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
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団
体
、
非
営
利
組
織
（
ア
メ
リ
カ
で
は
大
学
や
医
療
セ
ン
タ
ー
や
カ
ル
チ
ャ
ー
団
体
等
）
の
メ
ン
バ
ー
間
の
関
係
を
含
む
。

　

今
日
的
問
題
を
論
ず
る
際
、こ
の
よ
う
な
第
三
の
領
域
は
し
ば
し
ば
見
過
ご
さ
れ
、周
縁
に
追
い
や
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
第
一
の
理
由
は
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
デ
ィ
ス
コ
ー
ス
は
、
明
確
な
対
立
や
二
分
法
を
好
み
、
複
雑
さ
や
ニ
ュ
ア
ン
ス
の
あ
る
も
の
、
ま
た
「
第
三
の
」
ポ
ジ
シ
ョ

ン
を
嫌
悪
す
る
か
ら
で
あ

（
（8
（

る
。
さ
ら
に
い
え
ば
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
デ
ィ
ス
コ
ー
ス
の
多
く
は
、
リ
ベ
ラ
ル
対
保
守
と
い
う
観
点
か
ら
問
題
に
取

り
組
み
、
公
（
政
府
）
対
私
（
自
由
市
場
、
個
人
の
権
利
）
の
問
題
の
検
討
に
終
始
し
て
い
る
と
い
え
る
。
し
か
し
、
前
述
の
と
お
り
、
社

会
を
三
つ
の
領
域
に
区
分
す
る
こ
と
は
生
産
的
で
あ
る
と
い
う
と
い
う
問
題
意
識
は
周
知
の
こ
と
で
あ
り
、
議
論
の
余
地
は
な
い
と
エ
ツ
ィ

オ
ー
ニ
は
考
え

（
（8
（

る
。
彼
に
よ
れ
ば
、
第
三
の
領
域
は
単
に
見
過
ご
さ
れ
て
き
た
に
す
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。

　

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
が
主
張
し
た
い
の
は
、「
主
要
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
的
な
力
と
は
社
会
運
動
の
そ
れ
で
あ
る
」と
い
う
こ
と
で
あ

（
（9
（

る
。
た
だ
し
、

こ
ち
ら
は
よ
り
議
論
の
余
地
の
あ
る
も
の
で
あ
る
。

　

鍵
と
な
る
例
は
、
全
国
的
な
解
放
運
動
（national liberation

）、
社
会
主
義
運
動
、
宗
教
運
動
、
環
境
保
護
活
動
の
比
較
に
み
ら
れ
る
。

こ
れ
ら
の
運
動
は
そ
れ
ぞ
れ
大
き
く
異
な
る
も
の
で
あ
り
、と
く
に
彼
ら
が
促
進
し
よ
う
と
す
る
価
値
は
非
常
に
異
な
る
。
し
か
し
な
が
ら
、

こ
れ
ら
の
運
動
は
、
そ
の
規
範
的
歴
史
的
違
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
い
く
つ
か
の
社
会
学
的
な
特
性
を
共
有
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
は
、
公
私

の
領
域
双
方
に
作
用
す
る
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
、「
衰
え
つ
つ
あ
る
社
会
制
度
か
ら
正
当
性
や
政
治
的
支
柱
を
回
収
し
、
新
し
い
も
の
の
た

め
に
基
礎
を
築
く
こ
と
」
が
で
き
る
の
で
あ

（
（9
（

る
。

　

二
つ
の
領
域
が
絡
み
合
っ
て
動
く
鍵
と
な
る
原
因
は
、
そ
の
ペ
ー
ス
や
範
囲
が
大
き
く
違
う
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
二
つ
の
領
域
に
お
け
る

主
要
な
変
化
が
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
的
な
フ
ァ
ク
タ
ー
、と
く
に
社
会
運
動
に
よ
っ
て
創
始
さ
れ
、推
進
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
あ
る
と
、

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
主
張
す
る
。

　

そ
し
て
、
本
稿
で
検
討
す
る
問
題
に
お
い
て
、
公
私
の
領
域
双
方
の
変
化
に
影
響
を
与
え
て
い
る
の
は
、
保
守
主
義
的
反
動
お
よ
び
レ
ー
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ガ
ニ
ズ
ム
と
も
呼
ぶ
べ
き
思
潮
で
あ
る
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
い

（
（9
（

う
。
こ
れ
は
新
保
守
主
義
思
想
に
よ
っ
て
拡
張
さ
れ
た
、
自
由
放
任
主
義
的

保
守
主
義
と
リ
バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
の
混
合
的
思
想
で
あ
る
。
こ
こ
に
は
、
何
ら
か
の
団
体
や
学
派
の
会
員
に
な
っ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
人

び
と
に
よ
っ
て
広
く
共
有
さ
れ
る
、
反
政
府
的
な
感
情
も
含
ま
れ
る
。

　

こ
の
思
潮
は
、
基
本
的
に
は
、
民
間
部
門
へ
と
影
響
を
与
え
、
社
会
保
障
番
号
の
産
業
界
に
よ
る
使
用
の
拡
大
、
民
間
部
門
に
よ
る
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
の
過
度
の
侵
害
、
民
間
部
門
に
よ
る
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
へ
の
強
い
反
対
に
繋
が
っ
て
い
る
こ
と
を
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
指

摘
す

（
（9
（

る
。
し
か
し
そ
の
過
程
に
お
い
て
、
こ
の
思
潮
は
公
的
領
域
に
も
影
響
を
与
え
、
民
間
部
門
に
よ
っ
て
収
集
さ
れ
た
個
人
の
情
報
を
政

府
の
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト
が
使
う
こ
と
や
、
公
的
部
門
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
侵
食
や
、
政
府
が
よ
り
自
由
に
社
会
保
障
番
号
を
利
用
す

る
こ
と
を
容
認
し
て
し
ま
っ
て
い
る
こ
と
を
、
こ
の
思
潮
の
擁
護
者
は
し
ば
し
ば
見
過
ご
し
て
い
る
。

　

し
か
し
一
方
で
、
サ
イ
バ
ー
ス
ペ
ー
ス
は
、
そ
の
発
端
か
ら
政
府
か
ら
自
由
な
領
域
で
あ
る
と
看
做
さ
れ
て
き
た
が
、
必
ず
し
も
保
守
主

義
的
反
動
や
レ
ー
ガ
ン
的
な
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
に
よ
っ
て
作
ら
れ
た
も
の
で
は
な
い
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
考
え

（
（9
（

る
。
ま
た
、
既
述
の
よ
う
な

保
守
的
な
変
化
が
起
き
て
い
る
一
方
で
、
選
好
は
第
三
の
領
域
に
よ
っ
て
な
お
形
成
さ
れ
続
け
、
と
く
に
社
会
運
動
に
よ
っ
て
大
き
く
変
更

さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
環
境
保
護
活
動
は
人
々
が
エ
コ
な
製
品
を
好
む
よ
う
に
し
た
が
、
こ
こ
に
は
レ
ッ
セ
フ
ェ
ー
ル
的
な
影
響
は
な
い

と
い
え
る
。

　

つ
ま
り
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
社
会
運
動
に
よ
っ
て
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
問
題
に
お
け
る
現
行
の
新
自
由
主
義
的
な
思
潮

を
刷
新
す
る
こ
と
を
目
論
ん
で
い
る
の
で
あ
る
。
そ
し
て
そ
の
、
社
会
を
変
動
さ
せ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
抑
圧
さ
せ
な
い
た
め
に
、
そ
の
よ
う

な
行
動
に
萎
縮
効
果
を
与
え
る
よ
う
な
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
る
人
々
の
類
別
化
、
差
別
的
取
扱
い
を
す
る
こ
と
を
防
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
考
え
て
い
る
の
で
あ
ろ
う
。
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三　

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
平
等

　

こ
の
点
、
以
上
の
よ
う
に
情
報
の
不
当
な
利
活
用
に
基
づ
く
差
別
や
、
行
動
の
萎
縮
効
果
に
批
判
的
な
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
一
方
で
、
完
全

な
「
結
果
の
平
等
」
を
志
向
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
一
定
の
差
別
的
取
扱
い
は
現
実
問
題
と
し
て
許
容
し
て
い
る
と
評
価
で
き
る
。
し

か
し
な
が
ら
そ
の
主
張
に
は
、
個
人
間
の
平
等
の
み
な
ら
ず
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の
平
等
を
も
可
能
な
限
り
希
求
す
る
と
い
う
特
徴
が
あ
る
。

こ
こ
で
は
こ
れ
ま
で
の
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
主
張
の
限
界
を
画
す
る
た
め
、
彼
の
平
等
観
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
。

　

ま
ず
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
社
会
の
エ
リ
ー
ト
と
そ
の
他
の
者
の
間
の
福
利
と
富
の
不
均
衡
が
課
題
に
な
る
と
、「
社
会
は
『
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
』
と
し
て
の
形
態
を
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
し
て
こ
れ
を
問
題
視
す

（
（9
（

る
。
こ
の
点
、
か
つ
て
は
こ
の
よ
う
な
問

題
を
防
ぐ
た
め
に
は
、
国
家
は
「
結
果
の
平
等
」
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
主
張
さ
れ
て
き

（
（9
（

た
。
し
か
し
な
が
ら
、
二
〇
世
紀
の
間

に
、
わ
れ
わ
れ
は
こ
の
よ
う
な
取
扱
い
が
自
由
な
社
会
の
性
分
に
合
わ
な
い
こ
と
を
学
ん

（
（9
（

だ
。

　

例
え
ば
、
美
し
さ
と
か
音
楽
の
才
能
と
か
を
平
等
に
し
う
る
程
度
に
は
少
な
か
ら
ぬ
限
度
が
あ
り
、
こ
の
種
の
平
等
が
善
い
も
の
で
あ
る

と
直
ち
に
明
白
に
な
る
わ
け
で
は
な
い
。「
単
な
る
」
経
済
的
資
産
、
権
力
、
そ
し
て
社
会
的
地
位
の
平
等
の
達
成
で
あ
っ
て
も
、
も
し
そ

れ
が
全
て
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
メ
ン
バ
ー
が
同
じ
分
け
前
を
得
る
こ
と
や
、
あ
る
い
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
能
力
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
必
要

に
応
じ
て
分
配
さ
れ
る
こ
と
を
目
指
す
と
、
ひ
ど
く
掴
ま
え
ど
こ
ろ
の
な
い
、
必
ず
し
も
良
い
目
標
で
は
な
い
も
の
と
な
る
。
例
え
ば
、
こ

れ
ら
の
考
え
は
、
ど
の
よ
う
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
あ
っ
て
も
完
全
に
無
視
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
、
効
率
性
や
生
産
性
を
ひ
ど
く
害
す
る
も

の
で
あ
る
と
信
じ
ら
れ
て
い

（
（9
（

る
。
そ
こ
で
わ
れ
わ
れ
は
平
等
を
最
終
的
な
状
態
と
考
え
る
の
で
は
な
く
、
不
平
等
を
大
き
く
減
ら
す
こ
と
に

関
心
を
持
つ
べ
き
で
あ
る
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
い

（
（9
（

う
。

　

そ
こ
で
、「
機
会
の
平
等
」
が
そ
の
代
替
と
し
て
激
賞
さ
れ
、
か
な
り
の
議
論
の
蓄
積
が
み
ら
れ

（
（10
（

る
。
し
か
し
、
全
て
の
者
の
た
め
に
「
機

会
の
平
等
」
を
保
障
す
る
た
め
に
は
、
皆
が
同
等
の
ス
タ
ー
ト
地
点
に
立
た
な
け
れ
ば
な
ら
ず
現
実
的
で
は
な
い
と
し
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
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は
自
身
の
平
等
に
関
す
る
構
想
を
構
築
し
て
い

（
（10
（

く
。

　

こ
の
点
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
構
想
す
る
善
き
社
会
は
、
ロ
ー
ル
ズ
の
格
差
原

（
（10
（

理
よ
り
も
ず
っ
と
多
く
不
平
等
を
減
ら
す
よ
う
措
定
さ
れ
て

い
る
。
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
が
問
題
視
す
る
ロ
ー
ル
ズ
の
理
論
の
欠
点
は
、
最
も
恵
ま
れ
な
い
人
々
の
便
益
に
な
る
よ
う
な
も
の
で
あ
れ
ば
、
社

会
的
、
経
済
的
不
平
等
も
認
め
ら
れ
る
と
す
る
公
式
に
、「
有
産
者
が
得
ら
れ
る
利
益
の
額
」
と
、「
有
産
者
と
無
産
者
の
間
の
不
均
衡
」
に

つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
「
許
容
さ
れ
る
上
限
」
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
で
あ

（
（10
（

る
。

　

例
え
ば
、一
九
九
〇
年
代
に
お
い
て
、労
働
者
の
収
入
は
三
十
二
％
増
え
た
が
、最
高
経
営
責
任
者
（
Ｃ
Ｅ
Ｏ
）
の
給
料
は
五
百
三
十
五
％

増
え
た
こ
と
を
指
摘
し
つ
つ
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、「
こ
の
よ
う
に
極
端
か
つ
増
大
す
る
不
平
等
は
、
社
会
が
二
つ
の
陣
営
に
分
裂
す
る
虞

を
生
じ
さ
せ
る
」
と
批
判
す

（
（10
（

る
。
こ
こ
に
い
う
二
つ
の
陣
営
と
は
、
一
つ
目
は
裕
福
で
利
得
が
多
い
陣
営
で
、
も
う
一
つ
は
わ
ず
か
に
裕
福

な
が
ら
、
一
つ
目
の
陣
営
か
ら
ず
っ
と
後
れ
を
取
る
陣
営
を
い
う
。
経
済
的
資
源
が
政
治
的
権
力
と
関
連
し
て
い
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
こ

の
よ
う
な
増
大
す
る
不
平
等
は
、
単
に
社
会
的
な
絆
の
み
な
ら
ず
、
社
会
の
民
主
主
義
的
要
素
を
も
害
す
る
こ
と
と
な
る
。

　

そ
の
具
体
例
と
し
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
以
下
の
よ
う
な
場
面
を
挙
げ

（
（10
（

る
。

　

た
と
え
ば
あ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
メ
ン
バ
ー
が
、
他
の
大
多
数
の
メ
ン
バ
ー
の
日
常
生
活
の
状
況
か
ら
か
け
離
れ
、
お
抱
え
運
転
手
や

給
仕
等
を
雇
っ
た
り
し
て
ゲ
ー
テ
ッ
ド
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
大
富
豪
と
し
て
生
活
す
る
よ
う
に
な
っ
た
ら
、
彼
等
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
ほ
か
の

人
々
と
の
接
触
を
失
う
こ
と
に
な
る
。
そ
の
よ
う
な
分
離
は
社
会
の
絆
を
す
り
減
ら
す
だ
け
で
な
く
、
特
権
階
級
の
人
々
を
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
道
徳
的
文
化
か
ら
隔
離
す
る
こ
と
に
な
り
、
彼
ら
が
そ
の
他
の
市
民
の
生
活
の
現
実
に
気
づ
け
な
い
よ
う
に
し
て
し
ま
い
も
す
る
。
そ
し

て
こ
れ
は
、
翻
っ
て
彼
ら
が
非
現
実
的
な
政
策
を
志
向
す
る
原
因
と
な
り
、
さ
ら
に
は
彼
等
の
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
信
頼
を
害
す
る
よ
う

に
な
る
の
だ
。
こ
の
よ
う
な
事
態
に
繋
が
り
得
る
傾
向
は
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
発
展
に
よ
り
、
顕
著
に
な
っ
て
い
る
。
Ｉ
Ｔ
の
（
経
済
的
な
）
恩
恵

を
受
け
て
い
る
の
は
、
ト
ッ
プ
の
一
パ
ー
セ
ン
ト
の
人
間
だ
け
だ
と
い
う
指
摘
が
あ

（
（10
（

る
。
例
え
ば
、
か
つ
て
の
（
ア
ナ
ロ
グ
）
写
真
業
界
の
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雄
コ
ダ
ッ
ク
と
、デ
ジ
タ
ル
画
像
共
有
サ
ー
ビ
ス
を
展
開
す
る
イ
ン
ス
タ
グ
ラ
ム
や
そ
れ
を
買
収
し
た
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
と
を
比
較
す
る
と
、

イ
ン
ス
タ
グ
ラ
ム
や
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
が
雇
う
人
間
の
数
は
、
か
つ
て
の
コ
ダ
ッ
ク
の
十
分
の
一
以
下
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
フ
ェ
イ

ス
ブ
ッ
ク
の
時
価
総
額
は
ピ
ー
ク
時
の
コ
ダ
ッ
ク
の
七
倍
を
上
回
っ
て
お
り
、
結
果
的
に
少
な
く
と
も
七
人
の
億
万
長
者
（
純
資
産
が
十
億

ド
ル
以
上
）
を
誕
生
さ
せ
た
と
い

（
（10
（

う
。

　

そ
こ
で
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
社
会
が
そ
の
全
て
の
メ
ン
バ
ー
の
た
め
に
「
寛
大
な
最
小
限
度
」（generous m

inim
um

）
を
維
持
す
る

だ
け
で
な
く
、
資
源
全
体
の
う
ち
上
流
階
級
が
取
得
す
る
分
の
増
加
速
度
を
緩
や
か
に
す
る
こ
と
で
、
不
平
等
に
上
限
を
設
け
る
よ
う
努
力

を
す
る
方
向

（
（10
（

性
を
採
用
す
る
。
彼
は
、
こ
れ
ら
の
ル
ー
ル
を
、
そ
れ
ぞ
れ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ご
と
に
も
適
用
す
る
。

　

加
え
て
、
資
源
の
割
当
に
お
け
る
個
人
間
の
不
平
等
の
み
な
ら
ず
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
に
お
け
る
そ
れ
に
つ
い
て
も
考
慮
に
入
れ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
、
彼
は
注
意
を
喚
起
す

（
（10
（

る
。
し
か
し
な
が
ら
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
に
お
い
て
も
「
結
果
の
平
等
」
は
お
よ
そ
完
全
に
達
成
さ

れ
る
こ
と
は
な
い
こ
と
を
承
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
か
わ
り
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
い
う
善
き
社
会
は
、「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の

資
源
の
割
当
」
に
つ
い
て
も
、
上
に
述
べ
た
メ
ン
バ
ー
間
の
そ
れ
と
同
じ
も
の
を
適
用
す

（
（11
（

る
。

　

つ
ま
り
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
志
向
す
る
社
会
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
内
に
お
け
る
個
人
間
の
不
平
等
も
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の

不
平
等
も
十
分
に
低
減
し
よ
う
と
す
る
社
会
な
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
考
え
は
、
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
構
想
と
い
う
、
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
地
域
社
会

へ
の
活
用
が
目
論
ま
れ
る
昨
今
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
再
開
発
の
行
く
末
を
見
据
え
る
た
め
の
、
重
要
な
よ
す
が
と
な
り
得
る
も
の
で
は
な
い

だ
ろ
う
か
。
た
だ
一
方
で
、
彼
の
見
解
も
個
人
的
な
い
し
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の
不
平
等
を
完
全
に
な
く
す
こ
と
を
目
論
ん
で
い
る
わ
け
で
は

な
い
こ
と
に
は
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

彼
の
主
張
す
る
情
報
の
悪
用
に
よ
っ
て
生
じ
る
差
別
的
取
扱
い
の
禁
止
に
つ
い
て
は
、
ど
の
よ
う
な
も
の
を
禁
止
さ
れ
る
べ
き
不
当
な
差

別
で
あ
る
と
考
え
る
か
と
い
う
面
か
ら
み
る
と
、
以
上
の
よ
う
な
特
徴
と
限
界
を
有
し
て
い
る
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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四　

小
括

　

以
上
の
よ
う
に
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
サ
イ
バ
ー
時
代
に
あ
っ
て
は
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
情
報
を
活
用
し
て
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を

推
測
・
特
定
す
る
Ｐ
Ｖ
Ｔ
は
禁
止
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
説
く
。
な
ぜ
な
ら
、
こ
の
よ
う
な
行
為
は
、
差
別
を
恐
れ
る
個
人
の
行
動
の
萎
縮

を
結
果
と
し
て
招
く
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
点
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
人
生
に
お
け
る
個
人
の
様
々
な
選
択
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
影
響
を
色
濃

く
受
け
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
サ
イ
バ
ー
時
代
に
お
い
て
個
人
の
私
的
選
択
を
保
護
す
る
た
め
に
は
、
ひ
る
が
え
っ
て

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
価
値
の
影
響
力
の
萎
縮
を
防
ぐ
た
め
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の
平
等
も
意
識
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
な
る
。
こ
の
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の
平
等
を
希
求
す
る
方
向
性
は
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
分
析
に
よ
っ
て
個
々
人
の
類
別
化
が
進
む
昨
今
に
あ
っ
て
は
─
─
個
人
の

保
護
と
い
う
観
点
を
な
お
ざ
り
に
し
か
ね
な
い
点
に
は
留
意
が
必
要
だ
が
─
─
重
要
と
な
っ
て
く
る
だ
ろ
う
。
こ
の
点
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間

の
平
等
を
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
が
重
視
す
る
根
拠
が
、
社
会
の
民
主
主
義
的
要
素
の
棄
損
の
防
止
に
あ
る
と
い
う
こ
と
は
、
後
述
す
る
Ａ
Ｉ
を
活

用
し
た
私
的
選
択
補
佐
の
場
面
に
お
け
る
検
討
と
密
接
に
か
か
わ
っ
て
く
る
こ
と
と
な
る
。

第
三
款　

小
括

　

本
節
で
は
、
サ
イ
バ
ー
時
代
に
お
け
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
侵
害
を
い
か
に
規
制
し
て
い
く
か
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
主
張
す
る
具
体
的
な
保

護
の
あ
り
方
を
検
討
し
て
き
た
。
そ
こ
で
は
、「
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
立
方
体
」（
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー

シ
ョ
ン
の
程
度
）
の
全
て
の
側
面
に
着
目
し
、
相
関
的
に
考
慮
す
る
規
制
の
あ
り
方
が
模
索
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
、
現
行
の
対
策
の
多
く

は
「
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
立
方
体
」
の
一
面
し
か
み
て
い
な
い
か
、
あ
る
い
は
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
蓄
積
か
、
分
析
か
、
流
通
の
う
ち
、

一
つ
し
か
み
て
お
ら
ず
、
サ
イ
バ
ー
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
体
系
的
な
理
論
を
提
供
し
て
い
な
い
と
批
判
さ
れ
る
。
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エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
が
現
代
の
問
題
状
況
に
対
応
す
る
た
め
に
必
要
だ
と
主
張
す
る
の
は
、
以
下
の
方
針
で
あ
る
。
第
一
に
、
一
次
的
な
ラ
イ

セ
ン
ス
と
二
次
的
利
活
用
の
規
制
の
逆
転
関
係
、
第
二
に
、
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
発
見
す
る
た
め
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
情
報
の
利

用
の
禁
止
、
第
三
に
、
公
私
の
区
別
を
超
え
る
（
た
め
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
役
割
が
重
要
と
な
る
）
こ
と
、
以
上
の
三
点
で
あ
る
。

　

一
つ
目
の
方
針
に
つ
い
て
よ
り
詳
し
く
い
う
と
、
法
制
度
は
個
人
に
関
す
る
情
報
の
最
初
の
ご
く
短
期
間
的
・
瞬
間
的
な
収
集
に
つ
い
て

は
よ
り
寛
容
に
対
応
し
つ
つ
、（
ａ
）
収
集
の
ボ
リ
ュ
ー
ム
を
よ
り
制
限
す
る
よ
う
に
し
、（
ｂ
）
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
制
限
し
、
統
制

す
る
こ
と
で
、
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
の
水
準
を
一
定
に
保
つ
必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
規
制
を
実
行
化
す
る
た
め
の
具

体
的
手
法
と
し
て
、
情
報
の
最
小
化
、
特
定
の
期
間
の
後
の
情
報
の
消
去
、
デ
ジ
タ
ル
化
の
禁
止
紙
媒
体
の
使
用
の
義
務
化
、
管
理
シ
ス
テ

ム
へ
の
暗
号
化
等
の
導
入
、技
術
の
発
展
に
よ
る
「
再
調
整
」
の
導
入
、再
識
別
化
や
非
匿
名
化
へ
の
対
策
、以
上
の
各
手
法
が
重
要
と
な
る
。

　

次
に
、
二
つ
目
の
方
針
が
求
め
ら
れ
る
理
由
は
、
こ
の
よ
う
な
推
測
行
為
は
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
集
め
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず

─
─
つ
ま
り
、
そ
の
権
限
が
な
い
の
に
も
か
か
わ
ら
ず
─
─
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
集
め
て
、
そ
れ
を
使
っ
て
い
る
の
と
同
じ
結
果
を
生

み
出
す
た
め
、
不
当
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
原
則
を
追
求
す
る
に
当
た
っ
て
重
要
に
な
る
の
が
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
る
人
々
の
不
当
な
類
型
化
、
差
別
的
取
り
扱
い
の
防
止

で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
手
法
を
重
視
す
る
理
由
は
、
こ
の
よ
う
な
慣
習
は
人
々
の
消
費
行
動
ば
か
り
か
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
よ
る
社
会
運
動
に

萎
縮
効
果
を
与
え
、
ひ
い
て
は
社
会
を
変
動
さ
せ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
も
抑
圧
す
る
こ
と
に
繋
が
る
危
険
性
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
重
要
に
な
る
の
が
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
平
等
観
で
あ
る
。
彼
は
、
個
人
間
の
平
等
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の
平
等
に
つ
い
て
、
裕
福

で
利
得
が
多
い
者
（
グ
ル
ー
プ
）
の
利
益
の
伸
び
を
緩
や
か
に
し
つ
つ
、
わ
ず
か
に
裕
福
な
が
ら
、
か
か
る
富
裕
層
と
比
べ
る
と
ず
っ
と
後

れ
を
取
る
者
（
グ
ル
ー
プ
）
と
の
間
の
差
を
で
き
る
だ
け
小
さ
く
す
る
、
そ
の
よ
う
な
政
策
が
求
め
ら
れ
る
と
す
る
。

　

以
上
の
よ
う
な
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
方
向
性
を
ま
と
め
る
と
、
次
の
よ
う
に
な
る
。
わ
れ
わ
れ
の
安
全
や
衛
生
に
適
う
よ
う
な
情
報
の
利
活
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用
に
つ
い
て
は
、
一
次
的
な
収
集
や
利
用
に
つ
い
て
は
、
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
を
コ
ン
ト
ロ
ー

ル
す
る
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
適
切
性
を
担
保
す
る
こ
と
を
前
提
に
、
情
報
の
利
活
用
を
行
う
。
一
方
で
、
そ
の
よ
う
な
公
共
的
な
利
益

に
必
ず
し
も
適
わ
な
い
、
商
業
的
な
利
益
の
み
を
追
求
す
る
よ
う
な
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
の
推
測
・
特
定

（
及
び
そ
の
後
の
更
な
る
利
活
用
）
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
は
一
般
に
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
対
象
と
は
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
も
の
の
、

不
当
な
差
別
や
そ
れ
を
恐
れ
る
人
々
の
行
為
の
萎
縮
に
繋
が
る
危
険
性
が
あ
る
た
め
、
極
力
規
制
す
る
と
い
う
こ
と
を
志
向
す
る
。
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て
除
外
す
る
等
し
て
差
別
す
る
こ
と
を
指
す
。
こ
の
行
為
は
公
正
住
宅
取
引
法
（Fair H

ousing A
ct of 1968

）
に
よ
っ
て
禁
止
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第
三
節　

人
工
知
能
（
Ａ
Ｉ
）
の
活
用
・
統
御
の
方
向
性

　

以
上
、
第
二
節
で
は
、
サ
イ
バ
ー
時
代
に
お
け
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
・
私
的
選
択
の
保
護
の
方
向
性
を
検
討
し
て
き
た
。
本
節
で
は
、
そ
れ

を
踏
ま
え
た
う
え
で
、
情
報
処
理
過
程
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
担
う
Ａ
Ｉ
の
活
用
・
統
御
の
方
向
性
を
検
討
し
て
い
く
。

　

近
時
、
ア
ミ
タ
イ
・
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
分
析
の
第
一
人
者
で
あ
る
オ
レ
ン
・
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
（O

ren Etzio

（
（11
（ni

）
と

の
共
著
の
論
考
で
、
Ａ
Ｉ
の
統
御
に
関
す
る
議
論
を
展
開
し
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
Ａ
Ｉ
の
捉
え
方
と
し
て
、
人
を
助
け
る
も
の
（A

I 

partner

）
と
捉
え
る
か
、
人
に
代
替
す
る
も
の
（A

I m
inds

）
と
捉
え
る
か
の
違
い
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
つ
つ
、
基
本
的
に
は
、
前
者

と
し
て
考
え
こ
れ
を
積
極
的
に
活
用
す
べ
き
で
あ
る
と
す

（
（11
（

る
。
そ
の
う
え
で
、
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
を
わ
れ
わ
れ
の
法
や
価
値
観
に
従
わ
せ
る
必

要
が
あ
る
こ
と
が
主
張
さ
れ
る
。
そ
し
て
そ
の
た
め
に
、「
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
Ａ
Ｉ
」
の
必
要
性
が
述
べ
ら
れ
る
。
本
節
で
は
、
こ
の
点
に

か
か
わ
る
彼
ら
の
議
論
を
、
そ
の
他
の
論
者
と
の
比
較
を
交
え
つ
つ
検
討
す
る
。

　

第
一
款
で
は
、
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
Ａ
Ｉ
の
必
要
性
と
、
そ
の
類
型
の
検
討
を
す
る
。
第
二
款
で
は
、
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
、私
的
選
択
補
佐
の
方
向
性
を
探
る
。
そ
の
後
第
三
款
で
は
、一
旦
彼
ら
の
主
張
を
ま
と
め
た
う
え
で
、第
四
款
に
て
、

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
に
先
駆
け
て
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
分
析
（
に
基
づ
い
た
Ａ
Ｉ
の
“
お
す
す
め
”
機
能
）
の
活
用
を
積
極
的
に
主
張
す
る
政
策
論
、

リ
バ
タ
リ
ア
ン
・
パ
タ
ー
ナ
リ
ズ
ム
を
検
討
し
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
の
主
張
と
の
若
干
の
比
較
を
行
う
。

第
一
款　

Ａ
Ｉ
後
見
者

　

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
議
論
の
前
提
と
し
て
、
Ａ
Ｉ
を
搭
載
し
た
ロ
ボ
ッ
ト
等
の
ス
マ
ー
ト
機
器
（sm

art instrum
ent

）
に
組
込
ま
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れ
活
用
さ
れ
る
Ａ
Ｉ
と
、
そ
の
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
Ａ
Ｉ
の
区
別
の
必
要
性
を
主
張
す

（
（11
（

る
。
後
者
の
Ａ
Ｉ
は
、
よ
り
具
体
的
に
は
、
前
者
の

Ａ
Ｉ
の
意
思
決
定
を
吟
味
し
、
そ
の
判
断
が
法
や
社
会
規
範
に
沿
う
よ
う
保
つ
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
シ
ス
テ
ム
は
、

当
該
監
督
対
象
の
Ａ
Ｉ
が
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
か
ら
過
度
に
は
ず
れ
る
こ
と
を
防
ぎ
、
仮
に
外
れ
て
し
ま
っ
た
と
し
て
も
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
を
順
守
す
る
よ
う
戻
す
働
き
を
す

（
（11
（

る
。
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
こ
の
、
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
Ａ
Ｉ
─
─
「
Ａ
Ｉ
後
見
者
」（A

I 

Guardians

）
の
導
入
が
今
後
不
可
欠
と
な
る
と
主
張
す
る
。

一　

Ａ
Ｉ
後
見
者
の
必
要
性

　

Ａ
Ｉ
が
Ａ
Ｉ
に
よ
る
ガ
イ
ド
を
必
要
と
す
る
理
由
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
①
Ａ
Ｉ
の
判
断
過
程
の
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス

化
、
②
Ａ
Ｉ
が
学
習
し
続
け
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
こ
と
、
③
Ａ
Ｉ
が
あ
る
種
の
「
自
律
性
」
を
増
し
て
い
る
こ
と
、
以
上
の
三
点
で
あ
る
。

　

ま
ず
、
第
一
の
、
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
の
判
断
過
程
は
不
明
瞭
（opaque

）
で
あ
り
、
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
し
て
い
る
と
い
う
点
に
つ
い

て
み
て
い

（
（11
（

く
。

　

人
々
は
ス
マ
ー
ト
機
器
が
到
達
し
た
い
か
な
る
結
論
で
あ
れ
、
そ
の
判
断
プ
ロ
セ
ス
を
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
危
険
性
が
あ
る
。

　

こ
の
点
に
つ
き
、
シ
ョ
ー
ン
ベ
ル
ガ
ー
及
び
ク
キ
エ
は
、「
今
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
が
何
ら
か
の
判
断
を
下
す
場
合
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
記
述

さ
れ
た
ル
ー
ル
に
従
っ
て
処
理
す
る
。
だ
か
ら
、
も
し
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
お
か
し
な
動
き
が
見
ら
れ
た
ら
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
ど
う
い
う
ル
ー

ル
が
書
か
れ
て
い
た
の
か
チ
ェ
ッ
ク
す
れ
ば
い
い
。
奇
妙
な
判
断
に
至
っ
た
理
由
が
」こ
れ
ま
で
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ら「
一
目
で
わ
か
る
」が
、

一
方
で
、「
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
分
析
の
場
合
、こ
の
よ
う
に
さ
か
の
ぼ
っ
て
調
べ
る
こ
と
は
き
わ
め
て
難
し
い
。
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
に
よ
る
予
測
は
、

あ
ま
り
に
複
雑
す
ぎ
て
、
ほ
と
ん
ど
の
人
に
は
理
解
で
き
な
い
こ
と
が
多
い
か
ら
だ
」
と
い

（
（11
（

う
。
さ
ら
に
、
こ
の
ま
ま
で
は
、「
ビ
ッ
グ
デ
ー

タ
予
測
と
そ
の
背
後
に
あ
る
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
や
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
は
、
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
す
る
危
険
性
が
あ
る
。
責
任
の
所
在
も
不
明
だ
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し
、
遡
っ
て
調
べ
る
こ
と
も
で
き
な
い
か
ら
、
信
頼
も
で
き
な
い
。
そ
う
な
ら
な
い
た
め
に
は
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
の
監
視
と
透
明
化
が
必
要

で
あ
り
、
そ
れ
を
支
え
る
専
門
知
識
や
制
度
も
欠
か
せ
な
い
」
と
す

（
（11
（

る
。

　

ま
た
、
ジ
ェ
ナ
・
バ
レ
ル
（Jenna Burrell

）
は
、
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
の
不
明
瞭
さ
を
三
つ
に
分
類
す

（
（11
（

る
。
す
な
わ
ち
、
①
意
図
の
不
透
明

さ
（intentional opacity

）、
②
技
術
的
な
不
可
読
性
（technical illiteracy

）、
③
応
用
の
規
模
（scale of application

）
で
あ
る
。
意

図
の
不
透
明
さ
と
は
、
国
家
や
企
業
等
の
独
占
的
な
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
に
つ
い
て
は
、
彼
ら
は
そ
の
仕
組
み
を
秘
密
に
し
た
が
る
傾
向
が
あ
る

こ
と
を
意
味
す
る
。
次
に
、
技
術
的
な
不
可
読
性
と
は
、
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
の
複
雑
性
や
機
能
が
公
衆
一
般
の
理
解
を
超
え
て
い
る
こ
と
を
意

味
す
る
。
最
後
に
、
応
用
の
規
模
と
は
、
機
械
学
習
等
を
活
用
し
た
（
ひ
と
つ
の
）
シ
ス
テ
ム
の
構
築
に
か
か
わ
る
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
の
数
は

非
常
に
多
い
た
め
、
個
々
の
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
（
と
い
う
専
門
家
）
に
と
っ
て
さ
え
も
、
出
来
上
が
っ
た
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
は
不
明
瞭
な
も
の
と

な
る
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
。

　

次
に
、
第
二
の
、
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
は
、
環
境
の
変
化
や
機
器
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
常
に
吟
味
し
、
そ
れ
に
応
じ
て
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
修

正
す
る
こ
と
も
あ
る
、「
学
習
シ
ス
テ
ム
」
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
み
て
い

（
（11
（

く
。

　

ス
マ
ー
ト
機
器
は
い
っ
た
ん
動
き
始
め
た
ら
デ
ー
タ
を
収
集
す
る
こ
と
を
止
め
ず
、
そ
れ
ど
こ
ろ
か
、
さ
ら
な
る
デ
ー
タ
の
収
集
は
、
機

器
そ
れ
自
体
の
経
験
に
基
づ
い
て
学
習
し
続
け
、
そ
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
改
善
す
る
こ
と
を
可
能
に
す
る
。
そ
の
た
め
、
こ
の
よ
う
な
Ａ

Ｉ
シ
ス
テ
ム
は
、
そ
の
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
が
最
初
に
設
定
し
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
か
ら
逸
脱
す
る
こ
と
が
あ
る
。
つ
ま
り
、
ス
マ
ー
ト
機
器
は
そ

の
製
作
者
と
使
用
者
の
指
示
に
歯
向
か
う
こ
と
が
あ
り
う
る
の
で
あ

（
（12
（

る
。
し
か
し
、
人
間
（m

ortal

）
は
そ
の
変
化
を
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で

監
督
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
そ
の
変
化
が
合
法
で
あ
る
か
、
倫
理
的
で
あ
る
か
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
も
で
き
な
い
こ
と
を
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ

ら
は
指
摘
す

（
（12
（

る
。

　

最
後
に
、
第
三
の
、
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
は
膨
大
な
選
択
を
「
自
身
で
」
行
う
と
い
う
意
味
で
あ
る
種
の
「
自
律
性
」
を
増
し
て
い
る
と
い
う
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点
に
つ
い
て
み

（
（12
（

る
。

　

こ
れ
ら
の
機
器
は
、
人
間
に
よ
る
情
報
の
入
力
と
独
立
し
た
か
た
ち
で
、
環
境
に
よ
る
情
報
の
入
力
に
応
答
す
る
。
ス
マ
ー
ト
機
器
は
、

自
ら
「
も
の
を
理
解
す
る
こ
と
」
が
で
き
る
の
で
あ
る
。
そ
う
で
あ
る
が
ゆ
え
に
、
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
が
設
定
し
た
当
初
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に

「
反
抗
」
し
て
行
動
す
る
こ
と
が
あ
る
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
そ
の
よ
う
な
Ａ
Ｉ
の
傾
向
を
統
御
す
る
必
要
が
出
て
く
る
。

　

こ
の
点
、
こ
こ
に
い
う
「
自
律
性
」
と
い
う
用
語
は
、
自
由
民
主
制
の
も
と
で
は
「
自
由
」
や
「
自
己
統
治
」、
個
人
の
権
利
に
か
か
わ

る
も
の
で
あ
る
た
め
、
非
常
に
含
み
の
あ
る
用
語
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
理
解
の
下
で
は
、
あ
る
者
の
「
自
律
性
」
を
害
す
る
こ
と

は
、
重
大
な
倫
理
的
な
攻
撃
で
あ
る
と
看
做
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
こ
こ
で
注
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
ス
マ
ー
ト
機
器
は
こ
こ
に

い
う
意
味
で
の
自
律
性
を
有
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
ス
マ
ー
ト
機
器
の
選
択
を
上
書

き
し
、
規
則
に
従
わ
せ
る
こ
と
に
道
義
的
な
問
題
が
あ
る
と
ま
で
は
考
え
な

（
（12
（

い
。

　

以
上
の
理
由
か
ら
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
シ
ス
テ
ム
の
必
要
性
を
主
張
す
る
。
こ
の
点
、
こ
の
よ
う
な
Ａ
Ｉ
後
見
者
を

人
間
の
「
保
護
者
」
と
比
べ
た
場
合
の
利
点
は
、
次
の
二
点
で
あ

（
（12
（

る
。
Ａ
Ｉ
後
見
者
は
調
査
済
み
の
知
的
財
産
権
や
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
侵
害

す
る
可
能
性
が
人
間
と
比
べ
て
ず
っ
と
低
い
。
な
ぜ
な
ら
、
彼
ら
に
は
そ
の
よ
う
な
侵
害
を
す
る
動
機
や
利
益
が
存
し
な
い
か
ら
で
あ
る
。

第
二
に
、
Ａ
Ｉ
後
見
者
は
人
間
と
比
べ
た
場
合
、
同
じ
作
業
を
す
る
と
し
て
も
リ
ソ
ー
ス
も
時
間
も
ほ
ん
の
少
し
し
か
必
要
と
し
な
い
。
以

上
二
点
の
利
点
が
あ
る
た
め
に
、
Ａ
Ｉ
を
監
督
す
る
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
急
が
れ
る
と
す
る
。

二　

Ａ
Ｉ
後
見
者
の
類
型

　

以
上
を
前
提
と
し
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
Ａ
Ｉ
後
見
者
を
機
能
ご
と
に
類
型
化
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
る
。

す
な
わ
ち
、
検
査
Ａ
Ｉ
、
監
視
Ａ
Ｉ
、
執
行
Ａ
Ｉ
、
質
問
Ａ
Ｉ
、
倫
理
ボ
ッ
ト
の
五
種
で
あ

（
（12
（

る
。
こ
こ
で
は
こ
れ
ら
の
特
質
に
つ
い
て
略
述
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し
て
い
く
。

二
─
一　

検
査
Ａ
Ｉ

　

検
査
Ａ
Ｉ
（A

uditor A
I

）
と
は
、
医
療
診
断
等
の
場
面
に
お
い
て
、
Ａ
Ｉ
の
判
断
の
妥
当
性
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

例
え
ば
、
医
療
診
断
の
場
面
に
お
い
て
、（
死
の
淵
に
い
る
）
患
者
に
と
っ
て
最
善
の
治
療
を
医
師
が
決
定
す
る
の
を
助
け
る
シ
ス
テ
ム

が
妥
当
な
結
論
を
示
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
。
こ
の
よ
う
な
場
面
に
お
い
て
は
、
医
師
は
一
般
に
自
律
性
を
有
し
て
い
る
よ
う

に
思
わ
れ
る
も
の
の
、
機
械
の
判
断
結
果
に
抗
う
こ
と
は
困
難
で
あ
り
、
訴
訟
好
き
な
社
会
で
は
な
お
さ
ら
で
あ
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て

い
（
（12
（

る
。
そ
の
た
め
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
医
療
機
関
が
こ
の
よ
う
な
場
面
に
お
け
る
シ
ス
テ
ム
の
決
定
を
検
査
す
る
必
要
が
あ
る
と
主
張

す
（
（12
（

る
。

　

こ
の
よ
う
な
検
査
Ａ
Ｉ
は
、
他
に
も
、
投
資
プ
ラ
ン
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
が
そ
の
使
用
者
に
対
し
て
な
す
投
資
の
お
す
す
め
や
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

が
開
発
し
た
保
険
プ
ラ
ン
が
ユ
ー
ザ
に
と
っ
て
経
済
的
な
利
益
を
有
し
て
い
る
か
ど
う
か
や
、
サ
ー
チ
エ
ン
ジ
ン
の
検
索
結
果
が
サ
ー
チ
エ

ン
ジ
ン
の
提
供
元
か
そ
の
広
告
主
の
利
益
と
な
る
よ
う
に
バ
イ
ア
ス
が
か
か
っ
て
い
な
い
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
場
面
で
も
活
用
さ
れ
る
こ

と
が
期
待
さ
れ
る
。
こ
れ
ら
は
、
人
々
の
私
的
選
択
を
背
面
か
ら
保
護
す
る
も
の
で
あ
る
と
評
価
で
き
る
。

二
─
二　

監
視
Ａ
Ｉ

　

監
視
Ａ
Ｉ
（M

onitor A
I

）
と
は
、
様
々
な
ス
マ
ー
ト
機
器
や
サ
ー
ビ
ス
で
利
用
さ
れ
る
Ａ
Ｉ
の
学
習
結
果
が
法
に
違
反
し
な
い
か
を

チ
ェ
ッ
ク
す
る
も
の
で
あ
る
。
既
述
の
通
り
、
Ａ
Ｉ
の
学
習
結
果
の
妥
当
性
を
判
断
す
る
こ
と
は
人
間
の
能
力
を
超
え
つ
つ
あ
る
た
め
、
こ

れ
を
補
完
す
る
も
の
と
し
て
、
Ａ
Ｉ
を
活
用
す
る
の
で
あ
る
。
例
え
ば
、
自
動
運
転
車
に
つ
い
て
、
自
動
運
転
の
シ
ス
テ
ム
が
（
自
動
運
転
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で
は
な
い
）
旧
式
の
自
動
車
が
制
限
速
度
に
違
反
し
て
走
行
し
て
い
る
の
を
学
習
し
、
そ
の
結
果
法
律
違
反
を
す
る
に
至
る
こ
と
を
防
止
す

る
こ
と
が
期
待
さ
れ

（
（12
（

る
。

二
─
三　

執
行
Ａ
Ｉ

　

執
行
Ａ
Ｉ
（Enforcer/Inspector A

I

）
と
は
、
各
種
情
報
シ
ス
テ
ム
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
甘
さ
を
警
告
す
る
こ
と
で
、
結
果
的
に
規

制
や
法
を
守
ら
せ
る
も
の
で
あ

（
（12
（

る
。
例
え
ば
、
あ
る
企
業
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
頻
繁
に
ハ
ッ
キ
ン
グ
さ
れ
て
い
る
場
合
、
執
行
Ａ
Ｉ
は
そ
の

企
業
に
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
向
上
す
る
よ
う
警
告
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
も
し
そ
の
警
告
が
無
視
さ
れ
た
場
合
、
執
行
Ａ
Ｉ
は
今
度
は
そ

の
企
業
の
取
引
相
手
に
対
し
て
警
告
す
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
は
、プ
ラ
イ
バ
シ
ー
三
（
プ
ラ
ス
一
）
要
素
の
う
ち
、ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ

の
充
実
化
に
特
化
し
た
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
。

二
─
四　

質
問
Ａ
Ｉ

　

質
問
Ａ
Ｉ
（Interrogator A

I

）
と
は
、
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
し
た
Ａ
Ｉ
の
処
理
過
程
を
調
査
す
る
も
の
で
あ
る
。
例
え
ば
、
Ａ
Ｉ

の
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
人
々
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
の
有
無
の
み
な
ら
ず
、
そ
の
違
反
が
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
に
よ
る
故
意
の
不
正
行

為
に
由
来
す
る
も
の
か
、
シ
ス
テ
ム
の
稼
働
の
結
果
生
じ
た
も
の
な
の
か
を
究
明
す

（
（13
（

る
。
具
体
的
に
は
、
銀
行
の
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
が
癌
患
者

の
ロ
ー
ン
の
支
払
い
を
（
急
に
）
要
求
し
た
と
し
て
、
質
問
Ａ
Ｉ
は
そ
の
Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
が
病
院
や
医
者
の
オ
フ
ィ
ス
か
ら
違
法
に
情
報
を

収
集
し
て
い
た
り
、
あ
る
い
は
当
該
癌
患
者
の
状
態
を
そ
の
買
物
情
報
（
カ
ツ
ラ
や
大
量
の
石
鹸
、
ビ
タ
ミ
ン
剤
等
の
購
入
情
報
）
か
ら
明

ら
か
に
し
た
り
し
て
い
な
い
か
を
評
価
す

（
（13
（

る
。

　

こ
の
Ａ
Ｉ
の
よ
り
詳
細
な
運
用
方
法
に
つ
い
て
は
、
第
二
款
の
一
に
て
後
述
す
る
。
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二
─
五　

倫
理
ボ
ッ
ト

　

倫
理
ボ
ッ
ト
（Ethics bots

）
と
は
、
臓
器
提
供
や
エ
コ
に
配
慮
し
た
商
品
購
入
の
場
面
等
、
個
人
の
選
択
に
委
ね
ら
れ
る
場
面
の
判
断

に
つ
い
て
、
Ａ
Ｉ
（
を
搭
載
し
た
機
器
）
が
使
用
者
の
選
好
に
沿
う
判
断
を
す
る
よ
う
に
働
き
か
け
る
も
の
で
あ
る
。
基
本
的
に
は
、
倫
理

ボ
ッ
ト
は
倫
理
的
な
選
択
の
た
め
に
運
用
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
単
に
消
費
者
の
一
般
的
な
選
好
を
明
ら
か
に
し
た
り
そ
れ
に
従
い
タ
ー
ゲ

テ
ィ
ン
グ
広
告
を
出
し
た
り
す
る
こ
と
を
志
向
す
る
も
の
で
は
な

（
（13
（

い
。
こ
の
よ
う
な
タ
イ
プ
の
Ａ
Ｉ
後
見
者
が
求
め
ら
れ
る
理
由
は
、
Ａ
Ｉ

シ
ス
テ
ム
は
法
を
順
守
す
る
だ
け
で
な
く
、
社
会
の
倫
理
規
範
に
も
配
慮
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
に
求
め
ら
れ

（
（13
（

る
。

　

こ
の
Ａ
Ｉ
の
よ
り
詳
細
な
運
用
方
法
に
つ
い
て
は
、
第
二
款
の
二
に
て
後
述
す
る
。

（
111
）
オ
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エ
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ニ
は
人
工
知
能
の
研
究
者
で
あ
り
、
現
在
、
ア
レ
ン
人
工
知
能
研
究
所
Ｃ
Ｅ
Ｏ
で
も
あ
る
。
ち
な
み
に
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は
ア
ミ
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・
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あ
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115
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116
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第
二
款　

Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
・
私
的
選
択
補
佐

　

本
款
で
は
、
Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
・
私
的
選
択
補
佐
に
関
す
る
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
議
論
を
検
討
す
る
。

一　

プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
方
向
性
─
─
リ
ベ
ラ
ル
・
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム

　

既
述
の
よ
う
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
保
護
基
準
と
し
て
、
次
の
よ
う
な
も
の
を
挙
げ
て
い

（
（13
（

る
。
①
収
集
・
処
理
さ
れ

る
情
報
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
さ
、
②
情
報
の
ボ
リ
ュ
ー
ム
、
③
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
程
度
、
④
情
報
シ
ス
テ
ム
に
施
さ
れ
て
い
る
ア
カ
ウ

ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
程
度
、
以
上
の
四
点
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
彼
は
こ
れ
ら
の
要
素
を
相
関
的
に
考
慮
す
る
こ
と
を
主
張
す
る
。
こ
こ
で
は
、

Ａ
Ｉ
後
見
者
を
活
用
し
た
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
の
方
向
性
を
検
討
す
る
。

一
─
一　

Ａ
Ｉ
シ
ス
テ
ム
と
「
証
拠
あ
さ
り
」
の
抑
止
の
必
要
性

　

様
々
な
機
器
が
よ
り
「
ス
マ
ー
ト
」
に
な
る
に
つ
れ
て
、
大
き
な
効
用
が
生
ず
る
だ
ろ
う
が
、
同
時
に
大
き
な
副
作
用
も
生
じ
得
る
。
近

年
、
民
間
部
門
や
公
的
機
関
は
、
個
人
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
活
動
を
追
跡
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
し
、
携
帯
電
話
を
小
型
化
し
、
追

跡
機
能
を
付
与
し
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
カ
メ
ラ
機
能
を
追
加
し
、
衣
服
に
小
さ
な
無
線
送
信
機
を
埋
め
込
ん
だ
り
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
発
達
は
、
序
章
で
も
言
及
し
た
よ
う
な
ク
ラ
ウ
ド
ス
ト
レ
ー
ジ
や
モ
ノ
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
よ
っ
て
加
速
し
て
い
る
。
そ

の
た
め
、
例
え
ば
、
既
述
の
よ
う
に
、
個
人
の
秘
密
が
広
告
に
よ
っ
て
思
わ
ぬ
形
で
暴
か
れ
る
可
能
性
が
あ
る
ほ
か
、
些
細
な
犯
罪
や
非
行

で
あ
っ
て
も
容
易
に
発
見
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
ス
マ
ー
ト
機
器
が
よ
り
高
度
な
監
視
を
容
易
に
す
る
こ
と
に
繋
が
る
と
し
て
、
社
会
は
一
体
全
体
ど
の
レ
ベ
ル
の
法
執
行
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を
追
究
す
べ
き
だ
ろ
う
か
。
こ
の
点
に
つ
き
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
こ
れ
ま
で
の
市
民
社
会
が
、
些
細
な
法
的
処
罰
ま
で
を
完
遂
す
る
こ

と
を
求
め
て
は
こ
な
か
っ
た
こ
と
を
重
視
す

（
（13
（

る
。
こ
の
一
見
奇
妙
な
市
民
社
会
の
選
好
は
、市
民
は
全
員
で
は
な
い
に
し
て
も
多
く
の
人
が
、

往
々
に
し
て
（
一
度
は
）
罪
を
犯
す
可
能
性
が
あ
る
こ
と
に
あ
る
程
度
由
来
す
る
の
だ
ろ
う
。
そ
こ
で
、
市
民
社
会
は
、
し
ば
し
ば
散
発
的

な
法
の
執
行
に
頼
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
が
、
情
報
収
集
に
当
た
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
の
当
局
が
単
に
証
拠
あ
さ
り
を
し
て
い
る
の
で
は
な
い

こ
と
を
示
す
「
詳
細
」（particularity

）
が
求
め
ら
れ
る
理
由
で
あ

（
（13
（

る
。
こ
の
よ
う
に
捜
索
の
範
囲
を
制
限
す
る
こ
と
を
保
証
す
る
そ
の

他
の
理
由
と
し
て
は
、プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
の
防
止
、無
実
の
人
々
の
監
視
に
対
す
る
反
対
、当
局
が
市
民
を
困
ら
せ
る
こ
と
（harassing

）

の
防
止
が
含
ま
れ

（
（13
（

る
。

　

こ
の
よ
う
な
方
向
性
を
維
持
し
、
監
視
シ
ス
テ
ム
の
行
き
過
ぎ
を
防
ぐ
た
め
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
対
す
る
リ
ベ
ラ

ル
・
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ン
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
特
定
す
る
、
次
の
よ
う
な
四
つ
の
準
則
を
提
示
す

（
（13
（

る
。

①
リ
ベ
ラ
ル
で
民
主
的
な
政
府
は
、
共
通
善
（
公
共
の
安
全
や
公
衆
衛
生
）
に
対
し
て
「
充
分
に
裏
付
け
ら
れ
た
大
規
模
の
脅
威
」
が
迫
っ

て
い
る
場
合
に
限
り
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
の
入
口
を
通
過
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
主
た
る
理
由
は
、法
規
範
（legal precept

）
─
─
と
あ
わ
せ
て
そ
の
基
礎
を
な
す
倫
理
哲
学
、

社
会
哲
学
、公
共
哲
学
─
─
の
変
更
は
、そ
れ
ら
の
正
当
性（legitim

acy

）を
危
う
く
す
る
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
で
、共
通
善
か
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

が
は
っ
き
り
と
害
さ
れ
て
い
る
強
力
な
証
拠
が
な
い
限
り
、変
化
に
取
り
組
む
べ
き
で
は
な
い
。
こ
れ
は
い
わ
ば
、い
わ
ゆ
る
警
戒
（
予
防
）

原
則
（precautionary princip

（
（13
（le

）
の
濫
用
に
対
す
る
批
判
的
姿
勢
の
表
れ
で
あ
る
と
い
え
る
。

②
共
通
善
が
支
え
ら
れ
る
必
要
が
あ
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
と
し
て
も
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
制
限
を
導
入
し
な
く
て
も
目
的
が
達
成
さ
れ
る
か
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ど
う
か
、
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
逆
に
、
も
し
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
支
え
が
必
要
な
ら
ば
、
た
と
え
ば
プ
ロ
グ
ラ
ム
へ
の
監
査
証
跡
の

導
入
の
よ
う
に
、
共
通
善
に
「
損
失
」
を
課
す
こ
と
が
な
い
よ
う
な
道
を
探
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

③
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
制
限
を
導
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
も
、
そ
の
「
侵
入
の
程
度
」（intrusive

）
は
可
能
な
限
り
最
小
限
に
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

④
必
要
な
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
低
減
措
置
に
よ
る
「
望
ま
し
く
な
い
副
作
用
を
改
善
す
る
」
手
段
を
と
る
こ
と
が
、
こ
れ
ら
の
副
作
用
を
無
視

す
る
よ
り
も
好
ま
れ
る
。

　

こ
れ
ら
四
つ
の
均
衡
基
準
は
、
社
会
の
方
向
性
の
調
整
が
必
要
か
つ
行
き
過
ぎ
で
な
い
こ
と
を
測
定
す
る
の
に
役
立
つ
と
、
エ
ツ
ィ
オ
ー

ニ
は
考
え

（
（14
（

る
。
こ
の
よ
う
な
準
則
を
重
視
す
る
が
ゆ
え
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
一
方
で
Ｐ
Ｓ
Ｓ
や
Ｄ
Ａ
Ｓ
の
よ
う
な
防
犯
シ
ス
テ
ム
の

積
極
的
活
用
を
主
張
し
な
が
ら
、
他
方
で
、
Ａ
Ｉ
後
見
者
を
活
用
し
て
行
き
過
ぎ
た
監
視
を
統
御
す
る
こ
と
を
主
張
す
る
の
で
あ
る
。
そ
も

そ
も
彼
ら
が
こ
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
の
活
用
に
肯
定
的
な
の
は
、
わ
れ
わ
れ
の
安
全
や
公
衆
衛
生
を
脅
か
す
行
為
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
た

め
で
あ
り
、
些
細
な
違
法
行
為
を
吊
る
し
上
げ
る
た
め
で
は
決
し
て
な
い
の
で
あ
る
。

一
─
二　

質
問
Ａ
Ｉ
に
よ
る
統
御

　

様
々
な
ス
マ
ー
ト
機
器
が
蓄
積
し
、
収
集
す
る
膨
大
な
量
の
パ
ー
ソ
ナ
ル
な
情
報
を
、
Ａ
Ｉ
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
編
集
、
分
析
、
推
定
（
サ
イ

バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
）
す
る
こ
と
は
、
法
の
執
行
を
非
常
に
容
易
に
す
る
。
そ
こ
で
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
こ
の
よ
う
な
情
報
の
利
活
用
に
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つ
い
て
、
特
に
、
①
ボ
リ
ュ
ー
ム
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
場
面
と
、
②
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
場
面
に
お
い
て
、
質
問
Ａ

Ｉ
と
い
う
Ａ
Ｉ
後
見
者
を
活
用
す
る
こ
と
を
主
張
す
る
。

　

第
一
の
点
に
つ
い
て
、
よ
り
具
体
的
に
は
、
監
視
カ
メ
ラ
等
ロ
ー
カ
ル
な
シ
ス
テ
ム
に
よ
っ
て
収
集
・
蓄
積
さ
れ
た
情
報
を
、
一
定
期
間

後
に
質
問
Ａ
Ｉ
が
自
動
的
に
消
去
す
る
こ
と
の
合
法
化
を
主
張
す

（
（14
（

る
。
た
だ
し
、
こ
れ
に
は
、
テ
ロ
リ
ス
ト
に
よ
る
攻
撃
の
場
合
等
、
例
外

が
あ
る
こ
と
は
否
定
し
な
い
。

　

ま
た
、
第
二
の
点
に
つ
い
て
は
、
行
動
タ
ー
ゲ
テ
ィ
ン
グ
広
告
等
に
よ
る
「
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
で
な
い
情
報
を
利
用
し
た
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な

情
報
の
推
測
」
を
禁
止
し
、
質
問
Ａ
Ｉ
が
違
反
を
検
知
す
る
こ
と
を
主
張
す

（
（14
（

る
。

　

こ
の
よ
う
な
規
制
を
執
行
す
る
た
め
に
、
Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た
監
視
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
Ａ
Ｉ
後
見
者
が
調
査
し
、
監
視
す
る
権
限
を
与
え
る

（m
andating

）
立
法
を
す
る
べ
き
で
あ
る
と
主
張
す
る
。

　

つ
ま
り
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
Ａ
Ｉ
に
よ
り
強
化
さ
れ
た
監
視
を
抑
制
す
る
た
め
に
、
Ａ
Ｉ
に
補
佐
さ
れ
た
監
督
を
法
が
導
入
す
べ
き

で
あ
る
と
考
え
て
い

（
（14
（

る
。
彼
ら
は
、
裁
判
所
や
、
そ
の
他
す
べ
て
の
、
ス
マ
ー
ト
機
器
の
行
為
の
意
図
や
責
任
を
判
断
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
者
は
皆
、Ａ
Ｉ
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
調
査
す
る
Ａ
Ｉ
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
必
要
と
す
る
と
考
え
て
い

（
（14
（

る
。
な
ぜ
な
ら
、既
述
の
よ
う
に
、Ａ
Ｉ
に
は
、

判
断
過
程
の
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
の
懸
念
が
あ
り
、そ
の
上
、常
に
学
習
し
、そ
れ
ゆ
え
に
あ
る
種
の
「
自
律
性
」
も
増
し
て
い
る
た
め
、

人
間
が
そ
の
情
報
の
処
理
過
程
の
問
題
点
を
明
ら
か
に
す
る
に
は
限
界
が
あ
る
か
ら
で
あ
る
。

二　

私
的
選
択
の
補
佐
の
方
向
性
─
─
リ
バ
タ
リ
ア
ン
・
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
（
？
）

二
─
一　

Ａ
Ｉ
に
い
か
な
る
形
で
倫
理
的
判
断
を
さ
せ
る
べ
き
か

　

近
時
、
何
ら
か
の
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
業
者
は
、
人
々
の
消
費
行
動
等
に
関
す
る
大
規
模
な
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
）
を
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活
用
す
る
こ
と
で
、
あ
る
人
物
も
し
く
は
そ
の
人
物
と
類
似
す
る
人
々
の
好
み
の
傾
向
を
推
測
す
る
こ
と
が
、
ま
す
ま
す
容
易
に
な
っ
て
い

る
。
そ
の
た
め
、
事
業
者
は
、
当
該
人
物
の
傾
向
に
巧
妙
に
合
わ
せ
た
、
選
択
に
ま
つ
わ
る
初
期
設
定
（
デ
フ
ォ
ル
ト
）
を
定
め
ら
れ
る
よ

う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
よ
う
な
機
能
を
有
し
た
Ａ
Ｉ
に
よ
る
、
広
告
・
販
促
活
動
が
活
発
化
し
て
お
り
、
そ
れ
に
対
す
る

法
的
な
対
応
い
か
ん
が
議
論
さ
れ
始
め
て
い
る
。

　

こ
の
点
、
既
述
の
通
り
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
権
利
の
う
ち
、
い
わ
ゆ
る
自
律
に
ま
つ
わ
る
権
能
を
「
私
的
選
択
」
と
捉

え
、
こ
れ
を
認
め
る
根
拠
を
、
そ
の
よ
う
な
行
為
を
個
々
人
が
自
由
に
す
る
こ
と
に
対
す
る
社
会
の
無
関
心
に
あ
る
と
す
る
。
こ
の
よ
う
な

私
的
選
択
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
も
の
は
、
具
体
的
に
は
、
学
校
の
選
択
、
生
殖
に
関
す
る
選
択
等
、
ア
メ
リ
カ
の
判
例
に
よ
っ
て
法
的
保
護

が
認
め
ら
れ
て
き
た
も
の
が
中
心
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
、エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
は
私
的
選
択
の
根
拠
を
社
会
の
無
関
心
と
構
成
す
る
が
ゆ
え
に
、

ひ
る
が
え
っ
て
、
個
人
の
私
的
選
択
に
つ
い
て
何
ら
か
の
補
佐
を
す
る
Ａ
Ｉ
は
ど
の
よ
う
に
し
て
社
会
規
範
を
学
習
す
る
べ
き
か
、
ま
た
、

ど
の
よ
う
な
場
面
で
Ａ
Ｉ
の
補
佐
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
か
が
問
題
と
な
る
の
で
あ
る
。

　

こ
こ
で
は
、
ま
ず
、
Ａ
Ｉ
の
学
習
方
法
に
関
す
る
二
つ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
（
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ン
の
そ
れ
と
、
リ
バ
タ
リ
ア
ン
の
そ
れ
）
に

つ
い
て
検
討
し
た
後
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
に
よ
っ
て
提
示
さ
れ
る
、
そ
れ
ら
に
代
わ
る
方
向
性
を
検
討
す
る
。

（
一
）
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ン
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
検
討

　

社
会
規
範
や
倫
理
観
の
多
く
は
、
必
ず
し
も
法
に
体
現
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ン
の
立
場
に
と
っ
て
は
、
こ
の

よ
う
な
必
ず
し
も
法
に
表
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
価
値
を
ス
マ
ー
ト
機
器
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
シ
ス
テ
ム
に
含
め
る
こ
と
は
重
要
な
こ
と
と

な
（
（14
（

る
。
な
ぜ
な
ら
、
こ
れ
ら
の
価
値
は
、
善
や
、
市
民
社
会
が
大
い
に
安
定
し
た
状
態
で
あ
る
こ
と
に
資
す
る
こ
と
と
な
る
し
、
あ
る
い
は

リ
ベ
ラ
ル
な
国
家
に
と
っ
て
さ
え
も
役
に
立
つ
も
の
で
あ
る
と
考
え
る
か
ら
で
あ
る
。
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こ
の
点
、
わ
れ
わ
れ
は
ど
の
よ
う
な
観
点
か
ら
、
い
か
な
る
公
共
の
価
値
を
、
ス
マ
ー
ト
機
器
の
Ａ
Ｉ
ガ
イ
ダ
ン
ス
シ
ス
テ
ム
に
組
み
入

れ
る
べ
き
だ
ろ
う
か
。
す
で
に
法
に
お
さ
ま
っ
て
い
る
公
共
の
価
値
に
つ
い
て
は
、比
較
的
容
易
に
特
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
な
ぜ
な
ら
、

こ
の
よ
う
な
価
値
に
つ
い
て
は
立
法
者
が
立
法
を
す
る
際
や
裁
判
官
が
司
法
に
お
い
て
解
釈
を
す
る
際
に
頼
る
こ
と
に
な
る
た
め
、
往
々
に

し
て
立
法
資
料
や
判
決
文
に
表
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
育
む
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
付
加
的
な
価
値
に
つ
い
て

は
、
ど
の
よ
う
に
究
明
す
る
べ
き
で
あ
ろ
う
か
。

　

こ
の
問
題
に
対
す
る
手
が
か
り
と
し
て
は
、
三
つ
の
方
向
性
が
考
え
ら
れ
る
。
第
一
に
、
こ
の
よ
う
な
価
値
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
よ
っ

て
（
完
全
に
）
共
有
さ
れ
て
い
る
べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
方
向
性
で
あ

（
（14
（

る
。
こ
の
立
場
に
は
、
次
の
よ
う
な
問
題
が
あ
る
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ

ら
は
批
判
す

（
（14
（

る
。
ま
ず
、
人
々
は
異
な
る
価
値
に
同
意
す
る
異
な
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
そ
れ
ぞ
れ
属
し
、
ま
た
そ
れ
を
取
り
囲
む
（
こ
れ
も

ま
た
異
な
る
価
値
観
を
奉
じ
て
い
る
）
社
会
に
も
属
し
て
い
る
。
た
と
え
特
定
の
価
値
に
つ
い
て
あ
る
程
度
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
認
め
ら
れ
る

場
合
で
あ
っ
て
も
、
そ
の
詳
細
に
つ
い
て
は
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
な
い
こ
と
が
し
ば
し
ば
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
現
実
の
問
題
が
生
じ
る
と
、

い
つ
ま
で
た
っ
て
も
コ
ン
セ
ン
サ
ス
が
得
ら
れ
な
い
こ
と
が
し
ば
し
ば
起
こ
る
。
そ
こ
で
、
こ
の
手
法
に
よ
っ
て
Ａ
Ｉ
に
価
値
観
を
教
え
込

む
こ
と
は
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
に
困
難
を
強
い
る
こ
と
と
な
る
。

　

第
二
に
、フ
ォ
ー
カ
ス
グ
ル
ー
プ
と
い
っ
た
手
法
や
世
論
調
査
等
に
よ
る
べ
き
で
あ
る
と
の
意
見
も
あ

（
（14
（

る
。
し
か
し
、こ
れ
に
つ
い
て
も
、

次
の
よ
う
な
問
題
が
あ
る
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
批
判
す

（
（14
（

る
。
世
論
調
査
の
結
果
は
、
誰
が
調
査
対
象
だ
っ
た
か
、
質
問
の
言
い
回
し
が
ど

う
だ
っ
た
か
、
尋
ね
ら
れ
た
質
問
の
配
列
、
質
問
が
尋
ね
ら
れ
た
文
脈
（
家
庭
か
仕
事
場
か
）、
質
問
を
行
っ
た
者
の
態
度
等
に
よ
っ
て
重

大
な
ま
で
に
変
化
す
る
。
同
じ
質
問
を
同
じ
人
物
に
対
し
同
じ
人
物
が
二
度
し
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
答
え
が
異
な
る
場
合
も
あ
る
。
よ
っ

て
、
こ
の
よ
う
な
手
法
も
頼
り
に
な
ら
な
い
。

　

第
三
に
、
Ａ
Ｉ
に
自
分
で
学
ば
せ
る
方
法
も
提
案
さ
れ
て
い

（
（15
（

る
。
し
か
し
こ
れ
に
つ
い
て
も
、
次
の
よ
う
な
問
題
が
あ

（
（15
（

る
。
こ
の
よ
う
な
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プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
倫
理
的
な
指
針
を
ど
こ
か
ら
と
も
な
く
構
築
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
少
な
く
と
も
は
じ
め
は
、
何
ら
か
の
原
理
や
手
本

と
な
る
哲
学
を
求
め
る
。
結
局
の
と
こ
ろ
、
人
間
で
す
ら
、
白
紙
の
状
態
か
ら
は
じ
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
人
間
が
倫
理
的
な
基
礎
を
得

る
の
は
、
彼
を
育
て
た
者
や
彼
の
帰
属
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
か
ら
で
あ
り
、
そ
し
て
そ
れ
を
時
間
を
か
け
て
修
正
し
た
り
、
そ
の
基
礎
を
取

り
替
え
た
り
す
る
の
で
あ
る
。
そ
の
よ
う
な
人
間
の
学
び
の
プ
ロ
セ
ス
を
ゼ
ロ
か
ら
模
倣
す
る
こ
と
は
難
し
い
。

　

以
上
よ
り
、
個
人
に
よ
っ
て
所
持
さ
れ
使
用
さ
れ
る
多
く
の
機
器
の
た
め
に
取
り
い
れ
る
べ
き
価
値
を
究
明
す
る
た
め
に
（
あ
る
種
の
）

コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ン
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
用
す
る
に
は
、
ど
う
し
て
も
限
界
が
あ
る
こ
と
に
な

（
（15
（

る
。

（
二
）
リ
バ
タ
リ
ア
ン
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
検
討

　

リ
バ
タ
リ
ア
ン
や
一
部
の
リ
ベ
ラ
ル
は
、
遵
守
す
る
善
や
価
値
を
定
義
す
る
の
は
そ
れ
ぞ
れ
の
個
人
で
あ
り
、
国
家
は
中
立
を
保
つ
べ
き

で
あ
る
と
考
え

（
（15
（

る
。
こ
の
立
場
に
立
つ
と
す
る
と
、
個
人
が
そ
れ
ぞ
れ
、
自
身
の
選
択
に
よ
っ
て
Ａ
Ｉ
の
価
値
観
を
決
定
す
べ
き
だ
と
い
う

こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
考
え
方
は
、
も
し
ス
マ
ー
ト
機
器
が
、
自
身
の
価
値
観
に
沿
う
オ
プ
シ
ョ
ン
を
そ
れ
ぞ
れ
の
個
人
が
選
択
す
る

こ
と
が
可
能
な
ほ
ど
豊
富
に
選
択
肢
を
備
え
て
お
り
、
併
せ
て
、
倫
理
的
な
選
好
へ
の
配
慮
を
含
め
る
こ
と
の
で
き
る
変
更
可
能
な
カ
テ
ゴ

リ
ー
を
も
備
え
て
い
る
場
合
に
は
、
両
立
し
得
る
。

　

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
リ
バ
タ
リ
ア
ン
の
立
場
の
課
題
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
関
す
る
オ
プ
シ
ョ
ン
の
変
遷
を
検
討
す
る
こ
と
で
、
明
ら

か
に
な
る
。
か
つ
て
、
多
く
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
ポ
リ
シ
ー
に
関
す
る
声
明
は
、
ユ
ー
ザ
が
法
的
声
明
を
理
解
で
き
る
と

想
定
し
た
う
え
で
、
提
示
し
た
条
件
を
そ
の
ま
ま
受
け
取
る
か
サ
イ
ト
の
利
用
を
や
め
る
か
（take it or leave it

）
と
い
う
か
た
ち
で
示

さ
れ
て
い
た
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
そ
の
後
、
多
く
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
が
、
ユ
ー
ザ
が
好
む
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
レ
ベ
ル
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き

る
い
く
ら
か
の
選
択
肢
を
ユ
ー
ザ
に
提
示
す
る
よ
う
に
な
っ
て
い
っ
た
。
そ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
多
く
の
ユ
ー
ザ
は
そ
の
設
定
の
複
雑
さ
に
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不
平
を
漏
ら
す
よ
う
に
な
っ
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
そ
の
後
、
さ
ら
に
細
か
く
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
の
設
定
を
可
能
と
す
る
サ
イ
ト
が
現
れ
つ
つ

あ
る
。
こ
の
よ
う
な
状
況
に
あ
っ
て
、
今
後
、
多
く
の
ユ
ー
ザ
は
、
膨
大
な
選
択
肢
が
自
身
を
圧
倒
す
る
こ
と
と
な
る
臨
界
点
を
見
出
す
だ

ろ
う
こ
と
が
、心
理
学
の
実
証
研
究
に
よ
っ
て
示
さ
れ
て
い

（
（15
（

る
。
加
え
て
、こ
の
心
理
学
の
知
見
を
応
用
し
た
行
動
経
済
学
の
実
証
研
究
が
、

様
々
な
観
点
か
ら
個
人
の
選
択
を
絶
対
視
す
る
方
向
性
に
つ
い
て
疑
問
を
投
げ
か
け
て
い

（
（15
（

る
。

　

こ
の
よ
う
な
課
題
は
、
世
界
が
「
モ
ノ
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
」
へ
と
向
か
い
つ
つ
あ
り
、
増
大
す
る
ス
マ
ー
ト
機
器
の
す
べ
て
に
つ
い
て

個
人
が
そ
の
倫
理
的
な
指
針
を
自
身
で
定
め
る
必
要
が
出
て
く
る
こ
と
を
考
慮
に
入
れ
る
と
、
ず
っ
と
解
決
が
困
難
な
問
題
に
な

（
（15
（

る
。
よ
っ

て
、（
あ
る
種
の
）
リ
バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
の
立
場
に
立
つ
こ
と
も
難
し
い
こ
と
は
明
ら
か
だ
ろ
う
。

（
三
）
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
の
主
張
─
─
倫
理
ボ
ッ
ト
を
活
用
し
た
社
会
規
範
の
学
習

　

そ
こ
で
、
そ
れ
以
外
の
手
法
と
し
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
倫
理
ボ
ッ
ト
の
活
用
を
主
張
す
る
の
で
あ
る
。
こ
の
点
、
倫
理
ボ
ッ
ト
は
、

ス
マ
ー
ト
機
器
が
熟
慮
し
、
倫
理
的
な
結
論
を
形
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
特
定
の
倫
理
学
を
教
え
る
の
で
は
な
く
、
ユ
ー
ザ
の
倫
理
的

な
選
好
を
引
き
出
し
、そ
の
ユ
ー
ザ
の
使
う
機
器
の
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
当
該
ユ
ー
ザ
の
選
好
を
適
用
し
続
け
る
も
の
で
あ

（
（15
（

る
。
そ
の
た
め
、

倫
理
ボ
ッ
ト
を
活
用
す
れ
ば
、
ユ
ー
ザ
は
、
は
じ
め
か
ら
改
め
て
自
身
の
倫
理
的
な
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
を
構
築
す
る
よ
り
負
担
が
ず
っ
と
少
な

い
か
た
ち
で
、
Ａ
Ｉ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
適
宜
修
正
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

こ
の
よ
う
な
倫
理
ボ
ッ
ト
を
、
次
の
よ
う
な
い
く
つ
か
の
場
面
で
、
個
人
は
自
己
省
察
の
た
め
に
使
う
こ
と
が
で
き

（
（15
（

る
。

　

例
え
ば
、
若
者
や
精
神
療
法
に
か
か
っ
て
い
る
者
や
他
の
多
く
の
人
々
は
、
し
ば
し
ば
自
分
は
良
い
人
間
で
あ
る
か
、
と
か
、
人
の
役
に

立
っ
て
い
る
か
、
と
い
っ
た
自
己
診
断
に
ふ
け
る
。
将
来
的
に
は
、
こ
の
よ
う
な
個
人
は
、
よ
り
客
観
的
で
公
平
な
自
己
評
価
を
、
倫
理
ボ
ッ

ト
か
ら
得
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
か
も
し
れ
な
い
。
こ
の
よ
う
に
、
倫
理
ボ
ッ
ト
は
、
倫
理
的
な
自
己
修
養
の
ツ
ー
ル
と
し
て
役
立
つ
こ
と
が
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期
待
さ
れ
る
。

　

あ
る
い
は
、
倫
理
ボ
ッ
ト
は
、
人
々
が
非
倫
理
的
な
行
為
に
実
際
に
コ
ミ
ッ
ト
す
る
前
に
戦
略
的
に
こ
れ
を
防
止
す
る
こ
と
を
可
能
に
す

る
。
例
え
ば
、
ギ
リ
シ
ャ
神
話
の
オ
デ
ュ
ッ
セ
ウ
ス
は
、
美
し
い
歌
声
で
航
行
中
の
人
を
惑
わ
す
セ
イ
レ
ー
ン
の
い
る
海
域
に
入
る
前
に
、

魔
女
キ
ル
ケ
ー
の
忠
告
通
り
に
船
員
に
は
蝋
で
耳
栓
を
さ
せ
、
自
分
の
体
を
マ
ス
ト
に
縛
り
付
け
さ
せ
た
。
そ
う
す
る
こ
と
で
、
セ
イ
レ
ー

ン
の
誘
惑
か
ら
逃
れ
る
こ
と
が
で
き
た
の
で
あ
る
。
よ
り
実
際
的
に
は
、
自
動
運
転
車
の
シ
ス
テ
ム
を
ユ
ー
ザ
が
上
書
き
し
て
他
車
の
割
り

込
み
行
為
に
対
す
る
報
復
に
出
る
こ
と
等
を
未
然
に
防
止
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　

さ
ら
に
、
臓
器
提
供
や
寄
附
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
や
、
エ
コ
に
配
慮
し
た
消
費
行
動
等
の
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
価
値
観
の
影
響
を
受
け
な
が

ら
も
、
そ
の
実
現
に
つ
い
て
は
個
人
の
選
択
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
場
面
で
の
活
用
も
期
待
さ
れ
る
。
後
述
す
る
よ
う
に
、
ま
さ
に
こ
の
種
の

選
択
に
つ
い
て
、
倫
理
ボ
ッ
ト
に
よ
る
補
佐
が
有
効
に
機
能
す
る
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
考
え
る
。

二
─
三　

倫
理
ボ
ッ
ト
の
統
御
─
─
倫
理
ボ
ッ
ト
は
い
か
に
し
て
倫
理
を
学
ぶ
の
か
、
い
か
な
る
場
面
で
活
用
さ
れ
る
の
か

　

様
々
な
領
域
に
お
い
て
活
用
さ
れ
る
Ａ
Ｉ
に
社
会
規
範
を
学
ば
せ
る
手
法
と
し
て
、
倫
理
ボ
ッ
ト
と
い
う
Ａ
Ｉ
後
見
者
を
活
用
す
る
と
し

て
、
次
に
問
題
に
な
る
の
は
、
倫
理
ボ
ッ
ト
は
い
か
に
し
て
倫
理
を
学
ぶ
の
か
、
と
い
う
点
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
Ａ
Ｉ
が
倫
理
的
判
断
を

身
に
着
け
る
た
め
の
手
法
と
し
て
一
般
に
想
起
さ
れ
る
二
つ
の
手
法
─
─
ト
ッ
プ
・
ダ
ウ
ン
方
式
と
ボ
ト
ム
・
ア
ッ
プ
方
式
─
─
に
つ
い
て

の
課
題
を
確
認
し
た
後
で
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
の
主
張
を
検
討
す
る
。

（
一
）
ト
ッ
プ
・
ダ
ウ
ン
方
式

　

こ
れ
は
、何
ら
か
の
倫
理
的
な
原
則
を
シ
ス
テ
ム
に
プ
ロ
グ
ラ
ム
す
る
方
法
で
あ
る
。
こ
の
手
法
に
よ
っ
て
Ａ
Ｉ
に
教
え
込
ま
れ
る
の
は
、



サイバー時代におけるプライバシーの法理論（５）

北法69（2・137）343

ア
イ
ザ
ッ
ク
・
ア
シ
モ
フ
（Isaac A

sim
ov

）
の
ロ
ボ
ッ
ト
三
原

（
（15
（

則
や
十
戒
等
の
宗
教
的
な
教
訓
や
、
イ
マ
ヌ
エ
ル
・
カ
ン
ト
（Im

m
anuel 

K
ant

）
の
定
言
命

（
（16
（

法
や
功
利
主
義
そ
の
他
の
形
式
の
帰
結
主

（
（16
（

義
と
い
っ
た
、
倫
理
哲
学
で
あ
っ
た
り
す
る
。

　

こ
の
ト
ッ
プ
・
ダ
ウ
ン
方
式
の
課
題
と
し
て
は
、
特
定
の
倫
理
哲
学
に
こ
だ
わ
る
と
、
ど
う
し
て
も
不
当
な
結
論
に
い
た
る
局
面
が
出
て

く
る
こ
と
を
避
け
ら
れ
な
い
と
い
う
も
の
で
あ

（
（16
（

る
。
こ
の
よ
う
な
課
題
は
、
い
わ
ゆ
る
ト
ロ
ッ
コ
問
題
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
明
ら

か
と
な

（
（16
（

る
。

（
二
）
ボ
ト
ム
・
ア
ッ
プ
方
式

　

一
方
、
ボ
ト
ム
・
ア
ッ
プ
方
式
は
、
実
際
の
状
況
に
お
け
る
人
々
の
行
動
か
ら
、
い
か
に
倫
理
的
な
判
断
を
提
供
す
る
か
を
学
ぶ
方
法
で

あ
る
。
こ
の
手
法
に
よ
る
と
、
集
団
思
考
（groupthink

）
や
集
合
知
（the w

isdom
 of the crow

ds

）
と
い
っ
た
、
人
々
の
倫
理
的
な

判
断
の
膨
大
な
集
合
で
あ
る
あ
る
種
の
凝
集
系
（aggregation system

）
に
よ
っ
て
、
Ａ
Ｉ
が
価
値
観
を
学
習
す
る
こ
と
に
な

（
（16
（

る
。
し
か

し
、
端
的
に
い
っ
て
、
こ
の
手
法
は
「
何
が
一
般
的
な
も
の
で
あ
る
か
」
を
学
ぶ
も
の
で
あ
り
、「
何
が
倫
理
的
な
の
も
の
で
あ
る
か
」
を

学
ぶ
こ
と
に
は
な
ら
な
い
と
い
う
問
題
が
あ

（
（16
（

る
。

（
三
）
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
の
主
張
─
─
Ａ
Ｉ
利
用
者
自
身
の
選
好
の
重
視

　

以
上
の
よ
う
な
課
題
を
克
服
す
る
た
め
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
が
構
想
す
る
方
向
性
は
、
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。

　

倫
理
的
社
会
的
な
価
値
が
社
会
に
お
い
て
実
現
さ
れ
る
主
要
な
方
法
は
、
法
の
執
行
と
個
人
の
選
択
に
よ
っ
て
で
あ
る
（
こ
れ
ら
の
選
択

は
社
会
的
に
育
ま
れ
る
も
の
で
は
あ
る

（
（16
（

が
）。
こ
の
う
ち
、一
方
で
、あ
る
種
の
倫
理
的
社
会
的
価
値
は
法
に
具
体
化
さ
れ
て
い
る
。
つ
ま
り
、

こ
の
よ
う
な
特
定
の
重
要
な
価
値
に
つ
い
て
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
保
持
し
、
そ
の
実
現
に
つ
い
て
は
個
人
の
選
択
に
委
ね
ら
れ
て
お
ら
ず
、
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法
に
よ
る
強
制
的
な
手
法
に
よ
っ
て
執
行
さ
れ
守
ら
れ
て
い

（
（16
（

る
。
例
え
ば
、
殺
人
や
レ
イ
プ
の
禁
止
が
当
て
は
ま
る
。
ま
た
、
他
方
で
、
あ

る
種
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
保
持
す
る
倫
理
的
価
値
は
、
そ
れ
に
従
う
か
否
か
を
個
人
の
選
択
に
委
ね
る
こ
と
が
許
さ
れ
て
い

（
（16
（

る
（
た
だ
、
そ

う
は
い
っ
て
も
、こ
の
よ
う
な
価
値
も
、社
会
の
イ
ン
フ
ォ
ー
マ
ル
な
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
よ
っ
て
育
ま
れ
て
も
い

（
（16
（

る
）。具
体
的
に
は
、既
述
の
、

臓
器
提
供
、
寄
附
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
エ
コ
に
配
慮
し
た
消
費
行
動
と
い
っ
た
も
の
が
こ
れ
に
当
て
は
ま
る
。
こ
の
後
者
の
選
択
に
つ
い
て

（
個
人
を
補
佐
す
る
Ａ
Ｉ
に
対
し
て
）、倫
理
ボ
ッ
ト
が
補
佐
す
る
こ
と
が
、そ
の
主
た
る
役
割
な
の
で
あ
る
と
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
考
え
る
。

　

こ
こ
で
重
要
な
の
が
、
倫
理
ボ
ッ
ト
は
、
そ
の
所
有
者
（
事
業
者
）
や
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
の
価
値
観
や
、
政
府
の
促
進
し
た
い
そ
れ
に
従
う

わ
け
で
は
な

（
（17
（

く
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
企
業
や
政
治
運
動
に
よ
っ
て
追
求
さ
れ
る
目
標
を
促
進
す
る
た
め
に
使
わ
れ
る
の
で
も
な
い
こ
と
で

あ
（
（17
（

る
。
倫
理
ボ
ッ
ト
は
、
Ａ
Ｉ
使
用
者
本
人
の
情
報
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
各
種
デ
バ
イ
ス
か
ら
収
集
し
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
ユ
ー
ザ
の
倫

理
的
な
選
好
を
判
断
す
る
よ
う
プ
ロ
グ
ラ
ム
さ
れ

（
（17
（

る
。

　

こ
の
よ
う
な
手
法
に
つ
い
て
は
、
当
該
ユ
ー
ザ
の
選
好
が
直
接
的
に
危
害
の
あ
る
場
合
や
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
イ
ト
の
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム

の
機
能
の
（
悪
）
循
環
に
よ
っ
て
人
々
が
自
身
の
価
値
観
に
閉
じ
こ
も
っ
て
い
く
い
わ
ゆ
る
フ
ィ
ル
タ
ー
バ
ブ
ル 

（filter bubb

（
（17
（le

）
の
問

題
に
つ
な
が
り
得
る
場
合
に
つ
い
て
、
懸
念
す
る
向
き
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
次
の
よ
う
に
応

答
す
る
。
す
な
わ
ち
、
倫
理
ボ
ッ
ト
を
活
用
し
個
人
の
選
択
を
補
佐
す
る
こ
と
が
推
奨
さ
れ
る
の
は
、
法
に
よ
る
規
制
の
存
す
る
領
域
と
、

個
人
の
選
択
に
委
ね
ら
れ
た
領
域
を
区
別
し
た
う
え
で
、
個
人
の
選
択
に
委
ね
て
も
「
重
大
な
害
の
な
い
」
場
面
に
つ
い
て
の
み
な
の
で

あ
（
（17
（

る
。
こ
の
点
、
こ
の
よ
う
な
主
張
の
背
後
に
は
、
既
述
の
通
り
、
社
会
の
分
断
を
防
ぐ
た
め
に
個
人
の
み
な
ら
ず
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
間
の
平

等
を
も
希
求
す
る
発
想
が
横
た
わ
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
た
と
え
倫
理
ボ
ッ
ト
が
個
人
の
選
好
を
も
と
に
Ａ
Ｉ
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
行
う
と

し
て
も
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
が
フ
ィ
ル
タ
ー
バ
ブ
ル
の
よ
う
な
状
況
を
無
条
件
で
善
し
と
す
る
立
場
で
は
な
い
こ
と
に
つ
い
て
は
、
論
を
俟

た
な
い
だ
ろ
う
。
し
か
し
一
方
で
、（
ア
ミ
タ
イ
）
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
が
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
の
観
点
を
重
視
し
、
様
々
な
価
値
観
を
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奉
ず
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
社
会
に
併
存
す
る
こ
と
を
善
し
と
す
る
立
場
で
あ
る
こ
と
に
も
留
意
が
必
要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
エ
ツ
ィ
オ
ー

ニ
ら
の
想
定
す
る
「
重
大
な
害
の
な
い
」
場
面
と
は
、
い
か
な
る
場
面
な
の
か
、
慎
重
に
画
定
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

い
ず
れ
に
せ
よ
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
影
響
を
受
け
て
形
成
さ
れ
る
個
人
の
選
好
を
重
視
す
る
か
た
ち
で
の
Ａ
Ｉ
の

監
督
が
、
ひ
い
て
は
倫
理
的
選
好
に
ま
つ
わ
る
Ａ
Ｉ
の
利
活
用
に
よ
っ
て
生
じ
う
る
問
題
を
防
止
な
い
し
解
決
す
る
こ
と
に
繋
が
る
と
考
え

て
い
る
こ
と
に
な
る
。

　

二
─
四　

倫
理
ボ
ッ
ト
と
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

　

こ
の
よ
う
な
倫
理
ボ
ッ
ト
の
導
入
は
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
関
す
る
深
刻
な
懸
念
を
招
来
す
る
。
多
く
の
人
々
は
倫
理
ボ
ッ
ト
の
暗
号
化
を

追
究
し
、
他
人
の
診
療
記
録
や
そ
の
他
の
セ
ン
シ
テ
ィ
ブ
な
情
報
を
「
読
む
」
倫
理
ボ
ッ
ト
を
規
制
す
る
法
を
要
求
す
る
だ
ろ
う
。
こ
の
点

に
つ
き
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
倫
理
ボ
ッ
ト
は
全
て
の
Ａ
Ｉ
の
監
督
に
つ
き
委
託
さ
れ
る
の
で
は
な
く
、
そ
の
利
用
に
ま
つ
わ
る
プ
ラ
イ

バ
シ
ー
リ
ス
ク
を
上
回
る
利
点
や
利
益
が
倫
理
ボ
ッ
ト
に
あ
る
と
み
な
し
た
者
の
み
が
利
用
す
る
こ
と
に
な
る
と
い

（
（17
（

う
。

　

さ
ら
に
、
倫
理
ボ
ッ
ト
の
利
用
を
受
け
入
れ
る
人
々
は
、
彼
ら
の
選
好
を
確
定
す
る
た
め
に
倫
理
ボ
ッ
ト
が
利
用
す
る
情
報
が
す
で
に
広

範
に
利
用
可
能
と
な
っ
て
い
る
情
報
で
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
必
要
も
あ
る
だ
ろ
う
。既
述
の
通
り
、民
間
企
業
は
人
々
に
関
す
る
情
報
フ
ァ

イ
ル
を
適
法
に
有
し
て
い
る
。
倫
理
ボ
ッ
ト
は
こ
の
よ
う
な
情
報
を
利
用
す
る
こ
と
に
な
る
に
す
ぎ
な
い
。
ま
た
、
前
述
の
よ
う
に
、
個
人

は
い
つ
何
時
で
あ
っ
て
も
倫
理
ボ
ッ
ト
が
ス
マ
ー
ト
機
器
に
提
供
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
上
書
き
す
る
こ
と
も
で
き
る
（
よ
う
に
設
計
さ
れ

る
こ
と
に
な
る
）
と
い
う
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
に
つ
い
て
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
「
倫
理
ボ
ッ
ト
（
あ
る
い
は
Ａ
Ｉ
に
補
佐
さ
れ
た
倫
理
）
は
リ
バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
と

Ａ
Ｉ
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
結
婚
で
あ

（
（17
（

る
」
と
評
す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
個
人
像
は
、
繰
り
返
す
よ
う
に
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
影
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響
を
色
濃
く
受
け
た
も
の
で
あ
る
と
措
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
は
留
意
が
必
要
だ
ろ
う
。
ゆ
え
に
、
彼
ら
は
倫
理
ボ
ッ
ト
の
活
用
に
当
た
っ

て
は
、（
そ
う
明
言
す
る
わ
け
で
は
な
い
も
の
の
）あ
る
種
の
リ
バ
タ
リ
ア
ン
的
発
想
と
あ
る
種
の
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ン
的
発
想
を
折
衷
し
た
、

リ
バ
タ
リ
ア
ン
・
コ
ミ
ュ
ニ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
と
も
呼
び
う
る
立
場
に
立
っ
て
い
る
と
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

第
三
款　

エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
の
主
張
の
小
括

　

以
上
、
前
款
ま
で
は
、
Ａ
Ｉ
活
用
と
統
御
の
方
向
性
に
関
す
る
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
の
所
説
を
検
討
し
た
。
こ
こ
で
は
、
次
款
に
お
け
る
他

説
と
の
比
較
の
ま
え
に
、
彼
ら
の
議
論
を
振
り
返
っ
て
お
く
。

　

彼
ら
は
ま
ず
、
Ａ
Ｉ
の
発
達
に
伴
っ
て
、
三
つ
の
課
題
が
生
じ
て
い
る
た
め
に
、
人
が
Ａ
Ｉ
を
管
理
す
る
の
で
は
な
く
、
Ａ
Ｉ
が
Ａ
Ｉ
を

管
理
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
主
張
す
る
。
こ
の
課
題
と
は
、
す
な
わ
ち
、
①
Ａ
Ｉ
の
判
断
過
程
の
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
、
②
Ａ
Ｉ
が
学

習
し
続
け
る
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
こ
と
、
③
Ａ
Ｉ
が
あ
る
種
の
「
自
律
性
」
を
増
し
て
い
る
こ
と
、
以
上
の
三
点
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
課
題

に
対
応
す
る
た
め
に
、
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、
法
的
機
関
等
が
Ａ
Ｉ
後
見
者
を
活
用
す
る
こ
と
で
、
Ａ
Ｉ
の
意
思
決
定
を
吟
味
し
、
法
規
範

や
社
会
規
範
に
従
っ
た
判
断
を
す
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
主
張
す
る
の
で
あ
る
。

　

ま
ず
、
Ａ
Ｉ
の
判
断
の
法
的
妥
当
性
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
な
監
督
が
な
さ
れ
る
。
ⓐ
Ａ
Ｉ
の
（
学
習
内
容
の
当
否
に
つ
い
て
は
さ

し
あ
た
り
問
わ
な
い
か
た
ち
で
の
）
判
断
結
果
の
妥
当
性
、
ⓑ
（
判
断
結
果
そ
れ
自
体
と
い
う
よ
り
も
む
し
ろ
、
学
習
内
容
に
起
因
す
る
）

学
習
結
果
の
妥
当
性
、
ⓒ
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
状
態
の
妥
当
性
、
ⓓ
情
報
の
処
理
過
程
（
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
の
あ
り
方
）

の
妥
当
性
、
以
上
の
四
段
階
の
妥
当
性
判
断
で
あ
る
。
次
に
、
Ａ
Ｉ
の
判
断
の
倫
理
的
妥
当
性
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
よ
う
な
監
督
が
な
さ

れ
る
。
す
な
わ
ち
、
ⓔ
個
人
の
選
択
に
委
ね
ら
れ
た
領
域
に
お
け
る
、
倫
理
に
か
か
わ
る
選
択
に
対
し
て
な
さ
れ
る
Ａ
Ｉ
の
補
佐
の
、
当
該
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個
人
の
選
好
に
照
ら
し
た
妥
当
性
判
断
で
あ
る
。

　

こ
の
う
ち
特
に
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
や
私
的
選
択
補
佐
の
た
め
の
Ａ
Ｉ
後
見
者
の
活
用
の
方
向
性
は
、
次
の
よ
う
な
も
の
で
あ
る
。

　

第
一
に
、
各
種
情
報
シ
ス
テ
ム
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
甘
さ
を
警
告
す
る
執
行
Ａ
Ｉ
に
よ
る
、
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
の
監
督
が
な
さ
れ
る

べ
き
で
あ
る
。
第
二
に
、
ブ
ラ
ッ
ク
ボ
ッ
ク
ス
化
し
た
Ａ
Ｉ
の
処
理
過
程
を
調
査
す
る
質
問
Ａ
Ｉ
に
よ
る
、
不
当
な
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン

の
監
督
が
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
こ
こ
で
は
、
例
え
ば
、
Ａ
Ｉ
の
サ
イ
バ
ー
ネ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
人
々
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
侵
害
の
有
無
の

み
な
ら
ず
、
そ
の
違
反
が
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
に
よ
る
故
意
の
不
正
行
為
に
由
来
す
る
も
の
か
、
シ
ス
テ
ム
の
稼
働
の
結
果
生
じ
た
も
の
な
の
か

を
究
明
す
る
こ
と
に
な
る
。
第
三
に
、
Ａ
Ｉ
（
を
搭
載
し
た
機
器
）
が
使
用
者
の
選
好
に
沿
う
判
断
を
す
る
よ
う
に
働
き
か
け
る
倫
理
ボ
ッ

ト
に
よ
る
、
不
当
な
オ
ス
ス
メ
の
監
督
が
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
こ
の
倫
理
ボ
ッ
ト
は
、
法
に
よ
る
規
制
の
な
い
、
個
人
の
選
択
に
委
ね

ら
れ
る
場
面
の
判
断
の
補
佐
、
具
体
的
に
は
、
臓
器
提
供
や
エ
コ
に
配
慮
し
た
商
品
購
入
の
場
面
等
の
Ａ
Ｉ
の
お
す
す
め
機
能
に
つ
い
て
、

法
を
順
守
す
る
こ
と
の
み
を
目
的
と
す
る
と
い
う
よ
り
も
、
倫
理
観
に
も
配
慮
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
導
入
さ
れ
す
る
も
の
で
あ
る
。
ま

た
、
そ
の
活
用
に
当
た
っ
て
、
倫
理
ボ
ッ
ト
は
、
事
業
者
や
プ
ロ
グ
ラ
マ
ー
の
価
値
観
や
、
政
府
の
促
進
し
た
い
価
値
に
従
う
わ
け
で
は
な

く
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
企
業
や
政
治
運
動
に
よ
っ
て
追
求
さ
れ
る
目
標
を
促
進
す
る
た
め
に
使
わ
れ
る
の
で
も
な
い
と
い
う
。
倫
理
ボ
ッ
ト

は
、
Ａ
Ｉ
使
用
者
本
人
の
情
報
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
や
各
種
デ
バ
イ
ス
か
ら
収
集
し
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
ユ
ー
ザ
の
倫
理
的
な
選
好
を
判
断

し
補
佐
す
る
よ
う
プ
ロ
グ
ラ
ム
さ
れ
る
の
で
あ
る
。

　

以
上
か
ら
す
る
と
、エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
ら
は
、一
方
で
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
に
つ
い
て
は
Ａ
Ｉ
後
見
者
を
積
極
的
に
活
用
し
つ
つ
、他
方
で
、

私
的
選
択
の
補
佐
に
つ
い
て
は
、
一
般
的
な
選
択
（
単
な
る
消
費
行
動
等
）
に
つ
い
て
は
そ
の
活
用
を
必
ず
し
も
積
極
的
に
は
勧
め
ず
、
倫

理
に
か
か
わ
る
選
択
に
つ
い
て
の
み
Ａ
Ｉ
及
び
Ａ
Ｉ
後
見
者
を
活
用
す
る
こ
と
を
志
向
す
る
立
場
で
あ
る
と
い
え
る
。そ
の
た
め
、倫
理
ボ
ッ

ト
の
活
用
範
囲
は
実
の
と
こ
ろ
そ
こ
ま
で
広
く
は
な
い
と
思
わ
れ
、
こ
の
よ
う
な
範
囲
に
つ
い
て
し
か
Ａ
Ｉ
の
活
用
を
推
奨
し
な
い
と
い
う
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（
134
）
本
稿
第
二
章
第
二
節
参
照
。

（
135
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 113, at 142.

（
136
）See, e.g., State v. Retheford, 639 N

.E. 2d 498 (O
hio Ct. A

pp. 1994)

（
137
）See id. at 505, 510.

（
138
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 6-7.

（
139
）
警
戒
（
予
防
）
原
則
な
い
し
リ
ス
ク
社
会
論
に
つ
い
て
検
討
す
る
日
本
の
論
者
と
し
て
は
、中
山
竜
一
が
挙
げ
ら
れ
る
。
そ
の
著
作
と
し
て
、

例
え
ば
、中
山
竜
一
「
リ
ス
ク
社
会
に
お
け
る
法
と
自
己
決
定
」
田
中
成
明
（
編
）『
現
代
法
の
展
望
』（
有
斐
閣
、二
〇
〇
四
）
二
五
三
頁
以
下
、

同
「
リ
ス
ク
と
法
」
橘
木
俊
詔
・
長
谷
部
恭
男
・
今
田
高
俊
・
益
永
茂
樹
（
編
）『
リ
ス
ク
学
入
門
（
１
）
─
─
リ
ス
ク
学
と
は
何
か
』（
岩
波

書
店
、
二
〇
〇
七
）
八
七
頁
以
下
等
。
ま
た
、
民
法
学
の
観
点
か
ら
警
戒
（
予
防
）
原
則
な
い
し
リ
ス
ク
社
会
の
問
題
に
つ
い
て
検
討
す
る
も

の
と
し
て
、
例
え
ば
、
今
野
正
規
「
リ
ス
ク
社
会
と
民
事
責
任
（
一
）
～
（
四
・
完
）
─
─
フ
ラ
ン
ス
Ｈ
Ｉ
Ｖ
感
染
事
件
を
中
心
に
─
─
」
北

大
法
学
論
集
五
九
巻
五
号
（
二
〇
〇
九
）
二
八
九
〇
頁
以
下
、
同
六
〇
巻
一
号
（
二
〇
〇
九
）
二
九
六
頁
以
下
、
六
〇
巻
三
号
（
二
〇
〇
九
）

九
四
六
頁
以
下
、
六
〇
巻
五
号
（
二
〇
〇
九
）
一
三
三
八
頁
以
下
。

（
140
）E

t
zio

n
i, supra note 1, at 7.

（
141
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 113, at 144.

（
142
）Ibid.

（
143
）Ibid.

（
144
）Id., at 139.

（
145
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 151.

そ
の
こ
と
が
、
彼
ら
の
主
張
の
特
徴
だ
と
い
え
る
。

　

こ
れ
ら
の
点
は
、次
述
す
る
リ
バ
タ
リ
ア
ン
・
パ
タ
ー
ナ
リ
ズ
ム
と
の
比
較
に
お
い
て
、重
要
と
な
っ
て
く
る
点
で
あ
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。
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（
146
）M

ich
ae

l W
a

lzer, S
ph

eres O
f Ju

st
ice: A

 D
efen

se O
f P

lu
ra

lism A
n

d E
q

u
a

lit
y (Basic Books, 1983)

、
邦
訳
と
し
て
、
マ
イ
ケ

ル
・
ウ
ォ
ル
ツ
ァ
ー
（
著
）、
山
口
晃
（
訳
）『
正
義
の
領
分
─
─
多
元
性
と
平
等
の
擁
護
』（
而
立
書
房
、
一
九
九
九
）。

（
147
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 151.

（
148
）C

hristopher Slobogin &
 Joseph E

. Schum
acher, R

easonable E
xpectations of P

rivacy and A
utonom

y in Fourth 
A

m
endm

ent Cases: A
n E

m
pirical Look at “U

nderstandings” R
ecognized and Perm

itted by Society, 42 D
uke Law

 Journal 
727 (1993), H

F Fradella, et al., Q
uantifying K

atz: E
m

pirically m
easuring reasonable expectations of privacy in the fourth 

am
endm

ent context, A
m

. J. Crim
. L. 38, 289.

（
149
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 151.

（
150
）Patrick Lin , T

he E
thics of A

utonom
ous Cars: Som

etim
es good judgm

ent can com
pel us to act illegally. Should a self-

driving vehicle get to m
ake that sam

e decision? T
he A

tlantic (O
ct 8, 2013), https://w

w
w

.theatlantic.com
/technology/

archive/2013/10/the-ethics-of-autonom
ous-cars/280360/, (last visited M

ar. 22, 2018).

（
151
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 151.

（
152
）Id., at 152.

（
153
）D

avid B
oaz, K

ey C
oncepts of L

ibertarianism
 (Jan. 1, 1999), https://w

w
w

.cato.org/publications/com
m

entary/key-
concepts-libertarianism

, (last visited M
ar. 22, 2018). 

欧
米
の
リ
バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
に
つ
い
て
検
討
す
る
日
本
の
論
考
と
し
て
、
田
中
成

明
「
リ
バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
の
正
義
論
の
魅
力
と
限
界
─
─
ハ
イ
エ
ク
、
ノ
ー
ジ
ッ
ク
、
ブ
キ
ャ
ナ
ン
」
法
学
論
叢
一
三
八
巻
四
・
五
・
六
号
（
一

九
九
六
）
一
〇
一
頁
以
下
、
概
説
書
と
し
て
、
森
村
進
（
編
著
）『
リ
バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
読
本
』（
勁
草
書
房
、
二
〇
〇
五
）
等
。
ま
た
、
日
本

に
お
い
て
リ
バ
タ
リ
ア
ニ
ズ
ム
を
積
極
的
に
展
開
す
る
論
者
が
自
身
の
論
考
を
ま
と
め
た
も
の
と
し
て
、
森
村
進
『
リ
バ
タ
リ
ア
ン
は
こ
う
考

え
る
』（
信
山
社
、
二
〇
一
三
）。

（
154
）D

a
n

iel K
a

h
n

em
a

n, T
h

in
k

in
g, F

a
st A

n
d S

lo
w (Farrar, Straus, and Giroux, 2011).

（
155
）
行
動
経
済
学
に
つ
い
て
は
、
日
本
に
お
い
て
も
す
で
に
一
般
向
け
書
物
も
含
め
て
多
数
の
文
献
が
あ
る
が
、
代
表
的
な
も
の
と
し
て
、
多
田

洋
介
『
行
動
経
済
学
入
門
』（
日
本
経
済
新
聞
社
、
二
〇
〇
三
）、
子
安
増
生
、
西
村
周
三
（
編
著
）『
経
済
心
理
学
の
す
す
め
』（
有
斐
閣
、
二

〇
〇
七
）、
依
田
高
典
、
後
藤
励
、
西
村
周
三
『
行
動
健
康
経
済
学
─
─
人
は
な
ぜ
判
断
を
誤
る
の
か
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
〇
九
）、
武
村
和
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久
『
行
動
意
思
決
定
論
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
〇
九
）
等
が
あ
る
。

　
　
　

ま
た
、
行
動
経
済
学
に
つ
い
て
法
（
学
）
一
般
が
ど
う
受
け
止
め
る
べ
き
か
に
つ
い
て
、
行
動
経
済
学
の
知
見
を
法
的
介
入
の
正
当
化
に
使

う
際
の
論
点
を
明
確
に
す
る
こ
と
で
論
じ
る
も
の
と
し
て
、
川
濵
昇
「
行
動
経
済
学
の
規
範
的
意
義
」
平
野
仁
彦
・
亀
本
洋
・
川
濵
昇
（
編
）『
現

代
法
の
変
容
』（
有
斐
閣
、二
〇
一
三
）
四
〇
五
頁
以
下
。
さ
ら
に
、民
法
学
の
問
題
に
つ
い
て
行
動
経
済
学
の
観
点
か
ら
論
じ
る
も
の
と
し
て
、

例
え
ば
、
西
内
康
人
『
消
費
者
行
動
の
経
済
分
析
』（
有
斐
閣
、
二
〇
一
六
）
等
。

（
156
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 152.

（
157
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 112, at 247.

（
158
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 154.

（
159
）Isaa


c A

sim
o

v, I, R
o

bo
t (Gnom

e Press, 1950). 

邦
訳
と
し
て
、
例
え
ば
、
ア
イ
ザ
ッ
ク
・
ア
シ
モ
フ
（
著
）、
小
尾
芙
佐
（
訳
）『
わ
れ

は
ロ
ボ
ッ
ト
』（
ハ
ヤ
カ
ワ
文
庫
Ｓ
Ｆ
、
二
〇
〇
四
）。

（
160
）
定
言
命
法
に
関
す
る
邦
語
の
注
解
と
し
て
、
例
え
ば
、
カ
ン
ト
（
著
）、
波
多
野
精
一
、
宮
本
和
吉
、
篠
田
英
雄
（
訳
）『
実
践
理
性
批
判
』（
岩

波
文
庫
、
一
九
四
九
）
等
。

（
161
）Jerem

y B
en

t
h

a
m, A

n In
t

ro
d

u
ct

io
n T

o T
h

e P
rin

ciples O
f M

o
ra

ls A
n

d L
egisla

t
io

n (J.H
.Burm

s &
 H

. L. A
. eds A

thlone 
Press 1970)(1789). 

功
利
主
義
に
関
す
る
日
本
の
近
時
の
論
考
と
し
て
、
若
松
良
樹
（
編
）『
功
利
主
義
の
逆
襲
』（
ナ
カ
ニ
シ
ヤ
出
版
、
二
〇

一
七
）。

（
162
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 112, at 237.

（
163
）P

h
ilippa F

o
o

t, T
h

e P
ro

blem O
f A

bo
rt

io
n A

n
d T

h
e D

o
ct

rin
e O

f T
h

e D
o

u
ble E

ffect In V
irt

u
es A

n
d V

ices (O
xford: 

Basil Blackw
ell, 1978).

（
164
）
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
や
人
工
知
能
の
問
題
に
つ
い
て
、
集
合
知
を
重
視
し
た
方
向
性
を
採
用
す
る
日
本
の
論
考
と
し
て
、
西
垣
通
『
集
合
知
と
は

何
か　

ネ
ッ
ト
時
代
の
「
知
」
の
ゆ
く
え
』（
中
公
新
書
、
二
〇
一
三
）、
同
『
ネ
ッ
ト
社
会
の
「
正
義
」
と
は
何
か　

集
合
知
と
新
し
い
民
主

主
義
』（
角
川
選
書
、
二
〇
一
四
）、
同
『
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
と
人
工
知
能　

可
能
性
と
罠
を
見
極
め
る
』（
中
公
新
書　

二
〇
一
六
）。

（
165
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 112, at 238-239.

（
166
）Id., at 245.
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（
167
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 114, at 31.
（
168
）Ibid.

（
169
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 112, at 245.

（
170
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 114, at 31.

（
171
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 153.

（
172
）Id., at 152.

（
173
）
フ
ィ
ル
タ
ー
バ
ブ
ル
（filter bubble

）
と
は
、
よ
り
詳
細
に
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
検
索
サ
イ
ト
等
の
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
が
、
ユ
ー
ザ
の
情
報

に
基
づ
い
て
当
該
ユ
ー
ザ
が
見
た
い
で
あ
ろ
う
情
報
を
選
択
的
に
推
定
す
る
よ
う
な
検
索
結
果
を
出
す
こ
と
が
原
因
で
、
そ
の
人
の
観
点
に
合

わ
な
い
で
あ
ろ
う
情
報
か
ら
ユ
ー
ザ
が
隔
離
さ
れ
、実
質
的
に
彼
ら
自
身
の
文
化
的
、思
想
的
な
皮
膜
（
バ
ブ
ル
）
の
中
に
孤
立
す
る
よ
う
に
な
っ

て
い
く
こ
と
を
問
題
視
す
る
用
語
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
問
題
に
つ
い
て
は
、
そ
も
そ
も
は
キ
ャ
ス
・
サ
ン
ス
テ
ィ
ー
ン
等
が
批
判
的
に
論
じ

て
い
た
が
、
イ
ー
ラ
イ
・
パ
リ
サ
ー
が
の
ち
に
「
フ
ィ
ル
タ
ー
バ
ブ
ル
」
と
名
付
け
て
括
り
だ
し
た
。See, C

a
ss R. S

u
n

st
ein, R

epu
blic.

co
m (Princeton U

niversity Press, 2001), E
li P

a
riser, T

h
e F

ilt
er B

u
bble: W

h
a

t T
h

e In
t

ern
et Is H

id
in

g F
ro

m Y
o

u (Penguin 
U

K
, 2011). 

前
者
の
邦
訳
と
し
て
、
キ
ャ
ス
・
サ
ン
ス
テ
ィ
ー
ン
（
著
）、
石
川
幸
憲
（
訳
）『
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
は
民
主
主
義
の
敵
か
』（
毎
日

新
聞
社
、
二
〇
〇
三
）。
後
者
の
邦
訳
と
し
て
、
イ
ー
ラ
イ
・
パ
リ
サ
ー
（
著
）、
井
口
耕
二
（
訳
）『
閉
じ
こ
も
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト　

グ
ー
グ

ル
・
パ
ー
ソ
ナ
ラ
イ
ズ
・
民
主
主
義
』（
早
川
書
房
、
二
〇
一
二
）、
改
題
・
文
庫
版
と
し
て
、
同
（
訳
）『
フ
ィ
ル
タ
ー
バ
ブ
ル
─
─
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
が
隠
し
て
い
る
こ
と
』（
ハ
ヤ
カ
ワ
文
庫
Ｎ
Ｆ
、
二
〇
一
六
）。

　
　
　

こ
の
点
、
サ
ン
ス
テ
ィ
ン
の
検
討
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
消
費
者
主
権
の
行
き
過
ぎ
を
警
戒
し
、
共
和
主
義
の
観
点
を
重
視
し
た
方
向
性

を
模
索
す
る
も
の
で
あ
る
の
に
対
し
、
パ
リ
サ
ー
は
サ
イ
バ
ー
・
リ
バ
タ
リ
ア
ン
的
な
立
場
か
ら
、
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
の
活
用
に
よ
っ
て
「
開
か

れ
た
社
会
」
と
い
う
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
特
質
が
蝕
ま
れ
る
こ
と
を
主
と
し
て
警
戒
す
る
も
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
彼
ら
の
問
題
意
識
に
は

共
通
す
る
と
こ
ろ
が
あ
る
も
の
の
、
そ
の
思
想
的
視
座
は
異
な
る
。

（
174
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 112, at 248.

（
175
）A

. Etzioni &
 O

. Etzioni, supra note 132, at 154.

（
176
）Ibid.
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【
付
記
】本
稿
は
、北
海
道
大
学
審
査
博
士（
法
学
）学
位
論
文（
二
〇
一
六
年
三
月
二
四
日
授
与
）「
サ
イ
バ
ー
時
代
に
お
け
る
プ
ラ
イ
バ
シ
ー

の
法
理
論
─
─
私
法
上
の
問
題
を
中
心
に
─
─
」
に
対
し
、
加
除
・
修
正
を
施
し
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
点
、
本
号
掲
載
分
の
内
容
に
つ
い

て
は
、
上
記
論
文
提
出
後
に
公
表
さ
れ
た
エ
ツ
ィ
オ
ー
ニ
の
論
考
を
中
心
と
し
て
大
幅
な
加
筆
を
し
つ
つ
、
そ
の
内
容
を
扱
っ
た
、
下
記
二

つ
の
研
究
会
に
お
け
る
拙
報
告
と
そ
の
後
の
質
疑
応
答
を
踏
ま
え
た
修
正
を
行
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
第
一
に
、
立
命
館
大
学
法
学
部
民

事
法
研
究
会
（
二
〇
一
七
年
七
月
十
四
日
開
催
）、
第
二
に
、
科
研
費
基
盤
研
究
（
Ａ
）「
新
段
階
の
情
報
化
社
会
に
お
け
る
私
法
上
の
権
利

保
護
の
あ
り
方
」
研
究
会
（
京
都
大
学
：
潮
見
佳
男
教
授
代
表
）（
二
〇
一
八
年
二
月
二
十
四
日
開
催
）
で
あ
る
。
上
記
各
研
究
会
に
お
い

て
は
、
拙
報
告
に
対
し
貴
重
な
ご
意
見
・
ご
指
摘
を
数
多
く
頂
い
た
。
記
し
て
お
礼
申
し
上
げ
る
。
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＊　Assistant Professor of Graduate School of Law Hokkaido University.

Die Entstehungsgeschichte der Demokratielehre Carl Schmitts （3）
─ Von der letzten Periode des deutschen Kaiserreichs bis zur 

Mitte der Weimarer Republik ─

Ayaka Matsumoto＊

Im vorliegenden vierten Kapitel meiner Abhandlung geht es darum, durch 

die Analyse von Carl Schmitts Schriften Die geistesgeschichtliche Lage des 

heutigen Parlamentarismus (1. Aufl., 1923), „Über den Gegensatz von 

P a r l amen t a r i smus  und  Demok r a t i e .  V o r b eme rkung  f ü r  d i e 

geistesgeschichtliche Lage des heutigen Parlamentarismus“ (2. Aufl., 1926) 

und Der Begr i f f  des  Pol i t i s chen (1 .  Auf l . ,  1927 )  den wei teren 

Entwicklungsprozess der Gedanken Carl Schmitts über die Demokratie 

aufzuklären. Erstens zeigt es sich, dass sich seine Ansicht über die 

Demokratie und die Volkssouveränität im Jahr 1923 von einer negativen zu 

einer positiven Meinung veränderte. Hier beschäftige ich mich mit dem 

Hintergrund und den wichtigsten Erklärungen dafür, wie es zu dieser 

Veränderung seiner Anschauung über die Demokratie kommen konnte. Es 

lassen sich dabei zwei verschiedene Momente erkennen, d. h. ein seiner 

Betrachtungsweisen inhärentes und ein von den äußeren Umständen 

bewirktes Moment. Anhand seiner Schrift Die geistesgeschichtliche Lage des 

heutigen Parlamentarismus (1. Aufl., 1923) kläre ich, wie Schmitt die Definition 

der Demokratie als „Identität von Regierenden und Regierten“ neu 

interpretierte und das Wesentliche des Problems der Demokratie als die 
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Frage der „Identifikation“ erfasste, d. h. die Frage, wie die Fiktion des 

Volkswillens gebildet wird, oder genauer, wer über die Mittel verfügt, um 

den Willen des Volkes zu bilden. Dabei setzte Schmitt einen gemeinsamen 

Volkswillen voraus und kam zu dem Schluss, dass die Demokratie die 

staatliche Einheit genauso ermögliche wie die Monarchie. Durch die ganze 

Analyse argumentiere ich, dass er dieselbe Logik der souveränen Diktatur 

auf die Demokratietheorie anwandte, soweit er die Demokratie allein mit 

dem Willen des Volkes begründete; die zentrale Bedingung für die beiden 

Fälle ist, dass der Wille des Volkes von jemandem gebildet werden muss, der 

hierfür über die Mittel verfügt, und die Herrschaft von jemandem, der dies 

kann, auch als demokratisch legitimiert betrachtet wird. In diesem Sinne 

äußerte er, dass eine souveräne Diktatur kein Gegensatz zur Demokratie sei. 

Neben diesem theoriegeleiteten Moment übten die Entwicklungen und 

Ereignisse in der Weimarer Republik im Krisenjahr 1923 einen relevanten 

Einfluss auf seine Anschauung der Demokratie aus, denn die Republik litt 

nicht nur unter einer Hyperinflation, sondern es bestand wegen der 

Radikalisierung der Rechten wie auch der Linken die große Gefahr einer 

fundamentalen gesellschaftlichen Spaltung. Schmitt fasste dabei die Diktatur 

des Reichspräsidenten nach Art. 48 der Reichsverfassung als eine Institution 

der kommissarischen Diktatur auf, um die gravierende Krise zu überwinden 

und die Reichseinheit zu erhalten. Weil seiner Ansicht nach mit der 

Institution der kommissarischen Diktatur die staatliche Einheit erhalten 

werden kann, stellt diese Form der Diktatur somit keinen Gegensatz zur 

Demokratie dar. Des Weiteren zeigt sich, dass er in der „Vorbemerkung für 

die geistesgeschichtliche Lage des heutigen Parlamentarismus“ (2. Aufl., 1926) 

anhand seiner neuen Auffassung der Theorie der Volkssouveränität von J. J. 

Rousseau die „Homogenität“ und „ – nötigenfalls – die Ausscheidung oder 

Vernichtung des Heterogenen“ als wichtiges Strukturelement der Demokratie 

betrachtete. Drittens wird untersucht, wie er das Problem der Beziehung 

zwischen Völkern beschrieb sowie zum ersten Mal die „politische Einheit“ als 

zentrale Definition des Staates darstellte und so in seiner Schrift Der Begriff 

des Politischen (1. Aufl., 1927) zu der von ihm als das Merkmal des Politischen 
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gefassten bekannten Formel der „Unterscheidung und Gruppierung von 

Freund und Feind“ kam.

Im fünften Kapitel untersuche ich durch die Analyse seiner Schrift 

Volksentscheid und Volksbegehren: Ein Beitrag zur Auslegung der Weimarer 

Verfassung und zur Lehre von der unmittelbaren Demokratie (1927), wie 

Schmitt „die Akklamation des Volkes für den Führer“ als das Wesentliche 

der Demokratie betrachtete. Erstens wird ermittelt, dass Schmitt anhand der 

Beschreibung des bekannten Historikers Theodor Mommsen, der in seinem 

Buch „Römisches Staatsrecht“ die unmittelbare Demokratie des antiken Rom 

dargestellt hatte, den Gegensatz von Magistrat und Volk als die ursprüngliche 

Form der Demokratie ansah. Indem er Mommsens historische Beschreibung 

übernahm, kam er zu seiner Ansicht über das passive Volk, weil es nur auf 

vom Magistrat formulierte Fragen antworten kann, und dies zudem nur in 

der einfachsten Form der Zustimmung mit Ja oder der Ablehnung mit Nein. 

Zweitens wird aufgeklärt, dass er anhand der theologischen Studie Heis 

Theos: epigraphische, formgeschichtliche und religionsgeschichtliche 

Untersuchungen zur antiken "Ein-Gott"-Akklamation von Erik Peterson die 

Bedeutung des Begriffs „Akklamation“ erkannte und dadurch die Zustimmung 

des Volkes für den Führer als das Wesentliche der Demokratie betrachtete.
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＊　Hokkaido University Graduate School of Law, Doctoral Student.

Central-local relationship of a field agency and local governments
Case study of Nagoya Port in a period of high growth

Ken Yamada＊

This paper examines the central-local relationship especially between a field 

agency and local governments. A field agency is frequently treated as only an 

organization acquiesce to a central government or a local government. 

However, it may be misleading according to real policy process. Lesson from 

Nagoya Port, the organization act originally based on their autonomy from 

central and local governments. Then the organizations build up a good 

relationship with local governments nevertheless a central government 

conflict with local governments in this case. Therefore the central-local 

relationship in postwar Japan is not a single track relationship within central 

and local governments but a double track relationship among a central 

government, a field agency, and local governments.
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独占禁止法における
確約手続についての若干の検討

厚　谷　襄　児

はじめに

　本稿は、環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備
に関する法律（平成28年法律第108号）に織り込まれている独占禁止法の

「確約手続」に係る規定について、若干の論点を摘示しようとするもの
である。
　確約手続については、既に多くの解説・論説が発表されている1が、

1 白石忠志・独占禁止法（第３版）602頁以下（有斐閣、平成28）
　植村幸也・裁量型減免制度と確約制度に関する独禁法改正について（法律時
報89巻１号12頁以下）
　小室尚彦・「環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に
関する法律」による独占禁止法改正（確約手続の導入）の概要等について（公正
取引798号２頁以下）
　泉水文雄・確約手続の導入について─EU・米国の諸制度を比較して（公正
取引798号９頁以下）
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それらは主に制度論からのものである。他方、確約手続に係る規定には、
解釈問題を含めなお論じられるべき論点が残されているものと思料され
る。ただ、解釈問題に係る諸問題は、実務過程を通じて生じてくるもの
なので、現時点で採り上げる論点は限定される。本稿では、確約手続の
意義及び概要を手続の進行に沿って伝え（第１）、次いで、確約手続の
進行過程において気付いた若干の論点を摘示することとする（第２）。

第１　確約手続の進行過程

　はじめに、確約手続の概要をその進行過程に沿って述べる。

１　確約手続の意義と対象
　（１）　意義
　　�　独占禁止法に確約手続に係る規定が織り込まれたが、「確約手続」

という文言はなく、その定義規定も定められていない。確約手続に
ついては、「公正取引委員会の確約手続に関する規則」（平成29年公
正取引委員会規則第１号、以下「規則」という。）が制定され、その
第１条に「公正取引委員会（・・）が行う、確約手続（私的独占の禁
止及び公正取引の確保に関する法律（・・）第48条の２から第48条
の９までの手続をいう。・・）」とある。この括弧書きの手続が確約
手続の定義といえよう。それは、独占禁止法違反被疑事件（以下「違

　多田敏明・確約手続の課題と留意点─事業者サイドの視点から（公正取引
798号16頁以下）
　朝倉真一・独占禁止法の平成28年改正の解説（NBL1095号４頁以下）
　中里浩・公正取引委員会の確約手続に関する「規則」の制定について

（NBL1095号14頁以下）
　篠浦雅幸・確約手続の導入についてー運用に関する諸論点についての一考察

（NBL1095号24頁以下）
　高橋滋・小川聖史　競争法執行手続としての確約手続に関する OECD 報告
書の概要（一橋法学15巻２号953頁以下）
　岡田直巳・欧州競争法の確約決定制度に関する基礎的研究─近年の批判的議
論にみる特徴と課題（青山ローフォーラム４巻２号117頁）
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反被疑事件」という。）の処理手続の一である。
　　�　確約手続については、「環太平洋パートナーシップ協定」（以下

「TPP 協定」という。）に「各締約国は、自国の国の競争当局に対し、
違反の疑いについて、当該国の競争当局とその執行の活動の対象と
なる者との間の合意により自主的に解決する権限を与える」（第
16．２条５）と定められており、この条項を担保するため、違反被
疑事件について、公正取引委員会と事業者との「合意により自主的
に解決する」制度2、あるいは、「・・独占禁止法違反被疑事件つい
て、公正取引委員会と執行活動の対象となる者が合意することによ
り事件を解決する手続」3として定められたと解説されている。

　　�　いずれの解説においても、確約手続は、公正取引委員会とその審
査活動の対象である違反被疑事件の行為者との間の「合意」が要素
とされている。実定確約手続は、公正取引委員会による被疑行為者
への「通知」（48条の２）→被疑行為者による排除措置計画の「申請」

（48条の３第１項）→公正取引委員会による申請の「認定」（48条の
３第３項）という段階を踏む。その過程のどの段階で公正取引委員
会と被疑行為者との間に「合意」があるというかが問われる。

　（２）　対象
　　�　確約手続の対象は、違反条項の全面に亘る違反被疑行為（48条の

２）である。ただ、本稿においては、そのうち、実務上排除措置命
令（７条、８条の２、20条）又は課徴金納付命令（７条の２、８条
の３、20条の２～６）の対象とされてきた私的独占（３条前段）、不
当な取引制限（３条後段）、事業者団体による競争制限的活動（８条）
及び不公正な取引方法（19条）に係る論点について検討することと
する。

２　確約手続の通知
　（１）�　公正取引委員会は、独占禁止法「第３条、・・第８条・・又は

第19条の規定に違反する事実があると思料する場合において、そ

2 小室前掲３頁
3 朝倉前掲５頁
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の疑いの理由となった行為について、公正かつ自由な競争の促進
を図る上で必要があるときは、当該行為をしている者に対し、次
に掲げる事項を書面により通知することができる」（48条の２）、
と定められている。この「通知」により、確約手続が開始され
る4。

　　　�　確約手続開始の前提として、公正取引委員会は、事業者・事業
者団体による違反被疑行為について、「事件」として調査を行っ
ている。多くの場合、事件について必要な調査をするために、立
入り検査処分がなされているであろう（47条１項４号）。

　　　�　なお、公正取引委員会が通知できる最終時点は、違反被疑事件
に係る意見聴取の通知（50条１項）前である（課徴金に係る意見
聴取の通知（62条４項）の場合を含む。）（48条の２第１項ただし書）。

　　　�　通知をするときについて、独占禁止法の「規定に違反する事実
があると思料する場合において、その疑いの理由となった行為に
ついて、公正かつ自由な競争の促進を図る上で必要があるとき」、
という定め方をしているのは、通知の対象を絞り込もうとするも
のと理解できよう。そうして、「書面により通知することができ
る」というのであるから、通知をするか否かは、公正取引委員会
の裁量によるといえよう。そこで通知の対象を公正取引委員会の
裁量で絞り込む基準が問題とされる。

　（２）　確約手続の「通知」の内容
　　�　被疑行為者に対する通知事項は、①当該行為の概要、②違反する

疑いのある法令の条項及び③次条第１項の規定による認定の申請を
することができる旨の３項目である（48条の２）。

　　�　「当該行為の概要」の「当該行為」は、独占禁止法の「規定に違反
する疑いの理由となった行為」であり、通知するのはその「概要」
である。被疑行為を「認定」したものではない。本稿では、公正取
引委員会が「当該行為」を被疑行為として調査し、その実態を明ら

4 独占禁止法「第３条・・第８条・・又は第19条の規定に違反する事実がある
と思料する場合において、その疑いの理由となった行為」を適宜「被疑行為」
といい、また、「当該行為をしている者」を適宜「被疑行為者」という。
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かにすることを「解明」ということとする。「当該行為」の「解明」は、
公正取引委員会の責任において行う。また、公正取引委員会は、ど
の程度「当該行為」を解明し、被疑行為者にその「概要」を通知しな
ければならないかが検討課題である。

３　排除措置計画の作成と申請
　（１）�　確約手続の通知を受けた被疑行為者は、疑いの理由となった行

為を排除するために必要な措置を自ら策定し、実施しようとする
ときは、公正取引委員会規則の定めるところにより、その実施し
ようとする措置（以下「排除措置計画」という。）を作成し、これ
を通知の日から60日以内に公正取引委員会に提出して、その認定
を申請することができる（48条の３第１項）。

　（２）�　排除措置計画には、①排除措置の内容、②排除措置の実施時限
及び③その他公正取引委員会規則で定める事項を記載しなければ
ならない（同条２項）。

　　　�　確約手続において、被疑行為者が法的に関与するのは、「排除
措置計画」の作成・申請である。排除措置計画は、「当該行為の
概要」、つまり公正取引委員会が解明した行為の概要に適切に対
応したものでなければならない。通知を受けた被疑行為者が「当
該行為の概要」に対応して「排除措置計画」を策定することが、
確約手続の狙いであり、特色であるといえよう。

４　排除措置計画の認定
　（１）�　公正取引委員会は、被疑行為者からの排除措置計画の認定の申

請があった場合において、その排除措置計画が次の各号のいずれ
にも適合すると認めるときは、その認定をするものとする（48条
の３第３項）。

　　①�　排除措置が疑いの理由となった行為を排除するために十分なも
のであること。

　　②　排除措置が確実に実施されると見込まれるものであること。
　　　�　公正取引委員会は、被疑行為者から排除措置計画の認定の申請

を受けたなら、これに対し、認定するか、却下するかである。①
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の「・・行為を排除するために十分なもの」は「十分性」の観点か
ら、②の「排除措置が確実に実施される」は「確実性」の観点から

「当該行為の概要」に照らして判断される。
　（２）　排除措置計画の認定手続
　　�　排除措置計画の認定は文書によって行い、認定書には、委員長及

び合議に出席した委員がこれに記名押印しなければならない（48条
の３第４項）。認定は、その名宛人に認定書の謄本を送達すること
によって、その効力を生ずる（48条の３第５項）。

　　�　排除措置計画の認定手続は、違反行為に対する排除措置命令と同
じであり（61条１項）、排除措置計画の認定が排除措置命令と手続
的に同じ重さを有しているといえる。

５　排除措置計画の申請の却下及び変更
　（１）�　公正取引委員会は、被疑行為者からの認定の申請があった場合

において、その排除措置計画が認定に係る二つの要件（48条の２
第３項）のいずれかに適合しないと認めるときは、決定で却下し
なければならない（48条の３第６項）。

　　　�　認定の却下の手続には、認定の規定（48条の３第４項）、決定
書の送達の規定（同条５項）が準用される（同条７項）。却下の決
定書には、①排除措置計画の認定を却下した旨、及び②却下の理
由を記載しなければならない（規則13条２項）。

　（２）�　排除措置計画の認定を受けた者は、その認定に係る排除措置計
画を変更しようとするときは、公正取引委員会規則の定めるとこ
ろにより、公正取引委員会の認定を受けなければならない（８条
の３第８項）。その手続には、認定及び却下の規定が準用される（同
条９項）。

６　排除措置計画の認定の効果
　公正取引委員会が申請の認定をした場合において、当該認定に係る疑
いの理由となった行為及び排除措置に係る行為については、次の規定は、
適用しない（48条の４）。
　私的独占、不当な取引制限の排除措置命令（７条１項）及びその既往
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の排除措置命令（同条２項）
　事業者団体の制限活動の排除措置命令（８条の２第１項）及びその既

往の排除措置命令（８条の２第２項）及び管理人・構成事業者への
排除措置命令（同条３項）

　不公正な取引方法の排除措置命令（20条１項）及びその既往の排除措
置命令（同条２項）。

　不当な取引制限の課徴金納付命令（７条の２第１項）、
　私的独占（支配）の課徴金納付命令（７条の２第２項）、私的独占（排除）

の課徴金納付命令（７条の２第４項）、
　事業者団体構成事業者への課徴金納付命令（８条の３第１項）
　不公正な取引方法の課徴金納付命令（20条の２から第20条の６）
　�　違反行為に対する排除措置命令又は課徴金納付命令の規定が適用さ

れない。これは法定効果である。

７　排除措置計画の認定取消し・除斥期間の特例
　（１）�　公正取引委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、決

定で、認定を取り消さなればならない（48条の５第１項）。
　　①�　認定を受けた排除措置計画に従って排除措置が実施されていな

いと認めるとき
　　②�　認定を受けた者が虚偽又は不正の事実に基いて当該認定を受け

たことが判明したとき
　　�　認定の取消決定には、認定の決定の手続（48条の３第４項）及び

決定の効力発生（同条５項）に係る規定を準用する。
　　�　排除措置計画の認定が取り消されると、その被疑行為は、違反被

疑事件として、意見聴取手続（49条）へ移行するであろうし、また、
排除措置計画の認定の取消しは、認定を受けた被疑行為者にとって
は不利益処分である。

　（２）　除斥期間の特例
　　①�　排除措置命令に係る除斥期間（48条の５第３項）及び課徴金納

付命令に係る除斥期間（同条４項）の規定については、不当な取
引制限に係る排除措置計画の認定の取消しを例にみてみる。

　　　�　不当な取引制限事件については、排除措置計画を取り消すなら、
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改めてその事案を違反行為として、排除措置命令（７条１項）を
しなければならない。その時点において、違反行為が既になくなっ
ているであろう。排除措置命令は、「当該行為がなくなった日か
ら５年を経過したときは、出すことができない（７条２項ただし
書）。この期間を「除斥期間」という。

　　　�　不当な取引制限の課徴金納付命令について、「当該行為の実行
としての事業活動を行った日から当該行為の実行としての事業活
動がなくなる日までの期間（当該期間を超えるときは、当該行為
の実行としての事業活動がなくなる日からさかのぼって３年間）」
を「実行期間」といい、その期間の事業活動について課徴金を賦
課する（７条の２第１項）。その実行期間の終了した日から５年
を経過したときは、課徴金納付を命ずることができない（７条の
２第27項）。

　　③�　除斥期間に対処して、排除措置計画の取消しが除斥期間の満了
する日の２年前の日以後にあったときは、取消しの決定の日から
２年間においても、排除措置命令・課徴金納付命令ができるとし
ている（48条の５第３項）。

　　　�　上記のことは、私的独占（支配）（７条の２第２項）、私的独占（排
除）（７条の２第３項）、事業者団体違反行為（８条の３）及び不
公正な取引方法（20条の２から20条の６まで）も同様である5。

第２　確約手続制度における若干の論点

　わが国の確約手続制度の運用において想定される法的論点について、
独占禁止法の分野のみでなく行政法の分野と係わりがあると想定される

5 48条の６から48条の９までに、私的独占（３条）、不当な取引制限（３条）、
事業者団体活動規制（８条）又は不公正な取引方法（19条）の規定に違反する疑
いの理由となった行為が既になくなっている場合における「排除確保措置計画」
についての認定等の手続が規定されているが、これらは、これまで述べてきた
排除措置計画の手続に対応しているので、省略する。ただし、実務上、確約手
続の認定時では、被疑行為が終わっているであろうから、公正取引委員会が被
疑行為者の申請の認定・却下するのは「排除確保措置計画」についてであろう。
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論点も含めて摘示することとする。

１　確約手続における「確約」と「合意」について
　「確約手続」という文言は、独占禁止法には定められておらず、公正
取引委員会規則の名称が「独占禁止法の確約手続に関する規則」であり、
その規則１条に「公正取引委員会（・・）が行う確約手続（私的独占の禁
止及び公正取引の確保に関する法律（・・）第48条の２から第48条の９
までの手続をいう。）・・」と定めている。この括弧書きが「確約手続」
の定義であるといえよう。
　「確約手続」は、公正取引委員会による「当該行為の概要」の「通知」（48
条の２）→通知を受けた被疑行為者による排除措置計画の認定の「申請」

（48条の３第１項）→公正取引委員会による申請の「認定」（同条３項）又
は「却下」（同条６項）の手続を踏む。その認定の効果は、排除措置命令・
課徴金納付命令を受けない（48条の４）ことである。「確約手続」制度は、
規則において、「確約手続」を独占禁止法「第48条の２から48条の９まで
の手続をいう」と定めたのは、そのような手続過程、あるいは手続の仕
組みを捉えたといえよう。ところで、その過程・仕組みにあって「確約」
ないし「合意」というのは、どこを指すのか。
　公正取引委員会の担当官による解説によると、確約手続制度は、TPP
協定に定める競争当局とその執行活動の対象となる者との間に合意によ
る自主的解決する権限（16．２条５）を担保するため、「独占禁止法を改
正し、独占禁止法の違反の疑いについて公正取引委員会と事業者との『合
意により自主的に解決する』制度として導入した」もの6、あるいは、「確
約手続のように、行政庁と事業者とが合意により事件を解決する法制度
は、我が国についてこれまで例が見られない制度である。そしてこの確
約手続は競争当局と事業者とが、言わば同じ方向を向いて違反行為の抑
止に向けて行動することによって、より迅速な事案処理を可能とする効
率的・効果的な制度である」7という。
　上記の解説によるなら、「確約手続」には、独占禁止法の所管行政庁

6 小室前掲３頁
7 朝倉前掲13頁
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である公正取引委員会と被疑行為者との「合意」が織り込まれていると
受け取られているのではないか。
　そのような理解がある。「今般わが国で導入される確約手続の最大の
ポイントは、ＥＵにおけるそれと同じく、業者と当局（公取委）との合
意により、違反行為を認定することなく、独占禁止法違反の疑いを解消
する点にある。この合意は、法律的には、事業者による排除措置計画の
認定の『申請』を受け、公取委が『認定』という行政行為を行うことを指
す（改正法48条の３参照）」と8。
　実定確約手続に「合意」が制度として織り込まれているなら、上記の
記述のように理解されよう。そうであるとしたら、その「合意」は「行
政契約」・「公法上の契約」の法理に遵い、その合意によって法的効果が
生ずることになるのでないか。しかし、実定確約手続では、その効果と
して、公正取引委員会の認定による排除措置命令・課徴金納付命令の回
避が法定されている（48条の４）。実定確約手続についての「合意」は、
比喩的であり、法的には、公正取引委員会による「認定」制度、「排除措
置計画認定制度」でないのか9。そうして、他に公正取引委員会と事業者
との「合意」と捉えることができる要因は見い出せない10、11。

8 篠浦前掲24頁
9 白石前掲603頁　白石教授は、「確約手続」制度を「排除措置計画等認定制度」
という。「等」は排除確保措置計画」を含めるからである。
10 行政法分野では「確約」という概念が取り上げられている（藤田宙靖・行政
法総論317頁（青林書院・2013）。それは、「ある行政行為をすることを行政庁
が私人に約束した時に、このような約束は契約として法的拘束力を持つか、と
いう問題」である。「この問題も例えばドイツにおいては、いわゆる『確約』の
法理として、広く肯定的に解され、近時わが国でもその紹介及び導入が図られ
ているところであるが、最高裁判例はこのような考え方を導入することには、
未だ積極的であるとは言えない」、という。
　ここでの「確約」については、菊井康郎「西ドイツにおける行政法上の確約」

（公法の理論【下Ⅰ】1755頁・有斐閣、昭52）及び乙部哲郎「（乙部哲郎・行政上
の確約の法理」（神戸学院大学法学研究叢書２）（日本評論社、1988）がある。
菊井論文で「確約」について、「行政庁が将来行なうであろう公法的行為につい
て、自己拘束する意図をもって相手方に対して行う意思表示」と定義づけてい
る（1758頁）。行政法分野で取り上げられている「確約」概念は、独禁法の「確
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２　確約手続の開始11

　（１）�　公正取引委員会は、私的独占（３条前段）、不当な取引制限（３
条後段）、事業者団体の活動規制（８条）及び不公正な取引方法（19
条）の「規定に違反する事実があると思料する場合において、そ
の疑いの理由となった行為について、公正かつ自由な競争の促進
を図る上で必要があるとき」に「当該行為をしている者」に対し、
法定事項を「書面により通知することができる」（48条の２）と定
める。この通知により確約手続は開始する。

　（２）�　通知の要件として、「規定に違反する事実があると思料する場
合」、「その疑いの理由となった行為について、公正かつ自由な競
争の促進を図る上で必要があるとき」と定めている。この規定の

約手続」とは性格が異なるものであり、概念が混同しないように留意すべきで
あろう。
11 平成17年独占禁止法改正以前に違反被疑事件処理手続に事前審判手続が
あった。その当時の事件処理は、勧告→応諾→勧告審決・不応諾→審判手続→
審判審決。審判手続の過程で同意審決という仕組みが織り込まれていた。同意
審決制度が「確約手続」制度に類似している。
　同意審決について、旧独占禁止法53条の３は、「公正取引委員会は、審判開
始決定をした後、被審人が、審判開始決定書記載の事実及び法律の適用を認め
て、公正取引委員会に対し、その後の審判手続を経ないで審決を受ける旨を文
書を以て申し出て、かつ、当該違反行為を排除し、若しくは当該違反行為が排
除されたことを確保し、又は独占的状態に係る商品若しくは役務について競争
を回復させるために自らとるべき具体的措置に関する計画書を提出した場合に
おいて、適当と認めたときは、その後の審判手続を経ないで当該計画書記載の
具体的措置と同趣旨の審決をすることができる」、と定めていた。
　これは、アメリカの Consent decree の手続に準じたものである。「申立の主
導権は被審人の側にある訳で、委員会は、申出を適当と認めたときに、申出と
同一内容の審決をするに過ぎない（もっとも事前の折衝があり得ることは当然
である）。一種の和解の制度と考えてよく（入江前掲論文22頁）、排除措置につ
いての意見の一致がこの手続の要素をなしている。」（今村成和・独占禁止法［新
版・法律学全集52巻の２］249 ～ 250頁、有斐閣・昭36）
　同意審決は、簡易な事件処理手続であるが、審判手続過程における事件処理
方式であり、また、同意審決によって、特段の恩恵はなく、確約手続とは性格
を異にする。
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要件の定め振りをみると、「その疑いの理由となった行為」のう
ち、通知する場合を「公正且つ自由な競争の促進を図る上に必要
があるとき」に絞り込もうとするように読み取れる。しかし、「公
正かつ自由な競争の促進を図る」ことは、独占禁止法の「固有の
目的」（１条）であり、公正取引委員会が被疑行為の調査を行うこ
とが、この目的に悖ることはないであろうから、この規定が確約
手続開始を絞り込む要件として、取分け機能するとは思われない。
そうであるなら、この要件からは、通知すべきでない事案を区分
することができないのでないか。

　（３）�　確約手続の通知について「することができる」とあるので、通
知をするか否かは、公正取引委員会の裁量である。そこで、通知
の要件の規定から通知すべきでない事案を区分できないとする
と、通知するかしないかの区分する基準を別に求めなければなら
ない。

　　　�　担当官の説明によるなら、「確約手続の対象として主として単
独行為が想定されるところ、公正取引委員会が調査を行う全ての
事案について確約手続を適用することは適切でないと考えられる
ことから、改正法48条の２の規定により、公正取引委員会が確約
手続の対象とすることが適当か否かの事案選択を行うことにして
いる。具体的な適用対象については、今後、確約手続に関するガ
イドライン（仮称）の策定に際して検討されるものと考えられ
る・・」12という13。

　（４）�　公正取引委員会の通知を受けた被疑行為者が策定し、申請した
排除措置計画が認定されるなら、その効果として排除措置命令・
課徴金納付命令が回避される（48条の４）。

　　　�　通知を受けなければ、その被疑行為は、通常の違反事件として、
排除措置命令が出され、また、多くの事案には課徴金納付命令が

12 小室前掲５頁
13 独占禁止法上の「単独行為」については、公正取引2017年12月号で「単独行
為規制をめぐる問題」と題して特集している。取分け泉水文雄「単独行為規制
をめぐる問題」（２頁）参照。
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出されることとなる。そこで、特定の被疑行為が、通知を受けて
排除措置計画の認定へと進むのか、違反事件として、排除措置命
令・課徴金納付命令により規制されるかを区分けする基準を要す
る。規制体系としては、被疑行為に対する排除措置命令が基本的
なのであるから、確約手続の通知の対象を絞り込むべきであろう。
48条の２の規定の通知の要件の定め振りはそれを示しているので
あろうが、規定の定め方が抽象的で基準として十分に機能しない
であろうと思われる。そこで通知の基準をガイドラインに定める
ことになろう14が、その基準を定める論拠・論理が重要である。

　　　�　担当官は「確約手続の対象として主として単独行為が想定され
る」とし、また、「排除措置計画の認定の効果として排除措置命
令及び課徴金納付命令を行わないこととなることから、悪質な行
為を確約手続の対象とすることは適当でなく、改正法48条の２に
列挙された禁止規定の対象となる行為のうち、価格カルテル・入
札談合等については、確約手続の対象外となるものと考えられる」
とする15。

　　　�　価格カルテル・入札談合を通知の対象とすべきないこと自体は
受容されるとして、それを通知の対象としないのは、「悪質な行
為」だからということであろうか。そうであるなら、独占禁止法
上の「悪質」とは何かが問われよう。「排除措置計画の認定の効果
として排除措置命令及び課徴金納付命令を行わないこととなるこ
とから、悪質な行為」というのであるなら、単独の私的独占もそ
れに当たるのでないか。それに通知をしないか。そうでなく、通
知の対象とするのであるなら、説明の仕方が異なるのでないか。
基準として重要なのは、通知をする対象をどのような基準で絞り
込むかということであり、それには通知の基準を法意からどう導
くかが関心事となるのでないか。

　（５）�　それでは、通知の対象とされるか否かの基準の参考の一つとし
て過去10年間に価格協定・入札談合事件、単独行為事件など違反

14 小室前掲５頁
15 小室前掲５頁
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行為の類型がどうなっているかみてみよう。
　　　�　次頁の表は、過去10年間の違反行為の類型別表である16。その

表から、次のようにいえよう。
　　ア　私的独占事件が２件あり、いずれも単独行為事件である。
　　イ�　不当な取引制限事件は、事件数が多いが、１件を除き価格協定

事件・入札談合事件であるから、通知の対象とはされないであろ
う。平成20年度に価格カルテル・入札談合以外の不当な取引制限
事件が１件（三菱マテリアル（㈱）ほか２名事件（平成20年10月17
日排除措置命令、審決集692頁、課徴金納付命令、審決集755頁）
ある。この事件は、地方公共団体が売却する溶融メタル等の入札・
随意契約における、購入予定者の決定である。公正取引委員会の
分類によると「数量、販路、顧客移動禁止、設備制限当のカルテル」
であるとされているが、事実関係は、入札談合と差別されるもの
ではないであろう。

　　ウ�　事業者団体の構成事業者に対する競争の実質的制限（１号）事
件が２件、事業活動・機能の制限（４号）事件が３件ある。１号
事件は価格制限事件である。このような事案は、通知の対象とさ
れないであろう。

　　エ�　不公正な取引方法のうち、優越した地位の濫用事件は、大型専
門店、スーパの事件が多い。これらの事案については、現在、タ
スクフォース方式といわれる仕方で処理されているが、通知の対
象とする事案もあり得よう。法定不公正な取引方法（２条９項１
号から４号）事件と指定不公正な取引方法事件は、単独行為事件
である。これらが通知の対象となるのであろう。

　　　�　過去10年間における違反事件から推測するなら、確約手続の対
象となる事件は、私的独占事件、不公正な取引方法事件であろう。
そうであるなら、確約手続の件数は年に数件ということでないか。

16 公正取引委員会年次報告により作成
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過去10年間の違反行為の類型
私的独占 不当な取引制限 事業者団体 不公正な取引方法

平
成（
年
度
）

排　
　

除

支　
　

配

価　
　

格

入　
　

札 他

１　
　

号

４　
　

号

５　
　

号

再　
　

販

他 

拘 

束

取
引
妨
害

優　
　

越

不
当
廉
売

取
引
拒
絶 計

19 6 14 1 2 1 24

20 1 8 2 1 1 4 17

21 5 17 2 2 26

22 6 4 1 1 12

23 5 12 1 1 3 22

24 1 19 20

25 7 9 1 1 18

26 1 4 2 1 1 1 10

27 2 5 2 9

28 1 8 1 1 11

計 2 45 92 1 2 3 3 4 2 12 2 1 169

　（６）�　新規の事案、解釈の変更の事案を、通知の対象とする場合には、
公正取引委員会による行為の解明が新規の事案、解釈の変更事案
であることを被疑行為者が理解し、それに相応しい排除措置計画
を策定し、そのことが利害関係者も理解できる程度に明らかにさ
れることが望まれよう。新規の事案17、解釈を変更する事案18は、
その扱いが先例となるからである。

　（７）�　公正取引委員会は、現在、警告により処理している事案がある。
それは、排除措置命令を行うに足る証拠が得られなかった場合で
ある。警告とは、「委員会が、法第３条、第６条、第８条又は第
19条の規定に違反するおそれがある行為がある又はあったと認め
る場合において、当該事業者又は当該事業者団体に対して、その

17 新規の事案は、被疑行為に前例がないものである。これまでも不公正な取
引方法事件には多くみられた。例えば、流通系列のタイプとして最初の一店一
帳合事件がそれであろう（日本光学事件［昭47・６・30勧告審決、審決集19巻
25頁］）。
18 解釈の変更の事例は建築家を事業者として独占禁止法を適用した事案であ
ろう（昭54・９・19審判審決、審決集26巻25頁）。
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行為を取りやめること又はその行為を再び行わないようにするこ
とその他必要な事項を指示すること」（公正取引委員会の審査に
関する規則26条括弧書き）である。

　　　�　警告は、文書によって行い、警告書には、警告の趣旨及び内容
を示し、審査局長がこれに記名押印しなければならない。公正取
引委員会は、警告を使用とするときは、当該警告の名宛人となる
べき者に対し、あらかじめ、意見を述べ、及び証拠を提出する機
会を付与しなければならない。警告をしたときは、その旨を公表
している19。

　　　　確約手続と警告を比較すると、次のようにいえる。
　　①�　確約手続は法的制度であり、規範的性格を有する。警告はいわ

ゆる行政指導である。
　　②�　確約手続の認定書には委員長・委員が記名押印する。警告書は

審査局長が記名押印する。手続の重みが異なる。
　警告の対象となる違反被疑事件の事実の解明の程度は、「排除措置命
令を行うに足る証拠が得られなかった場合であっても、違反の疑いがあ
るとき」である。事実の解明度は、確約手続の通知の要件を具備する程
度になるものがあるなら、これまで警告で処理してきた事案が確約手続
により処理する方が好ましいものがあるのではないか。

３　通知事項
　（１）�　公正取引委員会による通知すべき事項は、①当該行為の概要、

②違反する疑いのある法令の条項、及び③次条第１項の規定によ
る認定の申請をすることができる旨である（48条の２）。

　　　�　「当該行為の概要」の「当該行為」とは、私的独占（３条前段）、
不当な取引制限（３条後段）、事業者団体の活動規制（８条）及び
不公正な取引方法（19条）に係る「規定に違反する事実があると
思料する場合において」、「その疑いの理由となった行為」である。

19 平成28年度10件の警告事件があった。そのうち９件は教科書に係る利益供与
による誘引事件であり、１件は不当な取引制限事件である［平成28年度年次報
告62頁］。



論　　　説

［17］ 北法69（2・474）680

その「概要」を書面により通知することができる。「その疑いの理
由となった行為」、つまり「当該行為」を解明するのは、公正取引
委員会の通常の審査活動である。

　　　�　公正取引委員会が「当該行為」の解明の過程、つまり、被疑行
為の調査過程で、被疑行為者が確約手続の開始を期待して行為の
解明に協力するであろう。確約手続制度の導入それを期待しての
ことである。ただ、被疑行為者の協力は、事実上の行為である。

　　　�　公正取引委員会が解明した「その疑いの理由となった行為」、
即ち「当該行為」をどの程度「概要」として記載すべきかが問われ
るであろう。

　（２）　「概要」の内容
　　①�　通知をするのは、私的独占、不当な取引制限、事業者団体の活

動規制及び不公正な取引方法に係る規定に「違反する事実がある
と思料する場合において」であり、通知には「違反する疑いのあ
る法令の条項」（以下「被疑条項」という。）の記載を要するのであ
るから、通知を受けた被疑行為者が「当該行為」の被疑条項を察
知できる程度の事実が「概要」として記載されていなければなら
ないであろう。

　　②�　後述するように、通知を受けた被疑行為者は、排除措置計画を
策定し、その認定の「申請」を行う（48条の３第１項）。排除措置
計画には、「排除措置の内容」を記載しなければならない。その
申請書には「排除措置が疑いの理由となった行為を排除するため
に十分なものであることを示す書類」を添付する（規則８条２項）。
そのためには、「概要」に記載された行為を前提にして、それを
排除するに十分なものを示すこととなる。このように「概要」が
基準となる。

　　③�　被疑行為者は、現に「被疑行為」を行いつつある。このことは、
競争市場という公共空間の機能を犯し、消費者、競争事業者ある
いは取引先事業者の利益に損失を与えているのであり、その原因
となった行為及び結果を除去するのが排除措置計画である。とす
るなら、消費者・競争事業者・取引先事業者が納得する程度に解
明された行為が概要に記載されるべきであろう。
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　　④�　手続面からも排除措置計画の認定の公正取引委員会の議決方法
（65条）、認定書の方式（48条の３第４項）、効力の発生（同条５項）
は排除措置命令と同様であることは、「概要」に記載される行為
の解明が排除措置命令に匹敵するものであることが望まれよ
う20。

　　⑤�　行政の原則的考え方から「概要」の記載について、次のように
いえよう。

　　　ア�　事実の解明の程度の観点からみるなら、被疑行為の解明に対
応して排除措置が採られる。したがって、その程度が不十分で
あるなら、不十分な排除措置しか採られず、被疑行為が残存す
るおそれがある。

　　　イ�　透明性の観点から、「公正取引委員会は、この法律の適正な
運用を図るため、事業者の秘密を除いて、必要な事項を一般に
公表することができる。」（43条）と定めている。事案の概要、
排除措置計画は、公表される21というのだから、消費者・競争
事業者は、公表により事実を認識できる。その際に、「概要」
と排除措置計画の対応を理解できる程度に事実の解明がなされ
ることが望まれる。

　　　ウ�　公平性の観点から、どのような行為にどのような排除措置計
画が作成され、認定されたかということは、後に続く被疑行為
に対し通知すべきか、後続の被疑行為者がどのような排除措置
計画を作成するかの参考となる。

20 「確約手続は、審査手続の途中で行われるものであり、かつ、競争秩序に迅
速な回復を図るなどの手続の趣旨に鑑みれば、行為の概要についての詳細な記
載には限界があるものと考えられる（・・）。他方、・・事業者と公正取引委員
会との間のコミュニケーションを含めた一連の手続を通じて、公正取引委員会
の有する競争上の懸念は十分に伝達できるものであると考えられる。」（中里浩 
前掲16頁）。「競争秩序の迅速な回復を図る」ことが「確約手続の趣旨」である
といっても、制度上「確約手続」の時間的制約は、被疑行為者の申請期間（48
条の３第１項）のみであることからみて、「違反する疑いのある行為の概要」を
詳細に記載することには限界があることと論理的に接続するか疑問である。
21 小室前掲７頁



論　　　説

［19］ 北法69（2・472）678

　　�　上記のよう考え方は「概要」の内容を縛ることとなり、確約手続
制度の狙いである簡易性、柔軟性、弾力性が後退するのでないかと
の懸念する向きもあろう。しかし、行政上の制度に共通する水準を
確保することは、行政に関与する上で共通の基本的なことであると
思料するのであり、上記の諸点は、行政の在り方としては無視でき
ない。

　　⑤�　通知を受けた被疑行為者が、「概要」の内容に不服があるとき、
公正取引委員会に対し、その旨を告げて訂正を申し立てることが
認められるか。訂正手続が定められていないので、法的にはでき
ないであろう。

５　認定の申請
　通知を受けた被疑行為者は、排除措置計画を作成し、「これを当該通
知の日から60日以内に公正取引委員会に提出して、その認定を申請する
ことができる」（48条の３第１項）。　申請の時点を起点に60日以内である。
　排除措置計画は、申請書を提出する（規則８条１項）。申請書には、
①排除措置の内容、②排除措置の実施期限、③その他公正取引委員会規
則で定める事項を記載しなければならない。
　「排除措置の内容」は、「概要」に対応した措置である。「概要」から外
れている事実を含まないし、それに記述されている事実の全てを前提と
した措置である。「概要」の拘束性といえるか。
　「排除措置」であるから、違反行為に対する排除措置（７条１項）と同
じく、「違反行為を排除し、当該行為によってもたらされた違法状態を
除去し、競争秩序の回復を図るともに、当該行為の再発を防止すること
を目的として」いる22。
　規則によると、認定の申請には「排除措置が疑いの理由となった行為
を排除するために十分なものであることを示す書類」及び「排除措置が
確実に実施されると見込まれるものであることを示す書類」を添付する

22 根岸哲・注釈独占禁止法125頁（有斐閣・2009）、ただし、排除措置命令は、
作為・不作為を命ずる行政処分（下命処分）であるが、確約手続における排除
措置計画は、被疑行為者による自主的措置である。
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（８条２項）。前者は、排除措置計画の「十分性」、後者を「確実性」とい
う観点から、排除措置計画の認定要件に対応している。

６　排除措置計画の認定
　（１）�　公正取引委員会は、違反被疑者からの認定の申請があった場合

において、その排除措置計画が次の各号のいずれにも適合すると
認めるときは、その認定をするものとする（48条の３第３項）。

　　①�　排除措置が疑いの理由となった行為を排除するために十分なも
のであること、

　　②　排除措置が確実に実施されると見込まれるものであること。
　　�　公正取引委員会は、被疑行為者から排除措置計画の認定の申請を

受けたなら、これを認定するか、却下するかである。
　　�　認定の判断枠組みについては、通知された「概要」を前提に二つ

の要件が定められている。「被疑行為を排除するために」という「十
分性」と排除措置の実施の「確実性」についてである。それは、申
請の内容を「概要」の記載事実に照らして判断する。「概要」の拘束
性といえよう。

　（２）�　排除措置計画の認定は、文書によって行い、認定書には、委員
長及び合議に出席し委員がこれに記名押印しなければならない

（48条４項）。この手続は、違反行為に対する排除措置命令と同じ
であり（61条１項）、このことは、排除措置計画の認定が、排除
措置命令と同じ重要さを有しているということである。

７　認定の効果
　公正取引委員会が被疑行為者による排除措置計画の申請を認定するな
ら、私的独占、不当な取引制限、不公正な取引方法に係る排除措置命令
及び課徴金納付命令についての規定は、「当該認定に係る疑いの理由と
なった行為及び排除措置命令に係る行為については、適用しない」、と
定められている（48条の４）。排除措置命令（７条１項、２項、８条の２
第１項、20条１項、２項）及び課徴金納付命令（７条の２第１項、第２項、
第８条の３、20条の２から20条の６まで）の規定が適用除外となる。適
用除外という効果は、法定効果である。
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　「当該認定に係る疑いの理由となった行為」は、48条の２に規定する
私的独占、不当な取引制限及び不公正な取引方法に係る「当該行為」に
当たる。「排除措置に係る行為」は、排除措置計画に記載されている排
除措置の内容に係る行為であろう。本稿の対象とする被疑行為に対する
排除措置は、それら被疑行為の差止めに係るものである。
　上記の適用除外となるのは、規定に違反の疑いの理由となった行為で
あり、違反行為それ自体ではない。例えば、私的独占及び不当な取引制
限の排除措置命令は「第３条・・の規定に違反する行為があるとき」に
命ずるのである。他方、確約手続の対象は第３条の規定に違反するもの
でないから、３条の規定を適用除外とするのは、確認的なものである。
　被疑行為者にとっては、排除措置命令・課徴金納付命令が免じられる
ことが確約手続への最大の関心事であろう。被疑行為者がこの恩恵を享
受しようとして、公正取引委員会による審査活動に自発的に協力し、そ
れが被疑事件の早期処理に繋がるものと期待されるのである。

８　申請の却下
　公正取引委員会は、認定の申請があった場合において、その排除措置
計画が48条の３第３項各号のいずれかに適合しないと認めるときは、決
定でこれを却下しなければならない（48条の３第６項）。
　却下の理由は、行為を排除するために十分なものでない（１号）又は、
確実に実施されると見込まれない（２号）のいずれにもあるいはいずれ
かに該当する場合である。
　決定は決定書によって行い、それには、その旨と却下の理由を記載す
る（規則13条）決定の手続、決定書は、排除措置命令の手続に匹敵する
ほどの重みがある。
　独占禁止法70条の11に、行政手続法第２章及び第３章の規定は、公正
取引委員会のする「決定その他の処分」には適用しないとあるので、「却
下」は行政処分であることを前提にこの規定をおいたものといえよう。
これにより、通知がなかった状況となり、事件は、通常の事件処理手続
に移行することになる。

９　認定の取消し
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　（１）�　公正取引委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、決
定で、認定を取り消さなればならない（48条の５第１項）。

　　一�　認定を受けた排除措置計画に従って排除措置が実施されていな
いと認めるとき

　　二�　認定を受けた者が虚偽又は不正の事実に基いて当該認定を受け
たことが判明したとき

　　�　排除措置計画の認定の取消しの法的性格をみると、１号事由であ
る「認定を受けた排除措置計画に従って排除措置が実施されていな
いと認めるとき」というのは、その認定時において認定それ自体は
違法ではなく、後発的事情を理由としての取消しであるから、その
法的性格は「撤回」であろう。２号事由である「認定を受けた者が
虚偽又は不正の事実に基いて当該認定を受けたこと」というのは、
その認定自体が瑕疵（原始的瑕疵）を含んでいるので、その法的性
格は、「取消」であろう23。

　　�　認定の取消しの性格の違いが具体的に現れると思料する事例をし
ては、次ような場合であろう。

　　�　排除措置計画に、排除措置として、取締役会の決議、その旨の取
引先への通知、従業員への周知徹底を定めて認定された。その後、
被疑行為者が取締役の決議したのみで、他の措置が滞っていたとこ
ろ認定が取り消された。その認定取消しが１号事由によるものであ
るなら、認定の「撤回」であるから、取締役会の決議は排除措置計
画によるものとされる。他方、２号事由による取消しであるなら、
取締役会の決議を含め排除措置計画それ自体が無効ということにな
ろう。

むすび

１�　確約手続制度については、規則において「確約手続」を独占禁止法「第

23 塩野宏・行政法Ⅰ［６版］188頁［有斐閣、2015年］、藤田宙靖・前掲注10、231頁、
原田大樹・行政行為の取消しと撤回［行政法クロニクル第10回］［法学教室448
号70頁］）、石川敏行・行政処分の取消し・撤回の制限［法学教室237号45頁］
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48条の２から48条の９までの手続をいう」と定め、公正取引委員会に
よる「当該行為の概要」の「通知」（48条の２）→通知を受けた被疑行
為者による排除措置計画の認定の「申請」（48条の３第１項）→公正取
引委員会による申請の「認定」（同条３項）又は「却下」（同条６項）の
手続を踏み、その認定の効果は、排除措置命令・課徴金納付命令を受
けない（48条の４）というものであり、そのような手続過程、あるい
は手続の仕組みとして捉えたものといえよう。

　�　その手続過程である公正取引委員会による通知の内容である「当該
行為の概要」の解明は、公正取引委員会がその責任において行う。被
疑行為者は、「概要」に対応する「排除措置計画」を策定し、公正取引
委員会に認定を申請する。ここで被疑行為者が確約手続に法的に初め
て関与する。ここに確約手続制度としての特色があり、また、確約手
続制度の狙いであるといえよう。公正取引委員会は、認定の申請に対
し、「概要」に照らし「十分性」と「確実性」の観点から判断して認定
又は却下する。このようにみると、「概要」が確約手続制度の中核概
念といえるか。

２�　本稿では、確約手続について解釈論的に若干の問題点を摘示してき
た。それは、被疑行為者の協力の下で迅速に事案を処理しようという
意図を有する制度であるといえる。

　�　しかし、実定確約手続制度は、法的には、被疑行為者の協力・自発
的行為を受け止めるものではなく、事実上受け入れるものとなってい
るのでないか。そうであるなら、確約手続の過程において、公正取引
委員会が責任を負うもの、被疑行為者が責任を負うものを明確にした
上で、両者の協力の下に手続を進めるべきものでないか。

３�　確約手続の導入の狙いは、違反被疑事件を迅速に処理するというこ
とであろう。独占禁止法の違反事件処理の在り方を振り返ってみると、
次のようにいえよう。

　�　独占禁止法制定当初から事後的審判手続になるまでは、勧告→勧告
審決→審判手続→審決という過程を経た。その上、実質的証拠の原則
が認められ、同意審決が織り込まれていたし、緊急停止命令あるいは
差止命令制度が織り込まれた。審判手続は、被審人の主張を十分に聴
取したうえで公正な行政処分を行うというもので「手続指向型」とい
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えよう。それ故、公正取引委員会は「準司法機関」といわれた。
　�　これに対し、事後的審判手続となったが、それでも審判手続を経た

上で、実質的証拠の原則が認められていた。その後、審判手続が廃止
され、排除措置命令となり、事前手続は、意見申述手続となり、実質
的証拠の原則が廃止された。それは、違反事件の処理を簡易に処理し
ようとするもので、「簡易処理指向型」といえる。公正取引委員会は、
合議制の行政機関である点で特異性を保持している。

　�　今般、確約手続の導入により一層の事件処理の簡易・迅速性が望ま
れるようになった。しかも、被疑行為者に政策的に排除措置命令・課
徴金納付命令の回避といういわば恩恵を付与しての制度である。これ
は「簡易・迅速処理指向型」といえようか。この制度の下での適切な
事件処理がどのように進展するかが関心事である。

追�記　本稿は、2017年12月23日、北海道大学経済法研究会において発表
したものである。
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序章

第１節　保証契約締結過程の問題点

第１款　保証人保護と金融維持の要請
１　保証意思の任意性
　保証契約とは、主たる債務者がその債務を履行しない場合に、保証人
となった者が代わりにその履行の責任を負うことによって、主たる債務
を担保する制度である。保証契約の成立には、他の契約と同様、債権者
と保証人との合意が必要であるが、そもそも保証契約において「意思の
合致」があるか否かは、他の契約にもまして慎重に判断されるべき問題
である。
　この点は、学説上も既に指摘されてきたところである。星野英一教授
は、保証人は、主たる債務者のために自己の全財産に執行を受ける危険
にさらされているとし、その危険性について、次のように述べられてい
る。「本来は、主たる債務者が履行することによって保証債務が消滅す
ることが期待されているものであって、保証人が履行する事態に至るこ
とは必ずしも予想されていないため、保証人が自己の責任の重いこと、
自己に累の及ぶことを十分に意識せずに保証することが多いことによっ
て、危険はいっそう増大する」。そして、この保証の危険性に、保証法
の考慮すべき問題一つが存在すると指摘される1。これは、保証契約には、

1 星野英一「中小漁業信用保証の法律的性格」『民法論集第２巻』（有斐閣、1970
年）197頁。
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保証人が責任の性質及び内容についての認識・理解という「真の納得」
をしないままに意思表示を行うリスクが存在する2という契約締結過程
の問題を指摘するものである。
　このような契約意思の形成過程における軽率性及び認識不足によるリ
スクは、自己責任として自ら負わねばならないというのが契約法の原則
である。しかしながら、保証人が個人である場合、債権者たる金融機関
と保証人との間には、情報や交渉力の格差が生じていることが通常であ
り、さらに保証契約には、債権者のリスクヘッジとしての性質がある。
そのため、個人保証契約の締結において、自己責任の原則の修正として
保証人の軽率性や認識不足をフォローし、保証意思の任意性を確保する
ための方策を講じるべき必要があることは、学説及び今般の民法（債権
法）改正（2017年５月26日成立）においても既に承認されているところ
である。この問題を解決しないままに保証人に義務を課すことは、契約
自由の原則の下で正当化されるものではない。

２　従来の保証人保護の議論
　従来のわが国における保証法制度の議論の中心は、個人保証人の責任
が過大となり、その生活を危機的な状況に追い込む危険から保証人を保
護すべく、その責任を制限するための理論構築にあった。
　西村教授は、保証一般には、利他性、無償性、情義性、未必性3、及び

2 道垣内弘人「保証契約の成立にともなう説明義務」民事研修523号（2000年）
６頁。
3 いわゆる「保証債務の未必性」については、西村信雄編『注釈民法（11）債権

（２）』（有斐閣、1965年）152-153頁にて、継続的保証債務と一時的保証債務の
いずれにおいても妥当する性質であることが説明されている。すなわち、継続
的保証にあっては抽象的な基本的保証債務から実際に具体的保証債務が発生す
るのか否か、また、その保証債務が幾何の額に達するのか不確定であり、その
意味において未必的不確定的な債務である。一方、一時的保証は、当初から具
体的保証債務の発生及びその範囲が画定しているのが通例であるから原則とし
て上述の意味における未必的債務ではない。しかし、具体的保証債務の場合も、
主債務者自身の履行により債務が消滅するのが本則であるから、保証人が現実
に履行を余儀なくされることはむしろ例外事例であるはずであり、この意味で
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軽率性という特殊性が認められ、さらに継続的保証には、永続性、広範
性が認められることから、継続的保証においては保証一般の特殊性が増
幅するのであり、保証人の責任を制限する必要性があることを強調し
た4。その上で、民法（455条、504条、418条）及び身元保証法（３条、５条）
の規定を根拠として、債権者には「保証人の負担をなるべく重からしめ
ないように注意すべき」抽象的かつ包括的な義務があるとの理論を構築
した5。
　このような継続的保証の責任制限理論は、民法理論上、一般に承認さ
れている6。広範な保証人の責任を軽減する努力は、立法上及び判例法上

は、具体的保証債務も一種の未必的債務であるとされる。
4 奥田昌道『債権総論〔増補版〕』（悠々社、1992年）414-415頁においても、保証
の危険は、その性質と関連づけて説明されている。すなわち、「保証人が思わ
ぬ過大な責任を現実に負わしめられ」その生活が危機に瀕することが少なくな
いことが、「保証一般」についての問題として指摘され、その原因は、保証の
片務・無償の性質のほか、債権者と保証人または主債務者と保証人との信頼関
係という基礎にあるとされる。
5 西村信雄『継続的保証の研究』（有斐閣、1952年）15頁以下。
6 伊藤進「保証人の保護」同『保証・人的担保論』（信山社、1996年）259頁。そ
のほか、根保証の責任制限の法的根拠を身元保証法５条の類推適用に置くもの
として、村松俊夫「信用金庫取引においての新基本約定書の差入れの効力等」
金法692号（1973年）16頁、石田喜久夫「銀行取引と保証契約」加藤一郎他編『銀
行取引法講座下巻』（金融財政事情研究会、1976年）491頁、信義則によるもの
として、我妻栄『新訂債権総論』（岩波書店、1964年）473頁、荒川重勝「根担保論」
星野英一編集代表『民法講座別巻一』（有斐閣、1990年）202頁、後藤勇「継続保
証における保証責任の限度－最近の裁判例を中心として－」判タ445号（1981年）
17頁、辻博明「債権者の保証人に対する注意義務に関する一考察」名城法学54
巻４号（2003年）94頁以下。根保証の責任制限における考慮事由に関しては、
無償性や情犠牲等を責任の予測額の問題に組み入れるべきであるとする見解が
ある（小杉茂雄「いわゆる『包括根保証』再考」西南学院大学法学論集16巻２号

（1983年）32-35頁）。これに対しては、無償性や情義性は根保証に固有の特徴で
はないため考慮すべきではなく、主債務者の支払い不能に関する債権者と保証
人の落ち度のみを比較考慮すべきとする見解もある（後藤勇「継続的保証にお
ける保証責任の限度」判タ445頁（1981年）26-27頁、福田誠治「伝来型保証の特
徴と保証人保護の正当化事由－値保証人の責任制限に関する裁判例の検討を通
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も積み重ねられてきたところである。判例上は、主に包括根保証の事案
を対象として、信義則を根拠とする責任制限法理が形成されてきた7。

３　2004年法改正
（１）改正における２つの要請
　2004年には民法上の保証法制度の改正が行われ、保証責任の制限及び
契約締結過程に関する規定が設けられた。
　まず、保証責任の制限に関する規定として、貸金等根保証契約につい
て極度額の定めがない場合を無効とし（民法465条の２第２項）8、保証期
間については、特に定めがなければ契約締結日から３年を経過する日を
元本確定期日とする旨の規定（民法465条の３第２項）等が設けられた。
これらの立法化には、包括根保証や長期間に及ぶ保証に対して信義則等
を根拠に責任制限を行ってきた従来の学説及び判例の理論構築が反映さ
れているといえよう。
　次に、契約締結過程の規定として、保証契約は書面で行わなければ効
力を認めないとする民法446条２項が新たな条文として設けられた。同
条項による保証契約の要式化は、保証人の認識不足や軽率性という課題
に対する法対応として位置づけることができる。しかしその内容につい
ては、保証人保護の観点からは不十分であるとされ、必ずしも肯定的な
評価がなされたとはいえない。この点を明らかにすべく、2004年保証法
改正の経緯及び指針を概観する。
　2004年の保証法改正は、保証に過度に依存した融資慣行を是正するた
めの政府及び関係省庁の取組みを受け、立法レベルにおける保証制度の
見直しを行ったものである9。政府の保証制度に対する問題意識は、自己

じて－」別冊 NBL61号（2000年）180-193頁）。
7 判例は、責任制限を判断する際、債権者が主債務者と取引を開始するに当たっ
て主債務者の信用状況を調査しなかった等の事実、ならびに保証契約締結後に
信用不安が生じた後も取引を締結した事実等、契約締結の前後にわたる一切の
事由を考慮している。
8 民法（債権法）改正（2017年５月）により、主たる債務の範囲に賃金等を含む
とする要件が削除され、全ての個人根保証に同規定が適用されることとなった。
9 改正の経緯については、法務省民事局参事官室「保証制度の見直しに関する



保証契約締結プロセスの規律（１）

［30］北法69（2・461）667

資本に乏しい中小企業が資金調達のために借入れを行う場合、経営者、
役員、その親族、知人等が保証人になるという融資慣行が定着している
実態において、保証契約の内容に対しては法律上特段の制限が設けられ
ておらず、保証人が過大な責任を追及される場面が多々生じている、と
いうものであった10。政府は、このような問題に対して、個々の紛争に
おいて保証人保護を具体化してきた司法の功績を評価している。しかし
政府は、このような判例法理による救済は、紛争化して裁判に至った個
別事案においてのみ実現可能なものであること、当事者の予測可能性・
法的安定性という面でその機能には大きな限界があることから、立法に
よる見直しが必要であるとした。
　個人保証制度の見直しは、起業の促進・廃業における障害除去という
観点からも求められてきた（「経済財政運営と構造改革における基本方
針（2002）」）11。続いて、2003年12月に開催された産業金融機能強化関係
閣僚等による会合においては、「経済活性化のための産業金融機能強化
策」として、「担保・保証に過度に依存しない資金調達を実現するために、
人的保証の合理化・適正化についての検討を進めること」との方針が示

要綱中間試案補足説明」に詳述されている。
10 このほか政府は、保証人の過大な責任は、継続的に発生する一切の債権を
保証の対象とする根保証契約がその典型とされていること、とりわけ、「保証
金額や保証期間に制限のない包括根保証契約が締結されている場合には、ひと
たび主たる債務者が経済的破綻に至れば、主たる債務と同額の保証債務、場合
によっては、契約締結時には予測できないほど多額の保証債務の履行を求めら
れる結果となり、保証人自身も破産に至るなどの過酷な事態を招いている」と
の従来の学説による指摘にも触れている。
11 当時、内閣府設置の経済諮問会議では、中小企業における経営者保証人が
保証責任の追及を恐れるあまり、法的倒産処理への着手が遅れ、事業再生の機
会を逸する等の課題を念頭に、個人保証のあり方につき見直しを図るべきとの
指針が打ち出された。これを受け、金融実務上の改善策として、無保証の政策
金融の拡充、個人保証に代わる新たな担保手段の整備が検討されたが、企業倒
産が多発し保証人への責任追及が現実化する当時の経済情勢にあっては、直ち
に個人保証制度を廃止し新たな担保手段に転換するのは適切ではなく、「保証
契約の内容を適正化」するための直接的な法制度の検討が強く求められること
となった。
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され、ここでは「個人保証、特に根保証については、『円滑な金融』を阻
害しないよう留意すべきこと」も明示された。
　このような経緯のもと、法務大臣は、保証人が過大な責任を負いがち
な保証契約について、その内容を適正化するという観点から、根保証契
約の限度額や期間の定め等、保証制度について見直しを行う必要がある
とし12、これを受けて、法制審議会の保証制度部会により「保証制度の見
直しに関する要綱中間試案」が作成された。同試案では、上述の指針を
踏まえ、「保証人保護」のみならず「円滑な金融の維持・促進」の要請に
も配慮すべきことが示されている13。すなわち、保証制度は中小企業金
融における担保手段として重要な地位を占めていることから、その効力
を著しく減じるなどの保証人保護に偏した一方的な措置を講ずれば、か
えって中小企業への貸渋りなどの本末転倒の結果を招きかねない。その
ため制度の見直しにあたっては、「保証人保護」と「円滑な金融の維持・
促進」という２つの要請のバランスを保つことを特に意識し、具体的な
検討を進める必要があると示されたのである。

（２）保証契約の要式行為化
　かかる指針のもとで行われた2004年の法改正では、契約締結過程に関
する規定として民法446条２項が設けられ、契約書面の作成が保証契約
の効力要件とされた。従来、保証契約は諾成契約とされてきたが、保証
契約内容の明確化により保証人を保護する趣旨から、保証契約の要式行
為化が図られたのである14。
　その改正理由によれば、保証契約は無償で情義に基づいて行われる場
合が多いこと、保証契約の際には保証人に対し現実に履行を求められる
こととなるかどうかが不確定であり、保証人において自己の責任を十分
に認識していない場合が少なくないことから、保証を慎重ならしめるた
め、保証意思が外部的にも明らかになっている場合に限り法的拘束力を

12 「保証制度の見直しに関する諮問第66号」参照。
13 立法担当官の解説として、吉田徹 = 筒井建夫『改正民法［保証制度・現代語化］
の解説』（商事法務、2005年）６頁。
14 前掲注13）13頁。
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認めるものとすることが相当であるとされている。また、諸外国の法制
において、保証を要式行為としている例が少なくないこともあげられて
いる15。
　しかし、その規定内容に対しては、保証人保護という課題解決として
は、必ずしも十分ではないとの評価がなされてきた。学説上は、①契約
書面に記載すべき内容については、貸金等根保証契約（民法465条の２
以下）を除いて具体的な定めがないこと、②保証人に対する書面の「交付」
が義務づけられていないことから、保証人保護としての機能を十分に果
していないことが指摘された16。また、債権者の保証人に対する情報提
供義務や説明義務の規定が設けられなかったことから、保証人へのプロ
セス保障が不十分であるとも指摘された17。
　2004年法改正は、「保証人の保護を主眼において、具体的措置が検討
された」ものであるが、「中小企業において果たしてきた保証の機能の
重要性にかんがみると、必要以上の規制が加えられることにより円滑な
金融が阻害されるおそれ」があることに配慮しつつ検討が進められたと
される18。この点は、2004年改正を理解する上で重要であり19、保証人保
護のためとはいえ契約締結過程における義務を金融機関に課すことに慎
重にならざるを得なかったという状況を示すものといえよう。
　2004年改正法案可決後には、既に、保証契約の締結過程において、「銀
行をはじめとする金融機関の保証人への説明責任」が十分に果たされる
よう必要な措置を講ずる必要がある、との参議院法務委員会の附帯決議
がなされており、これは、要式行為化を定める446条２項を設けてもなお、

15 法務省民事局参事官室「保証制度の見直しに関する要綱中間試案補足説明」
参照。
16 平野裕之『保証人保護の判例総合解説［第２版］』（信山社、2005年）21頁、大
沢慎太郎「保証の成立における法的諸問題」法セミ（2014年）22頁。
17 山本敬三「保証契約の適正化と契約規制の法理」新井誠＝山本敬三編『ド
イツ法の継受と現代日本法』（日本評論社、2009年）441頁、平野・前掲注16）
21-22頁。
18 吉田徹 = 筒井建夫『改正民法［保証制度・現代語化］の解説』（商事法務、
2005年）６頁。
19 山本・前掲注17）414頁。
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契約締結過程の規律に改善の余地が十分にあること、そして、その必要
性があることを示している。
　契約締結過程における規律を構築するにあたっては、2004年法改正の
指針であげられたように、「保証人保護」の視点のみならず、「円滑な金
融の維持・促進」の要請を無視することはできない。しかしながら、こ
の２つの要請の調整を実現するための方策としては、契約書の作成にと
どまらず多様なアプローチが可能であり、特に経営者保証とそれ以外の
第三者保証を区別し、適切なプロセスを構築する等のより精緻化した議
論が必要であったところ、同改正では十分な検討は行われておらず、課
題として残されていたといえる。

第２款　保証契約締結過程の規律を試みる学説の見解
　2004年の保証法制度改正と並行して、学説においても、保証契約締結
過程の規律をどのように構築すべきかにつき議論が展開された。2004年
改正では、保証契約を要式契約とする旨の規定が設けられた（民法446
条２項）が、学説上は、債権者に対して、説明義務、（主債務者の信用
状態についての）情報提供義務、意思確認義務等を課し、さらに過剰保
証についての規制を設けることにより保証人の保護を図るとの手法も提
示された。
　潮見佳男教授は、保証契約の約款という性質から、債権者は保証契約
の内容を開示する義務を負うものであり、「保証契約を締結するかどう
かの決定にとって必要な情報を得る機会を与えられずに締結された契約
には保証人は契約に拘束され」ず、「とりわけ、交渉等の経緯を考慮し
ても保証人が予測できないような契約条項は、保証契約の内容とならな
い」との見解を示している20。
　保証契約における債権者の義務をより具体的に論じる見解として、以
下の２つの見解がある。

１　保証人保護義務論からのアプローチ　－平野裕之教授の見解

20 潮見佳男『債権総論Ⅱ』（信山社、2005年）389-399頁。
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　平野教授は、「債権者の注意義務21」という抽象的かつ包括的な義務を
さらに①具体化し、②保証人の多様性に合わせた保護法理の構築を提案
する22。まず、①義務の具体化については、契約締結段階における債権
者の義務として、保証契約書の交付、根保証の場合には、根保証である
ことの説明義務及び保証意思の確認義務の立法化を提案する。このうち、
説明義務違反により、保証人が認識不十分のままに契約をした場合には、

「契約解釈」として、説明がなされなかった内容は保証債務の範囲から
除外されると説かれている。
　さらに債権者には、保証契約の締結に際し、主債務者の支払能力の確
認義務及び主債務者の信用状態について保証人に情報提供すべき義務の
必要性が説かれ、そのような義務違反の効果としては、保証人に契約の
取消権が認められるべきであるとする23。
　②保証人の多様性という観点からは、主債務者と保証人間の情義的関
係による無償保証について保護の必要性を認め、さらに包括根保証につ
いては特別な保護の要請が認められると主張する24。一方で、個人会社
の経営者による保証、親会社等グループ企業による保証については、主
債務者についての情報取得や経営参加が可能であることから自己責任が
妥当すること、また、銀行や信用保証協会等による有償保証の場合には
合理的計算の上に保証がなされることから、保護の要請が妥当しないと
する25。

21 西村信雄『継続的保証の研究』（有斐閣、1952年）15頁以下。
22 平野・前掲注16）４頁以下。同様の観点から保証人保護が、社会類型に応じ
て多様化している状況を明らかにするものとして、齋藤由起「保証の諸類型と
保証法の多様化」法セミ713号（2014年）15頁以下。
23 平野裕之「保証規定の改正をめぐるいくつかの問題点」慶應法学第19号（2011
年）32頁以下。
24 平野・前掲注16）10頁は、2004年改正において包括根保証禁止の対象となら
なかった継続的供給契約などにおける包括根保証の事例についても、貸金等債
権と区別せずに保証人保護の必要性があるとする。
25 平野・前掲注23）32頁以下。松本恒雄「根保証の内容と効力」加藤一郎ほか
編『担保法大系第５巻』（金融財政事情研究会、1984年）248-249頁においても、
有償保証である場合には、根保証人を保護する要請は高いとはいえないと指摘
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　上述①にあげた義務を債権者に課す根拠としては、保証契約が債権者
にとってのリスクヘッジであることがあげられ、債権者と保証人の力関
係、情報取得可能性の差に鑑みて両者の関係は自己責任を貫徹すること
は不公平であり、債権者が「可能な限り保証人の利益を保護すべき義務」
を尽くした限度でのみ、保証人に債権者自らが本来負担すべきリスクを
転嫁することが許されるとする。そして、このような法理が「担保」と
いう理念と衝突することもやむをえないとする。

２　金融機関の専門家責任からのアプローチ　－道垣内弘人教授の見解
　道垣内教授は、保証契約には、従来指摘されてきた情義性などの特性
のみならず、変額保険やデリバティブ取引などの投資型金融取引と「連
続的な性格」が認められることから、金融機関には相手方である消費者
に高い注意義務が課されるとする。そして、投資型金融取引や消費者契
約法上の議論において、既に学説上、軽率・無思慮を利用する行為を規
律する必要性が認識され、金融商品販売者の説明義務論が展開されてき
たことを前提に、これらの成果から保証契約締結における金融機関の義
務を導くものである26。
　保証契約と投資型金融商品との連続性を示す要素として、①当事者間
の専門的知識に大きな差があること、約款取引という要素、②（さらに
重要な性格として）保証は、債権者からみるとリスクヘッジのための取
引であり、保証人がヘッジされるリスクと自己の利益との比較のもとに
なされる取引であることを指摘する。そして、金融機関の義務は、これ
らの要素から要請されるのであり、必ずしも保証の情義性や無償性に限
定されるものでなく、実質上、保証が有償であり自らの利益のためにな
されたものであったとしても、金融機関は保証人に対して高度の注意義
務を負うべきであると主張する。
　具体的な債権者の義務としては、消費者契約法３条を参照し、根保証
契約について次の内容を提案する27。①保証契約の契約条項は、常に明

されている。
26 道垣内・前掲注２）６頁。
27 消費者契約法３条は、事業者に対して、条項の明確かつ平易化および勧誘
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確かつ平易な言葉で表現されなければならない。②保証契約において具
体的に発生するリスクについて、保証人が正当な認識を形成するに足り
る情報を提供しなければならない。③保証契約により発生するリスクが、
保証人にとって過大となるときは、①、②に加えて、明確かつ詳細に最
悪の場合にどのような事態になるのかを説明し、十分な理解を得させた
上で、なお取引を継続するのかを確認しなければならない（適合性原則）。
さらに、④事態が急激に好転する特段の事情がなければ保証人に損失の
発生することがほぼ確実であるような場合には、客観的な事実を明確に
認識させなければならない28。

　上述の２つの見解は、債権者に情報提供等の義務を課す実質的根拠と
して、保証が債権者のリスクヘッジのための機能を果たしていることを
挙げている点で共通する。しかし、理論的根拠の相違から、両見解が提
示する情報提供の法理には次のような相違がある。
　まず、平野説は、従来の保証責任の制限法理から導かれた保証人保護
義務を理論的根拠とする。そして、保護すべき保証人として、「債権者
が本来負うべきリスクを、主債務者との関係からやむを得ず無償で社会
生活上の助け合いの慈善行為として」転嫁される保証人を想定し29、有償
保証人の保護には消極的である。このような見解は、保証人の要保護性
を重視したアプローチであるといえる。これに対し、道垣内説は、保証
契約に限られない、金融取引一般に適用される金融機関の義務を根拠と
して理論構築をしている。想定されている保証人像は、「ヘッジされる
リスクと自己の得る利益とを比較して取引する保証人」であり、債権者
の義務は、保証人と主債務者との関係性（情義性、無償性等）を重視す
るものではなく、金融機関としての専門性に由来するものとして構成す

の際の情報提供を努力義務として規定する。
28 その他、契約締結時の債権者の行為態様として、保証人に対する威迫や困
惑の禁止、切迫や無思慮・軽率、異常な精神状態及び経験不足という状況の濫
用の禁止が提示されている。
29 平野・前掲注16）８頁。
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る。そのため、「実質上、有償で、保証人が自らの利益30を考慮してな
されたものであったとし」ても、「金融機関は保証人に引き受けること
になるリスクを十分に理解」させるための注意義務を負うとする31。ここ
では、保証の無償性という要保護性の視点が強調されるのではなく、金
融機関の専門性という視点から契約プロセスの規律が提示されている。
　これらの議論は、保証契約締結プロセスの規律の構築には複数のアプ
ローチが可能であることを示している。
　また、これらの情報提供型の手法とは別のアプローチとして、契約締
結過程における過剰保証規制の必要性が説かれている。小杉教授は、保
証の有効要件として保証債務全部の弁済をする資力を有することを要件
とすることを提案している32。これに対し、平野教授は、返済能力を基
準とする場合、保証人の資産が考慮されるが、情義による個人保証人に
その資産を切り崩してまで責任を負わせるべきではないとの理由から、
その収入を基礎に余裕のある限度での弁済に限定されるべきであると主
張する33。

第３款　個人保証制度の現在
　かねてより個人保証制度に対しては、その責任が過大となる危険性ゆ
えに、制度の存続自体の見直しを図るべきであるとの主張がなされてき
た。2004年の保証制度の改正後においても、個人保証制度の見直しの議
論が収束することはなく、実務上、事業債務のための保証を中心に、経
営者保証34以外の第三者保証制度の存続には厳しい制限が設けられるこ

30 ここでいう利益とは、「精神的なものも含めた広い意味であり、自分の親あ
るいは子が経営する会社が倒産しないようにするというものでありうる」と説
明されている。
31 道垣内・前掲注２）６-７頁。
32 小杉茂雄「保証の改正をどのように考えるか」椿寿夫ほか編『民法改正を考
える』（2008年）233頁以下。
33 平野・前掲注23）43頁以下。
34 中小企業基盤整備機構が2015年に実施した調査に基づき公表した「経営者
保証ガイドラインアンケート結果」（http://hosho.smrj.go.jp/contents/question.
html）によれば、経営者保証を提供している中小企業・小規模事業者は、
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ととなった。2006年３月の中小企業庁通達では35、信用保証協会が行う

82.5％に上るとされる。また、金融機関が経営者保証を求める理由として、最
も多く占めたのが、経営の規律のため（モラルハザードの防止）であり、次いで、
会社の信用力保全のため（企業との一体性を確保）、保全のため（担保としての
機能）と示されている（中小企業庁「個人保証制度見直しの背景」2014年２月公
表）。2014年２月より、わが国では「経営者保証に関するガイドライン」が適用
され、保証契約締結時、及び、保証債務整理時の課題に対応した準則が示され
ている。前者については、保証契約締結の合理性を担保するために、対象債権
者に対し、主たる債務者及び保証人に対する保証契約の必要性の説明、及び、
適切な保証金額の設定等を求めている。後者の対応としては、債権者の回収の
極大化や整理の迅速化を図るべく、保証債務の私的整理にあたり、一定の経済
的合理性が認められる場合には、保証債務の免除を前提に、破産法上の自由財
産を超える一定の残存資産を保証人の手元に残す等の手続きが示されている。
かかるガイドラインを経営者保証における適正な資産開示を促進し、破産手続
きよりも多くの資産を経営者に残すスキームとして積極評価する見解として、
白井大「経営者保証人の保護の必要性とその方策」『早稲田法学の現在』（成文
堂、2017年）339頁以下。経営者保証人に対するハードローレベルでの過剰保
証規制を積極的に検討するものとして齋藤由起「個人保証規制のあり方を考え
る（上）、（下）」法律時報89巻10号（2017年）97頁以下、89巻11号（2017年）144
頁以下がある。一方で、経営者保証に対して比例原則を適用すれば、「過大性」
という不明確な基準により生じる紛争のコストが予想され、これを回避するた
めのモニタリングの高コストが発生し、これらの追加コストは負担できない債
務者企業は融資を受けることを断念せざるを得ないという危惧から、経営者保
証に対する比例原則の適用に反対する見解として、小出篤「中小企業金融にお
ける人的保証の機能」江頭憲治郎還暦記念・黒沼悦郎＝藤田友敬編『企業法の
理念（下）』（商事法務、2007年）537頁以下、同「経営者保証と『比例原則』」金
商1390号（2012年）１頁。この他、保証契約締結時点から保証債務履行時点まで、
保証人に一貫して一定財産を留保するためのスキームとして、一定の金額まで
は保証人に財産を留保する旨の特約を付す契約手法（逆限度保証）も提唱され
ている（松嶋一重「個人保証をめぐる制度的現状と残された課題」金法2054号

（2016年）19頁以下）が、これに対しては、複数債権者間の円滑な調整が可能で
あるのか、ガイドラインの定着が途上である中、新たな取組みは実務に混乱を
来す等の課題が指摘されている。
35 中小企業庁通達「信用保証協会における第三者保証人徴求の原則禁止につい
て」（2006年３月31日）。
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保証について、2006度以降の保証融資案件については、経営者本人以外
の第三者を保証人として求めることを原則として禁止することが明示さ
れた。その後、中小企業庁作成の「個人保証制度見直しの背景」（2014年
２月）には、政府系金融機関では例外的な対応を除き、第三者からの保
証人徴求は行っていないとの実務対応が記されている。今般の債権法改
正（平成29年５月26日成立）の過程においても、個人保証を原則として
禁止すべきであるという提案がなされ、中間試案に至るまでは一定の例
外を除いて個人保証を無効とすべきかについて議論が行われた36。
　一方、上記の中小企業庁による実務指針等によれば、実質的な経営権
を有している者のほか、経営者本人と共に経営に従事する配偶者及び事
業の協力者・支援者等による第三者保証の利用は、実務上禁止されてお
らず37、現在の融資実務において一定の第三者保証を認めるべき必要性
が存在している。さらに今般の債権法改正の議論においても、個人保証
の社会的有用性が認められること、仮に個人保証を原則として禁止した
場合に、その例外として効力を認めるべき場合を列挙することは困難で
あることが指摘され、結果として個人保証制度を廃止するには至らな

36 中間試案では、「主たる債務の範囲に金銭の貸渡しまたは手形の割引を受け
ることによって負担する債務（貸金等債務）が含まれる根保証契約」、および、

「債務者が事業者である貸金等債務を主たる債務とする保証契約」における個
人保証については、「個人保証人が主たる債務者の〔いわゆる経営者〕であるも
のを除き、無効とするかどうかについて、引き続き検討をする」とされた。
37 中小企業庁通達「信用保証協会における第三者保証人徴求の原則禁止につい
て」（2006年３月31日）では、例外的に第三者保証を認める場合として、以下の
ものが列挙されている。
１�．実質的な経営権を有している者、営業許可名義人又は経営者本人の配偶者
（当該経営者本人と共に当該事業に従事する配偶者に限る。）が連帯保証人と
なる場合

２�．経営者本人の健康上の理由のため、事業承継予定者が連帯保証人となる場
合

３�．財務内容その他の経営の状況を総合的に判断して、通常考えられる保証の
リスク許容額を超える保証依頼がある場合であって、当該事業の協力者や支
援者から積極的に連帯保証の申し出があった場合（ただし、協力者等が自発
的に連帯保証の申し出を行ったことが客観的に認められる場合に限る。）
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かった。
　以上の経緯を経て、改正民法においては、第三者保証契約も含む個人
保証制度の存続を認めた上で、個人保証人保護方策の拡充を趣旨とする
条文が設けられることとなった38。以下、保証契約締結過程の規律に関
する新たな条文について概観する39。
　従前より、学説上、保証人に対する情報提供の必要性が説かれてきた
ところ、改正民法465条の10により、主債務者は、個人保証人に対する
情報提供義務を負うとする規定が設けられた。同条によれば、主たる債
務者は、事業のために負担する債務を主たる債務とする保証契約又は主
たる債務の範囲に事業のために負担する債務が含まれる根保証を委託す
るときは、委託を受ける者に対し、法定された一定の情報を提供しなけ
ればならず、これを怠り又は事実と異なる情報を提供したために保証人
がその事項について誤認し、それにより保証の意思表示をした場合には、

「債権者が、主債務者による情報不提供、ないし、虚偽の情報提供を知り、
または、知ることができた場合」に、保証人は保証契約を取消すことが
できるとされる。
　このように、民法465条の10は、これまで保証人に対する情報提供義
務の必要性が説かれてきたところを明文化したものである。ただし、従

38 債権法改正により、契約締結過程の規律の他、保証契約締結後に関する規
定として、主たる債務の履行状況に関する情報提供義務（民法458条の２）及び
主たる債務者が期限の利益を喪失した場合における情報提供義務（民法458条
の３第１項）が設けられた。いずれも、主たる債務の内容は、事業融資である
かを問わない点で、契約締結過程の規律と異なり、また、主たる債務の履行状
況に関する情報提供義務は、保証人が個人であるか法人であるかを問わず適用
される。保証契約締結後の情報提供義務に関する近時の研究として、齋藤由起

「保証契約における契約締結後の情報提供義務（１）」阪大法学63巻６号（2014年）
87頁以下がある。
39 改正法を概観するにあたっては、以下の文献を参照した。潮見佳男『新債権
総論Ⅰ・Ⅱ』（信山社、2017年）、潮見佳男『民法（債権関係）改正法の概要』（き
んざい、2017年）、中田裕康・大村敦志・道垣内弘人・沖野眞已『講義　債権
法改正』（商事法務、2017年）、大村敦志・道垣内弘人編『解説　民法（債権法）
改正のポイント』（有斐閣、2017年）、筒井健夫・村松秀樹『一問一答　民法（債
権関係）改正』（商事法務、2018年）等。
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来の学説では、主債務者の資産状況等に関する情報提供の主体を債権者
たる金融機関とすることが想定されてきたところ、改正法では、主債務
者の資力については債権者が必ずしも把握しているわけではないとの事
情から、主たる債務者に対し保証人に対する情報提供を義務づけている
点で異なる。
　さらに、改正民法465条の６第１項は、個人保証人の債務の履行意思
を公正証書で表示することを保証の効力要件とした。同規定は、保証契
約の締結過程に、当事者以外の第三者である公証人を関与させることを
定めた点で新規性がある。すなわち、「事業のために負担した貸金等債
務を主たる債務とする保証契約」または「主たる債務の範囲に事業のた
めに負担する貸金など債務が含まれる根保証契約」における個人保証人
は、契約締結日前１箇月以内に作成された「公正証書」で「保証債務を
履行する意思を表示」していなければその効力を生じないものと規定さ
れた（以下、同条の公正証書を「保証意思宣明証書」とする）40。同条の趣
旨は、公証人の関与のもとで、保証人になろうとする者による保証契約
のリスクの確認を行うこととされている41。
　このように保証契約について書面の作成を要求する規定としては、既
に民法446条２項が存在し、保証契約の締結は、書面でしなければその
効力を有しないとされている。この点、改正法465条の６における「保
証債務の履行」意思は、民法446条２項で想定される「保証契約の締結」
の意思とは区別されており、保証人になろうとする者に保証債務のリス
クをより明確に認識させることを趣旨とする。したがって、改正法465
条の６の保証意思宣明公正証書は、民法446条第２項の要式性を代替す
る趣旨ではなく、保証契約の締結について二重の規制を設けたものであ

40 465条の６第３項により、同条は個人保証を対象とするものであり、保証人
になろうとする者が法人である場合には適用されないと定められている。
41 このような保証意思宣明公正証書の作成には、適用除外規定が設けられて
おり、主債務者が法人である場合の経営者（民法465条の９第１号）や議決権の
過半数を有する者等（民法465条の９第２号）、及び、「主たる債務者（法人を除
く）と共同して事業を行う者または主たる債務者が行う事業に現に従事してい
る主たる債務者の配偶者」（民法465条の９第３号）が保証人となる場合には、
保証意思宣明証書を作成せずとも、保証の効力が生じることになる。
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ることに留意しなければならない。
　公正証書作成による「保証意思の確認手続」の導入については、保証
人が重大な責任を負うにもかかわらず、思慮なしに予想外の責任を負う
という問題への法対応として肯定的な評価も受けている。さらに、公証
人が保証意思の確認に関与する点において、単に債務の内容を確認する
にとどまらず、面談における個々の状況に応じてより具体的なリスクを
伝達する役割も期待されよう。
　しかし、本改正をもって、保証契約締結過程の課題に十分な解決が図
られたとはいえない。保証意思宣明公正証書についていえば、配偶者が
その適用除外とされたことについて議論がなされている42。改正法465条
の９第３号は、主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務
者の配偶者については、公正証書を作成せずともその保証を有効とする。
このような適用除外規定は、経営と家計の未分離を前提に、経営者とそ
の配偶者が家計の一体性を有すること等から一定の合理性があると説明
されている43。しかしながら同規定については、情義的関係から不本意
な保証契約を締結するリスクが最も高い配偶者を例外とすることは妥当
性を欠くこと、現在の社会情勢では夫婦といえども別人格であること、
また、適用除外の対象は、法人の債務保証については「取締役や総株主

42 中間試案後の議論では、配偶者保証を認める試案について、否定的な意見
も主張されたが、配偶者保証の特質から、その効力を認めるべきであるとの見
解が有力であった。その理由として、①主たる債務者が個人事業主である場合
には、経営と家計が未分離であり、配偶者を保証人とする必要性が定型的に認
められること、②配偶者を経営に従事する者に限定することにより、自ら事業
の状態を知ることができること、③配偶者保証は、事業継続の目的が主眼であ
り、情義に基づくという側面が弱いことがあげられた。商工会議所の立場から
は、中小企業金融の維持のため、中小企業が資金調達を行うことが困難になる
ような事態を避ける必要性があり、現に配偶者を保証人とし融資を受けている
個人事業主が多く存在していることから、配偶者保証を個人保証の制限の例外
として認めるべきであることが主張された。このような議論の経緯からは、日
本の中小企業金融の担保として配偶者保証が重要視されている実態が認められ
る。
43 政府参考人小川秀樹、金田勝年国務大臣発言（参議院法務委員会会議録第９
号平成29年４月25日）。
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の議決権の過半数を有する者」などに限定されており、個人事業主の債
務保証についても、配偶者以外の者は「共同事業者」に限定されている
こととのバランスを欠く等の批判がなされている44。

第４款　本稿の問題意識
　以上の学説、及び、債権法改正の議論の経過から保証制度の構築に際
し、以下の点を課題として指摘することができる。
　第１に、保証意思における任意性欠如という課題につき、学説では、
大きく２つのアプローチが提示されてきた。道垣内教授は、債権者の義
務を金融機関としての専門性から根拠づけることから、保証が情義に基
づいて無償で行われる場合のみならず、有償で行われる場合においても、
債権者たる金融機関に情報提供義務や説明義務が生じることを示唆して
いる。しかし、これらの義務を一方当事者である債権者に課すことが、
契約自由の原則における自己責任の修正であることに照らすと、債権者
の義務の射程は、保証人の要保護性という観点からの限定を行うべきで
ある。具体的には、経営者保証等の有償保証については、主債務者の資
産に関する情報取得やリスクの合理的判断が可能であるという特質を考
慮し、その保護には抑制的であるべきで、過度な保護方策とならないよ
う保護の外延を確立する必要がある。
　この点、平野教授が提示する保証人保護義務論からのアプローチは、
保証人の要保護性の多様性に着目し、有償保証、情報取得や経営参加が
可能な経営者保証、及び、親会社による保証を保護の対象から除外する
点で、自己責任の原則の修正という観点から正当化されるといえる。もっ
とも、平野教授の見解は、従来の保証人保護義務論を基軸としており、
保護の対象として「根保証契約」を想定した議論を展開している。しか

44 元榮太一郎委員、山口和之委員、真山勇一委員発言等（参議院法務委員会会
議録第９号平成29年４月25日）。もっとも、このような批判に対しては、融資
を受けることでその家業の事業継続が可能となる事態も想定すると、自らが保
証人となることで融資を得たいという配偶者の判断は一概に軽率であり安易で
あるとは断じがたいとの見解が呈されている（金田勝年発言、参議院法務委員
会会議録第10号平成29年５月９日）。
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し保証契約における軽率性や認識不足というリスクは、保証責任の未必
性や主債務者と保証人との信頼関係、債権者と保証人との情報の非対称
性等、保証契約に内在する構造的な不均衡に起因するものといえる。そ
うであるならば、任意性の課題は、保証契約一般に共通する課題であり
根保証契約に限定した問題として捉えることについては疑問が生じる。
　そこで改めて、保証意思における任意性欠如の要因を分析し、その要
因に応じた保証規律を構築する必要がある。
　第２に、保証人保護と円滑な金融維持・促進との調和をどのように図
るかという問題である。わが国の保証契約締結過程の規律につき未だ課
題が残る背景には、保証人の保護と担保機能の確保による金融の維持と
いう一見して両立困難な２つの要請の存在が窺える。
　上述のとおり、保証意思の任意性確保という観点からは、保証人の要
保護性の実態を明らかにし、その実態に即した適正なプロセスとして、
保証債権者のとるべき措置のあり方を検討する必要がある45。
　この点、債権者の措置として過度の負担を課すことは、融資の実現を
阻むものとして回避すべきことが指摘されてきたが46、近時では、金融
機関の義務内容の確定には「現状ではなお不明確な融資取引上生じうる
リスクを金融機関が回避できる可能性を高める」とし、金融機関の利益
保護を図る側面もあることが指摘されている47。すなわち、保証人の任
意性を確保するために必要なプロセスを構築することは、保証債権者た
る金融機関にとっては有効な担保を獲得するためのスキームともなり得
るのである。
　保証契約が担保制度の一類型であることに鑑みれば、保証人の保護と

45 例えば、今般の債権法改正についてみると、配偶者保証を保証意思確認公
正証書規定の適用から外した点に関しては、金融維持の観点からは合理性が認
められるものの、保証意思の任意性が担保されているのかという観点からは、
批判をあびており、見解がわかれている。議論の詳細は、本稿序章第１節第３
款参照。
46 木村仁「カナダにおける保証契約締結時の保証人の保護」近畿大学法学46巻
１号（1998年）68-69頁等。
47 大沢慎太郎「フランスにおける金融機関の融資取引に関する義務と責任

（１）」早稲田法学85巻４号（2010年）36-37頁。
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同時に、保証に対する債権者の正当な期待も保護されなければならない。
わが国における従来の個人保証人保護の議論においては、その責任制限
をどのように理論構築すべきかに主眼が置かれ、保証人保護の延長上に
存在する保証融資の阻害への懸念については正面から論じられてこな
かった。しかし既に、2004年保証法改正においても、「保証人保護」と「円
滑な金融維持 ･ 促進」の調整が基本方針として掲げられ、これらの調整
は重要な課題として位置付けられている。
　本論文では、保証人の保護と円滑な金融の維持の要請とを調整すると
いう視点から、保証契約締結プロセスの規律を構築することを一つの課
題とする。

第２節　保証人保護に関する比較法的概観

　本論文において、保証人保護と金融維持の要請との調整という視角か
ら保証契約プロセスの規律について考察するには、イングランド法を検
討対象とすることにより重要な示唆が得られると考える。これまで、わ
が国の先行研究としては、ドイツ及びフランスにおける保証人保護の制
度についての比較法研究が行われてきた。
　本論文でイングランドを比較研究対象とするに至った経緯として、ド
イツ及びフランスを始めとする EU における保証人保護の法状況につい
て概観し、その上で現在までの比較法研究の到達点を確認しておきたい。

第１款　EU における統一法の欠如
１　消費者信用指令案の概要
　保証人を法的に保護するための方策は、EU 各国に共通する問題とさ
れてきた。1990年代後半から本格化した消費者信用市場の単一化に向け
た EU 政策の中で、保証人保護方策の調和が論じられるようになり、公
式的には消費者信用指令の改正において議論が開始されたものである。
以下のとおり、結果的には、保証契約は、2008年に制定された新指令の
適用対象とはならなかったが、その提案の中には当時の EU における保
証人保護方策の特質が多く盛り込まれている。
　1990年代には、EU において消費者保護政策が進み、一連の消費者保
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護立法が動き出したごく初期の1986年12月22日には、最初の消費者信用
取引に関する「消費者信用指令に関する加盟国の法規定、規則及び行政
規定の近似化のための理事会指令87/102EEC」（以下、「旧指令」とする。）
が採択された48。旧指令は、「信用契約 credit agreement」、すなわち「支
払猶予、金銭消費貸借、又は、その他の類似の援助融資」を適用対象と
するもので保証契約に関する明示的な規定は存在しなかった49。
　消費者保護に関連する指令が国内法化される中で、「保証契約」は消
費者保護指令の適用対象となるのかが問われ、欧州司法裁判所

（European Court of Justice）の判断が求められることとなった。Case 
C-208/98 Berliner Kindle Brauerei AG v. Andreas Siepert50では、旧指
令が保証契約に適用されるかが争点となった。同判決は、ドイツのポツ
ダム地方裁判所が、「消費者信用指令が、信用契約を主たる契約とする
保証契約に適用されるのか」という問題についての先行判決を求めて、
事件を欧州司法裁判所に付託したものであった。この点について、同裁
判所は、「保証契約は、旧指令における信用契約には当たらない」とし、
保証契約への適用を否定した。
　1995年頃より旧指令の改正の議論が開始され、2002年９月11日、欧州
委員会により消費者信用に関する新たな指令案（以下、「指令案」とす
る。）が示された51。指令案では、消費者信用分野の「完全な調和（full 

48 EU における消費者法の歴史的展開については、鹿野菜穂子「EU 消費者法
の展開」中田邦博＝鹿野菜穂子編『ヨーロッパ消費者法・広告規制法の動向と
日本法』（日本評論社、2011年）参照。
49 谷本圭子「2008年ヨーロッパ消費者信用指令（2008/48/EC）」立命館法学336
号（2011年）441頁以下では、主な規制内容として、信用契約についての広告規
制、契約の書面要件、及び、必要的記載事項の定め、借主の繰上返済権を許容
すべきこと、貸金債権が譲渡された場合において債務者が従前の貸主に対する
抗弁を債権譲受人に対抗できること（抗弁権の接続）、第三者与信型の信用販
売取引 linked credit agreement において、供給者と消費者との間の販売契約
につき供給者の債務不履行その他の問題が生じた場合に、消費者である借主が
信用供与者に対して主張できる権等の定めが紹介されている。
50 [2000] ECR I-1741.
51 Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on 
the harmonisation of the laws, regulations and administrative provisions of 
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harmonisation）」（指令案30条）を目指すと同時に、消費者保護レベルの
引き上げも図ることとされた。
　上述のように、旧指令では保証契約に関する特別な明文は設けられて
おらず、欧州司法裁判所も保証契約に対する旧指令の適用を否定してい
た（Berliner Kindle ケース）のに対し、2002年の指令案では、保証契約
も消費者信用指令の適用対象に含むとする提案がなされた。
　その提案理由では、①既にイギリス等の加盟国では、消費者保護立法
の適用による保証人保護の制度が構築されていることがあげられ、さら
に、②旧指令の保証契約への適用を否定した Berliner Kindle ケースが
引用されている。この提案理由については、欧州委員会が、加盟国にお
ける保証人保護制度と欧州司法裁判所判断との間に存在するギャップを
解消するために消費者信用指令を保証契約にも及ぼそうとした趣旨であ
ろうとの指摘がなされている52。指令案の指針を示すガイドラインでは、

「消費者と全ての保証人に対する、より詳細な情報提供の必要性」が掲
げられた。
　指令案３条１項は、消費者信用指令を保証契約にも適用すべきことを
明示している。その提案理由は、次のように説明されている。すなわち、

「旧指令は、消費者信用契約のみに適用されていたが、消費者信用指令は、
消費者保証人にも適用すべきである。その保証契約が、消費者による信
用取引のために締結されたものであるか、商人のための信用取引のため
に締結されたのかは問わない。これらの保証人は、借主を初めとする消
費者と同様の最低限の情報と保護が与えられなければならない。」とさ
れた。

the Member States concerning credit for consumers COM (2002) 443 final. 
available at http://ec.europa.eu/transparency/regdoc/rep/1/2002/EN/1-2002-
443-EN-F1-1.Pdf .
　同指令案の概要を記す文献として、Kristin Nemeth-Helmut Ortner, The 
Proposal for a new Directive concerning Credit for Consumers, European & 
International Law, (2003).
52 Peter Rott, Consumer Guarantee in the Future Consumer Credit Directive 
Mandatory Ban on Consumer Protection?, European Review oh Private Law, 
(2005), p385.
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　指令案における「保証人 guarantor」とは、保証契約を締結した消費
者（consumer）をさすものとされている（２条（ｆ））。指令案における
消費者とは、自己の商取引や専門職とは無関係に活動する自然人と定義
されていることから（２条（ａ））、職業として（professional capacity）
保証人になる者には適用されないこととなる53。
　以下のように指令案では、保証契約の締結過程の規律と契約内容の規
律という２つの側面から規定を設けられている。
　まず、契約締結プロセスについては、訪問取引の禁止が提案された（５
条）。その内容は、訪問販売撤回指令（85/577/EEC）１条で規定する状
況において信用供与者が訪問取引により信用契約を締結することを禁止
し、同時に、訪問取引による保証契約についても禁止するというもので
ある54。さらに、契約締結プロセスにおける、保証契約の要式性及び情
報提供義務についても提案がなされた（10条）。すなわち、保証契約は、
書面にて締結されなければならず、その書面には、保証債務の上限額及
び主債務の不履行による利息等の負担金、「負担年利率」の算定方式の
定め（10条２（ｅ））を明示しなければならないとされた55。
　次に、契約内容について、保証期間の制限規定が提案された。指令案
23条は、保証人を無期限の保証債務から保護するため、主たる契約であ

53 保証人が消費者として契約するのであれば、信用取引（主たる契約）が、
私的な取引であるかビジネスに関する契約であるかに関わらず、指令案の適
用対象とされる。また、保証契約（surety agreement ）には、bonds、joint、
mortgage、sureties（人的保証）等のすべての形態が含まれることとされている。
54 提案理由としては、訪問取引という形式による信用取引は消費者に重大な
問題をもたらしていること、さらに、第三者保証付きの信用契約では締結から
長期間を経てから契約の効果としての責任が明らかになるという特徴があるこ
とがあげられ、85/577/EEC 訪問販売指令よりも厳格な規制が必要であるとさ
れていた。そのため、訪問販売指令による限定的な撤回権では消費者の保護と
して不十分であり、訪問取引形式による保証契約をも禁じることが、訪問取引
による信用契約の禁止に有効なツールとなるものと考えられていた。
55 Peter Rott, Consumer Guarantee in the Future Consumer Credit Directive 
Mandatory Ban on Consumer Protection?, European Review on Private Law 
(2005), p. 391では、このような情報提供規定は、ドイツにおける契約締結前の
保証人の保護を改善するものであると肯定的に評価されている。
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る信用契約が無期限であっても保証契約の期間は最大３年までとした。
また期間の延長は、保証人が同意をした場合に限り可能とし、さらに、
保証人は、二次的責任のみを負うものであり、その責任は信用額の未払
い金額に限定されることを規定している。
　さらに指令案９条は、数々の国内の消費者信用法に先立ち、「責任あ
る融資の原則」の導入を提案した。同原則の導入については、銀行業界
から最も強い反対意見が主張され、学識会からも批判的な見解が述べら
れた。責任ある融資の原則は、ローンの返済が困難になるであろうこと
が予想される消費者への融資を事前に回避するべき義務を信用供与者に
課すという内容である。したがって同原則は、第一次的には主たる信用
取引における過剰債務を回避するための手段である56。それと同時に、
保証契約についても、保証人が信用契約による債務を返済するのに十分
な資産を有し、あるいは十分な収入を有するときに限り締結しうるもの
とし、保証人の資力については、主債務者の信用力とは切り離して判断
されるべき事項とされた。
　なお最後に、指令案前文では、新たな指針として、比例原則（principle 
of proportionality）が、「信用契約の不履行に関する章の全ての条項に結
びつく原則」として強調された57。このような基本概念として明示されて
いるにも関わらず、具体的条項においては比例原則についての記載は見
られず、唯一指令案24条（ａ）において、信用供与者は、信用契約及び
保証契約の不履行の際に、回収のために不均衡な（disproportionate）手
段を行使してはならないと規定しているのみである。

２　指令案に対する反応
　このように欧州委員会が消費者保証人についての規定を提案したこと

56 最初の指令案では、債権者は、消費者から供与された情報、及び、データベー
スから得た情報に基づいて、消費者の返済能力を正確に評価すべき義務を負う
ものと規定されていた。その後の改定案では、このような債権者の義務として
のみならず、消費者に対しても義務を課しており、消費者は、信用供与者から
の質問に対し、正確に回答するべき義務を負うものと規定された。
57 COM (2002) 443final at 2.4.
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について、ヨーロッパ議会は、当初、「消費者保証人には、消費者に保
障されるのと同様の情報提供がなされなければならない」とのコメント
をしていた。しかし、その後の議論からは、消費者保証人の保護規定を
導入することに対する積極的な評価はみられない。指令案では、適用対
象である消費者保証人には、消費者信用取引のための保証人のみならず、
商取引のために契約した保証人をも含むとしていたが、2004年４月20日
に行なわれたヨーロッパ議会及びヨーロッパ評議会の第一読会では、適
用範囲を「消費者信用取引のための保証人」に限定し、商取引のための
保証人を除外すべきであるとされた58。そして、同年10月29日、ヨーロッ
パ議会は、改めて指令の適用範囲を「消費者信用の返済のための」保証
人に限定するよう主張し59、欧州委員会は、議会の意見を受け入れる形
で提案を修正した。
　その後の議論と修正を経て、2008年には、「消費者信用契約及び理事
会指令87/102EEC 廃止に関する2008年４月23日付ヨーロッパ議会並び
に理事会指令2008/48/EC」が採択された。しかし、保証契約については、
2005年改定案の段階で、「消費者信用の返済のための」保証人に限らず、
保証契約に関する規定の全てを削除する形で提案されるに至った。
　このように保証規定が完全に削除された経緯について、正面からの議論
は少ないが、訪問取引禁止に関する指令案５条については、既に制定され
ている訪問販売指令の適用の問題であり、消費者信用指令の対象ではない
との理由で、ヨーロッパ議会の賛同は得られなかったとされている60。
　また指令案においては、保証契約のみならず、信用契約の締結に関す
る情報提供義務規定も提案されたが、これについては、主に銀行を始め
とする金融業界から批判が寄せられた。すなわち、広範な情報提供義務
は、信用取引コストを相当に増加させ、そのコストは場合によっては消
費者に転嫁され、その結果、ローンによる消費自体の減退を招き、消費
者の行動に変化をもたらすであろうとの危惧が指摘されている61。さら

58 Official Journal of the European Union, 30.4.2004.
59 2004resolution.
60 COM (2004) 747 final.
61 supra note 60.
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に、過剰な情報提供は、自己決定に貢献しないばかりか、むしろその逆
の結果を生じさせるとの批判もなされた62。

３　共通準拠枠草案（Draft Common Frame of Reference）
　このような消費者信用指令改正の議論では、消費者信用指令の適用と
いう枠組みの中で保証人保護の調和を実現することが想定されていたと
いえる。その後、EU における保証人の保護方策は、ヨーロッパにおけ
る私法全体の統一化に向けて欧州委員会主導のもとで起草された共通準
拠枠草案（以下、「DCFR」とする。）63においてその具体的規定が示され
ることとなった64。
　DCFR は、消費者保証人に関する特別な規定を設けている。これら
の規定は、主債務者たる法人に影響力を与えうる立場にある、いわゆる
経営者による保証、さらには商取引として締結された保証契約にも適用
される（Ⅳ.G.-4:101条）。
　DCFR Ⅳ.G-4章には、手続面の規定が定められている。その内容は、
債権者に対し、契約締結前及び締結後の情報提供義務を課すことである。
契約締結前の段階では、債権者は、保証人になろうとする者に対し、①
保証契約の一般的なリスクと②主債務者個人あるいはその事業に固有の
リスクの双方についての情報を提供しなければならないとされる。さら
に債権者が、「保証人になろうとする者が、主たる債務者との信頼関係
あるいは依存関係により保証契約の締結に関する自由な意思決定ができ

62 たとえば、消費者に対して３種類のレートに関する情報を提供すべきとす
る規定案に関しては、“徒らに消費者を混乱させるだけである”とし否定的な
見解が示されている。
63 共通準拠枠草案は、ヨーロッパ契約法原則の成果を引き継ぐ形で、ヨーロッ
パにおける私法全体の統一化・平準化を目指して、欧州委員会の主導の下で、
研究グループ（ヨーロッパ民法典研究グループ及び現行欧州共同体司法研究グ
ループ）によって起草された草案である。
64 DCFR の邦語訳文献として、クリスティアン・フォン・バール、エリック・
クライブ、ハンス・シュルテ-ネルケ、 ヒュー・ビールほか編、窪田充見・潮
見佳男・中田邦博・松岡久和・山本敬三・吉永一行監訳『ヨーロッパ私法の原則・
定義・モデル準則共通参照枠草案（DCFR）』（法律文化社、2013年）がある。
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ない状況」を認識している場合、あるいは認識しうる場合には、保証人
が消費者センター等の「独立した第三者からのアドバイス65」を受けたこ
とを保証しなければならない。このような規定は、基本的にはイギリス
とオランダの法制度をモデルに設けられたものであり66、説明義務や独
立の助言を受けさせる義務で対応している点が特徴的であると評されて
いる67。
　契約締結後には、債権者は保証人に対し、主債務者の債務額、利息、
その他の負担金の総額を一年ごとに告知しなければならない。ただし、
この義務は、「主債務者が、これらの情報を保証人に提供することに同
意した場合に限り」生じるものとされている68。そのため、フランス、ベ
ルギー等で規定されている契約締結後の情報提供義務よりも、実効性に
欠けるとの指摘がなされている69。
　保証人の資産に対し明白に過大な保証債務が課された場合について
は、DCFR Ⅱ7：207条の不公正取引に関する一般条項の適用可能性が
あるとされている。同条は、当事者の一方が、信頼や依存関係、経済的
窮迫や緊急の必要性、あるいは、無知ないし取引能力や経験の欠如によ
る他方当事者の弱みを不当に利用した場合には、契約上の債務の免責あ
るいは変更を認めている。この規定は、ヨーロッパ契約法原則（PECL）
の4:109条の形式を採用しており、ドイツ及びオーストリアの良俗規定、
及び北欧の不公正な債務についての一般条項に影響を受けたものとされ
ている。
　もっとも DCFR の目的は、その序論において「政治的に可能なモデル」
となることにあると示されている。すなわちその目的は、各国に対して
国内法化を強制することとは明言されておらず、現在も EU における保

65 Article Ⅳ .G.-4:103.
66 Aurelia Colombi Ciacchi, Suretyships by Private Persons, Towards a 
European Civil Code, Kluwer Law International, (2011), p. 837.
67 「諸外国における保証法制及び実務運用についての調査研究業務報告書」商
事法務（2012年）75頁。
68 Article Ⅳ .G.-4:106.
69 supra note 66, p. 837.
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証人保護制度は、各国ごとに構築されているのが現状である70。

第２款　各国の状況
　以下では、先行研究の成果に依拠しながら、ドイツ、フランス、イン
グランドの法状況を概観する。

１　ドイツ71

　ドイツ民法典766条は、保証契約締結における書面の作成を要求してい
る。ドイツにおける保証人の救済手段として特に注目されてきたのは、主
たる債務者の近親による巨額の保証について、良俗違反（BGB138条）を理
由に保証契約を無効とする手法である。ドイツでは、保証人の債務の範囲
が、その支払い能力に対して著しく過大であり不均衡であると認められる
場合に保証の効力を否定する法理が裁判所により形成されてきた。
　典型的なケースとして紹介されているのは、親の事業融資のために限
度額付連帯保証人となった子が、その債務が支払能力に対して著しく過
大であることを理由に良俗違反である旨を訴えたところ、連邦民事裁判
所は、私的自治の原則を根拠にその訴えを退けたというものである。そ
の後、当該連帯保証人による憲法異議の訴えに対し、1993年10月19日連
邦憲法裁判所決定は次のような決定をした。すなわち、私法の一般条項
を具体化する際に、ドイツ基本法２条１項（人格の自由な発展を求める
権利）により、基本権として保障された私的自治を斟酌しなければなら

70 O. O. Cherednychenco, Fundamental Rights, Contract Law and the 
Protection of the Weaker Party, European Law Publishers (2007).
71 ドイツ法の状況については、児玉寛「無資力近親者による共同責任をめぐる
判例の展開－現代ドイツ私的自治論の諸相・第一－」大阪市立大学法学雑誌41
巻４号（1995年）673頁以下、原田昌和「巨額な共同責任の反良俗性」法学論叢
第147巻第１号（2000年）24頁以下、同第148巻第１号（2000年）85頁以下、齋藤
由起「近親者保証の実質的機能と保証人の保護－ドイツ法の分析を中心に－」
北大法学論集第55巻１号（2004年）113頁以下、同第55巻２号（2004年）657頁以
下、同第55巻３号（2004年）頁213頁以下、亀岡倫史「EC 消費者信用指令と保
証人保護」国際商事法務33巻５号（2005年）P679-685等に依拠してまとめたも
のである。
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ないことを前提に、契約当事者の一方に異常に大きな不利益を課す契約
が当事者間の不平等な交渉力の結果として行われた場合、裁判所は、一
般条項の枠内でこれを修正すべき義務を負うものとした72。このように
ドイツでは、保証人の資力に対して保証債務が過大であり、かつ、債権
者・保証人間に交渉力の不均衡が認められる場合には、良俗違反

（BGB138条２項）を理由に保証契約を無効とする法理が確立しているこ
とが明らかにされている73。また、このような判例法理が形成された背
景として、ドイツでは詐害行為取消権行使の要件が厳格であるため、金
融機関側が、家族間での資産隠しを防止すべく、はじめから無資力であ
るの子を親の債務の保証人とする実態があることも明らかにされてお
り74、わが国の学説では、いわば保証の濫用事例であるとの位置づけが
なされている75。

72 原田・前掲注71（148巻）96頁によれば、当該憲法裁判所決定は、意思形成過
程の瑕疵と契約内容の不当性を組み合わせて契約の無効を承認する138条２項
の枠組みを基礎として、巨額な共同責任が私的自治に基づかない場合には共同
責任負担契約は無効であるという私的自治侵害説を支持したものとされる。債
務の巨額性という契約内容の不当性のみを理由に契約を無効とすることは、こ
のような理論的枠組みを基礎とすることから困難であり、逆に、債務の巨額性
を要求せずに、決定自由侵害だけで無効とすることについても、上記体系に矛
盾することが指摘されている。
73 Mel Kenny, The Uncommon Core of European Suretyship Law, in Ciacchi 
AC (ed.), Protection of Non-Professional Sureties in Europe: Formal and 
Substantive Disparity, Baden-Baden Germany: Nomos Publishing, (2007), pp. 
361-382. では、このような基本権や憲法原則により契約を制約するというドイ
ツ式のアプローチは、良俗違反と認められるほどの最悪な保証ケースに対して
は有効に作用し保証の効力を否定するが、これに至らないケースについては保
証の効力を否定するものではないことから、緩やかな保護基準として評価され
ている。また、ドイツにおける人的保証契約は、物的保証に比較すると低コス
トで利用でき、保証人保護の基準が緩やかであることから広く利用され、資力
の状況にかかわらず信用取引へのアクセスを可能としている。しかしその一方
で、保証によるローンは魅力的なものとなり、過剰債務を加速させるというリ
スクをはらんでいるとも指摘されている。
74 児玉・前掲注71）674-676頁。
75 山本・前掲注17）436頁以下。
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２　フランス76

　フランスにおける保証人保護の一般的な制度は、①保証契約について
の私署証書の作成（フランス債務法1376条）、②債権者の保証人に対す
る情報提供義務、③保証人に過大な保証債務を負わせることを禁止する
比例原則の導入からなる。比例原則とは、保証債務と保証人が有する資
産及び将来発生しうる収入の総和との間に著しい不均衡があるときは、
債権者はその保証契約を主張することはできないというものである（消
費者法典 L.341-4条）。
　2003年８月１日の法律（デュトレイユ法）以前のフランスでは、（ⅰ）
消費者信用・不動産信用、（ⅱ）賃貸借の保証、（ⅲ）企業に対する財政
支援のための保証の領域に限定して、自然人である保証人の保護を図る
という手法が採られていた。このうち（ⅰ）消費者信用・不動産信用に
ついては、上記①私署証書の作成、②主債務者の支払い事故に関する情
報提供義務、③比例原則の全てが適用され、最も厳格な保護が与えられ

76 フランス法の状況については、平野裕之「翻訳 フランス法における保証人
に対する情報提供」慶應法学（２）（2005年）189-236頁、大沢慎太郎「フランス
における保証人保護に関する法律の生成と展開（１）・（２・完）」比較法学42巻
２号（2009年）47頁、同３号（2009年）25頁、齋藤由起「保証契約における契約
締結後の情報提供義務（一）」阪大法学63巻（2014年）1791頁以下を参照した。
2016年債務法改正については、荻野奈緒、馬場圭太、齋藤由起、山城一真「フ
ランス債務法改正オルドナンス（2016年２月10日のオルドナンス第131号）によ
る民法典の改正」同志社法學第390号（2017年）279頁以下の翻訳を参照した。
フランスにおける倒産法上の保証人保護に関しては、以下の邦語文献がある。
フランス法での主債務者が倒産した場合における保証人の法的地位について詳
述した邦語文献として、能登真規子「フランス倒産法における保証人の法的地
位（１）（２）（３・完）」彦根論叢351号（2005年）139頁以下、352号（2005年）81
頁以下、353号（2005年）121頁以下。張子弦「フランスの企業倒産手続きにお
ける経営者責任（１）（２・完）」北大法学論集67巻５号（2016年）、67巻６号（2017
年）では、2005年のフランス倒産法改正の経緯につき詳述されている。齋藤由
起「個人保証規制のあり方を考える（上）（下）」法律時報89巻10号（2017年）97-
102頁、89巻11号（2017年）144-149頁では、2008年法改正による経営者保証債務
の事後免責制度の導入を中心に事業債務に関するフランスの個人保証規制につ
いて詳述されている。



保証契約締結プロセスの規律（１）

［56］北法69（2・435）641

ていた。他方で（ⅲ）企業に対する財政支援のための保証には、②債権
者に被担保額の増加に関する情報提供義務のみが課されていた（1984年
３月１日法律）。しかし2003年のデュトレイユ法は、（ⅰ）～（ⅲ）を区
別せず、事業者である債権者と自然人である保証人間の全ての保証に①
～③に関する規定を適用することとした。これにより、経営者保証に関
しても他の保証人と同様の保護が認められることとなった77。

３　イングランド78

　イングランドでは、1644年詐欺防止法４条により、保証契約の強制要
件として、合意の存在を証明する書面が必要とされている。また判例法
では、不当威圧の法理が保証人保護のために重要な役割を担ってきたこ
とが明らかにされている。不当威圧の適用場面として特に取り上げられ
ているケースが、夫が事業融資を受ける際に妻が保証人となる、いわゆ
る配偶者保証のケースである。Barclays Bank Plc v. O'Brien 判決を契
機として、契約締結プロセスにおける債権者の義務（保証人に対する告
知義務）が形成されつつあることが既に紹介されている79。同判決によ
れば、債務者は契約締結前に、保証人になろうとする妻に対し、保証人

77 前掲注）73）によれば、フランスにおける契約プロセス及び契約内容の双方
からの保護、及び、消費者保証人のみならず保証を事業として行うプロの保証
人をも同様に保護する仕組みは、過剰な保護であり、債権者が保証による市場
から撤退することを助長していると指摘する。
78 イングランドの保証制度概要については、田井義信「英米法における保証
制度の概要」手形研究334号（1982年）22頁、山根眞文「英国法における保証

（Suretyship）」金融法務事情1129号（1986年）41頁、山下純司「イングランドの
保証制度・諸外国における保証法制および実務運用についての調査研究業務報
告書」www.moj.go.jp/content/000103260.pdf（最終アクセス2018年５月）。
79 道垣内弘人「海外金融法の動向－イングランド－」金融法研究第11号（1995
年）111頁以下、同13号（1997年）118頁以下、木村仁「保証契約締結における保
証人の保護と不当威圧の法理－イギリス判例法を中心に－」民商114巻第２号

（1996年）255頁以下、同第３号（1996年）454頁以下、木村仁「イングランドに
おける保証契約締結時の債権者の義務‐O’Brien 判決以降」近畿大学法学第45
巻第２号（1998年）111頁以下。
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となることについてのリスクを伝え公正中立のアドバイスを受けるよう
に助言する義務を負うこと、そしてこのような告知義務を果さなかった
場合には、保証契約の取消しを認めることが示されている。その後、同
じく配偶者保証に関する貴族院判決である Royal Bank of Scotland v 
Etridge and other appeals 判決は、Barclays Bank Plc v. O'Brien 判決
において示された債権者の告知義務を「債権者のとるべき合理的措置」
として精緻化している。すなわち、保証人になろうとする妻が第三者（主
債務者である夫）から不当威圧を受けている場合において、債権者が保
証契約を有効としたいのであれば、債権者は保証人に自らの弁護士から
助言を受けることを促し、あるいは、助言を受けたことを確認する等の
合理的措置をとる必要があると示されている80。その後も、配偶者保証
に関する判例により、債権者のとるべき合理的措置の本質が徐々に明確
化されつつある。
　このほかイングランドの保証契約については、判例法上、開示義務の
法理が形成されてきたことも紹介されており81、イングランドにおいて
は、制定法と判例法による複数の法的枠組みの中で保証契約締結プロセ
スの規律が多層的に構築されている状況にあるといえる。

４　その他の加盟国の状況
　加盟国における保証人保護の状況は、上記３カ国の保護アプローチを
中心に主に３類型に分類される82。
　まず保護レベルが高いとされる国々では、契約締結プロセス及び契約
内容の双方の側面から保護制度が構築されている。契約締結プロセスと

80 菅富美枝「契約当事者間における交渉力格差と契約の有効性 : イギリス法に
おける「非良心的取引」及び「過度な影響力の行使（不当威圧）の推定」法理の
現代的機能への着目」経済志林83（２）（2015年）1-41頁は、Etridge 判決が、保
証人に対する第三者の助言を「過度な影響力の行使（undue influence）」を否定
するための不可欠の要素と位置づけたことを確認した上で、かかる手順は、依
然として手続き的思考に立つものであると評し、従然の判例法との同質性を肯
定している。
81 木村（1998年）・前掲注79）112-115頁。
82 この分類は、前掲注）66の記述に依拠する。
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しては、債権者に対し、保証人になろうとする者への情報提供義務が課
される。契約内容については、比例原則に反することが明らかである保
証契約は無効とされるか、あるいは、保証債務の内容が保証人の資産に
適合するように調整される。このような制度を採用する国として、オー
ストリア、ベルギー、フィンランド、フランス、スウェーデン等があげ
られている。
　その他の国では、契約締結プロセスか、契約内容規制のいずれかのア
プローチが採用されている。
　デンマーク、エストニア、アイルランド、オランダ、ルーマニア、ス
ペイン、イギリスでは、主に契約締結プロセスからのアプローチがなさ
れており、契約締結前に情報提供義務を課すことにより、保証人が保証
契約のリスクを認識しないままに契約を締結することを防いでいるとさ
れる。これに対し、ドイツ、ギリシャでは、契約内容からのアプローチ
が採用され、保証人の資力に対して明らかに不均衡で過大な債務を負わ
せる保証契約は、良俗に反するとの判例法が形成されている83。

第３節　検討対象の設定

第１款　交渉力の構造的不均衡問題への対応
　このように、1970年代から、加盟国の裁判所および制定法において、
弱い立場にある保証人の債務を全面的あるいは部分的に免れさせるため
の救済が模索され、1990年代に多くの法制度が構築されてきた。加盟国
における保証人保護方策は、各国ごとに形成されてきたものであるが、
ドイツとフランスの法対応には自発的な収斂性がみられるとも指摘され
ている84。

83 前掲注）66, p. 837. によれば、スペインやスウェーデンでは、自主規制により、
保証人を破産に追い込むような保証を予防しており、多くの場合、専門的な信
用供与者は、保証人になろうとする者が返済可能な状況である場合に限り、保
証契約を締結することから、保証人保護の制度が特別に構築されていないと分
析されている。
84 Aurelia Colombi Ciacchi, The Protection of Non-Professional Sureties in 
Europe : A Research Project’ in in Protection of Non-Professional Sureties in 
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　1989年の立法により、フランスでは、保証債務と保証人が有する資産
及び将来発生しうる収入の総和との間に著しい不均衡があるときは、債
権者はその保証契約を主張することはできないという比例原則が設けら
れた（消費者法典 L．341-4条）85。かかる消費者法典の施行前においても、
裁判所が、特に不公正な保証契約であると認定した場合には錯誤に関す
る民法規定を適用し、その効力を否定していた86。フランスにおけるこ
のようなルールは、ドイツにおいて長期にわたり発展してきた良俗違反
規定に基づく判例法と類似しているとされ、両国間のルールには、「交
渉力の構造的不均衡のもとで締結された極めて不均衡な契約の効力を否
定する」という共通項が認められると指摘されている。
　ドイツでは、近親者保証に関する判例において、保証責任が保証人の
資力に対して著しく過大であることが良俗違反による無効の要件とされ
た。したがって保証契約の結果、その内容が良俗違反に該当する場合に
限り、保証人の救済を認めるというアプローチを採用している。このよ
うな判例法に対しては、本来的に内容規制たる良俗規範が、契約締結プ
ロセスという手続上の不公正の問題という過剰な任務を抱え込んでしま
い、「構造的な交渉力の不平等」というテーゼを十分に深める機会を逸
してしまった、との評価がなされていることが、わが国の先行研究にお
いて紹介されている87。また近親者保証ケースについては、債権者は保
証人となる近親者に対し、「より充実した情報提供」としてリスクの説
明や契約締結の意思確認等の高度な注意喚起をすべきであったとの指
摘88も同様の観点から行われたものといえよう。
　一方フランスでは、比例原則のもと、契約締結時に保証人に資力に対
して保証責任が過大である場合には、保証責任を追及できないとされて
いる。同原則のもとでは契約締結時に適合性判断を行うことが想定され

Europe: Formal and Substantive Disparity, ed. by Ciacchi AC, Baden-Baden 
Germany: Nomos Publishing, (2007), pp. 15-20.
85 詳しい立法の経緯については、大沢・前掲注76（42巻２号）参照。
86 supra note 84, pp. 15-20.
87 角田美穂子『適合性原則と私法理論の交錯』（商事法務、2014年）324頁。
88 Iris Benohr, EU Consumer Law and Human Right, Oxford University Press, 
(2013), pp. 126-128.
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ていることから、一見すると締結締結プロセスにおけるアプローチを
行っているようともみえる。しかし仮に、債権者が契約締結時に何らの
適合性判断を行わなくとも、結果として責任内容が適合性に反していな
ければ保証責任を追及することが可能とされ、法律上のサンクションが
課されることにはならない。したがって、フランスにおいても契約の結
果に着目した法的な対応が行われているといえよう。

第２款　イングランドにおける契約締結プロセスからのアプローチ
　イングランドでは、ドイツ及びフランスにおけるような交渉力の不均
衡に関する一般法理は確立しなかったとされる89。
　このような一般法理の形成の試みとして、Lloyds Bank Ltd v Bundy
判決90では、Denning 卿が不当威圧や非良心的取引理論などのエクイ
ティの法理を包括する概念として「交渉力の不均衡 inequality of 
bargaining power」法理を確立しようと試みた。Denning 卿による交渉
力不均衡の法理とは、交渉力の強い立場ある者が、その交渉力を利用し
て弱い立場に契約を強いることは、公正の観点から許されるべきではな
く、一般にそのような契約の取消しを認めるべきであるというものであ
る。しかし、そのような一般化された法理は、伝統的なイギリス契約法
の構造には適合しないものとして、National Westminster Bank plc v 
Morgan 判決91により否定され、確立するには至っていない。
　確かにイングランドでは、交渉力不均衡法理は一般法理としては確立
しなかった。しかしこれは、イングランドが交渉力不均衡という保証契
約の問題に対して、法的対応を行なっていないことを意味するものでは
ない。むしろイングランド法は、契約締結プロセスにおける構造的な不
均衡という課題に対して、正面から法的な対応を構築してきたといえる

89 supra note 84, pp. 15-20.
90 [1975] Q.B. 326.
91 [1985] A.C. 686. 同判決に関する先行研究として、及川光明「イギリス契約法
における不当威圧の法理に関する若干の動向」早稲田法学61号３-４（1986年）
171-200頁がある。
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のである92。
　イングランドでは、保証契約締結プロセスとして、詐欺防止法及び消
費者信用法における要式性、コモンロー上の開示義務のルール、そして
エクイティ上の不当威圧法理における債権者による合理的措置ルールと
いう多層的な規律が構築されている。イングランド法の検討を通して明
らかとなるのは、これらの法的アプローチは、法源としては独立して形
成されているものの、その主眼は、保証人の任意性を確保するための「認
識の喚起」に置かれており、究極的には保証契約を有効とするために必
要な契約締結過程のプロセスを示すものである。保証契約における構造
的不均衡は、保証契約の債権者と保証人の間にとどまらず、保証人と主
債務者との間にも存在し、さらにその実質は、情報の偏在あるいは人的
な信頼関係など一様ではない。イングランドでは、保証における多様な
不均衡の実態に即して、複合的な観点から法的規律が構築されていると
いえる93。
　さらにイングランド法では、保証契約の規律を形成する際に、「保証
人保護」と同時に「金融取引の実現」にも配慮すべきことが明示され、
金融の維持が保証法制度を構築するための一要素として構成されている
点も興味深い。
　本稿の目的は、保証意思の任意性欠如という問題に対し、契約締結プ
ロセスからのアプローチの構築を試みること、そして、その中に「保証
人保護」と「円滑な金融の維持」との調整という視点を設定することに

92 HG Beale, Duress and Undue Influence, in HG Beale (ed), Chitty on 
Contracts (29th ed), Sweet & Maxwell, (2004) では、重要な問題は、一般的な法
理論を確立することではなく、むしろ無限に広がりうる交渉力における劣位者
をどのような範囲で救済するのかという実質的な側面であるとする。
93 海外では、配偶者保証ケースにおける不当威圧法理の適用は、他の保
証形態における同法理の適用と比較すると、債権者に対し、「保証人への
高度な説明義務」を課すものであるとの評価がなされている（Cartwright, 
Misrepresentation Mistake and Non-Disclosure, 3rd ed., (2012), p. 810.Charles 
YC Chew, The Duty to Explain a Guarantee by the Bank: an Ephemeral 
Concept?, (2012)）。もっとも、このような評価の示す意味合いは、本稿において、
保証人救済の法制度全体を検討した上で明らかにしたい。
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ある。この点、イングランドにおける保証契約の規律の全体構造を明ら
かにし、各制度がどのような理念のもとに形成されてきたのかを分析し、
わが国の保証人保護の法状況と比較、検討することにより、有用な示唆
を得ることができると考える。
　そこで本論文では、以下の構成により検討を進める。第１章では、詐
欺防止法４条及び消費者信用法を対象に、保証人救済の理念の萌芽とも
いうべき要式性に関する規定、及び、その現代的意義を問い直す議論状
況を分析する。第２章では、イングランドにおける情報提供法理の生成
状況について、19世紀から20世紀にかけて形成された開示義務のルール
を分析し、一般契約法による保証人救済の射程との関係から、その意義
を明らかにする。第３章では、不当威圧法理を中心に、「保証人の信頼」
の濫用という課題への救済法理が形成されていることを明らかにする。
第４章では、第２章及び第３章の検討を踏まえ、情報提供法理並びに不
当威圧法理における悪意擬制の理論の形成・発展につき、現在の保証規
律の到達点を明らかにする。
　最後に、保証契約における錯誤や信義則に基づく責任制限に関する日
本の判例法の状況を検討し、改めて日本における保証契約締結過程の課
題を明らかにし、イングランド法からの示唆を踏まえ、保証契約締結プ
ロセスの規律の構築に向けて若干の提言を行なう。

第１章　制定法における保証契約の規律

　保証契約（Contract of Guarantee or Suretyship）とは、保証人（guarantor 
or surety）が、他人（principal debtor）の債務不履行に対して責任を負
うことを約束する契約のことである94。主たる債務者の義務の存在を前
提とした二次的責任である点において、他人に生じた損害を単純に填補
する旨の合意である損失補償契約（indemnity contract）と異なるものと
される95。

94 イングランドの保証制度の概要についての邦語文献については、前掲注78
参照。
95 Richard Calnan, Taking Security, 3rd ed., (2013), p. 446によれば、イングラ
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　保証契約は、申込みと承諾の意思表示の合致により成立する。そして、
保証の合意が法的拘束力を有するためには、コモン・ローの契約法理に
基づき、原則として約因が存在するか、もしくは、契約が捺印証書（deed）
により締結されなければならない96。約因との関係では、通常、債権者
が主たる契約による取引に入ること自体が約因とみなされている。過去
の約因は拘束力の根拠とならず、主たる契約に遅れて保証契約が締結さ
れた場合は強制力を有しない。そのため、主たる契約締結後に保証契約
を締結する際には、約因の問題が生じないように、捺印証書を作成する
か、もしくは、名目上の対価を債権者が保証人に対し支払うといったこ
とが行われている97。

第１節　1677年詐欺防止法４条

　このように、契約の一般法理として、保証契約の強制には、約因もし
くは捺印証書の存在が要求されるが、さらに詐欺防止法（The Statute 
of Frauds）上の要件もみたす必要がある。歴史的に、イギリスでは、
要式性（requirements of form）が重んじられてきた。
　1677年に制定された詐欺防止法４条98は、他人の債務不履行等につい
て責任を負うことを約する「特別な約束（special promise）」については、

ンドでは、実務上の保証形態として個人保証と法人保証がある。後者は、銀行
による企業融資において多く利用されている。近年のグループ企業の増加によ
り、保証利用が拡大し、銀行をはじめとする債権者が、グループ全体の資産を
把握する目的で、グループ企業同士で相互に保証させるという実態がある。
96 捺印証書とは、第三者を証人として書面により行う約束であり、作成した
者が署名、押印、引渡しをすることによって成立するものである。
97 山下・前掲注78）96頁。
98 Section4　no action shall be brought . . . whereby to charge the defendant 
upon any special promise to answer for the debt default or miscarriages of 
another person . . . unless the agreement upon which such action shall be 
brought or some memorandum or note thereof shall be in writing and signed 
by the party to be charged therewith or some other person thereunto by him 
lawfully authorized.
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それが書面化され、責任を課される当事者あるいはその代理人の署名が
ない限り、訴訟で請求できないと定める。同条における「特別な約束

（special promise）」と は、「 従 属 的 collateral」あ る い は、「 補 助 的
secondary」な約束、すなわち、保証責任のような二次的な責任をさす
ものと理解されている99。この規定は、事業者間を含めすべての保証に
適用され100、書面による証拠がない限り、裁判所による救済は認められ
ないこととなる。
　前述の通り、保証に強制力が認められるためには、契約の一般法理に
従い、約因により支持されているか、捺印証書によることが必要である。
詐欺防止法第４条による書面要件は、保証が捺印証書による場合を除い
て適用されるものであり、約因に代替するものではない。したがって、
保証が約因により支持されている場合であっても、さらに４条の書面要
件が課されることになる。

第１款　適用対象となる保証契約
　保証契約が締結されたとしても、すべての保証に詐欺防止法４条が適
用されるものではない。すなわち、契約の文言等から保証契約に該当す
るとしても、保証人の主たる目的が、「自身の利益を図る」ことにある
場合には、４条が適用されないものと解されている。
　例えば、保証人が保証取引から利益を得ているという事実は、直ちに
契約の主たる目的が「保証人自身の利益を図る」ことにあることを示す
ものではないが、受ける利益の程度や内容によっては、それを示唆する
ものとなる。これに対し、保証人が主たる債務者に対する哀れみや愛情
という動機を有していたという事実は、契約の本質が保証であることを
否定するものとはいえず、また、経営者が経営する会社の財産上にエク

99 E. P. Ellinger, E. Lomnicka, and C. Hare, Ellinger's Modern Banking Law, 
5th ed. (2011), p. 903.
100 J. O’Donovan and J. C. Phillips, The Modern contract of Guarantee, 2nd ed., 
(2010) p.172. 同条の事業者間への適用により、事業者が口頭で保証を引き受け
たことが明らかであっても、書面証拠の不存在を理由として保証責任を不相応
に免れるという結果を招いている。かかる事態を受け、最近の判例では、同条
のルールは商取引には適用されるべきではないとするコメントがなされている。
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イティ上の担保権を有していることを動機として保証人となったという
事実も、保証としての契約の本質を変更するものではない。会社が取引
を継続することが当該会社の経営者個人にとって利益であると考えた事
実も同様とされる101。
　主たる目的が、取引からの利益の取得であることを理由に４条の適用
が否定された事案としては、Sutton & Co v Grey 判決102がある。同事
案では、A が、株式仲買事務所に顧客を紹介し、事務所が A 紹介の顧
客から損失を受けた場合には、A がその損失の半分を補償することを
口頭で約した。そして、当該事務所は、A が紹介した顧客から得た利
益の半分を A に支払うことを約因とした。判決では、A が、事務所が
得た利益の「半分」を手数料として取得する点に着目し、A と当該事務
所との契約は、実質的には雇用を目的とする契約であると認定し、４条
は適用されないとの判断を示した。
　また、一般に４条の適用対象外とされるケースとして、物品の売買契
約における買主代理人が、売主との間で、買主（主債務者）の代金不払
いの際には、これを弁済する責任を負うとする代金支払い保証があげら
れる。代金支払い保証では、代理人が、高額な手数（保証）料により買
主の支払能力を保証するのであり、契約の主たる目的は、支払能力のあ
る買主を選択するために代理人がより高度の注意を払うことを約するこ
とにある。このようなケースでは、契約の真の目的は、他人の債務の保
証ではなく、保証人（代理人）に相当の利益を取得させ、代わりに反対
給付の履行を強制することにある。同様に、保険者、あるいは、顧客の
第三者に対する義務を保証することを業とする bondsmen による契約
は、保証ではなく、損失補償とされることが多い。
　以上をまとめると、形式的には保証という文言による契約が締結され
たとしても、取引を通じて保証人の取得する利益が、単なる保証の手数
料を超え、保証とは独立の利益と見られるケースでは、詐欺防止法４条
の適用対象とは認定されない傾向にある。

101 supra note 100, pp.. 129-130.
102 [1894] 1 Q.B. 285.
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第２款　改廃の議論にみる４条の現代的意義
　詐欺防止法４条は、特定の契約について、虚偽の証拠、あるいは、「実
際にそのような契約を締結する趣旨ではない、ルーズな会話」でしか証
明されないという危険性に対応すべく、書面作成を契約上の債務の強制
要件としている103。
　制定当初、同法は５類型の契約を対象とするものであったが、1954年
の改正により、その適用対象は保証契約のみとされた104。しかしながら、
４条の規定を奇貨として、書面の不存在を理由に不当に債務の履行を拒
絶するケースが現れたために、同条の存在意義が問われることとなっ
た105。以下、詐欺防止法４条の意義をめぐる議論の推移を外観する。
　1954年改正の際、法改定委員会（Law Reform Committee）では、全
員一致の意見として、保証に関する４条の規定を存続させるべきことが
提案された。その理由として、保証取引の経験なき者が、引き受ける義
務について十分に理解しないままに契約を締結させられているという実
態が存在すること、そして保証の依頼者が、保証人の不注意を指摘する
という良心なき主張が行われる危険があることがあげられた。また、通
常、保証人に関しては、片務的かつ無私（disinterested）であること（大
半のケースにおいて、保証人は取引から何も得ていない）から、書面の
存在が当事者間で保証契約条項が決定されたことを「確証させるもの」
としてみられること、さらには、書面作成は、保証人になろうとする者
に思慮の機会を与えるためにも必要であることが指摘された106。
　このような経緯から、詐欺防止法４条の立法趣旨は、保証人の責任を

103 Lord Blackburn in Steele v M’Kinlay, (1880) L.R. 5 App. Cas. 754 at 768.
104 1953年、法改定委員会では、①遺言執行者または遺産管理人が自己の財産
で死者の債務を弁済する契約、②婚姻を約因とする契約、③土地又は土地に関
する権利の売買契約、④一定の価額以上の動産売買契約については、４条の適
用を廃止すべきことが提案されたが、⑤保証契約に関しては、全員一致の意見
として、４条を存続させるべきであるとされた。
105 Geraldine Andrews and Richard Millett, Law of Guarantees, 7th ed., (2015), p. 
48.
106 supra note 105, pp. 47-48.
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書面により確定させ、詐欺や偽証を予防すること107、及び、保証に関す
る知識や経験がない者に対する警告の必要性108から、思慮の機会を付与
し無知な者を保護することに置かれていたといえる。もっとも、後者の
保証人への警告という観点からみると、４条の書面はあくまで訴訟の証
拠として要求されることから、規定上は契約締結時の作成を義務づける
ものではない。したがって、保証人への警告機能が法律上担保されてい
るとはいえない。以下でみるように、同条の意義に関しては、詐欺や偽
証の回避を中心に論じられている。
　まず、４条の存在意義につき、Autocar Equipment Ltd and Searle
事件109の Henry 裁判官が、肯定的に解する見解を明らかにしている。そ
の理由としては、保証契約に関しては、詐欺防止法４条が想定していた
危害が制定当初と変わらず現在でも存在しており、実務上、他人の債務
不履行について責任を負うという口頭の約束が行われた場合、その口述
の詳細を正確に証明することは困難であることが多く、後の法廷におい
てどのような用語が用いられていたのかを発見した後でさえも、その不
確定性は存続することにあるとする。さらに、口頭での証拠による結果
は、商取引上、通常想定できないような内容であることが多いことから
も、書面や覚え書を合意に効力を与える根拠として機能させる必要があ
るとする。
　一方で、Technology Partnership Plc v Afro-Asian Satellite Communications 
(UK) Ltd110では、４条の保護手段としての存在意義に対して懐疑的な見
解が示されている。同判決の争点は、Ｃが「グループ企業を促進する意向」
を記した社内メモが、グループ内の一社の負債を保証するとの約束を記
す書面として十分であるか否かであった。高等法院は、当該書面は保証
契約の合意を証明する書面として不十分であるとし、これを否定した。

107 保証は、通常継続的な契約であり、時間の経過により証拠を発見すること
が困難になるという点も、書面による証拠を強制要件とした趣旨の１つとされ
る。
108 Alberta Institute of Law Research and Reform, The Statute of Frauds and 
Related Legislation, (1985).
109 supra note 105, p. 48.
110 supra note 105, p. 48.
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この結論について、Peter Gibson 裁判官は、Ｃが責任を免れるという
不幸な結果は、詐欺防止法４条の存在により生じたものであるとし、規
定が存在する以上は、このような判断にならざるを得なかったとしてい
る。さらに同裁判官は、「保証人をそのように特別に保護する必要性は、
現在もなお存在しているのかどうかに疑問がある。一定の期間制限を
もって保証人の責任を免れることができる、という方法で保証人を保護
するという何らかの保護は必要であろう。しかし、４条に含まれている
サンクションは、本来対応しようと意図されていた危害との関係で、全
ての均衡を欠いている。」とし、４条の存在意義に対する疑問を呈して
いる。
　これに対し、同判決における Pill 裁判官は、４条は保証人の保護のた
めに実践的な目的を有しており、本件の事情からは何一つ、現代の状況
において、口頭の証拠のみで保証契約の成立を認めることが安全であり、
かつ、正確であると認めることはできないとし、４条の意義を肯定して
いる。
　Actionstrength Ltd (t/a Vital Resources) v International Glass 
Engineering IN.GL.EN SpA111においても、４条の存在意義をめぐる裁
判官の見解が示された。
　同判決の事案は、SG 社が、フロートガラス製作のための工場を建設
すべく建設会社 I との間で建築請負契約を締結し、原告 A が、I 社との
間で当該建築のための労働者の供給を約したものである。本件において
A は、I 社が A に対して契約代金を支払わない場合には、SG 社が代わ
りに支払うとの合意に基づき、I 社の不払い分につき SG 社に支払いを
求めたものである。しかし、SG 社は、A の主張する内容の合意があっ
たとしても、その合意は保証契約であり、かつ、それを記録する書面は
存在しないので、詐欺防止法４条により支払いを強制することはできな
いと主張した。
　高等裁判所において、Mitting 裁判官は、A と SG 社間の合意は損害
補償契約であるとの理由から詐欺防止法の適用を否定したが、他の４人
の裁判官は、その意見を受け入れず、詐欺防止法４条を適用し、A の

111 [2003] 2 A.C.541.
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請求を認容しなかった。貴族院は、かかる高等裁判所の判断を支持し、
本件に詐欺防止法４条を適用し、保証契約を記す書面が存在しないこと
から SG 社は責任を負わないとした。
　Bingham 卿（Woolf 卿、Walker 卿が賛成）は、裁判所は４条の存在
意義について判断する権限を有しないとの前置きをした上で、一定の
ケースにおいては４条の適用が疑問視されることを示唆している。すな
わち、保証契約に関して、４条が本来想定していた危害が現在も重要で
あるのかどうかは、少なくとも、いくつかのケースの類型では（本件で
もたらされたような不当性を鑑みれば、）疑問視されるところであるが、
そのようなケースは通常のケースではないとする。
　Hoffmann 卿は、A の主張する事実関係が真実であると裁判所が認め
た場合においても、書面が不存在であるがゆえに合意が強制されず、
SG 社が責任を負わないという結論は、道徳的に許されず、不公正であ
るとの見解を示している。しかしながら、法の目的が、「口頭の約束が
行われたか否か、そして、何が約束されたのかについて、どちらが真実
を述べているのか」を判断すること自体を回避することに置かれている
ということを重視すべきであるとしており、全面的に４条の意義を否定
するものではない。
　このような司法判断における見解では、詐欺防止法４条の適用により
専門的な知識を有する企業等の保証責任を否定することへの違和感を認
めつつも、一般的には、保証責任の内容の真偽につき書面証拠をもって
確実に判断するという４条の意義が現在も存在することについて、肯定
的に評価しているといえる。
　４条の意義を積極に評価するという点では、既に1953年の法改定委員
会のコメントにも共通するところがみられる。これによれば、「法の文
言上、・・・立法者は、明らかに、約束を破ることを許すことになろう
ことを認識しているけれども、この不公正よりも、熟慮されていない不
明確で完全なフィクションである口頭の発言に基づく責任を負担させら
れることから保護する必要性が重視されている」として、４条の意義を
肯定している。しかし、「通常、立法者は、信頼されていた約束を破る
者を許すことにより不公正が引き起こることを意図していないことに留
意すべきであって、４条が不公正に利用されることを許しているものと
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解釈してはならない」と付言している。

第２節　1974年消費者信用法

第１款　消費者信用政策のもとでの保証人保護
　1677詐欺防止法の制定以降、人的保証人に対しては、長らく制定法上
の保護が与えられてこなかったとされるが112、1974年に制定された消費
者信用法（Consumer Credit Act 1974 c. 39）において、消費者信用契約
のために締結される保証契約を対象とする規定が設けられた113。同法は、
主として、信用取引における消費者保護を目的とするものであり、連合
王国全土に適用される法律である114。
　消費者信用法の制定に際しては、クロウザー卿（Lord Crowther）を
委員長とする調査委員会の報告書（クロウザー・レポート）が作成され

112 Consumer Credit, Report of Committee, 1971, Cmnd. 4596, ch6．
113 竹内昭夫「イングランドの消費者信用法」『消費者信用法の理論』（有斐閣、
1995年）87頁によれば、同法の正式名称は、「貸金業者、質屋および買取権付
賃貸借事業者ならびにそれらの者の行う諸取引に関する現行の諸法律に代え
て、信用の供与および賃貸借または買取権付賃貸借に基づく物品の供給に携
わっている事業者の免許及び監督について、公正取引委員会により運用される
消費者保護のための新しい制度を定め、また、関連事項について定める法律」
とされている。その他、同法に関する先行研究として、加藤良三『イングラン
ド消費者信用取引法』（千倉書房、1978年）152頁、鹿野菜穂子「消費者信用取
引における提携貸主の責任－英国消費者信用法をめぐる議論の展開」立命館法
学３・４号（2000年）、野村美明「イギリス消費者信用法制の改革」クレジット
研究34号（2005年）６頁、尾島茂樹「イギリス消費者信用法の現在」クレジット
研究34号（2005年）12頁、藤沢尚江監修・小林圭他著［1974年消費者信用法関
連判例］クレジット研究34号47頁、小出篤「英国における消費者信用法制改革
‐2006年消費者信用法を中心に」ジュリスト1372号138頁等。同法による保証
人保護の内容を紹介する文献として、山下・前掲注78）104頁以下。
114 J. K. Mackeod and M. Cronin, England, in R. M. Goode, Consumer Credit, 
Sijthoff-Leyden, (1978), p. 306. によれば、同法制定前は、イングランド、スコッ
トランド、北アイルランドでは、同一の取引に対して各国毎の法律で規制され
ていたが、本法により、連合王国（United Kingdom）を通じて、統一的に規制
することとなった。
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た115。クロウザー・レポートでは、当時の消費者法制の欠陥として、「規
制対象とする取引類型を法形式により区別しており、その経済的な機能・
実態に即して捉えていないこと、消費者取引と商取引の区分の失敗、貸
付に関する法律と貸付の担保に関する法律とが恣意的に分けられている
こと、信用取引における消費者の保護が不十分であること」等が指摘さ
れた116。その上で、調査委員会は、新たに機能的アプローチに基づいた
信用法制の仕組みが必要であるとの認識のもと117、「消費者の売買および
貸付に関する法律（Consumer Sale and Loan Act）」の制定を提案し
た118。この立法案は、2000ポンド以下119の個人に対する信用供与につい
て、消費者保護の見地から包括的な規制をしようとするものであり、
1973年通商産業省の白書「消費者信用法の改革（Reform of the Law on 
Consumer Credit (1973, Cmnd. 5427)）」において承認され、1974年に成
立することになった120。
　クロウザー・レポートでは、上記のように消費者信用法制における消
費者保護の必要性を指摘するとともに、その第６章において、消費者信
用取引に伴う保証契約（guarantee）や損失補償契約（indemnity）の締結
に際しての法的保護が不十分であることも指摘された。保証契約につい
ての具体的な指摘はつぎのようなものである。すなわち、「信用供与者
が、借主の信用力に必ずしも満足していない場合、第三者による保証を
求めるのが通常であるが、保証人には、長らく法律上保護が与えられて
こなかった。（既に検証したとおり）消費者契約を締結した多くの者は、

115 当時の消費者法制の状況を詳述するものとして、尾島・前掲注113）12頁。
116 supra note 112, 4596.
117 supra note 112, 5．
118 竹内昭夫「イングランドの消費者信用法」同『消費者信用法の理論』（有斐閣、
1995年）によれば、この法案と同時に「貸付および担保に関する法律（Lending 
and Security Act）」が提案された。これは、あらゆる種類の信用取引に一般的
に適用される、貸主・借主間の権利義務関係を規制しようとするものであった
が、制定の必要性が否定され、立法に至らなかった。
119 この金額は、立法時に5000ポンドに引き上げられ、さらに現在では、物価
の上昇により２万５千ポンドに改正されている。
120 supra note 112, 5.2.19, 6.1.1-6.13.18.
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契約の本質、責任の範囲、契約上の権利義務をほとんど理解していない
ことを示す膨大な証拠が存在するが、消費者契約の保証人となる者につ
いても、同様の実態が認められる。『形だけの保証人だから』という巧
妙な依頼による場合であろうとそうでなかろうと、いずれにせよ、多く
の保証人は、考えなく軽い気持ちで引き受けており、弁済ができず法廷
にも現れないような主債務者と同様の精神状態である」とされている。
かかる分析をもとに、クロウザー・レポートでは、保証人は締結しよう
としている取引の内容を認識すべきであるとし、「主たる信用取引に要
求されている法的要件」と実質的に同様の規定（契約書面の内容を示す
見出し、権利の内容を明示することなど）を保証に関しても設けるべき
との方針を示した121。

第２款　要式性の拡充と情報提供規定
　このようなクロウザー・レポートの方針を受け、消費者信用法第８章
には、消費者信用取引に関連する「担保（security）」についての規定が
置かれた。第８章の規定は、信用取引に関わる各種の担保の取得および
実行について統一的な規定を設けた初めての制定法である。同法におけ
る「担保（security）」とは、「現在あるいは将来の消費者信用契約又は消
費者賃貸借契約、又はそれに関連する取引に関する、債務者や賃借人に
よるか、あるいは彼らの（明示又は黙示の）要請により提供される、モー
ゲージ、チャージ、質、ボンド、債務証書、損失補償、保証、手形、小
切手など、債務者又は賃借人の債務の履行を担保するための合意」と定
義されており（CCA1974 s.189, “security”）、保証契約（guarantee）もこ
こに含まれている122。
　消費者信用法は、「消費者信用契約」（CCA1974 s. 8）及び「消費者賃
貸借契約」（CCA1974 s. 15）のうち、それぞれ債務者や賃借人が、「個人

（individual）」である場合に適用される。ここでいう「個人（individual）」
には、法人格なき社団あるいは２名から３名により構成されるパート
ナーシップも含まれるが、これらの構成員のすべてが法人である場合に

121 supra note 112, 6.9.4.
122 R. M. Goode, Introduction to the Consumer Credit Act 1974, (1974), p. 133.
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は、個人に該当しないものとされる（CCA1974 s. 189,   “individual”）。
そして、第８章の担保規定は、「消費者信用契約」、及び、「消費者賃貸
借契約」のために締結された保証契約に適用される。
　同法の制定当初より、「消費者信用契約 consumer credit agreement」
とは、債権者が個人（債務者）に対し、ある金額の信用を供与する契約
と定義されている（CCA1974, s.8 (1)）123。ただし、これには一定の除外規
定があり、融資の主たる目的が事業の実現にあり、かつ、融資額が
２万５千ポンドを超える場合（CCA1974, s.8 (3) (a)）、居住用不動産の取
得に関して締結された信用契約（CCA1974, s.8 (3) (b)）等には同法の適
用は及ばず、したがって、これらの信用契約のために締結された保証契
約については、第８章の担保規定は適用されないこととなる124。この点、
２万５千ポンドを超える事業融資に関しては消費者信用法は適用されな
いこととなるが、実務上、事業融資の多くがこの金額上限を超えるため
に、同法の適用から及ばないこととなっている。
　第８章では、保証契約に関する規定として、要式性（CCA1974, s. 
105）、及び、保証責任に関する情報提供を定めた規定（CCA1974, ss. 
107-109条）が設けられている。以下、各条文の内容をみていくこととす
る。
　まず、消費者信用法105条は、第三者による担保の要式性を定めている。
第三者による担保の供与は、担保証書（security instruments）により、
内容を明記して行なわなければならない（CCA1974, s. 105 (1), (6)）。こ
れに違反して、①担保証書が作成されなかった場合、もしくは、②担保
証書が「適切に作成」されなかった場合、その担保は、裁判所の命令に
よらなければ保証人に対して強制することができない（CCA1974, s. 105 
(7)）。

123 Section 8 (1) A consumer credit agreement is an agreement between an 
individual (“the debtor”) and any other person (“the creditor”) by which the 
creditor provides the debtor with credit of any amount.
124 このほか、省エネ政策の一環として2013年に始まった「グリーン・ディー
ル制度」のもと金融機関と消費者との間で締結される信用契約も、消費者信用
法の適用が及ばないとされる（CCA1974, s.8 (4)）。
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　このうち、①担保証書の方式および内容については、規則で定めるこ
とができるとされており（CCA1974, s. 105 (2)）、特に、文書中に特定の
情報を規則所定の方法で含めること、特定の情報が保証人の注意をひく
ようにするための要件、および文書の一部が目立たない、あるいは目立
ちすぎることのないようにするための要件等を定めることができるとさ
れている（CCA1974, s. 105 (3)）。この規定を受け、1983年消費者信用（保
証・損失補償）規制（The Consumer Credit (Guarantee and Indemnities) 
Regulations 1983）125では、（ⅰ）「1974年消費者信用法に従った保証」と
いう見出し、（ⅱ）債権者、債務者、および保証人の氏名と住所、（ⅲ）
保証の目的に関する情報、（ⅳ）所定の形式による担保供与者の権利に
ついての記述、所定の形式による署名欄が、担保証書に記載されている
ことを要求している。
　さらに、消費者信用法105条において②担保証書が「適切に作成された」
と認められるには、105条４項及び５項に記載された６つの要件をみた
す必要がある。まず、105条４項では、（ａ）規則所定の条項が記載され、
保証人またはその代理人の署名が規則所定の形式でなされていること、

（ｂ）その文書が、黙示的条項以外のすべての担保に関する条項を含ん
でいること、（ｃ）その文書が保証人またはその代理人の署名を求める
ために呈示または送付される際に、条項が容易に読める状態であること、

（ｄ）保証人またはその代理人の署名を求めるため呈示または送付され
る時に、その文書の写しも一緒に呈示または送付されることが必要であ
ると定められている。そして、105条５項では、（ａ）信用契約締結時ま
たは締結後に担保が供与される場合には、完成した信用契約書の写しお
よびその中で引用されている他の文書の写しが、担保が供与される時に
保証人に与えられること、（ｂ）信用契約の締結前に担保が供与される
場合には、完成した契約書の写しおよびその中で引用されている他の文
書の写しを、信用契約の締結後７日以内に保証人に与えなければならな
いとされる。
　このように、105条は、保証契約書の作成自体という要式性のみにと

125 同規則は、保証（guarantee）を適用対象とするが、モーゲージは適用外で
あると明示されている（Reg.1 (2)）。



論　　　説

［75］ 北法69（2・416）622

どまらず、保証人が署名する際に、「契約条項を容易に」読める状態に
置き、保証人の署名時には当該契約書を呈示または送付すべきこと、さ
らには主たる信用契約の内容も含めて、契約内容に関する情報提供を要
求する趣旨といえる。
　次に、消費者信用法107 ～ 109条は、情報提供義務（Duty to give 
information to surety）について定めている。保証契約の締結後、債権
者は、保証人からの書面による請求と１ポンドの手数料支払いに応じて、
契約書の写し、その中で引用されている他の文書の写し、および担保証
書を提供しなければならない。さらに、保証の対象となる信用契約の種
類に応じて、所定の情報を提供する義務を負うものとされる126。これら
の情報提供義務に違反している場合は、債権者は、担保を強制する権利
を有しないものとされ、義務違反が１ヶ月以上継続した場合、債権者は、
罪を犯したことになるとされる。
　最後に、消費者信用法111条は、「債務不履行通知　Duty to give 
surety copy of default etc.　notice」について定めており、債権者が債
務者に対して債務不履行の通知（もしくは期限の利益喪失）を送達した
場合（CCA1974, s. 76 (1)）には、債権者は、当該通知の写しを保証人に
も送達する義務を負うとする。そして、この義務を怠った場合、裁判所
の命令によるのでなければ保証人に強制できないとする。
　消費者信用法に関する以上の規定は、保証契約における保証人への注
意喚起を図るために、債権者に対して情報提供義務を課すことを主な内
容とする。すなわち、105条は、形式上、要式性に関する規定であるが、
その実質は、保証人の署名時に保証契約書の呈示を要求するものであり、
保証契約内容についての情報提供を義務づけるものである。また、107
条および108条も、保証人からの要求を条件に、保証契約書の交付によ

126 「定額信用契約のための保証契約」においては、債権者は、債務者の既払い
額、不履行額、将来支払うべき合計額とその内訳および支払い期日についての
情報を保証人になろうとする者に対して提供しなければならない（消費者信用
法107条）。また、「継続勘定信用契約のための保証契約」においては、債権者は、
現在の勘定、債務者が現在支払うべき額、信用供与が終了している場合には将
来支払うべき額および支払い期日についての情報を保証人になろうとする者に
対して提供しなければならない（同法108条）。
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る情報提供を義務づけるものである。このような保証契約に関する規定
は、消費者信用契約に付随する全ての保証契約に適用されるのであり、
詐欺防止法４条と同様に、消費者である保証人のみならず、事業者たる
保証人にも適用される。

第３款　暴利的取引規定の射程
１　暴利的取引規定
　これまでみてきた要式性の拡充及び情報提供義務に関する規定は、主
として保証契約の形式ないしは手続的な側面からの規制ということがで
きる。一方で、1974年消費者信用法（以下、「1974年法」とする。）には、
暴利的信用取引（extortionate credit bargains）規定が置かれ127、信用契
約が暴利的信用取引であると認められる場合には、当事者の関係を正当
化するため、裁判所に契約の「やり直し（reopen）」を命じる権限が付与
されていた128。ここでいう暴利的信用取引とは、債務者等に対して著し
く法外な支払を要求する信用取引や、公正取引の一般原則に著しく違反
している取引であるとされていた（1974年法138条）。

２　暴利的取引規定における保証契約の位置づけ
　では、1974年法における暴利的取引規定による規制は、保証契約にも
及ぶものであったのか。
　1974年法137条１項129は、「裁判所が、ある信用取引を暴利的であると
認める場合には、両当事者にとって公正なものとなるよう当該信用契約

127 暴利的取引規定の概要および2006年消費者信用法による主な改正点の概要
については、小出篤「英国における消費者信用法制改革」ジュリスト1372号（2009
年）138頁以下参照。
128 1974年法における暴利的取引規定は、2006年改正により削除され、「不公正
な関係」の規制が設けられることとなった。2006年改正については、本章第３
節にて検討する。
129 Section137 : Extortionate credit bargains
(1) If the court finds a credit bargains extortionate it may reopen the credit 
agreement so as to do justice between the parties.
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をやりなおさせることができる」と規定していた130。かかる条文の規定
から、暴利的取引としての申立て対象が、消費者信用契約であることに
問題はないが、保証契約自体の暴利性が、規制の対象とされていたのか
については定かではない。そこで以下では、信用契約の定義、暴利的取
引の内容、及び、暴利的取引のやり直しに関する規定の内容を確認した
上で、暴利的取引規定において保証契約がどのように位置づけられてい
るのかを分析する。
　まず、「信用契約 credit agreement」とは、ある個人（債務者「debtor」）
と他の者（債権者「creditor」）との間の契約であって、債権者が債務者
に信用を供与するものを意味し、また、「信用取引 credit bargain」とは、

（ⅰ）総信用手数料の計算の際に当該信用契約以外の取引が計算に入れ
られない場合には、当該信用契約を意味し、また、（ⅱ）一以上の他の
取引が計算に入れられる場合には、当該信用契約およびそれらの他の取
引を総合したものを意味する（1974年法137条２項）。すなわち、暴利性
判断の対象となる信用取引とは、債権者が個人（individual）である債務
者に対して一定金額の信用を供与するあらゆる契約を含むものであった。
　かかる信用取引が暴利的である場合とは、信用取引が、債務者もしく
はその親族に対し（無条件であるか一定の事実の発生を条件としている
かを問わず）著しく法外な支払いを要求しているか、または、公正取引
の一般原則に著しく違反している場合をいうものとされていた（1974年
法138条１項）。そして、ある信用取引が暴利的かどうかを決定するにあ
たっては、（ⅰ）その取引が行われた時における一般の利率、（ⅱ）138条
第３項から第５項に定める諸要素、および、（ⅲ）その他関連のある諸
事項に関し、提出された証拠を考慮しなければならないとされる（1974
年法138条２項）。具体的な諸要素として、まず「債務者」については、
債務者の年齢、経験、事業能力、健康状態、ならびに、信用取引を行う
時にその者が受けていた経済的圧力の程度および性質があげられていた

（1974年法138条３項）。「債権者」については、（ａ）供与された担保の価

130 1974年法の邦語訳は、制定当時の条文の翻訳である竹内昭夫 = 田島裕「英
国消費者信用法（訳）（８）」月刊クレジット277号（1980年）55頁、同「英国消費
者信用法（訳）（９）」月刊クレジット278号（1980年）553頁以下に依拠した。
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値に鑑みて、その債権者が引き受けた危険の程度、（ｂ）その債権者と
債務者の関係、（ｃ）その信用取引に含まれる物品または役務について、
偽りの価格がつけられていたか否かが考慮事由とされた（1974年法138
条４項）131。さらに、「関連取引」については、当該取引が、債務者もし
くは債権者の保護のためにどの程度必要であったか、またはどの程度債
務者の利益のためになったかという点が考慮されていた（1974年法138
条５項）132。
　そして、暴利的取引については、当該取引のやり直しが命じられるほ
か、これに関して締結された保証契約についても、義務の減免や担保証
書の内容の変更等が命じられることとされていた（1974年法139条２項）。

　以上の条文から、暴利的取引規定における保証契約の位置づけについ
て、次のようにまとめることができる。
　まず、①規制の対象となる信用取引とは、債権者がある金額の信用を
債務者に供与する契約である（1974年法137条）ところ、保証契約は、債
権者が保証人に対して信用を供与する契約ではないことから、これには
該当しない。したがって、保証契約は、暴利的取引であることを理由に
やり直しの対象とされるものではなかった133。
　次に、②信用取引が暴利的取引にあたると判断された場合には、これ

131 Section 138　(4) Factors applicable under subsection (2) in relation to the 
creditor include ─
(a) the degree of risk accepted by him, having regard to the value of any 
security provided ;
(b) his relationship to the debtor ; and
(c) whether or not a colorable cash price was quoted for any goods or services 
included in the credit bargain.
132 Section 138　(5) Factors applicable under subsection (2) in relation to a 
linked transaction include the question how far the transaction was reasonably 
required for the protection of debtor or creditor, or was in the interest of the 
debtor.
133 担保契約自体は、137条及び138条の適用対象外であることを示した判決と
して Coldunell Ltd v Gallon [1986] QB 1184, [1986] 1 All ER 429, CA. がある。
同判決を詳細に紹介する先行研究として、尾島・前掲注113）67頁以下参照。
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に関する保証契約自体も裁判所による是正の対象とされていた。すなわ
ち、1974年法139条２項は、「保証人を救済する目的」であると明示した
上で、裁判所に、保証人の義務の減免、供与物の返還、そして担保証書
の内容の変更等を命じる権限を付与していた。したがって、信用契約の
暴利性が認められる場合には、当該信用契約に関する保証人も保証契約
の是正により救済されることとなっていた。
　なお、1974年法では、暴利性判断の考慮要素が非常に広範に列挙され
ているため、③信用契約の暴利性判断において、保証契約の不当性を考
慮しうるものであったと考える余地もあろう。例えば、供与された担保
の価値に鑑みて、その債権者が引き受けた危険の程度を考慮するとの
1974年法138条第４項（ａ）をもって、過剰な保証責任を規制する規定と
読むことも可能ではある。また、「関連取引については、当該取引が、
債務者もしくは債権者の保護のために合理的にみてどの程度必要であっ
たか、またはどの程度債務者の利益のためになったかという点が考慮さ
れる（1974年法138条第５項）」との規定において、保証契約を関連取引
と解して、暴利性判断で考慮されるとの解釈も可能であった。ただし、
同条第４項（ａ）においては、価値の客観性が保たれている物的担保を
前提としているようでもあり、1974年法の規定上、保証契約を暴利性判
断の考慮事由とすることについての根拠は明確ではなかったといえよう。

第３節　消費者信用法改正による保証への影響

第１款　暴利的取引規定の改正の経緯
　前節において検討した暴利的信用取引（extortionate credit bargain）
規定は、裁判所が、諸事項を考慮した上で、信用契約が暴利的信用取引
であると判断した場合には、当事者の関係を正当化するために、契約の

「やり直し（reopen）」を命じる権限を有するものとされており、その規
制の効果は非常に強力なものであるようにみえる。
　しかし、2003年に貿易産業省が公表した白書134では、実態として、暴

134 「公正、透明かつ競争的－21世紀の消費者信用市場（Fair, Clear, and 
Competitive-The Consumer Credit Market in the 21st Century）」、webarchive.
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利的取引規定はほとんど利用されてこなかったとの見方が示されてい
る135。その理由としては、①要件が厳格であり、また「著しく法外」、「著
しく不公正」という暴利性の基準が曖昧であることから、裁判所も厳格
な解釈をせざるを得なかったこと、②裁判所は伝統的に、合意された金
利面に重点をおいて判断する一方で、担保の必要性や債務不履行時の遅
延損害金、明瞭な情報提供の欠如といった消費者に損害を与える事情に
ついては、判断要素とされてこなかったこと、③不公正な取引手法

（pressure-selling, churning of agreements）による消費者の損害、すな
わち、新たな形態での悪質な手法、あるいは、消費者の無知や軽率性に
より（必ずしも高い利率ではなくとも）容認しがたい消費者信用契約が
締結されている実態に対応できていないこと、④裁判所は、契約が締結
された時点における契約内容のみを判断対象とする傾向にあるが、「契
約締結後」における債権者の行動、例えば、利率の変更や不履行時の利
息の適用といった方法により、契約が不公正となることもあること、⑤
制度の複雑さから債務者の側が制度の利用をためらってしまうこと136等
が挙げられてきた137。
　例えば上記④に関して、債権者が「融資契約締結後」に複数回にわた
り利率を変更した行為は、暴利性判断において考慮されなかったことを
示す判例がある。Paragon Finance PLC v Nash and Stauton138及び
Broadwick Financial Services Ltd. Vs Spencer  and another139 は、融資
者が、契約締結後に、適宜、債務者が支払可能な金額の利率を判断する

nationalarchives.gov.uk/20090609014342/http://www.berr.gov.uk/files/
file23663.pdf （最終アクセス2018年５月）。邦語訳として、英国貿易通産省（江
夏健一・坂野友昭監訳）『21世紀の消費者信用市場－公正、かつ透明かつ競争
的な市場を求めて』（東洋経済新報社、2005年）がある。
135 白書3.29によれば、1974年以降、暴利的取引に関する訴訟は30件程度に過ぎ
ず、さらに「暴利的」と認められた事件はこのうち10件程度であったとされる。
136 National Association of Citizens Advice Bureaux (2000), Daylight robbery: 
the CAB case for effective regulation of extortionate credit, (2000). 
137 白書・前掲注134）3.31。
138 [2001] All ER (Comm) 1025.
139 [2002] 1 All ER (Comm) 446.
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権限を有しており、実際に次々と利息が変更されたという事案であった。
しかし、いずれの高等法院判決も、当該消費者契約が暴利的取引である
かを判断する際に、一方的な利息の変更という契約締結後の事情を考慮
しなかった。
　2003年白書では、信用取引の公正化を図るべく制度利用を容易にする
必要性があること、その利用主体には、消費者のみならず消費者の総体
的な利益を信頼して行動する「第三者」を含むべきことが提案された140。
そして、不公正な取引であるかを判断する際には、信用コストのみなら
ず、クレジットの利用に影響を与える全ての状況を柔軟に評価すべきで
あることが提言された141。このような2003年白書を受け、2006年には消
費者信用法制改革が行われた。

第２款　不公正な関係規定　unfair relationships
　2006年改正では、暴利的信用取引に関する条文規定（1974年法137 ～
140条）が廃止され（2007年４月６日）、新たに、裁判所に「不公正な関
係 unfair relationships」の「やり直し」等を命じる４箇条（140A条～
140D条）が設けられた。以下、不公正な関係についての規定内容を概観
した上で、1974年法暴利的取引規定の検討を踏まえ、改めて不公正な関
係規定の保証契約への影響を検討する。

１　新たな規定
　140A条１項142は、信用契約（credit agreement）、あるいは、その関

140 白書・前掲注134）3.32。
141 白書・前掲注134）3.33。
142 140A　Unfair relationships between creditors and debtors
(1) The court may make an order under section 140B in connection with a 
credit agreement if it determines that the relationship between the creditor 
and the debtor arising out of the agreement (or the agreement taken with 
any related agreement) is unfair to the debtor because of one or more of the 
following ─
(a) any of the terms of the agreement or of any related agreement;
(b) the way in which the creditor has exercised or enforced any of his rights 
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連契約（agreement related to a credit agreement）から生じる債権者と
債務者との関係が、信用契約の債務者にとって「不公正」である場合に、
裁判所は、140B条に定める権限により、債務者ないし保証人の既払い
金額についての返還命令や、債務の減免等、様々な命令を行うことがで
きるとする。
　140A条１項では、信用契約のみならず、これに関連する契約につい
ても不公正の判断事由とされることが示されている。この点、保証契約
との関係で重要な改正点としては、このような「関連契約」に主たる信
用契約等に関する「担保 security」（140C 条 (4) (c)）も含まれることが明
示され、したがって保証も不公正判断の一事由されることが明らかにさ
れた点である143。

２　「不公正な関係」の判断要素
　140A 条は、信用契約、あるいは、信用契約に関連する契約に適用さ
れ（140C (4)）、これらの契約が不公正な関係を生じさせている場合には、
裁判所が契約のやり直しのほか債務者ないし保証人の債務の減免等を命
じることができる（140B条）。
　「不公正な関係」であるかの判断は、以下の３つの判断要素により判
断するべきものと規定されている。すなわち、140A条（１）は、（ａ）
信用契約あるいは関連契約の契約条項、（ｂ）債権者が信用契約ないし
関連契約における権利をどのように行使、強制したか、（ｃ）信用契約
ないし関連契約締結後における債権者の作為、不作為を判断要素として
あげている。

under the agreement or any related agreement;
(c) any other thing done (or not done) by, or on behalf of, the creditor (either 
before or after the making of the agreement or any related agreement).
143 この規定における「担保」は、「現在あるいは将来の消費者信用契約又は消
費者賃貸借契約、又はそれに関連する取引に関する、債務者や賃借人によるか、
あるいは彼らの（明示又は黙示の）要請により提供される、モーゲージ、チャー
ジ、質、ボンド、債務証書、損失補償、保証、手形、小切手など、債務者又は
賃借人の債務の履行を担保するための合意」（CCA1974 s.189, “security”）を指
すものと規定され、ここに保証契約も含まれている（140C条 (6)）。
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　かかる規定の運用状況については、Deutsche Bank（Suisse）SA v 
Gulzar Ahmed Khan144判決における Hamblen 卿が、近時の先例をもと
に以下のように整理している。
　まず、（ａ）信用契約ないし関連契約の条項の公正性については、争
いとなる契約条項について、①商品の本質との関係で一般的な内容であ
るか（Rahman v HSBC Bank Plc [2012] EWHC 11, ［277］）、②健全な商
業的理由があるか（Rahman v HSBC, [278]）、③債権者の地位に鑑みて、
適法かつ比例的な内容を締結しようとしたといえるか（Maple Leaf 
Macro Volatility Master Fund v Rouvroy [2009] EWHC, [288]）が考慮
される。また、④契約条項の内容が債権者にとってのみ利益となる場合
には、それが債務者の不履行によるリスクから債権者を保護するもので
あるのかが考慮される（Maple Leaf v Rouvroy, [289]）。⑤融資額の相当
性に関しては、当該取引が商取引あるいは商取引に準じる取引であるか
が基準とされ、裁判所は、商人間については、融資額が高額であっても

（消費者の信用契約と比較し）不公正との判断をしない傾向にある
（Rahman v HSBC , [275]）。このほか、⑥取引における債務者の地位の
強さも考慮要素となる（Rahman v HSBC, ［275］）。
　（ｂ）信用契約ないし関連契約締結前及び締結時における債権者の行
動については、①債務者に対する契約締結に向けた圧力行使（Maple 
Leaf v Rouvroy, [274]）のほか、②「主債務者には、関連する契約の経験
があり、弁護士の助言を受けることが可能な状況にあった」と認識して
いたかどうか、あるいは、そのような状況にあると信じたことにつき合
理的根拠があるか（Maple Leaf v Rouvroy, [274]）、③主債務者が契約条
項を読んでおらず、理解していないと認識すべき何らかの理由があった
か否か（Maple Leaf v Rouvroy, [274]) 等、「債務者の認識」に応じた「債
権者の対応」が考慮されている。また、④契約締結過程において、既に
債務者が契約条項について異議を唱えていたにも関わらず債権者が適切
な対応をしない場合には、不公正な態度と評価される（Maple Leaf v 
Rouvroy, [274], Rahman v HSBC, [280-281]）。
　以上のほか、不公正な関係の判断においては、（ｃ）信用契約ないし

144 [2013] EWHC 482.
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関連契約締結後、強制執行に至るまでの債権者の行動も考慮される。①
権利の行使が「不法な動機」によるものであるか、もしくは、「横暴な決
断」の結果に行われたものと認められる場合には、不公正な関係が肯定
さ れ る（Paragon Mortgages v McEwan-Peters [2011] EWHC 249 1 
(Comm), [54b]）。他方で、②債権者が強制執行に至る前にミーティング
を行い、あるいは、調整や提案に乗る等の適切な便宜を図った事実

（Rahman v HSBC, [280-281]）、③債務者が債権者に対して根拠のない主
張を行い、債権者からの便宜を拒絶したという事実（Rahman v HSBC, 
[280-281]）は、不公正な関係性を否定する要素となる。
　このように、判例法上、140A条の「不公正な関係」を認定する際には、
契約条項の内容に限らず、契約締結前から履行時にわたって、債権者の
債務者に関する認識や対応を中心とする広範な事情が考慮されている。
すなわち、不公正な関係判断において考慮される債権者の行為は、義務
違反や、法律ないし規則に反する行為である必要はなく、商業上、合理
的に期待される対応であるかが重視され、法律の遵守それだけでは不公
正さを否定する決定的要素にはならない145。
　また一般的に、契約条項の内容が本質的に不公正ではない場合であっ
ても、契約当事者の「関係」が片務的であり、実質的に債務者の選択肢
を限定づける場合には、不公正な関係に該当する可能性がある。例えば、
金融機関と個人債務者との関係の大多数が、金融の知識や経験において
大きな差があるという特徴を有しており、これは、本質的な不均衡関係

（unequal relationship）である。しかし立法者は、そのような関係の有
する一般的性質のみでは、契約のやり直しを命じるべきではないと考え
ている146。
　公正とは何かの問題は、借主が取引において洗練されているか、弱者
であるかという借主の状況のほか、借主が可能な選択肢を認識している
ものとの債権者の期待が合理的な根拠に基づいているかという個別の事
情によるのであり、債権者が、不公正の要素を除去するために合理的に
期待される措置を懈怠した場合には、不公正な関係にあたるとされる。

145 supra note 105, p. 686.
146 Plevin v Paragon Personal Finance Ltd [2014] UKSC 61, para 10.
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「不公正な関係」の認定において、裁判所は、契約条項のみならず、そ
れよりも遙かに広範な要素を考慮事由としており、判断の焦点は、「契
約」から、当事者の「関係」へと移行しているといえる147。

第３款　不公正な関係規定における保証契約の位置づけ
　140A 条１項において、不公正な関係であるかが問われるのは、「信
用契約」における債権者と債務者間の関係であり、やり直し等の命令の
対象となるのも「信用契約」である。このような基本的な枠組みは、
1974年法における暴利的取引規定と同様である。保証契約に対して同条
が適用されるかという点については、Paragon Mortgages v McEwan-
Peters148における David Steel 裁判官は、保証契約自体が信用契約では
ないことを理由にこれを否定している。同判決の事案と判旨は、以下の
ようなものである。

【事案】
　債権者 X は、賃貸用住宅市場におけるプロの投資家に対し、モーゲー
ジファンドを提供するグループ企業の１社であり、主債務者 Y は、大
学生向けに不動産賃貸を経営する企業の経営者である。
　Y は、かねてより、X からのモーゲージローンにより事業を行ってい
たが、2007年には経営難に陥り、X への返済が滞っていた。それまでの
12回にわたるモーゲージローンについては、Y と Y の妻が、保証人と
なっていた。2007年12月、X は、Y に対して、弁済を要求し、弁護士を
通じ、「以後、２ヶ月滞納すれば担保を実行せざるを得ないこと、それ
を回避したいのであれば、さらなるモーゲージローンを組む必要がある
こと」を警告した。これにより Y は、X からさらに追加融資を受けるべ
く、モーゲージローンを組んだ。しかし、その後も滞納が続き、2009年
５月６日には、X が債務の返済を請求し、同年11月30日には、保証責任
の履行請求がなされた。
　これに対し Y は、X が、「滞納が３ヶ月に至らなければ、保証責任の

147 supra note 105, p. 686.
148 [2011] EWHC 249 1 (Comm).
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追求をしない」と約束していたのにこれに反したとし、禁反言を理由に
履行を拒絶する等の主張をしたが、認められなかった。Y は、さらに、
本件保証契約が、不公正な関係に該当するとし、X による保証責任の執
行の可否を争った。

【判旨】Davit Steel 裁判官
　「改正後の消費者信用法140条（ａ）により、裁判所は、消費者信用契
約が、契約の内容だけでなく、債権者が権利を行使し、あるいは、強制
した際の態様が、債務者に不公正である場合にも、介入することができ
る149。
　この問題は、保証契約のもとでは生じうるものでなはいと理解される
べきである。なぜなら、保証契約は信用契約 credit agreements には含
まれないからである。この点は、現在も議論の余地があるが Paragon 
Mortgages Ltd v Hyah, 29th November 2010において Pelling 裁判官が
保証契約への適用を否定しているところであり150、私は、Pelling 裁判官
の判断を支持する151。」

　上記判決によれば、不公正な関係とは、信用契約の当事者間に生じる
ことを前提とし、これに関連する保証契約当事者間の関係性を対象とす
るものではないとの見解が示されている。このような見解は、法改正の
趣旨にも合致しているといえよう。すなわち、改正消費者信用法に関す
る Explanatory Notes によれば152、140A 条の趣旨は、信用契約、あるい
は、関連契約を伴う信用契約における債権者と債務者の関係が、債務者
にとって不公正であると裁判所が認める場合に、裁判所に140B 条に定
める命令権を付与することにある。したがって、140A 条の規定は、不

149 at [52]. 
150 Pelling 裁判官は、保証契約への140Ａ条適用を否定する理由については明
らかにしていない。
151 at [53]. 
152 Consumer Credit Act 2006 -Explanatory Notes には、2006年改正の法案導
入から制定までの経緯が記されている。
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公正な関係とは「信用契約あるいは関連契約を伴った信用契約の当事者
間」に生ずるものであることを想定しており、上記判断のように、保証
契約をはじめとする関連契約自体の債権者債務者間は、不公正な関係か
否かが問われる関係には該当しないといえる。
　この点に関しては、判旨のとおり保証契約が「信用契約」ではないこ
とは勿論のことであるが、債権者と債務者間の関係よりもむしろ、債権
者と保証人の関係に焦点をあてることにより不公正性を正確に判断する
ことが可能となるとの指摘がなされていた。保証契約の内容ないし強制
の態様によって、主たる信用契約における主債務者と債権者との関係が
不公正になることもあり、そのようなケースでは主債務者のみならず保
証人にも140A 条と140B 条により訴える権利が認められるべきであると
するのである153。
　2006年改正は、「関連契約」の概念を明確に定めることにより、この
ような学説の見解に条文上の根拠を与えたものといえる。すなわち、
140A 条１項は、「関連契約」のひとつとして「担保」を列挙し、これに
保証契約が含まれることを明らかにした。これにより、裁判所が不公正
判断を行う際には、信用契約とは別個に、保証契約自体の内容及び契約
締結の諸事情を考慮することができ、保証契約のような関連契約におけ
る不公正な事由が、信用契約そのものの「不公正な関係」の認定に反映
されることが明確化にされたといえる。

第４節　まとめ

　ここで、保証契約に関する制定法の状況をまとめることとしたい。
　まず、保証の強制要件としての「要式性」は、ある一定の保証人を保
護すべきであるという理念のもとに立法化されてきたものであるが、そ
の射程と意義については以下のようにまとめることができる。
　1644年詐欺防止法４条は、保証の強制の要件として、契約書面の提出
が必要であることを規定した。４条の目的は、保証責任を書面の存在に
より明らかにすることを通じ、契約に関して無知な消費者保証人を保護

153 supra note 105, p. 685.
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すること、そして、訴訟上、保証契約の成否や内容についての判断を回
避することにある。４条は、形式上、全ての保証契約に適用されること
となっているため、保証人が経営に通じている個人、あるいは、専門的
な知識を有する企業である場合にも、契約書が存在しない限りは、保証
責任を強制されないとの判決が示されている。このように、経営者等も
要式性の不備を理由に責任を免れうるという点については、消極的な評
価がなされている。しかし、これらのケースにおいても、なお、訴訟に
おける立証、及び判断の困難性を回避するという４条の意義が認められ
ることは否定されていない。学説上、４条は不用意な訴訟を回避すると
いう意味で、「訴訟に対する予防機能」を有すると評されている154。
　契約書面の作成時期について、実務的観点からは、契約締結時に債権
者側が保証契約書を注意深く作成し、責任範囲を明確にしておくことが
重要との指摘がなされている155。しかし法律上、書面証拠は、強制要件
として訴訟時に存在すれば足り、契約締結時に作成されていることは要
求されていない。したがって、契約締結プロセスにおける保証人への「注
意喚起」という保護目的との関係では、４条の定める要式性では不十分
であるといえる。
　これに対し、1974年消費者信用法は、その起草段階において保証人に
なろうとする者に対する保証責任の内容についての注意喚起の必要性が
明示され、この目的が規定内容に反映されている。すなわち、同法は、
契約締結の時点における担保証書の作成と保証人への交付をいう情報提
供義務を定めており、「警告機能 cautionary function」を有するものと
位置づけられている156。
　つぎに、保証契約の内容及び保証債権者の対応の不公正が法的な規制
の対象となりつつある。1974年消費者信用法では、裁判所により、信用
取引が暴利的取引であると判断された場合には、契約上の義務の全部ま
たは一部が無効とされることが定められていた。1974年法では、暴利性
判断の考慮要素が非常に広範に列挙されているため、保証契約の不当性

154 Ewan McKendrick, Contract Law 10th ed., 2013, p. 63.
155 supra note 95, p. 9.
156 supra note 154, p. 63.
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も一事由として考慮される可能性があった（1974年法138条第４項（ａ））、
138条第５項）。しかしながら、条文上、価値の客観性が保たれている物
的担保を前提としているようでもあり、保証契約を暴利性判断の考慮事
由とすることの根拠は明確ではなかったといえよう。
　これに対し、2006年改正では、「関連契約」の定義が明確に定められ、
これに保証契約も含まれることが明示された（140C条 (4) (c)、140C条 
(6)）。これにより、信用契約のみならず、保証契約を含む「関連契約」自
体の契約内容、及び債権者の契約締結過程や権利行使における態様も、
信用契約の不公正判断に反映されることが明確化された。
　複雑化したクレジット取引の発展を背景に、1974年消費者信用法は、
消費者と同様に保証人の保護を図る必要性を掲げ、要式性及び情報提供
義務規定を通じて、契約に対する保証人の認識を促進する方策を設けた
という意義を有する。
　ただし、同法の適用は、主として２万５千ポンド以下の小口の信用供
与のための保証契約に限られており、２万５千ポンドを超える事業融資
のための保証人については、たとえその保証人が無知な消費者であると
しても同法の保護の対象にはならない157。また、２万５千ポンド以下の
保証契約については、詐欺防止法４条及び消費者信用法の規制対象とな
るが、これらの法律は、要式性ないしは契約書の提供という手法に限定
されており、保証契約締結までのプロセスに生じる構造上の不均衡に対
する方策としては、一定の限界が生じている。さらに、2006年の消費者
信用法改正により定められた不公正な関係規定において、条文上は、保
証契約上の不公正事由が信用契約の規制へと反映されうることとなった
が、未だその運用実態は明らかではない。

157 本稿第３章で検討する判例は、いずれも1974年消費者信用法制定以降に、
保証人の救済の可否が争われたものであるが、全ての事案において事業融資額
は２万５千ポンドを超えている。このうち、Royal Bank of Scotland v Etridge 
and other appeals [2001] UKHL 44, [2001] 4 All ER449, [2001] 3 WLR 1021, [2002] 
1 Lloyd's Rep 343, [2001] 3 FCR 481, [2001] 2 FLR 1364, [2001] Fam Law 880, 
[2001] 43 EG 184．では、８件の配偶者保証の効力が争われ、このうち、７件は、
10万ポンドを超える事業融資のために保証契約が締結されている。そのため、
要式性による救済は及ばないこととなる。
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　第１章で検討した制定法における保証規律の意義と限界を踏まえ、第
２章から第４章では、判例法における保証契約の規律の状況について検
討を行う。

　【付記】本稿は、北海道大学審査博士（法学）学位論文（2017年３月23
日授与）「保証契約締結プロセスの規律－イングランドにおける信頼の
濫用法理の考察を中心に－」を加筆・修正したものである。
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第３章　違約金増減の運用実態──論理分析を中心に

　第２章は、裁判実務において違約金増減の運用実態に関する数量分析
を行ってきた。このような作業によって、違約金増減の実態運用の傾向
を明らかにした。続いて、本章は、違約金増減の運用について重要度が
高い、代表的、特殊な法的意味を有する裁判例を対象とし、その判決内
容、理由に関する詳細な分析を行い、違約金増減の運用の論理を明らか
にする。なお検討に入る前に、次の３点を説明しておきたい。
　第１に、裁判例の出所について、本章は、北大法意の判例データベー
ス、法律関係のウェブサイト、判例集に公表された裁判例を対象とする。
　第２に、検討の力点について、本章は、各裁判例において違約金責任
に焦点を当てて、法院による違約金の増減の肯定、否定の判決理由に絞っ
てその論理に詳細な分析を加えたうえで、各判決に示されている法的意
味を示しておく。
　第３に、本章は、各裁判例に扱われた法的規定の条文を本稿の参考資
料として添付する。

第１節　違約金増額の運用に関する裁判例

　以下では、違約金増額の運用を念頭においていくつか具体的な裁判例
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の検討を通して、その運用の論理を明らかにする。

１　増額肯定例
（１）運送契約の義務違反を対象とする違約金の紛争1

原告 X　大慶遊艇（深セン）有限会社
被告 Y　深セン市中海通海運有限会社

【事実の概要】
　2009年７月７日、X と Y は運航用船契約を締結した。それによれば、
Y は X が所有するヨットを自分の船に積んで深センの港から秦皇島の
港までに海運し、X が Y に契約代金を支払い、双方の権利、義務につ
いては、「国内水路貨物運送規則」に適用するとし、契約代金が13.5万元
とされていた。違約責任については、双方が新たな協議に合意する以外、
一方当事者が契約義務に違反する場合、相手方当事者に契約代金の30％
を違約金とし支払わなければならない。契約締結後、Y は X のヨット
を積んだところ、積む用の吊る鋼線が断裂したため、ヨットが船のデッ
キに墜落し、破損した。それゆえに Y が運送義務を果たすことができ
なかったため、X に大きな損失をもたらしていた。

　〈X の請求〉X は Y を被告としてヨットの保険費用、再運送費用、修
理費用および第三者とのヨット売買契約によって、代替救済方法にか
かった費用などの損失、合計297万元の損失を求めて訴訟を提起した。

　〈Y の抗弁〉Y は X がヨットの重量を自分に知らせておらず、しかも
自分が X の従業員の指示通りに操作したため、X が今回の事故に重大
な過失があることを理由に、X がすべての責任を負うべきと抗弁した。
また Y は、もし Y が違約責任を負うと判決されるとしても、賠償額が
違約金の約定に基づいて契約代金の30％（4.05万元）にとどめるべきで

1 「大慶遊艇（深セン）有限会社與深セン市中海通海運有限会社」、広東省高級
人民法院（2012）粤高法民四終字第10号判決、判決年月日2012年６月20日、出所：
広東法院網（http://www.gdcourts.gov.cn）。
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あると主張した。

一審（広州海事法院、2011年11月11日判決）
　一審の審理中、X が違約金の約定について異議を申し立て違約金の約
定が自分の損失よりも著しく低いということを理由に、自分の損失を基
準とし損失を確定するよう法院に求めた。

【判旨】
　契約法113条１項、311条、司法解釈（二）28条に基づき、① Y は X に
違約金105万元を支払え。③ X のその他の請求を棄却する。

【判決理由】
　Y は契約履行中に X のヨットを適切に積み、移動する義務を負うべ
きである。にもかかわらず、Y がその義務に違反し、しかも今回の事故
が X の過失によるためであるという主張に証拠を提供できなかったた
め、Y が違約責任を負わなければならない。

〈違約金責任〉賠償責任について、Y が、賠償責任が違約金の約定に基
づいて契約代金の30％（4.5万元）にとどめるべきと主張した。とはいえ
X は違約金の約定額が自分の損失よりも著しく低いことを理由とし自
分の損失を基準とし損失額を確定するよう法院に請求したことは、契約
法114条２項と司法解釈（二）28条による違約金の増額に関する法的規定
に該当するものであるため、法院は、違約金の増額が認められるべきで
あると判断する。具体的な賠償額について、法院は、X が事故のため生
じた修理費46.8万元、賃貸料の損失30.5万元とほかの損失28.05万元、合
計105.35万元であると認定する。

〈Y の上訴〉もし Y が損害賠償責任を負うと判決されるとしても、損
害賠償額が契約代金の30％（4.05万元）にとどまるべきである。原審が
違約金の約定額が X の損失よりも著しく低いということを理由に違約
金の約定条項の効力を否定したことは、明らかに平等自由意思の原則お
よび双方の真の意思表示に背く間違えた判断である。
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二審（広東省高級人民法院、2012年６月20日）
【判旨】
　原判決維持、上訴棄却。判決理由も原審と同様である。

○　コメント
　本件は、運送契約の義務違反を対象とする違約金の紛争であった。本
件の内容を要約すると、X は、Y が運送義務を契約通りに果たしておら
ず、自分に大きな損失をもたらしたことを理由に、自分の損失を基準と
し違約金の約定条項による賠償額よりも著しく超えた賠償額を Y に請
求した。法院が X の損害賠償請求を違約金増額請求と見なしたうえで、
違約金増額請求を認めたということである。以下では、法院による増額
の肯定の判決理由の論理と本判決の法的意味をめぐって検討する。
　第１に、本件においてなぜ法院が X の損害賠償請求（違約金増額請求）
を認めたのか。判旨による増額の肯定の判決理由に照らせば、X の損害
賠償請求（違約金増額請求）が「違約金の増額の法的規定に該当するも
のである」と示されていたため、法院が違約金の約定額を X の損失と比
較して著しく低額であることが根拠とされるであろう。また法院が X
の増額請求を認めたうえで、いくら増額をしたのかを認定する場合に、
X の損失の認定を中心としたため、法院が違約金の約定額と X の損失
を比較し、増額の可否を判断するという実質は、さらに裏付けられてい
ると解される。この意味において、第２章の第１節による違約金増額の
運用に関する裁判例群の検証に照らせば、本判決は、多数の裁判例と同
様に、法院が実損害差額主義を徹底する典型的な一例であると看取でき
る。
　第２に、本判決において法院が違約金の増額を認めることでいかなる
法的意味を有するのか。本判決において当事者による違約金の約定に照
らして、当事者が賠償額を一定額に超えさせない旨が合意されている。
換言すれば、当事者が違約金（賠償額）の最高額を明確にすることで、
違約金に責任制限機能を果たせようとする意思が含まれるであろう。こ
の点について、Y の上訴理由において「（原審）が違約金の約定条項の効
力を否定したことは、明らかに平等自由意思の原則および双方の真の意
思表示に背く」といった主張に鑑みると、そのような意思が裏付けられ
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ていると思われる。とはいえ、法院が違約金の約定額による責任制限機
能に拘らず、一審、二審は、いずれも Y の抗弁と上訴をそれぞれ棄却し、
依然として違約金増額の請求を支持した。この意味において、本判決に
示されている論理に照らせば、本件は、法院が違約金の増額を認めたこ
とで、違約金による責任制限機能を失わせたのみならず、当事者の意思
自治の理念がまったく配慮されていない典型的な一例であると評価でき
る。

（２）不動産の引渡し義務の不履行を対象とする遅延違約金の紛争2

原告 X　区文娟、韓永杰
被告 Y　山東天和兄弟房地産開発有限会社

【事実の概要】
　2009年３月12日、X と Y は分譲住宅売買契約を締結した。それによ
れば、X は Y から「珠峰雅園」８棟１ユニット18階1804室（以下は本住
宅と呼ぶ）を購入し、契約代金が25.97万元とされていた。X の違約責任
については、X が2009年３月12日、頭金12万元、2009年３月18日1.47万元、
残金を住宅ローンで Y に支払うとされ、X が期間通りに契約代金を Y
に支払わない場合、１日遅延するごとに未払い代金の0.25‰を違約金と
し Y に支払わなければならない。30日遅延すると、Y が契約を解除す
ることでき、また X が契約代金総額の10％を賠償金とし Y に支払わな
ければならない。Y の違約責任については、Y が2009年10月31日までに
X に本住宅を引き渡すとされ、Y が期間通りに本住宅を引き渡さない場
合、１日遅延するごとに支払い済み代金の0.001‰を違約金とし X に支
払わなければならない。365日遅延すると、Y が契約代金総額の0.002‰
を違約金とし X に支払わなければならず、また X が契約の継続履行を
求めることができる。契約締結後、X が Y に契約代金25.97万元を支払っ
たが、本住宅が検査に合格し、使用に交付された期間が遅れたため、Y

2 「区文娟、韓永杰與山東天和兄弟房地産開発有限会社」、山東省青島市中級人
民法院（2011）青民一終字第1225号判決、判決年月日2011年５月20日、出所：
北大法意。
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が X に本住宅を引き渡すことに遅延した。

〈X の請求〉X は Y を被告として Y が本住宅を引き渡すことに遅延し
たため、自分が違約金増額を請求する権利があることを理由に、違約金
の約定計算基準を「１日遅延するごとに支払い済み代金の0.25‰」まで
に引き上げるよう、違約金2.34万元を求めて訴訟を提起した。

〈Y の抗弁〉Y は X の違約金の計算基準が事実と法的根拠がないこと
を理由とし、抗弁した。

一審（山東省膠南市人民法院、判決年月日不明）
【判旨】
　民法通則106条１項、契約法114条１項、２項、民事訴訟法64条に基づ
き、① Y は X に違約金6284元を支払え、② X の他の請求を棄却する。

【判決理由】
　X が契約代金の支払い義務を履行したが、Y が期間通りに不動産の引
渡し義務を果たさず、本住宅の引渡しに242日遅延したため、遅延違約
責任を負わなければならない。

〈違約金責任〉X が違約金の約定計算基準が著しく低いことを理由に、
「１日遅延するごとに支払い済み代金の0.25‰」を基準とし、違約金をあ
らためて計算するよう請求することについて、たしかに約束された違約
金の基準が明らかに著しく低いため、法院が違約金の計算基準を違約金
の約定計算基準から「１日遅延するごとに支払い済み代金の0.01‰」ま
でに引き上げさせる。X の請求の超えた部分を支持しない。

〈Y の上訴〉Y は一審判決に不服があるとして、山東省青島市中級人民
法院に上訴した。その上訴理由については、Y が違約責任を負うと判決
されるとしても、法院が違約金の約定計算基準を「１日遅延するごとに
支払い済み代金の0.001‰」に基づき、違約金を計算しなければならない。
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二審（山東省青島市中級人民法院、2011年５月20日）
【判旨】
　原判決維持、上訴棄却

【判決理由】
〈違約金責任〉違約金の約定計算基準については、Y が契約義務の履行
に遅延する場合、違約金の約定計算基準を「１日遅延するごとに支払い
済み代金の0.001‰」と約定されているの対して、X が契約義務の履行に
遅延する場合、違約金の約定計算基準を「１日遅延するごとに未払い代
金の0.25‰」と約定ささているのは、X にとって明らかに公平を失する。
しかも「１日遅延するごとに支払った代金の0.001‰」の約定計算基準に
基づき、Y が負担する違約金を計算すると、X の経済損失の填補にも相
当足りないため、原審が Y が負担する違約金の約定計算基準を「１日遅
延するごとに支払い済み代金の0.01‰」までに適当に引き上げたことは、
維持されなければならない。

○　コメント
　本件は、不動産の引渡し義務の不履行を対象とする遅延違約金の紛争
であった。本件の内容を要約すると、X は、Y が期間通りに不動産を引
き渡さなかったため、違約金増額を求める権利があることを理由も自分
の損失を基準とし Y が負担する違約金の約定計算基準を引き上げるよ
う求めた。法院は、Y が負担する違約金の約定計算基準を引き上げ、X
の違約金増額請求を認めたということである。以下では、法院による増
額の肯定の判決理由の論理と本判決の法的意味をめぐって検討する。
　本件においてなぜ法院が X の増額請求を認めたのか、判旨による判
決理由に照らせば、次の２点があると思われる。
　ます、「Y が負担する違約金の約定計算基準に基づき違約金を計算す
ると、Y が X に支払う違約金が X の損失の填補にほど足りなかった」
という表現に鑑みると、法院が X の損失の認定をしたうえで、次でそ
れを違約金の約定額と比較して低額であるという判断の構造を見て取れ
る。換言すれば、法院が実損害差額主義を貫徹したことは明らかにされ
た。
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　また、法院が、当事者による違約金の約定に関心を払ったことは注目
に値する。すなわち、法院が X が負担する契約代金の未払いによる遅
延違約金の約定計算基準と Y が負担する不動産の引渡し義務の不履行
による遅延違約金の約定計算基準を対比に見た上で、両者が対等ではな
いことを「X にとって明らかに公平を失する」という結論を出して、増
額の肯定の理由としたことは重要なのである。換言すれば、このような
理由において契約締結時、違約金の約定による X と Y の違約金責任の
不対等性が改正される必要があるという旨が含まれると思われる。その
ような旨を突き詰めると、X（個人）と Y（企業）の交渉力の格差が明ら
かであるため、違約金の約定による意思決定のプロセスにおいて自律的
な自己決定が行われていないと十分に考えられる。そのため、真の意思
自治が達成されるため、当事者による違約金の約定の内容が是正されな
ければならないという意味があると解される。この意味において、本件
は、法院が実損害差額主義を根拠とするのみならず、違約金の約定にお
いて真の意思自治が達成されるか否かも考慮した一例である。
　注意しておきたいのは、第２章の第１節による違約金増額の運用に関
する裁判例群の検証に照らせば、本判決と同様な判決理由で法院が違約
金の増額を認めた裁判例は、ただの２件（増額肯定例２と６）しかなかっ
た。したがって、裁判実務において、本判決は法院が、違約金の増額の
可否を判断する場合に、違約金の約定において真の意思自治が達成され
るか否かを考慮しためずらしい一例であると評価できる。

２　増額否定例
（１）不動産の引渡し義務の不履行を対象とする遅延違約金の紛争3

原告 X　烏審旗華宇工貿有限公司
被告 Y　西安雅荷房地産開発有限公司

【事実の概要】

3 「烏審旗華宇工貿有限公司與西安雅荷房地産開発有限公司」、陝西省高級人民
法院（2011）陜民二終字第00005号判決、判決年月日2011年９月23日、出所：中
国民商法律網（http://www.civillaw.com.cn/）
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　2006年12月12日　X と Y は、２通の「分譲住宅売買契約」を締結した。
X は Y から「雅荷春天小区」２号棟１－９号商業用不動産2340平方メー
トル（以下では、本不動産と呼ぶ）を購入し、契約代金が2129.4万元とし、
支払期限が2007年２月１日とされていた。違約責任については、Y は
2007年６月30日まで検査の上、合格に使用に交付された本不動産を X
に引き渡さなければならない。さもなくば、１日遅延するごとに Y は
支払い済みの代金の0.1‰を違約金とし X に支払わなければならない。
契約締結後、X が Y に契約代金を支払った後、Y に書面で本不動産を
改造するプロジェクトを申し出たため、Y が改造プロジェクトを仕上げ
たことに一定の日にちがかかった。その後、本不動産が検査に合格し、
使用に交付された期間も遅れたため、Y が X に本住宅を引き渡すこと
に遅延した。

〈X の請求〉X は、Y が本不動産の引渡しに730日遅延し、違約金の約
定計算基準に基づき計算すると違約金が155.45万元となる一方で、本不
動産と同地域の商業用不動産の賃貸料基準（2007－2008年月の65元／平
方メートル、2009年月の賃貸料85月／平方メートル）に基づき計算する
と賃貸料損失が365.04万元となるため、違約金が賃貸料損失の填補に足
りないことを理由に、Y に本不動産の引渡し遅延による経済損失365.04
万元を求める訴訟を提起した。

〈Y の抗弁〉Y は、（１）本不動産の引渡し遅延が X の受領遅滞による
ことであるため、X に責任があったこと、（２）X の提訴が２年の訴訟
時効を超えたこと、（３）X が今までもなお本不動産を貸し出さなかっ
たため、損失がなかったことなどを理由とし抗弁した。

一審（西安市中級人民法院、2010年12月８日）
【判旨】
　契約法107条、113条、114条、「分譲住宅売買契約紛争事件の審理にお
ける法律の適用に関する若干の問題に関する解釈」（以下は「分譲住宅売
買契約解釈」と呼ぶ）16条、17条に基づき、① Y は X に本不動産の引渡
し遅延による経済損失191.65万元を支払え。② X のその他の請求を棄却
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する。

【判決理由】
　X と Y の契約は、合法有効である。Y は期限通りに本不動産を X に
引き渡さなかったため、違約責任を負わなければならない。

〈違約金責任〉Y による本不動産の引渡し遅延が、X に一定の経済的損
失をもたらしたため、X の損失について本不動産と同地域の商業用不動
産の賃貸料基準（2007－2008年月の賃貸料65元／平方メートル）に基づ
いて計算しなければならない。具体的には、X が提訴した日（2010年６
月23日）に遡って２年の訴訟時効期間内に X による損失賠償の請求を認
める。すなわち2008年６月24日から2009年７月11日（X が本不動産を引
き受けた）までの１年と18日を基準に X の損失額を計算し、191.646万
元となった。

〈X、Y の上訴〉X、Y は、いずれも一審判決に不服があるとして、陝
西省高級人民法院に上訴した。その上訴理由は、以下の通りである。

X の上訴理由
　本案の訴訟時効の起算日が2009年８月26日（本不動産の引渡しが法的
条件を備えた日、すなわち本不動産が質量安全機関に登録され、記録に
とどめた日）から計算すべきであるため、X の請求はすべて認められる
べきである。それゆえに、X は、2007年７月１日から2008年６月23まで
の経済損失の賠償を増加するよう、合計365.04万元を求めた。

Y の上訴理由
　（１）Y は X に何度も電話で本不動産を受け取るよう通知したため、
X が2007年10月14日に本不動産を受領すべきである。
　（２）経済損失に関する認定は、事実と法的根拠に足りないため、棄
却されなければならない。その理由が次の４点がある。
①�　X が Y に本不動産を改造するプロジェクトを申し出、故意に本不

動産を受領することに遅滞したため、X が2007年10月14日以後の遅延
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による経済損失を負担しなければならない。
②�　X が Y に発した通知が、訴訟時効を中断する効果を持たないため、

X の提訴が２年の訴訟時効を超えた。
③�　X が賃借人を見つからないため、法院が本不動産を受領しないリス

クを Y に帰させるべきではない。
④�　X による本不動産と同地域の商業用不動産の賃貸料基準に基づき、

遅延経済損失365.04万元の請求については、X が実際的損失に証拠を
提供しておらず、違約金の増額の法的要件が満たされていなかった。

二審（陝西省高級人民法院、2011年９月23日）
【判旨】
　一審判決の①を変更。Y は X に違約金148.8451万元を支払え。

【判決理由】
（１）X の提訴は、訴訟時効を超えたか否かについて
　X が2009年６月16日、６月29日、それぞれ Y に本不動産の引渡し義
務を果たすよう通知し、訴訟時効がそれによって中断したため、X の請
求は訴訟時効を超えていなかった。
（２）Y は、契約違反したか否かについて
　X による本不動産の改造プロジェクトの要求が、43日工期を引き延ば
し、当事者が約束した契約義務を超えたため、X が一部の本不動産の引
渡し遅延責任を負うべきである。それゆえに2007年７月１日から2009年
７月11日までに43日を差し引くと、Y が699日の引渡し遅延責任を負う
べきである。
（３�）Y は、いかにして不動産の引渡しによる遅延責任を負うべきなの

か。
①�　X は、違約金の約定額が実際の経済損失よりも低いため、「分譲住

宅売買契約解釈」17条に基づいて、違約金を同年度、同地域の商業用
不動産の賃貸料基準を基準とし増額するよう請求した。この点につい
ては、「分譲住宅売買契約解釈」17条の適用は、契約の約定において
違約金や損失賠償額に関する約定が定められていないことが前提とさ
れる。本件において X と Y が明確に本不動産の引渡し遅延による違
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約金の約定計算方法を定めたため、「分譲住宅売買契約解釈」17条は
適用されない。

②�　X は、本不動産の約定した引渡し日から実際の引渡し日までに本不
動産を貸し出していなかっただけではなく、その実際的損失について
相応する証拠も提供していなかった。しかも本不動産の引渡し遅延に
よる損失の拡大について X もある程度の責任を負わなければならな
い。それゆえに、契約に約定される本不動産の引渡し遅延を対象とす
る違約金の約定計算方法に基づき、賠償額を確定しなければならない。

【法官による評釈】
　法院が違約金を増減するか否か、如何にして違約金を増減するのかに
ついて、裁判実務において論争が大きい一つのテーマである。本件は、
法院が違約金を増額すべきかどうかを焦点とする典型的な案例である。
換言すれば、本件に関する焦点が、Y が契約違反を構成した場合、法院
が X の違約金の増額請求を認めるべきかどうかということである。こ
の点について、次のように説明する。
　中国契約法において契約自由という原則が定められている。とはいえ、
契約自由が絶対的なものではなく、契約正義による制限を受けなければ
ならない。本件において、X が違約金が著しく低いことを理由に違約金
の増額を求めようとすれば、X は、まず自分の損失が違約金の約定額と
比較して、それよりも高額の損失があることと、損失と契約違反行為と
の間に因果関係について証明責任を果たさなければならない。とはいえ、
実際には、X は、自分が改めてほかの不動産を賃借したことでもたらし
た賃貸料損失や、本不動産を貸し出せることで、もらえるであろう賃貸
料損失について証明責任を果たせなかった。X が自分の損失に証明責任
を果たせない場合、法院は、X が契約履行において本不動産の改造プロ
ジェクトを要求したため、本不動産の引渡し遅延による損失の拡大にあ
る程度で責任を負ったことと、X が本不動産を経営する自体に商業リス
クも抱えることを理由に、違約金の増額を認めるべきではないと判断し
た。このような判断こそが、最大の限度で契約法による公平と正義の理
念を実現するものである。
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○　コメント
　本件は、中国地方の高級人民法院の法官が判決した、しかも法官によ
る評釈付きの違約金増額の運用に関する重要度が高い一例である。本件
の内容を要約すると、X は、Y が期間通りに不動産を引き渡さなくて自
分に大きな賃貸料損失をもたらしたため、違約金の約定計算基準を超え
た賃貸料の相場基準に基づき賠償額を計算するよう求めた。法院が X
の賠償請求（違約金増額請求）を認めなかったということである。違約
金の増額の可否に関する判決理由のほか、法官による評釈は注目に値す
る。以下では、法院による増額の否定の判決理由の論理と本判決の法的
意味をめぐって検討する。
　第１に、判旨よる増額の否定の判決理由に照らせば、「X が実際的損
失について証拠を提供していなかった」という表現に鑑みると、法院が
X の損失があるか否か、いくらあるのかという認定を行うことは明らか
である。この点について、法院による評釈において X が自分の賃貸料
損失に証拠を出せなければならないといった指摘は、このような旨を裏
付けることができる。換言すれば、法院がまず、X の損失の認定を行い、
それを違約金の約定額と比較して低額であるかどうかを増額の可否の理
由とするのは伺われる。この意味において、本判決において法院が実損
害差額主義を貫徹していると解される。
　第２に、判旨よる増額の否定の判決理由に照らせば、「引渡し遅延に
よる損失の拡大について X もある程度の責任を負わなければならない」
という表現についての法院による評釈に鑑みると、X が Y の本不動産
の引渡し遅延責任に過失も寄与していたことと、X が商業リストを引き
受けなければならないといった指摘が呈されている。このような指摘を
検討すると、X の過失寄与、違約金の約定時において X の商人主体と
しての地位への考慮も示されているであろう。換言すれば、本件の判決
理由に直接に言及されていないが、法院による評釈に照らせば、当事者
の非難可能性と、違約金の約定において当事者の交渉地位による意思決
定の真実性の有無といった隠れた理由が示されていると解される。
　第３に、上記の２点を踏まえて、本判決の法的意味をどのようにして
捉えるのか。この点について、法院による評釈に照らせば、「本件によ
る法院の判断は、最大の限度で契約法による公平と正義の理念を実現す
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るものである。」という評価が付けられている。この「契約法による公平
と正義の理念」は、法院による増額の可否の判断において、債権者の実
損害の重視のみで足りず、当事者の非難可能性の考慮、当事者の意思自
治の尊重も求められるという論理であると看取できる。とはいえ、この
ような論理は、法的規定、通説による実損害差額主義の立場と離れたも
のというだけではなく、第２章の第１節による違約金増額の運用に関す
る裁判例群の検証に照らせば、このような論理を通した裁判例が、15％

（46件のうち、７件）しかいなかったため、裁判実務の傾向とも合わな
いものである。この意味において、本判決は裁判実務において少数例で
あるとしか評価できない。

第２節　違約金減額の運用に関する裁判例

　以上では、違約金増額の運用においていくつか具体的な裁判例の検討
を通して、違約金増額の運用の論理を明らかにした。以下では、違約金
減額の運用を念頭においていくつか具体的な裁判例の検討を通して、そ
の運用の論理を明らかにする。

１　減額肯定例
（１）契約代金の未払いを対象とする遅延違約金の紛争4

原告 X　広東中原地産代理有限会社
被告 Y　馬嘉亮
第三者 Z　黄志全、梁暁婷

【事実の概要】
　2009年８月13日、X（仲介者）と Y（買主）および Z（売主）は不動産
売買契約を締結した。契約の仲介部分によれば、X が Y と Z の不動産
売買契約の締結に斡旋することで、Y が本契約締結の当日に X に仲介
サービス代金を支払い、支払いに遅延する場合、１日ごとに仲介サービ

4 「広東中原地産代理有限会社與馬嘉亮」、広州市天河区人民法院（2010）天法
民初字第656号判決、判決年月日2010年４月７日、出所：北大法意。
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ス代金の１％を基準とする遅延違約金を Y に支払わなければならない。
また本契約締結の当日に X と Y は新たに「諮問サービス確認書」を締結
し、不動産売買契約の仲介サービス代金を1.86万元と合意した。契約締
結後、Y と Z が契約履行にトラブルが発生したため、Y が X に仲介サー
ビス料を支払っていなかった。

〈X の請求〉X は Y を被告として仲介サービス料1.86万元と1.86万元を
基数とし、起訴日から支払いが完済されるまで１日ごとに１％を基準と
する遅延違約金を求めて訴訟を提起した。

〈Y の抗弁〉Y は自分が Z との訴訟が進んでいるため、Z との訴訟が終
わる前に法院が本訴を中止すべきと抗弁する。また Y は、Y が契約違
反であったと認定されるとしても、Y の違約行為が X に実際的損失を
もたらしていなかったため、違約金を減額するよう求めた。

一審（広州市天河区人民法院、2010年４月７日）
【判旨】
　契約法５条、60条１項、107条、114条、420条、426条、司法解釈（二）
29条、民事訴訟法13条、64条に基づき、①、Y は X に仲介サービス代
金1.86万元を支払え。②、Y は X に遅延違約金（1.86万元を基数とし、
中国人民銀行が定めた金融機構による遅延貸付利率を基準とし2010年２
月８日から支払いが完済されるまで）を支払え。

【判決理由】
　本不動産売買契約が X と Y と Z の間に三つの法律関係に関わってい
るが、本院が契約の中の X と Y の仲介契約部分のみを取り上げる。仲
介契約の部分が X と Y の真の意思表示であり、双方に法的拘束力があ
る。Y が仲介サービス代金を支払わなかった行為が契約違反を構成した
ため、違約責任を負わなければならない。Y と Z の訴訟が別の法律問
題であり、本訴に影響が及ばないため、Y の抗弁を認めない。

〈違約金責任〉Y が違約金の約定計算基準（未払い契約代金の１％）が
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著しく高いことを理由に違約金の減額を請求することについて、X が自
分の損失に挙証できなかったが、日常の生活経験法則に基づき、Y が仲
介サービス料の支払いに遅延したことによって、X にもたらした損失が
主に遅延利息損失である。それゆえに、「１日ごとに仲介サービス料の
１％を基準とする」という違約金約定計算基準に基づいて計算する額が
遅延利息損失の130％を超えたため、著しく高いと認定されなければな
らない。したがって、法院は、違約金の計算基準を、約定計算基準から
銀行の同期遅延貸付利率までと切り下げると認定する。

○　コメント
　本件は、契約代金の支払いを対象とする遅延違約金の紛争であった。
本件の内容を要約すると、X は、Y が仲介サービス代金を支払っていな
かったため、違約金の約定計算基準に基づき違約金を求めた。Y が自分
の違約行為が X に損失をもたらしていなかったことを理由とし、違約
金の減額を請求した。法院が Y の減額請求を認めたということである。
本件の事実関係を見ると、本件がごく普通の金銭債務を対象とする遅延
違約金の紛争であったが、法院による減額の肯定の判決理由に鑑みると、
本件が金銭債務を対象とする遅延違約金の紛争の場合において法院が如
何にして違約金の減額問題を扱うのかに関する代表的な裁判例であると
思われる。以下では、法院による減額の肯定の判決理由の論理と本判決
の法的意味をめぐって検討する。
　本判決においてなぜ法院が Y の違約金の減額請求を認めたのか、判
旨による減額の肯定の判決理由に照らせば、「X が自分の損失に挙証で
きなかった」という表現に鑑みると、法院が損失に関する挙証責任を X
に求めることは、X の損失の認定の一環として捉えられる。それゆえに、
本判決が法院が実損害差額主義を徹底するものであることには明らかで
ある。とはいえ、その認定において注目に値する点がある。すなわち、
X が挙証責任を果たせない場合、法院が「日常の生活経験法則」に基づ
き、X の損失を「遅延利息損失」と認定し、それを違約金の約定計算基
準と比較していることが重要なことであると思われる。これによって本
判決は、次の２つの要点を示していた。一つは、金銭債務を対象とする
遅延違約金の場合、X が損失に挙証しなくとも、法院が X の損失を客
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観的に法定遅延利息損失と認定することは一般的である。二つは、金銭
債務を対象とする遅延違約金の場合、「著しく高いか否か」に関する認
定について、法院が違約金の約定額（約定計算基準に基づいて計算する
額）を法定貸付遅延利息損失の1.3倍と比較して高額であるか否かを根拠
として判断していると見て取れる。換言すれば、金銭債務を対象とする
遅延違約金の場合、法院が X の損失の認定の段階において、X に自身
の損失を証明することを求める必要はない。法院は、その代わりとして、
違約金の約定計算基準が法定遅延貸付利率の1.3倍よりも高いものであ
れば、違約金の減額を認めるという判断基準を採用しており、そして、
その判断基準は一般化し得るものであると解される。このような判断基
準に従えば、金銭債務を対象とする遅延違約金の紛争において、X が損
失についての挙証責任を果せなくとも、法院が X の損失を法定貸付遅
延利息損失と認定することで、より簡単に違約金の約定額との比較を行
うことができると看取できる。
　以上の検討を踏まえて、第２章の第２節による違約金減額の運用に関
する裁判例群の検証に照らせば、紛争の違約金類型において最も多かっ
たタイプは、金銭債務の不履行を対象とする遅延違約金の紛争である。
こられの裁判例は、いずれも本判決に示されている判断構造に従い、違
約金の減額の可否を判断しているものである。この意味において本稿は
この本判決を挙げたことは、決して本判決が特殊のものではなく、むし
ろ裁判実務において法院が実損害差額主義を徹底する代表的な裁判例と
して取り上げる意味を有すると思われる。

（２）契約代金の未払いを対象する解約違約金の紛争5

原告 X　北京双利達物流有限会社
被告 Y　魯昌順（北京）商貿有限会社

【事実の概要】
　2007年６月12日、X と Y は、X が自己所有の小さい貨車と大きい貨

5 国家法官学院・中国人民大学法学院編『中国審判案例要覧』（2008年民事審判
案例巻）（中国人民大学出版社、人民法院出版社・2009年）10 ～ 17頁参照。
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車の合計18台を Y に販売し、売買代金を62万元とする中古車の売買契
約を締結した。それによれば、Y は契約締結時に、手付け１万元と小さ
い貨車の代金18.6万元を X に支払い、６月22日までに残る大きい貨車の
代金43万元を支払うこととされていた。また、違約責任によれば、小さ
い貨車と大きい貨車の売買は一体となる。もし小さい貨車の支払いが終
わり、またその引渡しの手続きが済んだ後に、Y が大きい貨車の代金を
支払わない場合、X は契約を解除することができる。その場合、X は Y
から支払いの済んだ手付けと小さい貨車の代金を Y に返還する必要は
ないと同時に、Y は引き渡された小さい貨車を X に返還しなければな
らない。もし小さい貨車を返還されない場合、Y が小さい貨車の代金を

「賠償金」として X に賠償しなければならない。契約締結の当日、Y が
X に小さい貨車の代金18.6万元と手付け１万元を支払った後、X と Y が
小さい貨車の取引を完成したが、６月22日までに Y は X に残る大きい
貨車の代金43万元をずっと支払わなかった。

〈X の請求〉X は Y を被告として、契約の解除、車両運休の損失８万
元および違約金18.6万元の支払いを求めて訴訟を提起した。

〈Y の抗弁〉Y は契約の解除に同意したが、違約責任について手付けと
違約金が選択的な適用関係となるため、X が手付けを返還しない以上、
違約金を求める権利がないと抗弁した。また、Y は、法院が違約金請求
を認めるとしても、その違約金が X の実際的損失に限らなければなら
ないことを理由に、違約金を減額するよう求めた。

一審（北京市豊台区人民法院、判決年月日不明）
【判旨】
　契約法93条第１項、107条、114条２項、116条に基づき、① X と Y の
契約解除を認める。② Y は X に違約金17.6万元を支払え。③ X と Y の
その他の請求を棄却する。

【判決理由】
　Y は契約に違反したため、違約責任を負わなければならない。それゆ
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えに、X による契約解除の請求を認める。

〈違約金責任〉法的規定に照らして、本契約による１万元の手付け条項
と18.6万元の違約金条項が同時に約定される場合、選択的な適用関係と
ならなければならない。法院の釈明を経て、X が違約金条項を選択し
18.6万元の違約金を求めたため、X による違約金請求を認めなければな
らない。１万元の手付けについては、X が Y に返還しなければならな
いが、Y が負担すべき18.6万元の違約金から１万元を差し引くと、Y が
X に違約金17.6万元を支払うことになる。

〈Y の上訴〉Y は一審判決に不服があるとして、北京市第二中級人民法
院に上訴した。その理由は以下の通りである。X は大きい貨車を改装し
たことによって、大きい貨車が契約による売買標的物の基準に達しなく
なる。それゆえに、法院が大きい貨車の売買に関する契約部分を無効と
すべきである（契約の一部無効）。このような場合、X が先に契約に違
反したため、違約責任を負わなければならない。また、X が実際的損失
に証拠を提供していなかったにもかかわらず、法院が Y に高額な違約
金の支払いを命じたことは民法の補償原則に違反したことになる。

二審（北京市第二中級人民法院、裁判年月日2007年11月21日）
【判旨】
　一審判決の①、③を維持、②を破棄。Y が X に違約金５万元を支払え。

【判決理由】
〈違約金責任〉違約金責任については、契約114条２項に照らして、法
院は、X が車両を改造し、ある程度の過失があったことに鑑み、違約金
を６万元と斟酌する。それゆえに、６万元の違約金から手付け１万元を
差し引いて Y が X に違約金５万元を支払うべきである。

【法官による評釈】
　本判決の違約金責任の部分について、判決を下した法官が次のように
解説している。
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　法院が違約金を X の損失と比較して著しく高いか否か、またいくら
減額するのかを判断する場合には、法院が一連の要素を考慮する必要が
ある。基礎かつ核心的な要素は X の損失である。それと同時に、契約
当事者の故意・過失の度合い、契約の一部履行といった要素も見過ごさ
れてはならない。
　本判決において法院は、違約金の減額を認め、その額を６万元と斟酌
したことは、合理的な判断である。法院は、違約金を適当に減額するこ
とで、X の損失を填補しただけではなく、X の過失の度合いが重かった
ため、X を制裁する目的も達成したのである。本判決は、違約金減額の
趣旨に適合する一例である。

○　コメント
　本件は、中国審判案例要覧に掲載されている違約金減額の運用に関す
る重要度が高い一例である。本件の内容を要約すると、X は、Y が期間
通りに契約代金を支払わなかったため、契約を解除し、解約違約金を求
めた。Y は、X も契約違反に過失があることと、X が損失に挙証できな
かったことを理由に、違約金減額を請求した。一審が Y の違約金の減
額請求を認めず、違約金の約定通りに Y に違約金の支払いを命じたが、
二審が Y の違約金の減額請求を認めたということである。以下では、
法院による減額の肯定の判決理由の論理と本判決の法的意味をめぐって
検討する。
　本判決においてなぜ二審が Y の減額請求を認めたのか、判旨による
減額の肯定の判決理由に照らせば、次のような２点がある。
　第１に、法院の判決理由および法官による評釈に鑑みると、減額の可
否の判断において基礎かつ核心的な要素は X の損失の認定ということ
ははっきりと示されている。この意味において、本判決において法院が
実損害差額主義を根拠としていると解される。
　第２に、判決理由において、法院が X の損失を認定したほか、「X が
車両を改造し、ある程度の過失があったことに鑑み」という表現に鑑み
ると、X が契約の履行の過程に寄与過失があったことは、注目に値する
ところである。もっとも、X の寄与過失という事由が、違約金の減額の
可否の判断理由とされるのか、もしくは違約金がいくら減額されるべき
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なのかという計算理由とされるのかについて、本判決においてはっきり
とは示されていない。この点について、本判決を下した法官による解説
に照らせば、当事者の過失の度合いという要素は、違約金を減額するか
否か（判断理由）といくら減額するのか（計算理由）の両方に役割を果し
ているという指摘があったため、少なくとも、本判決は、法院が違約金
の減額の可否を判断する場合、X の寄与過失という事由を考慮したと読
み取れるであろう。この意味において、本判決は、法院が実損害差額主
義を根拠とするのみならず、当事者の非難可能性という要素を視野に入
れた特徴的な一例であると解される。
　他方、裁判実務において本判決のように、法院が当事者の非難可能性
を考慮した裁判例は、ごく少数例である。第２章の第２節による違約金
減額の運用に関する裁判例群の検証に照らせば、わずか８％の裁判例

（149件のうち、12件）しかなかった。この意味において、本判決は、法
院が実損害差額主義を根拠とする同時に、当事者の非難可能性を考量し
ためずらしい一例であると評価できる。

（３）請負義務の不履行を対象とする遅延違約金の紛争6

原告 X　青島偉信建設工程有限公司
被告 Y　青島正泰鍋炉有限公司

【事実の概要】
　2000年４月４日、X と Y は建設工事施工契約を締結した。それによ
れば、X は Y のオフィスビル建築工事を請け負い、着工期日は2000年
４月４日、竣工期日は同年８月４日、工事期間は合計120日とされ、契
約の価額は66万元と見積もられた。また、違約責任によれば、工事が遅
延した場合、完成が１日遅れるごとに工事代金の0.2‰を違約金が発生
することになっていた（当該条項はその後５‰に変更された）。2000年
12月20日、X が工事を完成させ、Y が検査のうえ引き渡しを受けた。そ
こで、X、Y は報告書に工事の着工期日は2000年３月30日、竣工期日は

6 江必新『全国法院再審典型案例評注［上］』（中国法制出版社、2010年）156 ～
162頁参照。
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同年12月20日であると記入した。

〈X の請求〉X は Y を被告として工事代金58万元を支払うよう求めて
訴訟を提起した。

〈Y は反訴〉X の工事の完成が遅れたことを理由とし、違約金50万元の
支払いと1.5万元の損害賠償を求めた。

一審（山東省平度市人民法院、判決年月日不明）
　一審の審理中、X と Y が協議のうえ中国建設銀行青島分行価額部門
に価額鑑定を依頼したところ、工事代金は51.1万元であるとされた。そ
の結果、Y は X にすでに41.8万元を支払っており、10.3万元の支払いを
済ませていないこととなった。また、X と Y は別の契約を締結し、工
事に関する他の代金は27.7万元であると合意し、Y は X にすでに19.9万
元を支払い、7.8万元を支払いを済ませていないこととされた。

【判旨】
　① Y は X に対していまだ支払っていない工事代金10.3万元と工事に
関する他の代金7.8万元を支払え。② X のその他の請求を棄却する。③
Y の反訴を棄却する。

【判決理由】
　工事の完成は実際には75日が遅延したが、これは Y が一部分の工事
を他の会社に請け負わせ、しかも当該一部分の工事に変更を行わせたこ
とが理由である。それゆえに、工事の完成の遅延の責任を X は負わない。
Y の反訴を棄却すべきである。

〈Y の上訴〉Y は一審判決に不服があるとして、山東省青島市中級人民
法院に上訴した。

二審（山東省青島市中級人民法院、判決年月日不明）
【判旨】
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　一審判決の①と②を維持、③を破棄。X は Y に違約金20.4万元を支払
え。X は Y に4600元の損害賠償を支払え。

【判決理由】
　工事の完成は排水の期間を除くと実際には80日遅延したため、X は違
約責任を負わなければならない。

〈違約金責任〉工事の遅延は工事の変更とは関係がなく、しかも、X の
工事の遅延により Y が工事の一部分を他の会社に請け負わせたことを
X は知っているべきであるが、異議を申し立てていない。それゆえに、
X は Y に違約金20.4万元（51.1万元×５‰×80日）を支払わなければな
らない。

〈検察院の抗訴〉山東省人民検察院が二審判決に抗訴し、その理由は、
以下の通りである。すなわち二審判決には工事の完成の遅延を理由とし
て X が違約責任を負う主要な証拠が足りない。

再審①（山東省青島市中級人民法院、2008年２月13日）
【判旨】
　二審判決を維持したが、違約金に関する部分のみを変更。X は Y に
違約金9800元を支払え。

【判決理由】
　工事の完成は排水の期間を除くと実際には96日遅延したため、X は違
約責任を負わなければならない（二審の判決理由と同じ）。それゆえに、
検察院の抗訴意見は成り立たない。

〈違約金責任〉違約金について、Y の主張する損失は8000元であるた
め、仮に工事代金の５‰で違約金を計算すると、違約金は24.6万元（51.1
万元×５‰×96日）となり、Y の被った損失に比較して著しく高いこと
になる。したがって、X による違約金減額請求を認めさせなければなら
ない。工事の完成が予定より早まった場合のボーナスが工事代金の0.2‰
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であることに鑑み、違約金もこの計算基準で計算すれば、9800元（51.1
万元×0.2‰×96日）となり、Y が主張した損失にも相当する。それゆえ
に、X は Y に工事代金の0.2‰を基準とし遅延日にちにより違約金を支
払わなければならない。

〈Y の再審申請〉二審判決は X の違約責任の判断に関する事実認定が
曖昧であり、法律の適用を間違っている。違約金の約定計算基準は工事
代金の５‰を基準とするのが当事者双方の真の意思表示であるため、そ
れに基づいて判決を変更するよう法院に再審を申し立てた。

〈X の答弁〉Y が X の同意を得ることなく勝手に違約金の約定計算基
準を工事代金の0.2‰から５‰に変更したのであり、証拠にはならない。
それゆえに、Y の請求は棄却されなければならない。

再審②（山東省高級人民法院、判決年月日不明）
【判旨】
　二審の再審判決を維持したが、違約金に関する部分のみを変更。X は
Y に違約金12.3万元を支払え。

【判決理由】
〈違約金責任〉違約金について、関連法律規定によれば、人民法院は当
事者の約定した違約金を増減することができる。本件の実際的な状況に
鑑みると、X は施工のために大量の人力、物力を投じ、Y はすでに相応
の利益を取得した。仮に工事代金の５‰を基準とし違約金を X に負担
させるならば、明らかに Y の損失と比較しても著しく高いことになり

（工事代金の約半分）、両当事者による契約締結時の意思に背き、明らか
に公平を欠くことになる。それゆえに、民法通則の公平責任に鑑みると、
当事者双方が約束した違約金計算基準を工事代金の５‰から工事代金
2.5‰に変更することが、当事者双方にとって公平かつ合理的であり、
しかも本件の実際の状況に符合している。

【法官による評釈】



中国法における裁判所による違約金増減の運用と理念（３）

［116］北法69（2・375）581

　本判決における違約金責任に関する判決部分について、判決を下した
法官は、次のように解説している。
　本件において、違約金責任について仮に違約金の約定による工事代金
の５‰を計算基準とする違約金を X に負わせるならば、工事代金の約
50％になってしまう。X がすでに大量の労務を提供し、しかも Y が相
応の利益を獲得したことに鑑みると、X が支払うべき違約金は著しく Y
の損失を超え、両当事者による契約締結時の意思に背き、明らかに公平
を失することにもなる。他方、二審の再審では違約金の約定計算基準を
工事代金の0.2‰に変更されたが、明らかに違約金の約定および Y の反
訴に符合しない。X の違約金の減額請求に基づき契約法114条２項に照
らして人民法院が公平原則に基づいて違約金の計算基準を工事代金の
５‰から工事代金の2.5‰へと減額したことが、情に適い、理に適い、
違約行為を処罰したのみならず、権利の濫用をも制限し、違約金の減額
に関する正しい適用である。

○　コメント
　本件は、中国再審案例の中に選ばれた、しかも評釈付きの違約金減額
の運用に関する重要度が高い一例である。本件の内容を要約すると、X
は、Y が期間通りに契約代金の支払いを済ましていなかったため、Y に
契約代金の支払いを求めた。Y が X が請負義務の履行に遅延したこと
を理由に反訴し、遅延違約金を求めた。Y の違約金請求に対して、X が
違約金の減額を申請した。本件が四段階の審理を経て決着が付けられた。
一審では、法院が Y の反訴を棄却したが、二審では、法院が Y の反訴
を容認し違約金の約定計算基準通りに X に違約金を負わせた。二回の
再審では、法院がいずれも Y の違約金の減額請求を認めたということ
である。判決の焦点は、二回の再審において法院が示している異なる違
約金の減額の肯定の判決理由である。以下では、二回の再審において法
院による増額の肯定の判決理由の論理と本判決の法的意義をめぐって検
討する。
　第１に、第一回の再審においてなぜ法院が Y の減額請求を認めたの
か、判旨による減額の肯定の判決理由に照らせば、法院が、Y の損失が
いくらあるのかを認定したうえで、次で違約金の約定計算基準に基づい
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て計算した違約金が「Y の被った損失に比較して著しく高い」というこ
とを減額の肯定の理由としている。また、法院による減額の計算結果に
鑑みると、法院が違約金の約定計算基準を契約代金の0.2‰までと引き
下げたことは、違約金を「Y の損失と相当する」ためであると示されて
いる。この意味において、第一回の再審の判決は、法院が完全に実損害
差額主義を徹底したものであると解される。
　第２に、第一回の再審の判決に比較して、第二回の再審の判決におい
て法院が違約金の減額請求を容認したが、減額の肯定の判決理由に新た
な考量の要素を考量したため、その減額の幅も改定したという特徴が見
られる。すなわち、第二回の再審の判決理由に照らせば、違約金の約定
額が「Y の損失と比較して著しく高い」といった理由は示されるのみな
らず、違約金の約定自体が「両当事者による契約締結時の意思に背き、
明らかに公平を欠くことになる」という表現に鑑みると、法院が違約金
の約定による当事者の意思を重視すべきという旨が含まれると看取でき
る。この意味において、本判決を通して、法院が、違約金の減額の可否
を判断する場合、実損害差額主義を適用するのみで足りず、契約締結時、
当事者の意思決定の瑕疵有無、真の意思自治が達成されたか否かも審査
すべきという論理が示されると解される。
　以上の検討を踏まえて、法院による評釈で指摘した公平の理念は、法
院が、実損害差額主義に基づいて当事者の給付の均衡を図るだけでは足
りず、違約金の約定時、当事者の意思の内容を考量することで、真の意
思自治が達成されたか否かを審査する必要もあるという意味が含まれる
ものであると解される。とはいえ、第２章の第２節による違約金減額の
運用に関する裁判例群の検討に照らせば、裁判実務において、当事者に
よる意思決定プロセスにおいて意思表示についての瑕疵有無、真の意思
自治が達成されたか否かに注目している裁判例が一例ですら見られな
かった。この意味において、本判決に示されている論理はごく例外的な
ものであり、本判決は裁判実務の傾向と合わない、めずらしい一例であ
ると評価できる。
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２　減額否定例
（１�）売買目的物の引渡し義務の不履行を対象とする遅延違約金の紛

争7

【本判決の要点】
　契約法114条２項によれば、約定された違約金がもたらされた損失と
比較して著しく高い場合でしか当事者が人民法院に違約金の減額を求め
ることができないとされている。それゆえに、当事者が悪意違約した場
合に、約定された違約金がもたらされた損失と比較して著しく高いとい
うことは証明されない限り、当事者による違約金の減額請求を法院は支
持してはならない。

原告 X　史文培
被告 Y1　甘粛皇台醸造集団有限責任会社
被告 Y2　北京皇台商貿有限責任会社
第三者 Z　建昊実業

【事実の概要】
　2002年７月６日、Y1と第三者 Z は、物物交換の契約を締結した。そ
れによれば、Z は Y1との元契約に基づき購入した649.95万元の甘粛皇
台産の白酒を Y1に引渡し、Y1から同じ価値のワインとアルコールを受
け取る。また、契約の499.95万元の価値があるアルコールの引渡し期限
が2003年12月31日とされ、遅延責任については、Y1が引き渡し期限を
過ぎて１日遅れるごとに契約代金の0.4‰を違約金とし Z に支払わなけ
ればならないとされる。契約締結後、Y2は Y1を代理し Z から白酒をも
らい、領収書を Z に渡した。2003年、Y1は「非典」疫病の影響や鉄道運
送の障害を理由に商品の発送を猶予した。2005年、Z は Y1に対する500
万元の債権を X に譲渡した。Z は Y1に対して債権譲渡の通知を Y1に
届けたところ、Y1は Z が改名され契約の当事者の資格を持ってないこ
と、また債権を X に譲渡したことを理由とし契約履行を拒んだ。

7 「史文培與甘粛皇台醸造（集団）有限責任会社、北京皇台商貿有限責任会社」
中華人民共和国最高人民法院公報2008年第７期26 ～ 35頁。
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〈X の請求〉X は Y1と Y2を被告として1111トンアルコール（代金
499.95万元）、違約金および損失合計1100万元を求める訴訟を提起した。

一審（甘粛省高級人民法院、判決年月日不明）
【判旨】
　民法通則85条、契約法79条、80条、114条１項、３項、175条に基づき、
①、Y1は X に1111トンアルコールの引渡しまたはその代金499.95万元
の支払いを履行せよ。②、Y1は X に違約金209.98万元を支払え。③ X
の Y2に対する請求を棄却する。

【判決理由】
　Z が改名されたことが、契約の効力に影響を与えないため、Y1は Z
に契約義務を果たせなければならない。Z の X に対する債権譲渡の行
為は法律に違反しておらず、有効とされるべきである。Y1は、自分が
契約が約定した引き渡し期限以内に X にアルコールの引渡し義務を果
たしていなかったため、契約の継続履行と違約責任を負わなければなら
ない。Y2は契約当事者ではないため、連帯責任を負うべきではない。

〈Y の上訴〉Y は一審判決に不服があるとして、最高人民法院に上訴し
た。
　その理由は次のような４点である。
①�　Z が契約の適格当事者と認定されるべきではないため、Y1と Z の

間に契約関係はない。また Z の X に対する債権譲渡は無権処分と認
定されなければならない。

②�　Y1が契約を履行できなかったことは、鉄道運送の障害による不可
抗力のためであり、しかも X が協力してくれなかったためである。

③�　Z が履行した白酒の代金は契約による649.95万元ではなく、実際に
Z が交付した白酒の単価に基づき計算されれば432.83万元と認定され
なければならない。

④�　Y が違約責任を負うと判断されるとしても、違約金の約定計算基準
が明らかに著しく高いため、契約法114条に基づき減額されなければ
ならない。
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二審（最高人民法院、2008年４月24日判決）
【判旨】
　原判決維持、上訴棄却

【判決理由】
①�　Z は改名されたにもかかわらず、法律上の継続関係が認められるべ

きである。Z が X に対する債権譲渡を Y1に通知したため、X は本件
の適格当事者であると認定されなければならない。

②�　Y1と Z のやり取りによって履行の方法が変更されたことが明確で
あるため、Y1は Z に商品を発送する義務を負わなければならない。

③�　契約においては白酒の単価に重点が置かれているのではなく、白酒
の総代金が決まった以上、Z が Y1に交付した白酒の代金は649.95万
元であると認定されなければならない。

〈違約金責任〉
④�　契約法114条が規定している違約金は、賠償性と懲罰性の二重の法

的性格を有するものである。法的規定の立場によれば、法院が「もた
らされた損失よりも著しく高い」の場合でしか違約金を減額すること
ができないため、普通の高い場合において法院違約金を減額する必要
はないとされる。本件に照らして、Y1は契約違反を構成し、悪意で
履行を遅延ひいては拒絶する嫌いがある。加えて Y1が違約金の約定
計算基準（契約代金の0.4‰）著しく高いことについて、証拠の提示が
なかった。以上のことに鑑みると、違約金の約定計算基準（契約代金
の0.4‰）が著しく高いと認定されてはならない」。したがって、法院
が Y1による違約金の減額請求を棄却する。

○　コメント
　本件は、最高人民法院公報に掲載された、最高人民法院がみずから判
決を下し、しかも裁判要点付きの重要度が最も高い一例である。本件の
内容を要約すると、X は、Y が期間通りに売買目的物を引き渡さなかっ
たため、遅延違約金を求めた。Y が違約金の約定計算基準が著しく高い
ということを理由に、違約金減額を請求した。最高人民法院は、Y の違
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約金の減額請求を認めなかったということである。本判決の要点は、最
高人民法院が、どのような場合に法院が違約金の減額請求を否定するこ
とができるのかについて明確なルールを示した、という点である。以下
では、法院による減額の否定の判決理由の論理と本判決の法的意義をめ
ぐって検討する。
　第１に、本判決においてなぜ法院が Y の減額請求を認めなかったの
か、判旨による減額の否定の判決理由に照らせば、法院が真っ先に「悪
意で履行を遅延ひいては拒絶する嫌いがある」という理由を挙げている。
判決の要点に鑑みると、法院は、Y が悪意違約をしたことを減額の否定
の根拠としていると見て取れるであろう。換言すれば、本件において Y
が悪意（故意）に契約を違反し、帰責性の度合いが相当に重かったため、
法院はその違約行為を責める旨が含まれると解される。この点について、
判決理由において「違約金は賠償性と懲罰性の二重の法的性格を有する
もの」という表現に照らせば、Y が悪意違約した場合に、法院が違約金
の減額を認めてはならず、約定された高額な違約金をもって Y へと懲
罰を与えるべきという論理を捉え得ると看取できる。この意味において、
本判決は、法院が当事者の非難可能性を考量すべきという旨を示してい
るものである。
　第２に、判旨による減額の否定の判決理由に照らせば、法院は、Y の
悪意違約を根拠としているほか、「Y1が違約金の約定計算基準（契約代
金の0.4‰）著しく高いことについて、証拠の提示がなかった」という判
決理由の表現、また判決の要点に鑑みると、Y1が、違約金の約定額が
X の損失と比較して著しく高いことに証拠を提供できなかったことを
も根拠としていると伺われるであろう。すなわち、法院は、違約金の約
定額と X の損失との比較認定の段階を見過ごしていないということで
ある。換言すれば、Y が悪意違約をした場合においても、違約金の約定
額が X の損失と比較して著しく高いという事実も必要とされている。
この意味において、本判決において法院は、違約金の減額の可否を判断
する場合に、実損害差額主義を重視すべきという立場も示されている。
　以上の検討を踏まえて、最高法院の判決は、法院が違約金の減額の可
否を判断する場合に、違約金と実損害の均衡が図られたかどうか（実損
害差額主義）と、債務者の違約行為が故意違約に当たるかどうか（当事
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者の非難可能性）という２つの判断の基準をはっきりと提示している。
この中には、実損害差額主義という論理が法的規定、通説の立場である
ため、最高法院の判決はただ法的規定、通説の立場を遵守しただけであ
る。それに対して、法的規定が規定している「当事者の故意・過失の度
合い」という付加的な要件を、最高法院が債務者の故意違約による減額
の否定という論理をルール化したことは重要な意味があると思われる。
他方、第２章の第２節による違約金減額に関する裁判例群の検討に照ら
せば、減額否定例22件のうち、８件の裁判例において法院が実損害差額
主義を根拠としたのみならず、Y が故意（悪意）違約をしたことをも減
額の否定の理由としたことは、明らかにされた。この意味において、こ
れらの裁判例は、最高人民法院による本判決に示されている論理を踏襲
したものであると解される。逆に言えば、本判決に形成されている論理
が下級法院の判決にある程度で影響を与えたため、本判決は違約金減額
の運用において重要度が高い一例であると評価できる。

（２）賃貸禁止義務の違反を対象とする違約金の紛争8

原告 X　農工商超市（集団）有限会社
被告 Y　上海伊塔納旅游用品有限会社
第三者 Z　上海如海超市連鎖有限会社

【事実の概要】
　2004年４月３日、X と Y は不動産賃貸借契約を締結した。それによ
れば、Y は自分の所有する不動産を X に賃貸し、賃貸借期間は15年と
する（2005年１月１日から2019年12月31日まで）。違約責任によれば、Y
が X に当該不動産を引き渡す前に、書面による X の同意を得ずに第三
者に賃貸してはならない。さもなくば、Y は X に20万元の違約金を支
払わなければならない。しかしその後、Y は Z と賃貸借契約を締結し、
当該不動産を Z に賃貸した。

8 「農工商超市（集団）有限会社與上海伊塔納旅游用品有限会社」上海市高級人
民法院『2007年上海法院案例精選』（人民法院出版社・2008年）196 ～ 204頁。
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〈X の請求〉X は Y の重大な契約違反により X に重大な損失をもたら
したことを理由とし、Y を被告として、X と Y の不動産賃貸借契約の
解除、20万元の違約金の支払いを求める訴訟を提起した。

〈Y の抗弁〉Y は違約金の約定が自己に明らかに不利であり、仮に違約
金を支払わなければならないとしても、X の実際的損失よりも明らかに
著しく高いことを理由とし、違約金を減額するよう求めた。

一審（南匯区人民法院、判決年月日不明）
【判旨】
　契約法８条、94条１項４号、107条、114条１項、２項に基づき、① X
と Y の不動産賃貸借契約の解除を認める。② Y は X に違約金4000元を
支払え。

【判決理由】
　Y はすでに当該不動産を第三者 Z に賃貸しており、X と Y の契約は
履行不能となったため、当該契約の解除を認めるべきである。それゆえ
に、Y は違約責任を負わなければならない。

〈違約金責任〉Y の違約金の減額請求について、X が自己の被った実際
的損失に証拠を提出することができなかったため、法院が Y が契約違
反の性質、程度、状況などの事情を考慮して違約金を斟酌する。

〈X の上訴〉X は一審判決に不服があるとして、上海市第一中級人民法
院に上訴した。その理由は、以下の通りである。X はすでに実際的損失
を被っていた一方で、Y は契約違反をしたことによって利益を得ている
のだから、法院による違約金の減額は公平ではない。違約金の約定に基
づき Y は X に違約金20万元を支払わなければならない。

二審（上海市第一中級人民法院、2005年11月16日判決）
〈判明された事実関係〉X と Y の賃貸借契約によれば、最初の３年間
の賃貸料は年額20万元とされ、残る12年間の賃貸料は年ごとに賃貸料の
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３％を増額するというものであった。これに対して、Y と Z の賃貸借
契約は、契約期間こそ X と Y の契約と同じ15年間とされたが、賃貸料
については、最初の５年間は年額28万元とされ、残る10年間は年ごとに
賃貸料の３％を増額するというものであった。

【判旨】
　契約法８条２項、60条１項、114条１項に基づき、一審判決の①を維持、
②を破棄。X は Y に違約金20万元を支払え。

【判決理由】
　Y が違約金が著しく高いと主張する場合、約定された違約金20万元
が、契約が履行されたことにより X が手に入れる利益と比較して著し
く高いことに挙証責任を負わなければならない。しかしながら、実際に
は Y はこのような証拠を提供していなかった。それに対して、X は自
己の被った実際的損失を提供していなかったが、Y と Z の賃貸借契約
を証拠とし、（この両者の契約を比較するに）Y が契約違反をすること
によりさらに大きな利益を手に入れることを明らかにした（その利益は、
最初の３年間で24万元であり、後の12年では毎年６万元である）。この
事実により、違約金20万元が決して著しく高いのではないことを証明す
るものであるため、一審が違約金を減額したのは不当であり、是正され
なければならない。

【評釈者のコメント】
　本判決による減額の否定の判決理由の部分について、評釈者は、次の
ようにコメントしている。
　Y が第三者 Z に不動産を賃貸したことにより、最初の３年間でさら
に24万元の賃貸料を手に入れるという利益について、一審が考慮してい
ないことは不当である。二審はこの点を考慮したが、この利益を X の
実際的損失ではなく、Y の超過利益と認定した。このように違約金の懲
罰的機能を強調し、違約者の超過利益への剥奪が違約金の機能であると
いうような考え方は、X の損失という本来的に考慮すべき事項から離れ
るものであって、不適当である。法院は、Y が手に入れる利益と X と



論　　　説

［125］ 北法69（2・366）572

の契約による賃貸料との差額を X の被った損失と認定し、それと違約
金の約定額とを比較し、違約金を減額するか否かを判断しなければなら
ない。

○　コメント
　本件は、2007年度の上海法院案例の中から選ばれた違約金減額の運用
に関する一例である。本件の内容を要約すると、X は、Y が契約標的物
を第三者に新たに賃貸したことによって Y の契約違反を理由に違約金
を求めた。Y が違約金を X の損失と比較してより著しく高額であるこ
とを理由に、違約金の減額を請求した。一審は、Y の減額請求を認めた
が、上海中級人民法院は、違約金部分の判決を破棄し、Y の減額請求を
認めなかったということである。本判決の特徴は、違約金減額の運用に
おいて判決理由による X の損失の認定という部分に絞っている。以下
では、法院による減額の否定の判決理由の論理と本判決の法的意義をめ
ぐって検討する。
　第１に、本判決においてなぜ法院が Y の違約金減額請求を認めなかっ
たのか。判旨による減額の否定の判決理由に照らせば、X が「自己の被っ
た実際的損失」を提供していなかったが、「Y が契約違反をすることに
よりさらに大きな利益を手に入れること」に証明責任を果たしたという
ことは減額の否定の根拠とされていると見て取れる。このような表現に
鑑みると、法院は依然として実損害差額主義を根拠とする立場は変わっ
ていないと示されているが、実損害差額主義の適用射程は、本判決によっ
て示されている特徴的な部分である。すなわち、普通の場合には、実損
害差額主義という論理に照らせば、法院が X の損失の認定を中心とす
る作業が重要である。それに対して、本判決において X の損失に証拠
がなかった場合、法院は直接に Y が手に入れた利益を違約金の約定額
と比較し著しく高額かどうかを根拠とし、違約金の減額の可否を判断し
たという特徴が見られるであろう。換言すれば、本判決において法院が
X の損失を認定する過程において、Y の違約行為によって X にもたら
した損失がいくらあったのかを認定したのではなく、Y の違約行為に
よって Y が得た利益がいくらあったのかを認定し、それを X の損失と
みなしたという旨が含まれると解される。この意味において、本判決に
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示されている実損害差額主義の適用射程が広がれると看取できる。
　第２に、本判決において法院は実損害差額主義の適用射程を拡大した
解釈について、如何にして評価すべきなのか。本判決を評釈した者は、
違約金の機能という角度から批判的な意見を述べている。すなわち、法
院は X の損失を Y が手に入れる利益というルートで評価したことは、
違約金をその損失の填補の機能から乖離させ、違約金を Y を懲罰する
ように機能するものとして働かせることになると説明される。また本判
決の評釈者は、本判決において法院が X の損失の認定を中心に考量す
べきであり、また、その認定の過程において Y が手に入れる利益から
契約履行によって X が手に入れるであろう利益を差し引く必要がある
という解釈を提案した。上記の評釈に照らせば、確かに X の損失の認
定に関する技術的な点があるが、その考え方もはっきりと示されている。
すなわち、法院は、違約金の減額の可否を判断する場合に、X の損失の
認定においてその射程を拡大して解釈すべきではない。なぜならば法院
が違約金を X の損失を填補する機能に働かせるべきであり、積極的に
違約金を Y を懲罰する機能に働かせることは適切ではないと示されて
いる。
　以上の検討を踏まえて、本判決は、X の損失の認定に関する技術的な
点が多く見られた一例であるが、実損害差額主義の適用射程を拡大解釈
していることに意味がある一例であると思われる。とはいえ、本判決の
評釈に照らせば、法院が実損害差額主義を適用する場合において、この
ような拡大解釈をすべきではないという反対意見も示されている。また、
第２章の第２節による違約金減額の運用に関する裁判例群の検討に照ら
せば、本判決と同様に実損害差額主義の適用射程を拡大解釈している裁
判例も一例も見られない。この意味において、本判決は、実損害差額主
義を根拠とする裁判例であるが、実損害差額主義の論理を拡大解釈して
いるめずらしい一例であると評価できる。

（３）契約代金の未払いを対象とする違約金の紛争9

9 「何宰飛與朱启娄」、浙江省台州市中級人民法院（2009）浙台商終字第505号判
決、判決年月日2009年12月10日、出所：北大法意。
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原告 X　何宰飛
被告 Y　朱启娄

【事実の概要】
　2006年７月25日、X と Y は請負経営契約を締結した。それによれば、
X は臨海市長門ホテルを Y に請け負わせて経営させ、請負経営期間が
2006年７月25日から2010年９月30日までとし、請負経営代金が年90万元
とし、Y が年２回（毎年の１月25日と７月25日）45万元ずつ X に支払う
とされていた。違約責任ついては、一方は契約に違反する場合、もう一
方に違約金60万元を支払わなければならない。契約締結後、Y は2008年
１月25日までの請負経営代金を X に支払ったが、その後 Y は X が契約
義務を果たさなかったことを理由とし、契約を解除し、残った請負経営
代金を支払わなかった。

〈X の請求〉X は Y が2008年１月中旬以後に請負経営賃貸料の支払い
を拒んだため、Y の違約行為を構成した（別件の確定判決によって認定
された事実）ことを理由に、違約金60万元を求めて訴訟を提起した。

〈Y の抗弁〉Y は自分が2008年１月中旬にすでに X に契約解除を申し
込み、その前の賃貸料を X に支払い済みであるため、違約していない
ことを理由に抗弁した。また、Y はもし自分が違約行為を負うと判断さ
れるとしても、違約金が著しく高いことを理由に違約金を減額するよう
求めた。

一審（浙江省仙居県人民法院、2009年７月16日判決）
〈判明された事実〉（2008）天民二初字第175号の民事判決書によれば、
Y が別訴で X が違約したことを理由に、X に違約金を求めたことにつ
いて、天台県人民法院は、Y が先に契約違反をしたため、契約が解除さ
れたことを理由とし、Y の請求を棄却した。

【判旨】
　契約法98条、114条と司法解釈（二）29条に基づき、Y は X に違約金
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38.6万元を支払え。

【判決理由】
　X と Y の契約は当事者の真の意思表示であり、有効とすべきである。
Y は契約通りに請負経営代金の支払いを続けていない。このような契約
違反の事実が（2008）天民二初字第175号の確定判決によって認定された
ため、法的拘束力がある。それゆえに、Y が違約責任を負わなければな
らない。

〈違約金責任〉Y の違約金の減額請求について、契約の履行状況、誠実
信用原則と公平原則に基づき、案件の実際的な状況に基づき総合考量し
なければならない。一部履行の契約と未履行の契約において違約行為に
よってもたらされる結果が大きく異なる。本件において Y が18月の請
負代金を支払った行為が、契約を履行した行為であったため、法院が契
約の未履行期間の32月を契約違反期間と認定する。それゆえに、法院は
違約金を、契約全体の契約期間を占めた契約の未履行期間の比例に基づ
き、確認する。

〈X、Y の上訴〉X と Y は、いずれも一審判決に不服があるとして、浙
江省台州市中級人民法院に上訴した。
　X の上訴──　Y の違約行為によって X に大きな経済的な損失をも
たらした。それゆえに、法院が、違約金の約定に基づき、Y に違約金を
負わせなければならない。
　Y の上訴──　Y は、自分と X との契約が2008年１月中旬にすでに
解除されたため、実際に自分が請負経営代金を支払わなかった期間がわ
ずか８日であったと主張した。それゆえに、法院が Y に負担させた38.6
万元の違約金は、X の請負代金損失と比較して明らかに著しく高いもの
である。

二審（浙江省台州市中級人民法院、2009年12月10日判決）
　二審の審理中、X は法院に自分の損失に関する報告書を法院に提出し
た。報告書は、Y が請負代金を支払わなかったため、X に100万元あま
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りの経済損失をもたらしたことを証明するものである。

【判旨】
　一審の判決を変更、Y は X に違約金60万元を支払え。

【判決理由】
　Y が請負経営代金を契約期間通りに支払わなかったことは、違約事実
として認定されなければならない。

〈違約金責任〉違約金の約定に照らして、違約金60万元は明確に定めら
れている。本件において Y が契約違反、契約解除をしたため、X にも
たらした損失も客観的に存在している。それゆえに Y は X に違約金60
万元を支払わなければならない。一審が契約の履行期間を基準に、約定
された違約金を減額した仕方は、事実と法律根拠がないため、是正され
なければならない。

○　コメント
　本件は、契約代金の未払いを対象とする違約金の紛争であった。本件
の内容を要約すると、X は、Y が請負代金の一部しか支払っておらず、
自分に大きな経済損失をもたらしたことを理由とし、違約金を求めた。
Y は自分の違約行為が契約の一部に関わって、また違約金の約定額が X
の損失と比較して著しく高いことを理由に、違約金減額を求めた。一審
が契約履行期間を基準とし、未履行期間が占めた比例に基づいて違約金
を一部減額したが、二審が一審の判決を変更し、Y の違約金の減額請求
を認めなかったということである。本判決は、違約金減額の運用におい
て契約の一部履行があった場合に、法院が如何にして違約金の減額の可
否を判断すべきなのかについてその論理を示している典型的な一例であ
る。以下では、法院による減額の否定の判決理由の論理と本判決の法的
意義をめぐって検討する。
　第１に、違約金の減額の可否の判決理由において一審の判決と本判決
はまったく異なる判決理由を示した。まず、一審の判決理由を見ておこ
う。一審の判旨による減額の肯定の判決理由に照らせば、法院が「一部
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履行の契約と未履行の契約において違約行為によってもたらされる結果
が大きく異なる」を根拠とし、本件において違約金を「契約全体の契約
期間を占めた契約の未履行期間の比例」に基づいて、減額すべきという
理由を示していた。すなわち、法院は、契約の一部履行があった場合、
契約の未履行の部分が占めた比例に基づいて、違約金を減額すべきとい
う論理を提示していると見て取れる。この意味において、一審の判決が
示していた契約の一部履行による減額の論理は、履行の比例を根拠とす
るものであると解される。
　第２に、一審の判決と比較して、本判決による減額の否定の判決理由
に照らせば、法院が、単に「Y が契約違反、契約解除をしたため、X に
もたらした損失も客観的に存在している」を根拠とし、一審が履行の比
例を基準に違約金を減額した仕方を否定した旨は示されている。換言す
れば、本判決は、Y が契約を一部履行した場合であるとしても、依然と
して X がいくら損失があったのかという損失の認定を中心とする立場
が強く見て取れる。この意味において、本判決が示している論理に照ら
せば、契約の一部履行による減額の実質が依然として実損害差額主義の
枠組みにとどまると解される。
　以上の検討を踏まえて、契約の一部履行による減額の論理について、
一審の判決と本判決がそれぞれ異なるものを示していた。それについて、
学界の通説は、契約の一部履行があった場合に、違約金の減額の実質が
債権者の損失から債務者の一部履行によって債権者が受けた利益を差し
引くという実損害差額主義の論理を主張している。他方、第２章の第２
節による違約金減額の運用に関する裁判例群の検討に照らせば、契約の
一部履行による減額の肯定例が３件あった。この３件は、いずれも、法
院が実損害差額主義を徹底した裁判例である。この意味において、本判
決は、契約の一部履行があった場合に、法院が如何にして違約金の減額
の可否を判断すべきなのかについて、正しい論理を示している重要な一
例であると評価できる。

（４）株式譲渡代金の未払いを対象とする解約違約金の紛争10

10 「深圳市辰合投資控股有限会社、深圳夢真建材研発有限会社與張近高、李旭
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原告 X　張近高、李旭科、鄒茂祺、鄒潤棠、羅洽
原告 Y1　深圳市辰合投資控股有限会社
原告 Y2　深圳夢真建材研発有限会社

【事実の概要】
　2011年８月17日、X と Y1、Y2は株式譲渡契約を締結した。それによ
れば、X は東莞市茂順実業投資会社の100％の株式を Y1、Y2に譲渡し、
譲渡代金が1.38億元（実際に関連する費用が差し引かれると、1.28億元）
とし、契約締結後の十日間以内、Y1、Y2が X に800万元を支払い、X
が株式に関連する書類を X に提示した後、Y1、Y2が2011年10月31日ま
でに残金を Y1、Y2に支払うとされていた。違約責任ついては、譲渡代
金の支払いが済んだ後、X が正当な理由がなくまたは故意に株式変更手
続きをしない場合、１日遅延すると、X が Y1、Y2に10万元の違約金を
支払い、遅延が15日を超えると、重大な契約違反となり、X が Y1、Y2
に800万元の違約金を支払わなければならない。他方、Y1、Y2が期限通
りに X に譲渡代金を支払わない場合、１日遅延すると、Y1、Y2が X に
10万元の違約金を支払い、遅延が15日を超えると、重大な契約違反とな
り、X が Y1、Y2の最初の譲渡代金800万元を違約金として返還しない
権利がある。また一方の当事者が重大な契約違反をする場合、もう一方
が契約を解除することができる。契約締結後の翌日、Y1、Y2が X に最
初の譲渡代金800万元を支払ったが、2011年10月31日までに残金を支払
わなかった。Y1、Y2が残金の支払いを遅らせるよう X に交渉したが、
X の同意を得られなかった。Y が譲渡代金の支払いが15日を遅延した
後、X は Y1、Y2に契約解除の通知を発し、最初の譲渡代金800万元を
違約金とし返還しない旨を Y1、Y2に伝えた。Y1、Y2が契約解除に同
意せず、残金の支払いを遅らせるよう X との交渉を続けようとした。

〈X の請求〉X は Y1、Y2を被告として、契約解除と最初の譲渡代金

科、鄒茂祺、鄒潤棠、羅洽」、広東省東莞市中級人民法院（2012）東中法民二終
字第603号判決、判決年月日2012年10月19日、出所：東莞市中級人民法院（http://
www.dgcourt.gov.cn）
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800万元を違約金とする法的効力を確認するよう訴訟を提起した。

〈Y の抗弁〉Y1、Y2は自分の契約違反が軽微なものであり、また違約
金の約定が X の損失と比較して著しく高いといったことを理由に、違
約金を減額するよう求めた。

一審（広東省東莞市第一人民法院、判決年月日不明）
【判旨】
　民事訴訟法64条、128条、契約法60条、93条第２項、96条、107条、
114条１項に基づき、① X と Y1、Y2の契約解除を確認する。②、X は
Y1、Y2の最初の譲渡代金800万元を違約金とした法的効力を認める。

【判決理由】
　X と Y1、Y2の契約は双方当事者の真の意思表示によるものであるた
め、合法有効である。Y1、Y2が2011年10月31日までに X に譲渡代金の
残金を支払わず、自分が残金の支払いを延期するよう X に交渉したが、
同意を得られなかったため、違約責任を負わなければならない。それゆ
えに、X による契約解除の効力を認める。

〈違約金責任〉違約金の約定に照らして、X と Y1、Y2による違約責任
への負担が対等原則で合意されている。両当事者は、事業主体として契
約を締結する場合に、違約行為によってもたらされるであろう結果に十
分に予見すべきである。それゆえに、本件において X が誠実信用に背
く詐欺行為をしていなかった。また契約による株式譲渡代金が1.38億元
であるが、違約金がその６％に足りていない。したがって、法院は、契
約の協議と締結の過程、履行の時間、X が失うであろう締結の機会を総
合的に考慮し、約束された違約金が著しく高いという事実が存在しない
と認定する。

〈Y の上訴〉Y は一審判決に不服があるとして、広東省東莞市中級人民
法院に上訴した。その理由については、法院が違約金が著しく高いか否
かを認定する場合、X の実際的損失を基準とすべきである。X が実際的
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損失を有していないため、本件において約束された違約金は明らかに著
しく高いと認定されるべきである。

二審（広東省東莞市中級人民法院、2012年10月19日判決）
【判旨】
　原判決維持、上訴棄却。

【判決理由】
〈違約金責任〉違約金の約定は、当事者が自由意思で締結するものであ
るし、しかも約定において当事者による違約金への負担責任が対等的で
ある。Y1、Y2が違約金の減額請求について違約金の公平性に合理的な
疑いを生ぜしめる程度の証拠を提出できなかった。換言すれば、Y1、
Y2は違約金の締結において著しく公平を失することあるいは詐欺が存
在した状況に関する証拠を提出できなかったということである。また
800万元の違約金が譲渡代金の６％にも足りないため、両当事者が事業
主体として、違約金を負うリスクの確率が合理の予見範囲以内であった
ことに違いがない。

○　コメント
　本件は、東莞市中級人民法院網に掲載された、違約金減額の運用に関
する重要度が高い一例である。本件の内容を要約すると、X は、Y が株
式譲渡代金の支払いが済まなかったため、Y が最初に支払った頭金を違
約金とする法的効力を確認するよう求めた。Y が X が実際的損失を抱
えていなかったため、違約金の約定額が著しく高いということを理由に
違約金の減額を請求した。一審、二審の判決は、いずれも Y の減額請
求を棄却したということである。本判決による違約金の減額の否定の判
決理由が、法的規定や、通説と異なる論理を示していることは、興味深
いところである。以下では、法院による減額の否定の判決理由の論理と
本判決の法的意義をめぐって検討する。
　第１に、本判決においてなぜ法院が Y の減額請求を認めなかったの
か、判旨による減額の否定の判決理由に照らせば、「当事者の自由意思
である」、「違約責任の負担が対等である」、「事業主体として」、「違約金



中国法における裁判所による違約金増減の運用と理念（３）

［134］北法69（2・357）563

の約定時に著しく公平を失することあるいは詐欺に証拠がなかった」と
いった表現を判断の根拠としてピックアップすることができると思われ
る。これらのキーワードの実質に鑑みると、本判決において法院が違約
金の減額の可否を判断する場合に、真っ先に X の損失の認定を根拠と
するのではなく、違約金の約定時、当事者の交渉力の格差、意思決定プ
ロセスにおいて意思表示の瑕疵有無を重視する立場が強く見て取れるで
あろう。換言すれば、本件において法院は、両当事者が事業主体による
対等の関係であるため、交渉力の格差が生じない。また違約金の約定に
おいて当事者による意思決定に関する瑕疵も一切なかったということ
を、違約金の減額を認めない根本的な理由として捉えることができる。
この意味において、法院が違約金の減額の可否の判断において違約金の
約定による当事者の意思を尊重する特徴が強く伺われる。
　第２に、本判決の判旨による減額の否定の判決理由に照らせば、法院
が当事者の意思を重視する一方で、X の損失についての考量を無視した
わけではないとも示されている。換言すれば、本件において法院は、違
約金の約定額を契約代金と比較することと、X が締結機会の喪失を考量
することも、X の損失、逸失利益などを認定している意味も十分に見て
取れる。この意味において、本判決において法院が実損害差額主義を根
拠としているとも解される。
　以上の検討を踏まえて、確かに本判決は、実損害差額主義を根拠とし
ているものであるが、その判決理由において、法院が違約金の約定時、
当事者の交渉力の格差有無、意思決定プロセスにおいて意思表示の瑕疵
の有無をも根拠とすべきという旨が新たに示されている。このような論
理は、法的規定と通説の立場から離れるものであり、意思自治の理念を
尊重すべきものであると看取できる。とはいえ、第２章の第２節による
違約金減額の運用に関する裁判例群の検証に照らせば、裁判実務におい
て法院が基本的に、実損害差額主義（92％の裁判例）を徹底し、例外的に、
当事者の非難可能性（８％の裁判例）を考量したことに対して、当事者
による意思決定プロセスにおいて意思表示についての瑕疵有無、当事者
の交渉力の格差有無に注目している裁判例が一例ですら見られなかっ
た。この意味において、本判決は、重要な法的意味を示しているもので
あるが、その判決の論理が裁判実務においてほとんど機能していない一



論　　　説

［135］ 北法69（2・356）562

例であると評価できる。

第３節　まとめ

　以上では、本章は、違約金増額、違約金減額の運用に関する重要度が
高い、代表的、特殊な法的意味を有する10件の裁判例を対象とし法院に
よる増額、減額の肯定、否定の判決理由について詳細な分析を行ってき
た。このような作業によって、違約金増額、違約金減額の運用に関する
論理はある程度で明らかにされた。最後に、本章が行った検討に照らし
て、中国法における違約金増額、違約金減額の運用の論理の特徴につい
て、次の３点をまとめる。
　第１に、10件の裁判例において法院が違約金の増減の可否を判断する
場合に、法院が実損害差額主義を根拠としたことはすべての裁判例に
よって明らかにされた。その中には、増額肯定例（１）、減額肯定例（１）、
減額否定例（２）、（３）という４つの裁判例は、法院が「実損害差額主義」
を唯一の根拠とし、ほかの事由を一切に考慮していないというものであ
る。この意味において、これらの裁判例は、第２章による裁判例群の数
量分析において示されている傾向と合致するものであり、違約金増額、
違約金減額の運用における典型例であると評価できる。
　第２に、10件の裁判例において減額肯定例（２）、減額否定例（１）の
２つの裁判例は、法院が実損害差額主義を根拠としたと同時に、当事者
の非難可能性をも根拠としたものである。特に、減額否定例（１）は、
最高人民法院が発した裁判例であり、その判決理由の論理によれば、債
務者が故意（悪意）違約をした場合に、債務者の帰責性が重いため、法
院は債務者の非難可能性が大きいことを根拠とし、債務者の違約金の減
額請求を否定すべきというルールが示されている。興味深いなのは、第
２章による裁判例群の数量分析に照らせば、違約金減額の運用に関する
裁判例のうち、８％の裁判例は、当事者の非難可能性をも根拠としたも
のである。この意味において、最高人民法院の判決による論理は、裁判
実務に対してある程度の影響力を与えたと評価できる。
　第３に、10件の裁判例において増額肯定例（２）、増額否定例（１）、
減額肯定例（３）、減額否定例（４）の４件は、いずれも法院は、違約金
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の増減の可否を判断する場合に、法院が実損害差額主義を根拠としたと
同時に、当事者による意思決定プロセスにおいて意思表示についての瑕
疵有無、当事者の交渉力の格差有無を審査すべきという旨を示したもの
である。換言すれば、これらの判決の判旨による判決理由に照らせば、
法院は、違約金の増減の可否を判断する場合に、違約金の約定による当
事者の意思を重視すべき立場が示されている。すなわち、これらの判決
理由において当事者による真の意思自治が達成されるかどうかは、法院
が違約金の増減の可否を判断すべき重要な論理として提示されている。
とはいえ、このような論理は、法的規定、通説の立場を離れるものであ
るし、第２章による裁判例群の数量分析に示されている傾向とも合わな
いものである。この意味において、これらの裁判例は、違約金増額、違
約金減額の運用においてごくめずらしい裁判例であり、判決によって示
されている意思自治の理念を尊重する論理は裁判実務においてがほとん
ど根付いていないと看取できる。

第４章　学界の評価と改革案

　前の２章は、違約金増減の運用実態を検証してきた。これによって、
裁判実務において違約金増減がいかにして運用されているのか、どのよ
うな特徴があるのかは、明らかにされた。他方、学界は、違約金増減に
ついてたくさんの評価を加えている。その内容を見ると、賛否両論であ
り、違約金増減を積極的にとられる見解がある一方で、消極的にとらえ
る見解もたくさんなされている。また、最近に行われている民法典草案
の起草作業において、違約金増減を修正しようとする改革案も出ている。
本章は、違約金増減についての学界の評価と改革案をめぐって、検討を
進めることとする。

第１節　学界の評価

　本節は、学説において違約金増減を積極的にとられる見解と消極的に
とらえる見解を検討する。注意しておきたいのは、違約金増減を消極的
にとられる見解の中には、特定に違約金増額、あるいは違約金減額を語っ
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ているものがあるため、検討する場合には、それを区別し論述する必要
がある。

１　積極的にとらえる見解
　違約金増減を積極的にとらえる見解は、以下の２つがある。

（１）財の再分配の必要性
　陳懐峰・趙江風氏は、違約金増減の必要性を、以下のように述べてい
る。
　「民事活動において法院が民事主体の利害を均衡的に維持することは
要請されている。法院が違約金を増減することは、ある意味において財
を再分配するプロセスである。その作業でこそ、事実認定、法律適用の
場合において法院が、公正を実現する価値判断を行うことができる」11、
とされる。
　以上の見解に照らせば、法院が違約金を増減することで当事者の利害
を均衡的に再分配することができる。その財の再分配によってはじめて
実質的正義、社会公平が実現され得ると解される。換言すれば、この見
解は、当事者間の給付の均衡の回復という違約金増減の趣旨と同様に捉
えられ得ると思われる。

（２）公平、平等、正義の理念
　王晨・付朝陽氏は、思想的観点から違約金増減を、以下のように評価
している。
　「違約金が当事者の意思自治の産物であるため、濫用される恐れがあ
る。それゆえに、法院が、公平と誠実信用原則に基づき、違約金を、最
低限かつ必要の介入を行う必要がある。この作業こそ、当事者の利益を
保護することができるものである一方で、市場の健全な発展を促すこと
もできるものである」12、とされる。

11 陳懐峰・趙江風「違約金数額司法調整的適用問題」政法論叢2011年６期117頁
参照。
12 王晨・付朝陽「我国現行違約金制度解析與完善」河北科技大学学報（社会科
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　また、王晨・况倫・任玉海氏も、同様に思想的観点から違約金増減を、
以下のように語っている。
　「違約金の増減に賛成しない観点は、基本的に意思自治という理由か
ら違約金増減を批判しているものである。とはいえ、中国法は法律の効
率を求めるというよりも、法律の公平、平等および正義という価値を優
先しなければならない。それゆえに、意思自治にはそれなりの限界があ
る」13、とされる。
　以上の見解は、法院による意思自治への介入の必要性、また公平、平
等および正義という価値の実現といった理由で、違約金増減を正当化す
るものであると思われる。換言すれば、これらの見解に照らせば、中国
法が意思自治の理念よりも、公平、平等および正義といった価値を優先
すべきという思想的観点が強調されている。したがって公平、平等およ
び正義といった価値の実現は違約金増減に託されていると解される。

２　消極的にとらえる見解
　主流の学説14は、違約金増減を積極的にとらえるのに対して、学界で
は、違約金増減を消極的にとらえる見解も少なくない。注意しておきた
いのは、これらの見解の中には、違約金増額あるいは違約金減額を特定
し評価するものが混在するため、本部分は、違約金増減、違約金増額、
違約金減額についての評価に分けて検討する。

（１）違約金増減についての評価
　まず、学説は、以下の３つの理由で違約金増減を消極的に評価している。

（ⅰ）意思自治の理念と乖離すること
　思想的観点から、真っ先に違約金増減を消極的にとらえる理由は、意
思自治、契約自由の理念と乖離するというものである。

学版）2009年２期56 ～ 57頁。
13 王晨・况倫・任玉海「違約金的司法調整」重慶行政2011年３期82頁。
14 第１章において、学界における有力な民法学者は、違約金の趣旨を説明す
る方針を見ると、ほとんど違約金増減を積極的にとらえるものである。
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　まず、王克毅氏は、違約金に従うことが当事者の意思を尊重すること
に重要な意味があると強調した15うえで、以下のように述べている。
　「違約金の高低が、当事者によるコントロールの範囲に属するため、
違約金を約定するか改定するかは、当事者みずからの行為によらなけれ
ばならない。それゆえに、法院による違約金への増減が認められてはな
らない」16、とされる。
　また、王璐瑋・夏英昊氏は、思想的観点から違約金増減を、以下のよ
うに述べている。
　「違約金の約定が当事者の意思自治の領域とされるべきである。法律
は、法院に違約金を増減する権利を与えることが、法院に当事者の意思
自治を過分に関与させかねない。それゆえに、法院による違約金の増減
は、意思自治の理念と激しく乖離しかねない」17、とされる。
　これらの見解に照らせば、違約金の約定を守ることが当事者の意思を
尊重するという意思自治の理念が強調されている。それゆえに、違約金
増減が意思自治の理念と相容れないものとして認められるべきではない
と解される。換言すれば、これらの見解は、意思自治の尊重という思想
的観点から違約金増減を根本的に批判しているものであると思われる。

（ⅱ）違約金による証明責任の回避という実益を損なうこと
　学説では、違約金増減を原理的観点から批判している見解のほか、違
約金みずから有する実益を損なうという理由で違約金増減を批判的に捉
えている見解も見られる。第１章で検討したように、違約金は、証明責
任を回避するという実益を有するものである。一部の学説は、違約金増
減の適用において法院が当事者に実損害に関する証明責任を働かせるた
め、違約金による証明責任の回避という実益がなくなるとして批判して
いる。
　まず、楊志利氏は、以下のように述べている。

15 王克毅「違約金司法裁量権之質疑」法学研究2013年17期141 ～ 142頁参照。
16 王・前掲注（15）142頁。
17 王璐瑋・夏英昊「論違約金制度的功能及違約金数額的調整」知識経済2012年
９期27頁。
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　「違約金増減の法規定において実損害についての証明責任が問われる
必要がある。それゆえに、当事者は、違約金を約束することで証明責任
を避けるという目的を達すことができなくなる。裏を返せば、違約金増
減の適用が当事者の訴訟コストを増やす一方で、当事者が違約金を約束
する原動力を弱めることになる」18、とされる。
　この見解について王洪亮氏も賛同している。氏は、以下のように指摘
している。
　「法院が、違約金増減を適用する場合には、債権者の実損害を確定し
なければならない。当事者のいずれが実損害について証明責任を負担す
る必要があるため、違約金による証明責任の軽減という機能が弱体化さ
れることになる」19、とされる。
　これらの見解に照らせば、違約金増減が、違約金による証明責任の回
避という実益を損なうものとして批判的に捉えられている。換言すれば、
違約金増減は、当事者が違約金を約束することで証明責任を回避する目
的としての訴訟手続上のメリットを奪うことになると解される。

（ⅲ）訴訟の増加
　学説では、違約金増減が、訴訟の増加につながるといった懸念が見ら
れる。
　楊志利氏は、以下のように述べている。
　「違約金増減の適用には当事者のモラル・ハザードの問題が避けられ
ない。すなわち、違約金増減の適用は、当事者に違約金が実損害と比較
して高いか低いかに関する証明の原動力を持たせることになる。それゆ
えに、違約金増減の適用は、裁判の煩わしさを増やし、訴訟の増加にも
繋がりかねない」20、とされる。
　王晨・况倫・任玉海氏の論文において同様な考え方が示されている。
氏らは、以下のように述べている。

18 楊志利「違約金的性質」中山大学法律評論2011年９巻１輯８頁。
19 王洪亮「違約金功能定位的反思」法律科学（西北政法大学学報）2014年２期
115頁。
20 楊・前掲注（18）８頁。



論　　　説

［141］ 北法69（2・350）556

　「違約金が本来なら取引の効率を上げるため、設けられるものである。
もし違約金が実損害に比較して、高いのであれ、低いのであれ、当事者
が一律に法院に違約金の増減を求めることができるとならば、違約金の
実益が達成されなくなると同時に、訴訟が法院に持ち込まれる傾向も増
加する一方である」21、とされる。
　さらに、王洪亮氏もその点について賛同している。氏は、以下のよう
に語っている。
　「法院による違約金の増減が認められると、法院が人力コストと経済
コストを費やすことになる。また、当事者が判決の結果に不服があると
して上訴する場合には、さらなる司法資源の浪費が避けられない。違約
金増減は明らかに合理な法制ではない」22、とされる。
　これらの見解に照らせば、司法コストという視点から違約金増減が、
訴訟の増加につながる懸念が挙げられている。換言すれば、違約金増減
の適用は、司法コストを増やすことによって、経済的によろしくないも
のとして消極的に捉えられていると思われる。

（２）違約金増額についての評価
　学説では、違約金増減をあわせて消極的にとらえる見解があるほか、
違約金増額または違約金減額を特定に消極的に評価している見解も見ら
れる。なぜならば、法院が違約金増額または違約金減額を適用する場合
には、違約金が呈する法的性格や機能は、必ずしも同じものではないた
めである。学説がその差異を理由に、両者を区別にして評価する見解も
見られている。以下では、まず、違約金増額についての評価を見ておこ
う。

（ⅰ）違約金による責任制限機能の喪失
　学説では、違約金増額を消極的にとらえる主要な理由は、もし法院が
違約金の増額を認めると、違約金が完全に損害賠償の機能に転化するた
め、その必要性が失われることになるということにある。裏を返せば、

21 王ほか・前掲注（13）82頁。
22 王・前掲注（19）142頁。
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違約金増額の適用が違約金による責任制限機能を喪失しているという批
判である。
　まず、崔文星氏は、違約金増額について以下の疑問を投げている。
　「違約金増額についての司法解釈は、明らかに違約金を損害賠償と同
視するものである。すなわち、司法解釈において違約金の増額後、当事
者があらためて損害賠償を請求できないとされると、増額された違約金
が完全に損害賠償を代替する役割を果たしている。なぜ中国法は、違約
金増額を明文化する必要があるのか。当事者が直接に損害賠償を請求す
ることができるのではないのか」23、とされる。
　この点について、王晨・况倫・任玉海氏の論文においても類似的な批
判も見られる。すなわち、違約金が債権者の実損害よりも低い場合に、
違約金増額の適用は、違約金の責任制限機能を喪失することになるとい
う見解もあげられている24。
　これらの見解に照らせば、違約金増額が違約金を完全に損害賠償に転
化させることになるため、違約金という債務不履行の救済方法の意義が
なくなる。換言すれば、違約金増額が違約金による責任制限機能を破綻
するという批判を見て取れる。

（ⅱ）債権者への過度な保護
　学説では、現実的な意味からすると、違約金増額が債権者を保護しす
ぎるという批判もあげられている。
　王洪亮氏は、違約金増額を、以下のように批判している。
　「違約金増額の適用において利益を獲得するものが債権者である。も
ともと債権者が違約金請求権と損害賠償請求権を自由に選べることがで
きるため、特に違約金増額の適用によって債権者を加担する必要はない。
違約金増額の必要性が疑われる」25、とされる。
　この見解に照らせば、現実的意味からすると、債権者が自由に違約金

23 崔文星「関於違約金数額調整規則的探討──以『合同法』第一百一十四条為
中心」河南省政法管理幹部学院学報2011年２期82頁。
24 王ほか・前掲注（13）82頁参照。
25 王洪亮「違約金請求権與損害賠償請求権的関係」法学2013年５期123頁。
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請求権と損害賠償請求権を選べる以上、法院がわざわざ債権者に違約金
増額請求権を賦与することで、債権者を過度に加担するのは妥当ではな
いと解される。

（３）違約金減額についての評価
　学説では、違約金が実損害よりも高い場合には、違約金が呈する債務
履行の確保という機能が有するため、違約金減額がその債務履行の確保
の機能を損なっている批判が見られる。他方、学説では、効率違約の論
理を理由に、違約金減額の適用の必要性を否定する見解も挙げられてい
る。

（ⅰ）違約金による債務履行の確保という機能を損なうこと
　王洪亮氏は、違約金減額について、以下のように批判している。
　「違約金の最も重要な機能の一つは債務の履行を確保するためである。
違約金が実損害に比較すると、高くなるとしてもその正当性が失われる
ことはない。したがって、法院が違約金を減額する必要性もなくなる」26、
とされる。
　斳学軍・李頴氏も、違約金減額について、「違約金の懲罰性は、債務
者に威嚇の効果を有する。すなわち、懲罰性を帯びる違約金が債務者に
大きなプレッシャーを与えるものであり、債務者に積極的に契約を履行
するよう督促するものでもある。したがって、違約金による債務履行の
確保という機能は、社会の誠実信用のメカニズムおよび契約の遵守意識
の育成に立ち得る」27、と指摘しながら、違約金が著しく高い場合に、違
約金の懲罰性を承認することは、デメリットと比較すると、メリットの
ほうが多いことを理由に、違約金減額を否定的にとらえている28。
　これらの見解に照らせば、違約金の懲罰性による債務履行の確保とい
う機能が重要であるため、違約金減額は、このような債務履行の確保と
いう機能を損なうものとして消極的に捉えられている。換言すれば、違

26 王・前掲注（25）121頁。
27 斳学軍・李頴「違約金調整的司法難題及解決」人民司法2008年19期51 ～ 52頁。
28 斳ほか・前掲注（27）51 ～ 52頁参照。
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約金が実損害よりも高い場合には、債務者に債務を履行するよう督促す
るという現実的意味が大きいにもかかわらず、違約金減額はそのような
現実的意味を失わせているという批判が伺われる。

（ⅱ）効率違約を否認すること
　学説では、効率違約の論理を理由に違約金減額を消極的に捉えている
見解もある。
　斳学軍・李頴氏は、違約金減額について以下のように批判している。
　「債務者が契約履行のコストを違約金と比較すると高いと考慮する場
合には、債務者は契約を履行せず、高額な違約金を支払うという選択を
しかねない。この選択は、債務者がじっくり考え利害得失を計った理性
の結果であり、効率的に資源の配置を最適切化するものでもある。高額
な違約金が、債務者にとって理性かつ積極的に引き受けるものであるた
め、法院が債務者のこのような正常な商業リスクに関する判断および選
択に対して、高額な違約金を減額する必要はない」29、とされる。
　これと同様の見解が、丁海俊氏の論文において見られている。氏は、
違約金と効率違約との関係を、以下のように説明している。
　「効率違約というプロセスにおいて、まず、あらかじめ違約金が予定
されている。すなわち債務者が違約の場合には、債権者が自分の損失に
対する見積りは違約金である。これに対して、債務者が契約の履行に対
する見積りが、違約金よりも高いものである。このような状況のもと、
もし両当事者が違約金条項を厳守する場合は、余剰が生まれるため、効
率原則に適合する。したがって法院が違約金条項に基づき、損害賠償責
任を確定しなければならず、違約金の減額をしてはならない」30、とされ
る。
　これらの見解に照らせば、経済的分析という視点から、債務者による
効率違約という論理が強調されるべきであり、効率違約を認めない違約
金減額がその正当性が失われるという批判である。換言すれば、これら

29 斳ほか・前掲注（27）52頁参照。
30 丁海俊「違約金的性質與功能新論」西南民族大学学報・人文社科版2005年３
期82 ～ 83頁。
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の見解は、効率違約の場合に、違約金の効率性を肯定するものであるた
め、違約金減額が経済的効率を妨害するものとして否定的に捉えられて
いる。

３　小括
　以上は、学界の評価から、違約金増減を積極的にとられる見解と消極
的にとらえる見解を検討した。これらの見解に照らせば、違約金増減を
積極的にとられる見解が、違約金増減の趣旨に賛同するものと、思想的
観点から違約金増減を擁護するものとして捉えることができる。それに
対して、違約金増減を消極的にとらえる見解は、違約金増減の適用が違
約金が有する機能および実益を損なっていると批判しているものが多
い。また、司法コスト論や効率違約論ひいては思想的観点から、違約金
増減を消極的にとらえる見解も見られている。とはいえ、第１章では検
討したように、学界における有力な民法学者がほとんど違約金増減の趣
旨を高く評価しているため、違約金増減を消極的にとらえる見解があく
までも少数説にとどまるとしか評価できない。

第２節　改革案

　前節では、違約金増減についての学界の評価を、積極的にとられる見
解と消極的にとらえる見解に分けて検討してきた。他方、最近に行われ
ている民法典草案の起草作業において、「中国民法典学者建議稿（王利
明案）」31（以下では、王案と称する）、「緑色民法典草案（徐国棟案）」32（以
下では、徐案と称する）、「中国民法典学者建議稿（梁慧星案）」33（以下で
は、梁案と称する）という３つの学者草案は、違約金増減について改め
て条文を練ってみた。とはいえ、その内容を見ると、徐案は現行契約法

31 王利明『中国民法典学者建議稿及立法理由　債法総則編・合同編』（法律出
版社・2005年）300 ～ 302頁。
32 徐国棟『緑色民法典草案』（社会科学文献出版社・2004年）521 ～ 522頁。
33 梁慧星『中国民法典草案建議稿附理由合同編（上冊）』（法律出版者・2013年）
245 ～ 253頁。
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の条文の用語をそのまま承継したものであり、その理由も現行契約法に
参照するものにとどまる。また王案は、条文の用語を現行契約法の条文
と同様に規定するものであり、単に条文の項の位置を移動するだけであ
る。それによって王案も現行契約法の立場をそのまま承継するものであ
ると解される。他方、梁案は、現行契約法の条文に細かな改正を加える
ため、現行契約法の条文の立場と若干異なるものである。したがって、
本節は、現行契約法の条文とまったく同様に規定している徐案と王案を
承継派と位置づけ、現行契約法の条文と若干異なる立場をとっている梁
案を改正派と位置づける。前者について条文の羅列と簡単の紹介にとど
まり、後者について条文およびその立法理由を紹介したうえで、どのよ
うな変化が見られるのかを検討してみたい。

１　承継派
　本部分は、現行契約法の条文とまったく同様に規定している徐案と王
案を紹介する。

（１）徐案
　徐案は、違約金増減に関する条文を、次のように規定している。

緑色民法草案125条34

１項
　当事者は、一方が違約したときに違約の程度に応じて相手方に一
定額の違約金を支払うことを約定することができ、違約によりもた
らされた損失賠償額の計算方法を約定することもできる。

２項
　約定された違約金がもたらされた損失よりも低い場合には、当事
者は、人民法院又は仲裁機構に対し増額するよう請求することがで
きる。相反の状況がある場合には、当事者は、人民法院または仲裁
機構に対し適当に減額するよう請求することができる。

34 徐・前掲注（32）521 ～ 522頁。
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３項
　当事者が履行遅滞についての違約金を定めているときは、違約方
は違約金を支払った後に債務を履行しなければならない。

　徐案の条文を見ると、徐案が現行契約法の条文の法的用語をそのまま
承継することは明らかにされた。また、その立法理由も現行契約法に参
考するものであると説明されている35。したがって、徐案は、現行契約
法の条文を改正せず完全に承継するものであると解される。

（２）王案
　王案は、違約金増減に関する条文を、次のように規定している。

中国民法典学者梁案1343条36

１項
　当事者は、一方が違約したときに違約の状況に応じて相手方に一
定額の違約金を支払うことを約定することができる。当事者が履行
遅滞についての違約金を定めているときは、違約方は違約金を支
払った後に債務を履行しなければならない。

２項
　約定された違約金がもたらされた損失よりも低い場合には、当事
者は、人民法院又は仲裁機構に対し増額するよう請求することがで
きる。約定された違約金がもたらされた損失よりも著しく高い場合
には、当事者は、人民法院または仲裁機構に対し適当に減額するよ
う請求することができる。

３項
　契約が無効、取り消しとなった場合に、違約金の効力も失われる。

35 徐・前掲注（32）522頁参照。
36 王・前掲注（31）300頁。
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　王案の条文を見ると、現行契約法の条文に比較して異なってに見える
のは、２箇所がある。一つは、王案は現行契約法の条文の３項を王案の
１項の後段に移すものである。二つは、王案は本案の３項に「契約が無効、
取り消しとなった場合に、違約金の効力も失われる。」という条文を付
け加えるのである。とはいえ、３項の内容を見ると、３項は契約が無効、
取り消しの場合には、法院が違約金の効力を如何にして認定すべきなの
かを規定するものである。換言すれば、３項が主契約の効力が失われる
場合には、違約金のような特約の効力についてどのようにして扱われる
べきなのかを規定するものであるため、違約金の増減を規定するもので
はないと解される。他方、違約金増減に関する２項の規定は、現行契約
法と同じ用語を用いるものである。また、王案による解説に照らせば、
王案は、違約金増減の適用に関する要件について現行契約法が取ってい
る実損害差額主義に賛同するものであると説明されている37。したがっ
て、王案も現行契約法の立場を承継するものであると解される。

２　改正派
　徐案、王案のような承継派に比較して、梁案が現行契約法の条文にい
くつかの修正を加え、現行契約法の条文と若干異なる立場をとっている
ものであるため、改正派と位置づけられ得る。本部分は、梁案の内容お
よびその改正理由を中心的に検討する。
　梁案は、違約金増減に関する条文を、次のように規定している。

中国民法典草案梁案38

953条
　（１）当事者は、一方が違約したときに違約の程度に応じて相手
方に一定額の違約金を支払うことを約定することができ、違約によ

37 王案の解説によれば、法院が違約金の増減の可否を判断する場合には、単
に違約金を実損害に比較して低いか著しく高いかを基準とすれば十分であり、
違約金の約定が公平を失するか否かを考慮する必要はない、とされる。王・前
掲注（31）300 ～ 302頁参照。
38 梁・前掲注（33）245 ～ 253頁。
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りもたらされた損失賠償額の計算方法を約定することもできる。
　（２）当事者が他の約束をしない限り、違約金は、違約によりも
たらされた損害賠償の総額の予定と見なす。債権者が違約金の支払
いを求めた後に、債務の履行を求めてはならない。当事者が、債務
者が適当な時期または適当な方法により債務を履行しない時に違約
金を支払わなければならないと約束する場合には、債権者は、違約
金の支払いを求めることができるほか、債務の履行も求めることが
できる。

954条
　債務が一部履行された場合、人民法院または仲裁機構は、債権者
が一部履行により得られた利益に照らし、違約金を減額しなければ
ならない。

955条
　約定された違約金がもたらされた損失よりも著しく低い場合、当
事者は、人民法院または仲裁機構に対し増額するよう請求すること
ができる。約定された違約金がもたらされた損失よりも著しく高い
場合、当事者、人民法院または仲裁機構に対し適当に減額するよう
請求することができる。

956条
　当事者が、一方が違約する時に、金銭以外の給付を債務不履行の
救済方法と約束する場合には、違約金に関する規定が準用される。

（１）基本的立場
　梁案を見ると、953条と956条は、それぞれ違約金の法的性格と範囲を
規定するものである。違約金増減に関する中心的な条文は、954条と955
条である。現行契約法と比較して、梁案には２つ特徴があると思われる。
　第１に、違約金の法的性格や範囲については、梁案は、現行契約法の
用語をそのまま受け入れた上で、いくつかの細かな改正を加えるもので
ある。その内容については、梁案は現行契約法の条文の立場と基本的に
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一致するものであるが、条文においていくつかの修正も加えられている。
それを踏まえて、違約金増減の対象において、梁案が現行契約法と比較
してどのような変化を示しているのか、またそれについていかなる説明
がなされるのかは、注目に値するところである。
　第２に、違約金増減の適用に関する要件については、梁案は、基本的
に現行契約法の条文の立場を変更していないものであるが、２箇所にお
いて若干の改正が加えられている。この２箇所について、梁案がいかな
る説明を加えるのか、また違約金増減の適用にどのような影響を与える
のかは、関心が集まるところである。
　梁案による以上の２つ特徴に照らせば、梁案は違約金増減についての
改正を、現行契約法の条文の立場と離れて大きな修正を加えている改正
案ではないと解される。とはいえ、条文において違約金増減の対象や要
件について、内容的に若干の補充が加えられていることは否めない。以
下では、梁案による改正の２つの内容に照らして、違約金増減に関する
改正の動向を把握する。

（２）対象
　梁案953条１項は、現行契約法の条文（１項）の用語をそのまま承継す
るものである。すなわち、梁案においても「一定額の違約金」と「損失
賠償額の計算方法」がいずれも狭義的違約金であるとして、違約金増減
の対象の射程に属していることは現行契約法の条文の立場と同様であ
る。現行契約法の条文に比較して梁案は、953条２項と956条を新たに補
充することで、違約金の範囲を広げている。問題は、新しく広げられて
いる違約金の範囲も、違約金増減の対象の射程に入るか否かということ
である。以下では、この２つ条文をめぐって検討する。

（ⅰ）梁案956条について
　梁案956条について、解説は「『金銭以外の給付』とは、金銭以外のもの・
権利を指すものである。当該の条文によれば、両当事者が、一方当事者
が違約した時に、相手方当事者に金銭以外の給付、たとえば特定物、特
定権利を支払うと約束する場合に、（金銭以外の給付について）違約金
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に関する規定は準用される、とされる」39と説明している。また、解説
は梁案がこの条文を規定する理由を、「契約自由の原則に基づき、当事
者が金銭以外の給付を、違約金に代替させることができる。換言すれば、
金銭以外の給付と違約金との差異が単に給付の対象が異なるにすぎない
ため、金銭以外の給付について違約金に関する規定が準用されなければ
ならない」40と説明している。
　以上の説明に照らせば、梁案は、違約金の範囲を、金銭からもの・権
利へと広がるため、もの・権利が準違約金として扱われ得ると解される。
問題は、準違約金としてのもの・権利が、違約金増減の対象の射程に入
るか否かということである。解説がこの点について説明していないが、
著者は、次の２つの理由で、準違約金としてのもの・権利も違約金増減
の対象の射程に入ると考える。
　第１に、準違約金としてのもの・権利が確かに金銭ではないため、表
面に法院が直接にもの・権利を増減することはありえない。とはいえ、
法院がもの・権利を金銭へと評価することは不可能ではない。換言すれ
ば、法院が準違約金としてのもの・権利を金銭の価値へと評価したうえ
で、当事者の実損害と比較することは可能であると解される。
　第２に、準違約金としてのもの・権利も、当事者の意思自治に属する
ものである。意思自治を制限する目的を持っている違約金増減について
その対象の射程において準違約金としてのもの・権利も含まれることは
妥当の解釈であると思われる。

（ⅱ）梁案953条２項について
　梁案953条２項について、解説によれば、梁案953条２項が違約金が原
則的に損害賠償の予定と見なされると規定するものであるが、条文にお
いて当事者が、他の債務不履行の救済方法と併用できる「懲罰的違約金」
を約定することができるという旨も含まれている、とされる41。現行契
約法が単に損害賠償の予定としての違約金（賠償的違約金）を違約金増

39 梁・前掲注（33）252頁。
40 梁・前掲注（33）252頁。
41 梁・前掲注（33）246 ～ 247頁参照。
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減の対象としているが、梁案はこの点についてどのような改正を示し、
いかなる説明を加えるのか。以下では、解説に基づいて検討する。
　第１に、まず解説は、違約金が原則的に損害賠償の予定と見なされる
ものであるため、他の債務不履行の救済方法と併用されることができな
い賠償的違約金であると説明している42。また、解説がこのような賠償
的違約金が違約金増減の対象の射程に入るとはっきり説明している43た
め、賠償的違約金について、梁案も現行契約法の条文と同様な立場を取っ
ている、ということが明らかにされた。
　第２に、また解説は、懲罰的違約金を、「当事者が違約金の支払いの
ほか、債務の履行を求めることができる」44と定義しながら、953条２項
の後段「当事者が、債務者が適当な時期または適当な方法により債務を
履行しない時に違約金を支払わなければならないと約束する場合」とい
う文が「当事者が約束する場合」を指すため、この場合の違約金が損害
賠償の予定ではなく、懲罰的違約金であると説明している45。問題は、
このような懲罰的違約金は、違約金増減の対象の射程に入るか否かとい
うことである。この点について、現行契約法の条文およびそれについて
の解説が直接に説明していないが、学説は、懲罰的違約金が違約金増減
の対象の射程に入るべきではないと主張している。今回の梁案は、学説
の主張を受け入れるものである。すなわち解説によれば、梁案による違
約金増減の対象の射程が賠償的違約金だけに及んでおり、「懲罰的違約
金」まで及んでいない。なぜならば、懲罰的違約金についての規制が、
賠償的違約金についての規制と異なり、実損害との比較が求められてい
ないためである。それゆえに、懲罰的違約金についての規制が、契約の
取り消し、無効などの契約の効力に関する規制の方法に委ねるべきであ
ると説明されている46。
　以上の検討に照らせば、梁案も懲罰的違約金を、違約金増減の対象の

42 梁・前掲注（33）246 ～ 247頁参照。
43 梁・前掲注（33）249 ～ 250頁参照。
44 梁・前掲注（33）246頁。
45 梁・前掲注（33）246 ～ 247頁。
46 梁・前掲注（33）249 ～ 250頁参照。
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射程に入れていないため、現行契約法の条文の立場を踏襲するものであ
ると解される。

（３）要件
　梁案954条と梁案955条において違約金増減の適用に関する要件が定め
られている。その内容を見ると、梁案が現行契約法の条文の立場をほと
んど承継するのであるが、条文において２箇所の細かな修正を加えてい
る。一つは、法院が違約金の減額の可否を判断する場合には、「債務の
一部履行」が判断要件とされるということである。二つ目は、法院が、
違約金の増額の可否を判断する場合には、違約金と実損害との比較基準
について改正が加えられている。すなわち、条文において比較基準が「低
い」から「著しく低い」へと変えられている、ということである。以下
では、解説がこの２箇所の改正についてどのような説明を加えているの
か、また違約金増減の適用においてどのような変化が見られるのかを検
討してみたい。

（ⅰ）債務の一部履行による減額の明文化
　現行契約法の条文において法院が考慮する付加的な要件のひとつとし
て契約の履行状況という事由が挙げられている。この契約の履行状況と
いう事由はどのような場合を指すのかについて、現行契約法の条文にお
いて規定されていないが、学説は、債務の一部履行による減額のルール
を提唱している。
　以上の学説の影響を受けて、梁案954条ははじめて、一部履行による
減額のルールを明文化するのである。解説は、この条文の適用およびそ
の立法理由を、次のように説明している。
　まず、条文の適用について、「本条文によれば、債務が一部履行され
た場合には、法院は、債権者が債務の一部履行によって得られた利益に
照らし、違約金を減額しなければならない、とされる。本条の目的が、
両当事者の間に給付の均衡を維持するものであるため、法院が職権で違
約金を減額しなければならない」47、とされる。

47 梁・前掲注（33）248 ～ 249頁。
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　また、条文の立法理由について、「債務者が債務を一部履行すること
によって債権者が一定の利益を獲得することになる。この場合には、法
院が依然として債務者に違約金の全額を負担させるならば、債権者が超
過の利益を獲得することになるため、債務者に対して不公平である。一
部履行による減額のルールを明文化することは、当事者の間の給付の均
衡を維持することができるし、民法の公平原則も貫徹し得る。したがっ
て、条文において法院の減額の適用が『できる』と規定しておらず、『し
なければならない』と規定されることには、法院が職権でこのような趣
旨を実現する意味が含まれている。換言すれば、債務の一部履行によっ
て債権者が利益を得た場合には、法院が違約金を減額しないことは、法
律の適用を間違えるということになる」48、とされる。
　以上の説明に照らせば、梁案は、学説の見解を踏襲するものである。
とはいえ、次の二つの理由で現行契約法の条文の立場と比較して、梁案
が実質な改正を加えるものではないと解される。
　第１に、表面的に見ると、梁案は、債務の一部履行による減額を明文
化することによって、債務の一部履行をその付加的な要件（現行契約法
の条文の立場）から判断の基礎的な要件へと引き上げている。とはいえ、
債務の一部履行による減額の論理が、依然として実損害差額主義の一部
として捉えられるため、現行契約法の条文の立場を変更するものではな
いと思われる。
　第２に、梁案において債務の一部履行による減額が法院の職権による
ものと規定されているが、その理由を見ると、当事者の間の給付の均衡
を維持するためであると説明されている。これはまさに違約金増減の趣
旨と合致するものであるであろう。換言すれば、梁案が債務の一部履行
による減額というルールを明文化することは違約金増減の趣旨を変えよ
うとするためではなく、よりよく違約金増減の趣旨を徹底するためであ
ると解される。

（ⅱ）違約金と実損害の比較基準　──「低い」から「著しく低い」へ
　現行契約法の条文の立場に照らせば、法院が違約金の増額の可否を判

48 梁・前掲注（33）249頁。
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断する場合には、違約金と実損害の比較基準が「低い」とされている。
学説では、このような比較基準について、批判的な見解が少なくない。
梁案955条は、学説の一部の見解を受け入れている。すなわち、梁案955
条において法院が違約金の増額の可否を判断する場合には、違約金と実
損害の比較基準が「低い」から「著しく低い」へと修正されている。解説
は、この条文の適用およびその立法理由を、次のように説明している。
　まず、条文の適用について、「約定された違約金がもたらされた損失
よりも低いが、なお「著しく低い」という基準までと認定され得ない場
合には、法院が違約金の増額をしてはならず、債権者の損害賠償の請求
も支持してはならない」49、とされる。
　また、条文の改正理由について、「現行契約法が実施されている裁判
実務を見ると、違約金減額は、法院が違約金が著しく高い場合に違約金
を減額することによって、当事者の間の給付の均衡の維持、民法の公平
原則の貫徹に重要な役割を果たしているものである。学界・裁判実務は、
違約金減額を高く評価している。それによって、梁案が現行契約法の条
文の『約定された違約金がもたらされた損失よりも低い』という文言を、

『約定された違約金がもたらされた損失よりも著しく低い』という文言へ
と修正することは、減額の規定（著しく高いという比較基準）との均衡
を図り、適用のロジックにおいて一貫性を保つためである」50、とされる。
　以上の説明に照らせば、梁案が違約金増額の適用において違約金と実
損害との比較基準を、「低い」から「著しく低い」へと改正するものであ
る。この改正によって違約金増額の適用において次の二つの法的意味が
あると解される。
　第１に、現行契約法の条文の立場に照らせば、違約金増額の適用につ
いて違約金と実損害との比較によって差額が生じさえすれば、法院が違
約金の増額をすべきであるということである。学説で指摘したように、
違約金が完全に損害賠償と同様な機能を果たすため、違約金の意義が失
われる。もし民法典が今回の梁案を採用し、比較基準を「低い」から「著
しく低い」へと改正するならば、法院が違約金と実損害との差額が一定

49 梁・前掲注（23）250頁。
50 梁・前掲注（23）250 ～ 251頁。
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の基準に達しない場合には、増額を認めない可能性が高くなると予想さ
れるであろう。換言すれば、違約金による責任制限機能がある程度で確
保されるとも考えられる。
　第２に、梁案の解説に照らせば、改正の理由が違約金減額の適用との
一貫性を保つためであると説明されている。換言すれば、梁案において
違約金増額の適用が違約金減額の適用を参照すべきという方針が示され
ている。この意味では、梁案が「著しく低い」について具体的な量化の
基準を規定していないが、法院が「著しく高い」の量化の基準（違約金
が実損害よりも30％超えること）に基づいて反対解釈すると、法院が「著
しく低い」を、「違約金が実損害よりも30％低いこと」と認定することで
きるであろう。他方、現行契約法の条文の立場に照らせば、違約金減額
の適用において違約金と実損害との比較が求められるほか、一連の付加
的な要件も提示されている。もし梁案の解説で指摘したように、違約金
増額の適用が違約金減額の適用との一貫性を保つ必要性があれば、法院
が違約金増額の適用においても一連の付加的な要件を考慮することが可
能であると解される。

３　小括
　以上は、最近に行われている民法典草案の起草作業において違約金増
減についての改革案を検討した。改革案についての検討に照らせば、徐
案、王案が違約金増減を積極的に捉えられているため、これらの案では
現行契約法の条文を承継する立場が示されている。梁案は、現行契約法
の条文に細かな改正を加えるが、現行法契約の立場を大きく修正するも
のではない。ただし、梁案では、規定上、違約金増額の適用に関する（違
約金と実損害との）比較基準が、違約金減額の適用に関する比較基準と
対照的に定められる旨が示されている。その改正理由に照らせば、違約
金増額と違約金減額が同じく当事者の間の給付の均衡の維持、公平原則
の貫徹という趣旨を有する以上、両者が適用される際の要件における規
定上の均衡を図る必要がある。それによって裁判実務において両者が適
用される場合に一貫性を保たれることができると解される。

（未完）
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第四項　個人のライフスタイルの選択と係わる事柄
　個人の自立を強調するアメリカ社会1の雰囲気に連邦最高裁判決2から
の加担も加え、子どもが自分の最善的な利益を追求する動機は、場合に
よって大人と同様に選択する権利が保障されると見ることができよう。
この項目において、子どもは学校の教育を通して心身的発達が共に図っ
てきている段階におきながら、自分のライフスタイルを自ら決めようと
する際、大人によって管理される学校は如何なる対応で臨んでいるのか
の様子を検討してみたい。そして、ピックアップされたのは「性・結婚」
及び「信仰」というテーマである。

1 田中英夫『アメリカの社会と法』（東京大学出版会・1972年）193頁。
2 例えば、1972年に下された連邦最高裁の Yoder 判決の Douglas 裁判官の「…
子どもの意思を検討せずに、親の…意思を子どもに押し付けることは、子ど
もの権利への侵害となる」との説示がある。Wisconsin v. Yoder (406 U.S. 205 
[1972]), at 244.
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　第一目　結婚で人生を送ろうか否かの選択
　「結婚」という段階に踏み込もうとする前、より現実的に考えなけれ
ばならないのは恐らく「妊娠」という生理的経過に対する生徒（子ども）
本人とその家族、更に性交渉の相手の対応だと思われる。Raskin の研
究によると、毎年アメリカにおいて性的経験を持つ青少年が凡そ何百万
人以上いると統計されている。その中、四〇から五〇万人程度の女子は
意図的ではない妊娠が体験している3。このような状況に対し、学校とし
て直面させられるのは妊娠した生徒やその前後に結婚の道を選んだ生徒
に如何なる対応をすべきかの問題である。

　一、生徒が妊娠した場合
　この問題をより明確に設定すれば、「学校は妊娠した女子生徒に対し
て如何なる対応をとるべきか」ということになろう。こうして、性別が
明らかに一つの重要なポイントとなってくる。Alexander らの研究によ
れば、一九七〇年代の前半までに学校は凡そ女子生徒に対して退学や除
名処分（expel）をなされてきた4。ところが、一九六九年に Mississippi 州
の連邦地裁による Perry v. Grenada Municipal Separate School District 
(300 F. Supp. 748 [1969]) 判決5が一つの象徴的な例として、このような
学校側の対応が合衆国憲法修正一四条の平等保護条項に違反する見解が
強くなってきた6。その上、一九七二年に連邦政府によって制定された『教
育法修正タイトルⅨ』（Title Ⅸ of the Education Amendments of 1972）
はここと後述する生徒が結婚した場合、如何なる形である性による差

3 Jamin B Raskin, We the Students Supreme Court Cases for and about 
Students, 2nd ed., (Washington, D.C. 2003), at 227.
4 Kern Alexander and M. David Alexander, the Law of Schools, Students and 
Teachers In a Nutshell, 3rd ed., (U.S.A. 2003), at 123.
5 『LexisNexisホームページ』（2008年10月28日）〈http://www.lexis.com/research 
/retrieve?_m=c938e8a5c7be6d2787dabb9133199f04&docnum=1&_fmtstr= 
FULL&_startdoc=1&wchp=dGLzVtb-zSkAb&_md5=8d50bcd1656a1595ef447f7
8014fc652&focBudTerms=300%20f.supp.%20748&focBudSel=all〉。
6 300 F. Supp. at 750. Kern Alexander and M. David Alexander, op. cit. supra 
note 4, at 123-124.
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別7から、生徒たちの就学し続ける権利が保障されることに重要な役割
を果たしている8。しかし、難問が依然に残されている。
　問題点の存在に気づかされる材料として、一九八五年に連邦第七巡回
区控訴裁判所が出された Wort v. Vierling (778 F.2d 1233 [1985]) 判決9、
及び一九九〇年に下された連邦第三巡回区控訴裁判所の Pfeiffer v. 
Marion Center Area School Dist. (917 F.2d 779 [1990]) 判決10がある。こ
の二つの判決の当事者となる者はいずれもアメリカの「全米優等生協会

（National Honor Society）」のメンバーであった。そして、二人の女子
生徒がいずれも未婚のまま妊娠してしまった末、同協会から除籍処分を
受けたのである。ところが、前の Wort 判決において裁判所は同協会が
彼女の妊娠に基づいて除籍処分をなされたのは前記の教育法修正タイト
ルⅨと修正一四条の平等保護条項に違反する行為だと判断したが、後の
Pfeiffer 判決で裁判所は同協会の除籍処分を支持したのである。なぜな
ら、Pfeiffer 判決で女子生徒の妊娠より当該生徒による婚前の性行為を
主な争点にしたからである11。こうして、Alexander らは全米優等生協会

7 Ibid. なお、市民的権利に関する法律第Ⅶ編を改正して成立させた『一九七
九年の妊娠による差別禁止法（the Pregnancy Discrimination Act of 1979）』は
雇用の場合に適用される法律だが、Alexander らは同法も連邦の議会が妊娠に
よって女性を差別することを撤廃せよという動きを具体化する一環だと見做し
ている。アメリカ自由人権協会編・青木宏治・川口彰義監訳『生徒の権利』（教
育史料出版会・1991年）159頁。
8 Id. at 124. アメリカ自由人権協会編・青木宏治・川口彰義監訳・前掲書注（７）
167 ～ 169頁。
9 『LexisNexis ホームページ』（2008年10月28日）〈http://www.lexis.com/research 
/retrieve?_m=e1c2a14cd5ea3ed26290a819225e6aef&docnum=1&_fmtstr= 
FULL&_startdoc=1&wchp=dGLzVtb-zSkAb&_md5=4983194133225b5f4ce3d1
9c2a5c1172&focBudTerms=778%20f.2d%201233&focBudSel=all〉。
10 『LexisNexisホームページ』（2008年10月28日）〈http://www.lexis.com/research 
/retrieve?_m=5d26ad0ad77e1011b6a5a4eb5ff5f1c5&docnum=1&_fmtstr= 
FULL&_startdoc=1&wchp=dGLzVtb-zSkAb&_md5=aae95ccf55b546a83f1e
2f38ea1ad9ad&focBudTerms=917%20f.2d%20779&focBudSel=all〉。Jamin B 
Raskin, op. cit. supra note 3, at 227-230.
11 Kern Alexander and M. David Alexander, op. cit. supra note 4, at 124-125.
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のような組織が Pfeiffer 判決に依拠し、妊娠を除き、学校でも不適切だ
と教示する行為の違反に基づく理由だけで生徒たちを締め出すことがで
きるようになると見る一方、学校や教育的効果をより促進させる学生組
織（school benefits）が妊娠を理由にして生徒を締め出すことができな
い法理が殆ど確立されたことも示している12。

　二、生徒が結婚した場合
　前述したように、生徒は結婚しても通学し続ける権利が依然に保障さ
れるのが現状である13。その中、「結婚している生徒には、課外活動に参
加する権利があるか」という問題が提起され、議論を交わっている。
　第二次世界大戦後の暫くの間に、アメリカにおける「…下級審判決の
大多数は、結婚した生徒の学校教育活動の制限は合理性を有すると判示
する」14傾向が見られるけれども、一九六〇年代が境界線になり、当該
合理性に対して疑問視をする判決が現れる。例えば、一九六八の Lee v. 
Macon County Board of Education (283 F. Supp. 194 [1968]) 判決15にお
いて、Alabama 州の連邦地裁は結婚した選手に対して学校間の競技に
参加することを禁止する規定が廃止されるべきだと判断した16。また、

12 Id. at 125.
13 裁判例の流れを見ると、下級審において1929年に Mississippi 州の最上級裁
判所は McLeod v. State (154 Miss. 468 [1929]) 判決で当時の州憲法に基づいて

「学校や学区（高校）は結婚したことを理由として生徒を退学処分にすること
はできない」と判断した例がある。『LexisNexis ホームページ』（2008年10月28
日 ）〈http://www.lexis.com/research/retrieve?_m=9a2832ff82d22446f7e59938f6
72e1fd&docnum=1&_fmtstr=FULL&_startdoc=1&wchp=dGLzVtb-zSkAb&_
md5=d65a25e102f904d441dfed1d3002625e&focBudTerms=154%20miss.%20
468&focBudSel=all〉。アメリカ自由人権協会編・青木宏治・川口彰義監訳・前
掲書注（７）168頁。
14 千葉卓『教育をうける権利』（北海道大学図書刊行会・1990年）405頁。
15 『LexisNexisホームページ』（2008年10月28日）〈http://www.lexis.com/research 
/retrieve?_m=c269ec52060af36a6046963af6bc3263&docnum=1&_fmtstr= 
FULL&_startdoc=1&wchp=dGLzVtb-zSkAb&_md5=a3130d69af92a39a5ff3309
bc249a7e0&focBudTerms=283%20f.supp.%20194&focBudSel=all〉。
16 283 F. Supp. at 198.
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判例集に未登載であるが、New Jersey 州の連邦裁判所は Johnson v. 
Board of Education of the Borough of Paulsboro, U.S.D.C. (Civil Action 
No. 172-70 [unreported]) 判決において、「結婚しているとか、子どもが
あるとかだけの理由で、課外活動の参加について生徒を差別的に取扱っ
てはならない」17と判断したのである。
　他方、学説上も、「…生徒の課外活動の参加は公立学校が生徒に行な
う教育の一環であるといえる。…勿論、生徒を学校から締め出すことと、
生徒を課外活動から排除することとの間には、生徒に対する効果の面で
は、違いがみられる。しかし、教育自体の機能からすれば、これを区別
して扱うことの合理性は存しない。…（そして）結婚を理由とする当該
生徒の何らかの学校活動からの排除は、彼の参加によって学友を重大な
道徳的堕落へと導いたことにつき合理的な見込みがある場合のみに限ら
れると解される」18、という主張が存在している。
　但し、一九七六年に連邦第一〇巡回区控訴裁判所は Albach v. Odle 
(531 F.2d 983 [1976]) 判決において、生徒が結婚した後、戸籍の変動に
よって学校間の競技に参加することに制限される問題から生じる争いに
対し、修正一四条によるデュー・プロセスの要請に違反しないと判示し
た。従って、この問題について生徒の結婚に関するプライバシーの権利

（right of marital privacy）や平等保護条項を巡る問題でもあると言われ
ている19。

　第二目　信仰で生きようか否かの選択
　本章の第二節では多少言及したが、「宗教」という領域がアメリカ人
の社会的、精神的及び思想的生活とは頗る密着している20。しかし、特
定の宗教の儀式に従って行動している生活のパターンが学校という建物
に入ったら、子どもの意思によって依然に続けられるか。また、子ども

17 アメリカ自由人権協会編・青木宏治・川口彰義監訳・前掲書注（７）172頁。
18 千葉卓・前掲書注（14）406頁。
19 Kern Alexander and M. David Alexander, op. cit. supra note 4, at 126.
20 上坂昇「第七章　公教育に進出する宗教右翼」森孝一編『アメリカと宗教　

〈現代アメリカ５〉』（日本国際問題研究所・1997年）184頁。
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自身が特定の宗教的な実践を拒否する場合、学校として如何なる対応を
とるべきなのかなどの問題がある。

　一、「宗教」とアメリカ社会の一断面
　周知のように、一七九一年に成立・制定された合衆国憲法修正一条は

「合衆国議会は、国教を樹立する法律もしくは自由な宗教活動を禁止す
る法律、…を制定してはならない」21、と定めている。しかしながら、当
該規定は憲法的条項である以上、制限を加えようとする標的は連邦政府
であり、アメリカ社会自体ではないのが自明の理である。
　他方、アメリカ社会の思考パターンとして「宗教の原理主義」という
ものが含まれている。要するに、「キリスト教の根本教義に固執する神
学的立場」からの観点である22。この立場は一時的に低迷を迎える時期が
あったが、かの進化論論争によって再び勃発したと言われている23。そ
して、一九七〇年代後半からアメリカ合衆国の内外に発生するいろんな
事情24（その中、もっとも注目されるのは中東世界との対立だと指摘さ
れている25）によって、当該立場を擁護する人々の動きがより顕著になっ
てくる26。また、この時期の前後と重なって進行しているのは政治的な
保守主義の再興だということも紹介されている27。すなわち、一部の保
守主義を信奉する法学者は「…憲法第一修正は教会と国家の厳格な分離

21 土井真一訳・解説「アメリカ」高橋和之編『新版　世界憲法集』（岩波書店・
2007年）73頁。
22 古矢旬『アメリカ　過去と現在の間』（岩波書店・2004年）182 ～ 183頁。
23 古矢旬・前掲書注（22）189頁；202 ～ 203頁。
24 古矢旬・前掲書注（22）183頁。
25 古矢旬・前掲書注（22）184頁。
26 例えばこの立場に立つ者は女性問題に対して中絶反対というスローガンに
熱中するらしい。1973年の Roe 判決を契機に、彼（彼女）らを勢いづかせて、
反対運動を一気に高潮を迎えたという。中絶を行なうクリニックに爆弾を仕掛
けるほどの過激者も現れていた。荻野美穂『中絶論争とアメリカ社会』（岩波書
店・2001年）91頁。古矢旬・前掲書注（22）188頁。
27 M.L. ベネディクト著・常本照樹訳『アメリカ憲法史』（北海道大学図書刊行会・
1994年）207頁。古矢旬・前掲書注（22）215頁。
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を命じているという主張に与しない。同条項は、政府が宗教と無宗教の
間で中立を保たねばならないという意味ではない。逆に政府は、特定の
信仰の援助や、誰かの信教の自由の侵害にあたらない限り、信仰に便宜
を図るべきなのだ」28、と主張することである29。
　そして、原理主義の復興は進化論論争の勃発に遡ることができれば、

「学校における宗教教育の展開」とのテーマが避けられない論戦の中核
的論点の一つとなる。例えば、選挙戦中「生まれ変わったキリスト教徒」
を自称30し、原理主義者に親近感を持たせようとしていた William 
Clinton（以下、「Clinton」）前大統領が一九九五年に「公立学校における
宗教表現についてのメモランダム」という文書を作成し、公立学校にお
ける宗教教育を認める姿勢を明確にしたことがある31。同文書の中で主
に以下の三点が述べられている。すなわち、「…（１）生徒は公立学校で、
個人的に、あるいはグループで祈ったり、宗教について議論することが
できる。学校側はこれを奨励したり、止めさせたりすることはできない。

（２）公立学校では、特定の宗教についての教育（religious instruction）
を行うことは許されないが、聖書やその他の宗教の聖典、宗教史、宗教
の比較、文学としての聖書、文学としての聖典、アメリカや他の国の歴
史における宗教の役割、芸術・音楽・社会への宗教の影響などについて
教えることができる。（３）他の課外活動と同じように、公立学校の施
設を生徒は宗教活動のために使用することができる。」32、と。同文書を
公表した後、直ちに行なわれる世論調査において公立学校における祈祷
を可能にするような憲法の修正に賛成するかの問いに対して、七一％の
回答者が「はい」と答えた。また、祈祷自体が公立学校で行なうべきだ
と考えている回答者は六〇％もいることも示されている33。
　なお、アメリカ社会の一様相として、Amy Sitar の報告によると、原

28 M.L. ベネディクト著・常本照樹訳・前掲書注（27）215 ～ 216頁。
29 M.L. ベネディクト著・常本照樹訳・前掲書注（27）216 ～ 220頁。
30 古矢旬・前掲書注（22）211頁。
31 森孝一「第一章　統計からみるアメリカ宗教の現状と特質」森孝一編『アメ
リカと宗教〈現代アメリカ５〉』（日本国際問題研究所・1997年）36頁。
32 森孝一・前掲論文注（31）37頁。
33 森孝一・前掲論文注（31）37頁。
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理主義者も含まれて十数年の時間をかけて形成されてきたキリスト教右
派（the Christian Right）は、「妊娠中絶、胚性幹細胞（ES 細胞）、安楽
死反対に加え、（前節でも紹介した）知的設計論、バウチャーなど、（当
時の）プッシュ政権の政策や思想を支持するべき、効果的な運動を展開
している」、と伺えるらしい34。

　二、公立学校における祈祷及び聖書の拝読
　前記の世論調査の結果について、「アメリカ人は公立学校から宗教を
排除した最高裁判決に対しては、はっきりと『ノー』をいっている」35、
と論者による分析がある。ここで述べられた「最高裁判決」とは
一九六二年に連邦最高裁が下した Engel v. Vitale (370 U.S. 421 [1962]) 
判決36のことを指している。この Engel 判決に対するアメリカ人の反発
は一九九九年に Colorado 州の Columbine High School で起きた銃撃事
件を引き起こさせる一因だと批判されるような意見があること37からも
伺えるように、相当深刻なものである。しかしながら、その反発は決し
て連邦最高裁が憲法法理に違反するほど重大な判断ミスに由来するもの
ではないと考えている。
　本件は一九五一年に New York 州の評議会の提案に基づき、New 
Hyde Park 学区教育委員会が公立学校長に対して朝礼を行なう際、一
分間の祈祷を実施せよと命じたことによって、無神論者の生徒が当該行
政的行為を原因と見て自分が半強制的に同じのクラスの同級生から引き
離されることになり、不平等的な取り扱いを受けていると主張すること
に加えて、当該行政的行為は修正一条にも違反するとして提訴し、差止

34 Amy Sitar・佐原彩訳「11　キリスト教右派」矢口祐人・吉原真里『現代アメ
リカのキーワード』（中央公論新社・2006年）52 ～ 56頁。
35 森孝一・前掲論文注（31）38頁。
36 森孝一・前掲論文注（31）36頁。『LexisNexis ホームページ』（2008年10月28
日）〈http://www.lexis.com/research/retrieve?_m=f66228b88d771324e9aac3be
f9afff9d&docnum=1&_fmtstr=FULL&_startdoc=1&wchp=dGLzVtz-zSkAt&_
md5=0c521dea1777a37e131d8651f7c1253f&focBudTerms=370%20u.s.%20
421&focBudSel=all〉。
37 Jamin B Raskin, op. cit. supra note 3, at 73.
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めの請求を求めたものである38。そして、連邦最高裁は生徒による上告
を受理する前の第一審と控訴審の結果がいずれも「（無神論者の生徒に
対して）出席強制がないことなどから祈祷は修正一条違反とはならな
い」39、と確認した。
　本判決の法廷意見を執筆する Hugo L. Black 裁判官は争いの焦点を祈
祷という行為が公立学校で行ないうるか否かの問いに集中させた上、次
のように述べている。要するに、「国教の樹立に関する立法府に対して
憲法が最低限度禁止しているところのものは、わが国では政府のたてる
宗教に関する計画の一部としてアメリカ人のあらゆるグループに暗唱さ
せるために公の祈祷文を作成することが政府の役割であってはならない
ということである。…修正一条が憲法の中に規定されたのは、連邦政府
の権限であれ、威信であれ、アメリカ人の暗唱する特定の祈祷をコント
ロールしたり、支持したり、あるいは左右することに用いられてはなら
ない…。修正一四条の規定によって補強されると、…わが国の政府は、
それが連邦であれ、州であれ、…公の祈祷として使用可能なもののうち、
何らかの特定のものを法によって定める権限を持たないということにな
る」40、と。こうして、連邦最高裁は公立学校における祈祷の実施が合衆
国憲法に違反すると判断したのである。そして、「（同判決）により、そ
れまで多くの公立学校において住民や宗教団体の支持をえて実施されて
きた祈祷が行ないえなくなった」41事実が生じたから、恐らくこれは多
くのアメリカ人の反発を招いた一因となろう。なお、法廷意見は前述し
た理由の外に教師が宗教的には中立する可能性や生徒の信教の自由も言
及しながら、いずれの理由が主張されても修正一四条によって州の行為
を攻撃し得ると言った42。但し、この場合自分の信仰を実践するために
公立学校で祈祷したいと考える生徒の信教の自由が如何に考量すべきか

38 370 U.S. at 422. 千葉卓・前掲書注（14）301頁。
39 千葉卓・前掲書注（14）301頁。
40 supra note 38, at 425 ; 429-430. Kern Alexander and M. David Alexander, op. 
cit. supra note 4, at 142. 千葉卓・前掲書注（14）302頁。
41 千葉卓・前掲書注（14）303頁。
42 supra note 38,at 430.
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の問題もある。
　Engel 判決により、「…裁判所の判断としては（公立学校における祈
祷）に関する論争に一応のピリオドが打たれた」43、と見る見解もあるが、
Alexander らの研究を見れば、そうではないように思われる。それは「静
かに祈祷及び瞑想の時間（a brief time in silent prayer or meditation）」
を設けた一九九二年の Louisiana 州法が問題として取り上げられたから
である。確かに、Louisiana 州法のように個人の内心に念ずる祈祷は他
人に影響を与えることが最低限に抑えられるし、様々な宗教的な儀式も
瞑想を通じて完成し得る故、誰かの信教の自由をも侵害することがない
ようになれる。しかしながら、一九九九年の法改正を通して、その「静
かに」という言葉が州法から取り除かれた故、訴訟が引き起こされた。
そこで、二〇〇一年に連邦第五巡回区控訴裁判所は Doe v. School 
Board of Ouachita Parish (274 F.3d 289 [2001]) 判決において、当該法改
正に対し、かの Lemon テストを用いて世俗的な目的から逸脱だ44と言
い、修正一条に違反すると判断した45。また、二〇〇〇年に連邦最高裁
が Santa Fe Independent School District v. Doe (530 U.S. 290 [2000]) 判
決においては、再び公立学校における祈祷の問題を扱い、「…如何なる
憲法上の要請に照らしてみても、生徒が授業日の前後の時間帯に自発的
な意志に基づいて行なう祈祷を禁止する権限が同裁判所に与えられるこ
とはない。しかしながら、州の権能が特定の信仰を積極的に促進させる
目的によって行使されると、（生徒が享有する）信教の自由自体が極め
て制限される範囲内にしか考量され得ない」46、と判断している。このよ
うに考えてみると、子どもが自宅で続けている生活のパターンの中で少
なくとも静かな祈祷という行事を公立学校で実践していきたいと考える
場合、ほかの生徒がうける教育活動に妨げをもたらさなく、州政府も特
にそれをより助長しない限り、自由なことであろう。

43 千葉卓・前掲書注（14）303頁。
44 274 F.3d at 293.
45 Id. at 294-295. Kern Alexander and M. David Alexander, op. cit. supra note 4, 
at 143.
46 Kern Alexander and M. David Alexander, op. cit. supra note 4, at 144.
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　他方、祈祷の外、公立学校における聖書の朗読も問題として裁判所で
取り上げられている。Engel 判決の翌年に同じく連邦最高裁によって出
された School District of Abington Township v. Schempp ; Murray v. 
Curlett (374 U.S. 203 [1963]) 判決47がその中の一例である。本件は
Pennsylvania 州と Maryland 州にある二つの学区教育委員会がいずれも
公立学校の朝礼の時間に生徒に対して注釈なしに聖書を朗読せよと要求
する規則を定めたことによって修正一条か一四条違反として攻撃された
事案である故、連邦最高裁は一括審理をなさったものである48。そして、
Tom C. Clark 裁判官による法廷意見では、聖書の朗読は宗派的行事で
はないという主張に対して、「聖書はその文学的および歴史的な性格の
故に学習する価値があるということは確かに言いうる。…しかし本件の
聖書朗読はこの範疇には入らない。それは、政府が宗教に対して援助も
反対もしてはならないという、厳格な中立性の維持を要請する修正一条
の命令に違反して、州によって求められたところの宗派的な行事なので
ある」49、と示しながら、公立学校における注釈なしの聖書朗読の実施は
違憲だと判断したのである。但し、Schempp 判決は専ら学術的研究か
らも聖書の使用を排除することを断言していなかった故、一九八〇年の
Wiley v. Franklin (497 F. Supp. 390 [1980]) 判決にも述べられるように、
特定の信仰を助長（promote）させることがなく世俗的な（secular）目的
に基づいて歴史、公民、種族或いは比較宗教などの科目において聖書の
使用が認められている50。けれども、特筆すべきなのは、同判決におい
て教師は小学校の授業において聖書を言及する度にその代表する信仰に
ついて促進的な効果をもたらすかどうかのことについて精力的に検討し
たが、生徒の意思や反応を如何に考量されたかの痕跡が見られていない

47 『LexisNexisホームページ』（2008年10月28日）〈http://www.lexis.com/research 
/retrieve?_m=b98c330c169105a49803ce854089ceb3&docnum=1&_fmtstr= 
FULL&_startdoc=1&wchp=dGLzVtz-zSkAt&_md5=f730db858968bac4ea0c805
9e717f1e8&focBudTerms=374%20u.s.%20203&focBudSel=all〉。
48 千葉卓・前掲書注（14）303 ～ 305頁。
49 374 U.S. at 225. 千葉卓・前掲書注（14）306頁。
50 497 F. Supp. at 396. Kern Alexander and M. David Alexander, op. cit. supra 
note 4, at 143.
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ことである。

第四節　教育をめぐる連邦政府の働き
　当初連邦政府を創設させようとする多くの政治家や知識人は教育に対
して決して無関心ではなかった51が、周知のように教育に関する主な権
限は合衆国憲法修正一〇条によって州に属するものだと解されてい
る52。にもかかわらず、連邦政府は子どもと深く係わる「教育」の領域に
対して全く無力な存在であるのか、或いはそうではないのかの問題が浮
かび上がってくる余地があるはずである。それらの解明について本節で
行ってみたいと考える。

第一項　論点の概要
　一八四二年に下された連邦最高裁の Prigg v. Pennsylvania (41 U.S. 
539 [1842]) 判決53において、Joseph Story 裁判官の法廷意見が「連邦政
府が州政府職員に対し、連邦法─たとえそれ自体は合憲の法律であって
も─の実施を強制することはできない」、とし、「州政府と連邦政府はと
もに独立の主権的存在であって、一方が他方の官吏にその法律の実施を
要求することはできない」54のも訴えているように、教育を個人の私事
或いは州に専属する事項だ55と見做される慣習56は連邦政府が設立され

51 久保義三『教育の経済的生産性と公共性─ホレース・マンとアメリカ公教育
思想』（東信堂・2004年）52頁。
52 Jamin B Raskin, op. cit. supra note 3, at 4.
53 『LexisNexisホームページ』（2008年11月３日）〈http://www.lexis.com/research 
/retrieve?_m=676a031d238709407e3742156b1081a8&docnum=1&_fmtstr= 
FULL&_startdoc=1&wchp=dGLbVzb-zSkAz&_md5=e41d97f51026bc95827ecb
8a6bbbdf41&focBudTerms=41%20u.s.%20539&focBudSel=all〉。
54 41 U.S. at 624-625. M.L. ベネディクト著・常本照樹訳・前掲書注（27）79～80頁。
55 なお、Dawson Hales は「州が教育に対して積極的な役割を果すようになっ
たのは二十世紀になってから」のことを説明している。Dawson Hales, Federal 
Control Of Public Education : A Critical Appraisal, (U.S.A, 1954), at 45. 社会部・
文教課「アメリカにおける公教育の連邦管理」『レファレンス　第79号』（国立
国家図書館調査立法考査局・1957年）83頁。
56 上原貞雄『アメリカ合衆国州憲法の教育規定』（風間書房・1981年）４頁。
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た後も暫く維持されていた（但し、連邦政府は一八六二年に制定したモ
リル法（Morrill Act）を通して「教育」に対する関与をし始める、と
Hales が認識している57）58。
　しかしながら、一九三〇年代に入った後のアメリカは所謂「大恐慌」
の経済的な暗黒期に突入し、ニュー・ディールの時代を迎えることと共
に、連邦政府の機能がより重要視されることになり59、一九三六年の
United States v. Butler (297 U.S. 1 [1936]) 判決60や、一九八〇年の Fullilove 
v. Klutznick (448 U.S. 448 [1980]) 判決61のように、同時代における連邦
政府の機能の拡大が必要とされる立場を確認する象徴的判決も出され
た。かような現象は「教育」の領域にも当てはまると理解する論者もい
る62。

57 Dawson Hales, op. cit. supra note 55, at 56. 社会部・文教課・前掲論文注（55）
89頁。
58 確かに、寺川史朗の言うように、合衆国が結成された当初において連邦政
府は「連邦政府による州公立学校基金（state common school funds）への連邦
公有地の供与」や「連邦議会および各準州の移住者が連邦公有地から新たな州
を創出したという州形成の過程を通じてなされた、いわゆる共和国国家維持型
の教育行政の展開の要請」などの手段を用いて、公教育制度に関与してきた。
しかしながら、「…合衆国誕生からニューディール期までは…教育に関する権
能は州、実質的には地方にあり、連邦政府による統制は州・地方によるそれと
比較しても、質・量ともはるかに微小なものであった」、ということも寺川が
述べている。なお、1899年に出された Cumming v. Richmond County Board of 
Education (175 U.S. 528 [1899]) の連邦最高裁判決において、やはり Prigg 判決
における連邦最高裁の立場を再確認し、教育に関する問題への連邦政府による
介入を支持しないことを明言したのである。寺川史朗「アメリカ合衆国憲法に
おける教育と国家の関係に関する一考察─憲法学の視点から─」『法学新報　
第106巻第５・６号』（中央大学法学会・2000年）202 ～ 203頁。175 U.S. at 545. 
千葉卓・前掲書注（14）22 ～ 23；30 ～ 31頁。
59 M.L. ベネディクト著・常本照樹訳・前掲書注（27）153 ～ 159頁。
60 M.L. ベネディクト著・常本照樹訳・前掲書注（27）159頁。Jerome A. Barron 
and C. Thomas Dienes, Constitutional Law In a Nutshell 3rd.ed, (U.S.A, 1995), 
at 74. 松井茂記『アメリカ憲法入門（第五版）』（有斐閣・2004年）52頁。
61 Ibid., at 75.
62 寺川史朗・前掲論文注（58）207頁。
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　このような連邦最高裁の姿勢と歴史的な流れを伺うと、「教育」につ
いて連邦政府が決して遠く離れている存在ではないことが再び推測し得
よう。よって、以下はいくつかのテーマを立て、連邦政府による「教育」
への関与の様相を整理し、検討する。

第二項　『アメリカ合衆国憲法』が定められている枠組み
　一九五八年に、連邦最高裁は Cooper v. Aaron (358 U.S. 1 [1958]) 判決
において、たとえ教育に関する権限が州に専属することであっても、無
制限ではなく、合衆国憲法の規定に合う方法で行使しなければならない
と宣言している。すなわち、「公教育についての責任は、主には州が負
うべき問題であるとするのはもちろん正しいのであるが、こうした責任
は、他のすべての州の活動と同様に、国家の行為に適用される合衆国憲
法の要件に合致するかたちで行使されなければならないということも同
じく正しいことである」63、と連邦最高裁は認識している。なお、同判決
において、子どもが憲法上の人権の享有主体であることも再確認されて
いる64。
　では、連邦最高裁が示している合衆国憲法の要件とは何か。McCarthy
らは合衆国憲法の中で州の公教育の政策や活動に最も影響を与えてきた
ものとして、第一条八節の「一般福祉条項」、第一条八節三項の「州際通
商条項」、第一条一〇節一項の「契約条項」、修正一条、修正四条、修正
五条、修正九条及び修正一四条を紹介している65。従って、前の Cooper
判決の法理に照らして考えれば、連邦政府や州政府はいずれもこのよう
な合衆国憲法に定められる枠組みの中でしか「教育」の領域に関与する
ことができない。他方、前記の修正一条から第一四条までの規定は個人
の基本的人権を保障する条項だと認識され、位置づけられることもあり、

63 358 U.S. at 25. Martha M. McCarthy・Nelda H. Cambron-McCabe 著・平原
春好・青木宏治訳『アメリカ教育法　教師と生徒の権利』（三省堂・1991年）18頁。
64 Ibid. Sarah H. Ramsey and Douglas E. Abrams, Children and the Law In a 
Nutshell, 2nd ed., (U.S.A, 2003), at 19.
65 Martha M. McCarthy・Nelda H. Cambron-McCabe 著・平原春好・青木宏治
訳・前掲書注（63）18 ～ 22頁。
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Cooper 判決だけではなく、前述した一九六九年の Tinker 判決において
も子どもが公立学校に入っても憲法上の人権が保障されると連邦最高裁
が宣言している故、州政府は勿論、連邦政府も子どもの人権を恣意的に
侵害することができないのは自明のことになろう。また、McCarthy ら
の研究によると、「州際通商条項」及び「契約条項」の機能は殆ど公立学
校の運営や教職員の雇用と関わる66ので、恐らく「一般福祉条項」の下
で連邦政府による公教育への関与は公立学校に在籍する子どもたちに最
も影響を大きく与えていると推論できよう。
　実際、「…連邦政府が教育政策に関与することは、特に一九六〇年代
以降、様々な理由から増えてきている。…その際には、（合衆国）憲法
第一条第八節第一項の…『一般の福祉』の中に教育に関する事項をも読
み込むという解釈により、連邦政府が補助金交付という形で教育問題に
関与することの正当性が説明されている」67、との報告がある。McCarthy
らも「連邦議会は、この一般福祉の原則を採用して、自然科学および数学、
読み方、特殊教育、職業教育、専門職業教育、２か国語併用教育といっ
た領域の研究や授業計画に対して実質的に連邦援助を定める立法を制定
してきた」、と述べている。よって、以下ではこの「一般福祉条項」に基
づき連邦政府が公教育への関与の具体像、及び連邦最高裁の対応を検討
し、子どもが連邦政府の教育政策の主体として如何に位置づけられてい
るのかという問題の解明を試みる。

　第一目　連邦政府の動き
　Hales は、一九五四年の著書の中で「（アメリカの連邦政府）の持つ教
育上の役割は、他の国家の役割とは根本的な相違があった。…合衆国の
教育管理は、一部の国民指導者の反対にもかかわらず、地方や州の役割

66 Martha M. McCarthy・Nelda H. Cambron-McCabe 著・平原春好・青木宏治
訳・前掲書注（63）19 ～ 20頁。
67 寺倉憲一「二〇〇〇年の目標：アメリカ教育法の成立─アメリカにおける近
年の教育改革の動向とクリントン政権の教育政策」『レファレンス　第524号』

（国立国家図書館調査立法考査局・1994年）26頁。より早い段階に発表された
佐藤全の研究の中でもこのような通説的な理解を紹介している。佐藤全『米国
教育課程関係判決例の研究』（風間書房・1984年）48 ～ 49頁。
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になった。しかし…、技術的発達が州や地方の境界を無効とし、政策の
立案に対して有力な職能団体が、性格的に全米的であり、富も経済的支
配もともに集中され且つ連邦政府が…権力の中心と（なること）で、教
育に関する連邦支配は、感知出来る程度に増加し始めているように思わ
れる」68、と述べている。そして、このような公教育に関する連邦政府の
関与の発端について、連合時代の連合会議によって制定された一七八五
年の『土地条令（Land Ordinance of 1785）』にまで遡ることができると
言われる69。
　すなわち、同令の最後の部分に「上述の郡区の中にあっては、公立学
校の維持のために、各郡区の第十六番目の地所が、予備として確保され
なくてはならない」、と定められているため、連邦政府による教育関連
立法の礎石になったと見做されている70。その後、一八〇二年の「オハイ
オ授権法（Enabling Act of Ohio）」も制定され、「…『教育』のための土
地供与に関する連邦の政策を確立した」71と言われている。ところが、
一八六二年の『モリル法（the Morrill Act in 1862）』の成立に伴い、連
邦政府の教育に対する関与の形は「土地供与」から「補助金供与」へと転
向する傾向が見受けられる72。要するに、同法の内容には「…相当の金額
の支給に加えて結局一一、〇〇〇、三六七エーカーの土地無償払下げを
通じて、農業と機械技術に関係のある部門の学問を教えることを主要目
的としている、各州や準州の少なくとも一つの college の基金に対する

68 Dawson Hales, op. cit. supra note 55, at 54. 社会部・文教課・前掲論文注（55）
88頁。
69 寺川史朗・前掲論文注（58）208頁。
70 なお、寺川史朗は、連邦政府による最初の教育立法が1787年の『北西部条令』
とする見方が一般的だと言い、「…『北西部条令』には『土地条令』のように土
地供与（land grant）に関する明文規定がなかったことから、『土地条令』こそ
が連邦政府による教育への関与の最初の事例とみなすべきであろう」、とも説
明している。寺川史朗・前掲論文注（58）209頁。中嶋博『アメリカ教育思想の
展開』（刀江書院・1959年）16頁。
71 寺川史朗・前掲論文注（58）209頁。
72 寺川史朗・前掲論文注（58）209頁。Dawson Hales, op. cit. supra note 55, at 
56. 社会部・文教課・前掲論文注（55）89頁。
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補助を行なうことが規定されていた」73のである。また、同法は南北戦
争中に制定されたものであるため、Hales は「…同法による連邦支配は、
一部戦争活動の要求に関係のあったことは意味深い」74と見ている。
　しかしながら、連邦政府は補助金の供与を通じて公教育に関与する動
きの強化を増幅する一方であった。一八九〇年の『第二次モリル法（the 
Second Morrill Act）』の成立によって、各州や準州に対する年々の補助
金を増額し、一九三五年に採択された『第二次モリル法のネルソン修正
案（the Nelson Amendment to the Second Morrill Act）』及び『バンク
ヘッドージョンズ法（the Bank-head-Jones Act）』はいずれも補助金の
供与に対する連邦の支持を強化したものとして機能している75。但し、
一連のモリル法や一九一七年に職業教育を促進する目的で州に対して援
助を行なうことを定めた『スミス・ヒューズ法（the Smith-Hughes Act 
in 1917）』などは、あくまでも特定の教育計画を中心に連邦政府が援助
を与えて行なってきたにすぎず、幅広く且つ深層に教育の領域に介入し
ようとすることは殆どなかったと指摘されている76。にもかかわらず、
連邦政府による教育関与は休止することがなかったと見ることができよ
う。しかも、その最高潮を迎えたのは一九五〇年から六〇年代の間だと
言われている77。
　第二次世界大戦中も連邦政府の教育に対する関与は続いていた78が、
戦後のアメリカ社会を大きく揺さ振る二つの出来事があったため、連邦
政府はより教育を重視することになり、補助金の供与制度も一層活用さ

73 Ibid. 社会部・文教課・前掲論文注（55）89頁。
74 Ibid. 社会部・文教課・前掲論文注（55）89頁。
75 Ibid. 社会部・文教課・前掲論文注（55）89 ～ 90頁。
76 ところが、この時期の連邦立法を見て、学者の間には「ワシントンが教育権
能を集中しようとする」傾向を糾弾する見解もある。Id. at 59. 社会部・文教課・
前掲論文注（55）91頁。寺川史朗・前掲論文注（58）210頁。
77 寺川史朗・前掲論文注（58）210頁。
78 なお、Hales は第二次世界大戦前後の連邦政府による教育関与の様相を検討
した後、「学校教育に対する、連邦政府の干与と影響は将来増大するであろう」、
という確信を述べている。Dawson Hales, op. cit. supra note 55, at 63-65; 67. 社
会部・文教課・前掲論文注（55）93 ～ 94頁。
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れるようになった。その一つは、所謂「スプートニク・ショック」79であっ
た。この事件に対する認識は後に「誤った」と評されている80が、学校
におけるかの進化論の論争を過熱させること81や公教育制度そのものの
見直しが図られるようになった82のは誰も否認することができない事実
である。こうして、学校における数学・理科などの教育に対して強化を
求める声が強まり、一九五八年に連邦政府は『国家防衛教育法（National 
Defense Educational Act of 1958 : NDEA）』を制定し、「初等中等教員
志望の学生及び理科や数学等に優れた能力を有する学生へ奨学金を貸与
すること、数学や理科などの教育に必要な学校設備等の拡充のために連
邦から補助金を交付すること等」83を規定した84。このような内容を含ん
でいる同法の制定について、「…連邦政府による教育への関与は、条件
整備への関与から教育内容への関与へという流れと、カテゴリカルな関
与から一般的な関与へという流れに深化していった」85発端だと認識す
る見解がある。
　そして、もう一つはアメリカ国内に発生した人種問題の変化である。
周知のように、アメリカにおける有色人種をめぐる争いの歴史は長い。
その中でも、言うまでもなく「黒人」の奴隷制に関する問題がもっとも
深刻なものである86。Benedict の研究によれば、人種問題の変化はアメ
リカの第二次世界大戦の参戦により著しくなったという。すなわち、「…

79 1957年10月にソ連の無人人工衛星スプートニク１号がバイコヌール基地か
ら打ち上げられ、人類最初の人工衛星となった一方、当時の西側諸国にも大き
な衝撃を与えた。世界史小辞典編集委員会『山川　世界史小辞典（改訂新版）』（山
川出版社・2004年）355頁。
80 寺川史朗・前掲論文注（58）211頁。
81 すなわち、この事件によって「（学校で）進化論を教育することの重要性を
アメリカ人に認識させた」、と言われている。上田伸治『アメリカで裁かれた
本─公立学校と図書館における本を読む自由─』（大学教育出版・2008年）72頁。
82 寺川史朗・前掲論文注（58）211頁。
83 寺倉憲一・前掲論文注（67）26頁。
84 寺川史朗・前掲論文注（58）211頁。
85 寺川史朗・前掲論文注（58）212頁。
86 本田創造『アメリカ黒人の歴史　新版』（岩波書店・1991年）21 ～ 23頁。
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自由主義者たちの、人種的・宗教的寛容へのコミットメントは著しく強
化された」ことになり、「…人権擁護団体は、黒人に対する法的差別を
廃止する立法を要求しはじめ、さらに、差別的法律の合憲性を争うため
の裁判闘争と開始した」からである87。このような動きの中で最も大きな
成功を収めたのは、言うまでもなく一九五四年に連邦最高裁が下したあ
の著名な Brown 判決だと言えよう。この判決は、同裁判所の裁判官が
全員一致の結果によって公立学校におけるすべての人種隔離政策は修正
一四条の平等保護条項に違反すると判断し、従来の「分離すれども平等」
の法理を覆した88。この判決を機に、「制度的な人種差別の多くが廃止さ
れた」89と言われ、一九五〇年代から進行している「平等主義革命

（egalitarian revolution）」もより幅広く展開されることになった90。この
ような状況において、教育の領域では人種による差別の撤廃や「教育の
機会均等」を目指す動きが強まったため、連邦政府は一九六五年に『初
等中等教育法（Elementary and Secondary Education Act : ESEA）』を
制定した91。同法は「教育の専門機関としてリーダーシップを発揮する活
動を展開する州教育行政局に対して『基礎援助』（や）…『特別計画援助』

（などを供与し）…より専門的な知識および技術を共有・展開すること
を目的として連邦と州の各行政機関相互間における専門行政官の交換を
行なうことなどを定め、さらには、同法第一章とも相俟って、教育の機
会均等の実現を図る教育プログラムの州および地方への浸透を図ったの
である」92、とされている。また、教育改革の流れを追う視点に立ち、
Tyler, R. W. は同法の成立がアメリカにおける教育改革の成功を象徴す
る一好例だと認識している。すなわち、同法は「年に合計四、〇〇〇ド
ル以下の収入しかない家庭の子どもが多数入学する学校に州からの援助

87 松井茂記『アメリカ憲法入門　（第５版）』（有斐閣・2004年）291 ～ 292頁。M.L. 
ベネディクト著・常本照樹訳・前掲書注（27）189頁。
88 M.L. ベネディクト著・常本照樹訳・前掲書注（27）189頁。
89 藤倉皓一郎「公立学校における人種別学制度の違憲性」『別冊ジュリスト139
号　英米判例百選　（第三版）』（有斐閣・1996年）63頁。
90 寺川史朗・前掲論文注（58）214頁。
91 寺川史朗・前掲論文注（58）215頁。寺倉憲一・前掲論文注（67）26頁。
92 寺川史朗・前掲論文注（58）215頁。
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金が与えられるように、約、一〇億ドルの予算を組んだ。…。（同法の
施行）の三年目とその後に、ますます多くの学校は、貧しい子どもたち
の学習を援助する方法を見いだしたこと」93が証明されたからである。
　前述した『NDEA』と『ESEA』の成立の外に、一九七五年に障害児教
育への関心が高まる中、すべての障害児を対象に無償で適切な公教育が
受けられることを保障する目的で『全障害児教育法（Education for All 
Handicapped Children Act of 1975）』が制定され、障害児教育に関して
も連邦政府が補助金を供与することになった（但し、法律の施行は
一九七七年に延期され、また一九九〇年に行われた法改正によって『個
別障害者教育法〈the Individuals with Disabilities Education Act〉』と改
称され現在に至っている）94。このように、いくつかの重大な教育改革を
迎えながら、時は一九八〇年代に入り、「また新たな観点から、教育問
題は連邦レヴェルの関心を集めることとなる」95、と見られる。
　第Ⅰ部のところでも示されたように、アメリカ社会においてホワイト・
エスニックも含まれて「WASP」とされる人々の優勢が様々な場面にお
いて現している。それは主な原因ではないかもしれないが、実際に
一九五四年の Brown 判決以降、公立学校における人種統合を求める動
きは決して順調とは言えない状況であった。例えば、「…一九六四年の
市民権法（Civil Right Act）の制定により、人種的無差別を怠る学区に
対する連邦基金援助の打切りを行ったが、一九六〇年代にはその効果は
まだあらわれなかったのである。…（人種）統合学校が実現されなかっ
た理由として、一つには白人が黒人の人格を認めるのを基本的に好まな
いこと、二つには黒人側に統合自体には賛成しながらも一方的な統合に
強い反発を感じていたこと」96などの指摘がある。そして、公立学校に

93 R・W・タイラー「第一章　教育改革」西尾範博編訳『苦闘するアメリカ教育』
（教育開発研究所・1993年）18頁。

94 矢吹芳洋「アメリカ合衆国の障害児教育に関する連邦法及び判決について
の一考察」『専修大学大学院紀要　経済と法　第19号』（1984年）141 ～ 142頁。
Kern Alexander and M. David Alexander, op. cit. supra note 4, at 248-249. 寺
倉憲一・前掲論文注（67）27頁。
95 寺倉憲一・前掲論文注（67）27頁。
96 千葉卓・前掲書注（14）169頁。
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おける人種差別の撤廃に使われる手段の一環として、一九七〇年代から
強制バス通学が行われるようになると、「公立学校における暴力、ドラッ
グなどの問題を嫌って、白人の家庭には、私立学校に子供を入れたり、
自宅で子供を教育する（ホーム・スクーリング）ことを選ぶ家庭も増え
てきた。アメリカの公立学校の教育が一層衰退していった」97現実が見
受けられることも記されている。このような中で、一九七九年に
Jimmy Carter 政権の下で「アメリカ教育省団体条令」が誕生し、
一九八〇年に連邦政府の教育に関する権限の拡大を図ることが主な目的
だ98と言われるアメリカ教育省（U.S. Department of Education）が設立
されたのである99。
　一方、前述した教育の現実は一九八〇年代に入る頃、子どもたちの学
力低下の問題とも繋がるように見え始めた。その一側面として、「例え
ば、進学適性テスト（Scholastic Aptitude Test : 略称 SAT）と呼ばれる
…全国的規模の試験の成績の平均点は、一九六〇年代から一九八〇年代
までほぼ毎年低下を続けており、学力の国際比較でも、他の先進諸国に
比較してアメリカの生徒の成績が芳しくないこと」100が指摘される。こ
うして、連邦政府は学力の低下と経済の凋落とを結びつけ101、コモン・
スクールの導入を盛んに唱えた Mann の時代に戻ったように教育の経
済的生産性を重視しながら102、更なる教育の関与を拡大していったので

97 アメリカ教育省他著・西村和雄・戸瀬信之編訳『アメリカの教育改革』（京
都大学学術出版会・2004年）ⅸ頁。寺川史朗・前掲論文注（58）216頁。
98 寺川史朗・前掲論文注（58）216頁。
99 アメリカ教育省他著・西村和雄・戸瀬信之編訳・前掲書注（97）ⅸ頁。
McCarthy らは「教育に対する連邦の財政援助のほぼ半分は、教育省で扱って
おり、財政に関する法律を実施するための規則は学校に顕著な影響を及ぼし
ている」、と言い、教育省の重要性を説明している。Martha M. McCarthy・
Nelda H. Cambron-McCabe 著・平原春好・青木宏治訳・前掲書注（63）25頁。
100 寺倉憲一・前掲論文注（67）27頁。
101 寺倉憲一・前掲論文注（67）27頁。アメリカ教育省他著・西村和雄・戸瀬信
之編訳・前掲書注（97）ⅸ頁。
102 例えば、コモン・スクールの不可欠性を力説する Horace Mann は「教育は、
…、最も高度の経済的価値を有しているのである」、と語ったことがある。久
保義三・前掲書注（51）126頁。
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ある。そして、このような連邦政府の意図を最も明確に示したのは、言
うまでもなく一九八三年に教育省から出された「危機に立つ国家」とい
う報告書である。例えば、同文書の中で日本の自動車産業はアメリカよ
りも生産性が高いという現実を指摘し、「地球上のあらゆる所に潜在能
力をもち、訓練を受けた人材が再分配されている」ことなどを国家の「危
機」だと意識すべきだと説き、「…（アメリカ）が世界市場で保持してい
るわずかな競争力を死守し、さらに向上させていこうとするならば、教
育制度の改革に献身的に取り組み、老若、貧富、人種を超えた、国民す
べてのためになる教育制度を供する必要がある」、と宣言する一節103が
ある。よって、教育学者の間には、「一九八〇年代は、二〇世紀への転
換期にコモン・スクールが導入されて以来、最も持続的で広範囲にわた
るアメリカの初等・中等教育“改革”の努力が始まった時期であった」104、
と見る者もいる。
　このように、少なくとも一九八〇年代から進められるアメリカ合衆国
の教育改革は明らかに「学力向上」が一つのキーワードになっている。
また、ほぼ同一の時期から始まる公立学校の減少する傾向及び私立学校
が増設される流れ105が、公立学校からの離脱志向だと見られるアメリカ
社会の現象もより明るみとなった。この現象は、一九九一年に当時の
George H. W. Bush 政権の下で出された『二〇〇〇年のアメリカ─教育
戦略』計画によって一層加速したようである106。なぜなら、「公立学校に
ついては、居住地以外の学校区の学校へも通学することを認め、また、
必ずしも裕福とはいえない家庭でも、私立学校を選択しやすくするため、
ヴァウチャー（連邦政府の支払い保証書）の支給や税額控除などの形で

103 寺倉憲一・前掲論文注（67）27 ～ 28頁。アメリカ教育省他著・西村和雄・
戸瀬信之編訳・前掲書注（97）13 ～ 14頁。
104 L・ダーリング－ハモンド「第５章　教育の国家目標の達成─うわべだけの
改革か根本的な構造改革か」西尾範博編訳『苦闘するアメリカ教育』（教育開発
研究所・1993年）74頁。
105 山口和孝「公立学校からの離脱とヴァウチャー制度」『季刊教育法　93号』（エ
イデル研究所・1993年）67頁。
106 山口和孝・前掲論文注（105）67頁。
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学費の一部を政府（連邦又は州）が援助しようという」学校選択制度107

が打ち出されたからである。確かに、同計画は法文化されないまま葬ら
れたが、後に政権を受け継ぐ Clinton 前大統領の下で同計画の骨子を概
ね反映した『二〇〇〇年の目標：アメリカ教育法（Goals 2000: Educate 
America Act）』を制定した。同法は私立学校を対象としなかったが、
公立学校間の学校選択制度を設ける108一方、ハイスクール卒業者の割合
を少なくとも九〇％にまで高めるなどの内容を盛り込んだ「全国共通教
育目標 （National Education Goals）」という要請条項も羅列している109。
このように、「学力向上」と共に、「学校選択」も連邦政府によるアメリ
カの教育改革の一つの柱であることが伺えよう。Guthrie は一九五〇年
代から始まった連邦政府による教育（財政）改革の流れを「一九五五年
から一九六五年（ブラウン判決から初等中等教育法）までを『平等の時
代』、一九六五年から一九七五年までをアカウンタビリティ運動（すな
わち、納税者である市民が学校に対して教育費に見合うだけの成果を説
明する責任を負わせる推進運動である110）と学校をより生産的にさせる
試みが進められる『効率の時代』とし、一九七五年以降は、より多くの
選択を欲する人々による反撃の傾向をもつ時代である」111、と分析してい
る。この方向性を二〇〇一年に Clinton 政権を引き継いだ George W. 
Bush 政権も基本的には踏襲していた。かような流れの中、一つの到達
点だと見做されるのは、二〇〇二年に施行された『落ちこぼれを作らな
いための初等中等教育法（No Child Left Behind Act）』と二〇〇七年八
月 に 制 定 さ れ た『 ア メ リ カ 競 争 力 強 化 法（America Creating 
Opportunities to Meaningfully Promote Excellence in Technology, 
Education, and Science Act : America COMPETES Act）』である。前

107 寺倉憲一・前掲論文注（67）31頁。
108 寺倉憲一・前掲論文注（67）35頁。
109 寺倉憲一・前掲論文注（67）44 ～ 49頁。
110 酒井研作「米国における教育アカウンタビリティ・システム構築の動向─『落
ちこぼれを作らないための初等中等教育法』を中心に─」『広島大学大学院教育
学研究科紀要　第三部第55号』（2006年）77 ～ 78頁。
111 小川正人「アメリカにおける教育財政改革と教育の『機会均等』問題」『教育
法学の現代的課題　法政大学現代法研究所叢書５』（日本評論社・1984年）177頁。
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者に関しては、一九六五年の初等中等教育法以来、より広範囲的に教育
改革を推進するものであり、州との間にも訴訟沙汰まで引き起こしたた
め、第三項で改めて紹介・検討するが、後者については以下のように概
観する。
　要するに、『アメリカ競争力強化法』はアメリカの「国際競争力の強化
に向けて理数教育の拡充及び研究振興を目指す」ものとして成立された
のである。同法により、連邦政府は「研究振興機関の予算拡大や理数系
教員志望者を対象とする連邦奨学金の拡充等に向けて、2008会計年度か
ら2010会計年度の３年間で総額433億ドル（約４兆7600億円）の支出」を
認めた112。同法は八タイトルによって構成されており、タイトルⅥにお
いて教育分野に対する支援事業は次のように定められている。①は教員
支援である。同項目において初等中等教育段階（K-12）における数学、
理科、テクノロジーなどの理工系教育推進事業の普及を唱えている。②
は数学教育支援である。③は外国語教育パートナーシップ事業であり、
連邦教育省長官に対し、初等教育から中等後教育までの重要外国語に関
する教育プログラムの実施機関を最高五年間の補助金事業の実施を授権
している。④は教育関連事業の調整支援である。そして最後は⑤の理数
教育優秀校支援事業だという内容である113。
　なお、今までの検討を通して連邦政府による教育関与の拡大を指摘し
たが、Frederick M. Hess（以下、「Hess」）らは「（連邦）政府が米国の
K-12（幼稚園から第一二年学年まで）の教育法案のわずか約七％、およ
び諸州と学区で行われている実際の活動の大部分の責任を持ち続けてい
るとして、…（連邦政府は数えきれないほど多くの小さな法律を可決す
る）活動は…殆ど大した価値はなかった」114、という認識を示している。
それにもかかわらず、「…（アメリカ）公教育の教育機会均等における平
等の課題が、学業達成のミニマムで適切な基準の保障という概念によっ

112 文部科学省『諸外国の教育動向　2007年度版』（明石書店・2008年）15頁。
113 文部科学省・前掲書注（112）15 ～ 16頁。
114 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.「第１章　序論」フレデリック・Ｍ・ヘス＆チェ
スター・Ｅ・フィン Jr. 編著・後洋一訳『格差社会アメリカの教育改革─市場
モデルの学校選択は成功するか』（明石書店・2007年）９頁。
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ておきかえられる過程は、同時に制度の集権化、画一化を著しく促して
きた過程でもあった」115、との指摘をより注意深く吟味しなければならな
いと考える。

　第二目　連邦最高裁の対応
　既に説明した通り、連邦政府は凡そ合衆国憲法一条八節に示される「支
出権限（the spending clause）」を行使して、教育の領域に関わってきた。
しかしながら、同節に列挙している一八項目では「教育」に対する公的
資金の支出を容認するような言葉は書かれていない。従って、学説にお
いては同節一項に言う「一般福祉（general welfare）」条項を広い意味で
捉える一九三六年の連邦最高裁の Butler 判決116に頼りながら、教育に
対する連邦政府の働きの合憲性を認めてきたのである。
　他方、従来合衆国憲法修正一〇条に基づき州政府の教育権限を認めて
いるが、同規定を用いて連邦政府による関与の排除を求めることは殆ど
無効だと考えられよう。例えば、一九八三年に連邦最高裁は、Bell v. 
New Jersey (461 U.S. 773 [1983]) 判決において「連邦政府による公的補
助金の供与に伴い、州に対して連邦政府からの要請を尊重せよという条
件が課される手段は州政府の主権を侵害することにはならない。一旦、
州政府は当該公的補助金からなる連邦政府のプログラムに参加しようと
選択した場合、同プログラムに伴う諸条件への遵守の確信が自然に発生
する」117、と宣言している。よって、連邦政府が考案した教育プログラム
に州政府が自主的に参加を選択する場合、一九七六年の Buckley v. Valeo 
(424 U.S. 1 [1976]) 判決の言うように、「…明確的に合衆国憲法に違反す
るか個人の基本権を侵害する場合に限って」118、一般福祉条項による公的
資金の支出を決定する連邦政府の権限が殆ど肯認されている。ところが、
一九八七年に入ってから、州の飲酒禁止法令をめぐる争いにおいて連邦

115 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論文注（2477）177頁。
116 John E. Nowak and Ronald D. Rotunda, Constitutional Law, 7th ed., (U.S. 
2004), at 230-231.
117 Id. at 231.
118 Ibid.
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最高裁は South Dakota v. Dole (483 U.S. 203 [1987]) 判決において、こ
のような連邦政府の支出権限の行使の合憲性をより詳しく検証すること
ができるようにいつかの基準を打ち出したのである。
　この Dole 判決で取扱った事案の背景は、連邦政府による高速道路の
建設ファンドの供与との関わりがある。要するに、本来 South Dakota
州は自らの州法に満一九歳以上の者しかアルコールを3.2％以上含む
ビールを購入することができないと定めていたが、一九八四年に連邦政
府の運輸省（the Secretary of Transportation）の高速道路の建設ファン
ドを得るために、同州がすべてのアルコール類の飲料を二一歳未満の者
に対して販売することができないという条件をのむことになってしまっ
た。このような不具合が生じたため、South Dakota 州は連邦地裁に対
して当該要請条項が連邦政府の支出権限に違反するものであり、合衆国
憲法修正二一条にも反し違憲であるとの宣言的判決を求めた。しかしな
がら、連邦地裁やその控訴審を担当する連邦第八巡回区控訴裁判所119は
いずれも州の主張を棄却したため、州が連邦最高裁に上告し、同裁判所
がそのサーシオレイライを受理した120。
　Rehnquist 裁判官による法廷意見では、まず同裁判所の一九八〇年の
California Retail Liquor Dealers Assn. v. Midcal Aluminum, Inc. (445 
U.S. 97 [1980]) 判決を引用し、修正二一条二節の規定によって州政府に
は酒精飲料の販売や輸入と関わる全体の流通システムを決める権限があ
ることを再確認した。しかし、同規定に基づき連邦政府が禁止しようと
する標的を州政府に許可する権限を与えていないことについても法廷意
見は述べている121。そして、法廷意見は前述した一九三六年の Butler 判
決を再び引用し、連邦政府がアメリカの人民と関わる一般の福祉を促進
するために憲法一条八節に列挙されている項目以外の事項に対しても支
出権限を行使し得ることを再確認した122。但し、このような目的に基づ

119 791 F.2d 628.
120 483 U.S. at 205. John E. Nowak and Ronald D. Rotunda, op. cit. supra note 
116, at 232.
121 Id. at 206.
122 Id. at 207.
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いて行使されている支出権限は無制限ではないと法廷意見は宣言したの
である。すなわち、当該権限の行使について、合憲だと言うために法廷
意見は①支出権限は一般の福祉を増進する（pursuit of the general welfare）
ために行使されなければならない、②州政府に受け止めようとする条件
はかならず明白に（unambiguously）示されなければならない、③特定
の全国的なプロジェクトやプログラムを通じて実現させたい目的はかな
らずアメリカ全土の利益（the federal interest）に繋がらなければなら
ない、④支出権限の行使に際して他の憲法条項が独立の合憲性阻却事由

（independent constitutional bar）として機能しているかどうかを裁判所
が審査しなければならない、という四つのテストを取り上げている123。
このように、法廷意見は本件の争いとなる連邦法の要請条項が前記の最
初の三つのテストについていずれもクリアしていると判断し124、残りの
四つ目のテストは本件の建設ファンドの供与に関して修正二一条が連邦
政府の支出権限の合憲性阻却事由として機能しているかどうかの問題を
検討していた。
　この点について、原告の主張によれば、修正二一条に基づいて連邦政
府には直接合法的な飲酒年齢を定める権限が与えられていないとした。
ところが、法廷意見は再び一九三六年の Butler 判決を持ち出し、連邦
政府が直接に規制権限を行使することより支出権限の運用に伴う規制条
件の付加の方が緩和（exacting）だと思われる場合、前記の合憲性阻却
事由の働きが発生すると解釈したのである。すなわち、支出権限の行使
を通じて、連邦政府が州政府に対し違憲的な活動の展開を促しているか
どうかの判断こそ、合憲性阻却事由の成立か不成立かに繋がるため、原
告の主張が斥けられている125。また、法廷意見は一例として修正四条を
取り上げて、支出権限の運用が間接的に州政府に人民の修正四条による
保障を侵害する行動を促進する場合、当該支出権限の行使は違憲だと説

123 Id. at 207-208.
124 Id. at 208-209.
125 Id. at 209. John E. Nowak and Ronald D. Rotunda, op. cit. supra note 116, at 
233.
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明している126。
　以上のような検討を経て、連邦最高裁は結論として本件の連邦法の要
請条項が国内の交通安全という一般の福祉を増進させる目的に資するこ
とを認め、全国均一的に飲酒年齢を二一歳に規定することも何人の憲法
上の権利を侵害することにはならないと判断し、州の敗訴を確定したの
である127。しかし、判決の結果よりも最も重要なことは、Nowak らの言
うように、これから連邦政府の支出権限と関わるケースが前述した四つ
のテストに沿って審査しなければならないことを示唆することにあ
る128。こうして考えると、連邦政府による教育関与に対しても Dole 判決
に示される四つのテストを用いて検証すべきだということになろう。そ
の一例は次の項目で検討する「落ちこぼれを作らないための初等中等教
育法」とも関わっているため、先に向って同法の全体像の整理を進む。

第三項�　二〇〇二年の『落ちこぼれを作らないための初等中等教育法
（NCLBA）』

　二〇〇二年一月に成立した『NCLBA』は、一九六五年の『初等中等教
育法』を補足改正したものである。そして、同法の成立も一九八三年に
発表された「危機に立つ国家」及び一九九四年の『二〇〇〇年の目標：
アメリカ教育法』から大いに踏み出した連邦政府による一連の教育改革
の流れに位置づけられている129。しかしながら、『NCLBA』の内容は、

126 より具体的な例として、「連邦政府は低収入者に提供する公的住宅の入居条
件の中では無令状の家宅捜索を我慢させるような同人の修正四条の保障を恣意
的に侵害する文言が入ってはならない」、と取り上げられる学説上の見解があ
る。John E. Nowak and Ronald D. Rotunda, op. cit. supra note 116, at 233.
127 supra note 120, at 212.
128 “NOTE: LEAVING NO CHILD BEHIND (EXCEPT IN STATES THAT 
DON’T DO AS WE SAY): CONNECTICUT’S CHALLENGE TO THE 
FEDERAL GOVERNMENT’S POWER TO CONTROL STATE EDUCATION 
POLICY THROUGH THE SPENDING CLAUSE,” Boston College Law 
Review, 46 (2006), at 1062-1063. John E. Nowak and Ronald D. Rotunda, op. cit. 
supra note 116, at 232.
129 五島一美「No Child Left Behind と教育の再生産─マイノリティと貧困層の
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その前身である『初等中等教育法』よりも「大がかり」130だと評されるほ
どであり、引き起こした問題も様々である。この詳細を見る前に、まず

『NCLBA』の中身を概観してみよう。

　第一目　『NCLBA』の内容とその問題点
　二〇〇八年の Bush 政権は『NCLBA』を「生徒の成績を改善し、アメ
リカの学校文化を変革することを目指した教育改革の指標」131として位
置づけている。そういう意味において、全国の初等・中等教育を再点検
することが同法の主な役割だと言えよう。そして、同法の構造が「①結
果に対する説明責任　②科学的調査に基づく効果ある所への予算の重点
配分　③親の選択権の拡大　④地方の裁量権の拡大」132の四つの大きな
柱から成り立っているとされ、「（１）早期学習の重視」、「（２）情報の提
供」、「（３）子供と親にライフラインを」、「（４）教員の質の保障を最優
先に」、及び「（５）裁量権の拡大」は同法の主な内容だと認識されてい
る133。
　その中、「情報の提供」とは「全ての州は、公立学校の３年生から８年
生の全ての生徒と10年生から12年生のいずれかの学年の生徒に読みと数
学の進歩を測定し、州の定めた学習内容と学習基準に合致しなければな
らない」134という「十分な年間進歩（adequate yearly progress : AYP）」
を遂げているかどうかの情報を公開する意味となり、Hess らはこの部
分こそ「同法の中核となっている」135と見る。
　他方、前述したように「学校選択」の促進も連邦政府の教育関与の関

児童・生徒への影響─」『早稲田教育評論　第18巻第１号』（2004年）85頁。F・M・
ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論文注（114）10 ～ 11頁。
130 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論文注（114）12頁。
131 小池正春「アメリカの教育改革の中で─メリーランド州プリンス・ジョー
ジズ郡の取り組み─」『早稲田教育評論　第18巻第１号』（2004年）136頁。
132 小池正春・前掲論文注（2494）136頁。Mitchell L. Yell and Erik Drasgow, 
No Child Left Behind : A Guide for Professionals, (U.S.A, 2005), at 13.
133 小池正春・前掲論文注（131）136 ～ 137頁。
134 小池正春・前掲論文注（131）136頁。
135 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論文注（114）13 ～ 14頁。
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心事である。従って、『NCLBA』は「個々の生徒たちによりよい教育の
機会をつくるためだけではなく、学校の改革と改善を拡大する梃子とし
て学校選択を利用することについて考え」が明確だという Richard Lee 
Colvin（以下、「Colvin」）の指摘が当然の結果だと考えられよう136。具体
的に言うと、同法の下では、仮に学校が二年連続して前記の「十分な年
間進歩」を遂げることができず、且つ当該学校が全国共通の教育目標が
設定された連邦タイトルⅠの公的資金を受け取る所であるならば、子ど
もとその親に同一学区内におけるより良い成果を上げている公立学校へ
の転学の選択権を与えなければならない。所謂、「公立学校選択（public 
school choice）」という政策が同法の中に織り込まれている137。また、同
法は別の部分において「持続的に危ない」学校に通う子どもたちにも学
校選択の機会を与えている138。このように、『NCLBA』によって子ども
とその親に授与する学校を選ぶ権利について、Colvin の言うように今
までとは一味違い「より成績のよい学校へ転校する機会、あるいは授業
外の追加支援を得る機会のきっかけとな」り、「…問題のある学校の子
どもたちにとっては権利授与である」と認識し得る139。しかし、危険な
学校からの離脱を目的とされる学校の選択権に関しては、「持続的に危
ない」という定義は各州次第であり、二〇〇四年の時点において殆どの
州がこのような学校を特定していないため、どの程度まで子どもたちに
実益をもたらせているのかは不明である140。また、Colvin 自身も指摘し

136 R・L・コルヴィン「第２章　公立学校選択─概観」フレデリック・M・ヘ
ス＆チェスター・E・フィン Jr. 編著・後洋一訳『格差社会アメリカの教育改革
─市場モデルの学校選択は成功するか』（明石書店・2007年）26頁。
137 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論文注（114）14頁。五島一美・前掲
論文注（129）86頁。Mitchell L. Yell and Erik Drasgow, op. cit. supra note 132, 
at 17.
138 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論文注（114）15頁。Ibid.
139 R・L・コルヴィン・前掲論文注（136）27頁。
140 また、William Howell は Massachusetts 州の Worcester 学区での『NCLBA』
の実施状況を検討する際、同学区では公立学校における人種差別の撤廃や
少数民族の子どもたちへの配慮を目的とする「非孤立化」計画が既に実施さ
れているため、問題の公立学校にとらえられた子どもたちの解放を意図する
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ているように、凡そ一九六〇年代から各州で近隣への学校選択を親に提
供する計画（マグネットスクール、オープンエンロールメント計画など）
が次々と現れ始め、『NCLBA』の学校選択条項は既に各州における親の
学校選択を許可している先在の計画によって完全に支配され、場合に
よっては軽視される可能性もある141。また、学校の収容能力、転校して
も新しい学校へ通学する交通手段、学校選択に対する各州における政治
的抵抗、学校選択に対する親の参加の不足、各学区の地理的条件及び転
校に関する手続や詳細の計画の欠落など、従来学校選択計画を実行する
際に直面する諸問題は『NCLBA』の学校選択条項の実現に同様に出て
くるはずだということも指摘されている142（実際、学校選択条項は「都
市の学校が履行するのに最も困難な条項のいくつかである」と言う報告
が既になされている。その数々の原因の中で学校の収容能力の不足も示
されている143）。
　そして、焦点を同法の中核となる「十分な年間進歩」の要請に戻って
みれば、各州の財政状況という現実味が溢れる問題が浮上している。
一九九四年のアメリカ教育法においては、「数学とリーディングの標準

『NCLBA』の要求を積極的に実現させようとすれば、「少数民族が多数を占め
る、成績の低い公立学校に通学している白人の子どもが転校を要求」する可能
性が出てくることを想定しながら、「（このような）生徒の権利は、学区の人種
差別撤廃に対する関心に取って替わるべきであろうか。それとは違って、学区
は連邦政府よりも州に従うべきであろうか、また、州政府よりも連邦政府に従
うべきであろうか」、という矛盾をはらむ問題を指摘している。W・ハウウェ
ル「第11章　ウスター雷雲、降雨なし〈小都市における NCLB への抵抗と資金
の低受給率〉」フレデリック・Ｍ・ヘス＆チェスター・Ｅ・フィン Jr. 編著・後
洋一訳『格差社会アメリカの教育改革─市場モデルの学校選択は成功するか』

（明石書店・2007年）361 ～ 362頁。F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論
文注（114）15頁。R・L・コルヴィン・前掲論文注（136）27頁。
141 R・L・コルヴィン・前掲論文注（136）28 ～ 29頁。
142 R・L・コルヴィン・前掲論文注（136）29 ～ 30頁。
143 M・キャサリー「第９章　米国の大都市の学校における選択と追加サービス

〈計画への参加率と学区の取り組み〉」フレデリック・M・ヘス＆チェスター・Ｅ・
フィン Jr. 編著・後洋一訳『格差社会アメリカの教育改革─市場モデルの学校
選択は成功するか』（明石書店・2007年）291 ～ 301頁。
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テストを12年の教育課程の間に３回実施することが州に要求されていた
だけであった」144が、『NCLBA』は前述したように試験を受けさせる対
象の範囲を拡大することに伴い、頻度も増えている。従って、予想がつ
くとおり、試験を行うだけで各州の支出の増大に繋がることは殆ど必至
である。アメリカ全州の『NCLBA』と関わる費用を合計をしてみると、

「テストの原案作りとそのテストの実施に70億ドル近くかかる」と言わ
れ、「データの集計と管理のシステムの構築に数千万ドルが必要となる」
とされる上、教員の雇用も絡めば相当な額に上ることが示されてい
る145。にもかかわらず、「2002会計年度で、17の州が第12学年以下の教育

（k-12 education）への予算を削減した」状況の中で、連邦政府の第一二
学年以下の教育に対する援助は『NCLBA』の全予算の七％に過ぎない。
更に、ある学校は「十分な年間進歩」を遂げることができなければ、「そ
の学校の改善のために、人員の配置転換、新たなカリキュラムの履行、
外部アドバイザーの供給、授業数の増加、学校組織の変革、そして児童
生徒が転校を希望した場合のバウチャーなどに、州政府、学区は多大な
費用をかけなければならなくなる」146、ということも指摘されている。こ
のような財政面の問題に注目して、『NCLBA』の合憲性を疑問視し、連
邦地裁に赴き提訴したのは次の項目で検討する Connecticut 州の事案で
ある。

　第二目　Connecticut 州からの提訴
　二〇〇八年にアメリカの教育専門誌『カッパン（Phi Delta KAPPAN）』
が発表した民間調査会社のギャラップ社と共同で一般市民を対象に行っ
た調査結果によると、『NCLBA』について肯定的にとらえる回答者が
三一％に対し、否定的にとらえる方が四〇％と上回った。これは、
二〇〇三年から同調査を実施して以来、初めての結果だと言われてい
る147。また、『NCLBA』に対する不満や抵抗も実により早い段階から表

144 五島一美・前掲論文注（129）87頁。
145 五島一美・前掲論文注（129）89 ～ 90頁。
146 五島一美・前掲論文注（129）89 ～ 90頁。
147 文部科学省・前掲書注（112）30頁。
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れ始めている。例えば、二〇〇五年に Utah 州の立法府が『NCLBA』の
要請条項より州の教育法が求める各事項の実現を優先的に扱うべきだと
いう決議案を採択している。また、Colorado 州は二〇〇六年の時点に
おいて『NCLBA』の要請条項を早期に実現させたいという連邦教育省
や州の教育委員会の圧力から学区を保護する姿勢を打ち出している。そ
して、いくつかの州は自ら『NCLBA』との正面衝突を避けながらも、
州内の学区や他の州による『NCLBA』への抵抗を支援する事実もしば
しば明かされている148。
　その中で、州政府が初めて司法の場を借りて連邦政府と『NCLBA』
の合憲性を争ったのは Connecticut v. Spellings をめぐる一連の訴訟で
ある149。この事案の焦点について率直に言うと、『NCLBA』の実施と関
わる州の財政問題である。『NCLBA』の中には財源付与のない委任事務
条 項（unfunded mandates provision）が 設 け ら れ て い る た め、
Connecticut 州は、連邦政府が同法によって要請する学校の「十分な年
間進歩」の公表の基礎となる全ての生徒に対する学力テストを行うこと
に十分な公的資金を提供していないと反発した。その上、同法による当
該義務の強要も連邦政府の権限を超えるものだと主張したのである150。
その後、Connecticut 州は、連邦教育省に対して何回かに亘りその財源
付与のない委任事務条項の不履行（waive）を求め、同省も同州に対す
る予算を追加し、毎年学力テストを行わなくてもいいと約束したが、や
はり同条項の不履行を拒否し続けている151。よって、二〇〇五年八月に

148 supra note 128, at 1053.
149 Id. at 1053-1054.
150 Id. at 1053. なお、杉田荘治はより明快に次のように事案を説明している。
すなわち、『NCLBA』によって Connecticut 州は今まで自らが独自に行って
きた学力テスト（Connecticut Mastery Test）以上により多くの生徒に毎年学
力テストを受けさせなければならないのに、「連邦から支給されたのは7060
万ドルしかないが、実際には１億1220万ドルかかる。したがって4160万ドル
を州が余分に支出しなければならず無駄遣いである。これは違法であり違憲
である」、と。『杉田荘治ホームページ』（2008年11月８日）〈http://www.aba.
ne.jp/~sugita/162j.htm〉。
151 Id. at 1054-1055.
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Connecticut 州は、連邦教育省が『NCLBA』の財源付与のない委任事務
条項に違反して無断で同州の財源分配に介入・コントロールしていると
し、連邦地裁に提訴したのである152。
　州の提訴を受けて、連邦地裁は二〇〇六年に Connecticut v. Spellings 
(453 F. Supp. 2d 459 [2006]) 判決を下した。結論として、同裁判所は前
述した Dole 判決に依拠しつつ、『NCLBA』の合憲性を論じて連邦教育
省の裁量権を積極的に認めた153。すなわち、同裁判所は（１）、『普遍的
な教育条項法（the General Education Provision Act）』に基づき、強制
的な効果を持つ条項の実現が未だに具体化していない段階では司法によ
る審査を排除すべきであること；（２）、例え州に連邦による公的資金の
援助を受けられなくなる恐れがなくても、本件のように連邦の行政府が
計画の変更を求める要請を拒否する行為に対して、裁判所による合法性
の審査が依然として行われ得ること；（３）、争いがある行政活動を直轄
する最上級の行政機関に対して、司法府は当該権限の行使をより公正的
に要求することができる、と述べながら、連邦教育省は本件のような争
いに対して広汎的な裁量権（unfettered discretion）を持つため、財源付
与のない委任事務条項の不履行に対する連邦教育省の拒否が司法による
審査に服さないと判断した154。
　このように、具体的な訴訟を通して『NCLBA』の問題点がより明確
化されたことにも繋がるが、本論としてより注意を喚起したいのは
Hess らによって指摘された次のことである。すなわち、Hess らは従来
の教育選択の計画は凡そ「家族は子どもの教育を管理する生得的権利を
有する」、「学校間の競争は、生徒たちにより役に立つ方法を見出すよう
に問題の多い学校を駆り立てつつ、企業家精神の新たな余地となるであ
ろう」及び「社会は貧しい子どもたちに対して、効果のない学校が与え
るぞんざいな教育に対する有効な選択肢を供給する義務がある」という
三つの論理的基盤からなるが、『NCLBA』について、「（連邦議会）は、
三番目の正当な根拠に主として焦点を合わせ、（選択条項が『要改善校』

152 Id. at 1056.
153 453 F. Supp. 2d at 468-469.
154 Id. at 473-503.
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を対象とする多数の介入と制裁に含まれている理由である）二番目の根
拠にいくぶん注意を払い、一番目の根拠をほとんど無視することを選ん
だ」と分析しているところである155。また、『NCLBA』とマイノリティや
貧困層の子どもの関係に注目し研究を行いながら、「（『NCLBA』）は、
いわば、諸刃の剣である。非白人化が進行する合衆国において、その成
否は、どれだけマイノリティと貧困層の児童生徒の声を取り入れ、その
ような児童生徒への支援に対する国民の理解を得られるかにかかってい
ると言えよう」156と示す見解にも注目すべきだと考える。

第五節　小括
　本章を通して、アメリカ合衆国の教育における子どもの位置づけを不
十分ではあるが一通り概観してきた。そして、連邦最高裁から示された
法理を吟味すれば、確かに一九七三年の Rodriguez 判決の法理に基づ
いて教育の分野において実質的な平等を求めることには一層困難なもの
となるが、教育を受けることを超えて、合衆国憲法に定められる各人権
条項を精力的に学校における子どもたちにも及ばそうとする点も見落と
してはならないと考えている。すなわち、一九七二年の Yoder 判決で
述べられた Douglas 裁判官の言葉を重く受け止めるべきだと考える。
　ところが、同裁判官は特定の宗教的な生活から離脱し、通常の公教育
を受けたいと考える子どもの意思を十分に尊重せよと唱えてはいるが、
後に信仰と関わるいくつかの裁判例を見ると、子ども本人の利益や意思
が十分に配慮されたかどうかは不明であるし、そもそも宗教国家とされ
る国全体の風土から考えると、子どもの最善の利益を配慮することだけ
でそのような争いを解決することができるとも思えない。また、連邦政
府による教育関与の部分を見ると、現行法の中で子どもの教育と深く関
わる現行法の『NCLBA』は「（アメリカにおける）すべての子どもがア
メリカ人の夢を追求する機会を与えられるよう最終的に保証することに

155 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.「第13章　結論」フレデリック・M・ヘス＆チェ
スター・Ｅ・フィン Jr. 編著・後洋一訳『格差社会アメリカの教育改革─市場
モデルの学校選択は成功するか』（明石書店・2007年）424 ～ 425頁。
156 五島一美・前掲論文注（129）95頁。
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託している」157と見做されているが、「英語（リーディング）と数学の学
力テストの成績以外の指標を学校や学区の実績評価に使用することで児
童・生徒の基礎学力の習得状況を判断することが困難になる恐れがある
ことや、要改善校のカテゴリーを設けることで一部の児童・生徒たち、
民間団体等が提供する課外の補助的教育サービスの機会を奪ってしまう
可能性がある」158などの問題が示されている。これらの問題に対して、
合衆国憲法の枠組み159の中で教育における子どもの権利・利益を如何に
保障し、実現させるかといった問題が再び問われることになろう。

第六章　台湾
　台湾という地域は本論の第二章においても多少言及したように、社会
や文化的な側面において特殊な歴史の展開を持っている。オランダ、ス
ペイン、中国、日本、そして長い間与党として台湾の政治運営をコント
ロールしてきた中国国民党は全て台湾に進出してきた外来の政権だと見
做し得る。安易に推論すれば、「教育」という働きは単にその外来の「権
力集合体」が順調に台湾を治めるための一つの政治的な手段だと認識し
得よう。しかし、時の流れに伴い、「変化」も起きている。本章はその「変
化」を追いながら、台湾の教育における子どもの位置づけについて検討
したい。

第一節　教育に関する法的枠組み
　前述した外来の政権は台湾で教育事業を行う場合、それぞれの時期に
おいて台湾に住む人々による抵抗を鎮めることが殆ど主要な目的だとさ
れるらしい160。例えば、最も早い時期に台湾に進出してきたオランダは、
当時の台湾に住む人たちからの反乱を治めるために宗教的な伝道活動に

157 F・M・ヘス＆ C・E・フィン Jr.・前掲論文注（155）446頁。
158 文部科学省・前掲書注（112）18頁。
159 例えば、『NCLBA』に対して訴訟を引き起こした Connecticut 州の事案を検
討しながら、修正一四条は同法の合法性阻却事由として取り上げられる見解が
見られている。supra note 128, at 1079-1080.
160 葉憲峻「台灣初等教育之演進」徐南號編『台灣教育史』（師大書苑・2002年）
119頁。
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頼り、教育政策を展開してきたのである161。そして、一八九五年から日
本による植民統治時期においても日本人と台湾人の思想の疎通を図るこ
となどの目的に基づいて教育を一つの緊急事業として実施されてい
た162。その後、一九四九年に中国から台湾に逃げ込んできた中国国民党
の政権は台湾の統治が死活的にも重大な意味を持つと考えて163、中国大
陸を領域とする「動員戡乱時期」の延長並びに、台湾全島に対する「戒
厳令」の発布により国家政策と教育とが一層強く連結させられたのである。
　その後の一九八七年一一月に前記の「戒厳令」の解除に伴い、台湾は
民主主義の潮流に乗り始めた164。よって、教育を行う目的は、現政権に
対する台湾の人民の抵抗を治めることではなくなり、個人の心身的な発
達・発展に資することに転換したはずだと思われる。
　一方、現に台湾における教育法の枠組みを構成するものとして『中華
民国憲法』を含む法律165、大法官会議解釈、行政命令、行政規則及び地
方自治法規等が存する。特筆に値するのは『中華民国憲法』七八条、第
七九条二項により、司法院が行われた憲法解釈は全国機関及び人民に対
して拘束力を持つ外、各（行政）機関が解釈に言及された事項を処理す
る際に、当該解釈の内容からも拘束されるため、司法院の大法官会議解
釈も教育法の法的根拠の一つとして見られる。

161 鍾清漢『日本植民地下における台湾教育史』（多賀出版・1993年）７頁；44
～ 45頁。黃嘉雄「台灣教育行政之演進」徐南號編『台灣教育史』（師大書苑・
2002年）６頁。
162 鍾清漢・前掲書注（161）85 ～ 88頁。
163 山崎直也「台湾における教育改革と『教育本土化』」日台交流センター編『歴
史研究者交流事業（派遣）　研究成果報告集（下）』（財団法人交流協会・2002年）
978頁。
164 若林正丈『台湾─変容し躊躇するアイデンティティ』（筑摩書房・2001年）
150頁。
165 「教育」に関連する重要な法律として、1999年の『教育基本法』を含め、『大
学法』、『専門学校法』、『教職養成法（師資培育法）』、『高等学校法』、『国民教
育法』、『強制入学条例』、『幼稚教育法』、『児童及び少年福祉法』（2011年に法
改正が行われ、名称も『児童及び少年福祉と権益保障法』とした）、『職業学校
法』、『国民体育法』、『国立放送大学設置条例』、『補習教育法』及び『社会教育法』
等がある。周志宏『教育法與教育改革』（高等教育・2003年）54 ～ 55頁。
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　また、授権的行政命令や行政規則も場合によって教育法の法的根拠に
なり、『地方制度法』二五条に基づき、直轄市や県（市）が自主的に広範
囲に亘って地方自治法規を定めることができ、法律の補充的規定として
運用される故、教育事項と係わる自治条例も教育法規の一環となす166。
しかし、それらの規定は果して教育法的視点に合致するかどうかのこと
が疑わしいと考えれるため、以下では、『中華民国憲法』自体、そして
制定当初から「準憲法的性格」を有すると唱えられている『教育基本
法』167、及び憲法を解釈する権限を持つ大法官会議の解釈に絞り、教育を
受けることがこれらの実定法においてどのように位置付けられているの
かと考察を行う。

第一項　『中華民国憲法』
　『中華民国憲法』が制定されるまでの間、中国大陸における政治の様
相は清朝政府の崩壊、軍閥勢力の衝突及び国際社会のパワー・ゲームへ
の押し込むこと等から成る様々な力関係によって織り交ぜている。「立
憲運動」、「民主革命運動」または「変法運動」などが行われ、中国の全
体的再生を図る目的として、国民教育の必要性も唱えられた168が、十分
な成果をあげることはできなかったの事実である。また、従来の社会的
な意識にあっては人民による政治の自覚が希薄であり、選ばれたエリー
トへの崇拝169という政治的意識もあるのではないかと思わせるように、
憲法典の制定に携わる各起草者や機関は、各時期に出された憲法草案の
中で教育を受けることが人民の義務なのか或いは権利なのかと躊躇して
いた様子が伺える。

　第一目　『中華民国憲法』制定されたまでの流れ

166 吳清山『教育法規：理論與実務』（心理出版・2004年）16 ～ 17頁。
167 周志宏『「教育基本法」立法必要性之研究』（行政院教育改革審議委員会・
1996年）４頁。
168 呉經熊・黄公覺『中国制憲史　民国叢書第四編・27』（上海書店・1936年）14
～ 20頁。横山宏章『中華民国史』（三一書房・1996年）22；27 ～ 28頁。
169 横山宏章・前掲書注（168）162頁。
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　国政改革の必要を痛感した清朝政府の時期から、政府だけではなく、
政界の有志からも憲法草案の起草は活発に行われていた170。その中、教
育に関する規定を最初に憲法典と見られる文書の中に掲げたのは、
一九一三年に臨時大統領を務めた旧清朝政府官員の袁世凱の主導により
作られた『天壇憲法草案』一九条の規定だと考えられる171。同条文は、人
民に初等教育を受ける「義務」を負わせ、第二項において「国民の教育
は孔子の道を以て修身の大本とする」172と規定している。その後、袁氏
の野望により、一九一四年の『中華民国約法』の制定作業に深く関わり、
独裁的体制を築き上げようとした173。しかし、同法には、前の『天壇憲
法草案』一九条を引き継ぐことがなく、教育に関する条項が一つも制定
されることはなかった174。
　そして、時の流れは、軍閥の乱闘により安定的な統一政権の下で制憲
作業を進めることが一層難しくなる南北対立の時代175に入った。このよ
うな混沌たる状態の中で各時期においても、有志の志を阻むことがなく
いくつかの憲法草案が世の中に送られてきた。各草案に設けられた教育
の条項は次のように整理する。
　まずは、一九二二年に中華革命党党員の葉夏聲は、孫中山に命じられ、
起草した『五権憲法』草案の第六八条には、「全ての中華民国人民は国家
の義務職業教育を受ける権利を持ち、国家を防衛するため、兵役を服す

170 宮澤俊義・田中二郎『中華民国憲法草案』（中華民国法制研究会・1935年）
１～４頁。高橋勇治『中華民国憲法　外国憲法の研究５』（有斐閣・1948年）38
～ 45頁。周志宏「学習権序論　教育基本法学習権規定之解析」翁岳生教授祝壽
論文編輯委員會編『當代公法新論（上）　翁岳生教授七秩誕辰祝壽論文集』（2002
年）198頁。
171 宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）254頁。周志宏・前掲論文注（170）198頁。
172 涂懷瑩『中華民国憲法原理』（1977年）303頁。
173 横山宏章・前掲書注（168）38 ～ 39頁。宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）
８～ 12頁。高橋勇治・前掲書注（170）60 ～ 73頁。
174 周志宏・前掲論文注（170）198頁。
175 袁世凱の死後、中国は南北対立の軍閥混戦に突入した。北方の北京政権は、
直系軍閥の曹錕・呉佩孚、安徽軍閥の段祺瑞、奉天軍閥の張作霖らにより政権
争奪戦が繰り広げられた。孫中山はそうした北方の北洋軍閥支配に対抗して南
方に革命政権を樹立しようとしたのである。横山宏章・前掲書注（168）65頁。
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るべし、軍事教育を受ける義務を負うべし」と書かれている176。この第
六八条は教育を受けることの中身を異なって設定したものの、初めて制
憲作業に関する文書の中に教育を受けることが権利であり、義務でもあ
ることを明言したのである。
　そして、同じ年の五月に上海で開かれた「中華民国八団体国是会議」
において各地へ通電するという形式で発表された『国是会議憲法草案』
には、第一〇章の「国民の教育及び生計」が設けられ、教育に関する事
項が規定された。すなわち、同草案の第八七条において「全ての人民は
性別に関わらず、教育を受ける義務を負う」と定められたのである。また、
同草案の第九一条に書かれた「学術的研究の自由は人民の権利であり、
国から保護すべきであり制限することを得ず」という文言は、制憲史上
初めて学術の自由を唱えた条文であり、評価が与えられている177。他方、
一九二三年に賄賂や買収の行為に基づき作られ、悪法的なイメージを持
つ『曹錕憲法』二一条にも「全ての中華民国人民は法律により初等教育
を受ける義務を負う」178とされていた。
　一九二四年には、北京において安徽軍閥の段祺瑞の下に臨時執政政府
が誕生し、「国憲起草委員会」も設けられた。その翌年の一二月に全
一四章、一六〇ヵ条から成る『中華民国憲法草案』が公開され179、第
一四五条に「中華民国国民は法律により教育を受ける義務を負う」と書
かれた外、第一五一条では「学校教育は宗教儀式及びその教義を含む教
材の支配を受けない」ことを示し、第一五二条においても「学校教育は
党派主義の宣伝する場所になってはいけない」と定められていた。これ
らの規定では、教育と宗教との完全な分離及び民主精神の発揮が理想と
されただけではなく、当時の中国教育界に展開されていた「教育権回収
運動」180と「教育独立」思想も反映されていたとされる。今からしても、

176 周志宏・前掲論文注（170）198頁。
177 横山宏章・前掲書注（168）72 ～ 74頁。宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）
14頁。高橋勇治・前掲書注（170）88頁。周志宏・前掲論文注（170）198頁。
178 涂懷瑩・前掲書注（172）317頁。
179 宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）15頁。
180 教育権回収運動とは、1920年代の中国教育界においてアメリカ型教育を追
求する一方で、ナショナリズムへと傾向していく際に現れたものである。運動
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これらの規定はかなり先進的だと認識し得よう181。
　混乱的状況を抑え、南北統一の業を成し遂げてから、早くも南京国民
政府において蒋介石の独裁的傾向が現れてきた。これを批判する者は、
一九三〇年に「護国救党」を唱えながら北平に新たな「中国国民党中央
執行委員会拡大会議」を開き、約法の制定を議決し、約法起草委員会を
設けた。一九三〇年に拡大会議の名を以て全八章二一一ヵ条から成る『中
華民国約法草案』が発布された。いわゆる『太原約草』である182。同草案
の第四四条で「全ての人民は法律により教育を受ける権利を有する」と
訴え、第一八〇条において「全ての学齢児童は六年の基本教育を受ける
べき」であることが明白に定められた183。特に、その第四四条の制定に
より、法律の留保が伴ったとは言え、中華民国の政権において初めて教
育を受けることが純粋に人民の権利として認識され一層特別な意味を持
つものになったと言えよう。しかしながら、蒋介石と張学良の弾圧によ
り、北平で展開されていた反蒋勢力の拡大会議の運動が終息を迎えた184

ため、同草案もそのまま闇に葬られた。
　北平への軍事討伐を終え、南京の国民政府は一九三一年五月五日に国
民会議を召集した。国民会議に先立ち、同年の四月に『中華民国訓政時
期約法』が南京中央執行委員会から選任された約法起草委員により起草
され、六月に公布及び施行されたのである185。言うまでも無く、この『中
華民国訓政時期約法』は訓政時期の最高法規となっている。しかし、残
念ながら同法は前述した『太原約草』の精神を受け継ぐことはなく、人

を徐々に展開していく中で、満鉄や関東庁の同化主義的な中国人向け教育に対
する（権限を）回収議論がおこり、中国側の私立学校設立や教育当局の圧力、
学生・生徒の同盟休校によって、日本の対中国人教育を消極策へと転じさせ
た。高田幸男「教育史」、野澤豊編『日本の中華民国史研究』（汲古書院・1995年）
218 ～ 219頁。
181 周志宏・前掲論文注（170）199頁。
182 横山宏章・前掲書注（168）107 ～ 111頁。宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）
16 ～ 17頁。高橋勇治・前掲書注（170）156 ～ 159頁。
183 周志宏・前掲論文注（170）199頁。
184 横山宏章・前掲書注（168）111頁。
185 宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）17 ～ 18頁。
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民の権利・自由の保障についても第一一条を除く全てが法律の留保を
伴って制定されることになった186。教育を受けることについても、どの
ような位置付けがされていたのか明らかではない187が、第五章の「国民
教育」には「三民主義」を中華民国教育の根本原則とし（第四七条）、義
務教育制を定立し（第五〇条）、男女に対し一律平等に教育の機会を保
障する（第四八条）188等国家教育権力を最大限に発揮した結果を示すに
止まっている。
　一九二九年六月に開かれた中国国民党中央委員会は訓政時期の期間を
六年と定めたが、国民政府はその期間の満了を待たず189に憲政時期に入
るための憲法典を制定することを決意し、一九三三年二月に立法院内に
憲法起草委員会を設け、院長の孫科が委員長となり、呉経熊、張知本や
傅秉常等を起草委員として憲法草案の起草に従事させた190。同年、同委
員会の呉経熊及び張知本はそれぞれの手で自らの憲法草案の私案を提出
した（以下、前者は「呉氏私案」、後者は「張氏私案」）のである。両案の
内容を比較すると、呉氏私案は教育について人権条項としての位置付け
が確定されていない191が、張氏私案の方は重要視されていたことが明ら
かになった。要するに、張氏私案の第一四三条において「全ての学齢児
童は基本教育を受ける権利を有する。基本教育は六年と成し、授業料や
他の教育上に関する必要と見做される費用を無償とし、衣食費用は自足

186 高橋勇治の研究によれば、「訓政期の過渡的憲法に於いて主権が人民に在る
ことを宣言してもデモクラシーになるわけはない ･･･」、「（中華民国訓政時期）
約法第14条と第15条とを例にとろう。そこで言論、著作、集会の自由を認め、『法
律によるのでなければ之を停止、或いは制限するをえない』と但書を附してい
る」、とのことである。高橋勇治・前掲書注（170）168 ～ 169頁。
187 涂懷瑩・前掲書注（172）359頁。
188 宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）21頁。
189 1931年９月18日柳条湖事件が勃発し、満州事変が中国を揺るがすこととなっ
た。日本からの本格的な中国侵略という国難に直面することは最も重大な要素
ではないかと考える。横山宏章・前掲書注（168）121頁。
190 横山宏章・前掲書注（168）126頁。宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）26
～ 27頁。高橋勇治・前掲書注（170）171 ～ 175頁。
191 呉經熊・黄公覺・前掲書注（168）793 ～ 833頁。
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できない者に対し、補助しなければならない」という法律の留保の規定
を抜いて、画期だと言える内容が設けられ、更に第一四四条では「基本
教育を受けるべきとする全ての学齢児童に対し、全ての国民はその保護
する子女に教育をうけさせるや自ら教育を施す義務を負う」という教育
の私事性を認めるような規定も定められていた192。この張氏私案の第
一四三条の内容は教育を人民の一つの権利として再び認識させただけで
はなく、日本では大きな論争まで発展した義務教育学費無償問題につい
ても、同条によって明確な法的根拠を提供している。とはいえ、両氏の
提案はあくまでも私案の形に止まっていた。その後、一九三三年一一月
に起草委員会の中の主稿人会議による検討を経て、より大衆の意見が聞
かれるようなたたき台としての「主稿人会議草案初稿」が制定された。
そして、憲法草案起草委員会により、初稿に更に修正が加えられた「中
華民国憲法草案初稿」が一九三四年三月に公表された193。だが、一九三六
年五月の立法院会議に於いては最終的な修正決定が行われ、五月五日に
国民政府が正式に発表し、日華事変が発生しなかったら実施される可能
性が高かった『中華民国憲法草案』（世には『五五憲草』と呼ばれるもの）
には、教育を受けることについては人権条項として位置付けられなかっ
たのである194。
　一九三七年に、日中戦争が勃発、制憲事業も一時中止された。その
一〇年後の一九四六年に再開することになったが、「抗戦八年」の年月
を経ていたため、『五五憲草』が公布された時期とは政治的・社会的状
況が根本的に変化していた195。このような背景に基づき、一九四六年の
中国国民党と共産党の国共協議による『政治協商会議対五五憲草修正案
草案』（以下、「政治協商会議草案」）では、教育に関する事項の規定に明
白な変化を見ることができた。まず、同草案の第二章の「人民の権利義務」

192 周志宏・前掲論文注（170）200頁。
193 横山宏章・前掲書注（168）128 ～ 129頁。宮澤俊義・田中二郎・前掲書注（170）
27頁。高橋勇治・前掲書注（170）175 ～ 176頁。
194 呉經熊・黄公覺・前掲書注（168）979 ～ 1002頁。周志宏・前掲論文注（170）
200頁。
195 横山宏章・前掲書注（168）167 ～ 171頁。
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の第一二条に於いて初めて人民の講学権が確認され、他の言論や出版の
自由と併せて「人民は言論、講学、著作及び出版の自由を有する」と定
められた。そして前記の『五権憲法』草案を再確認するように、同草案
の第二三条でも「人民は国民教育を受ける権利及び義務を有する」と規
定された196。この規定については、当時の与野党の衝突を解決するため
に出された妥協案だ197と言われている。他方、同草案の内容を見通して、
国民教育権の観点から最も高く評価できるのは恐らく前述した『五五憲
草』の第一三三条に書かれた「全国の公立私立の教育機関は一律に国家
の監督を受け並びに国家の定めるところの教育政策を推行すべき義務を
負う」198という項目が削除されたことであろう。
　但し、後に国民大会により公布の手続を経て正式に『中華民国憲法』
として成立させ、一九四六年一一月に提出した『中華民国憲法草案修正
案』において、前述の講学権や教育を受ける権利の規定は、「政治協商
会議草案」の原文通りに引用され、条文の順番だけが変更される形になっ
て設けられたが、削除された『五五憲草』の第一三三条の規定は改めて
第一三章の「基本国策」の第一六二条として復活することになった。そ
して、同修正案に於いて、教育を受ける機会の均等や教育文化における
辺遠及び貧困地区に対する必要な経費の補助等の教育に関連する外部的
事項も多く設けられることになった199。一九四六年一二月二五日、全
一七五ヵ条から成る『中華民国憲法』が国民大会の一四八五名の全代表
の一致により正式に承認された。そして、同法は、一九四七年一月一日
に公布され、同年の一二月二五日に正式に実施されることになった200。
　かような『中華民国憲法』の立法過程を追いながら、教育政策を重視
する各草案の起草者の考え方により、教育を受けることについて人民の
権利或いは義務のどちらと見なすべきか躊躇してきたことが分かった。
最終的には、『中華民国憲法』の第二一条として教育は人民の権利であ

196 周志宏・前掲論文注（170）200頁。
197 高橋勇治・前掲書注（170）244頁。
198 高橋勇治・前掲書注（170）203頁。
199 高橋勇治・前掲書注（170）301 ～ 303頁。
200 横山宏章・前掲書注（168）195頁。
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り義務でもあるという両刀論法で定着することになった。このような決
着自体に決して問題がないとは言えない外、同法には教育制度をめぐっ
て「基本教育」、「初等教育」、或いは「義務教育」とは異なる「国民教育」
という用語が使われているため、如何に理解するかも一つの課題だと見
做されている。また、従来の学説によれば、前述した『中華民国憲法』
二一条及び第一六〇条の規定に従い、就学年齢に達する六歳から一二歳
までの子どもは全員国民教育を受ける義務を負うが、同人は未熟であり、
法的責任を履行する能力も否認されるから、当該義務は同人の親や後見
人に転嫁すべきだと解されている201。しかし、近年においてすべての自
然人は憲法上の権利の享有主体だと認められるべきだという主張が多数
説になってきたと考えられる202ため、学界においては、前述した教育を
うけることの義務性だけに重視することではなく、『中華民国憲法』
二一条の（国民）教育を受ける権利の側面をより大事にしなければなら
ないとも考え始めているらしい。

　第二目　『中華民国憲法』に於ける「教育条項」
　関連する研究によると、『中華民国憲法』における教育と関わる規定
は概ね三つの部分を分けられるという。
　一つ目は教育に対して人民が如何なる権利を持つかという条項規定で
ある。この部分について、中華民国憲法一一条、第二一条及び権利の補
強規定だと認識される同法二二条の規定を取り上げている203。
　要するに、憲法一一条は、「人民は言論、講学、著作および出版の自
由を有する」という内容であるが、学説の中では「講学の自由」には私
立学校を設立する自由も含まれるべきだとして、従来大学の教授しか当
該自由権を享有しない通説的な理解に反発する見解がある。また、初等・
中等教育機関に勤める教師たちも享有すべきだという主張も見られる。

201 管歐『中華民國憲法論』（三民書局・2004年）76頁。
202 蔡宗珍「第五單元　基本權主體」『月旦法學雜誌　第46期』（1999年）109頁。
呉庚『憲法的解釋與適用』（三民書局・2004年）143頁。
203 周志宏「教育行政法制之研討」『教育法與教育改革』（高等教育・2003年）５
～９頁。
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そして、憲法二一条に関しては、学習権の概念を提唱し、同条に定めら
れている国民教育を受ける権利の上位的概念として位置づけ、教育を受
ける権利の重要性を唱える見解も存在する204。しかしながら、「学習権」
の法的権利性は憲法二一条から導き出すことができないため、憲法二二
条によって保障され得るという主張が有力だとされるらしい。
　二つ目は、国家が教育政策に対する基本的な方針を示す「基本国策」
の部分である。要するに、『中華民国憲法』の第一三章の「基本国策」の
第五節「教育文化」に列挙されている諸条項がこれに当たる205。その中、
同法の第一六四条に定めれる「教育、科学、文化の経費は、中央にあっ
てはその予算総額の一〇〇分の一五、省にあってはその予算総額の
一〇〇分の二五、市、県にあってはその予算総額の一〇〇分の三五を下
ることはできない。法によって設置された教育文化基金及び産業は、こ
れを保障しなければならない」という規定は一九九七年の憲法改正に伴
い、事実上の効力が凍結されて、現行の「中華民国憲法追加改正条文」
一〇条八項により、「教育、科学、文化の経費、とりわけ国民教育の経
費は優先的に編成し、憲法一六四条の制限を受けない」206とされている。
また、辺境地区に在住する各民族や原住民の教育について、第五節には
書かれていないが、同じく第一三章の「基本国策」のところに、同法第
一六九条として、「国は、辺境地区の各民族の教育、交通、水利、衛生
などその他の経済社会事業に対して、積極的にこれを行い、かつその発
展を扶助しなければならない」と定められる。その外、憲法改正追加条
文一〇条一〇項にも「国は民族の意思に沿い、原住民族の地位および政
治参加を保障し、その教育、文化、交通、水利、衛生、医療、経済、土
地および社会福祉に保障扶助を与え、かつその発展を促進する」207、とさ
れているのである。

204 曽大千「論教育基本權的內涵與功能」『教育政策論壇　第六卷第一期』（2003
年）73 ～ 74頁。
205 小田美佐子「台湾」萩野芳夫・畑博行・畑中和夫編『アジア憲法集』（明石書
店・2004年）979 ～ 980頁。
206 小田美佐子・前掲論文注（205）990頁。
207 小田美佐子・前掲論文注（205）990頁。
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　以上の条項を見通して、その殆どが従来「プログラム」規定だと見做
される「基本国策」に書かれていたため、たとえ国が一時的に関連する
条項に示される基準や要請を満たさなくても概ね違憲だと判断されない
というのが通説的な理解である208。また、「全国の公私立の教育文化機関
は、法律によって国からの監督を受ける」と言う同法一六二条の規定は
法律の留保があるにもかかわらず、国側による教育権限の行使の合法・
合理性が憲法に担保されることに深く注意しなければならないと考える。
　最後の三つ目は、中央政府と地方自治体の政府それぞれが有する教育
権限の配分である。憲法一〇八条によると、「行政区画」や「教育制度」
などの事項は「中央がこれを立法しかつ執行するか、または省県に移し
てこれを執行させる」とされている。そして、第一〇九条では「省の教育、
衛生、実業および交通」などの事項は「省がこれを立法しかつ執行するか、
または県に移してこれを執行させる」ことを定め、第一一〇条には「県
の教育、衛生、実業および交通」などの事項に関して「県がこれを立法
しかつ執行する」と書いている209。学説においてこれらの規定により、
教育と関わる事項に対し、地方自治体が概括的な立法権限を有し、中央
政府は指針的な規定を定める権限しか有しないと解すべきだという見解
がある210。

第二項　一九九九年の『教育基本法』
　一九八七年の戒厳令解除後の台湾では、民主化・自由化・台湾化を基
調とする政治・社会諸側面において改革が連動する形で進んできた。そ
の流れにおいて教育改革も注目されていた。そして、最も大きな出来事
は、言うまでも無く一九八〇年代から台湾大学を始め、各大学の大学生
や大学院生が能動的、且つ頻繁に引き起こす学園運動であった。この時
期に大学で行われた学園運動はすぐに校内の行政組織から弾圧を受けた
が、運動に参加するメンバーは学生から大学教授や各級学校機関の教師

208 蘇嘉宏『增修中華民國憲法要義　第四版』（東華書局・2004年）478頁。管歐・
前掲書注（201）303頁。
209 小田美佐子・前掲論文注（205）973 ～ 974頁。
210 周志宏・前掲論文注（203）12 ～ 13頁。
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へと次第に拡大していた。そして、かような流れに対し、分岐点を迎え
たのは、一つは「四一〇教育改革デモ行進」であり、もう一つは行政院
の諮問機関とする「行政院教育改革審議委員会」の成立という一九九四
年に同時に起こった二つの出来事である211。その後に実現した一九九九
年の『教育基本法』の制定・施行は、まさに民間より勃発した教育改革
要求運動の歴史に残され得る一つの大きな成果だといえよう。

　第一目　その立法過程
　立法院から公開される公文書を手懸りにして、同法の立法過程を追
う212と、少なくとも立法委員側によるいくつかの提案が同法を「教育憲
法」として位置づけようとしたことが分かる213。しかしながら、かよう
な思いは政府側も共有していたかどうかが不明である。何故なら、初め
から、政府として、同法の制定に対しては必ずしも積極的だと言えない
所以である214。やがて、一九九六年一一月に行政院内部に設置される「行
政院教育改革審議委員会」が提出した「第四期諮問報告書」には、学生
の学習権の保障を中心的理念とする『教育基本法』を制定すべきだとい
う建言215がなされ、政府の重い腰をもやっと上げて同法の制定作業に真
剣に取り組み始めた。そして、他の法案と同じくいくつかの政治的場面
における折衝を経て216、一九九九年六月に大統領令を以て公布され、『教

211 山崎直也「第９章　教育改革　─総統選挙に見る脱権威主義後の課題─」佐
藤幸人・竹内孝之編『陳水扁再選　─台湾総統選挙と第二期陳政権の課題─』

（IDE トピックレポート No.51）（アジア経済研究所・2004年）128頁。
212 より詳しい流れについては拙文を参照することができる。宋峻杰「台湾に
おける教育権の憲法学的考察」『北大法学研究科　ジュニア・リサーチ・ジャー
ナル　No.13』（2006年）135 ～ 169頁。
213 周志宏・前掲書注（167）４頁。立法院公報第83巻第27期院会記録89頁。
214 周志宏・前掲書注（167）８頁。自由時報（1994年３月９日）６版。
215 顔國樑「教育基本法的立法過程與立法精神」『国立教育資料館ホームページ』

（2005年８月10日）18頁〈http://www.nioerar.edu.tw/new/1/881117.htm〉。
216 顔國樑・前掲論文注（215）18～19頁。立法院公報第86巻５期院会記録（1997年）
４頁。立法院公報第86巻第35期院会記録（1997年）６頁。立法院公報第86巻第
43期委員会記録（1997年）269 ～ 312頁。
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育基本法』が実施されることになったのである217。
　だが、当初「教育憲法」だと位置づけられた『教育基本法』は、その後
の二〇〇五年に台湾本土の郷土教育の推進を図って第二条及び第五条を
改正し、また翌年には学校における体罰の禁止を意図し、学生の身体的
自主権などの権利を新たに明記しようとして、二回目の改正が行われた
のである218。同法に「準憲法的な性格」を賦与したい当初の意図が、恐ら
くかような動きにより、葬られたのではないかと考える。それにしても、
同法に基づき、いくつかの教育と係わる権利が保障されるのが政府から
の宣言的意味も込められることを考えると、やはり意義がある。
　例えば、同法一条には人民の学習および教育を受ける権利を保障する
こと、教育の基本方針を確立すること、並びに教育体制を健全にするこ
とが明記され、同法の立法目的として定められた。そして、第二条には、

「人民は教育権の主体である」ともはっきりと訴える。特に注目に値す
るところは、教師の専業的自主権、学生の学習権・教育を受ける権利・
身体的自主権並びに人格的発達権の内容、それらの権利への救済、また
国民教育の段階において、親が持つ権利の内容等を明示する第八条と第
一五条の規定だと考えられる219。
　しかしながら、子どもの人権への配慮を教育法的に重くすべきだとい
う本論の立場から見ると、「学生」という身分しか言及しない同法の定
め方に疑問を持つ。要するに、文面解釈から考えると、未だに就学年齢
に達していない子どもは同法の保障から排除される恐れがないとは言え
ないからである。このことは、従来基本的人権の一つだと捉えられてき
た教育を受ける権利について、子どもはもっとも重要な権利主体だと考
えられてきた認識とは相反し、もっとも深刻な問題だと言えよう。

　第二目　二〇〇三年大法官釈字第五六三号解釈

217 呉清山・前掲書注（166）225 ～ 226頁。顔國樑・前掲論文注（215）19頁。
218 『法源法律網ホームページ』（2008年11月17日）〈http://db.lawbank.com.tw/
FLAW/FLAWDAT07.asp〉。
219 『法源法律網ホームページ』（2008年11月18日）〈http://db.lawbank.com.tw/
FLAW/FLAWDAT0202.asp〉。
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　一九九九年に『教育基本法』が施行されて以来、憲法を含む法律を解
釈する権限を持つ大法官会議は二〇〇三年に出した第五六三号解釈にお
いて初めて同法に対する見解を示したのである。要するに、同解釈にお
いて、大学の責務及び学生の学習権・教育を受ける権利に言及した際、

『教育基本法』二条二項と八条二項を引用しながら、「…大学は学術の研
究、人材の養成、文化の開化、社会への奉仕及び国の発展の促進を中心
目標としている（大学法一条一項）。（それ故）大学は一教育機関として
国民道徳並びに学生の健全的な人格を育つ責務を担う（憲法一五八条及
び教育基本法二条二項を参照）」、と言い、「…国は学生の学習権及び教
育を受ける権利に対して保障すべきである（教育基本法八条二項）。大
学から学生に退学或いは類する処分を課することで学生の身分や教育を
受ける権利等の権益に対して重大な影響をもたらすことがある（大法官
釈字第三八二号解釈を参照）。（その為）大学は学生に退学処分を課する
規定を設ける際、当該事由及び内容規定について勿論合理性と妥当性に
配慮すべきであり、その制定並び執行のプロセスも正当な手続に従わな
ければならない」と説示したのである。
　こうして、大法官会議は教育と係わる事案への解決を図り、憲法だけ
ではなく『教育基本法』の規定とも持ち合わせて解釈をする側面が見ら
れる。しかし、『教育基本法』により示された人民の教育を受ける権利
の中身とは何かの問題については、積極的に検討する姿勢を同解釈の中
では伺えなかった。

第三項　教育を言及する大法官の解釈
　前記の大法官釈字第五六三号解釈が出される前、大法官会議は
一九九五年に教育と係わる三つの解釈を世に送っていたことがある。そ
れぞれの内容を次のように整理する。

　第一目　一九九五年大法官釈字第三七三号解釈
　本件解釈で取扱った事案は、教育機関に務める者が労働組合法四条の
適用に対する憲法解釈を求めたものである。同条は、「各級行政機関及
び教育機関、軍事用機械を製造する機関に従事する者は一概に労働組合
を組織することを得ず」と定めており、大法官会議はこの解釈文の傍引
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として国民の教育を受ける権利について初めて言及した。そのため、本
件解釈は同権利を明言した先例だと位置づけられよう。
　教育を受ける権利云々の文言は、まず本件解釈文の理由書の中で述べ
られている。すなわち、「（憲法二三条は「上述の各条に列挙した自由及
び権利は、他人の自由を妨害することを防止し、緊急危難を回避し、社
会秩序を維持し、又は公共利益を増進するために必要がある場合を除い
て、法律を以て制限することができない」と規定しているため）、国は
労働組合に関する法律を制定する際、社会秩序の維持及び公共利益の増
進に配慮を払いつつ、労働者に対しその団体交渉及び争議・団体行動す
る権利を保障しなければならない。教育機関で働く清掃員や機械の維持・
管理人員は教育現場で単純な肉体的労務を提供する立場であり、当該職
業の性格は国民の教育を受ける権利と相当な程度で関連性を持つと言っ
ても、労働組合法四条により、当該人員から労働組合の結成に制限を設
けることは憲法二三条の規定から想定された必要な程度を逸脱したと考
えられるため、同法四条の規定は、当該人員が享有すべき憲法一四条の
結社の自由に違反することを認める220」のである。
　そして、当時の劉鐡錚・戴東雄両大法官による補足意見書にも「教育
機関で働く清掃員や機械の維持・管理人員は直接教育事業を行う主体で
はなく、肉体的労務を提供するだけであるために労働組合を結成し、団
体交渉を行う際に例えストライキのような行動をとっても、他の関連法
規の規範に服する下で、如何に国民の教育を受ける権利、学校の構内安
全や秩序に影響をもたらせるのかは疑わしい ･･･」と述べている。
　しかしながら、結果として、大法官会議は、当該職業の特性から学校
の構内安全や教育・研究環境の維持等の国民の教育を受ける権利から生
じる法的利益とはやはり避けられない相当な関連性があることを認め、
一年以内に係争する条文を改正する必要性の存否に対する再検討を立法
院に要請すると決定した。

　第二目　一九九五年大法官釈字第三八〇号解釈

220 『大法官会議ホームページ』（2005年８月１日）〈http://www.judicial.gov.tw/
constitutionalcourt/p03_01_printapage.asp?expno=373〉。
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　教育を受ける権利及び学習権に関する学説や学問的研究の展開がより
活発になったのは、この大法官釈字第三八〇号解釈が下されてからだと
言えよう。同解釈を機に、大学が享有すべきである自治的権限と国を代
表する教育部の監督権（力）との間に憲法に基づき如何に境界線を引く
かという問題を巡り、大法官会議が初めて取り扱うこととなった。また、
大学教育の場に限定して学生の学習の自由についても初めて言及し
た221。
　本論との関係で、当時の林永謀・楊慧英両大法官による補足意見の所
論だけに注目したい。要するに、同補足意見は「講学（研究）の自由」の
解釈に対し、国が「講学（研究）者」が行う研究活動の進行や結果の発表
に対し、恣意的に干渉・抑圧することができないことを指すが、下級の
教育機関においては専ら当該の自由により保障されないという意味では
ない」としながら、「…中学校や小学校教育の段階においては、生徒・
児童の心身発達の程度や物事に対する理解・批判能力の未成熟さに応じ
ながら、国家から一定の国民の知識水準を維持すること及び反社会・反
民主の非国民（「非国民」）の育成を避ける要請を受けることにより、全
国に亘って同質の教育内容を行わなければならない。従って、当該教育
段階では、大学教育より国家の教育行政から広範囲に亘って制限を受け
ざるを得ない。教育の本質に基づく講学（研究）の自由という憲法的保
障は、大学（或いは他の高等研究機関─例えば、我が国の中央研究院）
にしか適用し得ない」と説示した。
　だが、『中華民国憲法』に確認された「講学（研究）の自由」を『日本国
憲法』に保障される「学問の自由」と同一視することができるなら、か
ような観点は、子どもの教育を受ける権利の保障から反射的に国の関与
から守られるべきだと思われる教師の教育権への配慮が明らかに欠落し
ているのではないかと考えざるを得ない。

　第三目　一九九五年大法官釈字第三八二号解釈
　本件解釈で取扱った事案の経過は、次のように整理することができよ

221 同解釈に関して、より詳しい内容や分析流れについては拙文を参照するこ
とができる。宋峻杰・前掲論文注（212）145 ～ 153頁。
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う。
　大法官会議による憲法解釈を求める申請人Ｘは、当時国立の専門学校
の二年生である。一九九一年度の期末試験後一ヵ月余を経て、何らかの
事情により学校側からカンニングの常習犯だと見做され、退学処分に処
された。そこで、Ｘは救済を求めるため訴願法に従い、訴願、再訴願、
そして行政訴訟まで起こしたが、翌年に同事案を取り扱う行政裁判所

（八一年裁字第九二三号裁定）は特別権力関係論を持ちながら、Ｘの提
訴を却下する決定をした。同決定は、『中華民国憲法』一六条及び一七
条に違反したと見て、Ｘが本件解釈を求めたのである。
　前記の事案に関する憲法解釈の申請を受けた大法官会議は、「各学校
教育機関は学籍規則や懲戒規定により学生に対して行われた退学或いは
類似的処分行為は、学生の身分を強制的に変更させ、（一市民としての）
教育を受ける機会を損なうことになるため、憲法から保障された人民の
教育を受ける権利に極めて好ましくない影響を与える上、権利の侵害と
も見做しうる。当該処分行為は、訴願法及び行政訴訟法上定義された行
政処分でもあり、処分を受ける者が学校によって用意された全ての救済
手段を尽くしても救済を図れない場合、当然法律により訴願及び行政訴
訟を提起することができる。高等行政法院一九九二年判字第六号判例は
前述する趣旨に違反し、憲法に保障される人民の教育を受ける権利及び
訴訟権をも侵害し、本件に適用することができないとする」、ことを示し、
同決定で使われる「特別権力関係」の論理を退ける立場をとった。
　そして、同解釈の解釈理由の始めに「人民には教育を受ける権利があ
り、それは憲法により保障されている」という文言が述べられ、「その
憲法上の権利に不当な侵害を受けた場合、当事者の身分に関わらず、憲
法一六条に定められた訴願及び訴訟の権利を当然行使することができ、
司法機関に対し救済を求めることもできる」と説示する。しかしながら、
大法官会議は、訴願や訴訟を提起しうる学校側が行った処分行為の内容
を厳しく限定したため、学生にも市民的権利を認めてはいるが学校側が
決めたあらゆる処分に対して行政訴訟を提起し救済を求めることができ
るわけではないという但書を附していたのである。
　また、学習権の主体である学生の権利行使をより制限すると考えられ
る文言は、理由書の最後にも述べられた。即ち、「行政機関或いは裁判
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所が退学処分や類似的処分を受けた学生からの提訴を受理する際、学生
の品行、学業成績の評価或いは懲戒方法の選択等のことに対し、教師や
学校側が持っている専門的知識及び事実に対する熟知的理解を尊重すべ
きであるとし、当該処分の判断過程や裁量行為が明らかに違法や不当だ
と言える場合にしか取消し或いは変更することができない222」というこ
とである。

　第四目　小括
　以上のように、『中華民国憲法』を解釈する権限を持つ司法院の大法
官会議が教育分野に関わる争いに対し如何なる姿勢をとっていたのかを
概観してきた。それぞれの解釈により、様々な問題を孕んでいることも
分かった。例えば、第三八二号解釈を通して、従来の学説で唱えられて
きた教育の義務性を重視するばかりの傾向を是正しようとする意味合い
で、教育を受けることは人民の権利だとする認識を一層広めることにな
ると考えられるが、同解釈の内容を見通しても教育を受ける権利の憲法
的根拠は如何なる条文に求められるかという問題について答えを見つけ
ることができない。また、同解釈によって確かに退学処分のような教育
を受ける機会を実質的に剥奪する厳しい処分を無闇に学生に受けさせな
いことを確認することもできるが、他の懲戒処分について如何なる手続
を用いて学生の教育を受ける権利を保障するのかという問題が残されて
いる。反って、学校の裁量権が広く認められる感じを否めない。実際、
二〇〇一年に台北高等行政裁判所は訴字二八八号判決において、第
三八二号解釈の論理を用いて学校側の教育に関する専門性や事実を把握
する正確さがより尊重されるべきであるという姿勢を打ち出し、学生に
処する退学処分の当否の判断について学校の裁量権を積極的に認めたの
である223。

222 『大法官会議ホームページ』（2005年７月31日）〈http://www.judicial.gov.tw/
constitutionalcourt/p03_01_printapage.asp?expno=382〉。
223 『法源法律網ホームページ』（2008年11月19日）〈http://fyjud.lawbank.com.
tw/Print.aspx?jrecno=90%2c%e8%a8%b4%2c288%2c20020411%2c2&courtFull
Name=TPBA&jyear=90&jcase=%e8%a8%b4&jno=288&jdate=910411&jcheck
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　また、もっとも指摘しなければならないことは、第三七三号解釈から
第三八二号解釈まで大法官会議が教育を受ける権利に言及する際、すべ
ては「中華民国憲法によって保障される」などの文言を使っていたにも
かかわらず、第五六三号解釈においてはその文言に触れることがなかっ
た。要するに、同解釈では学生に保障される学習権や教育を受ける権利
の法的基礎は単に『教育基本法』から引用されることになっていたので
ある。こうした大法官会議の姿勢の変動により「…教育を受ける権利は

（憲法上保障される基本的人権だとして捉えにくくなるし）、一法律に
よって保障される権利だと見做されることになってしまう」224、という指
摘がある。本論もそれに同調したいと考える。

第二節　教育制度における親と子どもの位置づけ
　本節では、中国大陸から移転してきた中国国民党が台湾に移植した教
育制度の枠組みやその後の変遷における親と子どもの位置づけについて
検討していきたい。

第一項　論点の概要
　一九四五年から一九四九年までの四年間、台湾は中国大陸と同じ政治
体制の下にあった。この間、お互いの交流も頻繁であった（この時期か
ら台湾において「本省人」や「外省人」の区別も現れた225）。政治的側面
から見ると、特に中華民国政府による二回を亘り、台湾に進出すること
は別々の意義を持つらしい。その中、一九四七年に「二・二八事件」が
起こり、戦前からの台湾住民と中国国民党によりもたらされた「中国ナ

=2&switchfrom=1&issimple=-1〉。
224 倪茂益「政大研究生資格考不及格退學案的釋字第563號爭議　大學自治 v.s
法律保留」『司法官45期　法學研究報告合輯　第一輯』（法務部司法官訓練所・
2006年９月）523頁。
225 1946年１月の国民政府行政院訓令により、台湾の住民は、「1945年10月25日
より中華民国の国籍を回復した」ものとされた。この訓令で中華民国国籍を回
復した男性及びその子孫が本省人、それによらず中華民国国籍を所有しており
台湾に居住する男性及びその子孫が外省人ということになる。若林正丈・前掲
書注（164）60 ～ 63頁。



子どもの自己決定と憲法（６）

［214］北法69（2・277）483

ショナリズム」226との意識的な不協和音がより明白になった。この事件
も、後に中華民国の旗を掲げる国民政府の台湾への撤退の準備に不安定
な要素を残すこととなった227。その影響も確かにあるように、一九四九
年を境にして中華民国政府から制定された台湾に関する教育政策は一層
政治的色彩を増すことになった。

第二項　憲法における就学の義務という規定
　『中華民国憲法』二一条は教育を受ける義務を人々に課しているため、
国の監督から逃れられる可能性が低いと考えられる。その代表的な法律
として、『強制入学条例』がある。だが、近年において就学の義務に対
する新たな解釈が提起されている。要するに、憲法二一条と第一六〇条
にいう「国民教育」や「基本教育」はいずれも「義務教育」の性格を持つ
とする見解に従い228、欧米から発展してきた義務教育の歴史を遡って検
討した後、義務教育制度の中で「義務」を負うのは両親や後見人であり、
学習や教育を受ける主体である子どもではないという説である229。
　そして、義務教育の意味について、「両親が義務を負い、その子ども
に受けさせる教育」、及び「国家が義務を負い、人民に普遍的で、無料
且つ強制的に受けさせる教育を提供すること」の二つの見解を提示した
上で、同説を主張する者は「学習することや教育を受けることはいずれ
も人民の権利だと捉えられ、しかも学習権（教育を受ける権利）につい
て国家による積極的な作為義務を持つ社会権的側面も有する観点から考
えれば、義務教育を理解するためには前述した二つの見解ともに取り入
れられるべきだと」230言う。また、「両親や後見人には就学年齢に達する
子どもに義務教育を受けさせる義務を負う一方、国家には教育制度や環
境の整備、十分な教育を受ける機会や教育的なソースの提供、または子

226 若林正丈・前掲書注（164）109 ～ 115頁。
227 若林正丈・前掲書注（164）77頁。
228 周志宏・前掲書注（165）483頁。
229 周志宏・前掲書注（165）490 ～ 491頁。周志宏「受教育是權利還是義務？」『月
旦法學雜誌　第72期』（2001年）８頁。
230 周志宏・前掲書注（165）491頁。
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どもの学習や教育を受ける権利を保障する目的で両親や後見人が負う義
務の履行の有無を監督することなどの義務を負う」231ことも合わせて提
示している。
　その延長線上、同説は、憲法二一条を理解するためには同法の第
一六〇条と併せて読まなければならないとする一方、「学習権」の観点
も持ち込んで、第二一条を再解釈することも主張する。すなわち、憲法
二一条に定められた国民教育を受けることは人民の権利であり、義務で
はないことである232。このように考えていくと、両親や後見人が負う「国
民教育を受けさせる」義務の内容は如何なるものであろうかという問題
が出てくる。これについて、同説はホーム・スクーリング（在宅教育）
の容認に対する当否を境界線として「就学義務」と「教育義務」を区別す
ることができると言い、憲法には人民が学校に入学し国民教育を受けな
ければならないという規定が定められていないことから、第二一条に言
う国民教育を受けさせる義務とはホーム・スクーリングも認められる「教
育義務」だと解されるべきだと唱える233。従って、前記の『強制入学条例』
に基づいて、特定される一部の子どもの両親や後見人は当人を学校に入
学させる義務が一時的或いは完全に免除されたとしても、「教育義務」
からの排除にはならない234と見られるべきであり、両親や後見人は、就
学年齢に達する子どもを学校に行かせずに自宅で子どもの最善の利益に
叶い、国が要求する最低限の教育水準を満たす教育課程を子どもに提供
することが出来る場合、憲法二一条に言う子どもに国民教育を受けさせ
る義務の実現だと見做し得ることは同説によって主張されている235。

第三項　教育課程の編成
　台湾に移転してからの中華民国政府の教育方針は時期毎に異なる236

231 周志宏・前掲書注（165）491 ～ 492頁。
232 周志宏・前掲書注（165）492 ～ 493頁。周志宏・前掲論文注（229）９頁。
233 周志宏「教育義務與義務教育─義務教育是誰的義務？」『月旦法學雜誌　第
75期』（2001年）８頁。周志宏・前掲書注（229）494頁。
234 周志宏・前掲書注（165）497頁。周志宏・前掲論文注（233）８～９頁。
235 周志宏・前掲書注（165）499 ～ 500頁。
236 例えば、1950年に民族精神をより強く宣揚するために教育部が『戡亂建國
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が、国の施策が一方的に行われることが多いため、国による教育権限が
存分に発揮されてきていると認識し得よう。しかしながら、一九九九年
に制定された『教育基本法』八条三項には、「国民教育段階において、両
親はその子女を指導する責任を負う。更に、子女の最善の利益に基づき、
法律により教育を受ける方法、内容を選び、教育事務に関する学校参加
の権利を有する」と定められているため、教育課程の編成に対して少な
くとも両親の参加する権利が法律によって保障されるのは新たな現状だ
と考えられる。
　今まで見てきた台湾における法制の転換や、政治的歴史の変遷は、教
育の場面に大きく影響を与えられてきたのは、「国語」、「歴史」や「地理」
などの人文科学的科目に関わる所である。やや大雑把的なことを言うな
ら、まさに“中国ナショナリズム”から“台湾ナショナリズム”への転換
だと考えられる237。その中、前者からの離脱を求めるために行われた歴
史教育に関する教科書の改編は、政治問題も絡んでいることので一大論
争まで展開されてきた。
　一九九三年に教育部は小学校・中学校の課程標準の改正を行い、小学
校に関しては地域の独自性に基づき適当な郷土教育の教材を自ら編纂す
ることが出来るようになった。中学校では一年生に対し、従来の「歴史」・

「地理」・「公民と道徳」の三科目の中から「公民と道徳」を取り除き、新
たに「歴史」・「公民」・「社会」の三科目によって構成された。そして、「認
識台湾」という科目を新設し、各項目を毎週45分ずつ教えることにした。
また、二・三年生の「歴史」・「地理」の授業はそれぞれ四冊の教科書と
なり、中国及び諸外国の歴史・地理を併せて紹介することになった。特
に、中学校の課程に正式に「認識台湾」が教科目として導入されたこと
は画期的な意義を持つと評価されている238。

教育實施綱要』を制定し、「国語」や「社会」という授業科目の内容は三民主義
の宣伝や反共意識の増強に重点が置かれていた。また、1975年に教育部は、「国
民小学校校課程基準の改正委員会」を組成し、民族精神教育や生活指導教育の
より一層の向上を図って「国民小学校校の課程基準」を改正した。葉憲峻・前
掲論文注（160）116 ～ 118頁。
237 宋峻杰・前掲論文注（212）136 ～ 146頁。
238 呉文星「台湾の民主化と台湾の教育　─台湾における国民中学校台湾史教
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　ところが、このようなかつての「中国化」教育からの脱却という側面
を併せ持つ教育の「台湾化」は、政治的民主化・自由化に伴い台頭する“台
湾ナショナリズム”の主張と密接に結びついているために、台湾の内部

（政党）や外部（一部の華僑及び中国共産党）に残存或いは健在している
“中国ナショナリズム”からの反発や批判を常に浴びることになった。
それ故、全ての台湾人が共有しうるナショナル・アイデンティティは未
形成であり、その形成が外における中台関係と内におけるエスノ・ポリ
ティクスの争点になりうるという台湾の特殊な歴史的・政治的・社会的
コンプレックスが存在していること239がより明白になった。かような状
況において、如何に教育を教育の原点に回復させ、政治からの介入を最
低限に抑え、『中華民国憲法』及び『教育基本法』体制の下で教育を受け
る権利を確立させていくかということが大きな課題だと考えられる。

第四項　教科書の選定問題
　教科書をめぐる問題は、言うまでもなく小中高教育に限ってしか発生
しない240。『教育基本法』が制定された一九九九年を境界線とすれば、そ
れ以前の教育現場において小中学校の教師には如何なる教科書を使用す
るかを決定する裁量権が認められない状況があった241。
　しかし、一九九九年以降、法改正に伴い教科書の編集から選定・使用
に至るまで新たな法的枠組みが作られたのである。すなわち、改正され
た『国民教育法』八条の二には、「国民小学校及び国民中学校で使われる
教科書については、教育部によって審査する。必要だと考えられる場合、
教育部は自ら編集することができる。教科書審査委員会は各学科及び授
業科目の専門家、教師及び教育行政機関の代表によって編成される。教
師職の者は全委員の三分の一以上占めなければならない。また、同委員

科書の編纂を中心に」日台交流センター編『歴史研究者交流事業（招聘）　研究
成果報告書集（上）』（財団法人交流協会・1996年）57頁。若林正丈・前掲書注（164）
233頁。
239 山崎直也・前掲論文注（163）984 ～ 988頁。
240 呉清山・前掲書注（166）300頁。
241 謝瑞智『教育法學　增訂版』（文笙書局・1996年）116頁。
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会の組織規範は教育部によって定められる。国民小学校及び国民中学校
で使われる教科書の選定について、各学校で組成される校務会議によっ
て決定する」242、と定める。そして、同条の文言から考えると、まず公立
の小中学校の教科書に対して、教育部は「審査権」及び「編集権」を持ち、
各学校は「選定権」を有している。但し、地方自治体の教育行政機関は
如何なる権限も持たないことになる。また、教科書自体は「審査本」、「国
定本」及び「選定本」三つの種類に分けられる。「審査本」や「国定本」に
するか否かの問題は教育部の教科書審査委員会によって決められ、そこ
から提示されるいくつかの教科書の中から選択するのは各学校の校務会
議によって決定し、「選定本」となる。
　一方、教科書の編纂に関して、現在の法律には明文規定が存在しない
ため、基本的には何人も編纂することができると解されているが、教科
書審査委員会による審査を受けるため、『国民小学校及び国民中学校教
科書審査方法』三条の定めに従い、合法的な出版会社しか編纂すること
ができないというのは現状である。それ故、各出版業者は特定の者に委
託し、編纂するのが慣例である。そして、教科書審査委員会で使われて
いる審査基準は、教育部によって作られた『国民小中学校九年一貫課程
綱要』及び『総合高等中学校暫定課程綱要』の中で示されるものである
ため、教科書は過去のように一種類の国定本しか存在しなかった時代か
ら離脱し、教育部が提示する一つの枠組みの中で多様なバージョンの教
科書の存在が許される所謂「一綱多本」の状況になったのである。とこ
ろが、教育部から提示されるいくつかの教科書の中から一つを選択する
権限は各学校にあるので、厳格に言えば、各学校にとって従来の一つの
枠組みの下で一つの教科書しか使えない状況とは変わることはなく、所
謂「一綱一本」の状況が依然として維持されている243。
　かような『国民教育法』の改正により、もたらされた変化がある外、『教
育基本法』八条三項によって両親の教育事務に参加する権利が保障され、
同条一項にも教師の「専業的自主」権が明記されている故、教科書の選

242 李建良「一綱『一本』或『多本』的法治思辨」『台灣本土法學雜誌　第92期』（2007
年）１～２頁。呉清山・前掲書注（166）300 ～ 301頁。
243 李建良・前掲論文注（242）２頁。
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定を巡り、教師の場合は教育部の教科書審査委員会だけではなく、学校
が選定する権限を行う校務会議での発言権も尊重されるべきであろう。
他方、両親の場合は少なくとも教科書の選定と関わる学校の校務会議に
参加する権利が保障されるべきだと解され得よう244。

244 2006年に新たに当選した台北市市長である郝龍斌は、選挙戦に掲げた公約
では公立の小中学校で使われる教科書を従来の通りの１つの国定本にすること
を約束した。従って、この公約の違法・違憲性をめぐる議論が活発となり、李
建良は同氏がその公約を実現させようと考えるのであれば、『教育基本法』の
規定に違反するだけではなく、生徒こそ教育を受ける主体であるとの意識の定
着にも相当な影響をもたらすことになると示唆している。李建良・前掲論文注

（242）５～６頁。
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シンポジウム

　現在の中国における多くの法概念は、近代になって、西洋から移植さ
れたものである。一つひとつの概念の移植には、具体的なきっかけ、文
脈、沿革や歴史的影響があるので、それぞれ個別の概念移植史を作り上
げることができる。
　これまでの研究によると、これらの概念の移植は、西洋から中国に一
方向的に行われ、西洋の文脈が直接摂取されるのではなく、国を跨る（複
数の国を跨る場合も含む）多方向的な交わり、或いは相互往復的な過程
であった。そのなかには共に継受国の立場にあった中日両国の協力と交
流があり、それらは多彩な内容の絵巻を繰り広げた1。こうした点を踏ま
えると、これらの概念の中国への移植過程に関する研究は、狭い視野に
拘るべきではなく、中日両国の西洋法概念の移植交流史という視点から
把握する必要がある。
　本稿は、このような広い視点に基づき、中国への自由・権利概念の移
植史について考察する。第一節と第二節は、対象の関連性という点で繋
がりがある。前者では、主に「権利」に関連する用語の移植史を遡り、
後者では、「自由」概念の継受の過程を重点的に考察する。そして第二
節と第三節では、鮮やかな対比が描かれる。前者で考察する厳復と後者
で論じる梁啓超が自由・権利概念の移植のなかで行った努力は、近代中

1 例えば、林来梵「国体概念史：跨国移植与变迁」中国社会科学2013年第３期、
68頁以下参照。

近代中国への自由・権利概念の移植

林　　　来　梵
松井　直之　訳
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国が西洋法概念を継受する２つの根本的に異なる経路をそれぞれ代表す
るからである。

一　「権利」に関連する用語の移植

　周知のとおり、東アジアの伝統文化において、西洋の権利概念と完全
に対応する類似の観念或いは概念はなかった。中国において、「権利」
という用語と観念は、近代における「西洋法が東洋に流れ込むこと［西
法東渐］（以下、中国語の原語は角括弧で括る……訳者註）」に伴い、移
植されたのである。今日の多くの研究が示すように、明治期の日本は、
この過程のなかで、中国の漢字を借用して西洋の文献を翻訳することを
通じて、学術用語を生み出し、抽象的な意味の漢字句を特徴とする近代
的な語彙体系を作り出した。そして、それらは大量に中国に持ち込まれ
た2。では、移植史における具体的な個別事例として、「権利」という単語
も、日本から中国に持ち込まれた「外国で漢字を借用して創り直された
単語［词侨］」に属するのであろうか。
　この問題は、民国期から始まり、中国の学界は、従来、多くの法政概
念の翻訳語が日本で最初に生み出された、と考えてきた。「権利」とい
う単語も日本に由来する翻訳語であると考えられ、「ほとんど争いがな
い」状態であった3。
　しかしながら、多くの歴史書を調べると、我々は、次のことを見出す
ことができる。「権利」という翻訳語は、中国で最初に作り出されたの
である。1864年、アメリカ人宣教師ウィリアム・マーティン（W. A. P. 
Martin、中国名：丁韪良）を中心に翻訳された『万国公法』が中国で出
版された4。そのなかでは、「権利」という単語が頻繁に使用され、少なく

2 沈国威『近代中日词汇交流研究：汉字新词的创制、容受与共享』（中华书局、
2010年）参照。この他に、李运博『中日近代词汇的交流──梁启超的作用与影响』

（南开大学出版社、2006年）参照。
3 李贵连「话说‘权利’」北大法律评论第１卷第１辑（1998年）115頁、注（１）参
照。この他に、王健『沟通两个世界的法律意义──晚清西方法的输入与法律新
词初探』（中国政法大学出版社、2001年）219-222頁参照。
4 『万国公法』とは、当時、アメリカの著名な国際法学者であったヘン
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とも81回余りであった5。これは、中国で「権利」という単語が既に用い
られていたことの根拠となろう。その後『万国公法』は、すぐに日本に
伝わり、大いに普及した。このような状況のもと、当時、日本の著名な
翻訳家であった箕作麟祥は、明治初年にフランスの法律文献を翻訳して
いた時に、『万国公法』のなかから「権利」という単語を借用したのであっ
た6。
　この史実を、日本の学者は既に見出していた。歴史学者の実藤恵秀教
授は、そのことを『中国人日本留学史［中国人留学日本史］』において紹
介し7、法学者の利谷信義教授も、そのことを1980年代に出版された著作
において指摘していたのである8。他方で中国においても、1990年代後半
から、李貴連教授らが、実藤恵秀教授が示した資料を用いて、そのよう
な主張を掲げている9。

リー・ホイートン（Henry Wheaton、中国名：惠顿）が著した“Elements of 
International Law”［国际法原理］（1836年）のことである。ここで指摘すべきは、
アメリカ人宣教師ウィリアム・マーティンが“Elements of International Law”
の中国語への翻訳を主宰していたが、初稿の完成には何師孟、李大文、張炜、
曹景荣といった４名の中国人の協力があり、校訂も陈欽ら４名の中国政府（総
理衙門）の事務職員［秘书人员］によって完成した、ということである。丸山
真男 = 加藤周一『翻訳と日本の近代』（岩波書店、1998年）120-121頁参照。
5 ここには、「権」という単語は含まれていない。「権」には「自主」、「権利」、「権
力」等の複数の意味が広く含まれており、『万国公法』での使用回数は760回に
達していた。統計的な研究として、金观涛 =刘青峰『观念史研究』（法律出版社、
2009年）113-115頁参照。
6 大槻文彦『箕作麟祥君伝』（丸善、1907年）100-102頁参照。
7 实藤惠秀（谭汝梅 = 林启彦訳）『中国人留学日本史』（生活・读书・新知三联书店、
1983年）281-282頁参照。そのなかで示された資料は、李貴連教授ら中国の学者
の主な立論の根拠となっている。
8 利谷信義『日本の法を考える』（東京大学出版会、1985年）150-152頁参照。最
近の研究として、大野達司 = 森元拓 = 吉永圭『近代法思想史入門──日本と
西洋の交わりから読む』（法律文化社、2016年）8-9頁参照。
9 この問題に関する中国国内での最も早い研究として、李・前掲註３、115頁
以下参照。その後の研究として、王・前掲註３、219-255頁、申卫星『民法基本
范畴研究』（法律出版社、2015年）103-117頁参照。この他に指摘すべきは、実
藤恵秀教授によって見出された中国の学者である郑奠が雑誌『中国語文』68期
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　これらの研究が言及する直接の根拠は、箕作が1887（明治20）年９月
15日に明治法律学校（現在の明治大学）の入学式で述べたことである。
すなわち「権利」と「義務」という２つの翻訳語は、彼が初めて創ったも
のではなく、彼が明治初年に命を受けてフランスの法典の翻訳に従事し
ていたときに、中国で翻訳された『万国公法』のなかから借用したもの
だということである。大槻文彦が著した『箕作麟祥君伝』によると、箕
作は、当時、明治法律学校の入学式において次のように述べている。

　「権利だの、義務だのと云ふ語は、今日では、あなた方は、譯の
ない語だと思つてお出でヾありませうが、私が翻譯書に使つたのが、
大奮發なのでございます。併し、何も、私が發明したと云ふのでは
無いから、專賣特許は得はしませぬ、（喝采、笑）支那譯の萬國公
法に「ライト」と「オブリゲーション」と云ふ字を、権利義務と譯し
てありましたから、それを抜きましたので、何も盗んだのではあり
ませぬ」10。

　もっとも、ここで認めるべきは、中国で近代以降使用されてきた多く
の法政用語が、日本で翻訳された用語を又借りしたものだということで
ある。つまり中国は、西洋の法政用語の二次的な継受或いは「転継受［转

继受］」をしたのである。たとえ、そのなかの翻訳語が中国の古典籍の
単語を参考にして創られたとしても、「中国に回帰した単語［回归词］」
或いは「外国で漢字を借用して創り直された単語［词侨］」としての性質

（1958年）に発表した「关于现代中国语的“日本词汇”」である。そこには、「権利」
が日本に由来する単語であるということは誤りであって、1864年に中国の同文
館において翻訳された『万国公法』巻一に「人民通行の権利」という句があり、
日本は、この翻訳語を借用したものと思われる、と指摘されている。実藤・前
掲註７、275頁参照。
10 大槻・前掲註６、101頁。これまで中国の学者は、「権利」という単語が中国
で初めて創られたと主張するとき、『箕作麟祥君伝』のなかの資料を多く引用
してきた。しかし、それは実藤・前掲註７から再引用したもので、しかも再引
用された部分は、この状況に対する大槻文彦による紹介であり、箕作麟祥によ
る発言ではない。
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を有していた。「権利」のように、中国に起源を有するが、再び日本か
ら持ち込まれた翻訳語は、少なくなかったのである。他方で、日本で創
られた多くの翻訳語、新語が中国に持ち込まれる現象は、研究成果が示
すように、日清戦争後に生じた。当時、中国は洋学を大規模に取り入れ
始めたからである。したがって、中国人留学生と一部の先覚者が日本か
ら翻訳語や新語を持ち込むことが、重要な移植の方法となった。しかし
ながら、これより以前の時期にも（16世紀末にマテオ・リッチ（中国名：
利玛窦）が明を訪れた時期にまで遡ることができる）、西洋各国の宣教
師が明を訪れ、知識人との関わり合いを持っていた。そして、清政府の
直接的な主導によって、洋学の翻訳と新語の創作といった活動が行われ、
翻訳語が日本から持ち込まれることになった11。「権利」という単語も、
この時期に持ち込まれた翻訳語の１つなのである。
　更に、中日両国間の西洋法観念の移植交流史という視点からみると、

「権利」という単語には、次のような注目すべき点がある。
　第一に、日本が中国から「権利」という単語を取り入れたことは確認
できるが、それを最も早く行ったのは、箕作麟祥ではないようである。
オランダに留学した日本の学者・津田真道は、明治維新の年（1868年）12

に出版された『泰西国法論』のなかで、『万国公法』の「権利」という単
語を転用していたのである13。
　第二に、「権利」という単語を最初に創り出したのが中国であったと
しても、問題は、この単語を用いた翻訳が「不適切な翻訳」であり、成
功したとは言い難いのではないか、ということである。特に、right と
いう単語に含まれる正当性という意味を表せていないという重大な欠如
があるように思われる14。とはいえ、認めるべきは、right という西洋語

11 沈・前掲註２、22-29頁参照。
12 一説には1866年とされる。大野ほか・前掲註８、8-9頁参照。
13 前田正治「『権理』と『権利』覚え書」法と政治25巻３・４号（1975年）27頁参照。
他方で『万国公法』は、1864年に中国で初めて出版され、翌年に日本で出版さ
れているので、中国を超えた影響力を有していたということもできる。王・前
掲註３、236頁参照。これ以外に、丸山真男＝加藤周一『翻訳と日本の近代』（岩
波書店、1998年）119頁以下参照。
14 日本では、これに関連する議論が多くみられる。例えば、柳父章『翻訳語成
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が既に「権利」と翻訳されたこと、東洋の伝統的な言語環境のなかに正
確に対応する翻訳語がなかったことである。「一つの言葉を生み出すの
に、時間を費やして熟慮する［一名之立，旬月踟踌］」と称された近代中
国の啓蒙思想家・翻訳家である厳復は、かつて right を「職」、「民直」、

「天直」等と翻訳した15。このなかの「民直」、「天直」という翻訳語は、
right に含まれる正当性という意味を持ち、「権利」という単語の欠如し
た部分を補うことができたが、大きな問題があったので、人々に受け入
れられなかった。当時、福沢諭吉らも「権利」よりも適切で上品な翻訳
語であるとして「権理」という単語を採用したが、それは様々な原因から、
多数の支持を得ることがなかった16。
　第三に、中国の学者の研究が示しているように、「権利」という単語
語は、中国で最初に創られたが、当時の中国には、それに関連する文化
的基盤と社会的実践がなかったので、その後30年余り、「権利」という
単語は、中国社会に普及することがなかった17。しかし、『万国公法』が
日本に入ると、知識人の間で広く流行したので、これに伴い「権利」と
いう単語は、1880年代に、日本社会で安定した地位を得ることになっ
た18。もっとも中国でも、日本に留学した章宗祥が、1900年に日本の翻
訳書を参考にして、ドイツの法学家であるイェーリングの『権利競争論

（現・権利のための闘争）』の一部を中国語に翻訳し、それが広まることで、
「権利」という単語は、中国で支配的な地位を確立することになった。
学者が指摘するように、「権利」という単語は日本で創られたものでは
ないが、日本の法学には中国における「権利」という単語の勃興を促す
重要な影響力があったといえよう19。こうした点を踏まえると、「権利」
という単語は、中国にとって、特別な「中国に回帰した単語」とみるこ
とができよう。

立事情』（岩波書店、1982年）150頁参照。
15 沈・前掲註２、160-161頁参照。これ以外に、金ほか・前掲註５、103-104頁参照。
16 大野ほか・前掲註８、11-13頁参照。
17 李・前掲註３参照。
18 大野ほか・前掲註８、12頁参照。
19 申・前掲註９、108頁参照。
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　清末の中国において、「権利」という単語よりも、自由・権利概念を
表すのに用いられた重要な単語は、東洋的な特色を大いに具えているが、
意味が曖昧な「民権」という単語である。
　多くの学者の研究によると、「民権」という単語の起源は、明治初年
の日本である。箕作麟祥は、明治初年に江藤新平の指示を受けて、フラ
ンス民法典を翻訳したとき、そのなかの droit civil という単語を「民権」
と翻訳した（実際には「私権」と翻訳すべきである）20。日本では、この単
語の意味について論争が起きた。当時、江藤新平が主宰していた民法編
纂会で、この翻訳語について審議が行われたとき、「民が権を有するの
か」という東洋の伝統的な政治文化の文脈で聞いたことのない問題をめ
ぐり、激しい論争が起きたのである21。
　「民権」という単語は、清末に日本から中国に持ち込まれた。清国駐
日公使・黄遵憲による『日本雑事詩』（1879年）、とりわけ『日本国志』（1887
年）は、自由民権運動を詳細に紹介した。『日本国志巻一』である『国統
志一』は、「近頃民心は次第に西洋法に染まり、遂には民権自由の説を
唱える者もいる」ことや「国会を開き民権の伸長を請う」状況を紹介し
たのである22。ここで注意すべきは、『日本国志』が1894（甲午）年より後
に広く中国に伝わった、ということである。これより前には、日本人と
親交があった清国駐英公使・郭嵩焘の『ロンドン・パリ日記［伦敦与巴
黎日记］』（1878年）のなかに「民権は常に君よりも重い」という句がみら
れた23。
　他方で、近代中国の啓蒙思想家である厳復、康有為、梁啓超らも、「民
権」概念が中国で広範な影響力を持つようになるのに、大きな役割を果
たした。厳復（1854-1921年）は、英国に留学し、日本から移植した「和
製漢語」にずっと不満を持っていたが、『天演論』、『群己権界論』等の翻

20 利谷・前掲註８、150-152頁参照。
21 穂積陳重（曾玉婷、魏磊杰訳）『法窓夜話』（法律出版社、2015年）180-181頁。
22 黄遵宪『日本国志（上巻）』（天津人民出版社、2005年）36頁。
23 郭嵩焘『伦敦与巴黎日记（卷十九）』（岳麓书社、1984年）576頁。当時、郭が
日本人と親交があった事実については、『郭嵩焘日记（三）』湖南人民出版社、
1982年）321頁参照。
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訳書や、『政治講義』のなかで、「民権」という単語を何度も使用し、自
己の民権観を示していた24。康有為の思想は、中国に根付いたが、「民権
を唱えた第一人者である」と自らを誇り、その弟子である梁啓超は、『時
務報』での執筆を通じて、この言葉を広めたと功績を鼻にかけていた25。
　以上を踏まえると、当時の「民権」という単語は、日本から持ち込ま
れたが、清末の論者に着目すると、中国に起源を有するということも完
全に排除することはできないのである。
　したがって、日本から移植された「民権」という単語の意味は、中国
において一定程度の変化が生じることになった。そのため、この単語は、
清末の中国において多義性を有していた。溝口雄三教授の見解によると、
中国の「民権」は、日本の「民権」とは異なり、少なくとも４つの意味、
すなわち、反君権としての民権、地方分権としての民権、国民権として
の民権、生民（存在の根拠を天に淵源づけられた天生の民……訳者註）
権としての民権を有するのである26。
　ここからも分かるように、清末の中国における「民権」概念は、政治
的な傾向を有していた。したがって、その後の孫文の民権主義思想にお
いて、「民権」概念が公共社会共同体の構成員である人民の政治的権利
に限定されることになったことも頷けよう。そのなかの「直接民権」とは、
４つの参政権、すなわち選挙権・罷免権・創制権（法案提出権）・復決
権（憲法、法律の制定或いは改正に関する国民投票権）から構成される。
　民権概念の政治化は、日本の状況と相通ずるところがある。今なお、
日本の学者は、「民権」が誤解される可能性のある概念であると考えて
いる。有力な見解によると、「民権」には、人々が気づいていない２つ

24 厳復の民権観については、余荣根「严复的民权观与自由观」黄瑞霖主编『严

复思想与中国现代化』（海峡文艺出版社、2008年）149頁以下参照。
25 康有為・梁啓超の民権観や民権概念が中国に起源を有すると解する論者は
多い。そのうち、中国憲法学界による研究としては、褚宸舸「中国近代民主观

念脉络的再审视──兼论‘民权’概念起源」山东科技大学学报2017年第1期，19
頁以下参照。
26 溝口雄三（孙歌訳）「中国民权思想的特色」夏勇编『公法』第１巻（法律出版社、
1999年）1-22頁参照。邦訳は、溝口雄三「中国の民権思想」同『中国の公と私』（研
文出版、1995年）197-231頁参照。



シンポジウム

［229］ 北法69（2・262）468

の異なる意味が混ざり合っているそうである。明治10年代の自由民権運
動の高まりの頃から、「民権」の「権」には、「固有の意味」としての「力」
という意味と「翻訳語の意味」としての right という意味が混在し、「力」
が right を圧倒してきたのである。これにより「民権」は、公共権力と
本質的に対等な「権」と理解され、民権派が追い求める参政権のような
政治的な「権」に傾くことになり、人間にあるべき基本的権利というよ
うな「権」は軽視されることになった。これは、幕末から明治初期の西
周ら近代啓蒙思想家が right の公法的な意味を重視して翻訳したことと
無関係ではないかもしれない27。
　他方、中国では、多くの研究資料が示すように、清末の康梁学派は、
民権概念について独特な解釈を行っていた。そのなかで高く評価すべき
は、「人々の自主主権［人人自主主权］」という理解である。しかし、そ
の後、革命派が現れると、「人々の自主主権」は集団的な政治的権利へ
と向かっていった。
　台湾の劉広京教授は、キリスト教思想の影響という観点から、19世紀
末の20-30年間の中国における「人々の自主主権」の倫理思想と政治思想
における意味を検討した。そこでは、康有為、梁啓超、譚嗣同、黄遵憲、
何啓、胡礼垣らが「人々の自主主権」を幅広く使用していたが、20世紀
になると「権利」という単語に代わっていったと述べられている28。
　もっとも、民権は、清末の思想界において激しい批判と拒絶を受けた。
張之洞は、清末における進歩的な朝廷の重臣であり、変法自強を一定程
度主張し、日本の「東学」を通じて洋学を取り入れることを唱えたが、
1898（戊戌）年に著した『勧学篇』では、民権の提唱、議院の開設に明確
に反対した。彼は、「民権を唱えると、愚民は必ず喜び、反乱民は必ず
乱れる。規律が乱れ、大乱が至るところで起きれば、これを唱える者は
独りで生きることができようか」と考えたのである。張之洞が民権に反
対する理由は、当然、清朝君主による統治という政治秩序を維持するた
めであるが、学者が指摘するように、別の理由もあった。すなわち、民

27 柳父章『翻訳語成立事情』（岩波書店、1982年）168-172頁参照。
28 刘广京「晚清人权论初探──兼论基督教思想之影响」『公法』第１巻（法律出
版社、1999年）23-40頁参照。
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権は、「民がその権を一手に握る」だけでなく、「人々が自主の権を有す
る」という意味があり、これが中国伝統の三綱五常という儒教の根本原
理と抵触するからである。彼は、次のように率直に述べている。

　外国の民権の由来から考えると、その意味は、国が議院を有し、
民の間に公論を発し、多くの人の情を通じさせる、ということに過
ぎない。すなわち、民がその情を述べることは、民がその権を一手
に握ることではないのである。翻訳者がそれを民権ということは、
誤りである。……近頃、西洋の説を唱える者は、人々が自主の権を
有するといい、ひどく思い上がっている。この言葉は、かの教えの
書に出ており、それには神が人に心を与え、人々は各々思慮と聡明
さを有し、皆がこのようであるはずだと述べられている。人々が自
主の権を有すると翻訳することは、甚だ誤りなのである29。

　中国伝統の三綱五常という儒教の根本原理は、人と人の間の不平等な
服従関係を正当化する観念体系であり、これを構築することは、専制統
治の秩序に資することになる。ここから推察できるのは、その厳しさに
対する挑戦が「人々が自主の権を有する」という観念を生み出し、それ
により多種多様な自由・権利観念が生み出されることになった、という
ことである。そうだとすると、清末の中国に移植された「民権」という
単語には、既に権利観念の核心的内容である「自主の権」の一部が含ま
れていたということができよう。
　もっとも、意味内容から分析すると、いわゆる「自主の権」には、少
なくとも３つの側面がある。第一に、「自主の権」自体が権利内容を構
成するという側面、第二に、「自主の権」は、権利主体が自己の地位を
形成し、権利の能力を享有することを促すのに資するという側面、第三
に、「自主の権」は、個人に関わる性格を有するものであるが、個人が
公共社会の構成員として有すべき品格とも密接に関わることから、更に
国家の「富強」という価値観を支えることに資するという側面である。
　第二と第三の側面を踏まえると、民権概念は、最終的に集団的な政治

29 张之洞『劝学篇』卷二零二、24頁以下。
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的権利に限定的に演繹されていくことが不可避であると同時に、権利と
自由という２つの概念が密接な関係にあることを示している。そして中
国という文脈のもとでは、後者を備えるべき運命にあった。このことは、
西洋言語の「自由」（例えば、liberty 或いは freedom）が近代東アジア諸
国に持ち込まれたとき、一度は「自主」と翻訳されたことにも表れてい
る30。次に述べるように、近代啓蒙思想家である厳復は、人々に自由概
念を翻訳して紹介するとき、個人の自主を強調し、「皆自由を得ること
を欲するならば、自らを治めることから始めなければならない」31とい
う表現を用いていたのである。

二　厳復と「自由」

　「権利」という単語が最初に中国で創り出されたのとは異なり、「自由」
という単語は、実藤恵秀教授の研究によると、日本語に由来する現代中
国語の語彙の１つである32。
　中国の「自由」概念の移植史では、厳復が独自の道を切り開いた。前
述のとおり、厳復は、当時の中国の学者が日本で創られた単語を「転継
受［转继受］」することに不満を持っていたので、西洋の重要な文献（主
に英語文献）を直接翻訳して紹介するという移植方法を切り開いたので
ある。
　もっとも「自由」という単語の移植について、彼は、元々、ある程度
賛意を示していた。ある者が liberty を「公道」と翻訳したとき、厳復は、
これを誤りであると考え、「西洋の名を東洋の言葉に翻訳すると、失う
ものが固より多く、此れ独り天が成すものであり、正しきことは殆どな
い」33と述べた。そして彼は、英国の思想家であるミル（John Stuart 
Mill）の『自由論』を『群己権界論』として翻訳したとき、訳文のなかの

30 この点に関連する文献は非常に多い。例えば、胡其柱「晚清“自由”词语的
生成考略」中国文化研究2008年夏之巻を挙げることができる。
31 『严复全集』（卷七）（福建教育出版社、2014年）32頁。
32 実藤・前掲註７、275-277頁。
33 『严复全集』（卷三）、254頁。
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「自
じ ゆ う

繇」という単語を「自由」に代えた。ここで重視すべきことは、厳復
が自由の概念を系統的に翻訳することを通じて、豊かな個性を持つ自由
観を示したことである。
　厳復が大変な苦心をして「自由」という単語に翻訳した際、時は、19
世紀から20世紀へと変わろうとしていた。「自由」という単語が重要な
語彙として東アジアに持ち込まれることで、中日両国の間の移植交流史
の新たな幕が開くことになったのである。
　中国では、当初、英語の freedom を「自由」或いは「自主」と翻訳した。
具体的には、19世紀初にプロテスタントの宣教師であるモリソン［马礼
逊］（Robert Morrison）が編集した『英華字典』の再版（1847-1848年）ま
で遡ることができる。これに対し、liberty は、早くも1822年に、『英華
字典』の初版で「自主之理」と翻訳された34。研究によると、『英華字典』は、
日本で1862（文久２）年に出版された『英和對譯袖珍辭書』に影響を及ぼ
した。したがって『英和對譯袖珍辭書』においても、「自由」という翻訳
語が採用された35。
　日本では、近代に至るまでの間に、「自由」という単語が、既に創り
出されていたはずである。穂積陳重は、『法窓夜話』の「自由」という文
章において、次のように指摘する。加藤弘之の言うところによると、「自
由」という翻訳語は幕府の首席英語翻訳官である森山多吉朗によって創
られた、とのことである36。日本には、確かに、江戸時代に西洋の単語
を「自由」という単語に翻訳していた足跡が残されている。例えば、当
時の『羅葡日辭書』では、ポルトガル語の liuemente を「自由」と翻訳し
ている37。そして、1810（文化７）年に出版された『譯鍵』では、オラン
ダ語の vriheid を「自由」と翻訳している。この翻訳語は、1855年から
1858年に出版された『和蘭字彙』によって安定した地位を獲得した。そ

34 熊月之「晚清几个政治词汇的翻译与使用」史林1999年第１期、57頁。
35 冯天瑜「经济 · 社会 · 自由：近代汉字术语考释」江海学刊2003年第１期、25頁
参照。
36 穗积陈重（曾玉婷 = 魏磊杰訳）『法窗夜话（中译版）』（法律出版社、2015年）、
167頁参照。邦訳は、穂積陳重『法窓夜話』（岩波文庫、1980年）199頁参照。
37 冯・前掲註35参照。
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の後、「自由」という単語は、様々な辞書に何度も現れ、liberty 或いは
freedom に相当する西洋語の翻訳に用いられた38。『英和對譯辭書』（堀達
之助著、1862年、初版）にも、「自由」という単語が収録されていた。
　また、観念史の視点からみると、穂積陳重が指摘しているように、日
本では「自由なる語、自由なる思想の開祖は、実に福沢先生であると言
うてもよかろう」39と解されている。福沢諭吉は、『西洋事情』（1866年、
初版）において「自由」という言葉を使用し、1870年に改めて『西洋事情』
が出版されたとき、「自由」という言葉に丁寧な語釈を付けた。『西洋事
情』は、当時の日本社会に広く持続的な影響をもたらし、「竟にこの語（自
由……訳者註）が一般に行われるようにな」ったのである40。福沢諭吉は、
東洋の文化のなかに、これに該当する言葉が無かったと最初に痛感し、

「自由」を、ルソーが『社会契約論』の冒頭で書いた「いたるところで鎖
に繋がれている」なかから解放された状態と捉え、人類が積極的に追い
求めるべき価値であると理解した。この点を踏まえると、福沢が「この
観念の翻訳史の創始者であった」のである41。
　近代中国において、「自由」という概念の移植史上、福沢諭吉に似て
いる立場にある者は、厳復である。
　厳復は、西洋の重要な著作を直接読み、それを翻訳し出版する等の活
動を通じて、自由・権利論を構築し普及させた。急激に変動する時代に
身を置いたことから、厳復の思想と立場は、流動的になることが避けら
れなかった。しかし彼は、英国等の西洋諸国が強大であるのは「それら
が自由を体とし、民主を用としているからである」と認識していた42。こ
の洞察は非常に深く、中国の郭道暉教授は、次のように指摘する。「厳
復がこの方面において到達した高度な理論と思想の境地は、同時代人が
足元にも及ばないものであるだけでなく、現代憲政理念の高峰にも到達

38 冯・同上。
39 穗积・前掲註36、170頁。邦訳は、穂積・前掲註36、203頁。
40 穗积・同上、168頁。邦訳は、穂積・同上、同頁。
41 柳父・前掲註27、182頁参照。
42 前掲註31、20頁。
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していたのである」43。
　そして評価されるべきは、厳復が消極的自由の意味を認識していたこ
とである。彼は、一種の「仁愛国家」を批判した。それは、「民の父母だ
と自任し、耕とは播種と収穫の時を定め、商とは税と利益の歩合を定め、
工とは手本を以て与え、士とは前例に従い行うことであると教える。民
を、これに縛り付けるならば、己の志すところを発して用いることが少
しもない」と指摘する44。国家主義が勢いを増す時代において、厳復のか
ような思想は、当時の中国では極めて貴重なものであった。
　更に注目すべきは、厳復が張之洞のような「中体西用」論に反対し、「漢
学には漢学の体用があり、洋学には洋学の体用がある」と主張し、「牛
の体は重荷を背負うことに用い、馬の体は遠くに行くことに用いる。牛
の体を馬の用に用いることは聞いたことがない」と鋭く指摘したことで
ある45。
　しかし、当時の中国は、深刻な民族的危機に直面していたので、厳復
は、自己の思考体系の重要な視点を、国家の「富強」に置くようになっ
ていった。厳復は、自由が人の本性、すなわち「人が生まれたら従わな
ければならない理」46に合致すると考えていたが、国家の富強のために
使うこともできると考え、次のように述べている。

　今日の中国に適しているのは、次のことである。富強というもの
は、本質からいうと、民を利することにほかならない。したがって、
政が民を利することを望めば、民は自ら利することができる。民が
自ら利することができれば、皆が自由を得る。皆が自由を得ること
ができれば、自らを治めることができる。これに反すると乱れる。
故に民が自らを治め、自由を得たのは、その力、その智、その徳が
誠に優れているからである。今日、政に必要なのは、三つである。

43 郭道晖「严复自由观的法理解读」黄瑞霖编『严复思想与中国现代化』（海峡文
艺出版社、2008年）、143頁。
44 『严复全集』（巻六）、45頁。
45 『严复全集』（巻八）201頁。
46 前掲註31、181頁。
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一つに民力を奮い立たせることであり、二つに民智を開くことであ
り、三つに民徳を新たにすることである47。

　ここで厳復は、「自治─自由─自利─富強」という段階的な論理の連
鎖構造を示し、当時の中国の社会的危機の解決のための構想を提示した。
彼は、英国の力が強大であるのは人間の自由を保障しているからである、
とみていた。「故に今日の治には、自

じ ゆ う

繇より貴いものはない。自繇とい
うものは様々なものを自ら整えることであり、天が選んだものが最も適
したものとして残る。平和の繁栄は、待ち望むものではなく自ら実現す
るものなのである」48。もっとも厳復は、自由が必ずしも力を合わせるこ
とにはならないので、公共心に資する「民主」が必要である、と考えて
いた。「民が権を有し、自らが君となることを民主という」49ように。
　近代東アジアにおける多くの啓蒙思想家と同様に、厳復の思想は、最
終的には保守に向かい、国家主義的な傾向を示すようになっていった。
もっとも彼は、独特な理論的方法論を有していた。彼がミルの『自由論』
を『群己権界論』と周到に翻訳したのは、liberty とは個体（己）が強制
から免れる自主性を表すだけでなく、個体（己）と集団（群）の関係を表
すものであり、特に集団（群）と個体（己）の間の均衡が重要である、と
考えたからである。こうした観点に基づき、厳復は、自由を「国群の自
由［国群自由］」と「小己の自由［小己自由］」に分け、両者が衝突する状況、
とりわけ近代中国の内憂外患の状況のもと、前者が後者を圧倒できると
考えたのである50。
　そればかりか、アメリカの学者であるシュウォルツ（Benjamin I 
Schwartz）が指摘するように、厳復が関心を持った自由は、ミルが述べ
る自由とは異なるものであり、そこには後者が包含する様々な行為、風
変わりな個性的な自由は含まれていない。しかし、厳復の自由観にも個

47 同上、32頁。
48 『严复全集』（巻九）31頁。
49 『严复全集』（巻四）79頁。
50 颜德如 = 贾磊「严复自由观再探：围绕国群自由和小己自由的分析──以
< 法意 > 为中心」福建论坛2006年第11期、77頁以下参照。
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人の道徳的選択の根源という自由概念が含まれているため、「彼の自由
観とミルの自由観は、全く関係がないわけではない」。とはいえ、厳復は、
ミルが述べる自由を、スペンサー・ダーウィン主義の「適者生存」とい
う意味に限定し、社会効果を高める活動とし、「富強を得るための最終
手段とした」51。簡潔にいうと、厳復は、自由を国家の「富強」のための「用」
としたのである。
　厳復による「自由」の翻訳は、このような自由観のもとで行われたので、
独特な思想的個性が反映されることになった。
　前述のように、厳復は、３つの異なる翻訳語、すなわち「自由」、「群
己権界」、「自繇」を用いて、liberty や freedom を翻訳した。例えば厳
復は、1895年に発表した「時代の移り変わりの速さを論じる［论世变之
亟］」等の文章において「自由」という単語を使用し、1902年に出版され
たアダム・スミスの『国富論［原富］』（An Inquiry into the Nature and 
Causes of The Wealth of Nations）の翻訳書でも「自由」という単語を採
用した。もっとも、この時期に、厳復は、次のことを冷静に意識してい
た。「自由という言葉は、中国の歴史上の聖賢が深く敬ってきたが、教
えるものであるとは考えられてこなかった」52。これと同時に、厳復は、
自由の内在的な限界を自覚し、「人々が自由を得る、国々が自由を得る
とは、互いに侵し損なわないことである」と指摘し、有名な視点、すな
わち「中国の理道において西法の自由と似ているものは、（儒教におけ
る……訳者註）恕であり、絜矩である」と提起した53。
　厳復は、ミルの『自由論』を翻訳したとき、その原稿において、
liberty を「自繇」と翻訳し、書名を『自繇釈義』とするつもりであった。
1903年に本書を出版する時、彼は、書名を『群己権界論』に改め、文中
の「自繇」を「自由」に改めた。liberty を「自繇」と翻訳したことについて、
厳復は、次のように説明する。由と繇の２つの文字は今も昔も代用され

51 史华慈（叶凤美訳）『寻求富强：严复与西方（In Search of Wealth and Power: 
Yen Fu and the West）』（中信出版集团、2016年）、130-131頁。
52 前掲註31、12頁。
53 同上。邦訳は、李暁東『近代中国の立憲抗争──厳復・楊度・梁啓超と明治
啓蒙思想』（法政大学出版局、2005年）40-41頁参照。
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ており、「その文字（liberty……訳者註）は、西洋語の例によると、そも
そも意味が奥深く、虚ではなく実であるとみなされる。自繇と書くこと
で、それを区別して示したいのである」54。換言すると、西洋語の通常の
用法に基づくと、liberty とは、抽象的な概念であるが、漠然とした単
語ではなく、実質的な意味を有する単語なのである。そのため、「自繇」
という翻訳語を採用することで、liberty と「自由」の間の微妙な違いを
表そうとしたのである。
　日本の福沢諭吉ら啓蒙思想家は、明治初年には、liberty を「自由」と
いう単語に翻訳することが適切でないと気付いていた。そこで「自主」
などの翻訳語を用いたが、最終的には、世間で既に日常用語になってい
た「自由」という単語を採用した55。厳復も、『群己権界論』を翻訳し出版
したとき、東洋の伝統文化の視点から「自由」という単語の持つ限界を
深く感じていた。周知のように、「自由」という単語は、中国の様々な
古典にみることができる。例えば『後漢書』には、「兄弟権要にして、威
福自由なり（閻兄弟は要職を握り、賞罰は閻氏の思うままとなった）」（安
思閻皇后紀）i、「縦舎自由なり（勝手気ままであった）」（楽恢伝）ii などの
文があるが、「勝手［任意］」など負の意味を有していた56。このため『群
己権界論』の「訳凡例」において、厳復は、この単語が「勝手気まま、む
やみに怒り睨みつける、憚らない等の悪い意味を常に含む」と記したの
である57。
　しかし、厳復が「自繇」という単語を用いて liberty を翻訳したのは、
この単語が「自由」という単語に代わり、それを超えることができると
考えたからであり、この単語が伝統的な中国文化の文脈において積極的
な意味合いを有すると気付いていたからである。中国の伝統的な仏教で
ある禅宗の経典のなかには「自由自在」という観念があり（『五灯会元』
等）、中国の古代文学の作品のなかにも「自由」という単語を中立的、ひ

54 前掲註33、255頁。
55 柳父・前掲註27、171頁以下、特に181頁以下参照。
56 呉根友「中国思想传统中的自由语词、概念与观念」歴史学研究27巻（2006年）
第１期。
57 前掲註33、254頁。
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いては好意的に用いているものがある。例えば、白居易の「始めて慚づ
此の日に当たって、自由の身と作るを得たるを（まさにこんな日に、は
じめて、わたしは自由の身になれたことを感謝するのであった）」（苦熱）
iii、柳宗元の「春風限り無し、瀟湘の意、蘋花を採らんと欲するも自由
ならず（吹いてくる春風はうるわしい瀟湘の地への思いを無限にかきた
て、浮き草の花を採って、あなたにお贈りしたいのですが思うにまかせ
ないのです）」（酬曹侍御過象県寄）iv などの詩句である。厳復は、ミルの

『自由論』を翻訳するとき、この柳宗元の詩句を引き合いに出し、「いわ
ゆる自由とは、正にこの意である」58と指摘した。この点において、厳
復は、福沢諭吉らの思想家とは異なる。福沢らは、「自由」という単語
がそもそも有する不備を意識していたが、伝統的な東洋の文化的文脈の
もとで「自由」という単語が有する意義を掘り下げなかったのである。
　厳復による liberty の翻訳と導入は、近代以降の中国人の思想に大き
な影響を及ぼした。とはいえ、それは、近代中国が liberty という観念
を継受した一つの経路に過ぎず、完全に成功したわけではない。それは、
画数が多く、意味が曖昧な「自繇」という単語が現代中国の言語環境の
なかで忘れ去られていることからも分かるだろう。
　厳復のほかに、『万国公法』（1900年）は、スペンサー『自由篇』を136
回にわたり連載し、馬君武は、1903年にミルの『自由論』を翻訳して紹
介し、『自由原理』という名で出版した。これらは、近代中国への自由
概念の移植史において注目すべきものである。しかし、より重要なのは、
清末に日本に亡命し、中国に自由概念を移植した梁啓超である。

三　梁啓超の移植方法

　近代中国の啓蒙思想家として、梁啓超が西洋の政治や法律の概念を中
国に移植した際に果たした役割は、厳復に劣るものではなかった。もっ
とも、彼の近代西洋思想の中国への移植に対する努力は、厳復の方法と
は明らかに異なっていた。土屋英雄教授が述べるように「梁の西洋の権
利・自由論の摂取」は、「主に日本語文献および日本人の著作という『回

58 同上、255頁。
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路』（日本的デフォルメ）を通してのものであった」59。しかしながら、こ
のような経路を通じることで、梁啓超は、重厚な自由・権利観を形成し、
その自由・権利概念を中国に導入し、伝播し、変容させることで大きな
影響を及ぼしてきたのである。
　前述のように、梁啓超は、戊戌の変法の時期に「民権」に注目し、そ
れを唱え始めていた60。変法に失敗し、日本に亡命した（1898年）後、日
本を媒介とした影響を受け、梁啓超は「思想がこれにより一変し」61、内
容的に斬新で豊かな人権観を形成するようになった。
　当然、日本に亡命していた時期の梁啓超の自由・権利観も、一定の流
動性を有しており、幾つかの時期に分けることができる。梁啓超は、先
ず、西洋の様々な先進的な自由・権利思想を「濾過し、選別し、吸収し」、
その後、民権救国論を展開していった。そして、1902－1903年を境とし
て、梁啓超は保守的な立場に向かい、国権優位主義への傾きが現れ、国
家主義的傾向が見られるようなったのである62。
　梁啓超が日本に亡命していた時期に「思想がこれにより一変した」こ
とは、彼が自由・権利に関わる単語を多用していることにも表れている。

「民権」（「立憲法議」1901年）63のように以前から用いてきた概念のほか
に、「天賦人権」（「愛国論」1899年）64、「人民の権［人民之权］」、「人民自
由権」、「個人の自由［个人之自由］」（「論政府与人民之権限」1902年）65な
どの新たな単語が続々と登場するようになったのである。

59 土屋英雄「梁启超的西洋摄取与权利─自由论」狭间直树編『梁启超：明治日
本 · 西方』〔修订版〕（社会科学文献出版、2012年）113頁。邦訳は、土屋英雄「梁
啓超の『西洋』摂取と権利・自由論」狭間直樹編『共同研究 梁啓超──近代西
洋思想受容と明治日本』（みすず書房、1999年）134-135頁。
60 同上110頁参照。
61 梁启超『饮冰室合集・文集之十一』（中华书局、1989年）18頁。
62 関連する記述として、土屋・前掲註58、110頁以下、特に111頁参照。もっとも、
以下で述べるように、土屋英雄教授は、この時期の梁啓超の思想傾向に対して、
同情的な理解を示している。
63 『饮冰室合集・文集之五』１頁以下。
64 『饮冰室合集・文集之三』65頁以下。
65 『饮冰室合集・文集之十』１頁以下。



近代中国への自由・権利概念の移植

［240］北法69（2・251）457

　当時の梁啓超は、人類の自由・権利に対して、最高の評価を与えてい
た。彼は、「自由とは、権利の現れである。およそ人が人であるのは、
二つの要件を有するからである。一つに生命であり、二つに権利である。
二つのうちの一つが欠けても、人ではない」66と指摘する。更に梁啓超は、

「君権が有限であ」り、「官権が有限である」ためには、均しく「民権を
用いなければならない」67と主張する。こうしたことから、梁啓超は、
西欧立憲主義の意義を自覚していたということができよう。
　もっとも、梁啓超の自由・権利に対する理解は独特なものであった。
彼は、「自由の俗［自由之俗］」と「自由の徳［自由之德］」の２つの概念
を用いて、現実に、中国人が有する自由について考えた。例えば「交通
の自由［交通之自由］を、官吏は禁じない。住居行動の自由［住居行动

之自由］を、官吏は禁じない。財産の購入管理［置管产业］を、官吏は
禁じない。信教の自由［信教之自由］を、官吏は禁じない。信書の秘密
の自由［书信秘密之自由］を、官吏は禁じない。集会言論の自由［集会
言论之自由］を、官吏は禁じない」。つまり「各国の憲法が定める形式的
な自由は、殆ど皆ある」。しかし彼は、これを「自由の徳はなく、自由
の俗がある」だけにすぎない、と考えたのである。「自由の俗」と「自由
の徳」とは何かについて、梁啓超は、直接定義していない。おそらく「自
由の俗」とは、脆いものであり、「官吏が禁じない」ことで形成されるも
のである。「官吏が禁じないのは、人権を重んじているからではなく、
禁じる勇気がないのである。その政術は劣り、その仕事は緩く、これに
及ぶ余裕がないだけのことである」。他方で「自由の徳」は、「自由の俗」
とは異なり、「他人が与奪することができず、自らこれを得て、自らこ
れを享受するものである」68。つまり梁啓超によると、「自由の俗」は、真
の自由ではなく、「野蛮の自由」或いは「奴隷の自由」の範疇に属するも
のであるが、人民が自ら勝ち取り、自らが享受できる「人民の徳」だけが、
文明時代の個人の自由の核心的内容を構成するのである。
　梁啓超の自由・権利観は複雑なものであるが、中日両国の自由・権利

66 『饮冰室合集・文集之五』45頁。
67 同上３頁。
68 同上45-46頁。
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概念の比較移植史の観点から見ると、次の２つのことに注目すべきであ
る。
　第一に、自由・権利の主体についてである。
　梁啓超が理解した自由・権利の主体には、「新民」と呼ばれる二つの
像が存在している。一つは、民権或いは自由・権利の主体であり、もう
一つは、国民国家の担い手としての主体である。このような自由・権利
の主体は、個人をイメージしており、福沢諭吉の「人民独立」の精神の
影響を受けている69。
　しかし、梁啓超の自由・権利の主体は、個人に限らない。厳復が「国
群の自由［国群自由］」と「小己の自由［小己自由］」を区別したのと同様に、
梁啓超は、「団体の自由［团体之自由］」と「個人の自由［个人之自由］」
を区別した。彼は、「団体の自由は、個人の自由の蓄積である」70というが、

「自由と云うものは、団体の自由であって、個人の自由ではない」71とも
強調する。
　多くの学者が注意するように、日本に亡命した梁啓超は、ミルを誤っ
て理解していた。周知のとおり、ミルは「自由論」において、「社会

（society）」と「自由（liberty）」の対立について述べている。そのため、
彼は「社会」と「個人」というテーマを取り上げ、前者が後者に対して正
当に行使できる権力の本質と限界について述べ、「社会的専制［社会性
暴虐］」（social tyranny）の防止という新たな時代の自由主義の重要な課
題を提起している。しかし梁啓超は、このような思想内容を理解せず、
とりわけ「社会的専制」という概念を理解していなかったので、その視
野の中から、この重要な概念が失われてしまった。土屋教授が指摘する

69 梁啓超は、「新民説」の「論自尊」では、その冒頭において、次のように指摘
する。「日本の大教育家福澤諭吉の学ぶものに訓えるや、『独立自尊』の一語を
標榜して徳育の最大を綱領とした」。『饮冰室合集・专集之四』68頁。梁啓超の『新
民説』に対する福澤諭吉の影響については、狭间直树「《新民说》略论」同編『梁
启超：明治日本 · 西方』（修订版）（社会科学文献出版、2012年）62頁以下参照。
邦訳は、狭間直樹「『新民説』略論」同編『共同研究 梁啓超──近代西洋思想受
容と明治日本』（みすず書房、1999年）92頁。
70 『饮冰室合集・专集之四』46頁。
71 同上、44頁。
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ように、ミルの「社会」と「個人」という構造は、梁啓超のもとで、「政府」
と「人民」に入れ替わってしまったのである72。
　ミルの『自由論』に対する梁啓超の理解に、このような誤解が生じた
のは、彼が当時、中村正直によるミルの『自由論』の翻訳本──『自由
之理』の影響を受けたからであろう。中村の翻訳本においても、「社会
的専制」の概念は存在せず、ミルの「社会」と「個人」という構造は、同
様に「政府」と「人民」に入れ替わっていたのである73。
　第二に、民権と国権の関係についてである。
　日本亡命後、梁啓超は、国権と民権の関係を表面的に、民権を保障し
た結果であると認識していた。すなわち、国家を人々が愛するのに値さ
せるには、民権を打ち立て、国家の核心としなければならないのである。
こうして、彼は「民権興れば国権立ち、民権滅べば国権滅ぶ」と主張す
るようになっていった74。
　当時、中国における深刻な民族的危機に直面し、日本に亡命した梁啓
超は、一種の国家有機体説を核心とする国家主義思想を形成した。それ
は、彼が当時の日本で、ブルンチュリの国家有機体説を基礎とする国家
主義の影響を受けたことに由来する。それは、彼が「政治学の大家ブル
ンチュリの学説［政治学大家伯伦知理之学说］」において、「国家自身を
目的とするとは、国家の目的を最優先することであり、各個人は、この
目的を実際に達成するための道具である」75と述べていることからも分
かる。
　ブルンチュリ（Bluntchli Johann Caspar,1808-1881）の国家理論は、明
治初期の日本において、多くの影響を及ぼした。その影響は、自由主義、
立憲主義思想に関するものではなく、国家建設に関するものであり、明
治国家の確立の際に非常に重要な役割を果たした。もっとも、梁啓超が

72 土屋・前掲註59、123頁。
73 現在、中日双方でこうした観点を持つ学者のうち、土屋英雄教授がこれに
対して緻密で深い分析を行い、周到で慎重な観点を提起している。土屋・同上、
110頁以下参照。
74 狭间・前掲註69、67頁。邦訳は、狭間・前掲註69、84頁。
75 『饮冰室合集・文集之十三』88頁。
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日本に亡命した19世紀末には、ブルンチュリの国家理論は、日本での影
響が弱まり、「廃品同然」なものになっていた。しかし梁啓超は、日本
で吾妻兵治の翻訳したブルンチュリの『国家学』に出会い、傾倒した。
その主な理由は、「いまから国家建設にかかろうとするものにとっては、
むしろ現実の日本国家の脊梁をなす学説として、圧倒的な存在感をもつ
ものだったはず」76だからである。
　前述のとおり、1903年以降、梁啓超の思想には、更なる国権優位主義
への転向がみられるようになった。そして、この転向は、ブルンチュリ
の国家理論における国家の生成に関する理論を基礎とするものであっ
た。これ以降、梁啓超は、国家の「有機的な統一と強力な秩序」の重要
性を更に強調し、「今の世の見識によると、一国の人々の自由を守るこ
とを欲するのであれば、先ず一国の自由を守らざるを得ない。苟も国家
の自由を失えば、国民の自由も付されることがない」77と率直に述べ、
個人の「自由平等は、二の次なのである」と論断するようになった78。
　現在、中国の多くの学者は、梁啓超の自由・権利観が、張力を内在し
ていたため、最終的に国家主義に向かっていったと解している。これに
対し、土屋英雄教授は、同情的な理解を示し、梁啓超の思想的特質の持
続性を分析し、1902-1903年前後の梁啓超の自由・権利観が西洋の思想
を摂取し、「重層的、選択的なものとな」っただけであり、思想が変質
したのではない、と解している79。
　このような「複雑化」、「重層化」した思想構造について、狭間直樹教
授は、興味深いことを述べている。すなわち、梁啓超の思想は、全体と
して「個人を出発点としながら国家の優位に帰着するもの」であるが、

76 狭间・前掲註69、76-77頁。邦訳は、狭間・前掲註69、91頁。梁啓超に対す
るブルンチュリの影響については、狭间・同上、62頁、特に75頁以下参照。中
国の学界において関連する研究は、王晓范「中日摄取伯伦知理国家有机体论之
比较──以加藤弘之与梁启超为例」华东师范大学学报（哲学社会科学版）2011
年第4期、王昆「梁启超与伯伦知理国家学说」中国国家博物馆馆刊2013年第11期
参照。
77 『饮冰室合集・文集之十四』30-31頁。
78 前掲註75、69頁。
79 土屋・前掲註59、141頁。邦訳は、土屋・前掲註59、160頁。
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その国権・民権論には「いわば楕円が二焦点をもつように、二つの軸心
をもつ」ということができ、「『国民』の観点から論ずるときには民権主
義の立場よりし、そして『国家』の観点から論ずるときには国家主義の
立場より論じうる」のである。それは、梁啓超が福沢諭吉の影響を受け、

「内に民権、外に国権」という構図を有し、「内国に在て民権を主張する
は、外国に対し国権を張らんが為」と考えていたからであろう80。
　こうした梁啓超の自由・権利観に対する日本の学者の理解は、啓蒙的
な意義を有するものである。確かに梁啓超は、時代の荒波に身を置いた
思想の巨人として、自由・権利観において複雑な思想内容を形成したが、
その思想内容は、日本を媒介とする西洋思想の速成的な摂取を通じて形
成したものである。そのため、思想内容の様々な要素や側面は、体系的
に整理されておらず、現代人が斟酌したものである。その後、『清代学
術概論』（1920年）において、梁啓超は、日本亡命期間における西洋思想
の摂取を自ら「『梁啓超式』の輸入」と称し、厳しい自己批判を行った。

　日本で新たな書が出ると、ともすれば多くの翻訳者が現われる。
新たな思想の輸入は、盛んであるが、皆いわゆる「梁啓超式」の輸
入であり、体系はなく、選択はなく、本末を整えず、流派は明らか
でなく、ただ多いことが貴ばれ、社会もこれを歓迎する81。

おわりに

　中日両国の西洋法概念移植史は、一定の意味において、中日両国の西
洋法概念移植交流史ということもできる。多くの政治・法律用語は、日
本で西洋法概念が翻訳され、新語として創り出された後に、中国に伝播
した。中国では、西洋の政治・法律用語の「転継受［转继受］」が行われ
たのである。他方で、「権利」のように、中国で創り出され、日本に持
ち込まれたという例も存在する。しかも、こうした例は、少なくなかっ

80 狭間直樹教授の視点については、狭间・前掲註69、62頁以下、特に77-78頁参照。
邦訳は、狭間・前掲註69、92-93頁参照。
81 梁啓超『清代学术概论』（东方出版社、1996年）89頁。
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た。このような移植史における現象をまとめると、次のようにいうこと
ができる。中日両国間における西洋法概念の移植は、一方的に終わるも
のではなく、複雑な過程を有していた。こうしたなかで、同じ継受国と
しての中日両国は、相互の協力、双方の交流によって、注目すべき出来
事を創り上げてきたのである。
　研究を通じて明らかになったことは、「権利」、「自由」という翻訳語
が必ずしも西洋における本来の意味を正確に伝えるものではなく、そう
した不備が中日両国間の西洋法概念移植交流史において繰り返し意識さ
れてきた、ということである。それだけでなく、「権利」、「自由」に比べ、
例えば「権理」、「自主」等の単語は、もしかしたら、当時用いられてい
た適切な翻訳語であったかもしれないが、様々な歴史的な原因により、
最終的には主要な地位を占めることはなかった。これは、「権利」、「自由」
等の翻訳語の固有の内容に微妙な変化が生じた内在的な原因となり、同
時に、継受国における自由・権利観、ひいては立憲主義思想の運命に深
刻な影響を与えた。ここでは、次のことを理解すべきである。そもそも
東洋の伝統文化のなかには完全に対応する概念がなかったことから、

「西洋の衝撃」のもと、国家の深刻な危機に際し、『万国公法』における
right を翻訳するのでもよく、ミルの『自由論』を介して liberty を理解
するのでもよく、もしかしたら、それ自体、西洋法概念移植史における
最善の選択ではなかったのかもしれない、ということである。
　近代中国における西洋の自由・権利観の移植史において、「民直」、「自
繇」などの翻訳語の運命が象徴するように、厳復を代表とする東洋の伝
統文化に根を下ろした解釈や転化は、人々に受け入れられなかった。反
対に、日本を媒介とした「転継受」は、圧倒的な成功を収めた。このよ
うな中日両国の西洋法概念移植交流史において生じた逆説的な現象は、
実に考えさせられるものがある。更には、次のことに目を向けるべきで
ある。こうした「転継受」は、短期間のうちに素早く行われたことから、
固有の意義や内容が、必ずしも吟味され、消化され、整理されてこなかっ
たので、構造化していない「知識の堆積」となったかもしれないという
ことである。そして、中国が「転継受」したものは、日本固有の社会文
化のなかで濾過されたものであり、日本の先駆的な実践とその成功に
よって多くの信頼を得ていた。しかし、その内容は、「転継受」の過程
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において、割引かれたり、添加されたりして、更なる問題が増していっ
たかもしれないのである。

i 訓読、現代語訳は、渡邉義浩 = 岡本秀夫 = 池田雅典編『全譯後漢書 第二冊 
本紀（二）』（汲古書院、2004年）426-432頁。
ii 訓読、現代語訳は、渡邉義浩 = 高山大毅編『全譯後漢書 第十四冊 列傳（四）』

（汲古書院、2005年）223-227頁。
iii 訓読、現代語訳は、石川忠久監修『NHK 新漢詩紀行 友愛深厚編』（日本放送
協会、2009年）166-167頁。
iv 訓読、現代語訳は、下定雅弘編訳『柳宗元詩選』（岩波書店、2011年）263-265頁。 
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一、はじめに

　東アジア社会の社会状況と私法は、変動と発展のプロセスに直面している。

日本は、1898年制定の民法典に対して積極的に改正を行っている。中華人民共

和国は、2017年３月15日に民法総則を可決し、2020年を目処に初めての民法典

を制定する予定である。台湾は、1929年に制定され、1945年から適用された中

華民国民法典を、1980年代に推進された民主憲政の改革を機に大幅に改正した。

とりわけ2017年５月24日に司法裁判所大法官会議（憲法裁判所）が行った同性

婚に関する憲法解釈は民法に大きな影響を与えようとする。本稿は、台湾民法

の歴史的基盤、社会の変遷および発展の趨勢について簡単に記述し、また台湾

民法と中国大陸民法との交流関係を説明することを通じて、東アジア私法の形

成と発展プロセスにおける台湾民法の比較法的意義、それへの参加と協力の可

能性について理解を深めることを狙いとする。

二、台湾民法の歴史的基盤

（一）日本民法とドイツ民法

１　日本統治時代（1895 ～ 1945）

　明治維新後、日本は、西洋法を継受し、1898年に民法典を制定・施行した。
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この民法典は、ドイツ民法の第一草案をモデルとしながら、フランス民法の影

響をも受けていた。1895年の日清戦争後、台湾における日本統治は第二次世界

大戦が終わるまで続いた。50年間に及ぶいわゆる日本統治時代において、台湾

は、次第に日本法を適用し、それには民法も含まれていた（1923年から）。日

本法による台湾私法への影響については、次の４点にまとめることができる。

　（１）近代の法観念が導入された。

　（２）裁判制度と弁護士制度を含む司法システムが構築された。

　（３）土地および戸籍の登録制度が整備された。

　（４）台湾の民事習慣への調査が体系的に従事された。

　ここで指摘しておくべきことは、1928年に創立された台北帝国大学において

は、日本法という科目が開講され、法律関係の書籍および資料が豊富に備えら

れていたものの、法学教育が行われていなかった。それゆえ、台湾人が法律を

修得し、法律専門職に携わろうとする場合、日本へ留学することが多かった。

その中には、日本で裁判官、検察官、弁護士を務めていた台湾人がいたが、日

本の大学で法学の教授をしていた者はいなかった。すなわち、1945年以前の台

湾においては、法学に関する教育と研究は充実されなかった。〔王泰昇著・鈴

木賢［ほか］訳『台湾法における日本的要素（日本学研究叢書14）』（国立台湾大

学出版中心・2014年）を参照〕。

２　民国民法（1945 ～）

　台湾では1945年から、中華民国民法（以下、民国民法、台湾民法と略す）が

適用されるようになった。民国民法は、1929年に定められ、ドイツ民法（1900年）

を継受し、民法総則、債権、物権、親族、相続という五編からなる。そのほか、

民国民法は日本民法を参照し、特にスイス民法の影響をも受けていた。それに

よって、台湾民法は、精確な概念体系を有するとともに、優雅な言語表現が用

いられ、さらに以下の三つの重要な規定が設けられている。１．民法１条「民

事に関し、法律に規定がないときは慣習により、慣習がないときは法理による。」

２．民法18条「人格権が侵害されたときは、裁判所にその侵害の除去を請求す

ることができる。前項の場合において、法律に特別の規定があるときに限り、

損害賠償又は慰謝料を請求することができる。」３．民法218条「損害が故意又

は重大な過失によるものではない場合において、その賠償が義務者の生計に重

大な影響を及ぼすときは、裁判所は、その賠償額を軽減することができる。」
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ドイツ民法も日本民法も類似条文を設けていない。この三つの規定は、台湾民

法の特徴を表し、民法の解釈および適用の発展に大きな役割を果たしている〔台

湾民法18条の人格権の規定に関する評価は、五十嵐清『人格権法概説』（有斐閣・

2003）を参照〕。

　民国民法も日本民法もドイツ民法のパンデクテン法学の影響を受けるととも

に、ドイツ学説も継受していた。こうした共通の歴史的基盤の存在、民国民法

の台湾での円滑な適用を促した。百年にわたる持続的な発展は、台湾の安定成

長のための私法秩序を構築した。

（二）民法学の構築

１　日本法学の基礎

　民法の解釈適用は、法学教育および法原理と密接な関係を有する。民国民法

が1929年に施行されてから、中国大陸の民法教科書は基本的に日本の関連著作

を参照した。1945年、台北帝国大学は、国立台湾大学に改称され、法学部では

法律学科が設けられた（1999年から法律学院に変えられた）。教師には、中国

大陸からの著名な学者もいた。たとえば、梅仲協（ドイツ法）、王伯琦（フラン

ス法）、何孝元（アメリカ法）、鄭玉波（日本法）などが含まれていた。また、

かつて日本で裁判官や弁護士を務め、その後、台湾に戻って教鞭をとった者も

いた。たとえば、蔡章麟、戴炎輝、洪遜欣など、いずれも東京帝国大学出身者

として、実務経験を有しており、彼らによって執筆された教科書は、日本の判

例・学説が詳しく整理、分析され、台湾民法学の基礎を築き上げていた。史尚

寛先生は、東京帝国大学を卒業し、ベルリン大学への留学経験を有する。彼は、

民国民法典の制定にも携わり、民法総則、債権法、物権法、親族法、相続法と

いう５冊の著書を書いた。これらの著書は、日本、ドイツ、フランスの理論と

実務についても詳細に取り上げられ、教科書と註釈書の性格を兼ねていること

もあって、台湾の裁判所実務と理論の構築に大きく寄与した。

２　ドイツ法の影響

　1960年代から台湾人学生はドイツに留学し始め、現在までドイツで博士学位

を取得した人は300人あまりであり、主に各大学で教鞭をとっている。台湾大

学の法律学院に所属する教授の五分の二のは、ドイツ留学の経験を持っている。

これらのドイツに留学した教授は、ドイツ法学の研究方法を導入している〔ゼ



台湾民法の歴史的基盤、社会の変遷および発展の趨勢について

［250］北法69（2・241）447

ミや実例演習、請求権基礎（Anspruchsgrundlage）を含む〕。彼らは、ドイツ

民法をもって台湾民法を解釈し、ドイツの判例と学説を台湾の実務に応用させ

た。こうした方法によって、彼らは、台湾民法を一定程度ドイツ化させた。た

とえば、ドイツ民法の特色ともいわれる物権行為の無因性、契約締結上の過失、

権利失効などの理論が採用されている。

　前述のように、台湾民法の理論は、日本民法学とドイツ法学を基礎に築き上

げられた。如何にして両者を調和させるのかは一つの重要な研究課題となった。

視野を広げ、多元化的な思考を拡散するため、台湾大学法律学院は教員を採用

する際に、それぞれ専門とする法系の背景を考慮し、全体とのバランスを保つ

必要がある。また常に国際学術会議を開催し、特に学生達に日本に留学するよ

う薦め、日本留学経験のある学者を受け入れ、日本との交流を強化してきた。

日本法学は、台湾法学の重要な一部分であり、長期に渡り台湾法学のインスピ

レーションの源である。

（三）本土化の発展

　日本法学とドイツ法学を基礎とした台湾法学は、その本土化に力を入れるこ

とによって台湾の社会や経済の発展のニーズに応えてきた。その重点は、判例

研究に置かれており、理論構成のほか、法社会学的な評釈にも置かれている。

台湾最高裁判所〔最高裁判所59年（1970年）台上字1005号判決を参照〕は、長期

にわたり次のように考えている。すなわち、比較法は民法１条でいう法理に属

し、法解釈および法適用の方法の一つであるため、外国の立法例、判例学説を

用いて本国の法律の疑義を解釈し、法律の欠缺を埋めることができる。台湾民

法学の研究は、法注釈学（Rechtsdogmatik、法教義学）に重点が置かれ、現行

法の概念体系の整理・分析を通じて、法律内部にある価値体系を明らかにし、

且つ具体的な規範と規範の間の関係を全体的に把握することによって、より教

授、学習、伝達しやすくなった。また司法実務および特定の裁判においては、

法適用の見解を提供し、長期にわたって同じ類型の判決に影響を与え、一般原

則を形成することによって、裁判の予見可能性と法的安定性を強化する。その

ためには、表面的な論述を取り除き、隠れた価値および理念を明らかにしなけ

ればならない。また現段階の法政策や法実務のニーズに応えるのみならず、学

説や司法実務に対しても適宜批判と修正を加える必要がある。
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（四）法学方法論

　特記すべきなのは、台湾最高裁判所101年度（2012年）台上字2037号判決であ

る。そこには次のような内容が示されている。「法律の適用が裁判所の職責で

あることに基づき、『法官は法律を知る』の原則により、裁判所は当事者が主

張した事実について、職権で適当な法規範を探り、それを判断の法的根拠とす

べきである。とはいえ、民法１条では『民事に関し、法律に規定がないときは、

慣習により、慣習がないときは、法理による。』と規定している。ここでの法

理とは、法秩序の平和を保つために、物事が有する本来の原理である。法理に

よる補充の機能には、その適用における制定法の枠組み内での法創造（たとえ

ば、平等原則に基づいて行われる類推適用）と制定法の枠組み外での法創造（法

律の枠組みを超えて法規範を創設すること）が含まれる。そこで、証券取引法

２条では次のように定めている。すなわち、『有価証券の募集、発行、売買に

ついての管理、監督は本法の規定に基づく。本法に定めのない場合は、会社法

およびその他関係法律の規定を適用する』。それを踏まえて、証券取引により

発生した損害賠償事件の場合、事件発生時適用または類推適用できる実定法が

ないとき、その後この事件を規範するため新たな法律を増補修訂する際に、立

法政策、社会的価値および法律全体の精神を斟酌し、その条文を物事の本質お

よび公平原則に合致すると認定する場合、制定法の枠組み外での法創造の機能

（司法による自由な法創造の権限）に基づいて、当該の増補修訂の条文を法理

として法律の欠缺を埋めることができる。裁判所は、同一の事件に対する価値

判断が一貫することによって、事理の公平を保つことができる。」

　本件の最高裁判所の裁判は、台湾がドイツ法学方法論を継受した基本的な考

え方を表している。すなわち、１．請求権の基礎：裁判所が当事者の主張した

事実について、職権で適当な法規範を探り、それを判断の根拠とするというの

は、請求権の基礎的な規範を指している。２．法適用の２段階：第１段階は法

解釈であり、制定法の適用を指す。それは、解釈の目的（目標）、解釈の方法

および解釈の客観性という三つの基本的な問題に関わる。第２段階は法創造で

あり、法理の補充を指す。これについては、次のように分類することができる。

（１）制定法の枠組み内での法創造（たとえば、平等原則に基づく類推適用）と

して、これは法の欠缺の補充に関わる。（２）制定法の枠組み外での法創造（法

律の枠組みを超えて法律規範を創設する）である。

　民国民法が、1945年に台湾で適用されてから、実務において類推適用の案例
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がしばしばあり、特に80年代以降にさらに増加した。この現象は、次の三つの

意義を有する。１．急速な社会の変遷には問題が伴うのは当然であり、それに

適用可能な法律が欠缺している場合、法律を補充すべきであり、それによって

法律の進歩を促進させる。２．法学方法論に対する自覚性が強まることで、裁

判所に法創造の必要性を認識させる。３．一国の民法の進歩を評価するのは、

「類似適用」を検証の指針とすることができる。80年間にわたり、台湾民法は、

法解釈、法創造を経て徐々に成熟し、さらに明るい未来に向けて発展している。

三、台湾民法の理論および実践

　我妻栄博士は、かつて債権法は近代法上の優越的地位を有することを強調し

た。債権法の近代化は、各国の民法が現在直面している重要な課題である。

2002年、ドイツは債権法現代化法を定め、日本は2017年５月に債権法の改正を

終えた。台湾は、1999年に民法の債権法編の第１回目の改正を行い、現在第２

回目の改正を計画している。以下では、債権法における四つの重要な問題を通

して台湾民法の理論形成および実務を説明する。

（一）債務不履行の再構成

　台湾民法の債務不履行は、基本的にドイツ民法をモデルとしている。それは、

給付不能を中心に、客観的不能と主観的不能、原始的不能と後発的不能を区別

し、それぞれに対して異なる規定を置いてある。台湾民法246条１項では「不

能の給付を契約の目的としたときは、その契約は、無効とする」と規定してい

る。同法247条１項では「契約が不能の給付を目的としたことによって無効と

なった場合において、当事者が契約の締結時その不能であることを知り、又は

知り得べかりしときは、過失によらずしてその契約を有効であると信じて損害

を受けた相手方に対し、賠償の責任を負う。」と定めている。この二つの条文は、

原始的不能を規定するものである。後発的不能については、民法226条に定め

ている。すなわち、「（１項）債務者の責に帰すべき事由によって給付が不能と

なったときは、債権者は、損害の賠償を請求することができる」。それに加え

て債権者は、その契約を解除することができる（256条）。通説は、民法247条

に規定している給付不能とは客観的不能を指し、原始的・主観的不能について

は、その契約は依然として有効であるため、後発的不能に関する規定を類推適
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用し、債務者に履行利益の損害賠償責任を負わせるべきである、とする。

　台湾民法は、給付遅滞について詳細な規定を設けている（229条から233条ま

で）。最も論争が絶えないのは、旧民法227条の「債務者が給付をしないとき、

又は完全な給付をしないときは、債権者は、裁判所に強制執行並びに損害賠償

を請求することができる」という規定であり、それが不完全履行に関する規定

であるか否かについて見解が分かれている。論争を避けるために、1999年に

227条は、「（１項）債務者の責に帰すべき事由によって不完全不履行となった

ときは、債権者は、給付遅滞又は給付不能に関する規定に基づき権利を行使す

ることができる。（２項）不完全履行によって前項以外の損害が生じたとき、

債権者は、その損害賠償を請求することができる」と改正された。このような

修正は、不完全給付を瑕疵の給付と加害の給付に分類している。不完全給付が

加害の給付となった場合、債務不履行により生じた本来の損害のほか、履行利

益を超える損害も生じる。たとえば、売主が病気にかかった鶏を買主に引渡し、

買主の群れの鶏に感染させ、死亡させた場合や、売主が機械の特殊な使い方を

買主に告知しないため、買主が不当に機械を使うことによって機械に爆発が発

生し、買主の人身または他の財産に傷害をもたらした場合、買主は、民法227

条２項の規定に基づき損害賠償を請求することができる。

　現在の難問は、如何にして不完全給付と売買目的物の瑕疵担保責任の適用関

係を取り扱うのかということである。台湾最高裁判所100年度（2011年）台上字

1468号判決は、次のように指摘する。「不完全給付とは、債務者による給付が、

責めに帰すべき事由により本旨に従った給付ではない場合、債務者は債務不履

行により生じた損害賠償責任を負わなければならない。物の瑕疵担保責任とは、

物に存在する欠陥を指し通常の取引の観念または当事者の決定に基づき物が有

すべき価値、効用あるいは品質に欠ける場合、債務者は負わなければならない

法定の無過失責任である。両者は、法的性質、規範的機能および構成要件にお

いてそれぞれ異なり、実体法においては異なる請求権基礎を有し、訴訟法にお

ける訴訟物も異なる。それによって、裁判所は、審理において当事者の主張す

る訴訟物の法律関係に基づいてその成立要件を決めなければならない。また売

主が買主に引き渡す売買の目的物に担保責任を負うべき瑕疵があり、その瑕疵

が契約成立後に発見され、かつ売主の責めに帰すべき事由がある場合、売主は

物の瑕疵担保責任を負うと同時に、不完全給付による債務不履行責任も負うべ

きである。この際に、物の瑕疵担保責任と不完全給付による債務不履行責任が、
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請求権競合関係を発生した場合、当事者は請求権のいずれかを行使することが

できる」。一部の学者は、本判決について、日本の判例学説の影響を受けてい

るとし、ドイツの通説、すなわち、物の瑕疵が瑕疵の損害であるのかまたは瑕

疵結果の損害であるのかを適用基準とする見解を採用していない、と主張した。

　将来、台湾の債権法改正の任務は、如何にして国際契約法（GISG、PICC、

PECL）の発展、ドイツ債権法現代化法およびその実務経験、日本債権法改正

を参照し、債務不履行の体系を再構築するのかである。

　１．一般的に、依然として現行法の給付不能、給付遅滞、不完全給付という

三つの債務不履行の類型を保留し、統一の義務違反の概念を用いるべきではな

いと考えられる。また給付不能、特に給付の原始的・客観的不能に関する契約

無効の規定について検討すべきであり、債務者に履行利益の損害賠償責任を負

わせるべきである。

　２．債務不履行の帰責事由については、過失責任の推定という原則を維持す

べきである。

　３．売買法に修正を加えるべきである。売主は、買主に瑕疵のない物を取得

させる義務を負うとともに、第三者が売買の目的物をめぐって買主に対して如

何なる権利も主張することができないとする保証責任を負うべきである。売主

は、買主が物の瑕疵と権利の瑕疵がない物を取得する給付義務を負う。すなわ

ち、物に瑕疵がないことを売主の主たる給付義務とする。物に瑕疵があるとき、

買主は売主に対して瑕疵修補請求または瑕疵がないものを交付するよう請求を

することができ、この場合、売主の帰責事由は要件としない。債務者に帰責事

由があるとき、買主は民法227条の規定に基づいて債務不履行による損害賠償

を請求することができる。このような修正の目的は、物の瑕疵担保を債務不履

行の枠組みに入れることによって不完全給付と物の瑕疵担保責任との適用関係

という難題を解決し、債権法の現代化発展の趨勢に合わせるためである。

（二）不法行為法の基本構造

１　基本構造

　不法行為法の目的は、個人の行動の自由と被害者の権利、利益を保護するた

めに一般の不法行為の要件を定めるものである。日本民法709条の規定は、フ

ランス民法1382条から由来する。新しく修正を加えた条文は権利または法的保

護を受ける利益を区別しているが、これはドイツ民法の影響を受けている。
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　台湾民法184条は、次のように規定している。「（１項）故意又は過失によって、

不法に他人の権利を侵害した者は、損害賠償の責任を負う。故意に善良の風俗

に反する方法をもって他人に損害を加えた者も、同様である。（２項）他人を

保護する法律に違反し、他人に損害を加えた場合、損害賠償の責任を負う。た

だし、行為者は、その行為が無過失であることを証明したとき、この限りでな

い」。本条文は、ドイツ民法823条と826条を参照し、修正を加えたものである。

要約すると、次のような図式で示すことができる。
 

                    
ド民 823I:生命･身体･健康･自由･所有権

などその他権利

台民 184I 前段:権利 

不   権         故意または過失により不法侵害    

法   益                           

行   の         善良の風俗に反する方法をもって他人に損害を加えた    

為   区                                     

法   別       他人を保護する法律に違反する    

                      

 

権 

利

利

益  

ド民 826

台民 184I 後段

ド民 823Ⅱ

台民 184Ⅱ：過失推定

２　不法行為の三類型

　ドイツ民法と台湾民法は、違法性を中心に三つの小さな不法行為の概括的条

項を定めている。この三つの概括的条項は三つの独立の請求権基礎を構成し、

競合的適用関係にある。この三つの不法行為の類型は、異なる社会規範の機能

を有している。１．民法184条１項前段は、「市場」を経由することの規範であ

る。すなわち、個人がある社会経済活動に従事することを決めることは認めら

れるが、その者が故意または過失によって他人の権利を侵害した場合には責任

を負う。２．民法184条１項後段は、社会道徳を経由することの規範である。

この規範をもって社会の倫理的秩序を保つ。３．民法184条２項は、立法（ま

たは政治）によって定められた他人を保護する法律に合わせるものであり、人

の行為を規範するものである。

３　権利と利益への異なる保護

　ドイツ民法と台湾民法の特色は、侵害されたのが権利か利益（純粋の財産利

益、純粋の経済損失）かを区別するところである。権利の保護については、民
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法184条１項の前段を適用し、不法性および故意または過失を要件とする。「権

利以外の利益の保護」については、次の二つの場合に限る。１．故意に善良の

風俗に反する方法をもって他人に損害を加える場合（民法184条１項後段）。２．

他人を保護する法律に違反した場合、当該法律に権利以外の利益を保護する旨

を有する（民法184条２項）。このような構造は、台湾不法行為法の基本的な枠

組みであり、判例学説によっても是認されている。台湾最高裁判所86年度（1997

年）台上字3760号判決は、次のように示している。「民法184条１項の規定の前

段と後段は、異なる不法行為の類型に対応している。保護法益については、前

段は権利で、後段は一般法益である。主観的責任については、前者は故意また

は過失を要件とすれば十分である一方で、後者は故意に善良の風俗に反する方

法をもって他人に損害を加える場合に限定する。両者は、要件において異なり、

請求権基礎と訴訟物も異なる。」

４　人格権の保護

　台湾不法行為法は、ドイツ民法をモデルとして採用しているが、１つ重要な

修正を加えた。すなわち、保護を受ける権利については列挙という方法を取ら

ず、包括的に規定している（日本民法709条に相当する）。台湾民法184条１項

前段で言う権利には、人格権も含まれ、こうした解釈は、人格法益を保護する

ことにあたって重要な意義をもたらした。人格権の具体的な内容は、民法195

条「身体、健康、名誉、自由、信用、プライバシー、貞操、または不法侵害の

対象とするその他人格の法益」と定めている。被害者は、財産的損害のほか、

非財産的損害についても賠償を請求することができる（慰謝料）。ドイツ法には、

人格権が明確に定められていないため、ドイツ連邦憲法裁判所は、ドイツ基本

法に基づいて一般の人格権を新たに作らなければならない（allgemeines 

Persönlichkeitsrecht）。そのプロセスは、非常に複雑である。それに比べて、

台湾民法の規定は先見性を持つため、肯定されるべきである。

５　実務の発展

　台湾不法行為法の発展プロセスにおける問題は、如何にして権利と利益を解

釈・適用し、利益（純粋の経済損失）に対して必要、かつ合理的な保護を与え

得るかである。通説によれば、債権は利益に属し、民法184条１項後段の規定

を適用すべきであり、第三者が故意に善良の風俗に反する方法をもって債権を



講　　　演

［257］ 北法69（2・234）440

侵害する場合でしか不法行為責任を負わない。たとえば、故意に債務者に契約

を違反させることなど。一般的に、実務においては慎重な見解が採られている

が、それは不法行為責任の射程の拡大を防ぎ、不法行為責任の不確定性を減ら

すためである。最近、賃貸借の物件で自殺事件が起きたため、その物件が自殺

物件となり、経済的価値が下がる事案が多発している。最高裁判所は、これは

純粋経済損失であるため、被害者は民法184条１項前段の規定に基づいて損害

賠償を請求することができないと再三示している。送電線切断事案においては、

電力の供給が止められたため、営業損失を被ったメーカーは、台湾法に基づい

て損害賠償を請求することができない。弁護士の過失により遺言の無効をもた

らしたため、遺贈を受けることができない者が、不法行為の規定（または第三

者のためにする契約を作る）に基づいて弁護士に損害賠償を請求することがで

きるかどうかは、議論に値する問題である。ドイツ法の通説では、企業の経営

活 動 が 権 利 化 さ れ て い る（Recht am eingerichteten und ausgeübten 

Gewerbebetrieb）ため、企業自身が経済損失を被ったとき、損害賠償を請求す

ることができる、とされる。台湾の実務は、このような見解を採用していない。

日本民法709条は、権利以外の利益を取り扱う際に比較的に柔軟性を持つため、

参照価値がある。

（三）不当利得の類型化

　台湾民法は、不当利得について詳細な規定を設けている（179条から183条ま

で、日本民法703条から708条までを参照・比較する）。鍵となる問題は、利益

を受けることによって、他人に損害をもたらす場合の「法律上の原因がない」

を如何にして認定するのかということである。これについては、統一説と非統

一説という二つの見解がある。台湾最高裁判所101年度（2012）台上字1722号判

決は、次のように明確に認定する。「不当利得は、その類型により『給付不当

利得』と『非給付不当利得』に分けることができる。前者は、損害を被った人が、

意図的および意識的に給付をすることにより発生する不当利得である。後者は、

給付以外の行為（損害を被った人、受益者、第三者の行為）または法律の規定

により成立する不当利得である。『非給付不当利得』の中の『権益侵害の不当利

得』については、他人の権利、利益の内容を侵害することにより利益を受け、

他人に損害を与えるとき、同一の原因と事実により他人に損害を与えるため、

その正当性を欠くと認定することができる。すなわち、侵害行為により他人に
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帰属すべき権利、利益内容の利益を取得するため、当該の利益を保有する正当

性を欠く場合、法律上の原因がない不当利得として認めることができる。」

　本判決は、長年に渡り不当利得に関する見解を総括し、不当利得を類型化し、

基本的にドイツと日本の通説を採っている〔藤原正則『不当利得法』（信山社・

2002年）を参照〕。本判決では、不当利得を給付不当利得と非給付不当利得に

分けることにより、不当利得法の機能、請求権の要件を明らかにし、包摂的か

つ実務的な規則を築き上げることで、不当利得法の解釈適用に資することがで

きる。紙幅を節約し、不当利得の類型、機能、要件を理解しやすくするために、

台湾学説の見解を次のように整理した上で説明する。

不当利得の請求権基礎（179条）

給
付
不
当
利
得

類型 案例 機能 要件 排除

法的効果
（181-183
条）

法律上の原
因の原始的
不存在

売買契約の
無効、非債
弁済

債権関係に
おける給付
目的を欠く
財貨の変動
を調整する

１．利益を受けている。
２．他人の「給付」（意識的
に受益者の財産を増加する
目的を持っている）に基づ
く。給付により他人が損害
を受けている。
３．法律上の原因がない。
客観説：債権関係がない
主観説：給付の目的が欠け
ている。

180条

法律上の原
因の後発的
不存在

解除条件付
売買契約に
おいて、そ
の条件が成
就した場合

　
　
　
　
　
非
給
付
不
当
利
得

利得侵害の
不当利得

無権利者に
よる他人の
物 へ の 処
分、無権利
者による他
人の物への
占有、他人
の知的財産
権への侵害

利益保護、
所有権など
の権利の持
続的機能を
保護する。

１．利益を受けている。
２．給付により他人に損害
を与えるのではない。（権
益侵害）
３．法律上の原因がない：
当該権利、利益の帰属を保
持すべき契約関係と法律根
拠がない。

支出費用の
不当利得

誤って他人
の物を自己
の物である
と信じて修
繕を加えた
こと

利益調整 １．利益を受けている。
２．給付により受益し、他
人に損害を与えるのではな
い。（他人が受益者の物に
対し費用を支出した）
３．法律上の原因がない：
当該利益を保持すべき契約
関係と法律根拠がない。
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求償の不当
利得

他人の債務
を弁済した
場合

利益調整 １．利益を受けている。
２．給付により他人に損害
を与えるのではない。（他
人の弁済により受益者の債
務が免除された）
３．法律上の原因がない：
当該利益を保持すべき契約
関係と法律根拠がない。

　台湾民法は、物権行為の無因性を採用するため、給付不当利得は幅広く適用

されている。売買契約の不成立、無効または取消しの場合、当事者の間に発生

する給付不当利得請求権（Kondiktion）は、所有権返還請求権（Vindikation）を

置き換える。三人間の給付関係（第三者のためにする契約、指示給付関係など

を含む）については、原則的に給付不当利得請求権を優先的に適用すべきであ

り、給付の当事者の間の信頼および抗弁を保護する。

　非給付不当利得の中では、利得侵害の不当利得が法学の発見と認められ、日々

その適用範囲が拡張されている。たとえば、無権利者による他人の物への処分、

無権利者による他人の物の使用または他人の知的財産権への添付、侵害、さら

に無権利者が他人の姓名あるいは肖像を商業化に使用することなどが含まれる。

　給付不当利得は、契約などの債権関係を欠くことにより発生した財貨の変動

を調整し、失敗した取引を救済することが目的である。それは、私法自治と密

接な関係をもっている。利得侵害の不当利得は、財貨の帰属を保護するためで

あり、侵害者の故意または過失を要件とせず、不法行為による損害賠償と競合

し、権益を保護する重要な機能を持っている。台湾実務においては、不当利得

に関する案例が多いため、不当利得が重要な法律制度として発展してきた。

2017年５月に、台湾法官学院は、加藤雅信教授を招き日本の不当利得法をテー

マとする講演会を開催し、より多くの示唆を得られるよう期待した。

（四）民事責任の変遷

　民事責任には、責任の成立と範囲が含まれている。両者は、台湾法において

重要な変遷を辿ってきた。責任の成立については、契約締結上の過失という責

任（245条の１）、不完全給付の債務不履行責任（227条）が増設された。不法行

為については、商品の製造物責任（191条の１）、動力車の操縦者責任（191条の

２）、製造物の危険責任（191条の３）が増設された。
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　責任の範囲について、特記すべきことは、以下２点がある。

　１．慰謝料請求権の拡大。不法行為において、台湾民法194条は「不法に他

人を侵害して死に至らしめた者に対しては、被害者の父、母、子及び配偶者は、

財産以外の損害についても、賠償を請求することができる。」と規定している。

また台湾民法195条は、不法に他人の人格法益を侵害し、又は他人が父、母、

子及び配偶者との関係に基づく身分法益を侵害し、その情状が重大であるもの

（たとえば、未成年者を略奪する、父母の後見の権利を侵害する、配偶者を強

姦する）に対しては、被害者は、財産以外の損害についても、賠償を請求する

ことができる、と規定している。

　特に強調したいのは、1999年の民法の改正債権法は227条の１を新設した。

この条文は、債務者が債務不履行によって債権者の人格権を侵害したとき、被

害者は、民法194条、民法195条の規定を準用し、慰謝料を請求することができ

る、とし、違約責任に関する慰謝料請求権を創設するものである。これによっ

て、人格権の保護に、重大な意義をもたらした（新しく改正されたドイツ民法

253条２項の規定を参照）。

　２．懲罰的損害賠償の導入。台湾民法は、補償的損害賠償制度を採り、次の

３つの原則によって反映されている。（１）完全賠償、損害が発生する前の原

状を回復する（民法213条）。（２）責任と損害賠償との比例原則を採らない。す

なわち、不法行為者の故意又は過失によって損害賠償額を決めない。（３）利

得を禁止する。被害者は、損害賠償以外の利益を請求、保有してはならない（損

益相殺、民法216条の１）。1991年以降、アメリカ法の影響を受け、公平取引法、

証券取引法、著作権法、特許法、商標法、営業秘密法においては、懲罰的損害

賠償（punitive damages）の制度が設けられていた。特に消費者保護法51条は「本

法に基づいて提起した訴訟においては、企業経営者の故意によって損害をもた

らした場合、消費者は、損害額の５倍以下の懲罰的損害賠償を請求することが

できる。重過失によって損害をもたらした場合、消費者は、損害額の３倍以下

の懲罰的損害賠償を請求することができる。過失によって損害をもたらした場

合、消費者が損害額の１倍以下の懲罰的損害賠償を請求することができる」と

規定している。懲罰、威嚇を目的とする準刑罰的民事責任を導入すべか否か、

またそれを如何に解釈・適用するのかについては、長期にわたって論争が繰り

返されている。ここではこれ以上深入りしない。
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四、民主憲政の改革と民法の発展

（一）民主憲政の改革

　台湾は、1947年から国共内戦のため、戒厳令が実施され、政治活動や言論の

自由が制限されるなど、人権侵害の状態が続いていた。経済を発展させるため

に、民法を基礎とする私法秩序は重大な影響を受けていないものの、画期的な

発展もみられなかった。1986年、国内外の情勢の変化、特に日々激化していく

抗議運動によって、政府は戒厳令を解除し、報禁（自由な新聞報道の禁止）と

党禁（野党の政治活動の禁止）を撤廃し、国会議員の全面的な改選や総統直接

選挙を行った。中国大陸との交流も開放し、台湾は急速に民主、憲政、法治の

社会へと邁進した。

　1980年代から始まった民主憲政の改革が、台湾民法の発展に与えた影響につ

いて、民法改正、民法（私法）と基本権利という２点から説明することができる。

（二）民法の改正

　民主憲政の改革は、人民の権利意識を高め、台湾の社会の力を解放し、多元

的価値理念を形成し、経済の繁栄を促進した。こうした社会情勢に歩を合わせ

るために、民法改正の検討が加速され、その要点は次のように整理することが

できる。

　１．民法総則。1982年と2008年の２回の改正は、人格権の保護（18条）をさ

らに強化し、法人制度（25条以下）を修正し、消滅時効（125条以下）を検討し、

権利行使の原則（148条）を新設し、特に禁治産を撤廃し成年後見制度（14条か

ら15条の２まで）を設けた。

　２．債権編。1999年の改正内容には、人格権の侵害と慰謝料（195条）、債務

不履行制度（227条、227条の１）が含まれ、普通取引約款の規制（247条の１）

を新設し、事情変更の原則（227条の２）を明確化し、損益相殺の規定（217条）

をも新設した。

　３．物権編。物権編は、これまで５回の改正を経ている。その改正ポイント

は、次のようなものである。習慣による物権の創設（757条）、建物の区分所有

に関する制度の設置（799条）、区分地上権の増設（841条の１）および最高限度

額の抵当権（881条以下）の新設である。ほかに、永小作権を撤廃し、農育権（他

人の土地において農作、森林、養殖、牧畜、竹木の植栽または育成を目的とす
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る権利、850条の１）を増設した。

　４．相続編。相続編は、全部で７回の改正を行い、改正ポイントは主に遺言

にかかわるものである。最も関心を集めたのは、改正民法1148条２項「相続人

は被相続人の債務について、相続によって得た財産を限度に、弁済の責任を負

う」という規定である。この規定は、親の残した債務を子が弁済するべきとい

う伝統的な考え方を乗り越え、相続人が被相続人の生前の債務をも引き継ぐ包

括的相続により一生苦しむことがないよう配慮することに立法趣旨がおかれて

いる。

　５．親族編。最も注目に値するのは、民法親族編が1995年から18回の改正を

経たことである。こうした頻繁、かつ活発な立法活動が実現できたのは、1929

年の民法親族編に存在する伝統家族主義の構造を改革し、憲法でいう両性の平

等および子の最善の利益を保障するという原則を徹底するための動きがあった

からである。また女性運動や政治の民主化も立法活動を動かした重要な要素で

ある。特に、司法院大法官による民法親族編の規定について出した違憲解釈に

応える形での改正は、ある意味台湾親族法の憲法化とも評価するべきであろう。

以下においては、比較法学的な意義を有するいくつかの規定を列挙する。

　（１）民法1000条（夫婦の冠姓）「（１項）夫婦は各自元の姓を保有する。ただ

し、書面により元の姓に配偶者の姓を冠すると約定することができ、その場合

は、戸籍機構に登記しなければならない。」

　（２）民法1059条（嫡出子の姓）「（１項）父母は子が生まれる前に、書面によっ

て子が父と母のいずれかの姓に従うと約定すべきである。約定していない又は

約定が成立しない場合、戸政事務所において籤引きで決める。（２項）子が生

まれ、戸籍登記してから未成年に至る前に、父母は、書面によってその子が父

と母のいずれかの姓に変更すると約定することができる。（３項）子が成年に

なる場合、父と母のいずれかの姓に変更することができる。（４項）前２項に

いう変更は、それぞれ１回に限る。（５項）次のような場合、裁判所は、子の

利益のために、父母の一方または子の請求に基づいて、子が父と母のいずれか

の姓に変更すると宣告することができる。一、父母が離婚した場合。二、父母

の一方又は双方が死亡した場合。三、父母の一方又は双方が生死不明の状態で

３年を経過した場合。四、父母の一方が明らかに保護あるいは育成の義務を果

たしていない場合。」

　（３）民法1063条（嫡出子の否認）「（１項）妻の懐胎が婚姻関係の存続中にか
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かるときは、その生まれた子は、嫡出子と推定する。（２項）前項の推定につき、

生まれた子が嫡出子ではないことを夫妻の一方が証明できる場合は、否認の訴

を提起することができる。（３項）前項の否認の訴は、夫婦の一方が当該の子

が嫡出子ではないことを知った日、または子が自分が嫡出子ではないことを

知った日から、二年以内に訴を提起しなければならない。ただし、子は、成年

になる前に知った場合、成年になってから、二年以内に、訴を提起しなければ

ならない」この条文は、司法裁判所大法官587号「子が、自分の出自を知り、実

の父子関係を確定するのは、子の人格権に関わるため、憲法に保障されるべき

である」という解釈に応えたものである。

（三）民法と基本的人権

１　憲法解釈制度と基本的人権

　中華民国憲法171条は、「（１項）法律で、憲法と抵触するものは、これを無

効とする。（２項）法律が、憲法に抵触するか否かについて、疑義が生じたと

きは、司法裁判所がこれを解釈する。」と規定している。司法裁判所は、大法

官会議（憲法法廷）を通じて司法審査権を行使する。司法裁判所の大法官会議は、

70年の変遷を経て次第にドイツ連邦憲法法廷の性質と機能を持つようになり、

基本的人権の防御の機能（公権力による侵害への対抗）と国家保護義務（私人

からの侵害を防止する）を有する、と考えている。また基本的人権の第三者効

力を認め、法律の違憲あるいは合憲の解釈に行っている。司法裁判所大法官の

解釈は、台湾の社会生活、政治の発展に対してますます重要な役割を果たして

いる。以下、基本的人権と私法にかかわる若干の解釈について説明を加える。

２　基本的人権と私法自治および契約の自由

　1960年代の台湾土地改革に関連する三七五減税条例が違憲であるかどうかを

めぐる事案について、司法裁判所釈字580号解釈は、「個人の人格発展の自由に

基づいて、個人は自由にその生活資源の使用、収益および処分を決定すること

ができる。自由に他人と生活資源を交換できることは、憲法15条の人民の財産

権および22条の人民の契約の自由の趣旨に基づくものである。ただし、個人の

生活の技能に強弱があるため、全体的に社会生活資源の配分に過度な不均衡を

もたらし得ることもある。資源の合理的な配分を目指すために、国は、憲法23

条の比例原則に違反しない範囲内で、法律をもって人民の契約の自由を制限す



台湾民法の歴史的基盤、社会の変遷および発展の趨勢について

［264］北法69（2・227）433

ることができる」と示している。本件の解釈においては、大法官は、はじめて

契約の自由が憲法によって保護を受けるべき基本的人権であると認め、憲法と

民法の発展に重大な意義をもたらした。

３　人格権と言論の自由

（１）憲法の審査基準

　民主憲政の改革後、人格権の保護と言論の自由は次第に重視された。しかし

憲法に保障されているこの二つの基本的人権が衝突する場合、憲法と不法行為

法の中でそれらを如何に調整するのかは、重要な問題である。

　憲法のレベルにおいては、刑法310条、311条の名誉毀損罪が違憲であるか否

かをめぐる案件について、大法官釈字509条解釈は、次のような見解を示して

いる。「言論の自由は、人民の基本的人権である。憲法11条によりそれが保護

されているため、国は、最大限の保護を与えるべきである。それによって、自

己の価値を実現し、意見を疎通し、真理を求め、各種の政治または社会活動を

監督するといった機能が実現されうる。ただし、個人の名誉、プライバシーお

よび公共利益の保護を実現するためには、法律は、言論の自由の伝達方法に対

して合理的な制限を加えることもできる。刑法310条１項および２項の名誉毀

損罪は、個人の法益を保護するために設けられ、他人の自由、権利を防ぐため

にも必要であり、憲法23条の趣旨に合致するものである。」刑法の当該条文３

項の前段でいう、名誉毀損の内容が真実であることを証明できる者に対して処

罰を与えないとは、真実の言論を行う者に対する保護であり、刑罰権の範囲を

制限するためである。名誉毀損を行っていないと主張する者は、その言論の内

容が確かに真実であることを自ら証明しなければならず、それによってはじめ

て刑事責任を免れることができる。ただし、行為者が言論の内容が真実である

ことを証明できないにもかかわらず、行為者の提供した証拠と資料に基づいて

行為者が真実を述べていると信じる相当な理由があると認められる場合、名誉

毀損罪をもって刑事責任を科すべきではない。またこの規定をもって、検察官

または告訴人が訴訟手続きにおいて法律に基づいて「行為者が故意によって他

人の名誉を毀損した」という挙証責任を負う義務と、裁判所が行為者の言論が

真実か否かを判断する義務を免除することはできない。それゆえ、刑法310条

３項は、憲法が言論の自由を保障するという趣旨と抵触していない。」名誉毀

損罪に対する本解釈は、合憲判断を下した。しかも、行為者が言論の内容が真
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実であることを証明できないにもかかわらず、行為者の提供した証拠と資料に

基づいて行為者が真実を述べていることに確信をもつ相当な理由があると認め

られる場合、名誉毀損罪をもって刑事責任を科すべきではないとされる憲法上

の判断基準は、言論の自由と刑法による人格権（名誉）保護の相互関係を調整

可能にした。

（２）不法行為法の適用

　台湾最高裁判所は、憲法（基本的人権）に適合する法律解釈に基づいて、司

法裁判所釈字509号による合理的な調査証明の審査基準に関する解釈の趣旨を、

不法行為法に適用させた。具体的には、違法性に基づいて名誉権の侵害、言論

の自由の保護範囲を認定し、意見の表現と事実の陳述、真実的であるかどうか

に関する挙証責任を区別し、個別事案ごとに名誉権の侵害と言論自由の保護を

認定する〔日本法の関連判決、特に夕刊和歌山時事の事案については、五十嵐

清『人格権法概論』（有斐閣・2003）45頁、佃克彦『名誉毀損の法律実務』（弘文堂・

2005）212頁を参照〕。以下、最高裁判所103年度（2014年）台上字882号の判決

の要旨をもって参考に供する。「司法裁判所釈字509号解釈は、刑法の名誉毀損

罪について、報道自由の権利と他人の人格権の保護との間に衝突が起きたとき、

行為者が言論の内容が真実であることを証明できない場合であっても、合理的

な調査証明という義務を負うべきという見解を出した。またこの解釈によれば、

刑法310条３項前段が規定している『言論の内容が真実であるとき、これを罰

しない』というものが、民事事件において同様に適用されるべきであり、これ

によって私法秩序の保護に矛盾が生じない、とされる。行為者の言論が他人の

名誉に毀損を与えるとはいえ、言論が事実であり、かつ公共利益に関わる場合、

行為者がその言論が真実であることを証明できる、また証明できないにしても、

行為者の提供した証拠と資料に基づいて行為者がそれが真実であることを確信

するのに相当な理由があると認められるとき、他人の権利を不法に侵害したと

は言い難いため、行為者に不法行為による損害賠償責任を負わせると認定する

ことはできない。また報道の自由を保障するために、行為者に真実と寸分も違

わない事実を述べさせることはできない。述べられた事実の主要な部分が真実

と合致するとき、その事実が真実であると認定することができる。このような

場合は、他人の権利への不法侵害に当たらないのみならず、行為者の情報源や

行為者が合理的な調査証明の義務を尽くしたかどうかを審査することによって
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行為者が過失責任を持つかどうかを判断する必要もない。」

（３）名誉権侵害の原状回復に関する適当な処分と謝罪の掲示

　台湾民法195条１項は、「不法に他人の身体、健康、名誉、自由、信用、プラ

イバシー、貞操、又は不法に他人の人格法益を侵害し、情状が重大である場合、

その者に対しては、被害者は、財産以外の損害についても、また一定額賠償を

請求することができる。その名誉を侵害された者は、併せて名誉回復に適当な

処分を請求することができる。」と規定している。名誉侵害において原状回復

に適当な処分を請求することができるという規定は、日本民法723条から由来

するものである。実務においては、謝罪を新聞に掲載する（謝罪の掲載）とい

う仕方が採用されている。謝罪を新聞に掲載する（謝罪の掲載）ことが加害者

の人格権などを侵害しているかどうかは、比較法的には異なる規範モデルと裁

判所の解釈がある。台湾では、韓国憲法裁判所の判決と日本最高裁判所の判決

の影響を受けて論争が起きたことがある。司法裁判所釈字656号解釈によれば、

「民法195条１項後段では『その名誉を侵害された者は、併せて名誉回復に適当

な処分を請求することができる』と規定している。ここでの名誉回復に適当な

処分とは、たとえば判決をもって加害者に公開謝罪を命じるとき、加害者が自

己侮辱など人間の尊厳を損なうといった状況にかかわらない場合、憲法23条の

比例原則に違反していない、ということである。それゆえ、表現をしない自由

を保障する憲法の趣旨に抵触しない」とされる。注意に値するのは、本項の解

釈は、謝罪の掲示が言論の自由に関わることを強調し、憲法の保障を受ける言

論の自由は、積極的に表現する自由を保障するほか、また消極的に表現をしな

い自由も保障すると認めた。係争の規定は、判決をもって加害者に新聞に謝罪

の掲載を命じることは、憲法11条の言論の自由が保障する「表現をしない自由」

に関わるものである。国が表現をしない自由について、法律に基づいてそれを

制限することができるとはいえ、それは、道徳、倫理、正義、良心、信仰など

の信念と価値に関わり、人民の内在する精神的活動と自己決定権につながって

いる。また人間性の保護と人格の自由の保障に欠かせないものであり、人間性

の尊厳とも関係している。

　他人の名誉権を侵害する場合、行為者の謝罪を新聞に掲載するべきかどうか、

あるいは行為者の陳述を取り下げるかどうかは、各国の異なる法文化に関わり、

比較法的に研究に値する課題である。紙幅に限りがあるため、次のように整理
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し、参考に供する。

事項
国別 法源 名誉を回復する適当な方法

イギリス 裁判所判決 謝罪の掲載請求は認められない（加害者が自発的に謝罪すると
き、賠償額を減免することができる）

アメリカ 裁判所判決 謝罪の掲載請求は認められない（加害者が自発的に謝罪すると
き、賠償額を減免するがことができる）

ドイツ 裁判所判決 謝罪の掲載請求は認められないが、「事実の陳述」の撤回を命
じられなければならない。

日本 日民723 １．民法の規定によって裁判所は、原状回復に適当な処分を命
じなければならない。
２．謝罪の掲載は合憲である（良心の自由を侵害していない）

韓国 韓民764 １．民法の規定によって裁判所は、原状回復に適当な処分を命
じなければならない。
２．謝罪の掲載は違憲である（良心の自由と人格権を侵害して
いる）

台湾 民法195I １．民法の規定によって裁判所は、原状回復に適当な処分を命
じなければならない。
２．謝罪の掲載は合憲であるが、その内容が人格の尊厳を侮辱
する場合には認められない。

中国大陸 民法通則114
不法行為法15

１．法律によって謝罪は民事責任を負う１つの方法であると規
定されている。（契約違反の責任と不法行為責任が含まれる。
名誉侵害の場合に限らない。）
２．違憲をめぐる論争はない

（４）両性の平等、同性婚と婚姻家族の制度

　同性婚を認めるべきかどうか、如何に規範すべきなのかは、目下の台湾にお

ける論争的な法的問題であり、それによってもたらされた対立と抵抗は、社会

の安定に影響を与えている。2017年５月24日、司法裁判所は、釈字748号の解

釈を作り出し、「民法４編親族２章の婚姻に関する規定によって、同性の二人

が共同生活を経営する目的で親密および排他的永久的な結合関係を成立するこ

とをさせていないことは、憲法22条の人民の婚姻の自由、７条の人民の平等権

に違反している。関係機関は、本解釈が公表された日から２年以内に関係法律

の改正あるいは制定を行うべきである。如何なる形式で婚姻自由の均等的な保

護を実現するのかについては、立法論の範囲に帰属する。期限が過ぎてまだ関

連する法律の改正又は制定が終わっていない場合、同性の二人は、上述の永久

的結合の関係を成立させるために、上述の婚姻の章に関する規定に基づいて、
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二人以上のサイン入りの書面をもって戸籍関係機関に婚姻届を提出することが

できる。」この解釈は、次の２点の論点がある。

　①婚姻の自由は、同性婚を含めることができる。本来、配偶者のない結婚適

齢者は、婚姻の自由を有し、「婚姻するかどうか」と「誰と婚姻するのか」の自

由が含まれる。婚姻の自由が人間の尊厳に関わり、重要な基本的人権であるた

め、憲法22条の保障を受けるべきである（台湾憲法は、婚姻の自由を明確に定

めず、また日本憲法22条１項「婚姻は、両性の合意のみに基づいて成立し、夫

婦が同等の権利を有することを基本とする。」という規定も設けていない。台

湾憲法22条は、「およそ国民のその他の自由および権利は、社会の秩序、公共

の利益を害しないものは、ひとしく憲法の保障を受ける」と規定している。憲

法解釈は、この規定に含まれる婚姻の自由が、異性婚のみを指していると考え

る）。同性の二人が共同生活を経営する目的で親密および排他的永久的な結合

関係を成立することは、異性の二人が婚姻に関する章の１節から５節までの関

連規定を適用することにはなんら影響もなければ、異性婚によって構築された

既存の社会秩序を変えてもいない。同性の婚姻の自由は、法律により正式に認

められた後、異性婚とともに社会の安定に寄与する基盤となろう。また、婚姻

の自由は、人格の健全な発展と人間の尊厳に関わる。そのため、上述の親密、

排他的永久的結合を成立させる要望、能力、願望、期待などの生理的、心理的

要素は、同性愛者にとって不可欠であり、異性愛者と全く同様であり、憲法22

条の婚姻の自由の保障を受けるべきである。現行の婚姻に関する規定が、同性

の二人に共同生活を経営する目的で親密および排他的、永久的な結合関係を成

立させないことは、立法上の重大な瑕疵であり、憲法22条で保障する人民の婚

姻の自由に違反している。

　②平等原則。婚姻に関する現行法は、男女一対に限ってのみ永久的な結合関

係を規定し、同性カップルにはそれが許されていない。このような規定は、性

的指向を分類基準としているため、同性愛者の婚姻の自由は相対的に不利な差

別的扱いを受けさせる。憲法22条が保障している婚姻の自由は、人格の自由、

人間の尊厳と密接に関係しており、重要な基本的人権でもある。また性的指向

は、変え難い個人的特質であり、その成因には生理および心理的要素、生活経

験、社会環境などが含まれている。現在、世界保健機関、汎米保健機構と国内

外の重要な医学機構は、いずれも同性愛自体は疾病ではないと認めている。台

湾では、同性愛者は、長期にわたって社会に受け入れられず、暗いクローゼッ
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トに閉じ込められて、様々な事実上および法律上の排除または差別を受けてき

た。また、同性愛者は、人口構成から見れば社会に孤立された少数者であり、

ステレオタイプな観念を通じて影響によって、政治的にも弱者であるため、一

般の民主的手続きを通じて法的に不利な立場を逆転させるのはきわめて難し

い。それゆえ、性的指向を分類基準とする差別的扱いについては、比較的に厳

格な審査基準を用いてその合憲性を判断すべきである。その目的は重要な公共

の利益を求めるのは当然のこと、その手段と目的との間には必ず実質的関連性

を有しなければならない。それによって、はじめて憲法７条の平等権の保障と

いう趣旨に合致することができる。

　台湾司法裁判所の解釈は、台湾を、世界で22番目、アジアではじめて同性婚

を承認する国とさせた。問題は、将来に向けて如何にして立法を行うのかとい

うことである。すなわち、民法の親族編にある婚姻に関する規定を改正するの

か、あるいは特別の法律を制定するのか。このような社会と文化に深い意味を

もたらす課題は、民主的手続と議論を通して、異なる見解を有する者との対話

を強化し、お互いに理解を深めることによって、共通認識を獲得し、最終的に

台湾の民主法治を新たなステージへと邁進させると確信する。

五、台湾民法と中国大陸民法の交流

（一）台中の法学交流

　中華人民共和国は、1949年10月１日に成立し、同年において中華民国の六法

全書（うち、民法典はブルジョア思想を体現していると思われた）を廃止し、

社会主義法制を採った。その後、四回にわたって民法典の制定を試みたが、政

治運動などが原因で完成しなかった。1978年改革開放以降、社会主義の市場経

済を推し進めるために、大学入学試験と法律教育を全面的に回復した。歴史的

原因および言語の利便性の関係上、民法の教育研究は、刊行が禁じられかつ批

判の対象とされた台湾法学の著作を参照した。その後、台中の交流が開放され、

台湾の法学著作も、中国大陸で刊行され、広く参照・引用されるようになった。

このような法学交流は、台湾民法および著作を通じて日本法とドイツ法を理解

することができ、伝統民法を基礎とした上で中国大陸民法学を構築し、将来の

民事立法に積極的な影響を与えることに役に立った。

　注目に値するのは、近年、外国の法律書籍が翻訳され、海外から帰国した留
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学者が大学の教員になる者が増加していることである。そのため中国大陸民法

学の発展が加速され、重要な成果を収めている。目下の重要な課題は、案例の

研究を強化し、理論と実務を連携し、民法学に実践的意義をもたらすことであ

る。

（二）民事立法と民法典の制定

　中国大陸の民事立法において、最も重要なのは、1986年の民法通則である。

民法通則は、民事権利を宣言し、私法制度を確立し、中国の特色ある社会主義

経済を発展させるために、法規範のメカニズムを提供するものである。その後、

中国大陸は、契約法（1999年）、物権法（2007年）不法行為法（2009年）を続々

と制定した。契約法の特色は、CISG の規範モデルを採用していたことにある。

物権法（2007年）は、伝統的民法の物権の概念と体系を導入し公有制の体系の

改革に取り込んだ。不法行為法は、民事主体の合法的権利・利益を保護し、民

事責任を明確にし、不法行為を予防、制裁し、社会の調和と安定を促進するこ

とを目的としているが、人民の行為の自由を配慮することを強調していない。

また不法行為法は、普通の不法行為について包括条項を採りながら、医療損害、

環境汚染、製品の高度危険責任、物件責任などの新型の不法行為も新たに創設

した。これらの民事立法は、台湾民法の影響を一定程度受けている。

　2017年３月15日に民法総則が可決され、2020年に中華人民共和国の初めての

民法典が制定される予定である。民法総則は、伝統的民法の概念体系および法

律原則の上で若干の中国の特色ある制度を創設するものである。〔法律時報80

巻５号（通巻1115号）（2017年）、小特集：中国における「民法総則」の制定〕。

六、おわりに　東アジア私法の発展のために共に努力しよう

　東アジア私法は、日本が西洋法制を受けいれ、1898年に民法典を制定したこ

とをきっかけに発展し始めた。1929年の民国民法は、ドイツ民法を継受し、日

本民法の影響を受けていた。台湾は、1945年から民国民法を適用し、日本民法

とドイツ民法を基礎とする民法の理論体系を構築し、本土化を目指すプロセス

において民国民法を実践してきた。1980年代の民主憲政の改革は、さらに憲法

の基本的人権を核心とする私法秩序を強化した。1978年の中国大陸の改革開放

は、台湾民法と中国大陸民法の法学理論、立法および司法実務における連携と
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交流を深めた。日本、台湾と中国大陸の民法は、それぞれの特色と異なる制度

を有する。ここで強調すべきことは、日本、台湾と中国大陸の民法が共通の歴

史的背景と現実的ニーズを有するため、更なる交流と連携を強化し、民法が体

現する自由、平等、尊厳の価値理念を追求・実践することに力を注ぎ、東アジ

ア私法の形成と発展を促進すべきということである。
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第１章　はじめに

第１節　問題の所在

　国と地方自治体の関係（以下、中央－地方関係）は、地方自治を規定する重

要な枠組みの一つである。中央－地方関係が集権的に展開された場合、地方自

治体が自由に政策を決定する余地は小さいものとなる。一方で、中央－地方関

係が分権的に展開された場合には、地方自治体が自由に政策を決定する余地は

大きいものとなる。つまり、中央－地方関係は地方自治体の活動に少なからず

影響を及ぼし、地方自治の在り方を左右しうるものである。そのため、行政学

において、中央－地方関係は重要な主題の一つとして議論されてきた。

　戦後日本の中央－地方関係については、集権性を基調とした関係であること

が明らかにされている。たとえば、西尾勝は福祉国家化を経て地方自治体の行

政活動が増えてもなお、日本が依然として集権・融合型の国家であることを指

摘した（西尾1990：第12章）。また、市川喜崇は西尾らの先行研究を俯瞰した

上で、福祉国家化による行政活動の拡大に対応した機能的集権化が展開された

ことを指摘し、この観点から行政を捉える必要性を説いた（市川2012）。

　しかし、その一方で、地方自治体に自律的な決定の余地があったことを指摘

する先行研究も一定数存在する。たとえば、村松岐夫は既存の集権性を指摘す

る議論について垂直的行政統制モデルと名付け、それと対置する形で水平的政

治競争モデル・相互依存モデルを打ち出し、戦後日本の中央－地方関係が集権

的とは言いきれないことを論じた（村松1988；1994）。また、S. R. リードは日

　　第３項　富裕な愛知県
　第２節　関係形成・維持の分析
　　第１項　港湾政策の専門性・技術
　　第２項　五建の行動様式
第４章　出先機関による中央－地方関係の形成・維持
　第１節　出先機関の状況
　第２節　関係形成・維持の分析
第５章　おわりに
　第１節　本論文の成果
　第２節　本論文の課題
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本の地方制度が画一的であることを認めつつも、都道府県には一定程度自由に

政策を決定する余地があったことを明らかにした（リード1990）。近年では、

稲垣浩が地方自治体の組織編成をもとに、地方自治体が中央省庁に対して自己

制約を行っており、一見すると集権的な中央－地方関係が必ずしも集権的では

ないことを明らかにした（稲垣2015）。

　したがって、先行研究は戦後日本の中央－地方関係について、集権性を基調

としつつも分権的な政策決定の余地があったことを指摘している。すなわち、

先行研究の成果は、中央－地方関係において、集権的に機能した場面と分権的

に機能した場面の併存を見出した点にある。

　ところが、先行研究は上記の成果の一方で、理論面に課題を抱えている。北

村亘は中央－地方関係における理論的分析が低調なものにとどまり、政府一般

に関する規則性や因果関係の発見に至らなかったと指摘している（北村

2007）。また、従前の中央－地方関係をめぐる議論は、「集権的／分権的である

か」という問いを中心に進められており、集権性・分権性の併存を前提としつ

つ、いずれかが前面に表れる要因を問うような研究は、十分に為されなかった

（曽我2008：５章）。

　この点に関して、中央省庁の出先機関（地方支分部局）は有用な参照点とな

りうる。出先機関とは、主に地方部における政策実施のために設置される中央

省庁の行政組織である。日本の中央省庁の多くは、この組織を通じて全国へ政

策を展開する。

　地方部の行政を担う出先機関は、中央－地方関係にとって重要な行政組織で

ある。出先機関は、活動の性格上、中央省庁本省のみならず、自らと同様に地

方部での政策実施を展開する地方自治体も視野に入れて活動する。そのため、

出先機関は中央省庁・地方自治体との関わりを持つ中で、両者に対して影響を

及ぼす可能性がある。したがって、出先機関は、前述の観点から中央－地方関

係を分析する上で好適な存在と言える。

　また、出先機関は、地方制度改革やその研究に頻出するという点でも看過し

がたい。たとえば、道州制の議論において、出先機関の統廃合や権限委譲が検

討される文脈から論じられてきた（天川1986；市川2005）。あるいは、地方制

度改革・地方分権改革の包括的な分析の中でも、上手く行かなかった改革の一

つとして出先機関の見直しが説明されてきた（大杉1991；木寺2012）。

　加えて、出先機関とその活動は、学術研究のみならず行政実務においても、
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大きな意味を有している。出先機関の主な業務は、地方部での政策実施である。

たとえば、私たちが確定申告などで訪れる税務署は、国税庁・国税局の出先機

関として国税の徴収・賦課に関する政策を実施している。労働者の雇用環境を

保護する労働基準監督官は、厚生労働省の出先機関として企業に対する監督・

指導という政策を実施している。あるいは、国土交通省の出先機関である地方

整備局は、道路やダムなどの社会資本を管理・保全するという政策を実施して

いる。これらの活動は、一般市民と近い距離で行われている。すなわち、出先

機関の活動の質は、一般市民の生活の質に直結するものであり、その影響力は

無視しえない。

　しかし、出先機関とその活動を主眼に据えた分析は、ほとんど無いと言って

も過言ではない。地方制度改革の研究は、出先機関の統廃合をめぐる政治過程

に着目する一方で、地方部の政策過程における出先機関の活動を論じるには

至っていない。また、出先機関を主題とした研究も例外的に存在するが、その

分析は十分ではない。阿利莫二は出先機関研究の不在を問題視し、その分析に

向けて、研究動向を概観した上で、その要点をまとめたが、実態分析をするに

は至っていない（阿利1982）。森田朗は運輸省の出先機関である陸運局に焦点

を当て、事例研究によって彼らの政策実施の技法を明らかにしたが、中央－地

方関係における出先機関の活動を十分に論じるには至っていない（森田

1988）。秋月謙吾は、出先機関について貴重な実態分析を展開しているが、後

述するように分権性を強調した分析である点に課題を抱えている（秋月2000）。

　そこで、本論文では、地方部の政策過程における出先機関の活動および地方

自治体との関係性を分析する。

第２節　分析の視角

第１項　出先機関と地方自治体

　前節で確認した通り、出先機関は重要な行政組織でありながら、分析の主題

とされることはほとんどなかった。その背景には、裁量に乏しく能動的な主体

ではないという出先機関観がある。

　中央省庁の下部機関である出先機関は、一般的に中央省庁の意向を忠実に体

現する組織と捉えられる。この捉え方においては、出先機関が自律的に活動す

る可能性は、ほとんど想定されていない。たとえば、S. R. リードは、日本の

出先機関の官僚が地方の政策形成に積極的に参加せず、むしろ基準に従ってい
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るかどうかを確認する存在に近いと指摘している（リード1990：61）。また、

西尾勝は出先機関に一定範囲の裁量の余地を認めつつも、その裁量を小さいも

のと位置付け、出先機関の活動やその増加を集権的なものと捉えている（西尾

1990：第12章；2001：第６章）。あるいは、村松岐夫は中央当局へ従属する類

型に近い状態を出先機関型と表現している（村松1988：４-５）。この種の用語

法にも、上記のような出先機関観が読み取れる。

　この通説的な出先機関観に一石を投じたのが、秋月謙吾の研究である。秋月

は、出先機関が中央省庁から一定の裁量・自律性を獲得し、その裁量・自律性

をもとに活動すると指摘した。そして、出先機関が中央省庁の単なる下部機関

というよりも、むしろ地方自治体の良き連携相手として機能しうることを明ら

かにした（秋月2000）。この研究成果は、出先機関は必ずしも中央省庁の意向

通りに活動するとは限らず、むしろ地方自治体の意向に合わせて活動する組織

であると示したことに大きな価値がある。

　一方で、秋月もまた裁量に乏しく能動的な主体ではないという出先機関観を

共有している。秋月によれば、出先機関は所管する地域が一定でなく、制度的

な安定性を相対的に欠くため、府県との交渉で主導権を握るには至らないとい

う。

　中央－地方関係における集権性・分権性の併存をふまえれば、通説・秋月説

には疑問の余地がある。出先機関は中央省庁・地方自治体との接点を有する状

態で行政活動を展開する。その際、両者との交渉の中で自律性を獲得し、いず

れかの単なる下部機関にとどまらない可能性がある。しかし、先行研究はその

可能性を十分に検討しておらず、出先機関の行政活動、ひいては地方部での政

策決定から実施に至る過程における中央－地方関係を解明するには至っていな

い。本論文では、この観点から出先機関の活動および地方自治体との関係を分

析する。

　ところで、中央－地方関係を論じる際に多用される集権・分権という用語は、

非常に多義的な概念である。そのため、この概念を用いる際には用語法を確定

することが求められる。

　先行研究では、中央政府の統制によって規定される地方政府の自由度と、中

央政府・地方政府の所掌する事務事業の多寡という二つの観点から、集権・分

権が指摘されていた（北山2015）。上記の集権・分権概念のうち、出先機関を

考える上では前者が重要である。出先機関は本項で既述した通り、中央省庁の
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意向を体現する組織という見方と、地方自治体の方針に合わせて活動する組織

という見方が提示されてきた。すなわち、出先機関をめぐる議論は、中央省庁

の統制として出先機関が機能しているかを論点としていた。そのため、本論文

もまた、中央省庁の統制および地方政府の自由度という観点から分析する。

第２項　高度成長期の港湾政策

　高度成長期（1955年～ 1973年）は、行政官僚制が活発に作動した時期である。

中央省庁は、全国総合開発計画の枠組みのもと、新産業都市・工業整備特別地

域の指定や、当該指定に関連する行政資源の付与などを通じて、全国的に地域

開発政策を展開した。また、地方自治体もこの動向に応じて、中央省庁との交

渉や企業の誘致活動に注力し、積極的な地域開発を試みた。その結果として、

全国各地で工業化や観光開発などの地域開発政策が行われるに至った。

　中央省庁・地方自治体の双方が積極的に展開した地域開発政策は、中央－地

方関係を議論する上で、重要な参照点である。行政学では、当該政策に対して、

集権性を重視する捉え方およびその相対化を試みる捉え方が、それぞれ提示さ

れてきた。前者については、出先機関の増設や強化・機関委任事務の増加・通

達行政の深化・補助金行政の増大から、集権化が進展したとする捉え方である

（西尾2001：86）。この捉え方は、同時代的な研究を中心に、地域開発政策の集

権的な様相を活写する形で打ち出された（大原・横山1965；佐藤1965；河中

1967；西尾1977）。後者については、村松岐夫の水平的政治競争モデル・相互

依存モデルが挙げられる（村松1988；1994）。村松は地域開発政策について、

地方自治体が並立的な競争のもとで、地元選出議員などの政治ルートを用いつ

つ、自律性を活かして中央省庁に働きかけていると解釈した。村松によれば、

地方自治体が補助金などの行政資源を中央政府に依存する一方で、中央政府は

地方自治体に政策実施の面で依存する相互依存の構造があるため、地方自治体

にも一定の自律的な政策決定の余地があり、中央－地方関係は必ずしも集権的

ではないと理解することが可能になる。

　このような地域開発政策の中で、重要な政策となったのが港湾政策である（佐

藤1965；井出1972）。重化学工業化が進み、中央省庁・地方自治体がそれぞれ

に工業化に対応した政策を展開する中で、社会資本の整備が喫緊の課題となっ

た。具体的には、原材料の輸入や製品の輸出という点で、物流を整備すること

が必要となり、用水路や道路とともに港湾の整備が求められたため、中央省庁・

地方自治体はいずれも港湾政策に積極的に着手した。
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　しかし、その重要性にもかかわらず、港湾政策を掘り下げた研究の蓄積は、

豊富とは言いがたい。とりわけ、詳細な事例研究は、戦前の港湾をめぐる政策

過程から地方利益について検討した稲吉晃の研究（稲吉2014）や、戦後の港湾

整備から中央－地方関係や地方自治体の動態を論じた林昌宏の研究（林2010；

2015）など、少数にとどまっている。

　また、林の一連の研究は、本論文の分析視角にとって貴重な先行研究である

が、解決すべき課題点を有している。当該研究は、地方自治体の港湾管理権を

規定する港湾法を背景に、外貿埠頭公団をめぐる政治過程や広域港湾をめぐる

地方－地方関係に焦点を当て、港湾政策が分権的に展開されたことを論じてい

る。しかし、その一方で、地方部における港湾政策の決定から実施に至る過程

とその中央－地方関係を十分に明らかにするには至っていない。すなわち、微

視的な政策過程・政府間関係の分析に課題を残している。この課題点を解決す

るためには、地方部で地方自治体とともに港湾政策を決定・実施する出先機関

（運輸省港湾建設局）の動向を視野に入れ、その活動と地方自治体との関係性

を分析することが求められる。

　したがって、港湾政策は高度成長期の地域開発政策の中でも、特に論じるに

ふさわしい政策領域である。具体的には、港湾政策は地域開発の目玉であると

同時に、集権的な側面・分権的な側面の双方が指摘されている上、本論文が着

目する出先機関の活動について十分に論じられていない。そのため、港湾政策

の過程を事例として、出先機関を主眼に据えた分析を行うことは、非常に有用

である。

第３項　事例研究

　本論文では、その特性が論旨に適しているため、事例研究の手法を採用する。

事例研究は、既存理論の確認を得意とする量的分析とは対照的に、開拓的な新

しい理論の探求に強みを発揮する（内山2007）。先行研究の蓄積が豊富でない

出先機関の活動と中央－地方関係を解明する上で、上記のような事例研究の長

所は有用なものとなる。

　分析対象とする事例は、高度成長期の名古屋港整備である。この事例に着目

する理由は、第１項で既述した先行研究の想定とは異なった出先機関の活動を

見出せることにある。

　当時の名古屋港では、コンテナ埠頭をめぐって運輸省本省と地方自治体との

間に対立が顕在化していた。その背景には、自律的に名古屋港の埠頭整備を進
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めたい地方自治体と、港湾管理の集権化を試みる運輸省本省との相違があった。

このような状況で出先機関に求められる役割は、自治体への監督や監察であろ

う（金井1998：166）。言い換えれば、出先機関が展開する活動として、本省の

意向に沿って地方自治体の統制を企図することが想起される。

　しかし、この政策過程において、運輸省の出先機関である第五港湾建設局（以

下、五建1）には、中央省庁の下部機関として、その意向を積極的に顕示する様

子は確認しえない。むしろ、当時の五建はコンテナ埠頭問題に深入りせず、地

域的な課題であった金城埠頭における政策実施や伊勢湾港構想に注力してい

た。また、コンテナ埠頭問題終結後の五建も、地方自治体にとっての課題を解

決するような政策を展開し、地方自治体を後方支援した。

　その結果、名古屋港をめぐる中央－地方関係には、二つの関係性が生じるこ

ととなった。本省－地方自治体の関係では、本省の集権化の試みに対して地方

自治体が反発し、対立が顕在化した。一方で、五建－地方自治体の関係では、

両者は対立を顕在化させることなく、協調関係を形成・維持した。

　この関係性は、通説的な出先機関観の想定とは異なるものである。すなわち、

本事例は出先機関が本省の意向を体現するとは限らず、それゆえに中央－地方

関係が中央省庁と地方自治体の二者関係にとどまらず、出先機関を含めた三者

関係になっていたことを示している。

　また、本事例は秋月説の想定とも異なっている。秋月説では、出先機関が地

方自治体に対して劣位にあるために、地方自治体の方針に合った活動をするこ

とを指摘している。しかし、本事例における五建は、地方自治体との間に対等

な交渉を可能とする関係を構築し、その関係のもとで、地方自治体の方針に従

うことを常態とせず、時には地方自治体の意向にそぐわない活動を展開してい

た。

　では、なぜこのような関係が形成・維持されたのだろうか。とりわけ、なぜ

五建と愛知県は協調的な中央－地方関係を形成・維持するに至ったのだろうか。

本論文は、名古屋港をめぐる政策過程における両者の活動・関係性を分析し、

この問いを明らかにすることを通じて、出先機関の行動様式とその規定要因を

論じる。

1 本論文では、各港湾建設局について、この形式で略記する。
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第３節　本論文の構成

　本論文は、記述的推論と因果的推論の二つの推論から成り立っている。記述

的推論とは「一定の規則性あるいはパターンを発見する」ことであり、因果的

推論とは「そのような規則性を発見した後、なぜそのような規則性が生じるの

かを知ろうとする」ことである（真渕2009：16-17）。

　具体的な論旨に引きつければ、記述的推論として五建と地方自治体の関係性

を中心に中央－地方関係を記述し（第２章）、因果的推論として当該関係の形成・

維持に問いを見出し、その解明を試みる（第３－４章）。そして、両推論によっ

て、出先機関の活動および地方自治体との関係性を明らかにし、中央－地方関

係論に新たな知見を加えることを試みる。

第２章　高度成長期の名古屋港整備

第１節　前史　─1950年代の名古屋港─

　1950年５月31日、港湾政策を規定する法律として港湾法が公布・施行された。

同法によって、地方自治体に港湾管理権が与えられたため、各地方自治体は、

管理体制を整備するに至った。

　1951年３月、名古屋港の管理主体として、愛知県・名古屋市の一部事務組合

である名古屋港管理組合（以下、管理組合）が設置された。その制度枠組みは、

県・市の影響力が対等であるように設計された2。たとえば、名古屋港の管理者

は県知事・市長が２年の任期で交互に担い、管理者に就いていない首長は、港

湾計画を決定する名古屋港審議会の議長を務めることとされた。また、予算案

などを議決する管理組合議会が設置され、愛知県議会議員８名と名古屋市会議

員８名が同議会の議員も兼ねることとされた。さらには、管理組合にかかる経

費は県・市で折半することとされた。

　このように広域自治体と基礎自治体が共同で一部事務組合をつくり、なおか

つ安定的に運用する事例は貴重である。たとえば、港湾法成立後、東京港・横

浜港では京浜ポート・オーソリティが構想されたものの、横浜市の反発により

成立しなかった3。また、1964年に設立された北九州港管理組合は長続きせず、

2 『名古屋港管理組合三十年史』序章。
3 『第二港湾建設局のあゆみ』1451頁。
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約10年後の1974年に解散している。

　管理組合が安定的に設置・運用された背景には、愛知県知事・桑原幹根の意

向がある。1951年５月、愛知県知事に就任した桑原は、知事選の公約に名古屋

港整備を盛り込んでおり、就任後も名古屋港整備を重要な事業として位置付け

た（桑原1969：138；1979：123）。桑原が名古屋港の重要性を見出した理由は、

二点ある。一点は、名古屋港の整備不足が顕著だったことである。当時の名古

屋港は、戦前から中央政府の助力を得て整備されていた横浜港や神戸港とは異

なり、施設が整っていなかった。そのため、「港湾能力はすでに飽和状態」で、

整備をしなければ貿易量が頭打ちになると予想されていた（桑原1974：213）。

もう一点は、桑原が工業化の進展を志向していた点である。桑原は名古屋港整

備と並行して、農業・工業用水として愛知用水の整備に着手した上で、東海製

鉄などの企業を誘致することで、重化学工業化による愛知県の発展を試みた。

既述の通り、重化学工業にとって港湾は重要な施設であり、その誘致を試みる

地方自治体には港湾整備が求められた。桑原もまた、名古屋港整備を、愛知用

水整備や東海製鉄誘致と関連づけて理解し、重視したのである（桑原1979：

163）。

　ただし、名古屋港整備を担った主体は、自治体の首長や職員に限られない。

発足当初の管理組合は、「どういう仕事をやるのか、港湾管理者はどういうこ

とをやるのか、さっぱり見当がつかなかった」状況にあった4。また、管理者た

る首長も港湾の整備に関心はあったものの、名古屋港において彼らに対して細

かく指示を出す時間がなかった（桑原1979：166）5。そのため、管理組合では専

任の副管理者職を設置し、県庁・市役所の外部から人材を登用した。

　1952年１月、管理組合は副管理者として運輸省第四港湾建設部（後の四建）

部長の前田一三を招聘し、1968年１月に体調の不安を訴えて辞職するまでの16

年間、前田を副管理者として任用し続けた6。その背景には、桑原知事と前田副

管理者が港湾整備について類似した考えをもっていたことがある。桑原知事は、

前述の通り工業化による発展を志向し、産業界の基盤として社会資本を整備す

4 「座談会　名古屋港管理組合発足十五年の歩み」（『月刊名古屋港』15（２）、
1966年）、12頁。
5 「前田さんと名古屋港」（『月刊名古屋港』26（７）、1977年）、９頁。
6 『中日新聞』（1968年１月10日）。
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ることに注力した。この方針は、時に産業界の偏重として批判を浴びたが、桑

原はそれを意に介さず、むしろ工業開発が産業界のみならずより広い利益に結

びつくと訴えた7。桑原にとって社会資本の整備とは、最終的に県民の福祉に還

元されるものであった8。一方で、前田も類似した趣旨の発言をしている。前田

によれば、「商業港の整備が工業港建設のおかげ」であり、管理組合が造成し

た土地を企業に売却することで採算がとれる工業港整備をしているからこそ、

商業港整備が成り立っている（前田1968：131）。前田にとって工業港の整備と

は、産業界よりも広い利益を捉えたものであった。したがって、桑原・前田の

両者は、社会資本としての港湾整備（とりわけ工業港整備）の利益を、産業界

よりも広い文脈で捉えていた点で共通していたのである。

　こうした経緯によって、1950年代の名古屋港整備は、地方自治体が港湾政策

を決定・実施する形で展開された。具体的には、桑原知事によって重要課題と

位置付けられた名古屋港整備は、地方自治体から与えられた裁量の範囲内で、

前田副管理者が辣腕をふるう形で進められた。そして、その中心は、桑原・前

田がともに重要性を認識していた工業港整備であった。また、名古屋港では、

1959年の第二稲永埠頭整備に至るまで国の直轄事業が行われていなかった。加

えて、運輸省が港湾管理権の港湾建設局への移管を試みた際には、名古屋市は

大阪市などとともに反発の動きを見せた（林2010：144）。したがって、名古屋

港は名実ともに、地方自治体が主導する形で港湾が整備されたと言える。

　さて、地方自治体によって整備が進められた名古屋港の歴史は、愛知県・名

古屋市にとってどのような意味を持つのだろうか。戦前・戦後と地方自治体が

整備してきた史実は、地方自治体が主体的に管理をするための裏づけとなる。

そのため、愛知県・名古屋市にとって中央省庁の介入に依存する動機付けは小

さく、むしろ自律的な決定をする動機付けが大きくはたらくことになる。した

がって、1950年代の前史は、高度成長期の名古屋港整備において、地方自治体

7 愛知県議会では、大企業を優先しているとの批判に対し、桑原知事が社会資
本整備の恩恵は大企業に限られず県全体に行き渡ると答弁する場面が散見され
る。たとえば、「道路をりっぱにいたしましても、その道路は大企業だけの人
が通るのではなくして、やはり県民すべての人が通るのでございます」（『愛知
県議会会議録』1964年３月３日）。
8 『愛知県議会会議録』（1966年３月８日）。
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が主体的に活動する背景の一つをなしていたと考えられる。

第２節　出先機関の設置・拡充　─1960年代前半の名古屋港─

第１項　伊勢湾港湾建設部の設置

　1959年９月26日、伊勢湾台風が発生した。この台風では、愛知県を中心に多

くの死傷者が出たほか、各地で大規模な浸水などの被害が生じた。名古屋港で

も5.31m という史上最大の異常潮位を観測し、港湾施設に大きな被害を受け、

港湾機能が麻痺するに至った9。

　復旧工事の後、必要となったのは今後の災害に対応するための防災事業であ

る。名古屋港では高潮への対応が課題となり、高潮を抑える目的で、沖合に大

規模な防波堤である高潮防波堤を築くこととなった10。また、この事業を実施

するための組織として、1960年４月に二建名古屋港工事事務所（以下、名港事

務所）が発足した。

　この事業の策定では、高潮の抑制が強調された。当時の名港事務所所長であ

る栗栖義明は、高潮防波堤を建造する上で問題となる漁業補償や利便性との兼

ね合いについて言及せず、あくまでも技術的な観点から防波堤による高潮の抑

制を説明している11。すなわち、港湾を取り巻く他の主体やその利益について

は、この時点では埒外にあったと言える。

　1961年、運輸省の独立した地方部局として、五建の前身である伊勢湾港湾建

設部（以下、伊勢建）が設置された。伊勢建は、名港事務所では高潮防波堤を

短期間に完成させられないとして、その遂行を担うために設置された組織であ

る12。この組織は、新たに設置されているものの、職員は二建出身者が70% を

占めていた13。また、伊勢建の工事計画は、名港事務所時代の考え方を踏襲し

ていた14。よって、伊勢建の設置は、高潮対策を目的にした工事事務所の再編

9 『名古屋港開港100年史』170-173頁。
10 『名古屋港開港100年史』174-175頁。
11 栗栖義明「第二港湾建設局名古屋港工事事務所の発足に当って」（『月刊名古
屋港』９（６）、1960年、４-７頁）。
12 『二十年史』７頁、『名古屋港及び四日市港の高潮防波堤の施工計画について』
１-３頁。
13 『二十年史』９頁。
14 『名古屋港及び四日市港の高潮防波堤の施工計画について』１-３頁。
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成と考えられる。それゆえ、伊勢建の主任務は、名港事務所が担っていた高潮

対策であり、その具体策としての高潮防波堤の建設であった15。

　しかし、高潮防波堤の建設は伊勢建にとって容易な事業ではなかった。ここ

で大きな懸案事項となったのは、開口部という船舶が航行するために開かれた

空間である。開口部は、防災の観点では、高潮をより上手く制御するために狭

い方が望ましい16。一方で、開口部を狭くすればするほど、船舶の航行には制

約が生じる。そのため、開口部の計画は、防災面と機能面の矛盾を抱える難問

であった。

　伊勢建は当初、主開口部を350m・副開口部を50m と設定していたが、これ

に対し日本船主協会や名古屋港運業会などの業界団体から「せますぎる」との

批判が寄せられた17。また、業界団体に加えて、名古屋商工会議所を中心とす

る大名古屋港振興会も、開口部を広げるように要望していた。

　伊勢建が管理組合とともに選択した方針は、当初案よりも開口部を広げるこ

とであった。高潮対策のために設置された伊勢建にとって、防災は最も優先す

べきものであると言える。そのため、伊勢建は本来であれば狭い開口部を志向

するはずで、名港事務所時代と同様に高潮の抑制を強調することが自然である。

ところが、伊勢建は設置当初の方針を弛緩する形で、業界の意向を受けて開口

部を広げることに舵を切った。この方針は、防災の観点を重視する建設省によっ

て批判された18。その批判には、「運輸省と管理組合も“不本意ながら”同調せ

ざるをえなかった」が、最終的な決定は、埋立事業の進展後に開口部を広げる

という、伊勢建と管理組合の意向が通るものとなった19。すなわち、伊勢建は

設立当初に重視していた防災に固執せず、管理組合とともに機能面を重視し、

その実現に助力した。

　当時の名古屋港の状況は、伊勢建の判断に親和的である。具体的には、背後

地の重化学工業の成長によって輸出高の好調が見込まれていたほか20、入港・

15 幸野弘道「高潮防波堤に全力」（『月刊名古屋港』11（１）、1962年、16頁）。
16 『名古屋港高潮防波堤建設資料　第２編』326頁。
17 『日刊工業新聞』（1963年８月23日）。
18 『中日新聞』（1964年１月14日）。
19 『中日新聞』（1964年２月13日）。
20 『日本海事新聞』（1963年１月８日）。
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寄港する船舶も増加しており21、飛躍を期待されていた。また、大名古屋港振

興会が港勢の予想以上の進展を理由に、現行の港湾計画に代わる整備案を提示

する動きもあった22。そのため、当時の名古屋港関係者にとっては、港内の円

滑な船舶の航行は重要な論点であり、伊勢建が防災に固執せず、機能面への配

慮を見せたことは、時宜に適った対応と捉えられる。

　なお、伊勢建が担った事業は、高潮防波堤の建築工事に限られない。伊勢建

は管理組合とともに、高潮防波堤の建設に関する漁業補償の交渉にもあたって

いた。その背景には、管理組合の協力要請があった23。伊勢建の職掌は、法的

には工事の実施・設計に関することとされており（運輸省設置法43条の２）、

漁業補償の交渉は伊勢建にとって本分ではない。それでも伊勢建はこの業務を

引き受け、なおかつ緩慢な姿勢を見せることなく担当していたようで、管理組

合職員の筆致は伊勢建に好意的である24。

　こうした伊勢建の一連の活動は、高潮対策のために設置された伊勢建が、名

古屋港における自らの位置付けを柔軟に設定した過程と捉えることが可能であ

る。すなわち、伊勢建は管理組合や業界団体との関係の中で、防災という価値

に固執することなく、機能面に配慮し、本分を越えて補償交渉にもあたった。

言い換えれば、伊勢建は中央省庁の意向を体現する組織として活動したという

よりも、むしろ管理組合や業界団体に歩調を合わせる姿勢を示したのである。

第２項　第五港湾建設局への昇格

　1964年６月１日、伊勢建の局への昇格が決定し、愛知・三重・静岡の三県の

港湾政策を所管する出先機関として五建が誕生した。この組織再編成は、中部

経済圏の発展に伴う事業量増大に対応するため、臨時に設置された伊勢建に代

えて、恒久的な組織を設置する動きとして説明される25。すなわち、五建の成

立は、名古屋港にとって同港を所管する出先機関の拡充である。

　この動きは、本来であれば愛知県・名古屋市にとっては望ましいものではな

21 『日本海事新聞』（1963年12月７日）。
22 『中日新聞』（1963年１月９日）。
23 長谷川一一「名古屋港臨海工業地帯の造成にともなう漁業補償　－高潮防波
堤の建設とその関連－」（『月刊名古屋港』14（１）、1965年）、29頁。
24 長谷川・前掲注（23）、22頁。
25 『日本海事新聞』（1964年１月27日）、および「運輸省設置法の一部を改正す
る法律」（『官報』1964年６月17日、資料版第11251号）。
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い。前述の通り、名古屋港は管理組合を中心に県・市が主体となって管理して

きた港である。この点をふまえれば、防災対策に目処が立とうとしている台風

一過の名古屋港において、伊勢建のような臨時の組織はともかく、五建のよう

な恒常的な出先機関は、管理組合の主体的な管理を脅かす存在と捉えられたと

しても不自然ではない。実際に、伊勢建晩年には、管理組合関係者が、国の直

轄事業の増加によって管理組合の自主性が損なわれることを懸念している26。

　しかし、愛知県・名古屋市において、五建設立に反対する動きは顕在化して

いない27。伊勢建から五建への再編成は、穏やかに実現したと見られる。実際に、

高潮防波堤をめぐって、五建は伊勢建と同様に、反発する艀団体への対応など

にあたったほか28、開口部建設について伊勢建時代の方針を具体化する形で計

画した29。

　ただし、五建の行動および地方自治体との関係には、変容を見出しうる。

1964年９月７日に完成した高潮防波堤は、所定の通りに開口部を広げることと

なった。本来であれば、高潮防波堤は五建の所管であるため、五建が工事を行

い、その費用も支弁することが想定される。ところが、五建は管理組合の出費

を条件に、開口部の拡幅工事を行うこととした。管理組合は、議会の批判を受

けつつも、拡幅工事の必要性・将来的な移管予定から、五建の条件に応じるに

至った30。この動きは、伊勢建時代とは対照的に、五建が管理組合に対して自

らの意向を突きつけ、それを管理組合が受け止めたものと捉えられる。

　したがって、五建設立後の五建と県・市は、高潮防波堤をめぐって相互の意

向に沿った活動を展開していた。具体的には、五建は県・市の歩調に合わせて

艀団体の対応を引き受けつつも、県・市に対して開口部拡幅工事の負担を求め

ている。対して、県・市は伊勢建時代と同様に、五建に難しい舵取りを任せつ

つも、五建の意向に沿って開口部拡幅工事の負担の肩代わりを決定した。

26 長谷川政雄「名古屋港整備の問題点について」（『月刊名古屋港』13（１）、
1964年）、24-25頁。
27 これに対して、静岡県は反対の姿勢を示していた（『第二港湾建設局のあゆみ』
1488頁、『二十年史』206頁）。
28 『中日新聞』（1964年６月16日）、『中日新聞』（1964年８月２日）。
29 『名古屋港高潮防波堤建設資料』第１編、68頁。
30 『名古屋港管理組合議会会議録』（1965年１月19日）、『愛知県議会会議録』（1965
年３月５日）、『日刊工業新聞』（1965年１月21日）。
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　すなわち、1960年代前半の名古屋港では、高潮防波堤の建設を通して、運輸

省の出先機関である五建と地方自治体との間に、対等な交渉を可能とする協調

関係が成立した。とりわけ、五建はこの関係において、地方自治体に親和的な

側面を残しつつ、時に自らの意向を強調した活動を行うことが可能となった。

第３節　コンテナと広域行政の時代　─1960年代後半の名古屋港─

第１項　金城埠頭の整備

　1960年代の名古屋港では、1950年代に注力された工業港整備に代わり、商港

整備の必要性が認識され、議論が進められていた。その中心にあったのが、13

号地埠頭である。管理組合は、1961年に港湾計画の一部変更で商港の整備・拡

充を盛り込み、1963年の改訂港湾計画で13号地埠頭の整備案を具体化させた上

で31、翌1964年12月には13号地埠頭利用構想試案と題した利用計画をまとめ上

げた32。そして、1960年代後半には、商港整備の機運の高まりを受けて、13号

地埠頭は金城埠頭へと改名され、その整備が本格的に進められた。

　しかし、商港埠頭の必要性を認識した組織は、管理組合に限られない。港湾

政策を所管する運輸省本省もまた、中央省庁としての主導権を発揮し、埠頭整

備にあたることを模索していた（林2010：第３－４章）。その手段は、事業団

ないし公団形式の組織を設置し、当該組織によって埠頭を整備することであっ

た。運輸省港湾局は、1963年８月、横浜・川崎・名古屋・神戸の四港を対象と

して、港湾公団によって船が停泊するライナーバースを効率的に整備するとい

う構想を示した33。また、翌９月には、横浜・川崎・名古屋・神戸・門司の五

港を対象として、その具体案であるライナーポート整備計画を発表した34。そ

の後、同局はこの計画を発展させ、埠頭整備だけでなく管理・運営をも担う外

貿定期船埠頭事業団の設置を模索するものの、横浜市が同事業団の港湾管理へ

の介入を嫌って反対したため、公団方式へ方針転換した35。これらの動きは、

31 名古屋港管理組合「名古屋港改訂港湾計画（案）」（『月刊名古屋港』12（８）、
1963年）、２-５頁。
32 「十三号地埠頭利用構想試案」（『月刊名古屋港』14（１）、1965年）、15頁。
33 『日本海事新聞』（1963年８月26日）。
34 『日本海事新聞』（1963年９月23日）。
35 『日本海事新聞』（1965年８月31日、９月22日）。
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1967年の外貿埠頭公団設立として結実する。

　管理組合は、運輸省本省の一連の動きに対し、警戒・反発した。1963年に示

された港湾公団構想は、名古屋港審議会の議論の俎上にあげられ、前田副管理

者によって「受け入れていくかということについては、多分に問題がある」と

否定されている36。また、1965年に示された外貿定期船埠頭事業団構想は、管

理組合議会の緊急議員総会で、地方自治の侵害と港湾行政の二元化への懸念な

どを理由に、全会一致での反対決議が為された37。そして、「とくに名古屋港の

場合、金城ふ頭は将来名古屋港の中心となるもので港湾管理者の権限が薄くな

る」ことを理由に、横浜・神戸港と連絡をとりつつ慎重に検討することも併せ

て決められた38。

　管理組合の警戒・反発を受け、運輸省は名古屋港への公団設置の保留を決定

した。具体的には、対象としていた港の中でも特に横浜港と神戸港を重視し39、

両港との交渉に全力を傾注し、名古屋港と門司港を放置することにした40。反

発を示していた二港（横浜・名古屋）で対応が分かれた理由は、名古屋港が「中

間港であり、貨物の積み降ろしが少ない」ためと報じられている41。

　この動きに対し、管理組合は、一方では公団案の拒否によって横浜・神戸港

と比べて整備が遅れることを懸念しつつ、もう一方では公団案の受諾によって

名古屋港整備が集権化されることを懸念していた。当時の桑原知事の議会答弁

は、端的にこの点を表わしている。桑原知事は、1965年９月に県議会で「横浜

港あるいは神戸港に立ち後れしないという考え方」で「無理に名古屋港として

は反対すべきではない」と答弁した一方42、半年後の1966年３月には管理組合議

会において、公団が自治権侵害にあたるとする質問に対し「全く同感」と答え、

「まことに遺憾千万」と公団構想を批判している43。

36 『名古屋港審議会会議録』（1963年８月29日）。
37 『中日新聞』（1965年８月３日）、『中部経済新聞』（1965年８月３日）。
38 『日刊工業新聞』（1965年８月７日）。
39 ただし、運輸省港湾局は神戸港のみに公団を設置することも視野に入れてい
た（『日本海事新聞』1965年10月19日）。
40 『日本海事新聞』（1965年８月31日）。
41 『中日新聞』（1965年９月１日）。
42 『愛知県議会会議録』（1965年９月25日）。
43 『名古屋港管理組合議会会議録』（1966年３月26日）。
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　したがって、金城埠頭の整備をめぐる運輸省本省と地方自治体の中央－地方

関係は、決して良好と言えるものではなかった。運輸省本省が事業団・公団構

想を明らかにして自らの存在感の顕示を試みたことに対して、管理組合はその

動きを集権的なものと捉えて反発した。こうして、運輸省本省と地方自治体の

間には、対立点をはらむ中央－地方関係が形成されたのである。

　一方で、五建と地方自治体の中央－地方関係は、運輸省本省と地方自治体の

関係とは異なった様相を呈していた。その一例が、金城埠頭利用計画の策定過

程である。金城埠頭利用計画は、五建と管理組合とが協働する形で策定された。

具体的には、1964年12月に管理組合が試案を作成し、それをもとに1966年３月

に五建を中心とする金城埠頭利用計画委員会が金城埠頭利用計画をまとめ上げ

た。そして、管理組合が同計画の最終確認を行い、1968年10月５日に名古屋港

審議会にて承認された。

　金城埠頭利用計画の策定過程において、五建と愛知県・名古屋市が対立して

いる様子は見出しえない。前述の通り、運輸省本省と県・市との間では、運輸

省本省の集権化の試みとそれに起因する対立点が顕在化していた。その点を考

えれば、五建も運輸省本省と同様の選好を表出させたとしても不自然ではない。

一方で、管理組合が五建の行動に不満を持ったとすれば、事業団・公団案に反

発したように、明確に反発を表明したとしても不自然ではないはずである。と

ころが、当時の資料から、そのような場面は読み取れない。

　1965年７月、五建を中心に金城埠頭利用計画委員会が組織された。委員会の

本部は五建に置かれ、五建局長の寺西弘治が会長を務めた。寺西は、1965年８

月から翌1966年２月に至るまでの約半年間に５度の会議を招集した。

　ただし、この委員会は五建を中心に設置されたものの、五建が強大な権限を

握る構造ではなかった。全14名の構成員は、４名の五建職員・４名の地方自治

体職員・６名の有識者から成っている44。同委員会において地方自治体職員は

排除されておらず、地方自治体の意向とは異なる議論が為された場合には、委

員会の内外で異議を唱えられる環境にあった。

　また、計画を策定する方法についても、いずれかの主体を排除する意図は見

られない。具体的には、計画策定は市計画局・管理組合技術部職員による都市

計画・港湾計画の説明に始まり、これをもとに議論した上で、五建職員１名と

44 『金城埠頭利用計画書』、９頁。
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有識者５名が利用計画案を作成し、最終的には各案の「最大公約数的な構想を

定めよう」という方針で進められた45。

　最も重要な計画の内容面でも、委員会は管理組合の方針をほとんど変更して

いない。まず、上屋・倉庫・野積場といった港湾機能施設については、1963年

に策定された名古屋港港湾計画に準拠している。管理組合の試案で指摘されて

いた諸施設（各種厚生施設・車両ターミナル・高架道路など）も、それぞれ計

画に盛り込まれた。また、同試案の目玉である国際展示場も誘致につとめる方

針が示され、公園緑地についても公園緑地に限らず緑を多く取り入れる方針と

して反映された。ほぼ唯一、変更がなされたのは、金城埠頭への鉄道敷設であ

る。具体的には、試案では金城埠頭内に引き込むこととされた鉄道は、委員会

の計画には反映されなかった。したがって、委員会は管理組合の要請を受けて、

各施設に充てる面積などを検討・具体化する過程において、鉄道敷設の一点を

除き、方針転換には踏み切っていないのである。

　こうした過程を経て、1966年３月に金城埠頭利用計画書が完成し、同年５月

に公表された。そして、この計画書は管理組合へと引き渡され、彼らの裁断を

経て正式に予算化されることになった。

　管理組合は、この計画書を好意的に受け止めた。当時の報道では、前田副管

理者は「五港建からの計画案を尊重し、ベストプランをにつめてから議会には

かる」と述べている46。

　1968年の名古屋港審議会にかけられた管理組合による最終案は、五建を中心

に策定された計画書の方針を継承している。具体的には、同案では①道路を中

心とする輸送体系の確立、②国際見本市会場などの秩序だった配置、③緑化な

どによる美観の三点を柱としているが47、この三点の柱はいずれも当該計画書

において重視された点であった。

　名古屋港審議会では、五建局長と管理組合幹部のほか、関係する出先機関局

長と市町村長が参加していたが、同案は無事に承認された。審議の過程では、

副管理者を引退した前田一三が道路拡幅の必要性を述べ、桑原県知事が見本市

45 『金城埠頭利用計画書』、15頁。
46 『中日新聞』（1966年５月15日）。
47 『名古屋港審議会会議録』（1968年10月５日）、『中部経済新聞』（1968年10月
６日）。
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会場への交通の便を不安視して将来的な鉄道延伸を希望したが、同案の趣旨に

対する本質的な疑問・批判は無かった48。

　とりわけ、この審議会において、五建局長の伊藤甫が発言をしていない点は

重要である。五建局長が同案のもととなった計画書の責任を負っている以上、

その継承に不満な点があれば、彼には発言する動機付けがはたらくと考えられ

る。しかし、彼が管理組合の説明やその後の議論について言及することはなかっ

た。もちろん、彼が発言しなかったからといって、ただちに五建が当該決定に

不満を持っていなかったと結論付けることは早計であろう。たとえば、管理組

合が事前に彼に接触し、合意を取り付けていた可能性は十分に想起される。た

だし、仮に事前接触の時点で五建の意向によって管理組合案が修正を迫られた

とすれば、運輸省本省と管理組合の関係において、新たな対立点として顕在化

したとしても不自然ではない。すなわち、関係者の記録や報道などにおいて、

五建および管理組合の関係者が、それぞれ相手方に対して何らかの不満を吐露

しているであろう。ところが、筆者が確認しえた資料において、そうした痕跡

は見当たらなかった。よって、五建は管理組合の裁断について、否定的に捉え

ていなかった蓋然性が高い。

　一連の過程において、五建と管理組合は、相互に相手方がまとめた案の趣旨

を尊重し、その路線を外れることなく金城埠頭利用計画を具体化してきた。す

なわち、金城埠頭利用計画の策定過程とは、五建と管理組合が協働する政策過

程であった。この過程において、五建は本省の方針を体現する姿勢をとってお

らず、管理組合もまた五建に対して反発的な姿勢をとっていない。したがって、

五建と地方自治体の中央－地方関係は、運輸省本省と地方自治体の関係とは対

照的に、対立点が顕在化しない比較的良好な関係にあったと言える。

第２項　コンテナ埠頭の整備

　1960年代後半、西洋世界で流行していた海上コンテナ輸送が日本へもたらさ

れた。具体的には、アメリカのマトソン社が、太平洋岸－ハワイ航路での成功

を背景に、日本でもコンテナ船の運行を試み、それを端緒に主要航路の本格的

なコンテナ化が進んだ（日本港湾協会2007：第１編第４章）。コンテナ輸送とは、

一定の規格に設定されたコンテナを用いることで、荷物の運搬を迅速かつ効率

的に行う方法である。港湾において、船に積載されたコンテナをガントリーク

48 『名古屋港審議会会議録』（1968年10月５日）。
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レーンによって積み下ろす光景は今や当たり前となったが、当時の人々にとっ

ては革新的なものであった。

　運輸省は、この変化に対応して、公団の設置目的を商港埠頭の効率的な整備

からコンテナ埠頭の整備へと改めた49。1966年８月31日、運輸省港湾局は緊急

にコンテナ専用船用の埠頭を整備する必要性があり、その要請を充足するため

に外貿埠頭公団を設立するとして、財政を所管する大蔵省に対して予算を要求

した50。そして、同局は中央政府内での交渉に難航しつつも、自民党三役の助

力を得る形で、1967年10月に横浜港を中心に所管する京浜外貿埠頭公団と、神

戸港を中心に所管する阪神外貿埠頭公団を設立した（林2010：第４章）。

　本論文の舞台である名古屋港においても、コンテナ化への対応が模索された。

1966年８月６日、管理組合は1968年までにコンテナ基地を建設する計画案をま

とめた。当時の業界紙では、管理組合が同案を運輸省にはかった上で、名古屋

財界と協力して基地誘致に力を入れる方針であると報じられている51。また、

同９月７日には、名古屋港でのコンテナ輸送基地建設のための組織として、名

古屋財界を中心に、名古屋港コンテナヤード建設推進委員会が発足した52。さ

らに、翌1967年２月には、管理組合が「コンテナ時代迎えた名古屋港」と題して、

コンテナ基地の構想を広報している53。

　しかし、運輸省港湾局にとって、中京地区はあくまでも京浜・阪神の次点と

いう位置付けであった。同局は、公団を「京浜・阪神の二本立て」で打ち出す

方針を固めており54、佐藤港湾局長は阪神外貿埠頭公団の出先機関によって名

古屋港を所管する可能性を示唆した55。

　その背景には、コンテナ化以前の公団をめぐる構図がある。既述の通り、名

古屋港における公団設置の保留は、①貨物の積み卸しという点で神戸・横浜に

分があったこと、②管理組合議会を中心に反発があったことの二点に拠る。こ

49 『日本海事新聞』（1966年７月16日）、「座談会《外貿埠頭公団発足の意義》」（『港
湾』44（11）、1967年、24頁）。
50 『日本海事新聞』（1966年９月１日）。
51 『日刊工業新聞』（1966年８月７日）。
52 「名港時事」（『月刊名古屋港』15（８）、1966年）、46頁。
53 「広報なごや港（14）」（『中日新聞』1967年２月19日）。
54 『日刊工業新聞』（1967年２月８日）。
55 『日本海事新聞』（1967年２月８日）。
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の二点は、コンテナ化以後の公団をめぐる政治過程にも残存していた（紅村

1975：13）56。

　それでも、名古屋港ではコンテナ化に向けた対応が進められた。桑原県知事

は、ただちにコンテナ埠頭を整備できない遅れを取り戻すため、コンテナ埠頭

に準じた施設として、金城埠頭へのセミコンテナヤード建設を計画するととも

に、公団の誘致を模索する動きを見せた57。また、名古屋財界は、1968年度の

中京外貿埠頭公団の予算化を目指し58、東海地方を訪れた通産大臣の菅野和太

郎らにコンテナ基地建設などを要望した59。

　しかし、こうした動きに対する運輸省の反応は冷淡であった。1968年５月14

日、運輸省港湾局長の宮崎茂一は、記者会見にて「名古屋港の外貿埠頭公団構

想は現地から設立の要望が強いので、運輸省としても考えている」ことを述べ

た60。これに対し、名古屋港関係者は歓迎の意を示して早期実現を期待した

が61、宮崎港湾局長が翌月の記者会見にて「時期尚早」という見解を明らかにし

たため62、その期待は見事に打ち砕かれた。

　加えて、成立した外貿埠頭公団の活動も、順調ではなかった。たとえば、京

浜外貿埠頭公団は、大井コンテナ埠頭の用地買収をめぐって東京都との交渉が

難航し63、用地買収交渉の合意後も建設費をめぐって東京都と対立した64。しか

も、公団の具体的な貸し付け基準を定める政令は、公団成立から１年が経過し

た1968年10月の時点で、公布される見通しが立っておらず65、公団の活動基盤

は脆弱なものにとどまっていた。

　こうした状況の中で、名古屋港では、次第に外貿埠頭公団の誘致を躊躇する

56 「座談会　名古屋港とコンテナ　─名古屋コンテナ埠頭（株）設立に至る経
過と基地建設の意義─」（『月刊名古屋港』20（３）、1971年）。
57 『名古屋港管理組合議会会議録』（1967年11月24日）。
58 『日刊工業新聞』（1967年６月16日）。
59 『中日新聞』（1967年７月８日）。
60 『日本海事新聞』（1968年５月15日）。
61 『日本海事新聞』（1968年５月21日）。
62 『日本海事新聞』（1968年６月12日）。
63 『日本海事新聞』（1968年３月12日）。
64 『日本海事新聞』（1968年８月１日）。
65 『日本海事新聞』（1968年10月19日）。
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空気が醸成されていった。すなわち、表面上は公団設置を要望しながらも、水

面下では運輸省本省や公団に拠らない形での整備が模索され始めたのである。

桑原県知事の管理組合議会での答弁は、この点を端的に表わしている66。

「せっかくできました外貿ふ頭公団の事業の進捗状況は必ずしも順調でな

く、遅々として進んでいないというふうなことでございますので、そうい

たしますと外貿ふ頭公団そのもののあり方にも検討を加えなければならぬ

…一体、名古屋港がこういう問題に膠着していいかどうか。むしろ独自の

計画をもっていかなければならぬのじゃないか」

　公団の積極的支持を躊躇する名古屋港にとって、新たな整備案を本格的に検

討する契機となったのは、海運業界の動向である。海運業界は、公団設立に関

して不満を抱えていた。具体的には、彼らは運輸省による事前の説明では、海

運業界の負担は不要とされていたにもかかわらず、最終的には必要資金の４割

を負担させられることになり、運輸省に騙されたと感じていた67。また、海運

業界は名古屋港にも関心を抱いており、名古屋港への拠点設置を試みていた68。

そのため、海運業界は、管理組合が公団に拠らないコンテナ埠頭整備方法を相

談した場合、交渉に応じる可能性を十分に見込める存在であった。

　そこで、管理組合副管理者の紅村文雄は、海運業界との交渉にあたり、連携

を約することに成功した（紅村1975：26-45）。具体的には、紅村副管理者は、

海運業界に対して、港湾管理者・船社の協働による埠頭会社設立を打診し、了

承された。その結果、1969年４月には、管理組合と海運業界の共同出資で名古

屋コンテナ埠頭会社（Nagoya Container Berth Co.；以下、NCB）の設立につ

いて合意が成立した。

　管理組合と海運業界の連携によって、NCB の設立が合意されたことは、運

輸省に対して大きな衝撃を与えた。当時、運輸省港湾局管理課に在籍していた

松村義弘によれば、運輸省にとって、海運業界における公団の低評価と、海運

66 『名古屋港管理組合議会会議録』（1968年11月20日）。
67 『日本船主協会20年史』、815-816頁。
68 この意向は、後に名古屋コンテナターミナル会社設立の動きとして顕在化し
ている（『日刊工業新聞』1968年９月８日）。
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業界の名古屋港でのコンテナ埠頭整備の要望が「非常なショック」であり、こ

れを受けてワーキンググループを作るに至ったという69。この期に及んで、運

輸省本省は、これまで等閑視していた名古屋港の問題に対し、はじめて真摯に

向き合うことを迫られたのである。

　1969年５月13日、宮崎港湾局長は NCB 案について「このような方式は成り立

たない」と実現可能性を否定しつつ、省内で調査・検討を始めたことを語っ

た70。その背景には、各港が埠頭会社による整備を志向し、公団不要論が台頭す

ることへの懸念があった71。折しも、京浜外貿埠頭公団が抱えていた大井コンテ

ナ埠頭問題は未だに解決しておらず72、この懸念は現実味を帯びつつあった73。

　その後、運輸省港湾局は、中京外貿埠頭公団の設置を打ち出し、NCB 案へ

の反対を顕在化させた。同局は５月下旬の時点で、国の統制を条件に NCB を

認める方針であったが74、６月以降は公団ありきの姿勢を表面化させていった。

具体的には、６月下旬に NCB を「その他の方法の一つ」と位置付けたことを

皮切りに75、７月上旬に局長自ら NCB を港頭地区の私有化として否定し、公団

方式が最も望ましいことを明言した76。また、８月中旬には運輸大臣の原田憲

が名古屋を訪れ、「国益上、公団方式が望ましい」と語り、NCB 案について「そ

んなことは考えられない」と一蹴した77。そして、その後の運輸省は、予算を所

管する大蔵省の反対を受けながらも「代案用意は考えていない」として、公団

案に固執する姿勢を見せ続けたのである78。

　ここで重要なのは、運輸省が NCB に対する姿勢を硬化させている点である。

69 『名古屋コンテナ埠頭十年史』44-45頁。
70 『日本海事新聞』（1969年５月14日）。
71 『日本海事新聞』（1969年５月21日、５月26日、５月27日）。
72 『日本海事新聞』（1969年５月26日）。
73 実際に、翌６月には、アメリカの海運業者が京浜外貿埠頭公団に対し、本牧
埠頭の私設埠頭としての整備・延長を打診する動きがあった（『日本海事新聞』
1969年６月３日、６月11日）。
74 『日本海事新聞』（1969年５月30日、５月31日）。
75 『日本海事新聞』（1969年６月21日）。
76 『日本海事新聞』（1969年７月２日）。
77 『中部経済新聞』（1969年８月19日）。
78 『日本海事新聞』（1969年11月12日）。
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運輸省が当初 NCB 案を認める可能性を示した背景には、国の統制を可能にす

るという前提条件がある。すなわち、NCB 案が国による統制を拒むものであ

るとすれば、運輸省にとっては認めがたいということになるであろう。言い換

えれば、管理組合や海運業界が、運輸省の統制に対して難色を示し、それゆえ

に運輸省は公団案に固執した可能性がある。

　では、管理組合は運輸省の動きを、どのように捉えていたのだろうか。管理

組合幹部の議会答弁には、公団案を肯定的に捉えたものが散見される79。この

種の議会答弁のみを素直に読めば、管理組合が運輸省に反発することなく公団

案の実現を求めていたという解釈も可能であろう。しかし、管理組合幹部は、

こうした議会答弁の裏で公団案への不安を吐露し、NCB 案を正当化していた。

たとえば、桑原県知事は、県議会において、中部財界の会合である東海経済懇

話会にて「外貿埠頭公団方式にはいろいろ問題がある」一方で「それに代わっ

て出てきた会社方式は良い案」と発言したことを問われ、その点を否定せずに

以下のような答弁を行っている80。

「…両埠頭公団におきましてもその実績必ずしも芳しくないのでございま

して、いろいろと批判も起こっておるような次第でございます。そういう

際におきまして、同様なものをここにつくるということもどうか。」

　また、紅村副管理者も、運輸省の NCB に対する反対姿勢が既に顕在化して

いた時期に、地域紙の取材に対して NCB について「船社が自分たちでつくる

－まことに当然」であり「本来の姿」と形容した81。この表現は、埠頭会社に海

運業界が入ることについて、港が私有地になるとして批判した宮崎港湾局長の

発言に対応したものと解釈することが可能である。

　なお、紅村副管理者は後日談として、NCB の正当性が「外貿埠頭公団の場

合よりも国の干渉が少なく」済む点にあり82、「外貿埠頭公団よりは港湾管理者

79 『名古屋市会会議録』（1969年９月29日）、『名古屋港管理組合議会会議録』（1969
年11月18日）。
80 『愛知県議会会議録』（1969年７月２日）。
81 『中部経済新聞』（1969年７月30日）。
82 『名古屋港管理組合議会会議録』（1972年３月29日）。
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の意思が反映されやすい」ために「自治的管理の観点から…評価できる」（清野・

紅村2000：164）と述べている。すなわち、紅村副管理者は公団を運輸省によ

る統制と関連づけて理解しており、その点をふまえて公団案よりも NCB 案を

好んでいたのである。

　したがって、管理組合は公団案やそれに固執する運輸省に対して良い印象を

持っておらず、NCB について運輸省が統制を試みた点には拒否反応を示した

蓋然性が高い。そして、その背景には、より自律的なコンテナ埠頭整備を求め

る管理組合らの意向があったのである。

　1970年１月19日、運輸省は中京外貿埠頭公団の設置を諦め、NCB 方式によ

る名古屋港コンテナ埠頭整備が確実のものとなった。この前後には、これまで

の経緯を集約したような動きが見受けられる。運輸省は公団案を断念する直前

まで、公団の設置を主張していた。1970年１月８日、地元で再び NCB 案を求

める動きが顕在化しており、これに対して運輸省港湾局が「同構想をそのまま

容認するわけにはいかない」という方針であることが報じられた83。同10日に

は、これを裏づけるかのように、栗栖港湾局長が「中京外貿埠頭公団実現の方

針は変えていないが、これが不可能となった場合の方策としては内容が既存公

団に近いもので整備する」と語っている84。一方で、管理組合らは１月初頭には

特筆すべき動きを見せていないものの、運輸省の中京外貿埠頭公団の設置断念

が決まると歓迎の意を表し、早速に NCB 設立の動きを本格化させた85。また、

紅村副管理者は、公団案の交渉過程について「バカのひとつおぼえ」という表

現を交えて回顧した86。

　1970年12月11日、NCB が正式に発足した。その役員人事は、管理組合と海

運業界の幹部がともに名を連ねるものであった。こうして、名古屋港では、運

輸省との関係の強い公団ではなく、管理組合の意向をより反映しやすい埠頭会

社が成立し、その下でコンテナ埠頭を整備する体制が整ったのである。

　さて、上記のような経緯において、五建はどのような役割を果たしていたの

だろうか。行政学の観点では、出先機関には現業機関として政策実施を担うだ

83 『日本海事新聞』（1970年１月８日）。
84 『日本海事新聞』（1970年１月12日）。
85 『中部経済新聞』（1970年１月21日）。
86 『日本経済新聞』（1970年１月23日）。
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けでなく、自治体への監督や観察という役割を果たすことが想定される（金井

1998：166）。本項で既述した通り、コンテナ埠頭をめぐる政治過程では、運輸

省本省の集権化への試みに対して地方自治体が反発し、その中央－地方関係の

間には対立が顕在化していた。この点を考えれば、当時の五建には管理組合や

県・市の監督や観察という役割が期待されたとしても全く不自然ではない。

　実際のところ、五建は運輸省本省からの圧力を受けていたようである。当時、

五建企画課長を務めていた小沢栄は、「対外的には本省の協力な（原文ママ）指

導とコンテナ埠頭の誘致運動に代表されるような各港湾管理者の主張の間に

あって右往左往した」87ことを明かしている。この回顧からは、当時の五建が

対立する両者の間で板挟みになっていたことがうかがえる。

　しかし、当時の五建が地方自治体に対して本省の意向通りに強い統制を加え

る様子は見出せない。本論文でたびたび引用してきたように、管理組合関係者

の運輸省本省に対する反発は、複数の資料において見出すことが可能である。

仮に、五建が運輸省本省と同様の姿勢で管理組合に対して公団案を強いていた

とすれば、それに対する不満とともに五建による統制が表面化しうる。ところ

が、そうした様相は見当たらない。

　NCB 発足前夜、五建局長を務めていた伊藤甫の様子は、この点に親和的で

ある。NCB をめぐる議論が佳境に入った1970年初め、地域紙の取材で発言を

求められた伊藤は、「“大臣にうけたまわれ”ということで新大臣が決まれば、

おのずから決定しますよ」と踏み込んだ発言を避けた上で、「名古屋港の西四

区は公団であれ会社であれ、なんらかの形で着工」と語った88。前述の通り、同

時期の本省は依然として NCB を否定し、あくまでも公団に固執した主張を続

けていた。その一方で、伊藤は公団に固執した主張を避け、NCB 成立の可能

性をも念頭に置いている。すなわち、NCB をめぐる本省幹部と伊藤の姿勢には、

一定の隔たりがあった。そして、五建局長としての伊藤には、地方自治体を監

督・観察する様子を見出しえないのである。

　では、当時の五建は、どのような活動を展開していたのだろうか。五建の活

動は、主に埠頭整備に関する政策実施、および伊勢湾港構想の推進であった。

前者については、五建も主体的に関与した計画のもとで、金城埠頭整備に伴う

87 『二十年史』231頁。
88 『中部経済新聞』（1970年１月11日）。
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工事を展開していた。後者については、名古屋港をはじめとする伊勢湾内の港

湾整備を広域的に計画する伊勢湾港構想の議論を、その中心となって進めてい

た。とりわけ、伊藤局長は五建の使命を後者のオーソライズ・実施にあると考

えていたという89。そこで、次項では、後者の過程追跡によって、同時期の五

建の活動および五建と地方自治体の関係性に迫る。

第３項　伊勢湾港構想

　1960年代後半の名古屋港において、コンテナ化とともに時代的な潮流として

注目を浴びたのが伊勢湾港構想である。この構想は、広域行政の一環として、

伊勢湾内の港湾を一体的に整備することを目指すもので、名古屋港はその中心

となることが期待された。五建は、コンテナ埠頭整備の問題を避けつつ、この

構想の実現に注力しており、名古屋港整備の位置付けを決めるという点で主体

的な役割を果たした。

　とはいえ、広域行政という論点自体は、1960年代後半に突如登場したもので

はなく、同年代前半から構想が練られていた。具体的には、愛知・三重・岐阜

の三県で連携をとる府県連合、その議論をさらに進めて合併させる東海三県合

併構想、および北陸地方をも射程に入れた広域連携を行う中部圏といった枠組

みが構想された。

　伊勢湾港構想もまた、1960年代前半から議論されていた。当時の議論は、大

蔵省の出先機関である名古屋税関を中心に進められた。1960年11月７日、名古

屋税関長の羽柴忠雄は、伊勢湾における管理体の一本化・各港の明確な峻別を

呼びかけ90、列席した約35名の名古屋港・四日市港・衣浦港関係者から「名古屋

税関に音頭をとって進めてもらいたい」との賛意を得た91。そして、翌1961年１

月には、名古屋港・四日市港の一体的整備を掲げた伊勢湾港構想が、前田副管

理者らの同意のもとで決議された92。

89 『二十年史』207頁。
90 羽柴忠雄「伊勢湾港序説」（『月刊名古屋港』９（11）、1960年）、４-８頁。
91 「伊勢湾港に全員賛成意見　＝名古屋税関行政懇話会第三専門部会＝」（『月
刊名古屋港』９（11）、1960年）、８頁。
92 「名税関行政懇話会第３専門部会会議メモ」（『月刊名古屋港』10（１）、1961年）、
34頁。
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　ところが、その後しばらく、税関を中心とする伊勢湾港構想は進展をみなかっ

た。その背景には、地方自治体による税関への警戒がある。名古屋市の非現用

文書を参照すると、「国家管理の様が強くなるのではないか」と懸念する書き

込みが為されているほか93、県が管理組合に対して「港湾管理の国営化に結びつ

けられることのないよう貴組合においても十分注意されたい」と注意を促す文

書が残されている94。

　そのような状況下において、停滞する伊勢湾港構想に対し、再び焦点を当て

た組織こそ五建であった。1966年５月16日、五建が中心となって、伊勢湾港構

想を具体化させるための組織である伊勢湾研究会が発足した。この研究会につ

いて、五建局長である寺西弘治は、「国と県、市が協力し、こうした広域港湾

の発想を具体化に向けて研究する性格のもの」と説明している95。すなわち、こ

の動きは五建が地方自治体を巻き込みつつも、自らが主体性を発揮する形で構

想実現を企図したものであった。

　1968年５月、五建を中心とする伊勢湾研究会は、第１次試案として「伊勢湾

開発の方向」をまとめた96。この試案では、名古屋港・四日市港に外貿コンテナ

施設を重点的に整備し、三河港に木材取扱施設を設けるなど各港の役割分担が

企図された。また、名古屋港・四日市港での工業用地の造成を新たに計画せず、

三河港・衣浦港・中南勢地区地先といった地域にて、緑地を加える形で整備す

る方針が打ち出された。

　一方で、五建を中心とした動きに並行して、地方自治体もまた伊勢湾港構想

実現に向けた動きを展開した。伊勢湾研究会結成の翌年である1967年９月には、

中部圏開発整備の提案に伊勢湾港整備を盛り込んだ97。また、愛知県と三重県

は、渥美半島と鳥羽港を結ぶ伊勢湾口道路の建設など伊勢湾開発を議論する組

93 「伊勢湾港問題（資料）名古屋税関」（『伊勢湾港関係綴』索引番号５、1961
年３月）、18頁。
94 「名古屋港管理組合管理者への回答内容」（『伊勢湾港関係綴』索引番号12、
1961年12月16日）。
95 『中日新聞』（1966年５月17日）。
96 「伊勢湾開発の方向（第１次試案）」（『昭和44年度　伊勢湾開発調査協議会　
２冊の２』索引番号２、1968年５月31日）、１-３頁。
97 『中日新聞』（1967年９月９日）。



出先機関と地方自治体の中央─地方関係

［302］北法69（2・189）395

織の発足に合意した98。この合意は、翌68年４月に伊勢湾開発調査協議会の発

足として結実した。

　ただし、地方自治体の動きは、先行する五建の動きに反発するものではなかっ

た。この過程において愛知県・三重県が共同で作成した計画資料は、港湾整備

に関して、五建の試案と一致した内容を示している。具体的には、1969年に公

表された都市整備区域建設計画では、名古屋港・四日市港を商港として重視し

ているほか、工業用地の抑制を盛り込んでいる99。よって、協議会で議論され

た愛知県・三重県の計画は、港湾整備に関して五建の試案を踏襲したものと評

価しうる。

　したがって、五建はコンテナ埠頭問題への参入を回避する中で、1960年代前

半からの課題であった伊勢湾港構想に着目し、同構想を進める上で中心的な役

割を果たした。そして、その過程では税関とは対照的に、地方自治体に受け入

れられる形で活動を展開した100。コンテナ埠頭をめぐって本省と地方自治体が

対立する中にありながらも、五建と地方自治体の関係は、対立点が顕在化せず

に良好に推移していたのである。

第４節　高度成長の終焉　─1970年代前半の名古屋港─

第１項　工業港から商港へ

「イカダ乗りも出来なくなった。船も早く腐る。”港の潮風”どころか、ド

ブのにおいがする。名古屋港の水が目に見えて黒くなっていく…」

　1960年代後半、金城埠頭の着工・NCB 成立・伊勢湾港構想の再始動といっ

た成果を残しつつあった名古屋港では、水質汚濁や大気汚染が顕在化してい

た101。そして、1970年には、公害・環境問題がより大きく報じられるようにな

98 『中日新聞』（1967年９月18日）。
99 「都市整備区域建設計画」（『昭和44年度　伊勢湾開発調査協議会　２冊の１』
索引番号１、1969年10月14日）。
100 三重県知事の田中覚が伊勢湾開発協議会に出先機関をも包摂する姿勢を見
せたことは、その点を裏づけるものと言える（『中日新聞』1968年11月12日）。
101 『中日新聞』（1966年９月23日）。
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り102、名古屋港を所管する各主体は対応を強く迫られることとなった。

　その結果、1970年から1973年にかけて、管理組合は港湾整備の方針転換を進

めるに至った。その方針転換とは、工業港から商港へという1960年代の流れを

強化するとともに、港湾計画の中に環境面への配慮を盛り込むことであった。

具体的には、1970年３月の港湾計画改訂で商港整備を強調した上で103、廃油処

理施設の建設など公害防止事業の充実を図った104。そして、それらを取りまと

める形で、1973年に①商港施設の整備、②緑地帯造成など環境改善、③航路・

泊地の安全確保の三点を盛り込んだ港湾計画を新たに策定した105。

　同時期に行われた二度の組織改編は、この変化を跡づける。1970年５月、技

術部公害課が新たに設置された。同課は、公害行政に関する権限を持たない管

理組合にありながら、水質の常時調査や公害発生調査資料の収集などを通じて

公害問題に取り組む組織と位置付けられた106。杉戸市長によれば、この組織改

編は「ひとつうんと本腰を入れてやろう」という107、管理組合による公害対策の

本格化志向を示すものであった。その３年後の1973年、管理組合は工業港建設

部を廃止し、それに代わって環境面での港湾整備を担う組織として環境整備部

を設置した。この組織改編は、「港湾環境の整備と保全を一層強化するため実

施された」ものであった108。

　では、この変化に際し、五建はどのような役割を果たしたのだろうか。当時

の五建の主な活動は、1960年代後半から続く金城埠頭整備のほか、伊勢湾大型

水理模型（以下、水理模型）とポートアイランドの計画であった。これらの活

動は、いずれも時流の変化の中で、地方自治体が抱えていた課題に対応してい

た。すなわち、五建の活動は、地方自治体による方針転換を支援するものとし

て作用した。

　水理模型は、愛知県・三重県の要望から生まれた、水質汚濁を改善するため

の実験を行う設備である。1970年、愛知県・三重県を中心とする伊勢湾開発協

102 『中日新聞』（1970年８月22日、８月28日）。
103 『中部経済新聞』（1970年３月５日）。
104 『中日新聞』（1970年６月８日、同６月20日、1972年３月23日）。
105 『中日新聞』（1973年９月18日）。
106 「広報なごや港（27）」（『中日新聞』1970年５月24日）。
107 『名古屋港管理組合議会会議録』（1970年６月23日）。
108 『中部経済新聞』（1973年４月15日）。
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議会では、既にこの構想が浮上していた。その内容は、海域汚染への影響や施

設の安全性を考える見地から、都市化やコンビナートの大型化に伴う水質汚濁、

ならびにその予防方策を研究するというものであった109。すなわち、愛知県・

三重県は伊勢湾港という文脈で、広域行政を考えるにあたって必要な情報資源

を獲得すべく、この模型を構想したと言える。

　この水理模型は、約４年間の過程を経て愛知県内に建設された。具体的には、

1971年に五建が地方自治体の要望の高まりを受けて調査に乗り出したことを端

緒として、翌1972年８月に建設が正式に決定し110、同12月には模型の活用を考

える水理模型協議会が結成され111、1974年３月に模型が完成した。

　注目すべき点は、具体的な実験内容の決定過程である。実験内容は、水理模

型協議会において、東海三県の要望を取りまとめる形で決めることとされたが、

同協議会において、その中心的な役割を果たしたのは五建であった。たとえば、

岐阜県の復命書では、幹事役である五建が、地方自治体の要望を成案に取り込

んでいた様子が報告されている112。

　すなわち、水理模型の実験内容などを決める水理模型協議会では、五建が主

体的に地方自治体の要望を包摂した上で、方針を取りまとめていた。そして、

その方針のもとで実験が行われ、実験結果は政策決定のための情報として地方

自治体に提供された。したがって、水理模型建設とは、五建が環境面への対応

を企図する地方自治体に対して、情報資源の面から支援する動きであったと言

える。

　一方で、ポートアイランドは管理組合の要望から生まれた、名古屋港の浚渫

土砂を堆積させることで造成を試みた人工島である。名古屋港において、従前

は浚渫した土砂をそのまま臨海工業地帯の土地造成に用いていたが、工業港整

備が後景に退く中で、こうした手法の持続可能性は次第に低減していった。そ

109 「復命書（伊勢湾視察）」（『地域開発調査（都市計画、交通、流通業務）、伊
勢湾開発調査協議会　昭和45年度』索引番号２、1970年８月４日）。
110 『中日新聞』（1972年８月22日）。
111 『中日新聞』（1972年12月９日）。
112 「復命書（伊勢湾大型水理模型協議会用務、瀬戸内海大型水理模型視察）」（『企
画調査、伊勢湾開発、伊勢湾総合対策協議会　昭和48年度』索引番号６、1974
年２月２日）。
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の結果、工業用地造成と異なる利用法を模索することが喫緊の課題となり113、

管理組合はポートアイランドにその活路を見出したのである。

　この構想について、五建は建設工事および設計を担った。ポートアイランド

の場所は、当初より高潮防波堤の内側とされていたが、高潮防波堤が軟弱地盤

のもとに建っていることをふまえて、防波堤と同様の工法をとることとし

た114。そして、設計に際しては水理模型の実験施設を活用し、実験によって得

られた情報をもとに、ポートアイランド建設後の影響を検証した。具体的には、

潮流の変化・水質汚濁・高潮防波堤の強度の三点について、悪影響が生じない

ことを確認した上で、着工に踏み切った115。

　五建が担った水理模型・ポートアイランドの建設は、いずれも名古屋港を所

管する各主体にとっての喫緊の課題に対応したものであった。そして、五建は

これらの事業を主体的に実施する中で、地方自治体の要望に応えつつ、彼らの

政策決定を支援していた。すなわち、1970年代前半の五建は、これらの事業を

通じて、地方自治体を後方支援する組織として機能していたのである。

第２項　高潮防波堤の移管

　1970年代、五建は水理模型・ポートアイランドをめぐって地方自治体を後方

支援した一方で、高潮防波堤の移管について管理組合の受動的な了承を取り付

けた。すなわち、五建は管理組合を後方支援していた一方で、彼らにとって好

ましくない政策判断にも着手したのである。

　管理組合が高潮防波堤に対して消極的だった背景には、軟弱地盤に立つ高潮

防波堤の沈下を不安視していたことがある。高潮防波堤は、本来は管理組合へ

の移管を条件に作られており、開口部の拡幅後にはその手続きをとることに

なっていた。しかし、管理組合は高潮防波堤の沈下が取り沙汰されていたこと

から、「技術的にみてまだ受け入れる時期ではない、これを受け入れるには第

三者の裏づけが必要」として、断り続けた116。

　ただし、高潮防波堤の沈下については、既に外部機関の調査によって、問題

113 『名古屋港審議会会議録』（1972年９月９日）。
114 『中日新聞』（1974年３月20日）。
115 岡田実「浮上する名港のポートアイランド計画」（『月刊名古屋港』24（７）、
1975年）、14-17頁。
116 『日刊工業新聞』（1972年８月16日）。
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ないとの結論が示されていた。たとえば、1967年９月には、工業技術院地質調

査所などによる調査で「堤下はしっかりした砂質で沈下は一時的な自己荷重の

結果」とされていた117。また、1971年には五建自ら日本建設コンサルタントに

調査を委託し、その結果をもとに防波堤の安全性を主張した。加えて、管理組

合もまた、議会答弁で防波堤の安全性を主張していた118。

　にもかかわらず、管理組合は1971年時点では五建の打診を断っており、最終

的に移管を認めたのは1973年７月のことであった。管理組合は委託調査という

科学的根拠に基づいた五建の打診に一定の妥当性を認めつつも、２年間その打

診を回避した上で、移管を了承するに至ったのである。

　では、管理組合が移管を了承せざるをえなくなった要因はどこにあるのだろ

うか。紅村副管理者の説明によれば、その契機は1972年９月17日未明の台風20

号にあった。紅村は管理組合議会において、五建が示した理論値に加えて、台

風20号において高潮防波堤が機能したという実例があったために、移管を受諾

したと説明している119。

　件の台風20号は、伊勢湾台風と同様の進路を辿るもので、地域住民には「伊

勢湾台風の再来」と恐れられた120。名古屋港でも、その動向が不安視されており、

前日には警戒態勢が取られていた121。

　幸いにも、台風20号による被害は大きなものではなかった。名古屋港の最高

潮位は4.1m と、伊勢湾台風には及ばないながらも十分な高潮であったが、高

潮防波堤が予想通りに効果を発揮し、「ふ頭の冠水もほとんどなく、わずかに

水上署前の岸壁が水をかぶっただけ」であった122。沈下が取り沙汰される中で、

高潮防波堤は十分に機能したのである。

　したがって、五建の示す通りに高潮防波堤が安全であることが実例をもって

確認されたため、管理組合は移管を認めるに至った。こうして、五建は高潮防

波堤に関して、科学的な根拠とその実例による裏づけを背景としながら、難色

117 『中日新聞』（1967年９月29日）。
118 『名古屋市会会議録』（1971年７月９日）、『名古屋港管理組合議会会議録』（1974
年３月28日）。
119 『名古屋港管理組合議会会議録』（1973年６月22日、1974年11月20日）。
120 『中日新聞』（1972年９月17日）。
121 『中日新聞』（1972年９月16日）。
122 『中日新聞』（1972年９月17日）。
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を示す地方自治体に対して移管を求め続け、最終的にはそれを認めさせたので

ある。

第３章　地方自治体による中央－地方関係の形成・維持

第１節　地方自治体の状況

　なぜ、愛知県は五建と良好な関係を形成・維持するに至ったのだろうか。本

章では、この問いの解明を試みる。その論述に際して、本節では、愛知県と五

建の協調関係における阻害要因を検討し、この問いの所在を浮き彫りにする。

第１項　名古屋港をめぐる県－市関係

　まず、確認しておきたいのは名古屋港をめぐる県－市関係である。名古屋港

は、愛知県・名古屋市の一部事務組合である管理組合によって管理されており、

その政策過程には県・市がともに主体的に参加する余地があった。そのため、

県－市関係は地方自治体と五建との関係を考える上で、検討しなければならな

い論点である。

　当時の政策過程において、県－市関係は県優位で進められた。たとえば、名

古屋港の管理について、杉戸市長は市による管理を理想としていながらも123、

県に対してその意向を強く打ち出すには至らなかった。また、名古屋市会にお

いては、名古屋市の自主財源の少なさを問う質問に対して、杉戸市長が県に対

する市の立場の弱さを語る場面も見られた124。

　こうした経緯のもとで、県優位の県－市関係において対立が先鋭化した場合

には、地方自治体による港湾管理は不安定なものとなり、中央省庁の関与の余

地が生じうる。たとえば、宮城県塩釜市の桜井辰治市長が「運輸大臣を囲む会」

を利用して、宮城県が塩釜市に対して連絡することなく埋め立て工事を執行し

たとして、佐藤港湾局長へ「政府としても管理権の問題を考えてほしい」と訴

えたことはその好例である125。また、地域開発政策において、中央省庁が地方

123 『名古屋市会会議録』（1964年11月26日、1965年３月８日、1969年５月31日、
同９月30日）。
124 『名古屋市会会議録』（1964年３月６日、1968年11月29日）。
125 『日本海事新聞』（1965年４月15日）。なお、当時の塩釜港は、宮城県の計画
に仙台新港の工業港整備が盛り込まれたことで、企図していた工業港整備を断
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自治体間の対立に介入する実例もあった。吉野川の開発では、香川県・愛媛県・

徳島県が対立する状況の中で、それぞれの自治体に農林省・通産省・建設省が

別個に助力し、対立を促進させるに至った（佐藤1962）。

　しかし、名古屋港をめぐる県－市関係において対立が先鋭化することはな

かった。県優位の県－市関係は安定的に推移し、管理組合も瓦解せずに存続し

たのである。この安定した県－市関係は、運輸省が名古屋港整備の政策過程へ

介入する余地を狭め、本省や五建にとって一種の参入障壁として機能しえた蓋

然性が高い。なぜ、地方自治体は安定した県－市関係のもとで、五建との関係

を構築・維持するに至ったのだろうか。

第２項　桑原幹根と全国知事会

　県－市関係で優位にある愛知県を捉えるにあたって、県知事を務めていた桑

原幹根は重要人物である。桑原は官選知事を歴任した後、1951年以来６度の知

事選を勝ち抜いて、24年間の長きにわたって公選知事職にあり続けた。すなわ

ち、高度成長期の愛知県は、桑原とともにあったと言っても過言ではない。

　桑原について考える上で重要なのは、全国知事会においても中心的な役割を

果たしていたことである。1967年、東京都知事が務める慣例であった全国知事

会長に就任したことは、その好例であろう。当時の地域紙では、桑原が「いま

までも知事会の最長老としてまとめ役を買う機会が多く、その豊富な経験が好

感をもって迎えられている」ことや、「これまでの慣例とか、地域にとらわれ

ない限り、妥当な人選と見る向きが多い」ことが報じられている126。

　桑原が全国的な文脈で着手した課題は、府県制維持であった。1960年代、地

方制度改革の文脈で、府県合併や道州制の観点から府県制度の見直しがたびた

び俎上にあげられた。それらの議論は、地方制度調査会において不決定へと方

向付けられ、実現することはなかったが（大杉1991：第２章－第４章）、広域

自治体の首長にとっては死活問題であり、彼らは府県の重要性を訴える必要に

迫られた。桑原も例外ではなく、会長就任以前の段階で、既に広範な調整機能

という観点から府県の意義を示す講演を行っている（桑原1962）。

　会長就任後の桑原は、全国知事会を代表する立場で持論を展開した。たとえ

念させられるに至っていた（安達2015）。桜井市長は、この状況を背景として、
塩釜市の港湾管理権問題を訴えたと考えられる。
126 『中日新聞』（1967年５月１日、５月11日）。
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ば、民主性・能率性・総合性という三つの観点から広域自治体の存在意義を主

張する論考を公刊しているほか（桑原1968）、佐藤栄作首相が「第二の廃藩置県」

と称して都道府県制度の再検討を公言した際には、首相に対して、知事への権

限委譲と地方との関係緊密化を要望した127。加えて、1970年代に府県制廃止が

浮上した際にも、同様に反対表明を行った128。したがって、桑原の会長在任中

には、断続的に府県制廃止が俎上にあがったため、彼は折にふれて府県の重要

性を主張する必要に迫られていたのである。

　また、桑原は愛知県知事として中部圏を代表する立場も担っていたため、中

部圏開発を展開する上でも、地方自治を声高に叫ぶことを強く求められた。中

部圏開発は、地方自治体を中心とした計画策定に重点を置く点に特徴があっ

た129。その主体となった協議会は中央省庁に対して地元案尊重を要望し、最低

でも地元案の大筋を貫くという姿勢で交渉した130。当時の中央省庁では、この

協議会の姿勢に対して「何となくやりずらい（原文ママ）感じ」があったという

（NIRA 1996：上143）。

　こうした制約の中で、桑原は少なからず地方自治の色彩を強調し、なおかつ

中央政府による干渉に否定的な姿勢をとる必要があったと考えられる。事実、

桑原は出先機関を集権化と関連づけて捉え、一般論として否定的な見解を示し

ていた。たとえば、前述の論考では「府県に対する不信感に基づく国の地方出

先機関の設置もしくは強化などは、行政の民主性という観点からは、是非排除

しなければならない」と論じた（桑原1968：166-167）。また、県議会で中央集

権化についての見解を問われた際には、出先機関とその強化を「非常に遺憾」

と表現した131。

　したがって、桑原は自らの立場に起因する制約ゆえに、出先機関との協調関

係を打ち出すことは難しい状況にあり、一般論として出先機関への批判を公言

していたと言える。この点をふまえれば、桑原政権下の愛知県が出先機関であ

る五建との間に協調関係を形成・維持したことには、疑問の余地がある。果た

127 『中日新聞』（1968年５月９日）。
128 『中部経済新聞』（1973年10月18日）。
129 『中日新聞』（1966年５月26日）。
130 『中日新聞』（1968年４月４日、６月11日）。
131 『愛知県議会会議録』（1969年３月６日）。
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して、彼が批判するところの一般的な出先機関と、五建との違いは、どこにあっ

たのだろうか。

第３項　富裕な愛知県

　地方自治体は、どのような目的で中央省庁を頼るのか。このような問いを立

てた場合、往々にして想起される答えは、財源や権限などの行政資源付与であ

ろう。とりわけ、本論文が対象とする高度成長期は、中央－地方間で補助金を

めぐる交渉が活発に展開された。すなわち、高度成長期には、地方自治体が財

源としての補助金を求め、中央政府との関係形成・維持を試みる様相が少なか

らず見られたのである。

　港湾政策もまた、その例外ではなかった。たとえば、港湾局長を務めた宮崎

茂一は、「港湾管理者の財政の貧困」を背景に港湾事業費の過半を国が負担し

ていることから、国の関与を「必然的」と指摘した（宮崎1964：12-13）。

　しかし、愛知県は自他ともに認める富裕県で、財政面には少なからず余裕が

あり、地方交付税を受けない不交付団体であった。トヨタ自動車を筆頭に有力

企業を複数擁する愛知県は、自主財源を多く得られる財政構造になっており、

それゆえに地方交付税に頼らない政策決定が可能だったのである（桑原1979：

425）。たとえば、地方自治の世界では、自主財源比率を地方自治体の自由度に

なぞらえた三割自治という用語があるが、愛知県下の新聞社や政治家は自県の

状況を七割自治と表現していた132。

　もちろん、いかに富裕な愛知県であっても、全ての事業を県の予算だけで処

理することは困難である。そのため、愛知県も中央政府からの財源付与を視野

に入れていた。

　ただし、愛知県は財源調達先を中央政府に限定していない。具体的には、西

南部の臨海工業用地造成に際して外債発行を検討したこと133、国民休暇村の建

設に際して地元企業である名古屋鉄道からの寄付を検討したこと134、あるいは

既述した海運業界と共に NCB を立ち上げた事例などが挙げられる。すなわち、

愛知県は中央省庁のみならず、外債・地元企業からの寄付・全国的な業界団体

132 一例として、『中日新聞』（1970年２月13日）、『愛知県議会会議録』（1972年
３月４日）。
133 『名古屋港管理組合議会会議録』（1964年６月18日）。
134 『愛知県議会会議録』（1968年３月26日）。
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との官民協働といった複数の財源調達手段をも視野に入れていた。よって、愛

知県は中央省庁に財源を求めることが不都合な場合には、中央省庁からの財源

付与に固執せず、より望ましい方法を模索していたと考えられる。

　加えて、愛知県は中央省庁からの財源移転に対して、慎重な姿勢を見せてい

た。県議会や市会では、県・市が地方交付税の交付を受けていないことについ

て、他の地方自治体に比べて行政資源が相対的に少なくなるという観点から、

再考を促す質疑が為された135。しかし、この質疑に対して、各首長は肯定的な

反応を示していない。たとえば、桑原県知事は、以下のように財源移転の増加

を中央の支配強化と捉えて、地方交付税の交付に難色を示した136。

「富裕県でなくして地方交付税を受けるということでありますれば、それ

だけまた地方自治体としての資格を欠くことになるのでありまして…交付

税をたくさん受けるというようなことでありますれば、それだけやはり中

央の支配を受ける度合が強くなる」

　こうした愛知県の方針は、名古屋港整備にも適用された。名古屋港の事業費

における国費の割合は、相対的に小さいものにとどまった。具体的には、1964

年度の名古屋港における事業費（10億5000万円）は、国と地方自治体がともに

４億円を負担し、受益者が残る２億5000万円を負担する形で構成された137。こ

の財源配分は、事業費の70% 程度を国費に依存していた神戸港（12億3900万円

／ 17億6300万円）・横浜港（10億600万円／ 13億5000万円）とは対照的である。

すなわち、名古屋港の財政状況は、宮崎茂一が「港湾管理者の財政の貧困」と

表現するような中央省庁に強く依存したものではなく、むしろ地方自治体・民

間企業が過半数を支弁する構造にあった。

　したがって、愛知県は中央省庁の財源移転に集権化を読み取った際には、中

央省庁への依存を避ける傾向にあったと言える。この点をふまえれば、本事例

は補助金行政や相互依存のような通説的な構造では捉えがたい特徴を有してい

135 後述の例のほか、『名古屋港管理組合議会会議録』（1965年３月24日）、『名古
屋市会会議録』（1973年３月８日）など。
136 『愛知県議会会議録』（1963年３月４日）。
137 松尾道彦「港湾審議会管理部会の設置」（『港湾』41（７）、1964年）、36頁。
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る。すなわち、愛知県が五建との協働を選んだ要因は、通常想起されるような

財源や権限などの行政資源とは異なるところにあったと考えられる。果たして、

愛知県は五建に何を求めたのだろうか。

第２節　関係形成・維持の分析

第１項　港湾政策の専門性・技術

　愛知県は、前述のように五建と連携しがたい状況であったにもかかわらず、

なぜ五建と良好な関係を形成・維持したのだろうか。言い換えれば、愛知県に

とって五建とはどのような点で、有用な存在だったのだろうか。

　前章で記述した政策過程をふまえれば、その答えとして、港湾政策の専門性・

技術が想起される。すなわち、専門的な知見や技術を要する港湾政策について、

一地方自治体が担うことは難しく、愛知県は五建と良好な協調関係を構築・維

持し、政策決定・実施において五建の助力を得たという仮説を指摘しうる。

　1950年代から1970年代の名古屋港整備には、出先機関の専門性・技術が動員

された場面を見出すことが可能である。まず、1950年代では、前田副管理者の

登用が挙げられる。桑原県知事は専門性を有している人材を求めて、運輸省第

四港湾建設部から前田を招聘した。そして、管理組合は前田副管理者の指導の

もとで、工業港を中心に名古屋港を整備した。次に、1960年代では、高潮防波

堤の設計・建設が挙げられる。高潮防波堤の設計・建設は、伊勢湾台風後の目

玉となる防災事業であったが、その中心的な役割を果たしたのは伊勢建・五建

であった。最後に、1970年代では、水理模型とポートアイランドが挙げられる。

当時の五建は、情報資源を求める地方自治体の要望に応じて水理模型を計画し

た上で、その実験内容を専門的な見地から検討したほか、それを活かしてポー

トアイランドの設計も行っていた。

　こうした活動の中で、地方自治体は五建の専門性・技術を評価していた。高

潮防波堤の移管について、自らの技術不足を理由に消極的な姿勢を見せたこと

は、その好例であろう。また、金城埠頭の整備・伊勢湾港構想・水理模型の実

験内容といった技術的な計画を伴う事業に際して、地方自治体が五建の案を踏

襲していたことも、その一例として挙げられる。加えて、1960年代から70年代

にかけて、管理組合も専門性・技術を獲得していたが138、それにもかかわらず、

138 たとえば、杉戸市長は管理組合職員の専門性を理由に、県庁・市役所との人
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管理組合は技術的な計画を必要とする場面で五建案を否定することなく、その

方向性を容認していたのである。

　また、五建自身も自らの長所を専門性・技術に求めている。たとえば、五建

局長を務めていた寺西弘治は、高潮防波堤の完成時の発言で技術者を自称して

いた139。五建職員の青山正幸は、国直轄工事について、その正当性を「国が技

術力を擁すること」に求める説明を行っていた140。

　ただし、管理組合にとって、五建との関係を構築・維持する決定的な要因が

専門性・技術にあると断定しえない。なぜなら、専門性・技術という観点で検

討する場合、五建という選択肢は、他の選択肢との差別化を図ることが難しい

からである。たとえば、伊勢湾台風を機に技術力を増した民間の地元業者と連

携することで141、埠頭整備などの政策実施において必要な専門性・技術を調達

することが可能である。また、港湾計画の策定など政策立案において専門性・

技術を求める場合には、外貿埠頭公団の設置や運輸省の出向人事が有用である。

とりわけ、外貿埠頭公団は、職員の多くを運輸省出身者が占めているため、五

建と同等ないしそれ以上の専門性・技術を得ることが期待される。それにもか

かわらず、管理組合は公団の設置に対して消極的な態度をとって反発し、運輸

省本省との対立点を顕在化させるに至った。

　したがって、愛知県が五建と良好な協調関係を形成・維持した決定的な要因

は、専門性・技術ではない。すなわち、愛知県にとって五建の最大の存在意義

は、彼らがもつ専門性・技術とは異なるものであった。

第２項　五建の行動様式

　愛知県にとって、専門性・技術よりも有用であった五建の特長とはなにか。

その答えは、五建の行動様式にあると考えられる。

　前章で記述した通り、五建は地方自治体の意向に沿う形で活動した。具体的

には、五建は、本省の意向を体現して地方自治体を監督・監視・統制するので

はなく、むしろ地方自治体の要望に即して活動する傾向にあった。たとえば、

事交流に難色を示した（『名古屋港管理組合議会会議録』1970年６月23日）。
139 前掲注（28）。
140 青山正幸「港湾総論」（『月刊名古屋港』17（４）、1968年、30頁）。
141 「座談会　大防波堤の建設を顧みて」（『月刊名古屋港』13（９）、1964年、
35-50頁）。
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高潮防波堤の建設では、組織が本来的に重視していた防災という価値に固執せ

ず、管理組合や関係業界の求める機能面への配慮を見せたほか、漁業補償の交

渉にも注力した。また、1960年代後半には、金城埠頭利用計画の策定・NCB

設立・伊勢湾港構想において、地方自治体の要望に応えつつ主体的な役割を果

たした。加えて、1970年代の水理模型・ポートアイランドなどの事業にも、こ

の点は引き継がれた。

　とりわけ重要なのは、地方自治体と五建の協調関係が、地方自治体と本省が

対立する最中にあっても維持されていることである。1960年代を通じて、管理

組合を筆頭に、地方自治体は、運輸省本省による公団を通じた埠頭整備への介

入に反発していた。その理由は、地方自治体を中心とする名古屋港の管理が、

公団によって損なわれると考えたためであった。運輸省の出先機関である五建

は、通説的な出先機関観に基づけば、本省と同様に管理組合からの反発を受け

たとしても不自然ではない。むしろ、五建は運輸省に対する批判の矢面に立た

される可能性すらある。しかし、五建は本省とは異なり、地方自治体との間に

対立点を顕在化させずに、良好な関係を維持したのである。

　このことは、裏を返せば、地方自治体は本省を自律的な港湾管理の阻害要因

と捉えていた一方で、五建にはその可能性を見出していなかったと理解するこ

とが可能である。あるいは、五建にも本省と同様に、阻害要因となる可能性を

見出しつつも、その度合いを相対的に低く捉えていたと考えられる。

　実際に、前章で記述した通り、1960年代に埠頭整備をめぐる政策過程の中で、

五建が地方自治体を監督・監視する姿勢は確認しえなかった。当時の五建は、

むしろ地方自治体との対立に与することなく、本省とは異なる立場で良好な協

調関係を形成・維持したのである。

　ただし、五建が常に地方自治体の要望に応えていたとは言えない。その好例

が、高潮防波堤の管理である。五建は、高潮防波堤の開口部を広げる工事に際

して、本来は五建が負担するはずだった工費を管理組合へと肩代わりさせた。

また、1970年代には高潮防波堤の移管に消極的な姿勢を見せた管理組合に対し

て、外部機関による調査を用いつつ、移管を了承させるに至った。

　この種の動きは、名古屋港以外の港でも存在したと見られる。たとえば、同

じ愛知県内の衣浦港での衣浦トンネル建設は、桑原県知事の意向に沿わない形

で進められた。当時、半田市と碧南市を海上で結ぶにあたって、桑原知事は橋

の建設を強く志向したが、五建は費用がかさむ点・地盤が悪い点を理由に、橋
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ではなくトンネルを建設した142。

　また、地方自治体の計画策定に際して、伊勢建・五建が影響力を行使する余

地もあった。伊勢建局長の幸野弘道が、愛知県新地方計画について意見書を提

出したことは、その一例である。意見書の趣旨は、総花的な計画策定を避け、

論点を取捨選択するように説くものであった。とりわけ、商港整備については、

「名古屋の輸出入貨物を中心に考えればよいのであとの中小港湾について一つ

一つたんねんにつきあう態度でなくてよい」と、名古屋港を中心に計画策定す

べきであることを述べている143。この意見書からは、伊勢建・五建が時に愛知

県の政策決定にも影響力を行使していたことがうかがえる。

　よって、五建は地方自治体の方針に合わせて活動する傾向の出先機関であっ

た一方で、決して地方自治体の方針に従属していた組織ではなかった。そのた

め、自律的な港湾整備を志向する愛知県にとって、常に都合の良い存在であっ

たとは言いきれない。

　とはいえ、一定の専門性・技術を擁する組織の中では、五建は相対的に連携

の取りやすい相手であった。特に、管理組合が懐疑的な視線を注いできた公団

に比べて、五建が与しやすい相手であったことは想像に難くない。具体的には、

運輸省本省による統制が効いている上、港湾管理権を付与される可能性もあっ

た公団に対して、五建は管理組合の名古屋港管理に強く干渉する姿勢を見せて

いなかった。そのため、管理組合は、五建が自らの所管を傷つける危険性に乏

しいと判断することが可能であった。

　加えて、今一度、五建が地方自治体に歩調を合わせて活動していた場面に着

目すれば、その時に五建が向き合っていた課題は、地方自治体にとっても喫緊

の課題であった。高潮防波堤の建設は、伊勢湾台風という大災害の事後処理と

して重要な意味を持っていた。また、金城埠頭の整備や伊勢湾港構想は、コン

テナ化や広域行政という時流に即した課題に対応していた。加えて、水理模型

やポートアイランド構想もまた、高度成長のひずみに対する批判の盛り上がり

を背景に企図された。すなわち、愛知県をはじめとする地方自治体にとって、

142 『中日新聞』（1967年３月８日）、『二十年史』209頁。
143 「愛知県新地方計画委員会委員および専門委員への委嘱について」（『愛知県
新地方計画委員会関係資料　推進協議会（第２回）資料』索引番号28、1962年
３月23日）。
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これらの五建の活動は、時宜に即した後方支援となっていた。

　したがって、愛知県が中央省庁やその機関と連携しがたい状況にもかかわら

ず、五建との良好な協調関係を形成・維持するに至った決定的な要因は、五建

の行動様式にある。五建は時に地方自治体の要望にそぐわない活動を展開した

ものの、それでも総体的には地方自治体の方針に合った活動をする傾向にあっ

たため、愛知県にとって公団などよりも有用な連携相手となりえた。それゆえ、

愛知県は五建の存在を否定することなく、むしろ良好な協調関係を形成・維持

するに至ったのである。

第４章　出先機関による中央－地方関係の形成・維持

第１節　出先機関の状況

　前章において、愛知県が五建と良好な関係を形成・維持するに至った要因に

ついて、五建の行動様式から説明した。愛知県は、港湾政策に関する専門性・

技術を有する組織の中でも、相対的に地方自治体の自律性を認めて活動する傾

向にあったことから、五建との連携を志向したのである。

　では、なぜ五建はそのような行動様式をとったのだろうか。本章では、この

問いを明らかにするための手がかりとして、一仮説を提示する。その論述にあ

たって、本節では、五建の行動様式にとっての阻害要因を簡潔に検討し、問い

の所在を浮き彫りにする。

　出先機関は、中央省庁の下部機関として地方自治体とともに地方部での行政

を担う存在であるため、その活動には中央省庁・地方自治体の両者との関係に

よる制約を伴う。もちろん、省庁設置法や組織規程によって職掌を規定されて

おり、出先機関にはその範囲を中心とした裁量行使が認められる。ただし、そ

の裁量は無条件に認められていたものではない。

　中央省庁の下部機関である五建が、中央省庁の方針から大きく逸脱した政策

決定をすることは、決して容易ではない。事実、運輸省本省は五建に対して、

要所では圧力をかけていた。NCB 問題をめぐって運輸省本省と地方自治体が

対立する中で、本省が五建に対して指導を行っていたことはその好例であ

る144。また、五建局長を務めた吉村眞事は、浚渫船・清流丸の使用料金を値下

144 前掲注（87）。
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げして管理組合へ提供したところ、本省に「よけいなことをするな」という叱

責を受けたことを語っている145。

　一方で、出先機関は地方自治体の存在を無視しえない。資格任用制をとる日

本の行政官僚制内の組織として編成される出先機関は、地方自治体とは異なり、

選挙によって地域住民からの統制や支持を受けることがない（金井1998）。す

なわち、出先機関は地域・地域住民との間に機能的・行政的な関係を結ぶ一方

で、政治的な関係を結ぶには至らない（秋月2000：202）。そのため、出先機関

は地域住民の理解を必要とする場面において、地方自治体と連携をとる利点を

認識することになる。

　とりわけ、港湾政策においては、港湾法によって地方自治体の港湾管理が規

定されている。そのため、五建などの港湾建設局が港湾管理において影響力を

発揮するためには、地方自治体の理解を得ることが有用である。たとえば、五

建職員の青山正幸は、港湾施設の建設・改良について「国と管理者との協議が

ととのえば、当該工事を国直轄で実施出来る」と説明しているが146、この説明は、

管理者たる地方自治体の同意抜きに直轄工事を施工しがたいという五建の認識

を示している。

　とはいえ、地方自治体が出先機関に対して、常に優越すると断定することは

難しい。秋月謙吾は、所管地域を定義する難易度・制度的な安定を理由に、府

県－出先機関の中央－地方関係において府県が主導権を握ると論じた（秋月

2000）。しかし、実際の事例に照らし合わせれば、その指摘の妥当性は決して

高いとは言えない。既述の通り、五建は地方自治体に歩調を合わせて活動した

一方で、高潮防波堤をめぐる政策決定や衣浦トンネルの建設など、時に地方自

治体の要望にそぐわない活動を展開した。すなわち、五建は地方自治体に対し

て一定の影響力を発揮し、対等な関係のもとで、時には地方自治体の方針に合

わない政策決定を実現した。こうした動きを展開した出先機関は、五建に限ら

れない。たとえば、四建は浚渫後の検査について、四建と熊本県がともに行う

こととしたが、その背景には「四建が県のいわば下請けのような形にならない

ように」との配慮があったという147。

145 『二十年史』216頁。
146 青山・前掲注（140）。
147 『四建九十年のあゆみ』1672頁。



出先機関と地方自治体の中央─地方関係

［318］北法69（2・173）379

　上記の点をふまえれば、五建が地方自治体との対等な関係のもとで、地方自

治体の方針に合わせて活動する行動様式をとったことは自明ではない。なぜ、

五建は当該行動様式を採ったのだろうか。

第２節　関係形成・維持の分析

　本節では、五建の行動様式を明らかにするための手がかりとして、一仮説を

提示する。具体的には、運輸省内部の位置付けが、五建の行動様式に影響を及

ぼした可能性を指摘する。

　出先機関は、中央省庁本省と地方自治体の中央－地方関係の中間に位置して

いるが、その位置付けが全国一律に設定されているとは限らない。中央省庁本

省の内部で各出先機関の位置付けが異なっていた場合、その行動様式には一定

の差異が生じうる。そのため、本論文において、運輸省内部での五建の位置付

けを検討することには、少なからず意義があると考えられる。

　出先機関の位置付けを検討する上で、一つの出発点となるのは、出先機関局

長をめぐる人事慣行である。日本の行政官僚制は、給与に代表される一般的な

労働者としての待遇や、政策の立案・実現のような職務に対する満足度ではな

く、独特な昇進体系によって動機付けられた出世型人事管理の形式をとってい

る（原田2016：36-38）。そのため、人事慣行は官僚の行動を規定する一要素となっ

ている。とりわけ、中央省庁の高級官僚は、「Up or Out（昇進するか、退官す

るか）」と形容される昇進をめぐる激しい競争にさらされており（稲継1996：第

２章）、人事慣行には強い関心を持つ。したがって、出先機関局長の人事慣行は、

局長自身の活動はもちろんのこと、当該組織全体の活動に影響を与えうる。

　秋月謙吾も指摘しているように、出先機関局長という役職は、運輸省官僚の

昇進にとって、きわめて重要なものであった（秋月2000：175）。港湾政策にお

ける最上位の役職である本省の港湾局長は、1955年から1983年にかけて、ほと

んど二建ないし三建の局長から昇任していた（別表１）。

　ただし、港湾建設局局長は、港湾局長への人事慣行の途上にある役職ばかり

ではない。当時、二建・三建を除く三つの港湾建設局の局長は、港湾局長への

昇進が約束されていなかった（別表１）。そのため、五建を含む当該役職には、

二建・三建局長と異なる動機付けがはたらいた可能性もある148。

148 当事者の回顧によれば、五建の雰囲気は穏やかなものであったという（『二十
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　五建局長退任後の役職を整理すると、港湾局長への昇任の途上にある役職（二

建・三建局長および技術参事官）に異動した確率は低い一方、退任後に本省以

外の組織で勤務した確率が高い（別表２）。具体的には、五建局長から直接に

港湾局長をはじめとする本省幹部へ昇任した例は存在せず、他の役職を経て間

接的に港湾局長へ昇任した例も15% にとどまっている一方で、五建局長経験

者の85% は官界を去る・地方行政において港湾政策を担う道を選んでいる。

　また、五建の人事慣行には、地方行政との結節点も存在した。五建局長退任

後、過半数が官界を去った一方で、地方行政の業務を担った人物も一定数存在

する。具体的には、他局に異動した上でその局の局長となった場合が19%、地

方自治体の一部事務組合において副管理者となった場合が15% 存在した。す

なわち、約３割の局長が退任後に地方において港湾政策にあたったのである。

　たとえば、五建局長退任後に四日市港管理組合副管理者へと転じた伊藤甫は、

在任中の業績が転職につながった人物である。具体的には、伊藤は三重県知事・

田中覚の「こんご四日市港が伊勢湾に占める役割からみて、より広域的な視野

から問題を処理できる人がどうしても必要」という考えのもとで、四日市港管

理組合へと招聘された149。伊藤は広域港湾構想である伊勢湾港構想を五建の使

命として注力した人物であるため150、適任であった。したがって、伊藤は五建

という組織にあって、運輸省本省よりも地方自治体に歩調を合わせる活動の一

翼を担ったことで、「港湾人として誠に喜びにたえない」（伊藤1983：98-99）経

歴を辿ったと言えるであろう。

　こうした地方行政との結節点のある人事慣行は、五建の活動にとって重要で

ある。港湾局長への昇進が視野に入る二建局長や三建局長とは異なり、五建局

長にとって現実的な異動先は本省ではなく、地方行政または民間であった。言

うなれば、五建という環境は「Up or Out」というよりも、むしろ「Local or 

Out（地方行政に行くか、退官するか）」であった可能性がある。仮にそうであっ

たとすれば、五建局長が二建・三建局長と比べて、地方自治体の動向を重視す

年史』220頁、234頁）。この様子は、他局よりも高い位置付けであることを自
認して競い合っていた二建・三建（秋月2000：177-178）と好対照をなすように
見受けられる。
149 『中部経済新聞』（1970年５月３日）。
150 前掲注（89）。
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ることは不自然ではない。

　上記の人事慣行を敷衍すれば、運輸省内部の出先機関に対する処遇の違いが、

五建に対して一定の影響を及ぼし、その方針を地方自治体に親和的なものへと

接近させた可能性を指摘しうる。

第５章　おわりに

第１節　本論文の成果

　本論文は、高度成長期の名古屋港整備の事例分析から、政策過程における出

先機関の活動と地方自治体との関係性について論じたものである。当該事例は、

中央省庁の本省と地方自治体との関係、および中央省庁の出先機関と地方自治

体との関係性が異なる点に特徴がある。具体的には、中央省庁本省と地方自治

体が対立する中で、中央省庁の出先機関は本省とは異なる方針をとり、むしろ

地方自治体に親和的な活動を展開した。そして、出先機関は本省とは対照的に、

地方自治体との間に対等かつ協調的な関係を構築・維持した。本論文は、第２

章でこのような事例の記述的推論を行った上で、第３－４章で因果的推論を試

みた。

　第２章では、1950年代から70年代前半にかけての名古屋港整備の政策過程を

記述した。第１節で地方自治体が主体的に名古屋港を整備したことを確認した

上で、第２節で地方自治体の自律的な港湾整備志向があったにもかかわらず、

運輸省の出先機関である伊勢建・五建が順調に設置されたことを論じた。そし

て、第３－４節で、運輸省本省が地方自治体と対立した一方で、五建が地方自

治体と対等な協調関係を形成・維持し、要所で地方自治体の意向に沿って活動

する一方、時として地方自治体の方針にそぐわない形で政策を展開したことを

明らかにした。

　第３章では、愛知県が五建との連携を選択した要因について分析した。第１

節で五建との連携における阻害要因を検討し、愛知県の五建との連携が自明で

ないことを確認した。そして、第２節では、その要因について港湾政策の専門

性・技術および五建の行動様式という観点から検討し、後者がより決定的な要

因となりえたことを指摘した。

　第４章では、五建の行動様式を明らかにするための手がかりとして、一仮説

を試論的に提示した。具体的には、出先機関局長をめぐる人事慣行から、五建
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の行動様式が、運輸省内部の位置付けによる影響を受けていた可能性があると

指摘した。

　とりわけ、本論文の中心的な成果は、先行研究が見出しえなかった出先機関

の様子を明らかにした点にある。本論文が明らかにした五建の活動と地方自治

体との関係性は、先行研究の想定とは異なるものであった。出先機関を中央省

庁本省の単なる下部機関と捉える通説的な出先機関観では、五建の地方自治体

の方針に合わせた活動を理解しえない。一方、出先機関が府県よりも劣位にあ

るために府県の方針に合わせて活動するという秋月説では、五建が地方自治体

との間に対等な交渉を可能とする関係を形成・維持し、時には地方自治体の方

針に合わない政策判断に着手したことを説明しえない。

　本論文の事例分析によれば、出先機関は本省や地方自治体の意向に従うこと

を常態とせず、状況に応じて両者との関係性を形成し、その関係のもとで一定

の自律性をもって活動していた。戦後日本の中央－地方関係は、中央省庁と地

方自治体の二者関係ではなく、中央省庁本省・同出先機関・地方自治体の三者

関係として展開されていた。この点については、以下のように図示することが

可能であろう。

第２節　本論文の課題

　本論文は、上記の成果・含意を得た一方で、複数の課題点を残している。と

りわけ、以下の二点を重要な課題として指摘しうる。これらの点については、

稿を改めて論じたい。

　まず、第一の課題点は、省庁内部における出先機関の位置付けを把握するこ
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とである。本論文の第４章では、人事慣行に出先機関の位置付けの相違を見出

し、それによって出先機関の行動様式が規定される可能性があると指摘した。

しかし、この指摘は、あくまでも今後の研究の手がかりとして一つの可能性を

提示したものにすぎない。当該位置付けと行動様式の関係を正確に論じるため

には、運輸省の高級官僚の活動とその規定要因について、より掘り下げた分析

をすることが求められる。この点は、今後の大きな研究課題である。

　次に、第二の課題点は、出先機関の行動様式について、本省・地方自治体の

動向とより深く関連づけて分析することである。各出先機関の行動様式は、ど

のような場面においても明瞭に立ち現れるとは限らず、本省・地方自治体と関

わる中で、促進・抑制される可能性がある。その場合、同じ港湾建設局が所管

する港湾であっても、政策過程の様相に差異が生じうる。

　とりわけ、本省－出先機関関係の分析は、最大の課題といっても過言ではな

い。本論文の主眼は出先機関と地方自治体の関係にあるため、当該関係を詳述

していないが、出先機関とその活動を考える上で、本省の動向は重要である。

　この課題を解決する上で、手がかりとなるのは、運輸省港湾局の高級官僚が

有していた独自の論理である。秋月謙吾は竹内良夫の回顧を引用して、彼らの

「何もないところへ港を作って産業基地にしよう」という「港屋の願望」が政策

に結びついた可能性を指摘した（秋月2000：176；竹内1977：92）151。

　本論文の事例に関連づければ、当該論理にとって名古屋港が重要ではなかっ

たため、本省が五建に対する統制を徹底させなかったと理解しうる。すなわち、

地方自治体による整備の進んでいた名古屋港は、開発余地が大きく残されてお

らず、「願望」を十分に満たさないため、五建の方針が本省によって許容・促

進されたという説明が可能である。

　したがって、一次資料をもとに上記の論理へ接近することで、運輸省港湾局

の地方行政に対する活動の実態を把握することが可能となる。ひいては、本省

－出先機関関係の分析という課題を解決し、戦後日本の政府間関係についても、

より深く理解することが可能となるであろう。

151 なお、この「願望」については、複数の港湾局幹部によって言及されている。
たとえば、栗栖義明の発言（「＜座談会＞運輸省港湾局　新旧局長に聞く」『港湾』
49（８）、1972年、72頁）、宮崎茂一の発言（「＜座談会＞甦える大地」『港湾』48（３）、
1971年、40頁）、および吉村眞事の発言（吉村1981：60）はその好例である。
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【別表１．】1955年から1983年までの港湾局長をめぐる人事慣行

氏名 在任期間 就任前の役職
黒田　静夫 （1950.7.21）～ 1955.6.29 第五管区海上保安本部長
天埜　良吉 1955.6.30 ～ 1958.12.15 第三港湾建設局局長
中道　峰夫 1958.12.16 ～ 1961.4.20 第三港湾建設局局長
坂本　信雄 1961.4.21 ～ 1963.1.10 第二港湾建設局局長
比田　正 1963.1.11 ～ 1964.8.27 第二港湾建設局局長
佐藤　肇 1964.8.28 ～ 1967.8.3 第三港湾建設局局長
宮崎　茂一 1967.8.4 ～ 1969.8.11 第三港湾建設局局長
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岡部　保 1972.6.20 ～ 1973.8.6 経済企画庁総合開発局長
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松本　輝壽 1982.4.1 ～ 1983.7.14 第二港湾建設局局長



研究ノート

［327］ 北法69（2・164）370

【別表２．】五建局長の人事慣行

代 氏名 在任期間 その後の役職 慣行
1 坂本　信雄 1961.4.1 ～ 1961.4.20 ※二建局長との兼任；任期終了後、港湾局長。 ⑤
2 幸野　弘道 1961.4.21 ～ 1964.4.1 辞職。 ②
3 寺西　弘治 1964.4.1 ～ 1966.7.28 二建局長を経て、外貿公団理事。 ③
4 尾崎　重雄 1966.7.29 ～ 1967.10.10 四建局長。 ③
5 伊藤　甫 1967.10.11 ～ 1970.5.1 辞職、四日市港管理組合専任副管理者へ。 ④
6 橘高　俊二 1970.5.1 ～ 1972.12.1 辞職。 ②
7 原口　好郎 1972.12.1 ～ 1973.8.31 三建局長などを経て、名古屋港管理組合専任副管理者。 ④
8 原田　修 1973.8.31 ～ 1974.12.1 一建局長。 ③
9 和田　善吉 1974.12.1 ～ 1976.7.16 辞職。 ②
10 吉村　眞事 1976.7.16 ～ 1978.10.1 二建局長を経て、港湾局長。 ⑤
11 西村　俊之 1978.10.1 ～ 1980.4.1 辞職。 ②
12 西村　一男 1980.4.1 ～ 1981.6.10 辞職。 ②
13 藤野　愼吾 1981.6.10 ～ 1983.7.15 港湾局技術参事官を経て、港湾局長。 ⑤
14 飯島　昭美 1983.7.15 ～ 1984.9.17 三建局長を経て、四日市港管理組合専任副管理者。 ④
15 勝部　弘 1984.9.17 ～ 1985.12.16 辞職。 ②
16 森平　倫生 1985.12.16 ～ 1987.2.1 二建局長。 ③
17 富田　勇 1987.2.1 ～ 1988.11.10 辞職。 ②
18 鈴木　庄二 1988.11.10 ～ 1990.6.1 辞職。 ②
19 櫻井　正憲 1990.6.1 ～ 1992.4.1 辞職。 ②
20 新井　洋一 1992.4.1 ～ 1993.4.1 辞職。 ②
21 江口　肇 1993.4.1 ～ 1994.7.18 辞職。 ②
22 木本　英明 1994.7.18 ～ 1996.4.1 港湾技術研究所長を経て、港湾局長。 ⑤
23 早田　修一 1996.4.1 ～ 1997.4.1 辞職。 ②
24 黒田　秀彦 1997.4.1 ～ 1998.6.23 二建局長。 ③
25 中村　豊 1998.6.23 ～ 1999.7.13 辞職。 ②
26 佐藤　清 1999.7.13 ～ 2000.6.30 三建局長を経て、四日市港管理組合専任副管理者。 ④
27 村田　進 2000.6.30 ～省庁再編 中部地方整備局副局長、局長。 ②

（件数）（比率）
1 人事慣行① 「五建」局長の任期終了後、本省港湾局長に就任する。 0 0%
2 人事慣行② 「五建」局長の任期終了後、官界を去る。 14 52%
3 人事慣行③ 「五建」局長の任期終了後、他局の局長を務めた後、官界を去る。 5 19%
4 人事慣行④ 「五建」局長の任期終了後、地方自治体の副管理者を務める。 4 15%
5 人事慣行⑤ 「五建」局長の任期終了後、特定の役職を経て、本省港湾局長に就任する。 4 15%
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通所介護記録に記載のないサービスの提供と介護報酬の返還請求

　佐賀地裁平成27年10月23日判決

　（平成26年（行ウ）２号処分取消請求事件）

　判例時報2298号39頁

Ⅰ　事案の概要

　X（原告）は、介護保険法（以下、「法」という）にもとづく指定を受けた通所

介護および介護予防通所介護事業を行う事業者であった。Y（被告）は、佐賀

県鳥栖地域で介護保険事業を行う一部事務組合である。X は通所介護事業・介

護予防通所介護事業のほか、同じ施設で有料老人ホームを営んでいた。

　平成25年３月、Y および佐賀県（以下、「県」という）は、虐待の疑いや居宅

介護サービス費の不正請求の疑いで X の事業所に対する監査を行った。その

結果、有料老人ホームの入所者が介護サービスを利用するにあたって、有料老

人ホームの記録と通所介護事業所の記録（通所介護記録）に食い違いがあるこ

とが判明した。３月18日に県が X に聴聞手続きの開始を通知したところ、X

は法人の解散と事業所の廃止を申し出て、同月末に廃止届を出した。

　５月20日、Y および県は不正請求による介護報酬の返還金と加算金を X に

請求することを決定し、６月14日に Y は X に対して法22条３項にもとづいて

介護保険給付費返還金28万1,277円および加算金11万2,510円の合計39万3,787円

の支払いを求める返還命令処分（以下、「本件処分」という）を行い、通知書を

交付した。また、同月18日付で、Y は合計39万9,042円に増額訂正を行った。

これに対して、X が審査請求を行ったところ、佐賀県介護保険審査会は、本件

判 例 研 究
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処分について36万8,613円を超える部分を取り消した（審査請求において Y は

合計36万6,903円に請求を減縮している）。X は本件処分の取消しを求めて出訴

した。なお、本件では本件処分の理由付記等も問題とされたが省略する。

Ⅱ　判旨　請求一部認容（控訴棄却）

　36万8,613円を超える部分を却下し、17万5,278円を超える部分を取り消す。

（１）徴収金債権の要件

「居宅介護サービス費は所定の要件と基準を満たす場合に市町村から事業者に

対して支払われるものであり（法41条）、これを欠いた支払が事業所に対して

された場合には、市町村は事業所に不当利得の返還を求め得ると解される。そ

して、法22条３項は、事業所が上記支払を受けるに当たり『偽りその他不正の

行為』をした場合における居宅介護サービス費の不当利得返還義務についての

特則を設けたものと解される。そうすると、事業所が同項に基づき居宅介護サー

ビス費の返還義務を負うものと認められるためには、その前提として、事業所

が居宅介護サービス費の支払を受けたことに法律上の原因がないといえる場合

であることを要するというべきである（最一小平成23年７月14日判決。以下、

「平成23年最判」という）。

　これに反する被告の主張は採用することができない。」

（２）通所介護記録に実態と異なる記載がある場合

「X 代表者は、X 従業員に対し、有料老人ホーム記録には実態の通り記載し、

通所介護記録には実態と異なる記載をするよう指示していたことが認められ…

両記録は、本件事業所内の同一の場所に置かれ、原則として当日中に X 従業

員が書いていたと認められることに照らすと、これら両記録の多数の不一致が

X 従業員の記載ミスによるものとは考え難いから…原則として有料老人ホー

ム記録が信用でき、それに反する通所介護記録の記載は信用することができな

い」

（３）通所介護記録に記載がないが、有料老人ホーム記録に記載がある場合

「法41条９項は、指定居宅介護サービス事業者から居宅介護サービス費の請求

があったときは、４項各号の厚生労働大臣が定める基準及び法74条２項に規定

する居宅介護サービスの事業の設備及び運営に関する基準に照らして審査した

上、支払う旨規定している。そして、指定居宅介護サービス事業者は、指定通

所介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を記録するとと
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もに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法によ

り、その情報を利用者に対して提供しなければならない旨規定されている。こ

れは、同事業者に提供した具体的なサービスの内容等を記録させることにより、

居宅介護サービス費の請求が適法にされたことに関する証拠資料を確保し、併

せて利用者への情報提供の便宜を図る趣旨であると考えられる。そうすると、

証拠資料となりうるのは通所介護記録（サービス提供記録簿）に記載されてい

ないとしても、それ以外の資料（本件では、有料老人ホーム記録）によっても

当該通所介護サービスが提供されなかったと認めることができない限り、前記

…のとおり不正請求による介護報酬の返還命令処分が不当利得の返還請求権の

性質を有することに鑑みて、指定居宅サービス事業者が居宅介護サービス費の

支払を受けたことにつき法律上の原因がないとはいえず、市町村は居宅介護

サービス費返還を請求することはできないと解するのが相当である。」

「これを本件についてみるに…一部については、Y の主張と異なり、本件居宅

介護サービス費請求に沿った通所介護サービス又は入浴介助が提供されなかっ

たと認めることはできない（以下、当該部分を「本件サービス提供部分」という。）

から、本件サービス提供部分については、X が本件居宅介護サービス費請求に

より居宅介護サービス費の支払を受けたことには法律上の原因がないとはいえ

ないのに対し、本件サービス提供部分以外の部分については、請求に沿った通

所介護サービス又は入浴介助が提供されなかったと認められるから、X が居宅

介護サービス費の支払を受けたことには法律上の原因がなく、X は Y に対し

不当利得返還義務を負うというべきである。」

「介護職員処遇改善加算分を含め X の不当利得となる居宅介護サービス費を

計算すると…12万5,199円になる。」

（４）偽りその他不正の行為（不正請求）

「X 代表者は、X 従業員らに対し、通所介護記録には実態と異なる記載をする

よう指示していたことが認められる。また…X 代表者は、本件事業所の管理者

であるところ、利用者が通所介護サービス利用中に居室に戻ることがあったこ

と等通所介護サービスの予定に変更があったことについて X 従業員から度々

報告を受けていたと認められる。さらに、両記録間の不一致が本件居宅介護サー

ビス費請求以前から存在していたことをも併せ考えると、X 代表者は、通所介

護サービス又は入浴介助を提供したとする日に当該サービスが提供されていな

いことが多数存在するとの現状を認識していただけではなく、X 従業員に対し
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記録の改ざんを指示して、本件居宅介護サービス費を請求していたことが認め

られる。

　そうすると、X は、本件サービス提供部分以外の部分について、不正請求に

よって居宅介護サービス費を請求し、法律上の原因を欠く居宅介護サービス費

の支払を受けていたものといえる。」

（５）小括

「…本件処分について、法22条３項の要件を満たすのは、本件居宅介護サービ

ス費請求について X が不当利得となる12万5,199円と同額の４割を乗じて得た

５万0079円の合計17万5,278円を限度とするから、本件処分は同額の範囲で適

法であるが、同額を超える部分…については違法であり、取り消されるべきで

ある。」

Ⅲ　検討

１．はじめに

　本件は、不適切な介護サービスの提供に対する県および（介護保険の保険者

である）一部事務組合による対応が問題となり、介護報酬の返還および加算金

の支払いを求めた行政処分の是非について争われた裁判例である1。本判決には

大きく２つの点で検討の必要がある。

　第一に、本件は、介護報酬の返還について定める法22条３項の解釈・適用が

問題となり、市町村2が持つ報酬返還請求権の成立の有無について判示した裁

判例である。法22条３項の解釈をめぐっては本判決も引用する平成23年最判3

が先例となるが、その後に公刊された裁判例がなかったため、本判決は一定の

意義を持つ。しかし、事業者の指定取消処分があった平成23年最判と比べて、

1 本判決の評釈として、中野妙子「通所介護記録に記載のないサービスに係る
介護給付費返還命令」ジュリスト1509号（2017年）119頁。
2 特別区や一部事務組合も保険者であるが、特に断りのない限り「市町村」に含
めて考察する。
3 評釈として、清水泰幸「介護保険法22条３項による介護報酬の返還請求」社会
保障判例百選〔第５版〕（2016年）226頁、倉田賀世「判例研究」熊本法学129号（2013
年）13頁、西上治「行政判例研究」自治研究89巻２号（2013年）142頁、岩村正彦

「判例研究」季刊社会保障研究48巻１号（2012年）97頁、川久保寛「社会保障判
例研究」北大法学論集63巻４号（2012年）221頁ほか。
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本件では指定取消処分がなく事業者自ら廃止を届け出ており、事案が異なる。

したがって、本判決の意義を明らかにするためには、平成23年最判の射程を検

討する必要があると思われる。

　第二に、本件は、法令上不適切な介護サービスの提供と介護報酬の受領が問

題となった裁判例である。介護保険法が施行されて15年が経つが、介護事故や

保険料の算定を除けば裁判になることが少なく4、不適切な介護サービスの提供

があった場合に保険者ないし行政がどういった対応を取ることができるのか、

実務にばらつきがあり5、法的に明確になっているわけではない。その意味で、

本件は介護保険に関する事例として重要である。

　以下では、まず介護保険法における都道府県および市町村の権限を確認した

うえで、平成23年最判を検討する。そして、介護報酬の返還請求の法律構成に

ついて裁判例を中心に検討を行い、本判決の位置づけを明らかにしたい。

　なお、本件は、本件処分を記した通知書における理由付記の態様や、不服審

査と取消請求との関係などが問題となっているが、本稿では社会保障法に関す

る部分に絞って検討する。

２．介護保険法における都道府県知事等の権限 

（１）都道府県知事による事業者の指定

　介護保険制度において、都道府県知事は事業所の指定権限および取消権限を

持つ（居宅サービス事業者について70条・77条）6。指定を受けていない事業所は

介護保険の保険給付であるサービス給付費を代理受領することができないため

（41条６項）、介護サービスを行う事業者にとって都道府県知事による指定は極

めて重要である。

4 加藤智章ほか編『新版社会保障・社会福祉判例大系４　社会福祉・生活保護』（旬
報社、2009年）166頁〔菊池馨実・長沼建一郎〕。
5 介護保険法に基づく介護サービス事業者に対する行政処分等の実態及び処分
基準例の案に関する調査研究委員会（平成28年度老健事業。以下、「調査研究委
員会」という）報告書（2017年）参照。http://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/
column/opinion/pdf/170331_gyouseisyobun.pdf（2018年５月17日アクセス）
6 地域密着型サービス事業者について、市町村長が指定権限および取消権限を
持つ（42条の２）。ただし、届出等、都道府県知事による一定の関与がある（78
条の２）。
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　本件では、X の事業所が通所介護事業および介護予防通所介護事業の指定を

受けていたものの、監査で通所介護記録と有料老人ホームの記録に食い違いが

あることが問題となり、X の代表者が実態と異なる記載をするよう指示をして

いたこと、それによって介護報酬を余分に受け取っていたことなどが法22条に

いう不正請求と認定された。通常は不正請求と指定取消権限の行使の関係が問

題となりうるところ、本件では X が事業の廃止を行ったために都道府県知事

による指定取消権限を行使する機会がなく、直接に問題とはなっていない7。

　そして、事業所の指定を受けるためには厚生労働大臣が定める人員基準を充

たす必要があるため、事業所の指定は、サービス提供開始の時点で介護サービ

スの質を保障する機能を持つ。そして、サービス提供開始後には、指導および

監査が介護サービスの質を保つことに期待される。本件でも監査によって不正

請求が発覚している。

（２）事業所への指導および監査

　事業所への指導および監査8は、都道府県が行うものと市町村が行うものに

分かれる。

　都道府県が行う指導および監査は、事業所だけではなく市町村も対象として

いる（５条２項）。すなわち、介護保険法令の改正などによって制度および取

扱いが変更される場合、都道府県は、それらに従ったサービス提供を確保する

ために、サービスを提供する事業所を指導したり、介護報酬に関わる権限を持

ち一部事業者への指定権限等も持つ市町村を指導したりする。これらは、都道

府県知事が指定権限を持つことと、都道府県が行政組織として市町村に連絡調

整を行うこと（地方自治法２条５項）に関係している。

　むろん、都道府県知事が事業所へ行う指導および監査がより重要である。都

道府県知事は、介護サービスを給付する事業所に対して指導および監査を行う

7 処分逃れが疑われる事案ではある。中野・前掲注（１）122頁参照。
8 法文上は「文書の提出等（職員による質問や照会など）」（23条）、「帳簿書類の
提示等（記録の提示、質問など）」（24条）、「報告等（報告、立入、検査など）」（90
条）とされているが、実務上、強制性の有無によって「指導」と「監査」と呼び
分けられることが多いようである（実務に関して、横須賀市役所福祉部介護保
険課・指導監査課に聴取を行った）。
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権限を持つ（24条・90条）。実務上、年に１回程度指導を行い、問題点を指摘

し改善報告をさせることにより、事業所が法令に沿った介護サービスを提供す

るように努める9。そのうえで、事業所職員の対応や書類の確認によって、その

後に続くより強制力を持った対応を行うことになる。たとえば、勧告やその後

に続く命令であり（76条の２）、指定の全部効力または一部の停止、そして指

定の取消しである（77条）10。

　一方、市町村長も事業所に対して指導および監査を行う権限がある（23条・

90条）。法文上、この権限は保険給付に関する限りで広範囲に及び、市町村が

持つ地域密着型サービスの指定権限に由来するものではない。すなわち、保険

者である市町村長が持つ事業所に対する監督権限は、介護給付費の給付主体で

あることに由来するものである。

　このため、事業者の大半は、指定権限を背景にした都道府県知事による指導

および監査と、保険者である市町村長による指導および監査に重畳的に服する

ことになる。両者の指導および監査の法的関係について明確な規定はないもの

の、実務上、取消権限を背景にもつ都道府県知事による指導および監査と、保

険給付の適正化を目的とする市町村長による指導および指導は連携して行われ

ることがある11。

　本件では、X の事業所に対する監査を佐賀県と一部事務組合である Y が共

同して行っている。監査の端緒は虐待と不正請求の疑いとされており、県によ

る聴聞が行われたことから、監査の結果、県が命令や勧告、指定の効力停止な

どの不利益処分を念頭に置いていたことは明らかである。その場合、行政手続

法に定める所定の措置、すなわち聴聞の機会を与えなければならない（13条１

項）。しかしながら、その通知に対して X が事業廃止の届け出をしたため、本

件では指定取消にかかる一連の対応がなされることはなかった。その代りに問

題となったのが市町村による介護報酬の返還請求である。

9 指導によって事業者を育てるという視点もあるとのことである（横須賀市役
所からの聴取による）。
10 人員基準違反に限られるものの、人員基準通達に規定がある。すなわち、基
準に違反することが明らかになった場合には、まず勧告を行い、次に命令をし、
そのうえで指定の取消しをすることが原則とされている。
11 事業所に関する情報をやり取りしたり、指導・監査を共に実施したりする模
様である（横須賀市役所からの聴取による）。
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３．介護報酬の返還請求と平成23年最判の意義

（１）市町村による介護報酬の返還請求

　市町村が事業所に対して介護報酬の返還を求める場合、２つの場合が想定さ

れる。

　１つは、事業所からの介護報酬の請求に対して審査を行った結果に由来する。

法律上、審査支払いは委託することができ（41条10項）、国民健康保険連合会（以

下「連合会」という）によって行われることがほぼすべてを占める12。通常、市

町村は連合会の審査結果に従って事業所に介護報酬を支払うことになる。その

場合、介護報酬の返還「請求」を行うことはない。

　しかしながら、委託していてもなお、市町村は保険者として介護報酬支払い

について権限を持つため、理論上、連合会の審査結果を受けて支払いを行って

も事後的に独自に審査を行い、介護報酬の返還を求めることが許されるように

思われる13 14。その場合、次に述べる法22条３項と類似しているものの、「偽り

その他不正の行為」があったとまでは言えない場合も多いと考えられるため、

結局は法41条９項を理由にして、返還を「請求」することになろう15 16。むろん、

本件とは事案が異なる。

　もう１つは、直接、事業所へ報酬の返還を請求する場合である。これは審査

支払とは直接関係せず、「偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた」

事業所に保険者である市町村が行うものである（22条３項）。典型的には、指

定取消しや効力の停止などを受けた事業所が提供した介護サービスにかかる介

12 碓井光明『社会保障財政法精義』（信山社、2009年）330頁。
13 医療保険、とりわけ国保のレセプト点検と類似する行為である。加藤智章ほ
か『社会保障法　第６版』（有斐閣、2015年）171頁〔倉田聡・加藤智章〕参照。
14 医療保険では、市町村から都道府県へ国保の運営が移管されることにあわせ
て、市町村だけではなく都道府県にもレセプト点検を行えるようにすべきとの
意見がある（社会保障審議会医療保険部会資料（2015年２月20日）参照）。
15 不正の行為ではない場合、実務上、民法の不当利得に拠って返還請求すると
される。岩村・前掲注（３）99頁参照。
16 医療保険では、市町村長が点検結果を審査支払機関に通知し、審査支払機関
による再審査という形を採って事後の支払いと相殺させているようである。こ
の方法の是非はひとまず措くとして、介護保険においても同様の形になると思
われる。
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護報酬について、市町村が直接返還を求める場合である。

（２）平成23年最判

　そして、平成23年最判はこの先例にあたる。この事案では、大阪府知事によ

る指定取消しを受けた事業所について、堺市が法22条３項にもとづいて介護報

酬の返還請求を行ったところ、①介護報酬相当分だけではなく加算金の請求も

行うべき、②取消しを受けなかった事業所についても介護報酬の返還請求を行

うべき、として住民訴訟が提起された。第１審（大阪地判平成20年１月30日）

では①が棄却されたものの、②について認容された。一方、原審（大阪高判平

成21年７月23日）17は、第１審とほぼ同様の判示をしたうえで、法22条３項に

ついて「法が求める具体的な介護サービスが行われたか否かによって上記返還

の可否を分けてはいないから、被告の〔管理者が不在であってもそれによって

直ちにサービス提供が無効になったり介護報酬が不当な利得になったりしない

との（筆者注。以下、同じ）〕上記主張は採用できない。（法22条３項は、その

文言に照らし、偽りその他不正の行為によって市町村が介護報酬を支払ったこ

と自体を損害又は損失とみなしていると解される。）」と判示した。

　一方、最高裁は、大阪府知事による指定取消しを受けていない事業所につい

て、堺市は介護報酬の返還請求を行いえないとした。

　そこでは、「所定の要件と基準を満た」さない報酬の支払いについて、「市町

村は事業者に不当利得の返還を求め得ると解される。」としたうえで、「法22条

３項は、事業者が上記支払を受けるに当たり偽りその他不正の行為をした場合

における介護報酬の不当利得返還義務についての特則を設けたものと解され

る。そうすると、事業者が同項に基づき介護報酬の返還義務を負うものと認め

られるためには、その前提として、事業者が介護報酬の支払を受けたことに法

律上の原因がないといえる場合であることを要するというべきである。」と判

示された（ゴシック・下線は筆者による）。

　また、宮川光治裁判官による補足意見が付され、そこでは「大阪府知事が…

不正な手段により指定を受けたという事由で指定取消処分をしていないにもか

かわらず、参加人〔事業者〕が支払を受けた介護報酬について裁判所が上記事

由の一事をもって返還義務を肯定することは、実質上、指定取消処分と同じ効

17 評釈として、小西啓文「判例研究」季刊社会保障研究45巻４号（2010年）70頁。
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果を生じさせることとなり、大阪府知事の裁量権を否定するに等しく、相当で

ないと思われる。」とされた。

（３）平成23年最判の評価と批判

　この平成23年最判は、介護保険法における重要判例と理解されている。

　まず、介護報酬の返還請求について、「不正の行為」によらない場合、不当

利得を理由として市町村が事業者に対して返還請求できるとした部分は、それ

までの実務を追認するものである。また、法22条３項が民法の不当利得の「特則」

であるとした部分は、健康保険法（58条３項）等、類似した規定を持つ法律と

の関係で重要であり、さらにその適用にあたって事業者に法律上の原因がない

ことが前提となっていると明示した18。なお、加算金の請求をしていない場合、

「特則」の機能として、①根拠条文が法22条３項であると明らかになること、

②加算金も請求するとすれば、不正が重大であることが必要となること、が挙

げられる19。

　一方で、平成23年最判には批判も多い。

　もっとも重要なものは、法22条３項の解釈に関連して、指定およびその取消

しを行う処分の解釈に疑問があるという批判である。岩村は、堺市民が堺市の

判断の是非を問うという住民訴訟の目的に照らせば20、①大阪府知事による事

業所の取消しの是非について争えないこと21、②もし事業所による不法行為に

ついて堺市が損害賠償を請求すべきと主張すれば、結論が変わる可能性がある

ことから、本判決における指定取消処分の公定力の解釈に疑問があるとする22

（岩村は結論も疑問視する）。

　また、西上は、都道府県知事による指定処分の効果について分析し、指定取

消処分にあたって、都道府県知事は事業者としての地位を継続させるかどうか

（「一般的・抽象的に介護報酬を受領しうる地位」）の判断にとどまり、市町村

18 岩村・前掲注（３）100頁。
19 清水・前掲注（３）227頁。
20 西上は、そもそも４号訴訟（地方自治法242条の２）には権限外のことが含ま
れていないため、批判は当たらないとする。西上・前掲注（３）153頁参照。
21 住民訴訟の対象は財務会計上の行為に限られる。宇賀克也『行政法概説Ⅱ　
第５版』（有斐閣、2015年）392頁参照。
22 岩村・前掲注（３）101頁。
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が実際に介護報酬を受領できるかどうか判断すべきとする23。この場合、都道

府県知事による指定取消処分とは切り離して市町村は報酬返還請求を行うこと

ができる（西上は事業所の態様から堺市に報酬返還請求義務を認めず、結論に

は賛成する）。

　これらはいずれも保険者としての市町村の権能に着目するものであり、結局

のところ、平成23年最判における法22条３項の解釈が問題であるという点で一

致している。

（４）小括（本件との関係）

　本件では、X による廃止届の提出があったため、佐賀県知事による指定取消

しは行われていない。したがって、平成23年最判とは事案が異なる。とはいえ、

平成23年最判は法22条３項の解釈について判示したものであり、平成23年最判

には批判が多いものの24、審査に関係しない介護報酬の返還請求を行った本件

に射程が及ぶことは明らかである。そのうえで、平成23年最判と異なる事実と

して、本件では①記録の食い違いと、② X 代表者による記録改ざんの指示が

挙げられる。

　本判決では、①について「原則として有料老人ホームの記録が信用でき」る

としたうえで、通所介護記録になくても有料老人ホーム記録に拠れば介護サー

ビスの提供が認められるため、その分の介護報酬の請求に「法律上の原因がな

いとはいえ」ない、とした。したがって、Y による介護報酬の返還請求は要件

を充たさず、本件決定の一部が取り消された。なお、ここでは、平成23年最判

で「前提」とされた民法上の不当利得として検討されている。そして、②を「偽

りその他不正の行為」と認定し、残った部分の介護報酬の返還請求と加算金の

徴収が認められた。

　すなわち、本判決は、通所介護記録にも有料老人ホームの記録にも記載がな

い場合に介護報酬の受領に「法律上の原因がない」と認め、その請求の態様が

不正（「特則」）に当たるという２段階の認定を経て、法22条３項の適用を認め

ている。言い換えると、通所介護記録に記載がないままの介護報酬の受領それ

自体は不当利得にとどまり、法22条３項の適用にはならない可能性がある。そ

23 西上・前掲注（３）150頁以下。
24 中野・前掲注（１）121頁。
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れでは、どういった場合に請求の態様が不正となるのだろうか。

４．不適切な介護サービスの提供と介護報酬の返還

（１）これまでの裁判例における不適切な介護サービスの提供とその帰結

　これまで、不適切な介護サービスの提供が不正とされ、法22条３項にもとづ

いて介護報酬の返還を行った裁判例は、公刊されている限りでは平成23年最判

を除いて以下の２件にとどまる25。

　最初の事例は、指定の取消しとともに介護報酬の返還請求と加算金の請求が

為された①裁判例（京都地判平成18年９月29日）26である。そこでは、指定時点

にサービス提供責任者とされた者にまったく勤務実態がなかったことが問題と

なり、指定当初に遡って介護報酬の返還請求がされた。裁判所は、「法が、サー

ビス提供責任者が計画性のある訪問介護を実現するために重要な役割を果たす

ことを要求していることに鑑みれば、サービス提供責任者を欠いたままされた

訪問介護サービス事業は、法の要件を欠く」として不当利得の成立を認めたう

えで、「被告会社は、法の要件を欠く居宅サービス事業を行ったにもかかわら

ず、居宅介護サービス費を請求し、原告市から居宅介護サービス費の支払を受

けたのであるから、偽りその他の不正の行為により居宅介護サービス費の支払

いを受けた（法22条３項）というべきである。」として「不正」の成立も認めた。

　もう１つは、夜間人員の不足を理由とした介護報酬の返還請求が為された②

裁判例（さいたま地判平成22年６月30日判決）である。裁判所は介護報酬の返

還を求めた通知の処分性を否定し、行政処分の取消訴訟を却下（不当利得返還

請求については棄却）した27うえで、人員基準に満たない介護報酬の返還請求

を是認している。なお、②裁判例では、人員基準を満たしていないにもかかわ

らず規定通りの介護報酬を請求したことが「不正」に当たるとされ、受領した

介護報酬相当額から人員不足によって減額された介護報酬相当額を引いた金額

の返還請求が妥当とされた（なお、原告事業所は、指定取消し等を受けてはい

なかった）。

　法律上、これらの状況は下記のように裏づけられる。

25 清水・前掲注（３）226頁。
26 評釈として、小島晴洋「判例評釈」社会保障判例百選〔第４版〕（2008年）232頁。
27 平成20年改正前であり、現行法とは合致しない判示と思われる。
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　厚生労働大臣の定める人員基準は指定時に満たさなければならないが、介護

報酬の審査基準として用いられていない（法41条９項）。つまり、人員基準違

反は介護報酬の審査・支払いでは問われず、基本的には都道府県知事による指

定取消し等の権限行使において問題となり28、市町村による介護報酬の返還請

求の場面でも問題となる可能性がある29。したがって、市町村が介護報酬の返

還請求を行う場合、都道府県知事の指導ないし勧告、命令等があってもなくて

も、他の理由にもとづいて「不正」を認定し、法22条３項に基づく権限で返還

請求をすることになる。むろん指定取消しはその理由の最たるものではあるが、

介護保険法上、必要不可欠なものではない。こうしたことから、指定取消しが

ないままの報酬返還請求や加算金の請求も散見されただけではなく、都道府県

によって基準違反の評価や指定取消しの判断に相当な違いが見られた30。

（２）平成23年最判以降の変化と平成23年最判の意義

　法22条３項にかかるこうした理解は、平成23年最判によって少なくとも法的

には変化した。すなわち、都道府県知事の指定取消しなど「法律上の原因がない」

状態を前提に、市町村による「不正請求」の認定を行い、返還請求を行うこと

となった。一方で、平成23年最判の解釈は人員基準について行われたものであ

るが、その判示から人員基準以外の違反行為にも及ぶと思われる。つまり、人

員基準という都道府県知事の権限は指定取消しが必要となるが、それ以外の違

反行為については、市町村長が独自に何らかの事実を「法律上の原因がない」

こととして認定し、さらに「不正請求」と認定する必要があることになる31。

　しかしながら、法令に違反する行為が「法律上の原因がない」理由になるか

どうか、現時点では定まった解釈はない32。その理由として、裁判例が少ない

28 岩村・前掲注（３）100頁参照。
29 ②裁判例は人員基準違反を「不正」としたうえで返還請求を是認しており、
平成23年最判と同じ判断枠組みといえる。一方で、引用の通り①裁判例は判断
枠組みが異なる。
30 古いが、データとして日経ヘルスケア（2004年６月）68頁。川久保・前掲注（３）
230頁参照。
31 法22条３項の発動にはすべからく指定取消しが必要とは読めないうえ、本件
のように人員基準が関係しないものもあるため、このように考えられる。
32 指定取消処分を必要としない点で一致したものの、平成23年最判の評価が分
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ために事後的な検討が難しいこと、指導による是正が多いことなどが挙げられ

よう。

　また、「不正請求」の認定についても、定まった解釈があるとはいえない。

なぜなら、「偽りその他不正の行為」は勤務実態がないものから指導および監

査における対応まで幅広いうえに、事実として明らかなものから印象や評価に

とどまるものまで含むからである33。

　このように考えると、平成23年最判の実務上の意義は、都道府県知事と市町

村長の緊密な連携（たとえば当該事業所に対する処分内容について一致させる

ことや、事業所の存続について一致した結論を出すことなど）が必要とされて

いることにとどまる可能性がある。

（３）抜け道の存在？

　さらに、事業者の「自主返納」による抜け道が存在する。すなわち、市町村

が報酬返還請求権の行使を背景に、事業者から“問題のあった”介護報酬を自

主的に返納させる実務上の取扱いである。この場合、（②裁判例のように）自

主的に返納した後に事業者が争わなければ法22条３項の問題になることはな

く、裁判例を通じた検討から外れてしまう。また、都道府県知事による一部効

力の停止権限（77条）として、実務上、報酬制限が行われている34。これは、違

反行為に対する制裁として、事後的に一定期間報酬の減額支給を行うものであ

り、報酬相当額の返還と同視することができる。

　これらの行為は、事業者の同意や明文上の根拠規定といった法的根拠を一応

持つものの、行政の恣意的な運用を招きかねないものである。その意味では、

介護保険法による行政統制は、平成23年最判を経てもなお不十分なものである。

５．本判決の評価

（１）記録の記載と介護報酬の請求

　本件では、事業所が指定取消しを受ける前に自ら廃止届を出しており、指定

かれていることはその一例である。
33 調査研究委員会・前掲注（５）５頁以下参照。
34 調査研究委員会・前掲注（５）８頁による。
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取消しによる消滅がない35。その意味では、平成23年最判の射程は及ぶものの、

市町村が独自に「法律上の原因がない」ことを認定し、そのうえで「不正請求」

と認めなければならないことになる。本件では人員基準を充たした介護サービ

スの提供がなされていたことから、通所介護記録の不備それ自体がまず問題と

なる。判旨（３）の通り、通所介護記録の不備は介護報酬の審査支払の基準に

当たる指定居宅サービス基準に違反する。一方で、本判決は、有料老人ホーム

記録から介護報酬の請求に「法律上の原因がない」とはいえないとして、Y の

返還請求を取り消した。

　むろん、通所介護事業所が備えるべき通所介護記録と有料老人ホームが備え

るべき記録は法的性質が異なる36。通所介護記録は通所介護サービスの提供を

記録するだけではなく、居宅サービス計画（いわゆるケアプラン）との整合性

も必要とされており、老人福祉法にもとづく有料老人ホームの記録とは記述す

べき内容および目的が異なる。したがって、事後的に市町村が介護報酬の返還

請求を行う場合において、拠るべき記録はあくまで事業所の通所介護記録であ

ることに変わりはない。

　しかしながら、「法律上の原因がない」という不当利得の原則に照らせば、

他の記録をもって通所介護記録に代えることは十分可能ではないだろうか。そ

もそも、法22条３項は市町村による介護報酬の返還請求の場面であって、介護

報酬の請求に必要な記録等を事業者が完璧に備えていなければ返還請求に対抗

できないわけではない。言い換えると、介護報酬の返還請求で問題となる「法

律上の原因」の有無については、法令に従っていない状況での介護サービスの

提供が許容される余地があり、介護記録の不備をもって「法律上の原因がない」

とは言えないと思われる37。

（２）加算金の徴収と不正請求の認定

　一方で、本判決の加算金の徴収については疑問が残る。

35 （裁判例①のように）指定取消しが遡及すると考えることも理論上不可能では
ないが、廃止届の提出に対してそのように評価することは、他に特別な事情が
なければ難しいように思われる。
36 中野・前掲注（１）122頁。
37 むろん介護記録の不備は指導ないし監査の対象となる。
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　そもそも、加算金の徴収について明確な判例はない。平成23年最判には加算

金に関する判示事項がなく、法22条３項にいう「報酬相当分の返還請求」と「加

算金の請求」38が一体的に解釈された。この点について、岩村は、命令・指定

の取消し等があったときには加算金を請求すべきとする39。平成23年以前の裁

判例でも、さらには実務上も加算金請求の要件にはばらつきがみられ、近年で

は問題視されつつある40。また、加算金による返還分は保険財政に組み入れら

れるものの、その分の交付税が減額されてしまうため、市町村長には“うまみ”

がないという41。

　本件では、X 代表者による対応（記録の不一致の放置や改ざんの指示）が認

定され、それが「不正請求」とされている。故意性や職務上の義務違反を考慮

した判断枠組みであろうし、指定取消しを逃れるために廃止届を提出した可能

性もないわけではない42。その意味では「不正請求」を認める余地はあり、加算

金の徴収をもって事業所に懲罰的処分を科したとも理解できよう。

　とはいえ、平成23年最判によってもこれまでの検討によっても、本件の事情

で加算金も請求するべきであるという理由を見出しがたい。少なくとも、介護

報酬分の返還請求に必要な法的評価と、加算金の請求に必要な法的評価を分け

て考える必要があると思われる。本判決は一体として評価を行っており、結論

は是認できるものの、判断枠組みに疑問が残る。

＊�本件評釈について東京社会保障判例検討会（早稲田大学）でも報告を行った。

出席者から様々なご指摘をいただいたことに感謝いたします。どうもありが

とうございました。なお、本研究にあたって JSPS 科研費16K17005の助成を

受けた。

38 平成20年に法改正が行われており、（本件に適用された）現行法では加算金の
「徴収」となっている。

39 岩村・前掲注（３）102頁。
40 調査研究委員会・前掲注（５）参照。
41 横須賀市役所からの聴取による。
42 中野・前掲注（１）122頁。
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